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序

21世紀の幕開けを数年後に控えて、いまわれわれを取り巻く経済・社会の環境は大きな回天の期を迎え
ている。大規模生産技術に支えられた 20世紀の発展の構造への歴史的評価を踏まえて新たなる、よりグ
ローバルな、そしてフレキシブルな経済・社会の構築が要請されている。それは、国際間の物流、人流の

より流動化を可能ならしめる、情報技術に代表される革新的技術の開発に、その変化の礎をもとめること

ができるけれども、その技術に適合した一国の経済社会のシステムの構築は、いま始動をはじめたばかり

と言って過言ではない。また一方で、その技術が招来する国際化社会での、種々異なった発展段階にある

国々の相互依存の形態とその役割についても、新たな構図が描かれなければならない。このことは、わが

国をはじめとする先進各国の人口構成の高齢化の現象、発展途上の国々における人口規模の更なる拡大の

可能性というもうひとつの発展の制約因子と無関係には論ずることはできない。そしてまた、21世紀は、
20世紀に比較的無頓着に費消してきた環境資源が発展の大きな制約となる時代でもある。技術特性の変容、
国際社会の中での横断的依存の深化、世代間の人的資源の構造的変化、そして環境資源の制約といった経

済・社会を取り巻く、いわば従来外延的と考えられてきた各種の因子の特性の変移が、もはや決して外延

的因子として、楽天的に見過ごすことができない状況になってきていることに、ここでのわれわれが抱え

る問題の深刻さがあるといえるかもしれない。

われわれの研究室では、経済の実証的分析をすすめるという観点から、従来からこうした課題に答える

経済分析者としての責務を自覚し、実証科学としての経済の分析がどうあるべきかについて議論を進めて

きた。20世紀の経済分析の発展は、経済の急速な発展の状況に支えられ、またある側面では、経済政策や
制度の構築への指針を提供する形で、学問として飛躍的な進歩を遂げたとと評価することができるかもし

れない。しかし、一方で精緻な理論展開が、ややもすれば実証的な観測事実の基礎を失って、理論と実証

の乖離の幅を拡大させることになったという側面をもっているとの批判もうなずける。こうした 20世紀の
経済学に対する評価を考え、21 世紀にむけての経済学の飛躍を目指すとき、もう一度、迂遠ではあるが、
経験科学としての原点に立ち戻って、経済現象の正確な観測から体系を再構築することがどうしても必要

だと考えるに至っている。

本書の目的は、こうした発想に基づき、われわれの研究室においてこれまで蓄積してきた経済データの

一部を体系的に整理し、報告することにある。ここでのデータベースは、公表の国民経済計算、産業連関

表などの各種資料との整合性を保持しながら、産業 43部門の投入・産出表を推計したものである。投入・
産出表は、1960年から 1992年までの時系列で完成しており、価格デフレーターの推計も備わっている。
また、この投入・産出表に対応した労働、資本などの要素投入に関しても推計をおこなっている。労働は、

各産業部門別に、労働投入量を性別、年齢別、職能別、学歴別にクロス分類した労働者数、労働時間、賃

金率の時系列資料となっている。また、資本投入に関しては、資本財（78商品分類）×産業部門の固定資
本マトリックスの推計を投資フローとその累積ストックについて推計を試みている。これらの体系は、わ

れわれが構想している経済データバンクの一部を構成するものであり、その完成にむけての一里塚である

と考えている。

推計に関してはわれわれの研究室における共同研究であるけれども、各章での執筆に関して担当は次の

とおりである。
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第 1章 KDB作成の目的と概観 慶應義塾大学商学部長 黒田昌裕

第 2章 時系列産業連関表の推計 慶應義塾大学商学部助教授 新保一成

第 3章 資本ストックの推計
第 5章 屑・副産物発生及び投入表の推計 慶應義塾大学産業研究所助手 野村浩二

第 4章 労働投入の推計 慶應義塾大学商学部博士課程 小林信行

このプロジェクトは、慶応義塾大学大型研究「環太平洋地域における経済と経営」の研究成果の一部で

もある。また、特に資本ストックの推計に関しては、平成８年度文部省科学研究費・重点領域研究「ミク

ロ統計データ」の公募研究としても研究助成を受けている。これらの助成なくしては、ここでの成果は、

到達し得なかったものである。これらの助成に感謝の意を表するとともに、ここまでの研究の成果につい

て、大方のご批判を得たいと考え、まだ研究半ばではあるけれども報告を決意した次第である。現在、大

学からの情報発信の必要性とその情報内容の独自性が叫ばれている。そのことを含め、本書がこの分野の

データベースとして他の研究者の利用を深め、さらに完成度の高いデータベースとなるための議論の素材

提供となるばかりではなく、情報に対する大学の取り組み方に関する今後の議論、研究の深化にいささか

でも役に立てばと願っている。

　黒田 昌裕
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第 1章

KDB作成の目的と概観

1.1 はじめに

経験科学としての経済分析は、経済現象の観測からはじまることは言うまでもない。そのとき、他の実

証科学分野に比べて、いわゆる管理実験 (Controlled Experiment)が、経済現象の解析に際して、困難な
場合が多いという点もしばしば指摘されるところである。実験室での管理された構造のもとでの観察とは

異なり、経済現象の場合、社会全体の中での各種の経済主体の行動結果を、分析者は受動的に受け止めて、

その観測事実がどのようなメカニズムで生成されたかを解析することによって、安定的な法則性をそこに

見出すという方法を採らざるをえないということを意味している。社会全体をいわば巨大な実験装置にな

ぞらえるとすれば、そこに参加する各種の経済主体は、広い意味での過去の経験の蓄積、制度的枠組み、

技術知識の状態などの制約のなかで、経済合理性を追求しており、その行動は相互依存的である。経済分

析者は、そうした複雑な相互依存性と同時決定的な行動の成果を結果的に観測するという立場におかれる

場合が多い。管理実験を実験科学で行う場合でも、その実験の構造を設定するのは、その分野における過

去に蓄積された理論の役割である。管理実験が困難な経済分析に際しては、観測の仕方そのものが理論的

枠組み、言い換えれば理論の「物差し」を置いてしかなし得ない。「物差し」の設定が、観測の精度とそれ

によって構築される理論の構造、精度を制約しているという言い方ができるかもしれない。

近年の情報処理技術の進展にはめざましいものがある。情報処理技術の進展が、経済現象のように複雑

で、同時決定的な巨大な観測事実の体系的処理をはじめて可能としたと言っても過言ではなかろう。観測事

実の体系化は、しばしば「データベース」という言葉で表現される。経済現象を対象とした「データベー

ス」は、分析の視点に根差した理論の「物差し」が明確な尺度を与えない限り、情報提供の役割を担うこ

とにはならない。各種のデータを単に集積しただけでは、データ間の整合性が保たれず、観測誤差の集積

のみに陥ってしまう可能性が多い。経済統計に関しては、悉皆調査、サンプル調査を含め各種の一次統計

と呼ばれる調査がある。その中には、国勢調査、工業統計調査、家計調査、貿易月表などの指定統計、お

よび各種の承認統計が含まれる。各行政官庁が行政に役立てる目的で調査する業務統計と呼ばれるものも

含まれよう。それ以外にも官庁、民間諸機関で実施される特定目的のサンプル調査も利用可能である。こ

れら一次統計を体系的に整理した 2次加工統計も分析目的に応じて利用される。われわれがこの研究で体
系の基礎として用いたものは、我が国の国民経済計算 (System of National Accounts：SNA)統計である。
SNA は、1968年の国連の勧告に基づいて作成された、我が国の国民経済計算の体系的統計資料である。次
節で改めて詳述するけれども、この体系は、従来の国民所得統計 (National Income Statistics)、産業連関
表 (Input-Output Table)、国際収支表 (Table of Balance of Payment)、資金循環表 (Money Flow Table)、
国民貸借対照表 (National Balance Sheet)の五つの統計を接合したものである。われわれがここで展開し
ようとしているデータベースは、この SNA を基軸として、経済の一般的相互依存の実証分析の枠組みを
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提供しようとしたものである。

経済の一般的相互依存の分析の一つの理論体系は、新古典派経済理論に求めることができる。新古典派

一般均衡理論と言われる体系である。市場における価格メカニズムの作動が、効率的資源配分をもたらす

という新古典派完全競争市場の性能に関して、いくつかの重要な規範的命題を導いている。新古典派一般

均衡理論は、経済の一般的相互依存の構造へのアプローチの数学模型としては、きわめて精緻な理論体系

を与えてくれる。しかし、新古典派一般均衡理論体系から導かれる市場機能に関する規範的命題は、幾つ

かの基本的前提に根差しており、その経験的妥当性については改めて問題としなければならないものが多

い。産業連関分析の創立者 W.W. Leontiefは、経済の一般的相互依存の実証的解明という観点から、一般
均衡理論の実証的分析枠組みとして、投入・産出表 (Input-Output Table)の作成をすでに、60年ほど前に
アメリカで試みている。現在、世界 70数ヶ国で、投入・産出表の作成、公表されているが、わが国は、そ
の中でももっとも先端の統計資料と分析の実績を誇るに至っている。Leontiefが、その著作の中で主張した
もっとも重要な提言は、経験科学としての経済学体系の確立のためには、経済現象の観察を通じて、新古

典派一般均衡理論の基本的前提の妥当性を検証し、その検証に基づいた新たな理論構築こそが目的とされ

るべきであって、理論体系の規範的命題の重要性は、そうした実証分析の裏付けがあってはじめて意味を

もつということであろう。情報処理技術が格段の進歩を遂げ、大量の経済現象の観測資料の入手が可能と

なった現代ではあるが、経済理論の発展が、経験科学としての完成の道を着実に歩んでいるかどうかとい

う点になると、 Leontiefが 60年前に当時の経済学を批判した頃の状態とそれほど改善の跡が見られてい
ないようにも感じられて、時折愕然としてしまう。何がそれを阻んでいるのだろうか。確かに先にも述べ

たように、管理実験が難しいという経済分析の特性が、その一つの原因といえるかもしれない。そのため

に、われわれが現実社会で経験する様々な経済現象の生起を理論模型で再現しようとしたとき、それを再

生する環境条件の設定が複雑すぎて、未知な部分が予想以上に多いということかもしれない。その上、現

実の経済現象の正確な補足とその将来予測に対する要請は、われわれ生身の人間の盛衰に直接関わる経済

社会のことだけに、理論の展開を超えて期待が大きいという側面を持っている。経済分析に携わるものと

して、こうした状況のなかで言い訳がましいことばかりをいっていても、ますますの批判を浴びるか、経済

学に対しての信頼を失うのをただ待っているかということで、無為に時間の経過を過ごすことに焦りを禁

じえないのである。われわれが本書で開発しようとした経済分析のためのデータベースは、こうした、い

わば陥穽に陥った経済分析の現状の打破には、やはり経験科学の初心に戻って、「観測」を積み上げること

からはじめなければならないと考えたからである。もちろん、「観測」そのものに、それを可能ならしめる

理論の礎がなければならない。経済主体の活動の成果としての生産・供給、消費・需要の諸側面を経済資

料として補足するためには、生産や消費を捉える尺度を規定することからはじめなければならない。言い

換えれば、各種の市場に参加する経済主体、企業や生産者、家計や消費者、そして政府といった活動の単

位を定義し、それぞれの経済主体の市場への参加の行動結果を補足する尺度を求めることからはじめなけ

ればならない。また、一方で、そこで構築されたデータベースは、理論構築を進める上での諸前提の検証

を可能とするものでなければならない。別の言い方をすれば、たとえば、新古典派一般均衡理論のよって

たつ基本的前提からは中立的な観測を提供するものでなければ、新古典派理論の妥当性を検証する手段を

与えることにならないのは自明である。次節では、改めてこうした発想から、われわれがここで構築を目

指した「Keio Economic Observatory Data Base (KDB)」の構造を概観することによって、以下の各章の
展開への指針を与えたいとおもう。経済分析のデータベースのうち、本書で展開しているものは、その一

部にすぎないと考えている。より大きな体系への拡張が可能であり、データベースの本来の姿として、こ

こでの体系がそうした拡張の端子を備えていることも重要なことと考えている。
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1.2 KDB の基本構造

1968年の国連の勧告に基づく国民経済計算体系への実現は、わが国では、1978年のことである。1988年
には、その長期遡及推計が完成して、1955年まで溯って、いわゆる新 SNA(System of National Accounts)
の資料が利用可能となった。SNA では、一国の経済活動の成果を一連の経済循環の流れのなかで捉えよう
としている。経済循環は、「期首資産-生産-消費-蓄積-調整-期末資産」の 6段階の経済活動として捉えてい
る。はじめの期首資産と終わりの期末資産は、いわば、“ストック (Stock)”の概念であり、期首資産は過去
の経済活動の成果の集積としての実物資産、金融資産の蓄積結果がそれぞれ「時価」評価で把握され、期

末資産は、期中の経済活動による変化を踏まえた資産の評価が捉えられる。その期中の経済活動が、間の

生産-消費-蓄積-調整の “フロー (Flow)”勘定によって捉えられる。期中の諸活動は、過去の経済活動の結果
としての成果である期首資産ともうひとつの要素賦存としての人的資産 (Human Capital)の制約に縛られ
ることになる。そのフロー活動は、SNA では、「生産勘定」、「所得・消費勘定」、「資本蓄積勘定」、「海外
勘定」、「調整勘定」の五つの勘定体系によって整理されている。SNA では、経済活動を三つの基本概念を
軸に置いて捉えようとしている。その一つは、生産された財貨・サービスの生産・消費の流れに着目した、

“商品 (Commodity)”の概念であり、二つ目は、その活動を担う活動の主体に着目した、“活動 (Activity)”
の概念である。前者は、一国の財貨・サービスの生産・消費の活動をそこに現れた商品の流れを軸に捉え

ようとしたものであり、日本標準商品分類 (Japanses Standard Commodity Classification)に分類基礎を
置いているのに対して、後者は、そうした商品の生産の活動の単位としての産業に注目して、日本標準産

業分類 (Japanses Standard Industry Classification) に基礎を置いていると考えてよい。両者を結び付け
るのは、産業における商品の結合生産の構造である。さらに SNA では、経済活動の所得の源泉と処分、
分配といった側面や経済主体の所得の処分を捉えるために、あらたに制度部門分類 (Institutional Sector
Classification)という概念を導入している。制度部門は、家計 (Household)、対家計民間非営利団体 (Private
Non-profit Institution Serving Households)、非金融法人企業 (Non-financial Incorporated Enterprises)、
金融機関 (Financial Institutions)、一般政府 (General Government)の五つの部門に別れている。

SNA は、商品、活動、制度部門の三つの分類概念を観測の基本的尺度としておいて、従来それぞれ個別
に整備されてきた以下の五つの統計を総合、整理することによって、一国の経済活動を体系的に捉えよう

としたデータベースであるということができる。その五つの統計とは、

1)国民所得統計 (National Income Statistics)
2)産業連関表 (Inter-industry Table)または投入・産出表 (Input-Output Table)
3)資金循環表 (Money Flow Table)
4)国際収支表 (Balance of Payment Table)
5)国民貸借対照表 (National Balance Sheet)
である。国民所得統計は、マクロの一国経済を実物、金融の両側面から、フローの経済活動を中心に捉え

ようとしたものである。産業連関表は、先にも述べたように、Leontiefの発想に基づくが、商品の生産に際
しての投入構造とその産出構造を記述しようとしたものであり、わが国では、昭和 26年表からはじまり、
昭和 30年以降 5年ごとにいわゆる産業連関表基本表が作成されている。一国の生産活動をそこで生産さ
れた商品分類（約 500品目）で捕捉されているフローの実物活動で記述したものである。資金循環表は、
SNA の制度部門分類に対応して、資金の流れを捉えようとしたものであり、フロー量を取引表で、またス
トックと残高表で表現している。国際収支表は、一国経済の海外部門との取引を、マクロレベルで、実物、

金融の両側面で記述している。最後に国民貸借対照表は、一国の国富 (National Wealth)を、実物、金融
資産の両面から捉えようとしたものである。わが国での国富統計は、1970年を最後に本格的調査が実施さ
れておらず、制度部門別、活動部門別に資産の残高を捉えるという点からすれば、SNA 統計の中ではもっ
とも資料整備の弱い部分であるといえよう。

本書で展開しようとしている KDB の体系は、基本的には、この SNA に準拠している。一国経済のマ
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クロ経済指標に関しては、SNA の資料と整合性を保つことが重要である。しかし、一方で、SNA の体系
は、マクロおよび制度部門の経済活動の捕捉が中心的課題となっており、わが国の経済統計として、もっ

とも情報量の豊富な産業連関表をベースとする商品分類の詳細については、かなり集計された取り扱いと

なっている。商品分類を商品生産の技術特性やその商品の産出先の特性といった観点から分析に役立てよ

うとすると SNA のその観点からの拡張が不可欠である。わが国の産業連関表は、昭和 35年 (1960年）表
から、平成 2年 (1990年)表まで、若干の定義、概念を調整すれば、詳細（約 350 商品分類）な商品概念で
比較可能である。産業構造の変化などの追跡には貴重な情報を提供している。ここでは、この情報をもと

に、他の諸統計との整合性をはかりながら、商品分類 43 部門（第 2 章参照）について、1960年から 1992
年までの時系列産業連関表のかたちで整備している。われわれの時系列産業連関表は、商品概念を軸とす

る取引表と産業の結合生産の構造を捉えた、結合生産マトリックス、いわゆる V 表（Make Matrix)と用
いて、活動分類別の投入構造表、いわゆる U 表 (Absorption Matrix)の形でも変換して利用することがで
きる。さらに、第 5 章で詳述するように、商品生産の過程で発生する屑・副産物の扱いについて、最近の
リサイクル活動を正確に捉えるために、その発生と処分に関して、商品および産業活動分類と整合的に捕

捉することを試みている。

これらの産業連関表を基礎統計とする商品および産業活動の取引に関する記述は、すべて名目取引額と

して捉えられ、その集計額は、マクロの SNA の記述と整合的なものとなっている。一方で、実質取引量の
把握のために、価格デフレーターの情報が用意されている。価格デフレーターは、すべて 1985年を基準
年次とする指数系列である。商品分類および産業活動分類との整合性が保たれており、商品分類別国内商

品価格デフレーター、産業活動分類概念の国内産業別価格デフレーター、商品別輸入財価格デフレーター

を利用して、時系列産業連関表はすべて 1985 年不変価格表示 (Constant Price at 1985 prices)の取引表に
変換することができる。最終需要項目に関しては、産業連関表の構造を踏まえて、すべて商品分類のベク

トル表示で記述されている。最終需要の項目は、家計最終消費支出、対家計民間非営利団体消費支出、政

府消費支出、民間固定資本形成、政府固定資本形成、在庫純増、輸出 (f.o.b.ベース）、輸入 (c.i.f.ベース)
となっており、わが国の産業連関表に特掲されている家計外消費支出は、付加価値部門のそれと併せて内

生部門のサービス部門に含めている。これらの最終需要項目のマクロ指標は、すべて SNA 資料と整合的
に捉えられている。このうち、民間および政府の固定資本形成、在庫純増のベクトルは後に説明する固定

資本マトリックスと整合性を持っている。

一方、付加価値項目については、家計外消費支出以外の部分に関して、産業連関表と整合的であり、雇

用者所得、営業余剰、資本減耗引当金、間接税、経常補助金の各項目に分類されており、産業活動分類に

関して、SNA と整合的に捕捉されている。平成元年（1989年)から導入された消費税に関しては、1990
年産業連関表の営業余剰に含めた推計を改め、間接税に算入させる方式を用いている。消費税額のマクロ

額に関しては、SNA と整合性を保っており、投資および輸出に伴う還付金についても一応の推計を試みて
いる。産業活動分類ベースの付加価値額は、技術仮定として、商品技術仮定、もしくは産業技術仮定を前

提とすることによって、商品ベースにも変換可能である。その両者の仮定の妥当性についても、後に若干

の検討を加えている。

時系列産業連関表の推計（1960-92年）に関しては、詳細を第 2 章で述べる。推計に際しては、われわれ
の開発した KEO-RAS Method を用いている。推計手法の詳細については、辻村・黒田 [45]、Kuroda[18]
を参照されたい。

SNA 資料の一つの特徴が、ストック統計とフロー統計の整合性にあることはすでに述べたけれども、ス
トック統計に関して、それがマクロの捕捉しかなされていない点は、一般均衡模型とくに商品別、もしくは

産業活動別の生産構造を分析する際には大きな障害となる。資産は、実物資産、金融資産、人的資産に区

分されるが、とりわけ、実物資産および人的資産の産業活動別分類は、生産要素の投入構造を捉える上で

不可欠の観測資料となる。われわれの体系では、この点に着目して、実物資産のフローとしての蓄積とそ

のストックの捕捉、人的資産の産業活動分類別の捕捉をおこない、すでに述べた時系列産業連関表と整合
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的なデータベースを作成することに努めている。実物資産については、第 3 章において、そのフロー量を
産業連関表の最終需要項目の固定資本形成、在庫純増と対応させて捉え、固定資本マトリックスのフロー

およびストックベースでの推計を試みている。固定資本マトリックスは、民間公的別・産業別・資本財別

のものであり、1955年および 1970年の国富統計との整合性、および 1970年より公表されている産業連関
表の付属統計としての固定資本マトリックスとの整合性が可能ななぎり保持されている。資本概念にまで

溯って、理論的にも厳密な把握につとめており、結果として、民間および産業に格付けされない、いわゆ

る社会資本ストックの推計もなされている。一方人的資産についても、第 4 章において、産業活動分類に
則して、産業ごとの就業構造の時系列変移を把握するために、就業人員 (Number of Workers)、就業時間
(Hour worked)、賃金 (Hourly Wages)を、各種の人的資産カテゴリー（属性）別に捉えることを試みてい
る。そこでは、属性は、産業活動分類、性別、学歴別、年齢別、就業形態（雇用者、自営業主、家族従業

者別）のクロス分類になっている。各産業活動分類についての就業者数および労働所得は、SNA と整合性
を保っている。最後に第 5 章において、屑・副産物に関しての推計を試みている。経済活動に際して、生
産、消費の活動と同時的に発生し、その資源としての再投入の可能性をもった屑・副産物の取り扱いに関

しては、資源制約がますます大きくなる世界で重要な課題となっている。他の経済活動の捕捉と整合性を

もった形での屑・副産物の把握をここで試みている。

1.3 経済理論とデータベース

1.3.1 新古典派一般均衡型最適成長モデルの理論的枠組

前述したように、ここでのわれわれの KDB の体系は、経済の一般的相互依存の実証的把握を目的とし
たものであり、観測資料として、新古典派一般均衡理論を含むいかなる理論体系からも中立的なものでな

ければならない。もし、新古典派一般均衡理論の基づく実証的模型をひとつの分析の出発点とするとすれ

ば、観測資料を通じて、新古典派理論が前提としている幾つかの仮説の経験的妥当性を検証することから

はじめると同時に、その理論模型の要請する資料の構造に、ここでの体系を組み替えることが必要となる。

この節では、その意味についてもう少し検討を加えて、われわれが作成を試みているデータベースの意味

を明らかにしておきたいとおもう。

まず、議論の出発点として新古典派一般均衡型最適成長モデルの骨子を整理することから始めよう。

Cass[3]、Koopmans[17]の新古典派最適成長モデルを基本的な拠り所とする動学的一般均衡モデルである。
そのモデルは、以下に述べる幾つかの成長制約要因によって規制を受けた範囲の中で経済主体が経済合理

性を追求したとき、資源の最適配分の結果として如何なる経済成長の経路が描けるかを問題としている。

ここでの成長規制要因は、人口成長などいわば経済外的な要因によるものと、生産者や消費者の行動を律

する技術条件や嗜好条件などの構造的要因に分けることができる。これらの成長制約要因は、経済活動と

の関わりで変位する可能性を含んでいる。例えば、経済活動としての教育投資の拡大が、人口学的な意味

での人口成長が経済体系に所与であったとしても、その質的高度化が成長の制約を変化させることができ

る。また研究開発投資が技術変化を内生的に誘発する可能性もありうる。こうした制約要因の変位につい

ての研究もまた、近年の理論の進展のひとつの方向であるが、ここでは体系を整理する意味で、簡単化の

ためにこれらの成長制約要因は外生的に所与であると考えておこう。

1）人口学的要因 ：一国の経済成長を規制する経済外的要因の一つとしては人口の伸び率がまず考えられ

る。人口の伸び率はその人口の年齢分布が加味されて、労働力の人口の推移に大きく影響し、労働市

場を通じた要素賦存の制約の変化は、要素相対価格の変位をもたらし、要素間代替、産業間の資源配

分、産業構造にも影響は波及する。

2）技術進歩の方向 ：わが国の過去の経済成長を支えた一つの主要な要因は、技術進歩である。産業別の
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技術進歩率の今後の推移は、もちろん技術開発の進み方に大きく依存するけれども、その開発の方向

は、その経済の労働、資本などの要素相対価格の変化によっても制約される。技術の変化は、一国の

産業の供給能力と各生産要素の需要をも決定する主要な要因として、その経済の潜在的成長率を推察

する上で欠かせない要素の一つである。

3）消費者選好場の変位 ：一国の経済成長の方向は、広義に解釈すれば、国民もしくは、消費者の処分可

能資源に関する時点間の配分についての選択に大きく依存している。言い換えれば、限られた資源

を現在財の消費に費やすか、将来財の供給に留保するかの選択である。ここでの処分可能な資源は,
いわゆる非人的な固定資産の過去からの蓄積によるものと, 本来人間が持つ、いわゆる人的資源の両
者を含んでいるが、それを異時点間で如何に配分するかは、国民の嗜好条件に依存することになる。

さらにはまた、現在財の消費に回した資源のうち、今期の消費需要とするか、余暇消費にあてるかの

選択にも国民の嗜好が反映され、その結果が貯蓄-投資の配分につながって、成長経路を制約するこ
とになる。

新古典派一般均衡型最適成長モデルの枠組みでは、これらの成長制約要因を所与とした上で、経済体系

を三つの経済主体から構成される開放経済とみなし、経済主体の経済合理性の追求が多時点間の資源配分

の最適化によって、経済が定常状態に至るまでの動態的成長経路をもとめることになる。ここでの三つの

経済主体とは、日本国内に居住する個人、海外、政府である。以下、これらの経済主体を個人部門、海外

部門、政府部門と呼ぶ。国内の経済主体が個人と政府という 2分割となっていることに、新古典派模型の
基本的特質がある。個人を生産者、消費者という異なった経済合理性を追求する経済主体と考えるのでは

なく、あくまで個人の経済合理性という規範で整合的理論構成を計ろうとする。そこでは、経済を資本ス

トックの蓄積過程で表現される動態的な系と考え、成長制約要因の下で、個人部門の多時点間の経済的効

用を最大にする価格および数量の一般均衡解の時間経路を求めるという数学的最適化問題として定式化さ

れる。ここでは、新古典派一般均衡模型の特性を明確に示すために、可能なかぎり単純化して表現しよう

とおもう。それは、市場の形態、生産技術、個人の行動に関して、いくつかの限定的な仮定をおくことに

なるが、その仮定の経験的妥当性とそれを外した場合の意味については改めて議論することとしたい。

完全競争市場の仮定

モデルでは、個人の行動は、消費者としての各人の選好に基づく効用極大行動という側面と生産者として

の生産技術に基づく利潤極大行動という側面をもち、両者が整合的に達成されるものとして描かれる。そ

のとき個人は、価格受容者 (price taker)として各市場に登場する。個人の競争の結果、需給がバランスす
る価格と数量が各市場で決定される。国内の財貨・サービス市場、生産要素（労働、資本）市場は完全競

争市場であると仮定する。つまり、個人は価格受容者であり、財貨・サービス、生産要素の価格および数

量は、各市場の需給均衡を通じてのみ決定される。さらに、財貨・サービス、生産要素の先物市場が存在

し、それらの先物市場も完全競争市場であり、現物市場と先物市場との裁定は完全に行われているものと

仮定する。

小国の仮定

一国経済が海外部門から需要する財貨・サービスの価格は、成長制約要因の一つとして外生的にきまると

いう環境を設定するために、その経済は、海外部門からみて小国であると仮定する。この小国の仮定は、

次のような意味で限定つきである。理論モデルにおいて小国の仮定が設けられるときには、国際金融市場

できまった市場利子率をシグナルとして、多時点間で生じる財貨・サービスの国際間移動（経常収支）が

説明される場合が多い。そのときには、国際金融市場での市場利子率決定メカニズムをモデルが内包して

いない限り、市場利子率は、外生変数として扱われるべきである。しかし以下で述べるここでのモデルで

は、経常収支が、成長制約要因として外生的に与えられているという経済環境のもとで、日本国内の多時

点間の一般均衡メカニズムによって, 利子率が内生的に決定されると定式化する。そして、この利子率が、
国際金融市場で裁定によって調整されるメカニズムをモデルは内包していない。したがって、その利子率
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が国際金融市場の裁定結果としてきまるべき値と一致しているか否かはオープンのままであり、当面この

経済で決定される市場利子率は、国際金融市場での裁定には影響を与えないという意味でも、小国の仮定

をおいていることになる。

確実性の仮定

将来に対する不確実性は存在しないと仮定する。すなわち、将来の不確実性にもとづく個人の期待形成の

あり方が、成長経路を変え得るか否かという問題を扱かわないことによって、モデルを単純化する。

以上の諸仮定は、ここで示す新古典派模型の経験的妥当性を議論する際には、改めてその意味を吟味す

べき重要な仮定である。ここでは、こうした仮定を課した上での新古典派模型の特質をまず明確にするこ

とから議論をすすめていきたい。各経済主体の行動模型の特徴をまず明らかにしておこう。

個人部門

新古典派模型の基本的特性は、先に述べたように、個人の経済合理性の追求を数学的には制約付の動態

的最適化問題として定式化することにある。そこでの最適化問題の目的関数は、個人の多時点間の効用関

数であり、個人は、その経済体系内に居住する個人から構成され、一国内および海外で生産された財貨・

サービスの需要主体であり、かつ、一国内で生産される財貨・サービスの供給主体でもある。同時にまた、

個人は、生産要素（労働、資本）の供給および需要主体でもある。こうした多面的な目的をもって合理的

に行動する個人を前提としており、それが現時点で所与として定められた制約条件の下で定常状態までの

動学的最適成長経路を描くことを定式化することになる。したがって、ここでの合理的な個人は、各時点

に世代の異なる個人が存在することを前提にした重複世代モデル (overlapping generations model)などで
描かれる個人とは発想を異にしている。現時点に存在する個人は、モデルの中で永久に生きるものとされ

る。そしてこのモデルの中で永久に生きる個人は、成長制約要因の時間経路の性格を知った上で価格受容

者として合理的に行動する。先の確実性の仮定と合わせれば、モデルの中の個人は、将来の価格、所得を

完全に予見できる。したがって、全ての先物契約を、（期待値ではなく）確実な価格のもとで初期時点で交

わすことができるという想定で、最適成長経路が描かれることになる。

個人の多時点間の最適化行動—簡単な二期間モデルによる説明—

模型の特性を明示的にするために、個人の多時点間の行動を簡単な二期間モデルで表してみよう。ここ

では、個人の選好、生産技術条件を所与として、初期時点期首における資産制約のもとで、将来の全ての

時点における財貨・サービスおよび生産要素取引の契約が個人間で交わされる。その契約に基づいて、各

期の生産活動がなされ、各期末に契約が順次履行される。

このような個人の多時点間の行動は、Fisherの二段階最適化の定式化に基づいている。Fisherが示した
ように、これまでに与えた諸仮定のもとでは、上のような個人の多時点間の行動は、二段階の最適化行動

に分離して記述できる。第一に、生産技術条件と市場利子率の時間経路を確実に知っているものとして、

最高の現在価値を有する所得の流列を選択する。第二に、各人の多時点間の効用を最大にするように、選

択された所得の流れを貸借によって修正する。そのとき、第二段階の行動では、選択された最大現在価値

の所得を異時点間に配分するだけであるから、修正された所得の流列の現在価値は変わらないことになる。

モデルの本質を損なうことなく二段階の最適化を説明するために、「現在（t = 1とする）」「将来（t = 2
とする）」の二期間からなるモデルを用いる。また、この単純化された二期間モデルでは、政府部門の存在

を考えないことにする。

まず、個人の期首の所得制約は次のように定式化できる。
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資産と所得 個人の資産と資産から発生する所得についてである。個人の資産は、実物資産と人的資産に

大別される。実物資産は、国内に各人が保有する資本ストックと対外純資産から構成される。これらの資

産が所得の流列の現在価値を変化させ得るか否かが問題となる。

実物資産 個人が国内に保有する実物資本ストックは、期首に個人間での貸借契約が結ばれ、期中に生

産要素として生産活動に投入された結果、期末にレンタル料が資本所得として支払われるものと考える。

その場合資本ストックに関して次の仮定を置くことになる。

資本の可塑性

資本ストックは、その賦存量に比例する資本サービスを提供するものとする。この資本サービスは、自由

に分割可能である。また、資本ストックの種類は一種類で、どのような生産プロセスにも使用することが

できる。資本ストックは時間の経過とともに減耗するが、減耗率は一定とする。

もし、個人が各期の生産の一部を消費を留保して投資することができないとすれば、減耗率 δ に対応し

て資本ストックから得られる所得の現在価値は決定されてしまう。しかし、留保が可能であれば、投資に

よる消費の留保は、貸借と異なり、個人の選好に応じて所得の流れを変位させるという効果に留まらず、

Kt = (1− δ)Kt−1 + It (1.1)

という蓄積方程式によって、資本ストックそのものを初期保有量よりも拡大させるから、投資の時間配分

は所得の流列の現在価値を変化させうる。ここで、Ktは t期末すなわち t + 1期首の資本ストック賦存量、
Itは t期の投資量、δは資本ストックの減耗率を示す。

対外純資産 対外純資産の増分は、国際収支表の概念からすれば、経常収支である。また、国民所得勘

定の概念からすれば、経常収支は国内の貯蓄投資差額に等しい。このとき、経常収支は、国内の貯蓄超過

によって生じた資金過不足を国際金融市場を通じて運用・調達するという、資本の純流出入である。この

国際間資本移動には、統計概念上、海外直接投資が含まれる。もし、一国内に居住する個人が海外直接投

資というかたちで海外に生産拠点を求めるという行動を取るならば、上の国内資本ストックの場合と同様、

海外直接投資から得られる所得の流列の現在価値を最大にするような直接投資の時点間配分を選択する余

地が生じる。しかし、ここではモデルを単純化するために、経常収支は、現在財と将来財に対する請求権

という意味での資産の交換とのみ考え、それの海外での蓄積が生み出す所得は、経常収支の変化とは無関

係に外生的に与えられるものとする。したがって、経常収支の変化は、国際間における現在財と将来財の

交換を通じて、所得の異時点間の流れを各人の選好に基づいて修正する役割を持つものと考える。さらに、

ここでは、経常収支（対外資産の純増）は、成長を制約する海外要因としての外生変数であるが、その制

約は為替レートに反映して、外生的に所与とされるドルベースの海外の市場価格が国内価格に変換される

際に影響を与えて、国内経済体系に制約を与えることになるものと考えておこう。

人的資産 個人は、上で述べた実物資産や海外資産の他に、人的資産を保有している。ここでの人的資

産とは、個人がある単位期間内に利用可能な時間であり、処分可能時間 (time endowment)と呼ばれる。個
人は、人的資産としての処分可能時間を期首に労働供給として提供し、期末にその対価で財貨・サービス

を消費することによって自らの効用を高めることもできるし、余暇として期中に消費することによっても

効用を高めることができる。このとき、効用関数には、財貨・サービスの消費量と余暇消費量が入ることに

なる。したがって、予算制約の一部は、処分可能時間を労働市場で決定された賃金率で評価した値で構成

されなければならない。ここで、労働供給の機会費用としての賃金率が、余暇の価格である。もし、個人

が教育投資などの人的投資によって、人的資産を蓄積することができるならば、処分可能時間の多時点間

の配分問題は、処分可能時間×賃金率で評価された人的資産の使途による所得の流列の現在価値が最大に
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なるような人的資産の蓄積経路を選択する余地を与える。しかし、ここでは、人的資産の時間経路は、人

口学的要因により規制される成長制約要因の一つとして外生的に与えられるものとする。その場合、外生

的に与えられる各期の処分可能時間は、人的投資などによる労働の質の変化を折り込んで考えることもで

きる。人的資産の将来流列を外生的に与えているという意味で、ここでは個人は、人的資産による所得の

流列の現在価値を変えることができないことになり、各個人はその選好にしたがって、余暇と財貨・サービ

スの消費の時間配分を決定することによって、所得の流れを修正することだけが定式化されることになる。

Fisherの第一段階の最適化 以上述べてきたように、ここでは、実物資産、対外純資産、人的資産のうち

実物資産の蓄積過程のみが、所得の流列の現在価値を変え得ると単純化している。他の資産の拡大が所得

の流列の現在価値を変えるという定式化も可能であり、新古典派模型の基本型を保持したままでの人的投

資や海外直接投資の経済効果を定式化する試みもすでになされている。ここでの新古典派模型の特質を知

るという目的からすれば、これらの単純化は許されると考えている。この単純化が許されるとすれば、こ

こでは、Fisherの第一段階の最適化は、資本ストックの蓄積によって生じる所得の現在価値を最大にする
投資の経路を求めるという問題に帰着する。この問題は、二期間モデルでは次のように定式化される。

max
I1

pK
2 [(1− δ)K0 + I1]

(1 + r2)
− q1I1 (1.2)

ここで、pK
2 は、第二期の資本サービスのレンタル価格、K0は初期時点期首の資本ストック賦存量、δは資

本ストックの減耗率、I1は第一期の投資量、q1は第一期の資本財価格、rtは t− 1期から t期にかけての利

子率である。したがって、(1.2)式の第一項は資本蓄積による第二期の資本所得の第一期における割引価値
を、第二項は第一期の投資コストを示している。つまり、この定式化は、資本蓄積によって生じるネット

の所得の割引現在価値を最大化することを意味している。

最適化の必要条件は、

q1 =
pK
2

1 + r2
(1.3)

であり、資本財価格が次期のレンタル価格の現在価値になっているとき、最適な資本蓄積経路が達成され

ることを示している1。この定式化は、資本蓄積によって生ずる資本サービスのレンタルによる所得流列の

現在割引現在価値を極大にするという個人行動を表現したものである。上記の二期間モデルを資本の償却

率 δ を一定と仮定した上で、一般的に定率的に減耗する資本について展開することができる。特に税制な

どを考えない場合には、最適化の必要条件は二期間モデルのそれと変わりがない。各期期首の資本ストッ

クから提供される将来にわたる資本サービスの価格の割引現在価値が当期の資本財価格に等しくなるとい

うのがその条件である。そのとき、(1.1)で各期の資本ストックの系列は、フローの投資と結び付けられて
いる。各期の投資流列は次の第二段階の最適化を通じて求められる消費の流列と各期に生じる所得との差

として定義される貯蓄流列に等しくなる。したがって、第一、二段階の最適化を同時的に解き、併せて各

期の所得の発生と貯蓄決定の定式化とリンクすることによって、最適な資本蓄積の経路が求められること

になる。

1この最適化の必要条件式を一般に、

qt =
pk

t+1

1 + rt+1

と書き、同様に一期ラグをつけた式を、

qt−1 =
pk

t

1 + rt
+

(1 + δ)pk
t+1

(1 + rt)(1 + rt+1)

として、当期の資本レンタル価格 pk
tを導出すると、

pk
t = rtqt−1 + δqt − (qt − qt−1)

となる。
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Fisherの第二段階の最適化 Fisherの第二段階の最適化では、第一段階の最適化条件に基づいて現在価値
に割り引きされた所得を制約に、効用を最大化する消費の経路が決定される。二期間を通じて得られた所

得は二期間で完全に消費されるとすると、全ての個人を集計した第一期および第二期の予算制約は、(1.4)
式、(1.5)式のようになる。

n∑

i=1

pO
i1C

P
i1 + w1LEIS1 + q1I1 + B1 = pK

1 K0 + w1LH1 − (1 + r1)B0 (1.4)

n∑

i=1

pO
i2C

P
i2 + w2LEIS2 = pK

2 K1 + w2LH2 − (1 + r2)B1 (1.5)

ここで、nは財貨・サービスの数、CP
it、pO

itは、t期の各財貨・サービス消費量と価格、LEISt、wtは、t期

の余暇消費量と賃金率、LHtは t 期の処分可能時間、Btは t 期の経常収支（対外純資産の純増）を示す。

(1.4)式、(1.5)式は、個人部門の全ての個人について集計したものであるから、個人間の貸借は相殺され
ている。

第一段階の最適条件 (1.3)式を使って、両期を通しての予算制約を導けば、

(1 + r1)q0K0 + w1LH1 +
w2LH2

1 + r2
− (1 + r1)B0

=
n∑

i=1

pO
i1C

P
i1 + w1LEIS1

+

n∑
i=1

pO
i2C

P
i2 + w2LEIS2

1 + r2
(1.6)

≡ WF1　 (1.7)

となる。(1.6)式が予算制約を示し、(1.7)式は第一期に割り引いた最大所得の流列の現在価値、WF1を全

資産 (full wealth)と呼ぶ。

代表的個人は、(1.6)式で与えられる予算制約の下で、次の効用関数を最大化すべく行動する。

U = U
[
CP

11, C
P
21, . . . , C

P
n1, LEIS1, C

P
12, C

P
22, . . . , C

P
n2, LEIS2

]

モデルの操作性の観点から、いま上の効用関数を次のように単純化していく。まず、効用関数は、各期ご

とに分離可能であるとする。

U = U
[
UCL(CP

11, C
P
21, . . . , C

P
n1, LEIS1), UCL(CP

12, C
P
22, . . . , C

P
n2, LEIS2)

]

次に、各財貨・サービス消費と余暇消費は分離可能であるとする。

U = U
[
UCL

(
UC(CP

11, C
P
21, .., C

P
n1), LEIS1

)
, UCL

(
UC(CP

12, C
P
22, .., C

P
n2), LEIS2

)]
(1.8)

= U
[
UCL(CP

1 , LEIS1), UCL(CP
2 , LEIS2)

]
(1.9)

= U [U(F1), U(F2)] (1.10)

ここで、CP
t は t期の財貨・サービス消費量で、各財貨・サービス消費量の集計量である。また、Ftは t期

の全消費 (full consumption)で、財貨・サービス消費量と余暇消費量の集計量である。さらに、効用関数
は、次のように加法的に表すことができるとする。

U = U1(F1) + βU2(F2) (1.11)
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ここで、βは代表的個人の主観的割引率2で、

β =
1

1 + ρ
(1.12)

という関係が時間選好率ρとの間にある。

最終的に、簡単な二期間モデルにおける Fisherの第二段階の最適化問題は、次のように定式化される。

max
F1,F2

U = U(F1) + βU(F2)

s.t. WF1 = pF
1 F1 +

pF
2 F2

1 + r2

pF
t は t期の全消費の価格である。最適化の必要条件は、

βU ′(F2)
U ′(F1)

=
pF
2

pF
1 (1 + r2)

(1.13)

となる。すなわち、二時点間の限界代替率が割引価格の比に等しいとき、効用を最大にする全消費量が達

成される。いま、効用関数を

U = F
1− 1

σ
1 + βF

1− 1
σ

2 (1.14)

と特定化すれば、最適化の必要条件は、

F2 = F1

[
1 + r2

1 + ρ

pF
1

pF
2

]σ

(1.15)

となる。他の条件一定にして、割引率が時間選好率よりも大きければ、将来の全消費が拡大し、逆ならば、

将来の全消費が縮小する。

第一段階の定式化と同様にこの第二段階の定式化も、経済の定常状態にいたるまでの期間について一般

化することができる。上の場合と同様に異時点間効用の加法的分離可能性を条件として、効用関数を、

U =
∞∑

t=0

POP tU t

(1 + ρ)t
(1.16)

とおく。ここで POP t は外生的に与えられる t期の人口である。さらに各期の各個人の効用が全消費に依
存するものとして、

U t = [
F t

POP t
]1−

1
σ (1.17)

と定式化する。第二段階の最適化は、(1.16)を次の時点間所得制約条件の下で極大化することになる。

WF0 = q0K0 +
∞∑

t=0

wtLHt∏∞
s=0(1 + rs)

≥
∞∑

t−0

pF
t Ft∏

s=0∞(1 + rs)
(1.18)

最適化の必要条件は、このときオイラー方程式の形で、

Ft = [
pF

t

pF
t+1

(1 + rt+1)
(1 + ρ)

]−σ POPt

POPt+1
Ft+1 (1.19)

2主観的割引率は、

β ≡ ∂U(F, F )/∂F2

∂U(F, F )/∂F1

で定義される。つまり、主観的割引率は、F = F1 = F2で評価された限界代替率で、F1 − F2平面の原点を通る 45度線上における
無差別曲線の接線である。また、

σ ≡ −U ′(F2)/U ′(F1)

F2/F1

d (F2/F1)

d [U ′(F2)/U ′(F1)]

を異時点間の代替の弾力性といい、F1 − F2平面上の無差別曲線の曲率を示す。ここで、U ′(F )は Fに関する偏導関数である。
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各期に振分けられた全消費は、以下で述べるように、各期の消費支出および余暇消費に配分される。一方

で各期にすでに人的資産が配分されているので、各期の人的資産のうち、余暇に振り向けられなかった部分

が、労働供給として市場に労働サービスを提供することとなる。労働市場での労働サービス価格の決定に応

じて、労働所得が決定される。実物資産からの資本所得とこれを併せて、各期の所得が決定される。その所

得から、その期の消費支出を差し引いて、貯蓄がもとめられる。体系全体の各市場均衡達成のプロセスを通

じて、最適化条件から求められる投資系列とこの貯蓄系列とはバランスすることになる。別の表現をすれば、

この貯蓄投資バランスが成立することを条件として、各期の割引率が定まることになり、その結果として上

記の最適条件が第一段階と第二段階の同時成立の条件を満たすことになる。さらに新古典派体系で注意しな

ければならないのは、この均衡のプロセスにおいて、資本サービス価格は、当期および前期の資本財価格とむ

すびついている点である。過去の資本の蓄積が資本サービスを提供し、財・サービス市場での価格、資本財の

価格の決定にむすびついており、将来の資本蓄積経路に影響を与えることとなっている。これらの関係をよ

り明らかにするために、次に各期における個人の消費および生産の行動の定式化を説明しなければならない。

個人部門の各時点における消費と生産

いままでの展開から、将来の所得流列の現在価値を最大にする多時点間の投資計画が決定され、最大化

された所得の現在価値（全資産）を制約の下で、効用を最大化する全消費の時間経路がきまったことにな

る。ここまでの過程で、初期時点において全ての将来の契約が交わされたと理解することもできる。もち

ろんその場合、各期の市場における均衡価格の成立に制約されることになり、また逆に各期の均衡によっ

て制約をうけた先物契約が各期の市場を制約することとなる。両者の同時決定的な動学的均衡が定常状態

にいたる資源の最適配分を実現することになる。したがって、ここでは、まず、各期において上で述べた最

適化の結果がどのように各期の市場均衡の成立に関わるかについて述べておこう。言い方を変えれば、こ

こでは各期の全消費をどのように財貨・サービスの消費と余暇消費に配分するか、そして、各財貨・サー

ビスは、どのように生産されるかを問題とすることになる。

財貨・サービスの消費と余暇消費の配分 (1.9)式で示したように、各期の財貨・サービスの消費と余暇消
費の選択は、全消費の時点間の配分とは独立であると仮定している。すなわち、各期の全消費支出を制約

にして、効用関数 UCLを最大化するように、財貨・サービスの消費 CP
t と余暇消費 LEIStを決定できると

したのである。この最適化問題は次のように定式化される。

max
CP

t ,LEISt

UCL = UCL(CP
t , LEISt)

s.t. pF
t Ft = pCP

t CP
t + wtLEISt

例えば、UCLの間接効用関数をトランスログ型に特定化した場合、最適化の結果、全消費支出にしめる財

貨・サービス消費支出のシェアは、

ωC
t = αC + βCC ln pCP

t + βCL ln wt (1.20)

と表すことができる。αC、βCC、βCLは、間接効用関数のパラメターで、βCC = −βCLである。このとき

同時に、各期の労働供給量 LS
tが、

LS
t = LHt − pF

t Ft(1− ωC
t )

wt
(1.21)

として決定される。また、初期時点における投資配分の結果、資本ストックの最適蓄積経路は決定されて

いるから、期中における個人の可処分所得は、

Y = wtL
S + pK

t Kt−1 − transfert (1.22)
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として求められる。ここで、transfertは、労働所得税、資本所得税などの政府部門および海外部門との所

得移転である。よって、今期の貯蓄額は、

St = Yt − ωC
t pF

t Ft (1.23)

となり、成長制約要因として、外生的に経常収支と政府部門の貯蓄投資バランスが与えられたもとで、最

適資本蓄積経路を達成させる投資額が、

qtIt = St + ISG
t −Bt (1.24)

となることとなり、貯蓄主体と投資主体を区別せず、個人の合理的行動によって投資の時点間配分がなさ

れるという新古典派体系では、貯蓄、投資の決定は同義であり、同じ個人の動学的最適化から導出される

ことになる。ここで ISG
t は政府部門の貯蓄投資バランスであり、成長制約要因として外生的に与えている。

財貨・サービス別消費量の配分 (1.8)式は、各財貨・サービスの消費量の決定が、財貨・サービス全体に
対する支出額が与えられれば、余暇消費の決定とは独立に決定できることを仮定している。いま、財貨・

サービスに対する総支出額を CEPt = ωC
t pF

t Ftとすれば、

max UC = UC(CP
1t, C

P
2t, . . . , C

P
18t)

s.t. CEPt =
18∑

i=1

pO
itC

P
it

の効用極大からそれは導かれる。効用関数の特定化に際しては、個々人の効用関数は、相似拡大型 (Homo-
theticity)の前提を満たすものと考えておく。また選好場の時点間の変位はないものと考える。

技術条件と財貨・サービスの供給 資本蓄積経路の決定に基づく資本サービスの供給とそれと同時的にも

とめられる労働サービス供給という個人の最適化に対して、個人は、財貨・サービスの生産主体であり、資

本、労働サービスなどの要素需要の主体としての側面をもっている。それらの行動は、財貨・サービスの

生産の技術条件によって制約されることになる。したがって、新古典派模型のもう一つの重要な要素とし

て、生産技術条件の記述が必要となる。各個人の生産技術は、いかなる財貨・サービスを生産に関しても

規模に対する収穫不変で特徴付けるられるものとする。したがって、生産関数は、生産要素に関して一次

同次である。完全競争市場の仮定と合わせると、生産関数を所与として、個人が利潤最大化行動をとった

結果の生産物価値は、使用された生産要素の完全に分配される。

生産技術条件の一次同次性の仮定のもとで、生産者としての個人の合理的行動を前提とすると、各財貨・

サービスの産出価格は、生産要素価格の一次同次凹関数として表すことができる。いわゆる価格関数であ

る。いま、各財貨・サービスの価格関数は、投入要素と資本、労働、エネルギー、原材料の 4つのサービス
とし、技術進歩の効果を陽表的に取り込んでトランスログ型に特定化すれば次のように表すことができる。

ln qI
j = αP

0j + αP ′
j ln pP

j +
1
2

ln pP ′
j BP

j ln pP
j

+ αT
j gj(t) + ln pP ′

j βPT
j gj(t) +

1
2
βTT

j g2
j (t) (1.25)

qI
jは j商品の産出価格、pP

j は j商品の生産要素価格ベクトルで、

pP
j =




pK
j

pL
j

pE
j

pM
j
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pK
j 、pL

j、pE
j 、pM

j は、それぞれ j商品生産に際しての資本サービス投入価格、労働投入価格、エネルギー
投入価格、非エネルギー原材料投入価格を示す。αP

0j、αP
j 、BP

j 、αT
j 、βPT

j 、βTT
j は、各財貨・サービス

の価格関数のパラメターであり、それぞれの技術特性を反映している。

αP
j =




αP
Kj

αP
Lj

αP
Ej

αP
Mj


 BP

j =




βKK
j βKL

j βKE
j βKM

j

βKL
j βLL

j βLE
j βLM

j

βKE
j βLE

j βEE
j βEM

j

βKM
j βLM

j βEM
j βMM

j


 βPT

j =




βKT
j

βLT
j

βET
j

βMT
j




各パラメターは、積分の制約条件を満たす。

αP ′
j i = 1, BP

j  = , ′BP
j = , βPT ′

j  = 0

ここで、は全ての要素が 1のベクトルで、はゼロベクトルである。

トランスログ価格関数 (1.25)式を生産要素価格の対数で偏微分して、利潤極大の必要条件（限界生産力
命題）と Shepard’s lemma から、各生産要素の分配率を導けば、

vP
j = αP

j + BP
j ln pP

j + βPT
j gj(t) (1.26)

となる。ただし、

vP
j =




vK
j

vL
j

vE
j

vM
j




=




pK
j KD

j /qI
j Zj

pL
j LD

j /qI
j Zj

pE
j ED

j /qI
j Zj

pM
j MD

j /qI
j Zj




であり、vP ′
j  = 1を満たす。Zjは j産業の産出量、KD

j 、LD
j 、ED

j 、MD
j は、それぞれ j商品の資本サー

ビス需要量、労働需要量、エネルギー需要量、非エネルギー原材料需要量を示す。

さて、(1.25)式の gj(t)は、t期の技術状態を表す状態変数である。時間的推移 t とともに価格関数が変

位するという形で技術進歩を表現しようとしている。ここでは定常状態での技術の飽和を仮定してロジス

ティック曲線で表している。

gj(t) = aLG
j +

bLG
j

1 + exp
[−cLG

j (t− dLG
j )

] (1.27)

aLG
j 、bLG

j 、cLG
j 、dLG

j は、ロジスティック曲線のパラメターで、いずれも正値である。ロジスティック曲線

の特徴は、t → ∞で gj(t)が一定になることである。トランスログ価格関数 (1.25)式を技術状態 gj(t)で
偏微分して、各商品生産技術の進歩率 vT

j を導けば、

− vT
j = αT

j + βPT ′
j ln pP

j + βTT
j gj(t) (1.28)

となる。したがって、定常状態で技術進歩率が一定値に収束するという特徴をもつ。また、分配率関数 (1.26)
式を技術状態 gj(t)で偏微分した結果と、技術進歩率関数 (1.28)式を生産要素価格の対数で偏微分した結
果は、いずれも、βPT

j になることがわかる。

βPT
j =

∂vP
j

∂gj(t)
= − ∂vT

j

∂ ln vP
j

(1.29)

これを技術進歩バイアスと呼ぶ。技術進歩バイアスが正であるとは、技術状態の変化に対応して分配率が

上昇することを示し、要素使用的であるという。分配率関数からみれば、技術進歩バイアスが負であると

は、技術状態の変化に対応して分配率が減少することを示し、要素節約的であるという。また、技術進歩

バイアスがゼロであるとは、技術状態が変化しても分配率が変化しないことを示すから、要素中立的であ

るという。技術進歩率関数からみれば、要素使用的なバイアスを持つ生産要素の価格が上昇すれば、技術
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進歩率が低下することを示し、要素節約的なバイアスを持つ生産要素の価格が上昇すれば、技術進歩率が

上昇することを示している。また、中立的なバイアスをもつ生産要素の価格の変化は、技術進歩率に対し

ては何の効果ももたらさないことになる。また、技術進歩率関数 (1.28)式をもう一度技術状態 gj(t)で偏
微分すれば、βTT

j になる。

βTT
j = − ∂vT

j

gj(t)
(1.30)

これを技術進歩の減速率と呼ぶ。すなわち、技術進歩の減速率が正であるとは、技術状態の変化に対応し

て、技術進歩率が減速することを示し、逆に、技術進歩の減速度が負であるとは、技術状態の変化に対応

して、技術進歩率が加速することを示す。

さて、ここで展開したトランス・ログ型の価格関数による生産技術の定式化は、ひとつの例示にすぎな

い。その経験的妥当性は実証的な課題であるが、新古典派模型の生産技術条件の特徴を備えており、その

体系的意味を考えるべきであろう。そのひとつは一次同次性の仮定である。その仮定により、生産規模（需

要規模）とは無関係に、要素価格の水準と技術進歩と程度に依存して、各財貨・サービスの価格水準は決

定されることになる。別の言い方をすれば、供給曲線上では、要素価格と技術の水準によって決まった財

貨・サービスの価格のもとで、生産量は無限に弾力的である。生産水準の決定は、需要量にのみ依存する

ことになる。長期的には、要素価格の変化と技術進歩によって、生産物の価格が変位することになる。一

次同次性の仮定は、単に生産技術の表現に留まらず、先にも触れた生産要素の可塑性の前提とに結び付い

ている。トランス・ログ型の価格関数の定式化で導かれた分配関数に示されるように、各生産要素の分配

率は技術水準を一定とすれば、各生産要素の価格に依存している。代替の程度はパラメターに依存するけ

れども、ここで導かれるのは、各生産に伴う各生産要素サービスの需要であり、それは要素相対価格の関

数として表現されている。生産要素サービスは、時点間にも、生産部門間でも可塑性があり、流動的であ

る。資本サービスについては、割引率（利子率）は、各部門間での資本収益率として、サービス価格の均

等化への裁定機能をもつ。資本サービスは、先に述べた個人の異時点間の資本蓄積経路の決定にしたがっ

た資本ストックの集計量に比例して供給され、それがここで求められた各生産に際しての資本サービス需

要の総計に見合うように、その価格が決定されることになる。同様に労働サービスについても、個人の最

適化行動から導かれた集計量としての労働サービス供給量が各生産部門の労働サービス需要の総計に等し

くなるように、サービス価格の決定がなされる。したがって、新古典派体系には、生産者としての投資水

準の決定は内蔵されておらず、個人の貯蓄に見合う集計量としての資本蓄積が、集計量としての資本サー

ビスを生み出すのみである。この時点間、部門間のサービス・フローの可塑性は、生産技術条件としての

一次同次性の仮定と整合的である。

1.3.2 海外部門

海外部門は、国内で生産される財貨・サービスと密接な代替関係にある財貨・サービス（競争輸入財）

を供給し、需要する主体である。また、国内では自然条件・生産技術条件によって生産不可能な財（非競

争輸入財）を供給する。体系においては、海外部門が供給する財貨・サービスに対する需要（自国の輸入）

が個人の嗜好条件にみあって決定され、一方でこの経済で生産された財貨・サービスの海外での需要（自

国の輸出）が海外経済主体の行動の結果として決定される。先にも述べたように、海外での資本蓄積の内

生的決定は当面考えないものとして、外生的に与えられた成長制約要因である経常収支に見合う為替レー

トが輸出、輸入のバランスとしての貿易収支水準との関係で決定されるものと仮定する。

海外部門が供給する競争輸入財は、日本国内で生産される財貨・サービスと密接な代替財であるとみな

され、そうした競争輸入財は、国産の財貨・サービスと不完全代替性をもつと仮定しておく。この形のひと

つの定式化として次の様に展開することができる。各財貨・サービスについて、この経済に供給されるも



16 第 1章 KDB作成の目的と概観

ののうち、競争輸入がしめるシェア vIM
i を次のようなトランスログ輸入シェア関数によって定式化できる。

vIM
i = αIM

i + βDD
i ln

pC
i

pIM
i

(1.31)

ここで、pC
i 、pIM

i は、第 i財貨・サービスの国産価格および円建ての輸入価格で、αIM
i 、βDD

i (≤ 0)は、輸
入シェア関数のパラメターである。

また、財貨・サービス別の輸出量は、国産価格と海外価格、および世界貿易量の関数として定式化され

ている。

EXi = aEX
i

(
pC

i

pIM
i

)bEX
i

(
IMWORLD

pC
i

)cEX
i

(1.32)

IMWORLDは世界貿易量、aEX
i 、bEX

i (≤ 0)、cEX
i (≥ 0)は、輸出関数のパラメターである。

1.3.3 政府部門

ここでの政府部門の行動は、個人部門のようにある目的関数に従って最適化行動をとるという形では定

式化されない。モデルでは、政府部門は外生的に定められた税率に準じて個人部門および海外部門から税

を徴収し、外生的に与えられた成長制約要因である政府部門の貯蓄・投資バランスに見合う政府支出が決

定される。

動学的均衡

新古典派一般均衡の最適成長模型の体系の基本的特徴は、上で述べたモデルから明らかであるが、幾つ

かの要素に集約することができる。財・サービス市場の需給バランスは、供給量に関して無限の価格弾力性

をもつ供給曲線が与えられているから、最終需要の規模が財貨・サービスの需給均衡量を規定することに

なる。最終需要の規模は、外生的に与えられた政府収支バランスと経常収支バランスに依存することにな

るが、それらを所与として、個人の最適化行動によって配分される異時点間の資源配分の経路、すなわち

貯蓄（投資）と消費の経路が定常状態までのすべての内生変数の経路を決定することになる。そこでの制

約は、生産技術条件や個々人の嗜好条件を所与として、要素市場の需給均衡のみである。経済の定常状態

は、すべての外生変数を定常な水準に保ったとき、内生的経済成長が定常になる状態を意味するから、そこ

では、投資は補填投資 (δKt)のみとなり、新たな資本の蓄積は生じない。また個々人の時間選効率 (ρ)に、
割引率 (rt)が等しくなり、全消費 (Ft)も定常にいたる。新古典派の最適成長模型は、ある時点の期首に
たった個人が、将来の市場を完全に予見できたと想定して、この経済の定常状態にいたるまでの資本蓄積、

したがって消費・貯蓄の異時点間配分を個人が定常状態にいたるまでの所得流列の割引現在価値を極大に

するように合理的に行動するという規範に基づいて達成する姿を描いたものである。こうした数値解の導

出は、あらかじめ定常状態における資本蓄積と全消費の水準をもとめておいた上で、所与の初期条件に基

づき、初期から定常期までの資本蓄積と全消費の経路をもとめるという 2点境界値問題の解として解くこ
とができる。その数学的アルゴリスムは別として、こうした模型の特性の要点をもう一度整理しておきたい。

1. 市場は、財貨・サービス、資本サービス、労働サービスの各市場が均衡するものと考えられている。
財貨・サービス市場は、供給関数の性質から、マクロの貯蓄-投資バランスに集約できる。資本サー
ビス市場は、期首の資本蓄積に基づく資本サービスの供給量に, 各生産部門のサービス需要の集計量
が見合う形で均衡が達成される。労働サービスについても論理は同じである。この時これらすべて

の市場で均衡が成立するとすれば、いわゆるワルラス法則によって、このうち一つの市場は事後的

に必ず成立が保証されることになる。いま労働サービス市場の均衡を制約から除くとすれば、他の 2
市場が均衡すれば必然的に労働市場も均衡して、そこではいわゆる失業が発生する余地はない。
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2. 体系の生産技術条件の一次同次性、嗜好条件の相似拡大性の仮定とによって、体系は価格に関して、
ゼロ同次性が成立している。したがって、ワルラス法則によって除外された市場が労働市場であった

場合、その市場での労働サービス価格を体系の価格のニューメレールとしておくことができる。労働

サービスの絶対価格水準の決定はなく、すべての体系の価格が労働サービス価格の相対価格として求

められることになる。

3. 新古典派模型では、国内経済主体は個人と政府に分割され、個人は、生産を担うとともに、異時点間
の資源配分を合理的に決定する経済主体と考えられている。そこでは、貯蓄主体と投資主体は同一で

あり、貯蓄の決定と投資の決定は同義である。したがって、生産主体としての投資の決定図式は明示

的に示されることはない。

4. この体系での利子率は、異時点間の資源配分の最適化によって決定される割引率である。割引率は、
完全雇用の所得流列の割引現在価値の極大を達成する異時点間資源配分と整合的に決定されている。

したがって、静学的な古典派マクロモデルで表現される実物利子論と基本的論理構造は変わらず、貨

幣的側面は実物のヴェールとしか扱われていない。

5. 新古典派模型が市場の価格メカニズムによる資源の効率的配分に焦点をあてていることは言うまで
もない。生産要素の可塑性の仮定は市場での価格機能を有効ならしめる必要十分な条件として、体系

の論理と整合的である。そのとき生産技術の一次同次性、嗜好条件の相似拡大性の前提も生産要素の

可塑性を保証する必要条件の一つであり、体系の整合性には欠かせない基本的要素であろう。現実の

経済体系がこれらの仮定を満たすかどうかは実証的分析の課題であろう。

6. 価格メカニズムが有効に作動することを前提とした新古典派模型では、有効需要政策や金融政策が経
済規模と成長経路の決定に影響を与えないという帰結も単純な新古典派マクロモデルの結論と同じ

である。ここでの体系では、政策変数としての税制の変化のみが成長経路と資源配分に影響を与える

ことになる。もちろん、現実経済社会で価格の有効な機能を阻害する何らかの市場規制要因があると

すれば。それを取り除くことによって市場機能の回復を計るという政策提言の余地は残されている。

7. 新古典派成長模型で描かれる体系において、成長の制約は、生産技術条件と個々人の嗜好条件、そし
て過去の資本蓄積の成果としての初期条件のみである。何らかの政策の展開がそれらの条件を変化さ

せうるとしたら、そのことによって経済成長経路は変位することになる。内生的経済成長の最近の理

論展開がめざすところであろう。

1.3.4 データベースと実験計画：新古典派一般均衡模型の経験的妥当性について

新古典派最適成長模型においては、実物市場としての財・サービス市場、生産要素市場すべてにおいて

市場均衡が成立することを前提として、資源の効率的配分の達成による経済成長経路を描写しようとして

いる。前節で詳細に述べたように、新古典派一般均衡理論の体系は、それ自体幾つかの基本的前提を体系

の基礎におくことから展開されており、自己完結的な論理構造をもっている。この論理体系が経験的な意

味で現実の経済現象の説明に妥当性をもつかどうかに関しては、実証的な検証というプロセスを経ること

が必要となる。もう少し厳密な言い方をすれば、新古典派一般均衡理論の論理は、完全競争市場の仮定、

小国の仮定、完全予見の仮定などの基本的仮定の下での個々人の最適化行動、言い換えれば異時点間およ

び通時的期間での効用極大行動から資源の効率的配分が導かれるという構造によって構成されている。前

者の基本的諸前提は、その経験的妥当性を問題とすべき性質のものであるのに対して、後者の極大原理は、

分析者が設定する分析原理ともいうべきものであって、前者の前提の妥当性を分析者が検証しようとする

際に、検証の視軸を定める役割を果たしている。極大原理そのものを疑って係るのは、体系の分析原理そ

のものの放棄になってしまうこととなり、理論の検証の方法としては誤りであろう。したがって、新古典
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派一般均衡理論の経験的妥当性の検証という観点からすれば、分析原理としての極大原理を容認したうえ

で、それを用いて導かれる経済主体の行動図式が説明力を持つかどうか、そしてそれを導く際に前提とさ

れた基本的諸前提が妥当性を持つかどうかを検証することになる。その場合、基本的諸前提そのものの経

験的妥当性を直接的に検証の俎上に乗せるという直裁的な方法がまず思い付く。「現実の市場が完全競争的

であるかどうか？」、「小国の仮定を満たすような一国経済の成果の世界市場への波及が小さいかどうか？」、

「 経済主体の行動に際しての将来期待が完全予見的でありえたかどうか？」といった直裁的な仮説検定は、

管理実験が困難な経済現象を対象とした場合、かなりの困難が伴うことも容易に予想される。一方、新古

典派一般均衡理論の論理構造を見てみると、これらの幾つかの基本的前提から出発して、分析原理として

の極大原理を置くことによって、経済主体の行動図式が導かれているが、その帰結は、当然のことながら

基本的前提と整合性が保たれている。たとえば、完全競争市場の前提は、一般均衡市場における生産要素

（労働、資本）の可塑性、移動可能性の仮定と整合的であり、その整合性を保つために、生産要素の市場

は、労働や資本のストックとしての賦存量としての均衡概念ではなく、そこから生まれる労働および資本

のサービスの需給市場での均衡という概念が用いられている。生産要素の賦存量の硬直性に対して、それ

から発生するサービス量は生産要素市場での即時的な移動可能性を持ち、しかも生産技術条件としての一

次同次性の前提とも整合性をもつことになる。また、逆に技術条件としての一次同次性は、基本的前提と

しての完全競争市場とも矛盾しない。こうした論理構成に則した実証分析における実験計画を如何に設定

するかは、さらに検討を要するけれども、実験計画の内容を含め、経済主体の合理的行動結果が観察事実

と整合性を持つかどうかが検証すべき課題となる。このような形で、基本的前提そのものを直接的に検証

する代わりに、論理的に演繹された帰結の妥当性を検証することによって、その論理体系そのものを溯っ

て検証しようとする。新古典派一般均衡理論の実証的検証は、しばしばこのような考え方に基づきおこな

われる、いわゆる論理実証主義と言われる方法である。

先にも繰り返し述べたように、われわれが本書で提示するデータベースは、経済の一般的相互依存の実

証的な分析枠組みを与えることを目的としているけれども、特定の論理構造の体系、例えば新古典派一般均

衡理論の体系からは中立的なものでなければならない。もし新古典派一般均衡理論の経験的妥当性を検証

する目的で、われわれのデータベースを用いる場合には、その論理構成に整合的な実験計画を適用すること

によって、各経済変量の測定尺度そのものを変換することが必要となる。上で述べたように、新古典派一般

均衡体系における生産要素の測定尺度は、生産要素をサービス概念で捉えることを条件づけている。例え

ば、極大原理によって導かれる必要条件としての限界生産力命題は、理論的要請として、投入要素サービス

価値として等質的 (Homogeneous)な投入要素についての価値額限界生産力 (Value Marginal Productivity)
が、その要素価格に等しくなるという命題である。この命題の検証には、生産要素の投入サービス量を如

何に測定するか、そしてそのサービス価値の等質性をどのように概念設定するかが、まず問われることに

なる。生産要素としての労働要素について考えてみよう。われわれのデータベースでは、産業活動別の労

働投入量に関して、属性別（性別・年齢別・学歴別・就業形態別）の就業人員、労働時間、賃金の資料を時

系列で推計している。ある生産活動に従事する労働力は、それぞれの属性に応じて異なる質のサービスを

提供し、その限界生産力において異質であると考えられる。その場合、特定の生産活動に投入される総労

働投入サービスの尺度は、各種の属性をもつ労働人員 (Number of worker)の和集計や延べ労働投入時間数
(Man-hour)の和集計では、属性間の質的差異を反映した投入の尺度にはならないことになる。労働投入の
場合、その価格である賃金率が各属性のサービス価値を反映しているものとすれば、各属性間の賃金率格

差が単位あたりのサービス価値の格差を反映していることになる。それぞれの属性ごとに、投入サービス

量は、その延べ労働投入時間数に比例することを仮定したとしても、ある生産活動に投入された総労働投

入サービス量は、各種の属性をもつ労働投入要素のそのサービス価値をウエイトした加重平均量で捉える

ことが適当であろう。別の言い方をすれば、労働サービス投入に関して、何らかの集計関数をおくことに

なる。限界生産力命題と整合的な集計手法のひとつとして、しばしばディビジア集計が用いられる。労働

サービスの測定単位として、性別・年齢別・学歴別・就業形態別というわれわれのデータベースの属性分
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類が十分かどうかという問題は残るが、一応われわれの資料からこの種の実験計画に基づく労働サービス

の投入量を算定することができる。労働サービスのように、そのサービス価値を賃金率の形で直接的に観

測できる場合は、このように何らかの測定が可能であろう。一方、資本サービスの場合には、通常資本の

保有が生産者の自己所有の形態が多く、一部のレンタル市場においてのみ、資本サービスの価格が観測で

きるだけで、多くの資本サービスの価格を直接的には測定することが困難である。われわれのデータベー

スで測定を試みているように、現存の資本賦存量の再取得価格（時価）での評価額を算定するに留まって

いる。直接的に資本サービス価格を観測できない状況のもとでは、何らかの方法で資本サービス価格の帰

属計算を行わざるをえない。新古典派一般均衡理論の体系では、ある期に獲得された資本財がその耐用期

間中提供するであろう資本サービスの一単位あたりの将来収益系列を、各時点の資本サービスの単位あた

り価格としたとき、その割引現在価値が獲得時の資本財一単位価格に等しいという市場裁定機能が働くと

考えている。当期期首に存在する資本ストック量一単位が比例的に一単位の資本サービスを提供すると仮

定した上で、当期の資本所得の総額が期首賦存資本ストックから発生する資本サービスの総価値額になっ

ていると仮定することから、資本サービスの一単位あたり価格の帰属計算をおこなうことになる。その場

合での労働投入サービスの場合と同様に、異質な各種の資本サービスが結合的に生産活動に投入されるこ

とが十分に考えられる。したがって、資本サービスの属性を分類した上で、その属性ごとの資本サービス

価格を算定したうえで、その価値額に応じたウエイトを用いて集計することが必要となろう。

新古典派一般均衡体系における価格に関してのゼロ次同次性の仮定は、価格に関して何らかのニューメ

レールを設定して、すべての他の市場の価格は相対価格のかたちで決定されることになる。一方、一般均

衡体系におけるワルラス法則によってすべての市場が均衡しているという前提のもとでは、そのうち一市

場の均衡は事後的に満たされることとなって均衡解の決定からは除外されることになる。実物市場の均衡

図式においては、除外した市場の価格を体系のニューメレールとしたときには、その価格の絶対水準の決

定を放棄したことになるが、ヴェールとしての金融市場において、貨幣市場の需給均衡が外生的に与えら

れた名目貨幣供給量のもとで成立するとき、はじめてニューメレールの絶対水準が決定されることになる。

体系の価格についてのゼロ次同次性の仮定を前提としても、何らかの市場で需給ギャップが存在する状態を

描こうとすると、その不均衡市場での価格の需給調整のメカニズムに限界のあること、言い替えればその市

場での価格が硬直性をもつことを説明する図式を用意しなければならない。その市場で価格が特定の水準

で定まることとなるから、その価格をニューメレールとして体系の他の相対価格体系が決定されるとして

も、ニューメレールの価格の特定の水準の決定に他の市場の価格がフィードバックすることも考えなけれ

ばならない。しかもいずれかの市場での不均衡の可能性は、それ以外の少なくとも複数以上の市場におい

て不均衡が存在することを意味することになるから、それら複数市場での不均衡の状態は、価格をニュー

メレールとした市場の需給ギャップの在り方と相互依存の関係にある。市場の不均衡の存在自体、何らか

の意味で市場に構造的硬直性 (Structural Rigidity)のあることに他ならないから、新古典派体系における
市場の可塑性の前提そのものを疑ってみる必要性が生ずる。新古典派体系における可塑性の前提は、資本、

労働に関して、そのサービス・フローが部門間および時点間で即時的な移動可能性をもつという性質によっ

て保証されている。それは、生産要素需要を条件付ける生産技術が一次同次の仮定を満たすこととも理論

的整合性をもつ。したがって、各生産要素市場での需給調整メカニズムに硬直性があり、部門間および時

点間の即時的需給ギャップの調整に限界があると考えられる場合、生産技術条件の描写そのものと結び付

けて考えられなければならない。われわれの日本経済を対象としたこの分野での実証研究の蓄積は次のよ

うな幾つかの観察事実を提供している。

要素相対価格の変化と要素間代替

1960年から 85年迄の 4半世紀を対象とした日本経済の成長の特性を成長会計の手法にしたがって分析し
てみると、日本の経済成長を大きくリードしてきた主要因は、資本蓄積の急成長にあったことが判る3。こ

3Kuroda-Shimpo[20]を参照のこと。
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の期間の成長のほぼ 50%程度をそれが説明している。第 2 の要因は技術革新であり、ほぼ 30%の寄与を
示している。高度経済成長期には一時、40%を上回る成長への寄与を示すが、石油危機後は急速に進歩率
を低下させつつあり、それが低成長への一つの要因となっていた。しかし、年率平均 2%を上回る技術進
歩率は、同期間の米国の約 5倍のスピードとなっている。第 3の成長の要因が、労働投入であった。平均
的には、この期間の成長の 20%程度をこれが説明している。労働の投入の伸び率は約年率 2%程度で、そ
のうち 1%はマン・アワーの量的変化、残り 1%は労働の質的変化に依っていた。こうした経済成長とそ
の要因の変化が、日本経済のこの間の要素相対価格の動きと大きく関係している。労働投入価格の上昇率

は 1960-85年の平均で年率 10.28%、1960年から 5年毎に区切ると、それぞれ 1158%、1247%、1754%、
654%、335%となっている。一方、資本投入価格は、1960-85年平均で年率 303%、1960年からの 5年毎
で、262%、651%、-088%、662%、0.25%となっており、労働投入価格の上昇率が圧倒的に高い上昇率と
なっている。労働投入と資本投入との代替効果は、こうした相対価格の変化の方向と整合的である。価格

体系に整合的な日本経済の成長が、急激な構造的変化を伴っていることを観察することができる。

産業構造変化

日本の産業構造の 1960年以来の変化に注目しよう。1960年には、農林水産業、建設業、食料品製造業、繊
維工業、一次金属、運輸・通信業、卸小売業、その他サービス業等の産業のウエイトが大きかった。しか

し、輸出入を考えると、製造業に関しては繊維工業の輸出が圧倒的であり、農林水産業、食料品製造業な

どは輸出が輸入を下回り、結果として自給率が 100%以下となっていた。また、一次金属もまだ輸入規模が
大きくわずかに自給率 100%を上回るに過ぎない状態であった。高度経済成長期を経た 1970年には、この
産業構造はかなりの変化をみせる。農林水産業の産業ウエイトは、1960年の 1/3程度まで縮小する。食料
品製造業や繊維工業のウエイトも小さくなる。これに対して、化学工業、一次金属、一般機械、電気機械

など素材、加工組立型の製造業の拡大が著しい。そしてそれらの産業のほとんどが輸出が輸入を大きく上

回っており、産業全体で、自給率が 100%を下回るのは、農林水産業、鉱業、食料品製造業、石炭・石油製
品など限られた産業のみとなる。1970年から 80年までの変化は、1970年代初めまでの方向をさらに助長
する。1970年に比べて、一般機械、電気機械、自動車工業の拡張が著しい一方、農林水産業、鉱業、食料
品製造業、石炭・石油製品などの自給率が 100%を下回る産業群に、新たに衣料品製造業、木材・木製品、
家具製造業、印刷・出版業、化学工業が加わって、石油危機後の国際分業の新たなパターンへの模索が見

える。しかし、この傾向は、1980年代に入って、必ずしも健全な方向に日本経済の構造を導くことにはな
らなかったようである。1980年から 85年の構造変化は、1960年から 70年代初頭までの高度経済成長期
の変化以上ともいえるほどである。とりわけ、一般機械、電気機械、自動車の拡大とその輸出依存の体質

は、1980年代に入って急速に進展した。1980年に自給率が 100%を下回った産業群の中から、出版・印刷
や化学工業が抜けて、総産出にしめるその割合は、急激に縮小傾向にある。日本経済は、圧倒的な輸出依

存型経済であり、極わずかの一次産品を除いては、自給力をもつ、いわば自己完結的なワン・セット主義

の経済構造を形成してしまったのである。こうした産業構造の変位は、資本、労働などの産業部門間の配

分の変化にも反映して効率的な資源配分の実現に結び付いている。

これら日本経済の四半世紀の構造変化についての観察事実は、要素相対価格や部門間生産物の相対価格

の変化が資源配分の有効配分に大きく関わっていることを示しており、市場メカニズムの機能的作動の証

ともいえる。その限りにおいて新古典派最適成長理論の価格による調整機能の枠組みを支持しているとも

いえる。しかし一方で、この日本経済の構造的変化が資本蓄積ないしは各生産部門の投資拡大を通じて変

化しているという事実と、投資が技術的制約から即時的に実現するものではなく、また一度蓄積された資

本は、それが高度化すればするほど硬直性をもつという経験的事実を考えあわせると、上記の観測結果そ

のものを容認しながら、新古典派の可塑性の前提を無条件では受入れられないのである。

規模の経済性

尾崎巌らの工業統計表資料による事業所単位の特定商品の投入・産出技術構造のクロスセクション分析に
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よれば次のような興味深い観察事実が示されている4。尾崎らは、工業統計の 4桁商品の事業所単位の個表
資料を用いて、

M = αMXβM (1.33)

L = αLXβL (1.34)

K = αKXβK (1.35)

を測定する。ここでM、L、K は、それぞれ原材料投入量、労働投入量 (常用労働者数mam)、資本ストッ
ク (有形固定資産額)であり、また X は産出量である。αj(j = M, L, K) および βj(j = M, L, K) はパラ
メターである。4桁商品分類 (約 640商品)の測定結果によれば、1)ほとんどすべての商品について、βM

の値は 1と有意にはなれていない。2)βL は、多くの商品について、1を下回っている。3)βKは 1のまわ
りに分布を示すが、1を下回るものでも、その商品のβLを必ず上回っている。また重化学工業に分類され

る商品のβKは、1を上回るものがほとんどである、という観測結果をえている。このことの意味は、生産
物の産出規模の異なるクロスセクションの事業所に関して、原材料の投入に関しては産出規模について一

次同次性が、労働投入に関しては規模の経済性、資本投入に関しては一部緩やかな規模の経済性が見られ

るが、多くの重化学工業については、規模の非経済性が見られるということになる。労働投入については、

産出規模の拡大とともに労働係数が低下 (労働生産性が上昇)するという観察事実は、時系列的な観察事実
とも符合する。また、資本投入についても、時系列的には、規模の非経済性がみられ、緩やかではあるが

産出規模の拡大とともに資本生産性が低下する傾向がみられるが、平均的な動きとして、これもクロスセ

クションの観察と符合しているといえる。原材料投入については、産業連関表の中間投入係数の時系列変

化を追跡してみると、時点間では、若干のシフトが見られるもののほぼ安定しており、商品を厳密に定義

すれば、一次同次でかつ固定投入係数型の近似が許されると言える。しかし、一部エネルギー投入に関し

ては、相対価格の変動が代替をもたらすことも観察されている。

長期時系列資料による相対価格の変化による要素間代替および産業間資源配分の変化という観察事実と

クロスセクション資料による規模の経済性や非経済性の観測事実とを短期的な構造の硬直性を踏まえなが

ら体系化することが必要となる。そこでは、構造変化を追跡する体系とその構造を所与とした体系とが整

合的に結び付けられることが必要となる。前者を仮にここで長期、後者を短期の体系と呼んで、ひとつの

ひな型を示したいとおもう。まず、長期的には、生産者は技術条件としての長期費用関数を所与として、短

期的に市場で成立する価格体系と将来予想される需要規模とにもとづいて費用極小の生産要素投入量を決

定するものとする。

いま、j 部門の長期費用関数を次のように特定化しよう。

lnCj = αj
0 +

∑

k

αj
klnpk

j + αj
X lnX∗

j + αj
tgj(t)

+
1
2

∑

k

∑

l

βj
kllnpk

j lnpl
j +

∑
βj

kX lnpk
j lnX∗

j

+
∑

k

βj
ktlnpk

j gj(t) + βj
XtlnX∗

j gj(t)

+
1
2
βj

XX(lnX∗
j )2 +

1
2
βj

ttgj(t)2

　　　　　　　　 (j = 1, . . . , n; k, l = K, L,E, M) (1.36)

ここでは、j 部門の投入要素を資本 (K)、労働 (L)、エネルギー (E)、原材料 (M)の 4種類に分けている。
pk

j (k = K, L,E, M)はそのそれぞれの価格である。また、X∗
jは想定される次期以降の需要水準である。生

4尾崎 [34]、尾崎 [25]を参照のこと。
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産効率は、時間の推移とともに変位するものとし、それを gj(t)であらわしている。gj(t)は、

gj(t) =
µjt

1 + µjt
(1.37)

と特定化しておく。上の定式化において、αj
0、 αj

k(k = K, L, E, M)、αj
X、αj

t、βj
kl(k, l = K,L, E,M)、

βj
kX(k = K, L, E, M)、βj

kt(k = K, L, E, M)、βj
Xt、βj

XX、βj
ttは、各 j 部門の技術特性を表す技術パラメ

ターである。

生産者は、(1.36)式を技術条件とし、後に述べる今期の市場で決定される各生産要素価格 (pk
j (k = K,L, E,M))

と将来の需要水準の想定 (X∗
j )とを与件として、費用極小の生産要素投入量を決定するものとする。Shep-

ard’s lemma により、

vk
j =

∂lnCj

∂lnpk
j

= αj
k +

∑

l

βj
kllnpl

j + βj
kX lnX∗

j + βj
ktgj(t) (1.38)

vX
j =

∂lnCj

∂lnXj
= αj

X +
∑

k

βj
kX lnpk

j + βj
XX lnX∗

j + βj
Xtgj(t) (1.39)

−vt
j =

∂lnCj

∂tj
=

(
αj

t +
∑

k

βj
ktlnpk

j + βj
XtlnX∗

j + βj
ttgj(t)

)
ġj(t) (1.40)

　　　　　　　　 (j = 1, . . . , n; k, l = K,L, E,M)

(1.41)

が得られる。このとき想定される需要水準 X∗
jのもとで、要素価格が当期市場で成立した価格が次期も続

くと考えた上での費用極小の最適資本ストック水準、

Kt+1
j = vK

j

Cj

pK
j

, (j = 1, . . . , n) (1.42)

がもとめられ、資本の減耗率をδj としたとき、当期の投資は、

It
j = Kt+1

j − (1− δj)Kt
j , (j = 1, . . . , n) (1.43)

としてもとめられる。また資本要素の投入価格 pK
j は、j 部門について、

pK
j =

1
1− τK

[
rp

INVt−1
j + δjp

INVt
j − (pINVt

j − p
INVt−1
j ) + τP p

INVt−1
j

]
,

　　　　　　　　 (j = 1, . . . , n) (1.44)

が成立するものとする。ここで pINVt
j は j 部門の資本財価格であり、当期の市場価格を反映している。ま

た、τKおよびτPは、資本所得税率および固定資産税率で外生的に与えられる。rは資本の収益率 (Rate of
Return on Capital) であり、(1.44)式は、資本サービスからの収益流列の現在価値が当期の資本財価格に
等しくなるという最適化行動と整合的である。したがって、次期の資本ストックKt+1

j の水準で、次期に想

定された需要水準X∗
jが実現したとすれば、投入要素としての資本サービスは完全雇用となっていることに

なる。

一方、労働投入については、当期市場での労働サービス価格 pL
jを与件として、j部門の費用極小の労働

需要 (man-hour)が決定される。

LH∗
j = vL

j

Cj

pL
j

, (j = 1, . . . , n) (1.45)
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一方、当期の家計の労働供給行動から、労働供給量 (man)LStが与えられるものとする。このとき、最適な労

働サービス需要LH∗
jと労働供給量との関係で、完全雇用を実現する最適労働時間 h∗が決定されるものとする。

h∗ =

∑
j LH∗

j

LSt
(1.46)

h∗は、想定される需要水準 X∗
jが実現したとき、当期の労働供給を完全雇用することを前提に費用極小の

行動からもとめられた最適稼動時間（労働時間）である。そのとき各 j 部門の雇用は、

Lj =
LH∗

j

h∗
(1.47)

でもとめられ、その一国集計
∑

j Ljは、総労働供給 LStに一致し、完全雇用がそこで実現していることに

なる。

エネルギーおよび原材料についても費用極小の投入シェアと整合的に、

Ej = vE
j

Cj

pE
j

, (j = 1, . . . , n) (1.48)

Mj = vM
j

Cj

pM
j

, (j = 1, . . . , n) (1.49)

がもとめられ、必要があれば、エネルギーおよび原材料についての投入の集計関数を前提とすれば、個別

エネルギー、原材料の投入品目ごとの投入量の決定も可能である。先の観察事実で示された原材料投入の

一次同次性の成立を先取りして、ここでの集計関数は、一次同次関数とすることが許されよう。結果とし

て、エネルギーおよび原材料投入の投入係数として、

aE
ij =

Eij

X∗
j

=
vE

ij
pE

j Ej

pE
i

X∗
j

(1.50)

aM
ij =

Mij

X∗
j

=
vM

ij
pM

j Mj

pM
i

X∗
j

(1.51)

がもとめられる。ここでの投入係数は、費用極小の行動と整合的である。

さて、以上の長期費用極小の行動から、各 j 部門において、将来の想定された需要規模にもとづく各生

産要素の需要が決定される。各生産要素の需要は、各要素市場の価格のもとで完全雇用が実現されている。

また完全雇用生産水準での稼動時間が選ばれることになる。この行動を通じて、各部門の t + 1期首の資
本ストック、労働投入量 (man)、中間投入係数 aM

ij、aE
ij、最適稼動時間 h∗j が決定されることになる。生

産者の短期の供給行動は、上記の長期費用極小行動で決定された期首の先決技術条件に構造的に制約され

ることになる。その意味で硬直性 (Rigidity)を持つことになる。次にこうした構造的硬直性をもつ短期の
供給行動の定式化に入ろう。

短期的には、各 j 部門において先の長期費用極小行動によって決定された資本ストック Kt
j、労働投入

量 (man) Lt
j、最適稼動時間 h∗j、中間投入係数 aij(以下の展開では、aM

ij、aE
ijをあわせて、aijと表すこと

にする)、そして需要の変動にそって生産者は利潤極大の生産者行動をとり生産物の供給表を決定するもの
と考えよう。そのとき生産者は短期的に市場の需要者の行動に想定をもち、生産の水準を調整することに

よって実際の稼動時間を変動させることができるものとする。このことは、規模の経済性の働く技術条件

のもとで市場の完全競争性を先取りした定式化をさけることをも意味している。長期の最適稼動時間での

産出の水準 X∗
jでの生産能力 Qjを導入する。短期の産出量Xjと実稼動時間 hjの各変数を加えて以下の生

産技術条件を想定しておく5。
5辻村・黒田 [45]を参照のこと。
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Xj = Qjh
∗
j

(
hj

h∗

)αj

, (j = 1, . . . , n) (1.52)

Qj = ajK
bj

j , (j = 1, . . . , n) (1.53)

(1.52)式は、実稼動時間 hjが最適稼動時間 h∗に一致した場合には、Xj は X∗
jに等しくなるから、そこで

の生産能力の定義式とも読める。生産能力は、(1.53)式で資本ストックとの間で縛られており、長期の行
動で資本ストックが決定されると生産能力も先決されることになる。したがって、(1.52)式は、短期的な
需要変動にともなって、実稼動時間が変化し、産出水準が動くことを表現している。両式から、

hj =

(
Xj

ajK
bj

j h
(1−αj)
j

) 1
αj

, (j = 1, . . . , n) (1.54)

となる6。

このとき、j 部門の短期利潤 πj を定義すると、

πj = pjXj − (1 + τ I
j )

(∑

i

piaijXj + Ljhjp
L
j + Kjp

K
j

)
(1.55)

となる。また生産者が想定する短期の j 部門の需要関数を

pjXj

P
= αj

sY + βj
sW + γj

s

pj

P
+ ηj

s, (j = 1, . . . , n) (1.56)

とする。ここで Y、Wは需要規模を決めるシフト変数、P は一般物価水準とする。またαj
s、βj

s、γj
s、ηj

sは

需要関数のパラメターとする。この定式化のもとでの限界収入は、

MRj = −pj
γj

s

Xj − γj
s

, (j = 1, . . . , n) (1.57)

となり、利潤極大の必要条件 MRj = MCj から、j 部門の短期供給表として、

pj =

[ (
Xj − γj

s

) (
1 + τ I

j

)

γj
s{

(
1 + τ I

j

)
ajj − 1}

]

·




∑

i 6=j

pi +
Ljp

L
j

αj

(
ajK

bj

j h∗(1−αj)
) 1

αj

X

1−αj
αj

j


 (1.58)

を導くことができる。

この供給表のもとで短期的な市場の需給バランスが成立すると、需給均衡としての各部門の産出水準 Xj

は、必ずしも期首に意図された想定産出水準 X∗
jに一致するとは限らない。したがって、実稼動時間 hj も

最適稼動時間 h∗ に等しくなるわけではない。むしろ短期の需給バランスの結果として、財市場の短期均

衡は、完全雇用から乖離することがありえる。雇用市場における失業はそのとき、

Uem = LSth∗ −
∑

Ljhj

= (LSt−1h∗ − (LSt−1 − LSt)h∗)−
∑

Ljhj

=
∑

Lj(h∗ − hj)− (LSt−1 − LSt)h∗ (1.59)

6この定式化は、Semi-Factor Substitution Production Function と呼んでいる。辻村・黒田 [45]を参照のこと。
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で描かれることになる。期首の労働雇用
∑

Ljは、前期における長期均衡において、労働供給量 LSt−1を

完全雇用する前提で、最適稼動時間 h∗が決定されている。したがって当期の労働市場の不均衡は、(1.59)
式の第 1等号の右辺のように、man-hour での労働サービスの需給ギャップとも考えることもできる。さら
に第 3等号の右辺のように、実物市場における稼動時間の均衡水準からの乖離による不均衡分と前期と当
期の労働供給の差異によって生じたと考えられる部分とに区別することができる。もちろん、この労働市

場での需給ギャップが労働供給行動に如何なる影響を与え、労働市場での価格決定のメカニズムがどの程度

調整機能を持つかによって、二つの部分は相殺効果をもつこともありえる。労働供給図式と労働市場にお

ける価格調整メカニズムの内生化が必要とされる。また、ここで示した生産者行動の展開は幾つかの観測

事実を織り込んだひとつの定式化である。長期的な要素相対価格に変動による資源配分の可塑性と短期に

おける硬直性を同時的に描いて、短期市場の不均衡を解釈するひとつの方法であろう。ひとたび経済活動

の中に生産者という経済主体を明示的に表現しようとすると新古典派が描くすべての行動を抽象的な個人

の行動に帰着させることができなくなる。上記のような生産者としての投資行動と、一方、個人もしくは

家計の消費者としての貯蓄の行動とが独立なものとして扱われることになり、事前的に「投資=貯蓄」の
要件を課すことができなくなる。そこでは、家計もしくは個人の労働供給、貯蓄、消費の主体行動が、経

験的観測事実に対応した形でつぎに定式化されることが必要である。
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第 2章

時系列産業連関表の推計

2.1 はじめに

実証科学としての経済理論は，観測される経済変量がどのような仕組みで発生したか—資料発生機構—
を記述する関係式の集合としての仮説モデルである。小尾 [35]によれば、経済理論が実証科学の理論たり
うるには、

• 観測事実の蒐集と整理

• 観測事実の発生の仕組みを説明できるような理論の設定

• 理論の具体化

• 理論の検証

という手続きを踏まなければならない。実証科学としての経済学における分析者は、統御実験可能な諸分

野の実験科学者と異なり、分析者が人為的に統御不可能な社会という実験室から発生する経済変量を受動

的に観測することにより、潜在的に成立する安定的、持続的な規則性—経験の及ぶ限りにおいて普遍妥当
な量的な関係式—を探求しなければならない。実証経済学の手続きのうち「観測事実の蒐集と整理」を中
心に行うためのシステムがKDB(KEO Data Base)である。本章では、KDBの統括的な役割を果たす時系
列産業連関表の推計の詳細をについて述べる。ここに説明する内容は、新保 [44]の作業を延長・拡張した
ものである。

われわれは、KDBを開発するにあたってKDBが含むデータが新 SNA（『国民経済計算年報』、経済企
画庁）と整合的に接合されるように配慮した。その主な理由をあげると、

• 新 SNAは、国際連合が提唱した国際基準に基づく国民経済計算体系で、国民所得勘定、産業連関表、
資金循環表、国際収支表のフロー勘定と国民貸借対照表のストック勘定を整合的に接合した包括的な

統計システムである。

• 『国民経済計算年報』によって時系列的に統一された概念の資料が得られること。さらに、『国民経
済計算年報遡及報告』（経済企画庁）によって 1955年まで遡ることが可能であること。

• 国民総生産等のマクロ経済指標が引合いに出される場合、『国民経済計算年報』の数値が採用される
ことが多い。したがって、KDBのマクロ経済指標が概念上の違いを越えて『国民経済計算年報』と著
しく異なることはデータそのものの信憑性、分析結果の信憑性を欠くことになるから望ましくない。
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商品 産業 最終需要 計
商品 X U F x
産業 V – – q
付加価値 – W – –
計 x′ q′ – –

図 2.1: 新 SNA産業連関表の雛型

• 原則として、各国の国民経済計算体系は、国際連合が提唱した国際基準（新 SNA）に準拠して作成・
公表される。したがって、他国との比較が行い易い。

ということになる。

さて，わが国の産業連関表は，1951年に試算されて以来，5年毎に関連各省庁共同作業のもとに作成さ
れ、総務庁から公表されている。わが国の産業連関表は、商品（アクティビテイ・ベース）の投入産出構

造をおおよそ 500部門に細分化された部門分類のもとに把えており、部門別生産構造、産業連関構造を分
析する上での貴重な統計資料である。さらにわが国では、隣接する 3基準年次を連結する接続産業連関表、
また、通商産業省からは基準年次の産業連関表の中間年次を補間推計した産業連関表延長表が 1973年以降
毎年公表されている。

一方、わが国は、1978年に従来の国民所得勘定体系（旧 SNA）を吸収するかたちで、国連の提唱した
新 SNA体系 を導入した。省庁共同の産業連関表においては、非結合生産の仮定のもとに産業と商品が 1
対 1対応するように部門分類されているが、新 SNAにおいては、産業ごとの商品結合生産の存在を陽表
的に示し、それぞれの商品がどの産業で生産されたかを示す「経済活動別財貨・サービス産出表（V表）」
と、それぞれの産業の商品の投入構造を示す「経済活動別財貨・サービス投入表（U表）」というかたちで
産業連関表の概念が導入されている。省庁共同の産業連関表を新 SNAの二重分類形式の産業連関表に埋め
込むかたちで両者の関係を模型化すると図 2.1のようになる。

国連が提唱した国民経済計算体系では、V表と U表が作成されていることを前提に、技術仮定を援用し
て X表が推計されることになっている1。省庁の共同作業で作成・公表されるわが国の産業連関表はこの

分類ではX表に相当する。この X表は、各省庁管轄の膨大な一次統計と産業連関表作成のための特別調査
の精査に支えられ、長時間をかけて推計されている。この意味で、わが国の省庁共同作業による産業連関

表は非常に精度の高い統計資料であるということができる。実際に、経済企画庁が作成・公表する『国民

経済計算年報』は、産業連関表の公表後これをベンチとして改訂される。よって、われわれは X表とV表
から U表を技術仮定によって導くという方法を選択する2。したがって、この章では『国民経済計算年報』

といかに整合的に総務庁から公表される産業連関表を修正するかという点に焦点が絞られる。

われわれが推計する KDB産業連関表が公表される産業連関表を拡張した部分について述べておく。

非競争輸入の導入 非競争輸入とは、技術条件ならびに自然条件等のために自国では生産することのできな

い財のことを指す。特に、日本では原油、天然ガスなどの 1次エネルギーや鉄鉱石など、日本の産業
を支える重要な財が非競争的に輸入されている。われわれは、原油、天然ガス、鉄鉱石、その他の非

競争輸入財 (コーヒー豆や香辛料などの農作物)を国産のできない非競争輸入として特掲する。

屑・副産物の扱い ある生産活動の単位内で技術上の特性から結合生産が行なわれる場合があり、これを屑

または副産物と呼んでいる。生産工程から発生する鉄屑や家計から発生する古紙などがその例であ

る。これを経済活動による外部性と位置付けることもできようが、実際にはこれらの屑・副産物を取

引して再利用 (リサイクル)する市場が存在している。産業連関表でもこのような屑・副産物のリサ

1実際に経済企画庁は、国民経済計算付帯統計としてV表とU表から計算された産業連関表を作成点公表している (SNA産業連
関表)

2経済企画庁が『国民経済計算年報』の中で公表するV表も、省庁共同の産業連関表の公表時に付帯されるV表をベンチに推計
されている。
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イクルは取り扱われている。特に、5年おきに作成・公表される省庁共同の産業連関表では「屑・副
産物の発生および投入表」が付帯され、発生した屑・副産物がどのようにリサイクルされているの

かを詳細に知ることができる。一方で、毎年作成・公表される延長表や産業連関分析の手法に関し

ては、主にマイナス投入方式によってこれらのリサイクルを通常の商品の取引に中に埋没させてし

まっている。エネルギーの有効利用や地球環境問題などを考える場合、特に、天然資源の乏しい日本

経済を考るとき、屑・副産物のリサイクルを明示的に捉えておくことは重要なことだと考えている。

われわれは、「屑・副産物発生及び投入表」の時系列を推計することにより、産業連関表の中で屑・

副産物の発生とリサイクルを通常の財の取引とは分離して計上することにする。KDB産業連関表で
特掲する屑・副産物は、1.古紙 (屑)、2.液化石油ガス (副産物)、3.コークス (副産物)、4.高炉ガス
(副産物)、5.ガラス (屑)、6.鉄屑 (屑)、7.非鉄屑 (屑)、8.鋼船 (屑)の 8種類である。「屑・副産物
発生及び投入表」の推計については第 5章で述べられる。

資本形成に関する消費税還付金の扱い 1989年の消費税導入に伴い国民経済計算および産業連関表におい
ても表章形式が変更された3。わが国の消費税は、資本形成にかかわる課税分を投資主体から控除で

きる資本控除型の消費税である。国民経済計算においては、資本形成と間接税歳入の両者から資本形

成に関する消費税還付金が控除され、マクロの体系からこの還付金がいっさい排除されている。ただ

し、付表 2「財貨・サービスの供給と需要」において総資本形成と在庫増加に関する還付金の控除額
がわかるようになっている。産業連関表では、資本形成の列と間接税の行の交点に控除額が計上され

ている。したがって、この表章形式による間接税および資本形成のコントロール・トータルからは資

本形成に関する消費税還付金は排除されることになる。つまり、この表章形式は、産業連関体系の三

面等価に何ら影響を及ぼさない。各経済主体の実物投資および金融資産への投資の原資は貯蓄であ

る。国民経済計算体系では、貯蓄の形成が所得支出勘定で記述され、実物および金融資産の取得なら

びに資金調達の様子が資本調達勘定で記述されている。主たる投資の担い手である法人企業の貯蓄

は「営業余剰+財産所得 (受取)+その他の受取」から「財産所得 (支払)+直接税+その他の支払」を
差し引いた額で定義され、その大部分が営業余剰で決定される。よって、われわれは資本形成に関す

る消費税還付金は投資の原資としての営業余剰に含まれるべきと考え、第 3章で推計される産業別の
投資データをウエイトにして還付金を産業別に配分し、産業別の間接税支払額から控除し、営業余剰

に上乗せするという表章形式を選択した。この表章形式では間接税のトータルは還付金が控除され

るので不変であるが、営業余剰のトータルは還付金の分だけ増加する。よって、三面等価の原則を保

持するには支出サイドにも還付金の額だけの増加が必要である。投資主体が各資本財に最終的に支

払った金額は消費税を控除した額であるから、商品別の資本形成には還付金を控除した額を計上す

る。よって、資本形成のトータルは不変である。一方で、資本形成に関する還付金を商品別に計上し

たベクトルを新たに設定することによって、三面等価の原則を保持するという表章形式を選択した。

以下、本章では、最初に屑・副産物の発生とリサイクルを分離した産業連関表の拡張方法とその分析手

法について述べ、KDB時系列産業連関表の推計手続きについて、その作業過程に準じて詳細に解説してい
くことにする。最後に補論として、SNA型産業連関表における商品技術仮定とMatrix Balancingによる
産業連関表の未確定要素の推計法について述べる。

表 2.1、表 2.2に KDB商品分類と産業分類を示す。

3産業連関表における消費税の表章形式に関する議論については黒田 [37]参照。
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表 2.1: KDB商品分類

番号 部門名
1 農林水産業 Agricilture, forestory and fisheries
2 石炭鉱業 Coal mining
3 その他の鉱業 Other mining
4 建設業 Construction
5 食料品 Food and kinedred products
6 繊維 Textile mill products
7 衣服・身回品 Apparel and other fabricated products
8 製材・木製品 Lumber and wood products
9 家具・備品 Furniture ans fixtures

10 紙・パルプ Paper and pulp products
11 出版・印刷 Printing and publishing
12 化学 Chemical and allied products
13 石油精製製品 Petroleum refining products
14 石炭製品 Coal products
15 ゴム製品 Rubber products
16 皮革製品 Leather and leather products
17 窯業・土石 Stone, clay and glass products
18 鉄鋼 Iron and steel
19 非鉄金属 Nonferrous metal
20 金属製品 Fabricated metal products
21 一般機械 Machinery
22 電気機械 Electric and electronic machinery
23 自動車 Motor vehicles and equipmemnt
24 その他の輸送機械 Other transportatio equipment and ordance
25 精密木機械 Precision instruments
26 その他の製造業 Miscellaneous manufacturing
27 鉄道輸送 Railroad transportation
28 道路輸送 Road transportation
29 水運 Water transportation
30 航空輸送 Air transportation
31 倉庫・その他の運輸 Warehousing and other transportation services
32 通信 Telecommunication
33 電力 Electric utilities
34 ガス Gas supply
35 水道 Water supply
36 卸売・小売 Wholesale and retail
37 金融・保険 Finance and insurance
38 不動産業 Real estate
39 教育 Education
40 研究機関 Research institution
41 医療・保健 Medical and health services
42 その他のサービス Other services
43 公務 Public administration
44 古紙 (屑) Used paper (scrap)
45 液化石油ガス (副産物) LPG (by-product)
46 コークス (副産物) Coke (by-product)
47 高炉ガス (副産物) Blast furnace gas (by-product)
48 ガラス (屑) Glass (scrap)
49 鉄屑 (屑) Iron and steel (scrap)
50 非鉄金属屑 (屑) Nonferrous metal (scrap)
51 鋼船 (屑) Steel Ships (scrap)
52 原油 Crude oil
53 天然ガス LNG
54 鉄鉱石 Iron ore
55 その他の非競争輸入 Other noncompeting imports
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表 2.2: KDB産業分類

番号 部門名
1 農林水産業 Agricilture, forestory and fisheries
2 石炭鉱業 Coal mining
3 その他の鉱業 Other mining
4 建設業 Construction
5 食料品 Food and kinedred products
6 繊維 Textile mill products
7 衣服・身回品 Apparel and other fabricated products
8 製材・木製品 Lumber and wood products
9 家具・備品 Furniture ans fixtures

10 紙・パルプ Paper and pulp products
11 出版・印刷 Printing and publishing
12 化学 Chemical and allied products
13 石油精製製品 Petroleum refining products
14 石炭製品 Coal products
15 ゴム製品 Rubber products
16 皮革製品 Leather and leather products
17 窯業・土石 Stone, clay and glass products
18 鉄鋼 Iron and steel
19 非鉄金属 Nonferrous metal
20 金属製品 Fabricated metal products
21 一般機械 Machinery
22 電気機械 Electric and electronic machinery
23 自動車 Motor vehicles and equipmemnt
24 その他の輸送機械 Other transportatio equipment and ordance
25 精密木機械 Precision instruments
26 その他の製造業 Miscellaneous manufacturing industries
27 鉄道輸送 Railroad transportation
28 道路輸送 Road transportation
29 水運 Water transportation
30 航空輸送 Air transportation
31 倉庫・その他の運輸 Warehousing and other transportation services
32 通信 Telecommunication
33 電力 Electric utilities
34 ガス Gas supply
35 水道 Water supply
36 卸売・小売 Wholesale and retail
37 金融・保険 Finance and insurance
38 不動産業 Real estate
39 教育 Education
40 研究機関 Research institution
41 医療・保健 Medical and health services
42 その他のサービス Other services
43 公務 Public administration
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2.2 屑・副産物の発生とリサイクルを分離した産業連関表

生産と消費という経済活動はその目的以外の物質を発生することがある。経済学ではそれを外部性と呼んで

いる。生産活動から発生する公害、消費から生じるゴミなどはこの外部性の代表的な例である。Leontief[22]
は、生産活動と公害の発生と防除の関連を投入産出分析の枠組みに取り入れることが可能であることを示

した先駆的な分析である。また、Ayres and Kneese[2]は、質量保存則という視点から一たび環境から採取
された物質は経済的に最終消費されても再び経済活動にリサイクルされない限り再び環境に廃棄物として

残されてしまうことを示した。最近の経済活動による二酸化炭素の排出と地球温暖化現象に関する議論は、

経済活動によって環境に排出された物質が環境の自然のサイクルを乱している例である。経済活動による

二酸化炭素の排出は主に化石燃料の燃焼によって生じるている。排出した二酸化炭素を再び経済活動にリ

サイクル可能であるかどうかはわからないが、経済活動によって発生した鉄屑、紙、ガラスなどの廃棄物

をリサイクルすることによって化石燃料の使用を削減できる可能性はある。また、リサイクル自体がより

化石燃料の消費を拡大させてしまうという可能性も否定できない。Leontief[22]以来、産業連関表に公害因
子の発生を加え、生産活動と公害発生の相互依存性を研究する分析が各国でなされている。一方、リサイ

クル可能な屑・副産物などに関しては、それらの投入構造をそれらが発生する生産工程と切り離して把握

できないという制約から、屑・副産物のリサイクル・フローは投入産出表の通常の財の取引の背後に隠さ

れてしまっているというのが実情であろう。本節では、屑・副産物のリサイクル・フローを従来の産業連

関表から分離し、それを拡張された産業連関表の中に統合する一つの方法を提示したい。

本節は以下のように展開される。第 2.2.1節では従来の産業連関表における屑・副産物の取り扱い方式を
議論する。具体例として代表的な方式であるマイナス投入方式を取り上げる。第 2.2.2節ではマイナス投入
方式の産業連関表から屑・副産物の発生とリサイクルを分離し、拡張された産業連関表に組み込む方法を

数値例を用いて提示する。この数値例によって、生産活動から排出される二酸化炭素とリサイクル活動の

関連について議論する。屑・副産物のリサイクル・フローを拡張した産業連関表は商品×商品の取引表で
ある。第 2.2.3節では拡張された商品×産業連関表を産業別商品産出表と産業別商品投入表によって表わさ
れる SNA型産業連関表への変換の方法示す。

2.2.1 産業連関表における屑・副産物

従来の産業連関表は、原則として商品およびそれを生産する生産活動単位（アクティビティ）を部門と

して構成されるている。この産業連関表においては、ある事業所が複数の生産活動単位を持ち複数の商品

を生産している場合、各生産活動単位は、それぞれの商品の種類に応じて該当する複数の部門に格付けら

れる。したがって、従来の産業連関表はアクティビティ・ベースもしくは商品×商品投入産出表と呼ばれる
（以下アクティビティ・ベースもしくは商品×商品投入産出表を X表と呼ぶ）。

各事業所は、その「主生産物」により産業に格付けられている。つまり、産業という観点からみれば各

産業は複数の商品を結合生産していることになる。このとき主生産物以外の商品を「副次的生産物」とい

う。SNA型の産業連関表は、商品とそれを生産する産業を区別し、産業の「副次的生産物」に関する結合
生産を「産業別商品産出表（V表）」と産業別の商品の投入構造を「産業別商品投入表（U表）」の二種類
の表から構成され、X表は生産技術仮定に基づいて間接的に計算されるものとしている。「同一商品の生産
はたとえ産業を異にしても同じ投入構造を持つ」とする「商品技術仮定」、「各産業は生産物の割合の如何

にかかわらす同一の投入構造を持つ」とする「産業技術仮定」が代表的である。生産活動単位のデータに

基づいて X表自体が直接に作表される場合、商品技術仮定が前提にされていると考えてよいだろう。

主生産物と副次的生産物は、ある産業内における生産活動単位間の関係を示すが、ある生産活動単位内

において技術的な特性により結合生産が行なわれる場合がある、「副産物」と「屑」の生産である。ある生

産活動単以内において結合的に生産された商品を主生産物として生産する部門が存在する場合にはそれを
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「副産物」といい、ない場合にはそれを「屑」という。副産物・屑と副次的生産物の重要な違いは、後者が

それを生産する生産活動を主生産物から分割できるのに対し、前者は分割できないという点である。した

がって、副産物・屑を産業連関表で扱うには特殊な取り扱いが必要になる。X表を作成する際に用いられ
る方式には「一括方式」「トランスファー方式」「マイナス投入方式」「分離方式」がある4。それぞれの

方式には一長一短があるが「マイナス投入方式」が代表的な方式である (提唱者の名を冠してストーン方式
と呼ばれることもある)。SNA型産業連関表では、副産物・屑も副次的生産物と同様に産業の結合生産物
として計上される。このとき副産物は同種の商品と同じに扱われ、屑はそれと最も競合的（代替的）な商

品と同じに扱われる。たとえば、ガス製造部門で副産物として発生したコークスはコークス製造部門で製

造されたコークスと同質に扱われ、様々な製造部門で発生する鉄屑は鋼材と同質に扱われる。

マイナス投入方式

鋼材部門と機械部門の 2製造製品および電力から構成される単純な経済を考よう。

• 粗鋼は高炉生産と電炉生産の二つの生産アクティビティによって生産される。さらに、鋼材は圧延、
製鋼工程を経て出荷される。高炉、電炉どちらの工程を用いても生産される鋼材の質は同質であると

しよう。高炉生産に必要な鉄鉱石、石炭、原油は、すべて輸入によって賄われる。これらのインプッ

トを総称して非競争輸入と呼ぶ。高炉生産では鋼材 1単位の生産に 0.44単位の非競争輸入が必要で
ある。一方、電炉生産では鋼材 1単位の生産に 0.67単位の鉄屑と 0.88単位の電力が必要である。製
鋼工程で鋼材 1単位につき 0.09単位の鉄屑が発生する。鋼材 1単位の生産には 0.09単位の労働が
必要である。生産された鋼材は機械部門によって投入されるか輸出されるものとする。高炉生産に

よってε × 100%の粗鋼が生産されるとしよう。したがって、電炉によって生産される粗鋼の比率は
(1− ε)× 100%である。

• 機械 1単位の生産には 0.33単位の鋼材、0.17単位の電力、0.58単位の労働が必要である。機械 1単
位の生産につき 0.08単位の鉄屑を発生する。生産された機械は、家計消費、製造部門の資本形成、
輸出として需要される。

• 電力部門では 1単位の電力を発電するのに 0.86単位の非競争輸入（石油、石炭、LNG）と 0.14単位
の労働が必要である。生産された電力は、鉄鋼部門、機械部門、家計で消費される。

• 鉄屑は、家計および製造部門の償却済み資産のストックからも発生する。

• 高炉生産では鋼材 1単位の生産につき二酸化炭素を 1トン、電力部門では 1単位の発電につき 0.6ト
ンの二酸化炭素を大気に排出される。機械部門の動力源は電力のみであるから、この部門からは二酸

化炭素の排出はないものとする。また大気に排出された二酸化炭素を回収する技術は存在しないもの

としよう。

鉄鋼、機械、電力の生産量をそれぞれ x1、x2、x3、価格を p1、p2、p3とし、それぞれに対する最終需要

をそれぞれ f1、f2、f3としよう。

非競争輸入エネルギーの海外からの供給量（総輸入量）を f5、その国内通貨建ての価格を pNとする。ま

た、x̄5で非競争輸入財の超過需要を表す。

4マイナス投入方式では、屑・副産物の発生を発生部門の列と競合部門の行の交点にマイナスで計上し、その投入を需要部門ごと
にプラスで計上する。したがって、屑・副産物の発生額は発生部門にも競合部門にも計上されないことになる。トランスファー方式で
は、発生部門で発生した屑・副産物を競合部門の産出として計上し、それを需要部門は競合部門から投入する。一括方式とは、屑・
副産物を発生部門の主生産物と区別しない計上方法のことをいう。分離方式では、主生産物と屑・副産物の生産額の比率で需要部門
の投入を分割し、屑・副産物を競合部門の産出として計上する方法である。
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いま、p1 = p2 = p3 = pN = 1とすれば、上記の商品間の需給関係は次の方程式群によって表わされる。

0.33x2 + f1 = x1

f2 = x2

(1− ε)0.88x1 + 0.17x2 + f3 = x3

ε0.44x1 + 0.86x3 = x̄5

(2.1)

(2.1)式を産業連関表によって記述してみよう。問題は鉄屑の発生とそのリサイクルをどのように記述す
るかである。屑・副産物の代表的な取り扱い方であるマイナス投入方式によって表現した産業連関表が表

2.3である。マイナス投入方式では、機械部門および最終需要部門で発生した鉄屑は、一端その競合部門で
ある鉄鋼部門に販売される。つまり、機械部門、家計消費、資本形成の鉄鋼部門からの投入にマイナス値

が計上される。鉄鋼部門は各部門から購入した鉄屑を自部門から投入する。表 2.3では鉄屑の発生とリサイ
クルは、(·)で鉄鋼部門の行の下に示されている。

表 2.3: マイナス投入方式の産業連関表
鉄鋼 機械 電力 消費 政府 投資 在庫 輸出 輸入 総生産

鉄鋼 11 15 0 -1 0 -5 0 25 0 45
（鉄屑投入） (15) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
（鉄屑発生） (-4) (-5) (0) (-1) (0) (-5) (0) (0) (0) (0)

機械 0 0 0 5 0 40 0 15 0 60
電力 20 10 0 5 0 0 0 0 0 35

非競争輸入エネルギー 10 0 30 0 0 0 0 0 -40 0
労働・資本 4 35 5 0 0 0 0 0 0 44
総生産 45 60 35 9 0 35 0 40 -40

鉄屑、古紙、ガラスなどの屑は生産や消費から生じた残余である。しかし、これらの屑をリサイクルす

る生産アクティビティが存在するということは、生産や消費によって生じた外部性が内部化されていると

いうことであり、これらの屑を取引する市場が成立し、その市場において屑に対して経済価値（価格）が

付加されていることを示している5。マイナス投入方式による表章形式では、これらの屑・副産物の取引が

競合する商品との間でネット化され、屑・副産物の投入・産出関係を直接に観測することができない。つ

まり上の例によれば、鉄鋼部門は自部門の製鋼工程で 4単位の鉄屑を発生させ、その 4単位と他の部門で
発生した鉄屑を 11単位を電炉工程に投入している。しかし、マイナス投入方式では、あたかも自部門から
11単位を投入したかのように観測される。また機械部門においても 60単位の機械を生産するためには 20
単位の鉄が技術的に必要とされるのであるが、マイナス投入方式では 5単位分が屑として浪費されている
ことが観測できず必要量が 15単位であるかのごとくに見えてしまう。それでは次に、ある生産工程が生じ
た屑・副産物が再び生産工程に投入される過程を産業連関表で表現してみよう。

2.2.2 屑・副産物の発生とリサイクルの分離と産業連関表

ここでは、屑・副産物の発生と投入をマイナス投入方式の産業連関表から分離して再びそれを拡張した

産業連関表に統合してみよう6。

いま廃棄処分にされた家計の耐久財や企業の生産設備が蓄積されるプールがあるものとしよう。そのプー

ルから生産工程に供給される鉄屑の必要供給量をx̄4としよう。製鋼工程で発生する鉄屑は 0.09x1単位、機

5鉄鋼部門において銑鉄・粗鋼から鋼材を加工する時に生じた鉄屑を再投入する場合や高炉の運転よって発生した高炉ガスをエネ
ルギーとして再投入する場合など、必ず屑を取引する市場が存在するとは限らない。しかし、特に家計や償却資産から発生した屑を
再び生産システムに投入する場合には、屑の回収業者が仲介し市場が存在すると考えて良いだろう。

6日本の省庁共同作業で作成・公表する産業連関表では「屑・副産物の発生および投入表」が付帯されているので表 2.4に示す形
態の表を再構成することが可能である
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械の加工工程で発生する鉄屑は 0.08x2単位であり、電炉に投入される鉄屑が (1− ε)0.67x1単位であるから、

鉄屑のプールからの必要供給量は、

(1− ε)0.67x1 − 0.09x1 − 0.08x2 = x̄4 (2.2)

で与えられる。

二酸化炭素の総排出量をx̄6とすれば、

εx1 + 0.6x2 = x̄6 (2.3)

となる。

(2.1)式、(2.2)式、(2.3)式を整理すれば次を得る。

x1 − 0.33x2 = f1

x2 = f2

−(1− ε)0.88x1 + −0.17x2 + x3 = f3

(0.09− (1− ε) 0.67)x1 + 0.08x2 + x̄4 = 0
−0.22x1 − 0.86x3 + x̄5 = 0
−εx1 − 0.6x3 + x̄6 = 0

いまε = 0.5として各部門の生産量、プールからの鉄屑の必要供給量および非競争輸入エネルギーの超過需
要、二酸化炭素の排出量について上式を解けば次を得る。

x1 = f1 + 0.333f2

x2 = f2

x3 = 0.444f1 + 0.315f2 + f3

x̄4 = 0.244f1 − 0.002f2

x̄5 = 0.603f1 + 0.344f2 + 0.857f3

x̄6 = 0.767f1 + 0.356f2 + 0.6f3

(2.4)

(2.4)式の第 4式によれば他の条件を一定にしたとき、鋼材に対する最終需要 1単位の追加は 0.244単位の
鉄屑の追加的な供給を必要とする。スクラップの蓄積からの供給が可能でない限り鋼材の 1単位の追加と
いう消費計画は実行可能ではない。また機械に対する最終需要の 1単位の追加は供給可能な鉄屑を 0.002
単位増やす。この鉄屑は生産システムに還元されない限り環境に対する廃棄物としてプールに蓄積される。

いま表 2.3に示されている最終需要ベクトル (f1, f2, f3, 0, 0, 0) = (25, 60, 5, 0, 0, 0)を与えてみれば解として
生産量ベクトル (x1, x2, x3, x̄4, x̄5, x̄6) = (45, 60, 35, 40, 6, 43.5)を得る。この最終需要と外生的な鉄屑と非
競争輸入エネルギーの供給に対しては、鉄屑、非競争輸入の需給はバランスし、そのときの二酸化炭素の

総排出量は 43.5トンになる。
次に鉄鋼部門では鋼材の生産を全て高炉生産でまかなうとしよう、すなわちε = 1である。このとき供

給される鉄屑は一切生産システムには還元されない。前のケースと同じ最終需要の組み合わせに対する解

は、(x1, x2, x3, x̄4, x̄5, x̄6) = (45, 60, 15,−15,−7, 54)になる。電炉生産がないために必要な電力の発電量
が減少し、それに伴なう発電に必要な非競争輸入エネルギー投入量の減少がが高炉生産に必要な非競争輸

入エネルギーの増加量よりも大きいため非競争輸入エネルギーは超過供給になっている。行く場のない 15
単位の鉄屑は環境に廃棄されることになる。また、高炉生産の拡大は二酸化炭素の総排出量を 54トンにま
で増加させる。

次にε = 0のケースすなわち鋼材の生産はすべて電炉でまかなわれる場合を見てみよう。第 1、第 2の
ケースと同じ最終需要の組み合わせに対する解は、(x1, x2, x3, x̄4, x̄5, x̄6) = (45, 60, 55, 15, 7, 33)になる。
この場合、鉄鋼部門からの二酸化炭素の排出はないから総排出量は 33トンに減少する。しかし、鉄屑、非
競争輸入の追加的供給がない限りこの生産プログラムは実行可能ではない。
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鉄鋼業では、各種炉から発生したガス、電炉生産における鉄屑、ガス産業でガス化の際に発生するコー

クスの利用など副産物・屑のリサイクルが実現している。また、古紙、ガラス製品、プラスティック製品な

どもリサイクルされている例である。上に揚げた例は単なる数値例に過ぎないが、廃棄物のリサイクルが

リサイクルの困難な外部性（例えば二酸化炭素）を減少させる可能性があることが示された。しかし、そ

のような生産プログラムが必ずしも実行可能であるとは限らない。重要なことは、これらの可能性を分析

するために屑・副産物の発生とリサイクルを産業連関表の中に分離して組み入れ分析可能な表章形式にす

ることである。

表象形式

では次に屑・副産物の発生と投入を組み込んだ産業連関表の表象形式について考えてみよう。上記のモ

デルでは (2.2)式において鉄鋼部門での鉄屑の発生と投入はネット化されてしまっている。ここでは鉄屑の
発生と投入を別々に計上する表章形式を提示する。表 2.4がその雛型である。

表 2.4: 屑・副産物の発生と投入を分離した産業連関表
鉄鋼 機械 電力 鉄屑 消費 政府 投資 在庫 輸出 輸入 総生産

鉄鋼 0 20 0 0 0 0 0 0 25 0 45
機械 0 0 0 0 5 0 40 0 15 0 60
電力 20 10 0 0 5 0 0 0 0 0 35
鉄屑 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15

非競争輸入エネルギー 10 0 30 0 0 0 0 0 0 -40 –
鉄屑発生 -4 -5 0 15 -1 0 -5 0 0 0 0
労働 1 10 2 0 0 0 0 0 0 0 13
資本 3 25 3 0 0 0 0 0 0 0 37
総生産 45 60 35 15 10 0 40 0 40 -40

表 2.4では、鉄屑が独立した製品として行および列に設定され、鉄屑の発生に関してさらに一行設けられ
ている。この取り扱いは産業連関表の仮説部門に類似している。列に設定された鉄屑部門が各生産部門か

ら発生した鉄屑を全て投入し、鉄屑をリサイクルする部門に販売するという仮説的な取引を組み込んでい

るからである。つまり、鉄屑発生行では各部門の発生額がマイナスで計上され、鉄屑部門の列との交点に

総発生額 15が計上されている。
屑は生産技術上必然的に発生するにしても、屑が生産要素としてリサイクルされるには、回収、解体な

どの工程が必要であり、これらの工程には、労働、運輸サービス、エネルギーなどの投入が必要であろう、

あるいは、まったく独立したリサイクル・プラントが必要な場合もあろう。しかし、これらのアクティビ

ティは、現行の産業連関表では屑・副産物をリサイクルする部門に統合されて把握されており、また生産技

術的にも各製造プラントがこれらのアクティビティを体化し不可分になっている場合が多いであろう。し

たがって、この論文では仮説部門としての扱いを貫くことし、リサイクルに必要なアクティビティを計上

する方法は残された課題としておきたい。

2.2.3 SNA型産業連関表への変換

国連によって提唱された国民経済計算体系における産業連関表は、「産業別商品産出表（V表）」、「産業
別商品投入表（U表）」から構成され、商品とそれを生産する産業の区別を明確にし、産業におけるプロダ
クト・ミックスを陽表的に表現することを可能にしている。国民経済計算体系では、生産に関する技術仮

定を前提に、これら二種類の表から「商品×商品の産業連関表」（X表）が間接的に計算されるものとして
いる。しかし、ここでは上記の拡張された商品×商品産業連関表と V表が与えられたものとして U表を商
品技術仮定によって導出したい。表 2.5がその結果である。
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表 2.5: 商品技術仮定によって導出された SNA型産業連関表
商品 産業 最終需要 総

鉄 機 電 鉄 鉄 機 電 消 政 投 在 輸 輸 生
鋼 械 力 屑 鋼 械 力 費 府 資 庫 出 入 産

鉄鋼 0 20 0 0 0 20 0 0 0 0 0 25 0 45
商 機械 0 0 0 0 0 0 0 5 0 40 0 15 0 60
品 電力 20 10 0 0 20 10 0 5 0 0 0 0 0 35

鉄屑 15 0 0 0 15 0 0 0 0 0 0 0 0 15
産 鉄鋼 45 0 0 4 49

機械 0 60 0 5 65
業 電力 0 0 35 0 35
非競争輸入エネルギー 10 0 30 0 10 0 30 0 0 0 0 0 -40 –

鉄屑発生 -4 -5 0 15 0 0 0 -1 0 -5 0 0 0 0
労働 1 10 2 0 1 10 2 13
資本 3 25 3 6 3 25 4 37
総生産 45 60 35 15 49 65 35 10 0 40 0 40 -40

表 2.5の V表の第 4列は各産業の鉄屑の結合生産を示している。経済企画庁の V表では、発生した屑は
競合する生産物と同種の財として扱われ、競合する生産物に加算されている。表 2.5ではそれが分離され、
産業の産出額は主生産物の価値と屑・副産物の価値によって構成されることが明示的に示される。

商品技術仮定によって産業別の商品投入表 (U表)を導いてみよう。次のような商品×商品の投入シェア
行列を考える。

A =




0 20/60 0 0
0 0 0 0

20/45 10/60 0 0
15/45 0 0 0
10/45 0 30/35 0
−4/45 −5/60 0 1
4/45 35/60 5/35 0




(2.5)

第 7行は、労働と資本の合計に関する投入シェアを表している。プロダクト・ミックス行列は次のように
与えられる。

C =




45/49 0 0
0 60/65 0
0 0 1

4/49 5/65 0




(2.6)

よって、産業別の商品投入シェア行列は商品技術仮定によって次のように計算できる。

B =




0 20/65 0
0 0 0

20/49 10/65 0
15/49 0 0
10/49 0 30/35

0 0 0
4/49 35/65 5/35




= AC (2.7)
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V表で与えられる、産業別の産出額を各投入シェアに乗じて U表を得る。

U =




0 20 0
0 0 0
20 10 0
15 0 0
10 0 30
0 0 0
4 35 5




(2.8)

このように、B行列の鉄屑発生行は全てゼロになる。産業別にはマイナスの価値をもった屑・副産物の発

生がないということになる。すなわち、屑・副産物を主生産物と分離して計上したことの意味は、商品の

生産では屑・副産物の発生により主生産物の価値を減少させるが、産業別にみた場合には市場で取引され

る価値のある商品を結合生産しているという意味で産業の生産物の価値を減少させるものではないという

ことを明示的に示せる点にある。
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2.3 KDB産業連関表の表章形式と推計の大枠

屑・副産物の発生とリサイクルを通常の商品の取引から分離した産業連関表の表章形式と分析方法が示

されたので、KDB産業連関表の具体的な表章形式を説明しよう。

2.3.1 KDB産業連関表の表章形式と部門分類

図 2.2が、これから推計の詳細が説明されるKDB産業連関表の最終的な表章形式である。図に付されて
いる番号は、KDB産業連関表の部門番号で表 2.6にその内容が示されている。

.

1 43 44 51 1 43 52 61 62

43
44

51

1

1

43

52

55

56

63

64

68

69

X

V

U F x

NX

SX

wX

WU

x′ q′

RX RU RF

NU NF

SF

q

f

w

商品 産業

商

品

産

業

最終需要

屑・副産物

の投入

非競争輸入

の発生

屑・副産物

付加価値

図 2.2: KDB産業連関表の表章形式
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• Xは、商品生産のための商品の中間投入構造を記述する「商品の中間投入表」で X表と呼ぶ。サイ
ズは 51行 51列である。X表に含まれるRXは、中間財としてリサイクルされた屑・副産物を示して

いる。X表の 44列から 51列は、屑・副産物のリサイクルを導入するために設けられた仮設的な部
門で全てゼロが入ることになる。

• Vは、産業別の商品産出構成を示す V表である。44列から 51列は、産業の屑・副産物の結合生産が
記述される。

• Uは、産業別の商品投入構成を示す U表である。U表に含まれるRUは、中間財として産業でリサイ

クルされた屑・副産物を示す。

• Fは、最終需要として支出された商品構成を示す「最終需要表」である。最終需要項目は、家計の国

内での最終消費支出、対家計民間非営利団体最終消費支出、政府最終消費支出、民間固定資本形成、

公的固定資本形成、在庫品増加、資本形成に関する消費税還付金、輸出からなり、海外からの商品供

給である輸入と輸入税も Fに含まれる。Fに含まれる RFは、最終需要部門でリサイクルされた屑・

副産物を示す。

• NX、NU、NFはそれぞれ商品別、産業別、最終需要項目別の非競争輸入財の投入構成を示している。

NXの 44列から 51列には全てゼロが入る。

• SXには、商品の生産にともなう屑・副産物の発生が負の値で記述される。SFには、最終需要部門か

ら発生した屑・副産物が負の値で記述される。SXの 44列から 55列の対角には、生産部門と最終需
要部門で発生した屑・副産物の合計が入る。

• WUは、産業別の付加価値構成を示す付加価値表である。付加価値項目は、雇用者所得、営業余剰、

固定資本減耗、間接税、補助金である。

• wXは、商品別の付加価値の合計を示すベクトルである。

• x、qは、それぞれ商品別、産業別の国内総生産を示すベクトルである。xの 44番目から 55番目の要
素は、リサイクルされた屑・副産物の合計が入る。これは、発生した屑・副産物の合計に等しい。

• f、wは最終需要項目別および付加価値項目別のコントロール・トータルである。三面等価は fの合

計と wの合計が一致することによって保たれる。

表 2.6: KDB産業連関表の部門分類

行番号 行部門名 列番号 列部門名
1 農林水産業 1 農林水産業
2 石炭鉱業 2 石炭鉱業
3 その他の鉱業 3 その他の鉱業
4 建設業 4 建設業
5 食料品 5 食料品
6 繊維 6 繊維
7 衣服・身見品 7 衣服・身回品
8 製材・木製品 8 製材・木製品
9 家具・備品 9 家具・備品

10 紙・パルプ 10 紙・パルプ
11 出版・印刷 11 出版・印刷
12 化学 12 化学
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表 2.6: KDB産業連関表の部門名 (続)
行番号 行部門名 列番号 列部門名

13 石油精製製品 13 石油精製製品
14 石炭製品 14 石炭製品
15 ゴム製品 15 ゴム製品
16 皮革製品 16 皮革製品
17 窯業・土石 17 窯業・土石
18 鉄鋼 18 鉄鋼
19 非鉄金属 19 非鉄金属
20 金属製品 20 金属製品
21 一般機械 21 一般機械
22 電気機械 22 電気機械
23 自動車 23 自動車
24 その他の輸送機械 24 その他の輸送機械
25 精密機械 25 精密機械
26 その他の製造業 26 その他の製造業
27 鉄道輸送 27 鉄道輸送
28 道路輸送 28 道路輸送
29 水運 29 水運
30 航空輸送 30 航空輸送
31 倉庫・その他の運輸サービス 31 倉庫・その他の運輸サービス
32 通信 32 通信
33 電力 33 電力
34 ガス 34 ガス
35 水道 35 水道
36 卸売・小売 36 卸売・小売
37 金融・保険 37 金融・保健
38 不動産業 38 不動産業
39 教育 39 教育
40 研究機関 40 研究機関
41 医療・保健 41 医療・保健
42 その他のサービス 42 その他のサービス
43 公務 43 公務
44 古紙 (屑投入) 44 古紙 (屑)
45 液化石油ガス (副産物投入) 45 液化石油ガス (副産物)
46 コークス (副産物投入) 46 コークス (副産物)
47 高炉ガス (副産物投入) 47 高炉ガス (副産物)
48 ガラス (屑投入) 48 ガラス (副産物)
49 鉄屑 (屑投入) 49 鉄屑 (屑)
50 非鉄金属屑 (屑投入) 50 非鉄屑 (屑)
51 鋼船 (屑投入) 51 鋼船 (屑)
52 原油 52 家計の国内での最終消費支出
53 天然ガス 53 対家計民間非営利団体最終消費支出
54 鉄鉱石 54 政府最終消費支出
55 その他の非競争輸入 55 民間固定資本形成
56 古紙 (屑発生) 56 公的固定資本形成
57 液化石油ガス (副産物発生) 57 在庫品増加
58 コークス (副産物発生) 58 資本形成に関する消費税還付金
59 高炉ガス (副産物発生) 59 輸出
60 ガラス (屑発生) 60 輸入
61 鉄屑 (屑発生) 61 輸入税
62 非鉄金属 (屑発生) 62 国内総生産
63 鋼船 (屑発生)
64 雇用者所得
65 固定資本減耗
66 営業余剰
67 間接税
68 補助金
69 国内総生産

2.3.2 KDB産業連関表推計の大枠

ここでKDB産業連関表の推計作業のアウトラインを述べておく。以後の作業は、図 2.2のV表と屑・副
産物の投入表R = (RX , RF )および発生表 S = (SX , SF )が与えられているものとしてすすめられる (「屑・
副産物発生及び投入表」の推計については第 5章で説明される)。先に述べたように、われわれは省庁共同
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作業で作成・公表される産業連関表をベースにして国民経済計算と整合的な商品×商品の産業連関表を推
計し、与えられた V表を用いて商品技術仮定によって U表を計算するという手続きをとる。したがって、
図 2.2のうち、X、x、F、wXが推計に係わる部分になる。これらが推計されれば商品技術仮定によって U
表に係わる部分は計算できることになる。具体的に推計する部分を図 2.3に示そう。

X F

NX

wX

x′

RX

SX

RF

NF

SF

xT

RT

NT

ST

図 2.3: 推計作業の鳥瞰図

図中実線で囲まれた部分がすでに確定している要素を示し、点線で囲まれている部分がこれからの作業

で推計される要素を示している。それぞれの表のサイズは、屑・副産物の発生および投入を捨象して、X

は 43行 43列、xは 43行 1列、Fは 43行 7列、wXは 1行 43列となっている。また、Tは図 2.2の輸出、
輸入、輸入税を分割した国際貿易表で 43行 3列の行列である。N = (NX , NF , NT )は非競争輸入財の投入
行列である。推計作業の部門分類については、表 2.8を参照されたい。

作業は、

1. 『国民経済計算年報』の付表 1「財貨・サービスの供給の需要」を KDB商品分類に細分化して作成
される「商品の供給と需要表」(図 2.6)で図 2.3の F、T、NF、NT、xが確定される。

2. 『国民経済計算年報』の付表 2「経済活動別の国内総生産と要素所得」を KDB産業分類に細分化し
て作成される「産業別の国内総生産と要素所得表」(図 2.5)で図 2.2のWUが確定し、商品技術仮定

によって wXが確定する。
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3. 図 2.3で残された部分はX、NXだけになるから、この部分をKEO-RAS法または RAS法のMatrix
Balncingによって推計する。

という手続きで進められる。

2.3.3 KDB産業連関表の推計に使用する統計資料

本節の最後に、KDB産業連関表の推計に使用する統計資料についてまとめておこう。

国民経済計算年報 われわれが作成するKDB産業連関表のコントロール・トータルスは、経済企画庁が毎
年作成・公表する『国民経済計算年報』の数値に一致させられる。付表として公表される「財貨・サー

ビスの供給と需要」は、総供給 (国内総生産、輸入)、総需要 (中間需要、対家計民間非営利団体最終
消費支出、政府最終消費支出、家計の国内での最終消費支出、在庫品増加、総固定資本形成、輸出)
に関する財貨・サービスの構成を記述する表である。また、同じく付表として公表される「経済活動

別の国内総生産および要素所得」は、経済活動別に産出額、中間投入、固定資本減耗、純間接税、雇

用者所得、営業余剰が記述されている。KDB産業連関表の推計過程で作成される「商品の供給と需
要表」、「産業別の国内総生産と要素所得表」は、これらの 2表を概念的、部門的に拡張したもので
あり、これら 2表は KDB産業連関表を作成するための中心的役割を果たす。

産業連関表基本表 日本の産業連関表は、1955年に通商産業省と経済企画庁がそれぞれ独自に作成・公表
した 1951年表が最初のものである。第 2回の作成は、1960年に 6省庁 (行政管理庁、経済企画庁、
農林水産省、通商産業省、建設省、総理府統計局)の共同で作成・公表された 1955年表である。以降
5年おきに作表することが慣行になった。第 3回目の 1960年表からは、総理府統計局が抜け、運輸
省、労働省が加わり 7省庁の共同作業になり、さらに、1975年表からは、総務庁、経済企画庁、大
蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省の 11省庁の共
同作業として作成され総務庁から公表されるようになり、1975年表からは国民経済計算が旧国民所
得統計方式から国連の新 SNA方式に移行したのに伴って、産業連関表でも正式に新 SNA方式が導
入されることになった。現在では、1990年表まで利用可能である。産業連関表基本表は、各省庁の
一次統計や作成のための独自調査をベースに、三面等価のバランスシステムを保つべく調整するため

に、膨大な資料の精査と時間をかけた精度の高い 2次統計資料である。経済企画庁から公表される
『国民経済計算年報』も基本表の公表後、これをベンチマークとして過去の年次にまで遡及して改訂

される。また、付帯表として、「商業マージン表」、「国内貨物運賃表」、「輸入表」、「屑・副産物発生

および投入表」、「物量表」、「雇用表 (生産活動部門別従業者内訳表)」、「雇用マトリックス (生産活
動部門別職業別雇用者数表)」、「固定資本マトリックス」、「産業別商品産出構成表 (V表)」、自家輸
送マトリックス」が同時に公表される。各年次に公表された基本表およびその付帯表は、われわれの

KDB産業連関表の推計に最も基礎的な情報を提供する資料である。特に、屑・副産物の発生と投入
に関する部門間取引を記述した統計は他になく、KDB産業連関表を国民経済計算との整合性を保つ
べくバランス調整を行なうときには、基本表が最大限に用いられる。

産業連関表接続表 基本表の公表後、産業連関表の時系列的な利用を可能にすべく過去 2回の公表にまで遡
り、概念、定義、推計方法を最新年次の基本表ベースに統一して作成・公表される。作業は、基本表

と同じ省庁の共同で行なわれ、総務庁から公表される。各年次の時価評価表と最新基準年次を基準

にした不変価格評価表が公表される。1970年基本表に基づく 1960年-1965年-1970年接続産業連関
表が最初の公表で、現在では、1990年基本表に基づく 1980年-1985年-1990年接続産業連関表まで
利用可能である。KDB産業連関表の推計作業では、1970年基準の 1960年-1965年-1970年接続産業
連関表と 1975年基準の 1965年-1970年-1975年接続産業連関表が用いられる。1970年基準接続表、
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1960年の基本的な情報を得るために用いられる。次節で述べるように KDB産業連関表では、自家
輸送マトリックスを用いて自家輸送部門を削除することになる。自家輸送部門は 1975年基本表から
設定されることになったが、1975年には自家輸送マトリックスが付帯されていない。しかし、1975
年基準の 1965年-1970年-1975年接続表では、1965年、1970年表との整合性を保持できるように自
家輸送部門が削除されている。また、この接続表では屑・副産物および教育、研究機関、医療・保健

部門の定義が 1975年ベースに統一されているので、1965年、1970年、1975年の 3か年についての
基本的な情報はこの接続表から得ることができる。

産業連関表延長表 1973年以降、通商産業省は基本表と同一要領、同一部門で毎年延長表を作成・公表して
いる。1970年基本表をベースにした 1973年-1976年表、1975年基本表をベースにした 1977年-1981
年表、1980年基本表をベースにした 1982年-1985年表、1985年基本表をベースにした 1986年-1991
年表、1990年基本表をベースにした 1992年-1993年が利用可能である。延長表に計上される取引の
細部はMatrix Balancingによる推計に頼る部分が多いが、国内総生産に関するコントロール・トー
タルスは、通産省管轄の一次統計や独自の調査によって作成されており、また、輸出入 (普通貿易)
は通関統計によって把握されているので、国民経済計算の商品別国内総生産、輸出入を KDB産業連
関表の商品分類に細分化するときの情報源として有用である。また、付帯情報として、基本分類に関

する国内総生産、輸入、輸出、国内総供給の価格指数が付随している。単価指数であるという制約は

あるものの、長期時系列のサービス部門の価格指数としては唯一のものであり、商品の質変化をあま

り考慮しなくてもよい一次産品の価格指数として KDBで利用される。

SNA産業連関表 国民経済計算の付帯統計として経済企画庁経済研究所国民所得部から公表される産業連

関表である。現在、1955年から 1985年までは 5年おきに 1986年からは毎年公表され 1994年まで
利用可能である。『国民経済計算年報』では、SNA表象分類の 24部門に関して、「経済活動別財貨・
サービス産出表 (V表)」と「経済活動別財貨・サービス投入表 (U表)」が 1970年以降について公表
されているが (U表については基準年次のみ)、SNA産業連関表ではこれら二重分類の産業連関表か
ら商品技術仮定を原則として財貨・サービス×財貨・サービスの表が公表される。部門数は、1955年
から 1975年までが 63部門、1980年以降が 89部門である。SNA産業連関表の中間投入取引、付加
価値部門は RAS法に推計であるが、『国民経済計算年報』の付表 1「財貨・サービスの供給と需要」
に相当する最終需要形態別の財貨・サービスの構成に関してはコモ法の詳細な資料から作成されてい

る。KDB産業連関表の推計過程で作成される「商品の供給と需要表」には SNA産業連関表のこの
部分の情報が最大限に使われる。

日経データ これは、日本経済研究センターにおいて慶應義塾大学 尾崎 巌教授が座長となり作成された

データベースのことを指す。残念ながら作成報告書が残っていないのでデータベースの詳細について

説明することができないが、われわれが使用するのは 1965年産業連関表基本表の基本部門分類につ
いて作成された商品別の総生産、輸入、輸出の時系列である。商品別総生産は各種動態統計に基づい

て推計されており 1951年から 1968年まで利用可能で、輸出入については通関統計から作成されて
おり 1951年から 1972年まで利用可能である7。いずれも時価評価額と 1965年基準の不変価格評価
額が利用可能である。延長表と同様に、国民経済計算の財貨・サービス別国内総生産額、輸出入額を

KDB商品分類に細分化するときの基礎資料として利用される。また、延長表の価格指数が利用でき
ない年次については、このデータの時価評価額と不変価格評価額から計算される価格指数を用いる。

物価指数年報 先に述べたように通商産業省から作成・公表される延長表で付帯される価格指数は単価指数

である。単価指数では、技術革新等を反映して商品に質変化があった場合、質変化は価格指数の変化

7貿易データについては石田 [30]を参照されたい。
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に織り込まれることになり、純粋な価格変化のみを指数に反映させることができない。一方、日本銀

行調査統計局が作成・公表する『物価指数年報』ではコスト評価法やヘドニック法を用いて質変化の

調整が行なわれている。ただし、われわれが対象とする KDB商品分類について 1960年以降の長期
時系列を得ることは難しいので、質変化が激しいと考えられる商品についてのみ『物価指数年報』を

用いることにした。

ここで、後の記述を容易にするために、使用する産業連関表および日経データの年次のインデックス集

合を定義しておこう。産業連関表基本表の年次インデックス集合を TBとして、

TB = {1965, 1970, 1975, 1980, 1985, 1990}

と表す。接続表に関しては TLとして、

TL = {1960, 1965, 1970, 1975}

延長表に関しては TEとして、

TE = {1973, 1974, 1975, ..., 1992}
SNA産業連関表に関しては 63部門表の年次インデックスを TS63、89部門表の年次インデックスを TS89と

して、

TS63 = {1955, 1960, 1965, 1970, 1975}
TS89 = {1980, 1985, 1986, ..., 1994}

とする。また、

TS = TS63 ∪ TS89

としておく。日経データに関しては、1955年から利用し、商品別産出額の年次インデックスを TNo、貿易

データの年次インデックスを TNtとして、

TNo = {1955, 1956, 1957, ..., 1968}

TNt = {1955, 1956, 1957, ..., 1972}
とする。
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2.4 産業連関表の集計

『国民経済計算年報』の付表 1「財貨・サービスの供給と需要」および付表 2「経済活動別の国内総生産
および要素所得」を表 2.1に示される部門分類に分割するための情報源は政府諸機関から公表される産業連
関表である。したがって、KDB産業連関表推計の第 1の手続きは、これらの公表産業連関表を表 2.1の分
類に集計することである。

総務庁から公表される基本表と接続表ならびに通産省から公表される延長表の集計には、国民経済計算

との整合性を保つために以下のような追加的な調整と作業が必要である。

1. これらの産業連関表では、宿泊・日当、交際費、福利厚生費などのコストが家計外消費支出として付
加価値の一項目として計上され、さらにそれらの商品構成が最終需要部門の家計外消費支出として

計上されている。一方国民経済計算では、これらの支出は各部門の中間消費として計上されている。

また、国際的に見てもこれらの家計外消費を計上しているのは日本固有のものである。したがって、

国民経済計算との整合性、国際比較という観点から、家計外消費支出をその他のサービス部門へ統合

し削除することにする。

2. 1975年以降の基本表では、各部門の輸送アクティビティをそれぞれの部門から分離して、仮設部門
としての自家輸送部門が全ての輸送アクティビティを行ない、各部門は自家輸送部門からそのサービ

スを投入するという形式が採用されている。これは、アクティビティ単位に生産技術を把握しようと

するわが国産業連関表の視点から生まれた表章形式である。一方でこの表章形式では、各部門の輸

送コストの内訳を読み取ることができない。また、運輸部門の国内総生産額は自家輸送の分だけ過

大に評価されてしまうことになる。この点を考慮して総務庁の基本表では 1980年以降、各部門の輸
送コスト構成を記述する自家輸送マトリックスを付帯表として公表している。自家輸送部門は産業

連関表特有の概念であり、国民経済計算には存在しない概念である。また、輸送アクティビティは各

部門の生産活動と切り離すことができないものであり、エネルギー問題や環境問題の分析を各生産部

門に降りて行なうには、輸送アクティビティが各部門ごとに計上されている表章形式が良いのではな

いかとわれわれは考えている。よって、1980年以降の基本表から自家輸送マトリックスを利用して、
自家輸送部門を各部門に分割し、自家輸送部門を削除することにする8。したがって、集計に際して

は、行部門、列部門ともに自家輸送部門を残しておく必要がある。

3. KDB産業連関表では、8種類の屑・副産物を分離して計上することになる。基本表付帯の「屑・副
産物発生および投入表」を見ればわかるように、8種類の屑・副産物の他にも農業生産物、鉱業生産
物、繊維生産物、化学生産物なども屑・副産物の品目として取り上げられている。われわれは、推計

された産業連関表にマイナスの投入係数を残さないために、これらの屑・副産物に関してマイナス投

入方式からトランスファー方式へ変換することにする。よって、8種類以外の屑・副産物に関しても
変換作業が可能なように部門を設定しておくと都合がよい。

4. KDB産業連関表では、原油、天然ガス、鉄鉱石、その他の非競争輸入が非競争輸入財として特掲さ
れる。実際に国産がゼロで完全に非競争的な財は、その他の非競争輸入に含まれるコーヒー豆、カカ

オ豆などごく僅かである。ここに特掲した原油、天然ガス、鉄鉱石には、国内総供給のうち 1%程度
が国産されている。1980年までの産業連関表では、これらの財に関して国産分と輸入分が別々に計
上されていたが、1985年以降は国産分を分けて計上する意味がほとんどないため国産と輸入を一括
して計上することになった。基本表と 1985年基準以降の延長表では輸入内数として輸入分を把握す

81975 年基本表には自家輸送マトリックスが付帯されていない。しかし、1975 年基準の 1965 年-1970 年-1975 年接続表では、
1965年、1970年表との整合性を保持できるように自家輸送部門が削除されている。また、この接続表では屑・副産物および教育、
研究機関、医療・保健部門の定義が 1975年ベースに統一されているので、1965年、1970年、1975年の 3か年についてはこの接続
表を用いている。
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ることができる。1985年以降の産業連関表の集計作業では、原油、天然ガス、鉄鉱石を非競争輸入
として集計し、輸入内数分のみを非競争輸入とし、それ以外をその他の鉱業に上乗せするという手続

きが必要になる。

5. 『国民経済計算年報』の数値が 10億円単位で計上されているのに対し、産業連関表の数値は 100万
円単位で計上されている。『国民経済計算年報』に合わせて産業連関表の数値を 10億円単位に変換
する。

6. 産業連関表および国民経済計算の金融業の産出額は、手数料収入と帰属利子から構成される9。そし

て産業連関表、国民経済計算の両方において、帰属利子は全て産業によって中間投入されるものとし

ている。しかし、その部門間配分に関しては、産業連関表では、帰属利子が中間投入として部門間に

配分されているが、国民経済計算では、仮設部門が一括して帰属利子を投入している。したがって、

『国民経済計算年報』の付表 2「経済活動別の国内総生産および要素所得」に計上されている一国全
体の帰属利子を部門間に配分するための情報を得るために、産業連関表を集計する際には行部門の中

に帰属利子部門を残しておく必要がある。

これらの点を考慮して公表産業連関表は表 2.7に示される部門に集計される。

表 2.7: 産業連関表第 1次集計部門

行番号 行部門名 列番号 列部門名
1 農林水産業 1 農林水産業
2 石炭鉱業 2 石炭鉱業
3 その他の鉱業 3 その他の鉱業
4 建設業 4 建設業
5 食料品 5 食料品
6 繊維 6 繊維
7 衣服・身見品 7 衣服・身回品
8 製材・木製品 8 製材・木製品
9 家具・備品 9 家具・備品

10 紙・パルプ 10 紙・パルプ
11 出版・印刷 11 出版・印刷
12 化学 12 化学
13 石油精製製品 13 石油精製製品
14 石炭製品 14 石炭製品
15 ゴム製品 15 ゴム製品
16 皮革製品 16 皮革製品
17 窯業・土石 17 窯業・土石
18 鉄鋼 18 鉄鋼
19 非鉄金属 19 非鉄金属
20 金属製品 20 金属製品
21 一般機械 21 一般機械
22 電気機械 22 電気機械
23 自動車 23 自動車
24 その他の輸送機械 24 その他の輸送機械
25 精密機械 25 精密機械
26 その他の製造業 26 その他の製造業
27 鉄道輸送 27 鉄道輸送
28 道路輸送 28 道路輸送
29 水運 29 水運
30 航空輸送 30 航空輸送
31 倉庫・その他の運輸サービス 31 倉庫・その他の運輸サービス
32 通信 32 通信

9帰属利子とは、金融業の受取利子および配当と支払利子の差額をさす。帰属利子の詳細については「2.6.2帰属利子の部門間配分」
を参照されたい。
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表 2.7: 産業連関表第 1次集計部門 (続)
行番号 行部門名 列番号 列部門名

33 自家輸送 33 自家輸送
34 電力 34 電力
35 ガス 35 ガス
36 水道 36 水道
37 卸売・小売 37 卸売・小売
38 金融・保険 38 金融・保健
39 不動産業 39 不動産業
40 帰属利子 40 教育
41 教育 41 研究機関
42 研究機関 42 医療・保健
43 医療・保健 43 その他のサービス
44 その他のサービス 44 公務
45 公務 45 家計外消費
46 紙 (屑投入) 46 国内家計消費支出
47 液化石油ガス (副産物投入) 47 対家計民間非営利団体消費支出
48 コークス (副産物投入) 48 政府消費支出
49 高炉ガス (副産物投入) 49 民間固定資本形成
50 ガラス (屑投入) 50 公的固定資本形成
51 鉄屑 (屑投入) 51 在庫純増
52 非鉄金属屑 (屑投入) 52 輸出
53 鋼船 (屑投入) 53 輸入
54 原油 54 関税・輸入商品税
55 天然ガス 55 総生産
56 鉄鉱石
57 その他の非競争輸入
58 紙 (屑発生)
59 液化石油ガス (副産物発生)
60 コークス (副産物発生)
61 高炉ガス (副産物発生)
62 ガラス (屑発生)
63 鉄屑 (屑発生)
64 非鉄金属 (屑発生)
65 鋼船 (屑発生)
66 その他の屑・副産物発生 (農林水産業)
67 その他の屑・副産物発生 (その他の鉱業)
68 その他の屑・副産物発生 (食料品)
69 その他の屑・副産物発生 (繊維)
70 その他の屑・副産物発生 (衣服・身回品)
71 その他の屑・副産物発生 (製材・木製品)
72 その他の屑・副産物発生 (化学)
73 その他の屑・副産物発生 (石油精製製品)
74 家計外消費
75 雇用者所得
76 固定資本減耗
77 営業余剰
78 間接税
79 補助金
80 総生産

2.4.1 コンバーターと産業連関表の集計

通常の場合、公表される産業連関表の部門の行と列のそれぞれに日本標準産業分類などに対応した部門

コード番号が付され、利用者はそのコード番号によって部門を認識している。いま、公表産業連関表の行

コードの集合を I、列コードの集合を Jで表そう。そして、次の集合族 I ′、J ′

I ′ = {I1, I2, ..., In}, J ′ = {J1, J2, ..., Jm}

を集合 I、Jの分割としよう10。すなわち、集合族 I ′の任意の異なる 2つの元 Iiと Ijには共通部分がなく、⋃n
i=1 Iiが行部門コードの集合 Iであるから、nを表 2.7の総行部門数とすれば、各部分集合 Iiは公表産業連

10{Bi}i∈Iを集合Aの空でない部分集合族とするとき、
⋃

i∈I
= Aで任意のBi、Bjに対してBi = BjまたはBi ∩Bj = ∅のと

き {Bi}i∈Iを Aの分割という。
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関表の行部門と集計される産業連関表の行部門の対応を示している。同様に集合族 J ′は列部門に関する対

応を示している。このような、行および列の部門対応表を集計に関するコンバーターと呼んでいる。公表

産業連関表の i行 j列を xij、集計される産業連関表の i行 j列を x′ijで表せば、産業連関表の集計は次のよ

うに表すことができる。

x′ij =
∑

k∈Ii

∑

l∈Jj

xkl, i = 1, ..., n, j = 1, ..., m (2.9)

(2.9)式によって産業連関表基本表、接続表、延長表、基本表に付帯する商業マージン表、国内貨物運賃表、
自家輸送マトリックスが表 2.7の部門に集計される。集計に関する産業連関表基本表と表 2.7のコンバーター
はこの章の最後にまとめて与えられている。コンバーターを見てわかるように輸出入の直接購入は家計消

費支出に集計されている。これは、『国民経済計算年報』の付表 1「財貨・サービスの供給と需要」におけ
る家計消費の概念が国内概念であることに対応させるためである。

2.4.2 家計外消費のその他のサービス部門への統合と削除

表 2.7の分類に集計された産業連関表に上で述べた調整作業が加えられることになる。最初に、家計外消
費支出をその他のサービス部門に統合し削除する方法を説明しよう。まず、記号の約束をしておこう。

• br – 行部門 (付加価値)に計上されている家計外消費 (第 74行)。サイズ Nの行ベクトルである。N

は列の内生部門数で、表 2.7より N = 44である。列部門 jの付加価値として計上されている家計外

消費を br
j(j = 1, ..., M)で表わす。ベクトル brのうち、その他のサービス部門に対応する要素はゼロ

とする。

• bs – 列のその他のサービス部門の付加価値として計上されている家計外消費 (第 74行 43列)。

• bc – 列部門 (最終需要)に計上されている家計外消費 (第 45列)。サイズMの列ベクトルである。M

は行の内生部門数で、表 2.7より M = 45 である。列部門の家計外消費として消費された商品 i を

bc
i (i = 1, ..., N)で表わす。

• b – 家計外消費計。行に計上されている家計外消費と列に計上されている家計外消費のそれぞれの和
は等しく bである。すなわち、

M∑

j=1

br
j + bs =

N∑

i=1

bc
i = b

が成り立つ。

• sr – 内生N部門のその他のサービスの中間投入を示すサイズ Nの行ベクトル (第 44行)。

• sc – その他のサービス部門の中間投入構成を示すサイズMの列ベクトル (第 43列)。

• xs – その他のサービス部門の総生産額 (80行 43列および第 44行 55列)。

これらの約束のもとに家計外消費のその他のサービス部門への統合と削除の手続きを示すと次のように

なる。

1. 行ベクトル brのその他のサービス部門に対応する要素をゼロにして、そのベクトルをその他のサー

ビス部門の行へ加算する。すなわち、

sr+ = br

とする。演算子+ =は、左辺の値に右辺の値を加算して左辺の値を変更することを示す。
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2. 行部門の家計外消費を全てゼロにして削除する。

br = 0

この結果、行の総産出額は、その他のサービス部門を除いて不変であるが、その他のサービス部門で

は bsだけ総産出額が減少し xs − bsになる。一方、列のその他のサービス部門の総産出額は b− bsだ

け増加して xs + b− bsになる。

3. 次に列ベクトル bcをその他のサービス部門の列へ加算する。すなわち、

sc+ = bc

とする。

4. 列部門の家計外消費を全てゼロにして削除する。

bc = 0

この結果、列の総産出額は全ての部門で不変である。一方、行のその他のサービス部門の総産出額は

bだけ増加して xs − bs + bとなる。

5. 以上の結果、その他のサービス部門の産出額は行部門、列部門ともに xs + b − bsになり、それ以外

の部門の総産出額は不変に保たれたことになるから、産業連関表のバランスを崩すことなく、家計外

消費がその他のサービス部門に統合され削除されたことになる。

表 2.7の部門に集計された全ての基本表、接続表、延長表に対してこの作業が行なわれる。

2.4.3 自家輸送活動の分割と自家輸送部門の削除

次に自家輸送マトリックスを用いて各部門の生産活動に自家輸送活動を計上し、自家輸送部門を削除す

る方法を説明する。まず、記号の定義をしよう。

• tr – 行の自家輸送部門のベクトル (第 33行)。

• tr – 列の自家輸送部門のベクトル (第 33列)。

• X – 表 2.7の分類に集計された産業連関表。

• T – 表 2.7の分類に集計された自家輸送マトリックス。

1975年以降の産業連関表では、各部門が行なう輸送活動 (自家輸送活動)を各部門の生産活動から切り離
し、自家輸送部門という仮設部門が全部門の自家輸送活動を代行し、各部門は自家輸送部門が生産する輸

送サービスを投入するという表章形式が採用されている。1980年から付帯された自家輸送マトリックスは、
各部門の自家輸送活動を部門別に記述した表で、自家輸送部門との関係は次のようになっている。

T ı = tc, T ′ı = tr

ここでıは全ての要素が 1の列ベクトルである。よって、自家輸送活動を部門別に計上し、自家輸送部門を
削除する手続きは次のように書ける。

1. 自家輸送マトリックスによって各部門の自家輸送活動を各部門の生産活動に加算する。

X+ = T

2. 自家輸送部門を削除する。
tr = 0, tc = 0

表 2.7の部門に集計された 1980年以降の基本表に対してこの作業が行なわれる。
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図 2.4: その他の屑・副産物の処理 (高炉ガス灰と鉱滓の例)

2.4.4 その他の屑・副産物の処理

われわれが分離して計上する 8種類の屑・副産物以外にも基本表の「屑・副産物発生及び投入表」には、
数種の屑・副産物の発生と投入が計上されている。ここでは、これらの屑・副産物の表章形式をマイナス

投入方式からトランスファー方式に変換する方法を説明する。例として、鉄鋼部門が屑・副産物として発

生させる高炉ガス灰と鉱滓を取り上げよう。高炉ガス灰と鉱滓は、その他の鉱業部門の生産物 (窯業原料鉱
物)の競合物として扱われている。マイナス投入方式では、鉄鋼部門の高炉ガス灰と鉱滓の発生は鉄鋼部
門のその他の鉱業部門からのマイナス投入として計上される。発生した高炉ガス灰と鉱滓は、その他の鉱

業部門からの投入として消費し尽くされ、プラスで計上されることになっているから、高炉ガス灰と鉱滓

の発生と投入は相殺され、その他の鉱業部門の総生産額には自部門が生産した財の生産額のみが計上され

る。一方で鉄鋼部門の総生産額は、高炉ガス灰と鉱滓はをマイナス投入した分過少に計上されていること

になる。

表 2.7に示した集計形式では、鉄鋼部門で発生した高炉ガス灰と鉱滓は、その他の屑・副産物 (鉱業)の
行と鉄鋼部門の列に集計されることになる。その様子が図 2.4に描かれている。図 2.4では、マイナス投入
方式ではその他の鉱業と鉄鋼の交点にマイナス計上されていた高炉ガス灰と鉱滓の発生額−xが、その他

の屑・副産物 (鉱業)と鉄鋼の交点に集計されたことが点線 (1)で示されている。表 2.7ではその他の屑・副
産物の投入を別掲していないので、この集計では体系はバランスしていない。その他の鉱業部門の行の総

生産額に変化がないが、高炉ガス灰と鉱滓の発生がその他の屑・副産物の行に移ったために、その他の鉱
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業部門の列の総生産額が+xだけ増加してしまっている。

ここでその他の屑・副産物の表章形式をマイナス投入方式からトランスファー方式に変換する。この例

では、鉄鋼部門で発生した高炉ガス灰と鉱滓を競合部門であるその他の鉱業部門が鉄鋼部門から投入した

ものとして、その他の鉱業部門の総生産額を増加させる (図 2.4の点線 (2))。この手続きによって体系はバ
ランスする。マイナス投入方式の場合とは対称的に、鉄鋼部門の総生産額には自部門の主生産物のみが計

上され、その他の鉱業部門の総生産額には競合的な屑・副産物の発生額が加算されることになる。

表 2.7の分類に集計された産業連関表のその他の屑・副産物に関する部分行列は、上記の方法で競合部
門の生産物として計上される。ただし、最終需要部門が発生するその他の屑・副産物についてはトランス

ファーする部門が存在しないので、マイナス投入形式に戻しておく。表 2.7の行部門にあるその他の屑・副
産物の括弧内の部門が各屑・副産物の競合部門である。

表 2.7の部門に集計された全ての基本表および 1965年以降の接続表に関してこの作業が行なわれる。

2.4.5 作業部門への再集計と産業連関表ベースの「商品の供給と需要表」、「商品別の国
内総生産要素所得要」の作成

家計外消費の統合と削除、自家輸送部門の分割と削除、その他の屑・副産物のトランスファー方式への

変換、非競争輸入の調整、10億円単位への変換が済むと、表 2.7に集計された基本表、接続表、延長表は、
表 2.8の分類に再集計される。以後、産業連関表の推計作業はこの部門分類で行われる。

表 2.8: 産業連関表作業部門

行番号 行部門名 列番号 列部門名
1 農林水産業 1 農林水産業
2 石炭鉱業 2 石炭鉱業
3 その他の鉱業 3 その他の鉱業
4 建設業 4 建設業
5 食料品 5 食料品
6 繊維 6 繊維
7 衣服・身見品 7 衣服・身回品
8 製材・木製品 8 製材・木製品
9 家具・備品 9 家具・備品

10 紙・パルプ 10 紙・パルプ
11 出版・印刷 11 出版・印刷
12 化学 12 化学
13 石油精製製品 13 石油精製製品
14 石炭製品 14 石炭製品
15 ゴム製品 15 ゴム製品
16 皮革製品 16 皮革製品
17 窯業・土石 17 窯業・土石
18 鉄鋼 18 鉄鋼
19 非鉄金属 19 非鉄金属
20 金属製品 20 金属製品
21 一般機械 21 一般機械
22 電気機械 22 電気機械
23 自動車 23 自動車
24 その他の輸送機械 24 その他の輸送機械
25 精密機械 25 精密機械
26 その他の製造業 26 その他の製造業
27 鉄道輸送 27 鉄道輸送
28 道路輸送 28 道路輸送
29 水運 29 水運
30 航空輸送 30 航空輸送
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表 2.8: 産業連関表作業部門 (続)
行番号 行部門名 列番号 列部門名

31 倉庫・その他の運輸サービス 31 倉庫・その他の運輸サービス
32 通信 32 通信
33 電力 33 電力
34 ガス 34 ガス
35 水道 35 水道
36 卸売・小売 36 卸売・小売
37 金融・保険 37 金融・保健
38 不動産業 38 不動産業
39 教育 39 教育
40 研究機関 40 研究機関
41 医療・保健 41 医療・保健
42 その他のサービス 42 その他のサービス
43 公務 43 公務
44 紙 (屑投入) 44 国内家計最終消費支出
45 液化石油ガス (副産物投入) 45 対家計民間非営利団体最終消費支出
46 コークス (副産物投入) 46 政府最終消費支出
47 高炉ガス (副産物投入) 47 民間固定資本形成
48 ガラス (屑投入) 48 公的固定資本形成
49 鉄屑 (屑投入) 49 在庫純増
50 非鉄金属屑 (屑投入) 50 資本形成に関する消費税還付金
51 鋼船 (屑投入) 51 輸出
52 原油 52 輸入
53 天然ガス 53 関税・輸入商品税
54 鉄鉱石 54 総生産
55 その他の非競争輸入
56 紙 (屑発生)
57 液化石油ガス (副産物発生)
58 コークス (副産物発生)
59 高炉ガス (副産物発生)
60 ガラス (屑発生)
61 鉄屑 (屑発生)
62 非鉄金属 (屑発生)
63 鋼船 (屑発生)
64 雇用者所得
65 固定資本減耗
66 営業余剰
67 間接税
68 補助金
69 総生産

さらに、『国民経済計算年報』の付表 1「財貨・サービスの供給と需要」および付表 2「経済活動別の国
内総生産および要素所得」を KDB商品分類に細分化する情報を提供するために、基本表、接続表、延長
表から図 2.5、図 2.6に示される「商品別の国内生産額と要素所得表」と「商品の供給と需要表」を作成し
ておく。

単位: 10億円
1.農林水産業 2.石炭鉱業 3.その他の鉱業 . . . 43.公務

1.中間投入 id1 id2 id3 . . . id43
2.帰属利子 r1 r2 r3 . . . r43

3.雇用者所得 l1 l2 l3 . . . l43
5.営業余剰 o1 o2 o3 . . . o43

4.固定資本減耗 d1 d2 d3 . . . d43

6.間接税 t1 t2 t3 . . . t43
7.補助金 s1 s2 s3 . . . s43

8.産出額 x1 x2 x3 . . . x43

図 2.5: 国内総生産と要素所得表の模型図
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単位: 10億円
対家計民間

輸入 非営利団体 政府最終
産出額 (CIF) 輸入税 中間需要 最終消費支出 消費支出

1.農林水産業 x1 m1 tm1 id1 cn1 cg1
2.石炭鉱業 x2 m2 tm2 id−2 cn2 cg2

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
43.公務 x43 m43 tm43 id43 cn43 cg43

44.古紙 (屑投入) x44 m44 - id44 - -
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

51.鋼船 (屑投入) x51 m51 - id51 - -
52.原油 - m52 tm52 - - -

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
55.その他の非競争輸入 - m55 tm55 - - -
56.古紙 (屑発生) x56 m56 - id56 - -

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
63.鋼船 (屑発生) x63 m63 - id63 - -
64.CT x m tm id cn cg

単位: 10億円
家計の 資本形成
国内での 民間総固定 公的総固定 に関する 輸出

最終消費支出 在庫品増加 資本形成 資本形成 消費税還付金 (FOB)
1.農林水産業 ch1 is1 ip1 ig1 tk1 e1

2.石炭鉱業 ch2 is2 ip2 ig2 tk2 e2

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
43.公務 ch43 is43 ip43 ig43 tk43 e43

44.古紙 (屑投入) ch44 - ip44 ig44 - e44

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
51.鋼船 (屑投入) ch51 - ip51 ig51 - e51

52.原油 - is52 - - - -
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

55.その他の非競争輸入 - is55 - - - -
56.古紙 (屑発生) ch56 - ip56 ig56 - e56

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
..
.

..

.
63.鋼船 (屑発生) ch63 - ip63 ig63 - e63

64.CT ch is ip ig tk e

図 2.6: 商品の供給と需要の模型図



2.5. 商品の供給と需要表 55

2.5 商品の供給と需要表

本節では、「商品の供給と需要表」の作成手順を解説する。ここで、「商品の供給と需要表」とは、『国民

経済計算年報』の付表 1「財貨・サービスの供給と需要」(以下、SNA-2a表と呼ぶ)の需要部門を生産者価
格表示に変換し、供給部門も含めて KDB商品部門分類に分割した表のことをいう。したがって、「商品の
供給と需要表」では供給、需要の両者において屑・副産物の投入と発生が分割して計上される。

「商品の供給と需要表」では資本形成に関する消費税還付金の扱いが SNA-2a表とは異なる。SNA-2a
表では、控除項目として在庫増加と総固定資本形成から消費税の還付金が控除されている。すなわち、財

貨・サービス別の資本形成は消費税がかかった価格で評価されているが、マクロの資本形成からは消費税

が控除されている。同様に、マクロの間接税からこの還付金が差し引かれて、マクロの体系からは、資本

形成に関する消費税の還付金が完全に削除された形になっている。後節で示すように、われわれの「産業

別の国内総生産と要素所得表」では、産業別の間接税からこの還付金を控除し、その分産業別の営業余剰

に上乗せしている。したがって、三面等価を成り立たせるためには、最終需要部門にも資本形成に関する

消費税還付金の額が残っていなければばらないことになる。これに対するわれわれの処理の仕方は、商品

別の資本形成は還付金を控除した額で計上し、商品別に還付金の額を計上した資本形成に関する消費税還

付金ベクトルを新たに設定するというものである。

「商品の供給と需要表」の作成手順の大枠を示すと次のようになる。

1. SNA-2a表の需要項目 (中間需要、対家計民間非営利団体最終消費支出、政府最終消費支出、家計の
国内での最終消費支出、在庫品増加、総固定資本形成、輸出 (FOB価格))を購入者価格表示から生
産者価格表示に変換する。

2. 生産者価格表示の需要項目および輸入 (CIF価格)から屑・副産物の投入と発生を分割する。

3. 産出額 (生産者価格)、輸入および輸出を『国民経済計算年報』の表章分類 (22 財貨・サービス) を
KDB商品分類に細分化して、商品別の国内総供給を確定する。

4. Matrix Balancingによって需要項目を KDB商品分類に細分化する。

2.5.1 SNA-2a表の生産者価格への変換

SNA-2a表の需要項目 (中間需要、対家計民間非営利団体最終消費支出、政府最終消費支出、家計の国内
での最終消費支出、在庫品増加、総固定資本形成、輸出 (FOB価格))を購入者価格表示から生産者価格表
示に変換する方法を説明する。

通常の商品取引形態は、生産された商品が商業部門 (卸売、小売)でいったん投入され、あらためて需要
者に販売されるというのがほとんどであろう。単純化すれば、「素原材料供給者→運輸部門・商業部門→中
間需要者→加工→運輸部門・商業部門→ . . . →運輸部門・商業部門→最終需要者」という商品の流れ (流
通)で表すことができるだろう。流通の各段階で、運輸部門・商業部門が供給者から仕入れた価格と次の需
要者へ販売した価格の差をマージンと呼んでいる。

生産者価格表示の産業連関表では、商品の取引は供給部門と需要の間で直接行なわれたかのように表現

されている。つまり、各部門の商業部門からの投入には、その部門が投入した全ての商品に流通の各段階

でかけられた商業マージンが一括して計上され、運輸部門からの投入には運賃が一括して計上されている。

産業連関表基本表では、個別商品の取引の全てに関して、購入者価格表示の名目額が、生産者価格表示

の名目額に商業マージン (卸売マージン、小売マージン)と国内貨物運賃 (鉄道 (国鉄、私鉄)、道路、通運、
沿海内水面、港湾輸送、航空、倉庫)を積み上げて計上されているので、どの商品をどの部門に販売また
は輸送するのにどれだけの商業マージンと運賃がかかったかという内訳を明らかにできる。この明細表を

マージン表と呼ぶ。
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購入者価格表示の産業連関表では、生産者価格表示表に一括して計上されている商業マージンと運賃が

取引ごとに分割されて各部門の投入に付加されて計上されるので、商業部門および運輸部門からの投入は

原則としてゼロになっている。実際には、購入者価格表示の産業連関表にも商業部門および運輸部門から

の産出が計上されている。これは、コスト的商業、コスト的運賃と呼ばれるものである11。

SNA-2a表における商業部門および運輸部門の産出額にはコスト的商業およびコスト的運賃のみが計上
されている。したがって、各需要項目と商業部門および運輸部門との交点にも、コスト的商業およびコス

ト的運賃のみが計上されている。一方、流通経費扱いされる商業マージンと国内貨物運賃に関しては、財

貨・サービス別に運輸・商業マージンが一括して計上されている。

いま、SNA-2a表に係わる変数を

• xs = [xs
i ] – 生産者価格表示産出額。

• ms = [ms
i ] – CIF価格輸入額。

• tsm = [tsmi
] – 輸入税。

• λs = [λs
i ] – 運輸・商業マージン。

• ŝs = [ŝs
i ] – 購入者価格表示総供給。

• îsd = [̂isdi
] – 購入者価格表示中間需要。

• ĉs
n = [ĉs

ni
] – 購入者価格表示対家計民間非営利団体最終消費支出。

• ĉs
g = [ĉs

gi
] – 購入者価格表示政府最終消費支出。

• ĉs
h = [ĉs

hi
] – 購入者価格表示家計の国内での最終消費支出。

• îss = [̂issi
] – 購入者価格表示在庫品増加。

11コスト的商業とは、

1. 同一部門内の中古品の取引は、コスト的商業として計上される。例えば、家計間の中古の書籍、衣服、乗用車、道具類の取引、
固定資本形成での企業間の中古のバス、トラック、機械等の取引に係わる仲介業者のマージンがこれに相当する。中古品は当
期の生産物ではないので、産業連関表への記録の対象にはならないが、中古品の取引に伴う商業活動は当期の生産活動である
から、そのマージンのみをコスト的商業として計上している。

2. 輸入商品の CIF価格で評価されるが、商品の輸入業務に関連する外国商社からのサービスの提供は、商業の輸入として「輸
入 (特殊貿易)」として計上されている。この金額を卸売部門のコスト商業として卸売部門に計上している。輸出商品の受取代
理店手数料についても同様の扱いがなされている。

また、コスト的運賃とは、

1. 生産工程の一環として行なわれる輸送活動 (生産活動のコストの一部を形成する輸送活動)に伴うコストで、

(a) 木材のように、集荷場において生産者価格が決定される商品について、それぞれの生産地から集荷場または卸売市場等
の生産者価格が決定される場所までに要したコスト。

(b) 鉄鋼や船舶のように、その生産のために大規模工場内において、原材料や半製品等を移動させるために要したコスト。

(c) 建設用機械や足場等のような生産設備を移動させるために要したコスト。

2. 引越荷物、旅行小荷物、郵便物、中古品、霊柩、廃棄物および廃土砂などのような、商品とは考えられないようなものに係わ
る輸送コスト。

(a) 自動車輸送の中で大きな比重をしめる廃棄物、廃土砂は、産業連関表においては「屑」ではなく、取引の対象とはなら
ない無価値の物として扱っており、それらを輸送するために要したコストについては、それらを発生させている部門の
コスト的運賃として、運輸部門との交点に計上する。つまり、ある産業にとって、廃棄物・廃土砂の処理 (輸送業者へ
の支払)は、当該産業の生産のためのコストの一部として考える。

(b) 引越荷物、旅行小荷物については、部門間の取引を伴う (運賃を発生させる)ものではなく、引越者や旅行者の所有物
について、荷物の場所の移動を行なうものであり、その輸送コストは、引越者や旅行者のコスト的運賃となる。

(c) 中古品についてはコスト的商業と同様に考える。

(d) 宅配便に扱いについては、その扱う貨物の取引内容によって、国内貨物運賃として流通経費扱いするか、コスト的運賃
扱いにするかが分かれる。産業部門間の取引に伴う輸送手段として宅配便を使えば、国内貨物運賃になるが、旅行者が
旅先で購入した土産物を、旅行者が自ら自宅なり友人なりに送付すれば、家計のコスト的運賃となる。企業活動におい
て、本社・支社間の書類や磁気テープの受渡しに宅配便を利用すれば、それは当該企業のコスト的運賃になる。

(以上、『平成 2年 (1990年)産業連関表総合解説編』総務庁、pp.38-39、1994年より。)
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表 2.9: SNA-2a表における表象分類と KDB商品分類の対応
部門番号 SNA表象分類 KDB商品分類

1.産業
1 (1) 農林水産業 1.農林水産業
2 (2) 鉱業 2.石炭鉱業

3.その他の鉱業
(3) 製造業

3 1© 食料品 5.食料品
4 2© 繊維 6.繊維
5 3© パルプ・紙 10.紙・パルプ
6 4© 化学 12.化学
7 5© 石油・石炭製品 13.石油精製製品

14.石炭製品
8 6© 窯業・土石製品 17.窯業・土石
9 7© 一次金属 18.鉄鋼

19.非鉄金属
10 8© 金属製品 20.金属製品
11 9© 一般機械 21.一般機械
12 10© 電気機械 22.電気機械
13 11© 輸送機械 23.自動車

24.その他の輸送機械
14 12© 精密機械 25.精密機械
15 13© その他の製造業 7.衣服・身回品

8.製材・木製品
9.家具・備品
11.出版・印刷
15.ゴム製品
16.皮革製品
26.その他の製造業

16 (4) 建設業 4.建設業
17 (5) 電気・ガス・水道 33.電力

34.ガス
35.水道

18 (6) 卸売・小売業 36.卸売・小売
19 (7) 金融・保険業 37.金融・保険
20 (8) 不動産業 38.不動産
21 (9) 運輸・通信業 27.鉄道輸送

28.道路輸送
29.水運
30.航空輸送
31.倉庫・その他の運輸サービス
32.通信

22 (10) サービス業 39.教育
40.研究機関
41.医療・保険
42.その他のサービス業

22 2.政府サービス生産者 42.その他のサービス業
43.公務

22 3.対家計民間非営利団体サービス生産者 42.その他のサービス業
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• îs = [̂isi ] – 購入者価格表示総固定資本形成。

• ês = [ês
i ] – 購入者価格表示 FOB価格輸出額。

• d̂s = [d̂s
i ] – 購入者価格表示総需要。

• isd = [isdi
] – 生産者価格表示中間需要。

• cs
n = [cs

ni
] – 生産者価格表示対家計民間非営利団体最終消費支出。

• cs
g = [cs

gi
] – 生産者価格表示政府最終消費支出。

• cs
h = [cs

hi
] – 生産者価格表示家計の国内での最終消費支出。

• iss = [issi
] – 生産者価格表示在庫品増加。

• is = [isi ] – 生産者価格表示総固定資本形成。

• es = [es
i ] – 生産者価格表示 FOB価格輸出額。

とすれば (下添字 iは SNA-2a表の表象分類番号で表 2.9の部門番号に対応する、上添字の sは SNA-2a表
の変数であることを、カレットは購入者価格表示であることを示す)、購入者価格表示の総供給は、

ŝs = xs + ms + tsm + λs

で定義され、購入者価格表示の総需要は、

d̂s = îsd + ĉs
n + ĉs

g + ĉs
h + îss + îs + ês

で定義され、

ŝs = d̂s

で SNA-2a表がバランスしている。
われわれが必要とするマージンの種類は、

1. 商業マージン

2. 鉄道輸送運賃

3. 道路輸送運賃

4. 水上輸送運賃

5. 航空輸送運賃

6. 倉庫経費

の 6種類である。いま、SNA-2a表の購入者価格表示の需要項目でできる行列を

F̂ s = (̂isd, ĉ
s
n, ĉs

g, ĉ
s
h, îss, î

s, ês)

で表そう。同様に、SNA-2a表の分類に再構成した産業連関表の中間需要、対家計民間非営利団体最終消
費支出、政府最終消費支出、家計の国内での最終消費支出、在庫品増加、総固定資本形成、輸出のベクト

ルから構成される生産者価格表示の行列を F 0、購入者価格表示の行列をF̂ 0としよう。さらに、これらの

需要項目に関する上記 6種類のマージン行列をΛ0
j , (j = 1, .., 6)としよう。中間需要、対家計民間非営利団

体最終消費支出、政府最終消費支出、家計の国内での最終消費支出、在庫品増加、総固定資本形成、輸出

の第 i財貨にかかるマージンをλ0
jidi

、λ0
jcni
、λ0

jcgi
、λ0

jchi

、λ0
jisi
、λ0

jii
、λ0

jei
とするとΛ0

jは次のようになっ

ている。

Λ0
j =




λ0
jid1

λ0
jcn1

λ0
jcg1

λ0
jch1

λ0
jis1

λ0
ji1

λ0
je1

λ0
jid2

λ0
jcn2

λ0
jcg2

λ0
jch2

λ0
jis2

λ0
ji2

λ0
je2

...
...

...
...

...
...

...
λ0

jidn

λ0
jcnn

λ0
jcgn

λ0
jchn

λ0
jisn

λ0
jin

λ0
jen




, j = 1, ..., 6
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このとき産業連関表における生産者価格表示と購入者価格表示の関係は、

F 0 +
6∑

j=1

Λ0
j = F̂ 0

で表すことができる。いま、. ∗ .と./.を行列の要素ごとの乗算と除算の演算子とすれば、上式は、

I +

6∑

i=j

(Λ0
j ./. F 0)


 . ∗ . F 0 = F̂ 0

と書くことができる。ここで、マージン率を

Ω0
j = Λ0

j ./. F 0, j = 1, ..., 6 (2.10)

と定義する。マージン率を用いれば、生産者価格表示と購入者価格表示の関係は、

I +

6∑

j=1

Ω0
j


 . ∗ . F 0 = F̂ 0

となる。

われわれは、産業連関表基本表から TB年次について (2.10)式によってΩ0
j , (j = 1, ..., 6)を計算すること

ができる。TB年次については、τ0 ∈ TBに対するτ0 + 1番目の要素をτ1とすると、中間年次τ0 < τ < τ1の

マージン率をΩ0
j (τ)として、

Ω0
j (τ) = Ω0

j (τ0) +
τ − τ0

τ1 − τ0
(Ω0

j (τ1)− Ω0
j (τ0)), j = 1, ..., 6

で線形補間し、τ < min TB、τ > max TBなる年次に関しては、それぞれmin TB年次とmax TB年次のマー

ジン率を用いることにする。

これらのマージン率表を用いれば SNA-2a表のF̂ sから

Ω̃s
j = F̂ s ./. (I +

6∑

k=1

Ω0
k) . ∗ . Ω0

j , j = 1, .., 6

として SNA-2a表に対応したマージン表を計算することができる。
SNA-2a表には財貨・サービス別に運輸・商業マージンが与えられているので計算されたマージンに関

して、 (
6∑

i=1

Ω̃s
i

)
ı

がλsに等しいことが要請される (ıは全ての要素が 1のベクトルである)。
そこで、Matrix Balancingによってこの要請を満たすべく計算されたマージン行列Ω̃s

jを修正することに

する。

いま、各マージン行列Ω̃s
jを水平連結した行列を

Ω̃s = (Ω̃s
1, Ω̃

s
2, Ω̃

s
3, Ω̃

s
4, Ω̃

s
5, Ω̃

s
6)

とし、Matrix Balancingによって修正された結果のマージン行列を

Ωs = (Ωs
1, Ω

s
2,Ω

s
3,Ω

s
4, Ω

s
5, Ω

s
6)
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とすれば、Ωsの各行の和によって生成される列ベクトルにはλsに等しいという制約がかけられる。各列の

和によって生成される行ベクトルに関しては、その和がλs′ ıに等しくなければならないことはいうまでも

ないが、各列の和に関する制約は明確ではない。『国民経済計算年報』付表 4「経済活動別財貨・サービス
産出表 (V表)」(1970年以降利用可能)に計上されている卸売・小売業の産出額には「商業マージン+コス
ト的商業」が計上され、運輸・通信業の産出額には「運輸マージン+コスト的運賃+通信業産出額」が計上
されている。よって、1970年以降については SNA-2a表の生産者価格産出額に計上されている産出額との
差によって商業マージン総額と運輸マージン総額を得ることができる。それらをλs

c、λs
tとする。それでも、

需要項目ごとの商業マージンおよび各種運輸マージン総額に関する情報は得られない。そこで、

λ̃c =
Ω̃s′

1 ı

ı′Ω̃s
1ı

λs′
c ı

を商業マージンに関する需要項目ごとの制約とする。一方、運輸マージンについては、

Ωs
t = (Ωs

2, Ω
s
3, Ω

s
4, Ω

s
5,Ω

s
6)

として、

λ̃t =
Ω̃s′

t ı

ı′Ω̃s
t ı

λs′
t ı

を列和の制約とする。したがって、列和の制約ベクトルは

λ̃ =

(
λ̃c

λ̃t

)′

で与えられる。1970年以前の『国民経済計算年報』付表 4「経済活動別財貨・サービス産出表 (V表)」が
利用可能でない年次については、

λ̃ =
Ω̃s′ ı

ı′Ω̃s′ ı
λs′ ı

で列和制約を与える。

Matrix Balancing問題は、

λs Ωs

λ̃′

という行列で表現できる。われわれは、SNA-2a表の運輸・商業マージン・ベクトルλsと整合的な 1955年
から 1992年に関するマージン行列を次のMatrix Balancing問題をKEO-RAS法を用いて解くことによっ
て得ることができた。

Ωs = ϕ(Ω̃s, λs, λ̃)

生産者価格表示の SNA-2a表は、

F s = F̂ s −
6∑

i=1

Ωs
i

を計算した上で、行列 F sの卸売・小売の行にı′Ωs
1を加え、運輸・通信の行にı′(

∑6
i=2 Ωs

i )を加えることに
よって完成したことになる。この結果、SNA-2a表に関して生産者価格で次のバランスが成り立っている。

xs + ms + tsm = isd + cs
n + cs

g + cs
h + iss + is + es



2.5. 商品の供給と需要表 61

2.5.2 屑・副産物の投入と発生の分割

この節では、「屑・副産物発生及び投入表」(第 5章)を用いて生産者価格表示の SNA-2a表から屑・副産
物の投入と発生を分割する方法を説明する。

われわれが特掲した屑・副産物と競合する SNA表章分類の財貨・サービスとKDB商品分類の商品の対
応は以下の表に示すとおりである。

屑・副産物の種類 競合する SNA部門 競合するKDB部門
1.古紙 5.パルプ・紙 10.紙・パルプ
2.液化石油ガス 7.石油・石炭製品 13.石油精製製品
3.コークス 7.石油・石炭製品 14.石炭製品
4.高炉ガス 7.石油・石炭製品 14.石炭製品
5.ガラス 8.窯業・土石製品 17.窯業・土石
6.鉄屑 9.一次金属 18.鉄鋼
7.非鉄金属 9.一次金属 19.非鉄金属
8.鋼船 13.輸送機械 24.その他の輸送機械

SNA-2a表の財貨・サービスの中で屑・副産物の処理を必要とする財貨・サービスの番号を元とする集
合Nを

N = {5, 7, 8, 9, 13}

とする。屑・副産物の種類を示す集合を Sで表して

S = {1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8}

とする。屑・副産物と競合する財貨の対応を集合 Sの分割で表して

{S1, S2, S3, S4, S5} = {{1}, {2, 3, 4}, {5}, {6, 7}, {8}}

としよう。

SNA-2a表の屑・副産物はマイナス投入方式で処理されているので、集合Nの元に対応する財貨・サービ

スの需要には、純粋な財貨の需要に屑・副産物の投入が加算され発生が引かれている、という意味でネッ

ト化されている。したがって、SNA-2a表に計上されている数値から屑・副産物の投入を差し引き、発生
を加えることによって、屑・副産物を除いた純粋な財貨・サービスを取引額を求めることができる。ここ

で、生産者価格表示の SNA-2a表に計上されている取引額を xn、屑副産物の投入額を hi、屑・副産物の発

生額を gjとすると、

xn −
∑

i∈Sn

hi +
∑

j∈Sn

gj , n ∈ N (2.11)

によって屑・副産物の取引を削除した取引額を計算することができる。

(2.11)式で屑・副産物を削除した結果はゼロ以上の数値なるはずである。たとえば、総固定資本形成に
おける一次金属からの投入は、鉄屑および非鉄屑の発生 (負値)と核燃料の投入 (正値)から構成され、ネッ
ト化された投入額は負値になっている。鉄屑および非鉄屑を削除すれば核燃料の投入のみが残るわけであ

るから値は正になるべきである。残念ながらわれわれは SNA-2a表でどれだけの屑・副産物の取引を計上
しているかの正確な数値を知り得ないので、作成された「屑・副産物発生及び投入表」を用いて屑・副産物

を削除した場合に残余の値が負になる可能性がある。しかし、屑・副産物の取引が詳細に記述されている

産業連関表基本表を調べることによって、需要項目ごとに屑・副産物の取引のほとんどを整合的に削除す

ることができる。以下、需要項目ごとならびに輸入について屑・副産物を削除した方法を示す。なお、対

家計民間非営利団体消費支出、政府最終消費支出および在庫増加に屑・副産物の取引は計上されていない。

中間需要 ネット化された投入額に比べて屑・副産物の取引は非常に小さいので (2.11)式で全て削除した。
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家計の国内での最終消費支出

• SNA-2a 表では鉱業から毎年わずかながら屑が発生している。これは、窯業原料鉱物と競合する屑
(粉砕されたガラス屑)である。われわれは、これをガラス屑とみなして窯業・土石に移し、鉱業から
の投入ついてはゼロとした。

• 家計消費に関するほとんどが (2.11)式で削除可能である。この方法で 1960年以前のガラス屑と一次
金属に関して負値が生じた。これは、SNA-2a表に計上されている負の値に比して「屑・副産物発生
及び投入表」で推計した発生額がかなり小さいことによる。「屑・副産物発生及び投入表」の時系列

を調べると対応する期間について過小に推計されているわけではなく、特に産業連関表基本表が利用

可能な年次についてはそれらにほぼ一致しており、屑の発生額は時系列で上昇している。この期間に

関しては正値の投入額を得ることだけを目的とし、1960年の屑発生額を用いて削除した。

• この結果、この期間に関する家計消費ベクトルのコントロール・トータルは SNA-2a表のものと一致
しなくなる。よって、屑・副産物の投入と発生を「屑・副産物発生及び投入表」の数値に固定した上

で、コントロール・トータルが SNA-2a表に一致するように財貨・サービス間の配分を調整した。

総固定資本形成

• 窯業・土石からの投入は全てガラス屑であり、純粋な窯業・土石製品の投入はない。したがって、窯
業・土石からの投入をゼロとする。

• 国民経済計算では 1990年以降屑としての鋼船を処理している。よって、1990年以降 (2.11)式で処理
した。

• 1986年以降鉱業に屑が発生している。これは、窯業原料鉱物 (粉砕されたガラス屑)であるのでガラ
ス屑とみなし、鉱業からの投入はゼロとする。

• 一次金属からの投入は核燃料のみである。産業連関表では、核燃料の投入が 1980年基本表以降計上
されることになった。図 2.7は SNA-2a表の総固定資本形成の一次金属の投入額である。図 2.7を見
ると 1980年以降計上されているマイナス値が急激に小さくなっている。これは、産業連関表での核
燃料の計上に合わせて、国民経済計算でも核燃料を扱うようになったため、核燃料のプラスの投入が

このような変化をもたらしたものと推測できる。よって、1980年以降産業連関表基本表および延長
表の核燃料投入額を代入した。

• この結果、この期間に関する総固定資本形成ベクトルのコントロール・トータルは SNA-2a表のもの
と一致しなくなる。よって、屑・副産物の投入と発生を「屑・副産物発生及び投入表」の数値に固定

した上で、コントロール・トータルが SNA-2a表に一致するように財貨・サービス間の配分を調整
した。

輸出 (2.11)式で全て削除した。産業連関表では、総固定資本形成から発生した屑としての鋼船は全て輸
出される。よって、1990年以降は鋼船に関しても (2.11)式で削除した。

輸入 (2.11)式で全て削除した。なお、屑の輸入に関して輸入税はかからないものとして処理している。
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図 2.7: SNA-2a表における総固定資本形成の一次金属投入額

2.5.3 商品別国内総供給の確定

この節からは、屑・副産物の取引が分割された生産者価格表示の SNA-2a表を KDB商品分類に分割す
る方法を説明する。表 2.9に示されるように、

• {2.鉱業 }→{2.石炭鉱業、3.その他の鉱業 }

• {7.石油・石炭製品 }→{13.石油精製製品、14.石炭製品 }

• {9.一次金属 }→{18.鉄鋼、19.非鉄金属 }

• {13.輸送機械 }→{23.自動車、24.その他の輸送機械 }

• {15.その他の製造業 }→{7.衣服・身回品、8.製材・木製品、9.家具・備品、11.出版・印刷、15.ゴ
ム製品、16.皮革製品、26.その他の製造業 }

• {17.電気・ガス・水道 }→{33.電力、34.ガス、35.水道 }

• {21.運輸・通信業 }→{27.鉄道輸送、28.道路輸送、29.水運、30.航空輸送、31.倉庫・その他の運
輸サービス、32.通信 }

• {22.サービス業、政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者 }→{39.教育、40.研究、
41.医療・保険、42.その他のサービス業、43.公務 }

という分割が必要である。また、輸入に関しては非競争輸入財の分割も行なわなくてはならない。すなわち、

• {1.農林水産業の輸入 }→{1.農林水産業競争輸入、55.その他の非競争輸入 }

• {2.鉱業の輸入 }→{2.石炭鉱業競争輸入、3.その他の鉱業競争輸入、52.原油、53.天然ガス、54.鉄
鉱石 }
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である。

分割が必要な SNA-2a表の財貨・サービスの番号からなる集合 Nを

N = {1, 2, 7, 9, 13, 15, 17, 21, 22}

集合Nの 9つの元に対応する KDB商品分類の番号からなる集合を Nn, n = 1, ..., 9とする。

N1 = {1, 55}
N2 = {2, 3, 52, 53, 54}
N3 = {13, 14}
N4 = {18, 19}
N5 = {23, 24}
N6 = {7, 8, 9, 11, 15, 16, 26}
N7 = {33, 34, 35}
N8 = {27, 28, 29, 30, 31, 32}
N9 = {39, 40, 41, 42, 43}

ここではまず、SNA-2a表の産出額、輸入、輸入税、輸出をKDB商品分類に分割する。これらの項目に
関しては産業連関表 (基本表、接続表、延長表)が利用可能な年次 TB ∪ TL ∪ TEについて細分化された分

類の確定した数値を知ることができるからである。また、産業連関表が利用可能ではない年次に関しても

日経データを利用することができる。先に述べたように、日経データの産出額は延長表同様に動態統計を

積み上げたものであり、輸出入に関しては通関統計を積み上げたものであるから、上記 8部門を細分化す
るためには十分な情報だと考えられる。

さて、KDB商品分類に集計した産業連関表および日経データから得られる産出額、輸入額、輸入税額、
または輸出額のベクトルを x0とすれば、

ani =
x0

i∑
j∈Nn

x0
j

, n ∈ N, i ∈ Nn

によって、集合 Nに属する SNA-2a表の財貨・サービス nを集合 Nnに属する KDB商品 iに分割する比

率を求めることができる。生産者価格表示に変換された SNA-2a表の産出額、輸入額、輸入税額、または
輸出額を xs

n, n ∈ Nとすれば、対応する KDB商品 iの金額 xiは、

xi = anix
s
n, n ∈ N, i ∈ Nn

で確定することができる。

日経データの産出額は 1968年までしか利用できないので、1969年に関しては、1968年と 1970年の ani

を利用して配分比率を線形補間して xiを確定し、同様に、1971年と 1972年に関しても 1970年と 1973年
の aniを用いてそれぞれの年次の配分比率を線形補間して細分化された金額を確定した。

また、日経データには輸入税の情報がないので、1960年-1965年-1970年接続表および 1973年延長表か
ら輸入税率を計算し、中間年次について輸入税率を線形補間することによって輸入税額を計算し、それら

から aniを算出して輸入税額を確定した。1960年以前は、1960年の輸入税率で一定とした。
以上の作業により、KDB商品分類に関する産出額 x = [xi]、輸入額m = [mi]、輸入税額 tm = [tmi ]、輸
出額 e = [ei]が確定したことになる。よって、KDB商品分類に関する国内総供給 d = [di]が、

d = x + m + tm − e (2.12)

として確定したことになる。
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2.5.4 国内需要項目のKDB商品分類への細分化

前節までに確定した生産者価格表示の SNA-2a表と KDB商品分類の国内総供給を制約として国内需要
項目 (中間需要、対家計民間非営利団体最終消費支出、政府最終消費支出、家計の国内での最終消費支出、
在庫品増加、総固定資本形成)を KDB商品分類に細分化する。
いま、KDB 商品分類に細分化された中間需要を id = [idi ]、対家計民間非営利団体最終消費支出を

cn = [cni
]、政府最終消費支出を cg = [cgi

]、家計の国内での最終消費支出を ch = [chi
]、在庫品増加を

is = [isi ]、総固定資本形成を i = [ii]とする。これらは、いまのところ未確定要素である。SNA-2a表で細
分化が必要な財貨・サービス n ∈ Nに対応した KDB商品の集合を Nn = {n1, n2, ..., nk}と書くと次のよ
うな行列を想定することができる。

dn1 idn1
cnn1

cgn1
chn1

isn1
in1

dn2 idn2
cnn2

cgn2
chn2

isn2
in2

...
...

...
...

...
...

...
dnk

idnk
cnnk

cgnk
chnk

isnk
ink

isdn
cs
nn

cs
gn

cs
hn

issn
isn

, n ∈ N (2.13)

この行列は、四角で囲まれた部分が未確定要素を示し、各行の和は確定要素である国内総供給に一致しな

ければならず、各列の和は確定要素である生産者価格表示の SNA-2a表の需要項目の値に一致しなければ
ならない、ということを示している。すなわち、これらの未確定要素の決定はMatrix Balancingの問題と
して定式化されるわけである。

四角で囲まれた未確定要素の行列を Fnとしよう。Matrix Balancingにおける行列 Fnのターゲットとし

て何を使うかが次の問題である。需要項目の商品構成に関しても、できる限り国民経済計算に対応させよう

というのがわれわれの姿勢である。国民経済計算ベースの需要の商品構成に関しては、経済企画庁の「国

民経済計算付帯統計 SNA産業連関表」が最も詳細な情報を提供してくれる。その解説によれば、SNA産
業連関表における最終需要以外のコンポーネント (中間財投入表、付加価値表)が RAS法による推計であ
るのに対して、最終需要部門は『国民経済計算年報』の SNA-2a表からコモ法の情報を利用して作成され
いるという (経済企画庁経済研究所国民所得部『SNA産業連関表 (昭和 60年基準)–平成 4年–』、平成 6年
2月、p.9)。よって、われわれは行列 Fnのターゲットに関する基礎データとして SNA産業連関表を最大限
に用いることにする。

まずは SNA産業連関表を図 2.6に示される「商品の供給と需要表」の形式に集計する。SNA産業連関表
では、屑・副産物がマイナス投入方式で処理されているので前述の方法で屑・副産物の取引を分割する必

要がある。さらに、

• その他の政府サービスを研究機関、公務に、

• TS63年次の 63部門表では、輸送機械を自動車とその他の輸送機械に、その他の運輸を水運輸送、航
空輸送、倉庫・その他の運輸サービスに、

• 輸入、輸入税、中間需要、在庫増加について非競争輸入を

分割しなければならない。これらの部門分割は、同年次の基本表、接続表、延長表から作成された「商品

の供給と需要表」を用いて RAS法によって分割した。ただし、1955年については 1960年の情報を利用
した。

SNA産業連関表に対する上記の調整によって未確定要素 Fnの内訳に関する情報を TS年次について得る

ことができる。いま、Fnに対して調整された SNA産業連関表から計算される商品 niにしめる各需要項目
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の比率を表す行列を F s
nとする。TS年次については、τ0 ∈ TSに対するτ0 + 1番目の要素をτ1とすると、中

間年次τ0 < τ < τ1の行列を F s
n(τ)として、

F s
n(τ) = F s

n(τ0) +
τ − τ0

τ1 − τ0
(F s

n(τ1)− F s
n(τ0)), n ∈ N

で線形補間し、τ < min TSなる年次に関しては、min TS年次の F s
nを用いることにする。Matrix Balancing

問題は、

F ′n = ϕ
(
F s

n, (isdn
, cs

nn
, cs

gn
, cs

hn
, issn

, isn)′, (dn1 , dn2 , ..., dnk
)
)

と表され、全ての年次について RAS法で解かれた。
SNA-2a表の総固定資本形成は民間と公的が一括して計上されているが、調整された SNA産業連関表の

民間と公的への配分を用いてKEO-RAS法で民間固定資本形成と公的資本形成の分割も行なった。ただし、
民間資本形成と公的資本形成への分割は、より詳細な一次統計を使用してその精度が高められた。推計方

法については 3章を参照されたい。

2.5.5 資本形成に関する消費税還付金

ここまでの段階で推計された在庫品増加および総資本形成は、消費税還付金が付加された支出額である。

いま、在庫品増加および総固定資本形成に関する消費税還付金を tkとし、消費税が還付される前の資本形

成への支出額を xkとしよう。ここで、xkには、正の在庫品増加と屑・副産物を除去した民間および公的固

定資本形成への支出額のみが含まれる。このとき、商品間で一率の還付金率τkを、

τk =
tk
xk

で定義する。計算された 1989年から 1992年の還付金率は表 2.10に示されている。

表 2.10: 資本形成に関する消費税還付金率

1989年 1990年 1991年 1992年

1.14% 1.55% 1.53% 1.39%

この還付金率τkを上で推計された商品別の正の在庫品増加と民間および公的資本形成にかけたものを商

品別還付金とし、その額をそれぞれの商品の還付金受取前の支出額から差し引くことによって還付金受取

後の資本形成とし、商品別還付金を在庫品と固定資本形成について合計したものを資本形成に関する消費

税還付金ベクトルとして計上する。

以上の手続きによって、「商品の供給と需要表」が完成したことになる。
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2.6 産業別の国内総生産と要素所得表の作成

本節では、『国民経済計算年報』付表 2「経済活動別の国内総生産と要素所得」(以下 SNA-2b表と呼ぶ)
を KDBの分類に分割する方法を説明する。SNAの表象分類と KDB分類に対応は表 2.11で与えられる。
作業の概要を以下に述べる。

1. SNA-2b表分割のための情報は、2.4.5節で作成された「商品別の国内総生産と要素所得表」である。
これが商品概念であるのに対し、SNA-2b表は産業概念である。V表を用いて商品技術仮定によって
「商品別の国内総生産と要素所得表」を産業概念に変換する。以降、産業概念に変換された付加価値

表を「産業別の国内総生産と要素所得表」と呼ぶ。

2. SNA-2b 表では、帰属利子が部門間に配分されていない。同表で与えられる一国全体の帰属利子を
「産業別の国内総生産と要素所得表」の情報で部門間に配分する。

3. SNA-2b表では、間接税と経常補助金がネット化されて純間接税で与えらている。これを「産業別の
国内総生産と要素所得表」の情報で間接税と経常補助金に分割する。

4. 表 2.11に示すとおり、SNA-2b表における 8産業 (鉱業、石油・石炭製品、一次金属、輸送機械、そ
の他の製造業、電気・ガス・水道、運輸・通信業、サービス業)は、KDB分類に対応するように分
割されねばならない。SNA-2b表から得られる情報は、これらの分割におけるコントロール・トータ
ルを与える。一方、「産業別の国内総生産と要素所得表」は、細分化される小部門ごとの投入係数と

小部門間の配分係数を与える。したがって、部門分割の問題は、8つのMatrix Balancing問題に帰
着する。実際には、運輸・通信業の分割は、運輸業と通信業に分割した上で、運輸業を 5つの小部門
に分割するので、9つのMatrix Balancing問題を解くことになる。

5. SNA-2b表には「その他」として消費税の資本形成に関する還付金が計上されている。消費税に関し
ては全てネット化するのがわれわれの方針なので、この値を産業別の投資額、在庫純増に比例させ

て、間接税から差し引き、営業余剰に上乗せする。

2.6.1 「商品別の国内総生産と要素所得表」の産業概念への変換

SNA-2b表を分割するための情報を得るには、商品概念で与えられる「商品別の国内総生産と要素所得
表」を産業概念に変換する必要がある。われわれは、商品技術仮定に基づいて変換を行なう12。記号を

• W̄ 0 – 産業連関表から作成された「商品別の国内総生産と要素所得表」。

• x0 – 産業連関表の商品別総生産額ベクトル。

• C – V表から計算されるプロダクト・ミックス行列。

• q – V表の産業別総生産額ベクトル。

• W 0 – 産業連関表ベースの「産業別の国内総生産と要素所得表」。

としたとき、変換は次式によって行なわれる。

W 0 = W̄ 0x̂0−1
Cq̂

ここで、ŷは、ベクトル yを対角要素にもつ対角行列を示す。
121960年 965年 970年接続表から得られる 1960年産業連関表には、帰属利子および研究機関が細分化されていない。帰属利子
に関しては、次の小節で示すように 1965年表の係数を用いて産業間に配分する。研究機関に関しても、1965年表の研究機関の投入
係数を 1960年にも 用いて 1960年の産出額で投入額を計算する。1960年の研究機関の産出額は、総務庁『科学技術研究調査報告』
から得ることができる。
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表 2.11: SNA-2b表における SNA表象分類と KDB産業分類の対応
部門番号 SNA表象分類 KDB産業分類

1.産業
1 (1) 農林水産業 1.農林水産業
2 (2) 鉱業 2.石炭鉱業

3.その他の鉱業
(3) 製造業

3 1© 食料品 5.食料品
4 2© 繊維 6.繊維
5 3© パルプ・紙 10.紙・パルプ
6 4© 化学 12.化学
7 5© 石油・石炭製品 13.石油精製製品

14.石炭製品
8 6© 窯業・土石製品 17.窯業・土石
9 7© 一次金属 18.鉄鋼

19.非鉄金属
10 8© 金属製品 20.金属製品
11 9© 一般機械 21.一般機械
12 10© 電気機械 22.電気機械
13 11© 輸送機械 23.自動車

24.その他の輸送機械
14 12© 精密機械 25.精密機械
15 13© その他の製造業 7.衣服・身回品

8.製材・木製品
9.家具・備品
11.出版・印刷
15.ゴム製品
16.皮革製品
26.その他の製造業

16 (4) 建設業 4.建設業
17 (5) 電気・ガス・水道 33.電力

34.ガス
35.水道

18 (6) 卸売・小売業 36.卸売・小売
19 (7) 金融・保険業 37.金融・保険
20 (8) 不動産業 38.不動産
21 (9) 運輸・通信業 27.鉄道輸送

28.道路輸送
29.水運
30.航空輸送
31.倉庫・その他の運輸サービス
32.通信

22 (10) サービス業 39.教育
40.研究機関
41.医療・保険
42.その他のサービス業

2.政府サービス生産者
22 (1) 電気・ガス・水道 42.その他のサービス業
22 (2) サービス業 42.その他のサービス業
23 (3) 公務 43.公務

3.対家計民間非営利団体サービス生産者
22 (1) サービス業 42.その他のサービス業
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図 2.8: 帰属利子: 国民経済計算と産業連関表の比較

2.6.2 帰属利子の部門間配分

『平成 2年 (1990年)産業連関表 総合解説編』(総務庁、1994年 3月、P.221)によれば、産業連関表に
おける帰属利子の部門間配分は次のようになされている。

帰属利子については、 1© 民間金融は全国銀行ベースの貸出残高 (日本銀行による産業別貸出残
高)の比率で分割し、分割しきれない部分は生産額のウェイトで再分割。 2© 公的金融は、農林
系金融機関を農林部門に、また、医療金融公庫を医療部門に産出した上、残りの部分は日本開

発銀行の産業別貸出残高 (日銀「経済統計年報」所収)で分割した。ただし、SNAの解釈上、60
年表と同じく、帰属利子から家計部門への産出は行わないことにした。

従って、産業連関表産業別付加価値表の帰属利子の行から配分係数を計算し、『国民経済計算年報』付表 2
「経済活動別の国内総生産と要素所得」から得られる一国全体の帰属利子を産業間に配分することにする。

図 2.8に示すように、産業連関表の延長表の帰属利子のコントロール・トータルが著しく過小推計になっ
ている。また、部門によっては部門間配分比率も基本表と延長表では著しく異なっていることがわかった。

よって、配分係数には基本表の年次 (1965年、1970年、1975年、1980年、1985年、1990年)のもののみ
を用い、中間年次については線形補間することにする。また、1980年以降の産業連関表では公務に帰属利
子が配分されていないので、それ以前の年次についても公務には配分しないものとする。

表 2.12が基本表、接続表から計算された基準年次に関する帰属利子の産業間配分係数である。1965年か
ら 1985年までは帰属利子の産業間配分はかなり安定的であったといってよいであろう。したがって、この期
間の中間年次の配分係数を線形で補間することは悪くない近似であろう。しかし、1985年から 1990年では
急激に変化している部門がいくつか存在する。配分係数が小さくなった部門は、化学が 4.14%から 2.33%、
鉄鋼が 3.22%から 1.33%、一般機械が 4.78%から 2.19%、電気機械が 6.35%から 1.7%、電力が 4.14%から
1.7%、卸売・小売では 24.31%が 14.83%に減少している。一方、鉄道輸送では 2.61%から 7.49%、金融・
保健で 3.82%から 12.91%、不動産業で 5%から 19.14%、その他のサービスで 6.77%から 10.51%へ上昇し
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ている。この期間には、国鉄の民営化や、いわゆるバブル経済の時期を含むなど、銀行の貸出残高の構造

に急激な変化があったとしても不思議ではない。この期間に関しては延長表から計算される配分係数を利

用することも考えられるが、先に述べた理由から適当ではない。また、産業連関表の推計手続きに従うに

は資料制約が多い。よって、この期間についても前期間と同様、2時点の配分係数を線形補間することに
する。

表 2.12: 帰属利子の産業間配分係数
(%)

1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年
1 農林水産業 4.31 3.28 3.29 1.99 3.50 3.11
2 石炭鉱業 0.44 0.38 0.11 0.07 0.08 0.03
3 その他の鉱業 0.44 0.40 0.67 0.64 0.53 0.38
4 建設業 5.19 6.74 6.19 5.36 5.52 5.10
5 食料品 2.13 2.16 2.20 1.74 2.01 1.09
6 繊維 2.76 2.71 4.53 3.03 1.92 0.95
7 衣服・身回品 0.60 1.06 2.08 0.74 0.71 0.81
8 製材・木製品 0.92 0.87 0.64 0.56 0.74 0.28
9 家具・備品 0.37 0.17 0.44 0.37 0.54 0.36

10 紙・パルプ 2.19 1.50 2.31 1.58 1.18 0.71
11 出版・印刷 0.68 1.00 1.10 0.74 1.21 1.08
12 化学 5.34 5.44 5.22 4.87 4.14 2.33
13 石油精製製品 1.05 1.25 2.06 2.50 0.60 0.24
14 石炭製品 0.11 0.11 0.29 0.15 0.06 0.11
15 ゴム製品 0.44 0.75 0.66 0.66 0.91 0.50
16 皮革製品 0.16 0.08 0.06 0.07 0.08 0.11
17 窯業・土石 2.59 2.30 1.98 1.81 2.12 1.18
18 鉄鋼 2.52 2.25 4.47 4.37 3.22 1.33
19 非鉄金属 1.64 2.14 1.86 2.20 0.90 0.54
20 金属製品 1.36 1.84 1.25 1.09 1.62 1.26
21 一般機械 2.13 4.52 3.16 2.51 4.78 2.19
22 電気機械 3.00 5.42 3.43 2.42 6.35 1.70
23 自動車 2.80 3.52 4.90 2.13 1.98 1.37
24 その他の輸送機械 1.07 1.74 1.36 0.89 1.07 0.29
25 精密木機械 0.53 0.64 0.64 0.85 0.85 0.46
26 その他の製造業 0.98 0.91 0.52 0.60 1.16 0.77
27 鉄道輸送 0.66 1.69 2.71 3.01 2.61 7.49
28 道路輸送 1.01 2.17 1.15 1.01 1.25 1.17
29 水運 0.89 1.03 2.66 1.97 1.54 1.28
30 航空輸送 0.06 0.06 0.13 0.23 0.18 0.30
31 倉庫・その他の運輸 0.22 0.36 0.36 0.23 0.18 0.31
32 通信 0.87 0.27 0.28 0.44 0.42 0.52
33 電力 0.71 1.13 3.52 7.55 4.14 1.70
34 ガス 0.15 0.10 0.30 0.31 0.34 0.23
35 水道 0.05 0.01 0.24 0.39 0.50 0.25
36 卸売・小売 25.38 26.56 20.98 25.54 24.31 14.83
37 金融・保険 5.83 1.13 4.19 3.76 3.82 12.91
38 不動産業 1.15 0.88 0.76 2.63 5.00 19.14
39 教育 0.16 0.09 0.03 0.00 0.01 0.02
40 研究機関 0.00 0.02 0.00 0.05 0.11 0.12
41 医療・保健 0.84 0.62 1.32 0.90 1.03 0.96
42 その他のサービス 16.24 10.68 5.96 8.04 6.77 10.51
43 公務 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

いま、任意のτ0 ∈ Tbに対してτ + 1番目の年次をτ1とする。τ0とτ1の中間年次をτとする (τ0 < τ < τ1)。
τ年次の配分係数を aτとすると、中間年次の配分係数は次式で補間される。

aτ = aτ0 +
τ − τ0

τ1 − τ0
(aτ1 − aτ0) (2.14)

補間された係数の和は 1になるとは限らないので、和が 1になるように調整される。また、min TB年次以

前およびmax TB年次以降の配分係数は、それぞれmin TB年次、maxTB年次の値で一定とする。
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2.6.3 間接税と補助金の分割

次に SNA-2b表の純間接税を間接税と補助金に分割する方法を説明する。考えられる方法は、間接税か
補助金のどちらかを確定し、差額として残りの一方を産出することである。われわれは、まず SNA表象分
類に関する産業別の補助金を確定し、差額として間接税を産出する方法を選択した。その理由は、1989年
の消費税の導入により従来の物品税の多くが廃止され産業連関表による間接税の概念も変更された、よっ

て、補助金を先に確定する方が時系列における安定性を保持できるのではないかと考えたからである。

一国全体の経常補助金は、『国民経済計算年報』の「II. 制度部門別所得支出勘定 3. 一般政府」の支払
項目として計上されている。これを「産業別の国内総生産と要素所得表」を用いて産業別に配分すること

になる。帰属利子の場合と同様に、投入係数をベースに配分するか、配分係数をベースに配分するかを決

定しなければならない。ここでも、『平成 2年 (1990年)産業連関表 総合解説編』(総務庁、1994年 3月、
P.303)を参考にすると、

個々の経常補助金 (政府決算書の「目」が単位)を特定の 1または複数の列部門に格付けるこ
とで産出額推計とした。複数の部門に格付ける場合は、列部門担当省庁に配分を依頼するなど

した。

備考

国が行う雇用保険事業のうち、雇用安定事業等は、一定の用件を満たした事業主に対し、雇用

安定等給付金 (雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、高年齢者多数雇用奨励金等からなる)を
給付するものであり、一般的な意味での補助金の交付とは異なるが、産業連関表及び国民経済

計算では従来よりこの雇用安定等給付金を経常補助金として扱っている。平成 2年においては、
同給付金の額 (産業別の交付額データはない)が分類不明に経常しておけないほどの規模になっ
たので、昭和 60年表における分類不明の格付けを改め、平成 2年表では各列部門 (原則全列部
門)へ、雇用者所得の額等をウェイトとして配分することとした。この結果、多くの列部門に
「9440-000(控除)経常補助金が計上されることとなり、昭和 60年表と平成 2年表の「経常補助
金」の産出構造に大きな差異が生じた。なお、本件に伴い、間接税として扱っていた雇用安定

事業等に係わる雇用主からの徴収分 (労働保険特別会計における徴収勘定で計上)も、昭和 60
年表で行った「9430-000間接税」と [9000-000分類不明」との交点への格付けを改め、各列部
門へ配分することとした。

とある。したがって、「産業別の国内総生産と要素所得表」の配分係数をベースに『国民経済計算年報』の

補助金を分割することにする。表 2.13が基準年次における SNA表象分類に関する産業間配分係数である。
上記の引用が言うように 1990年では、公務を除く全ての部門に補助金が配分されている。しかし、1985
年から 1990年にかけて補助金の配分構造が大きく変化しているかというとそうでもなさそうである。食料
品が 16.98%から 6.91%に減少していることと、1985年では配分されていなっかた部門に若干配分される
ようになったことが目立つ程度である。それよりも、農林水産業、鉱業、食料品に 50%以上の補助金が配
分されていたのが、運輸・通信業、金融・保険業、サービス業に 50%以上が配分されるように変化してき
たという時系列的な推移の方が重要なファクト・ファインディグであろう。

間接税と補助金の分離には利用可能な「産業別の国内総生産と要素所得表」を全て使用する。したがっ

て、配分係数を補間しなければならない年次は 1961年-1964年、1966年-1969年、1971年-1972年である。
手続きは、

1. 「産業別の国内総生産と要素所得表」の補助金の行を表 2.11の集計部門に集計し配分係数を計算する。

2. 上記の中間補間年次については、(2.14)式で線形補間し、和が 1になるように調整する。

3. 『国民経済計算年報』の補助金を算出された係数を用いて産業間に配分する。
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表 2.13: 補助金の産業間配分係数 (SNA表象分類)
(%)

1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年
農林水産業 21.79 16.60 24.26 11.13 12.91 7.07 3.64
鉱業 10.78 2.07 8.16 2.67 1.03 1.11 0.43
建設業 0.00 0.00 0.20 2.67 1.60 2.31 2.95
食料品 48.54 55.64 35.04 39.02 18.82 16.98 6.91
繊維 0.04 0.03 0.23 0.27 0.10 0.00 0.04
パルプ・紙 0.05 0.07 0.01 0.02 0.02 0.00 0.04
化学 2.02 3.62 0.78 0.19 0.12 0.09 0.10
石油・石炭製品 0.00 0.25 0.00 0.00 0.06 0.27 0.30
窯業・土石製品 0.01 0.08 0.01 0.05 0.02 0.02 0.05
一次金属 0.08 0.34 0.13 0.09 0.21 0.07 0.08
金属製品 0.00 0.00 0.01 0.02 0.04 0.00 0.09
一般機械 0.00 0.01 0.01 0.06 0.03 0.01 0.18
電気機械 0.02 0.02 0.06 0.97 0.26 0.01 0.17
輸送機械 0.01 0.01 0.04 0.37 0.20 0.03 0.21
精密機械 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00 0.03
その他の製造業 0.01 0.05 0.01 0.06 0.07 0.02 0.24
運輸・通信業 0.28 5.99 3.76 15.79 22.89 23.10 18.40
電気・ガス・水道 0.01 0.81 1.37 1.50 2.30 2.62 3.66
卸売・小売業 10.60 10.63 14.85 7.37 7.53 12.08 11.29
金融・保険業 0.01 0.58 4.73 5.48 17.77 22.55 36.92
不動産業 0.00 0.00 0.00 1.25 3.13 0.89 3.50
サービス業 5.74 3.20 6.34 11.03 10.87 10.75 10.77
公務 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

4. SNA-2b表の純間接税に計算された補助金を加えて間接税を算出する。

となる。この手続きを 1960年から 1992年に施した結果、1967年の鉱業部門で負の間接税が生じてしまった。
産業連関表産業別付加価値表から計算された配分比率をみると、鉱業部門の配分比率が 1960年で 10.78%、
1965年で 2.07%、1970年で 8.16%とジャンプがあることが原因らしい。よって、この期間の鉱業部門の配
分率を 1960年と 1970年で線形補間して、上記の手続きを繰り返した結果、負の間接税は消滅した。

2.6.4 SNA表象分類のKDB分類への分割

この段階で、SNA-2b 表に帰属利子が加わり、間接税と補助金が分離されたことになる。公表される
SNA-2B表では、帰属利子の分だけ営業余剰が膨らんでいるから、ここで営業余剰を再計算する。産業連
関表でも国民経済計算でも営業余剰は残差として計算される。つまり営業余剰は、

o = q − id − r − l − d− t + s

で算出される (変数名は図 2.5参照)。
次の作業は、このように拡張された SNA-2b表を KDB産業分類に分割することである。以下の 9つの
分割を行なうことになる。

1. {2.鉱業 }→{2.石炭鉱業、3.その他の鉱業 }

2. {7.石油・石炭製品 }→{13.石油精製製品、14.石炭製品 }

3. {9.一次金属 }→{18.鉄鋼、19.非鉄金属 }

4. {13.輸送機械 }→{23.自動車、24.その他の輸送機械 }

5. {15.その他の製造業 }→{7.衣服・身回品、8.製材・木製品、9.家具・備品、11.出版・印刷、15.ゴ
ム製品、16.皮革製品、26.その他の製造業 }
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6. {17.電気・ガス・水道 }→{33.電力、34.ガス、35.水道 }

7. {21.運輸・通信業 }→{27’.運輸業、32.通信 }

8. {27’.運輸 }→{27.鉄道輸送、28.道路輸送、29.水運、30.航空輸送、31.倉庫・その他の運輸サービス
}

9. {22.サービス業、政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者 }→{39.教育、40.研究、
41.医療・保険、42.その他のサービス業 }

運輸・通信部門は、運輸業と通信業が一端分割され、さらに運輸業が 5つの形態に分割される (最初に分割
された運輸業の番号を 27’としている)。分割が必要な SNA-2a表の財貨・サービスの番号からなる集合N

を

N = {2, 7, 9, 13, 15, 17, 21, 27′, 22}

集合Nの 9つの元に対応する KDB商品分類の番号からなる集合を Nn, n = 1, ..., 9とする。

N1 = {2, 3}
N2 = {13, 14}
N3 = {18, 19}
N4 = {23, 24}
N5 = {7, 8, 9, 11, 15, 16, 26}
N6 = {33, 34, 35}
N7 = {27′, 32}
N8 = {27, 28, 29, 30, 31}
N9 = {39, 40, 41, 42}

SNA-2b表で細分化が必要な産業 n ∈ Nに対応した KDB産業の集合をNn = {n1, n2, ..., nk}としよう。
いま、われわれにとって、KDB産業 niのそれぞれの産出額と、各要素所得のKDB産業 niの関する集計値

は確定要素である。SNA-2b表の産業 nに関する中間投入、帰属利子、雇用者所得、営業余剰、固定資本減

耗、間接税、補助金を isdn
、rs

n、lsn、os
n、ds

n、tsn、ss
nとすれば、次のような行列を想定することができる。

isdn
idn1

idn2
. . . idnk

rs
n rn1 rn2 . . . rnk

lsn ln1 ln2 . . . lnk

os
n on1 on2 . . . onk

ds
n dn1 dn2 . . . dnk

tsn tn1 tn2 . . . tnk

ss
n sn1 sn2 . . . snk

qn1 qn2 . . . qnk

, n ∈ N (2.15)

この行列は、四角で囲まれた部分が未確定要素を示し、各行の和は確定要素である SNA-2b表の各要素所
得に一致しなければならず、各列の和は確定要素である KDB産業分類の産出額に一致しなければならな
い、ということを示している。すなわち、これらの未確定要素の決定はMatrix Balancingの問題として定
式化されるわけである。
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四角で囲まれた未確定要素の行列をWnとし、対応する産業連関表ベース「産業別の国内総生産と要素

所得表」の部分行列から計算される産業別産出額にしめる要素所得シェア行列W 0
nとしよう。われわれは、

TB ∪TL ∪TE年次について産業連関表ベース「産業別の国内総生産と要素所得表」からW 0
nを計算すること

ができる。TB ∪ TL ∪ TE年次に関しては近接する 2年次のW 0
nで線形補間する。この 2年次をτ0、τ1、補

間する年次をτ0 < τ < τ1、τ年次の要素所得シェア行列をW 0
n(τ)とすれば、

W 0
n(τ) = W 0

n(τ0) +
τ − τ0

τ1 − τ0
(W 0

n(τ1)−W 0
n(τ0)), n ∈ N

によって補間される。

2.15式のMatrix Balancing問題は、

Wn = ϕ
(
W 0

n , (qn−1, qn2 , . . . , qnk
)′(isdn

, rs
n, lsn, os

n, ds
n, tsn, ss

n)′
)
, n ∈ N

と表され、全ての年次について RAS法で解かれた。収束に要した最大繰り返し計算数は 29回で、コント
ロール・トータルに関する制約と収束の結果得られたコントロール・トータルの最大誤差率は 7.433×10−11

であり、RAS法のパフォーマンスは良好であった。

2.6.5 資本形成に関する消費税還付金の調整

国民経済計算では資本形成に関する消費税還付金に関して特殊な扱いがされている。付表 1「財貨・サー
ビスの需要と供給」(SNA-2a表)には、「控除項目」として還付金が在庫品増加、総固定資本形成に分割さ
れて計上されている。国民経済計算の財貨・サービス別の資本形成には消費税に対する支出が含まれてお

り、マクロの資本形成を計上するときに還付金を控除しているわけである。また、付表 2「経済活動別の
国内総生産と要素所得」(SNA-2b表)では、「その他」としてこの還付金が純間接税および総産出額から控
除されている。国民経済計算の産業別純間接税支払額からは還付金が控除されていない。国民経済計算で

はマクロの純間接税を計上するときに、産業別の純間接税支払額に輸入税を加え、この還付金を控除して

いる。また、国内総生産を計上するときに産業別の付加価値額に輸入税を加え、この還付金を控除してい

る。したがって、産業別およびマクロの営業余剰は、この資本形成に関する消費税還付金の調整に関して

不変である。

制度部門別所得支出勘定を見た場合、非金融民間企業の主たる所得の源泉は営業余剰であり、所得から

経常支出を除いた貯蓄が資本調達勘定における実物資産および金融資産獲得の原資になっている。つまり、

国民経済計算において営業余剰が資本形成に関する消費税還付金から独立に扱われているということは、

資本形成に関する消費税還付金制度は企業の投資行動に影響を与えないことを暗黙に仮定していることに

等しい。

われわれは、資本形成に関する消費税還付金制度と投資行動の関係をモデル化可能なように、国民経済

計算に経常される還付金を産業別に配分し、産業別の間接税支払額から差し引き、その分営業余剰を膨ら

ませることにする。したっがて、一国あたりの営業余剰は還付金の分だけ国民経済計算の数値よりも大き

くなる。

問題は国民経済計算で与えられる還付金をどのように産業別に配分するかである。ここでは、SNA-2a表
の総固定資本形成の「控除項目」として与えられる還付金を産業別投資額をウェイトにして配分し、同じ

く在庫品増加の「控除項目」として与えられる還付金を産業別在庫増加額で配分した。産業別の在庫増加

額は、産業別在庫形態別在庫純増行列から計算されるが、在庫純増が正値のもののみをウェイト計算の対

象にした。なお、産業別投資額、産業別在庫形態別在庫純増行列については第 3章を参照されたい。
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2.6.6 負値の営業余剰について

これまで述べてきたように、この段階までに計算された産業別の営業余剰は 2つの点に関して国民経済
計算のものと概念上異なる。第 1は、帰属利子が中間投入として産業別に計上され、その分だけ営業余剰
が小さくなっていること、第 2は資本形成に関する消費税還付金が間接税支払額から控除され、その分だ
け営業余剰が大きくなっていることである。特に第 1の点は、産業によっては営業余剰が負値になってし
まう可能性を含んでいる。『国民経済計算年報』においても、1961年の鉱業、1974年および 1979年の石
油・石炭製品、1972年、1973年、1974年および 1975年の運輸・通信業では負値の営業余剰が計上されて
いる。上記の調整を施した結果、表 2.14に示すように石炭鉱業、繊維、石油精製製品、石炭製品、運輸業、
通信業に負値の営業余剰が生じた。

表 2.14: 営業余剰が負になった年次と部門

年次 産業 営業余剰 (10億円)
1961年 2.石炭鉱業 -0.798

3.その他の鉱業 -3.766
1972年 27.鉄道輸送 -17.288

28.道路輸送 -104.625
29.水運 -33.058
30.航空輸送 -8.965
31.倉庫・その他の運輸サービス -32.884
32.通信 -55.256

1973年 27.鉄道輸送 -43.080
28.道路輸送 -202.103
29.水運 -91.752
30.航空輸送 -25.202
31.倉庫・その他の輸送サービス -53.035
32.通信 -125.518

1974年 13.石油精製製品 -653.818
14.石炭製品 -53.204
27.鉄道輸送 -72.004
28.道路輸送 -363.835
29.水運 -285.901
30.航空輸送 -39.870
31.倉庫・その他の運輸サービス -100.843
32.通信 -237.268

1975年 2.石炭鉱業 -0.466
28.道路輸送 -139.823
29.水運 -8.406
30.航空輸送 -5.050
31.倉庫・その他の輸送サービス -44.322
32.通信 -387.327

1976年 27.鉄道輸送 -26.906
28.道路輸送 -109.325
29.水運 -65.605
30.航空輸送 -17.529
31.倉庫・その他の輸送サービス -20.941
32.通信 -106.832

1977年 2.石炭鉱業 -0.778
1979年 2.石炭鉱業 -1.554

13.石油精製製品 -114.355
14.石炭製品 -473.847

1980年 2.石炭鉱業 -0.336
13.石油精製製品 -63.101
14.石炭製品 -108.260

1982年 2.石炭鉱業 -0.496
1983年 2.石炭鉱業 -0.448
1984年 2.石炭鉱業 -0.414
1985年 2.石炭鉱業 -3.377
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表 2.14: 営業余剰が負になった年次と部門 (続)
年次 産業 営業余剰 (10億円)

1986年 2.石炭鉱業 -2.812
6.繊維 -33.847

1987年 2.石炭鉱業 -0.814
6.繊維 -26.145

1988年 2.石炭鉱業 -0.607
1989年 2.石炭鉱業 -0.113

6.繊維 -166.233
1990年 6.繊維 -29.468
1991年 6.繊維 -129.930
1992年 6.繊維 -125.648

28.道路輸送 -36.664
31.倉庫・その他の輸送サービス -5.560

われわれが考えているモデルでは、営業余剰+固定資本減耗が生産要素としての資本に対する分配所得
になる。この資本に対する分配所得が負値になってしまった部門および年次を表 2.15に示した。

表 2.15: 資本所得が負になった年次と部門
年次 産業 資本所得 (10億円)

1973年 31.倉庫・その他の運輸サービス -18.115
1974年 13.石油精製製品 -515.458

14.石炭製品 -38.664
31.倉庫・その他の運輸サービス -64.911

1979年 14.石炭製品 -408.443
1980年 14.石炭製品 -54.333

2.6.7 商品別総付加価値額

この段階で得られる「産業別の国内総生産と要素所得表」をWUとしよう13。商品 × 商品の産業連関表
を推計するために国民経済計算と整合的な商品別の総付加価値額が必要になる。それは、商品技術仮定に

よって次のように計算される。

wX = (W ′
U ı)′q̂−1C−1x̂ (2.16)

図 2.9は、産業連関表で観察される商品別の付加価値率とここで計算された商品別の付加価値率の時系
列をプロットしたものである。石炭製品部門では、産業別の資本に対する分配所得が負値になってしまっ

たことが影響して、商品別に変換した付加価値率が 1974年、1979年、1980年に負値になってしまった。
産業連関表では不動産、公務などの付加価値率の変動が激しいが、推計された付加価値率は安定している

ことがわかる。水道は基準年次は産業連関表とほぼ一致しているのに対して、それらの中間年次との間に

ギャップがある。これは、国民経済計算の電気・ガス・水道を分割したものであるが、電力、ガスでは産

業連関表との差がほとんどない。現在のところその理由は明確でないので、分割の際に使用した係数など

を見直す必要があるだろう。

13産業別の付加価値コンポーネントに関しては、自営業主、家族従業者に帰属する雇用者所得を営業余剰から分離すること、間接
税のうち資本課税を分離する作業が残っている。
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図 2.9: 商品別付加価値率
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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図 2.9: 商品別付加価値率 (続)
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2.7 体系のバランスと海上在庫

まず、国民経済計算体系のバランスを示そう。繰り返しにはなるが確認のために記号の定義をもう一度

しておく。

• ch – 国内家計最終消費支出。

• cm – 居住者家計の海外での直接購入。

• ce – 非居住者家計の国内での直接購入。

• cn – 対家計民間非営利団体最終消費支出。

• cg – 政府最終消費支出。

• ip – 総固定資本形成 (民間)、消費税還付金控除。

• ig – 総固定資本形成 (公的)、消費税還付金控除。

• is – 在庫品増加、消費税還付金控除。

• ē – 財貨・サービスの輸出 (FOB価格)、非居住者家計の国内での直接購入を含まない。

• m̄ – 財貨・サービスの輸入 (FOB価格)、居住者家計の海外での直接購入を含まない。

• l – 雇用者所得。

• o – 営業余剰。

• d – 固定資本減耗。

• t – 間接税。

• s – 補助金。

• ∆ – 統計上の不突合。

• t̄i – 産業別間接税合計、資本形成に関する消費税還付金は控除されていない。。

• tm – 輸入税。

• tk – 資本形成に関する消費税還付金。

• ti – 産業別間接税合計、資本形成に関する消費税還付金控除、t̄i − tk。

• e – 付表 1「財貨・サービスの供給と需要」に計上される輸出額 (FOB価格)。

• m – 付表 1「財貨・サービスの供給と需要」に計上される輸入額 (CIF価格)。

国民経済計算における国内総支出 (GDE)と国内総生産 (GDP)は、

GDE = ch + cm − ce + cn + cg + ip + ig + is + ē + ce − m̄− cm

GDP = l + o + d + t− s

で与えられる。GDPの計算式に現れる間接税 tは、制度部門別所得支出勘定の一般政府に計上されている

間接税に対応している。これは、付表 2「経済活動別の国内総生産および要素所得」(SNA-2b表)の産業別
純間接税の合計に輸入税 (輸入関税+輸入商品税)を加え、資本形成に関する消費税還付金を差し引き、補
助金を加えた額に等しい。すなわち、

t = t̄i + tm − tk

という関係にあり、国民経済計算の統合勘定では、資本形成に関する消費税還付金を資本形成と間接税の

両方から控除することによってバランスが保持されている。また、産業連関表の勘定体系と比較すると輸

入税が GNEではなく GDPに含まれている。
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国民経済計算体系の統合勘定では、統計上の不突合を入れることによって次のようにバランスがとられ

ている。

GDE = GDP + ∆

これを産業連関表の勘定体系のバランスで書き換えると

ch + cn + cg + ip + ig + is + ē− m̄− tm = l + o + d + ti − s + ∆

前節までに説明したように、われわれは資本形成に関する消費税還付金を産業別の間接税から控除し営

業余剰に付加すると同時に、三面等価を保つべく最終需要部門に商品別の還付金ベクトルを付加した。し

たがって、体系のバランスは、

ch + cn + cg + ip + ig + is + tk + ē− m̄− tm = l + o + tk + d + ti − s + ∆ (2.17)

となる。

さて、国民経済計算の取引は発生主義の原則に基づいて計上されている (契約ベース)。したがって、国
民経済計算の輸出入は通関ベースとは概念上異なり、輸出入とも FOB価格で計上されている。一方、産
業連関表における輸出入は、実際に各経済主体に投入されたものが記録されているから、通関ベースに対

応しており、輸入は CIF価格、輸出は FOB価格で計上される。われわれが推計する産業連関表の輸出入
も通関ベースのものであり、輸入は CIF価格、輸出は FOB価格で計上することになる。『国民経済計算年
報』では付表 2「財貨・サービスの供給と需要」(SNA-2a表)において CIF価格の輸入額と FOB価格の輸
出を報告している。これは、概念的には通関ベースの輸出入と考えられる。KDB産業連関表の輸出入に関
するコントロール・トータルは、SNA-2a表で与えられる金額に一致させている。いま、契約ベースと通
関ベースの関係を次のように表そう。

ē = e + ∆e

m̄ = m + ∆m

ēおよびm̄が契約ベースを表し、eおよびmが通関ベースを表している。特に輸入に関しては、上式の∆m

は、契約を済ませたがまだ生産地から出荷されていない分、日本に向かう海上にある分、もしくは、通関

手続き待ちの分と考えられる。われわれは、輸出入に関する統計上の概念の差を表す∆eおよび∆mを輸出

入に関する海上在庫と呼ぶことにする。このとき、(2.17)式は次のようになる。

ch + cn + cg + ip + ig + is + tk + e−m− tm + ∆e −∆m −∆ = l + o + tk + d + ti − s

KDB産業連関表のコントロール・トータルは最終需要部門に関して {ch, cn, cg, ip, ig, is, e, m, tm}、付加
価値部門に関して {l, o, d, ti, s}となっているから、∆e−∆m−∆だけバランスがとれていないことになる。
われわれは、このインバランスを全て卸売・小売部門で調整することにする。すなわち、

1. 卸・小売部門の輸出∆eを加え、

2. 輸入に−∆mを加え、

3. 在庫増加に−∆を加え、

4. さらに中間需要から∆e −∆m −∆を差し引く

ことによって産業連関表のバランスを保持することになる。図 2.10には、統合勘定の輸出入 (契約ベース)
と SNA-2a表の輸出入 (通関ベース)および輸出入の海上在庫と統計上の不突合の時系列を示した。輸出入
に関しては全ての年次で通関ベースが契約ベースを上回り、海上在庫は負になっている。

このように KDB産業連関表では、国民経済計算の統計上の不突合が在庫で調整されているので在庫増
加だけは国民経済計算の数値と一致しない。また、国内総生産は、輸入税の分だけ国民経済計算より小さ

く、資本形成に関する消費税還付金の分だけ国民経済計算より大きい。
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図 2.10: 体系のバランスと海上在庫
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2.8 価格指数の作成

この節では、KDB商品分類に関する産出価格指数、輸入価格指数、国内総供給価格指数および産業別産
出価格の作成について説明する。

2.8.1 商品別生産物価格と輸入価格

商品別の生産物価格と輸入価格の推計に用いられる統計資料は日経データと延長表である。日経データ

からは、1965年基準の価格指数が産出については 1951年から 1968年まで、輸入については 1951年から
1972年まで得られる。延長表からは産出、輸入ともに、1970年基準にものが 1973年から 1976年まで、
1975年基準のものが 1977年から 1981年まで、1980年基準のものが 1982年から 1985年まで、1985年基
準のものが 1986年から 1991年まで、1990年基準のものが 1992年について得ることができる。
それぞれの価格指数は、対応する基準年次の基本表の分類で得られるので、それらをインプリシット・

デフレーター方式によって KDB商品分類に集計する。したがって、計算された価格指数はパーシェ式と
いうことになる。

これら異なる基準年次の価格指数をリンクして 1985年基準の価格指数系列を作成する。

1. 1985年基準延長表から計算された価格指数より 1985年を 1とした 1990年価格が得られる。これの
逆数をとれば 1990年基準の 1985年価格になる。これを 1990年基準延長表から計算された価格指数
にかけることによって 1990年基準価格を 1985年基準価格に変換する。

2. 1980年基準延長表から計算された価格指数より 1980年を 1とした 1985年価格が得られる。これの
逆数をとれば 1985年基準の 1980年価格になる。これを p1980としよう。これを 1980年基準延長表
から計算された価格指数にかけることによって 1980年基準価格を 1985年基準価格に変換する。

3. 1975年基準延長表から計算された価格指数より 1975年を 1とした 1980年価格が得られる。これの
逆数をとれば 1980年基準の 1975年価格になる。これに p1980をかければ 1985年基準の 1975年価格
を得ることができる。これを p1975としよう。p1975を 1975年基準延長表から計算された価格指数に
かけることによって 1975年基準価格を 1985年基準価格に変換する。

4. 1970年基準延長表から計算された価格指数より 1970年を 1とした 1975年価格が得られる。これの
逆数をとれば 1975年基準の 1970年価格になる。これに p1975をかければ 1985年基準の 1970年価格
を得ることができる。これを p1970としよう。p1970を 1970年基準延長表から計算された価格指数に
かけることによって 1970年基準価格を 1985年基準価格に変換する。

5. 日経データの産出価格については 1970年が利用できないので、1965年-1970年-1975年接続表のイ
ンフレーターから 1965年基準の 1970年価格を計算し、これを日経データの 1965年を 1とした 1970
年産出価格とする。日経データから計算された価格指数より 1965年を 1とした 1970年価格が得ら
れる。これの逆数をとれば 1970年基準の 1965年価格になる。これに p1970をかければ 1985年基準
の 1965年価格を得ることができる。これを 1965年基準日経データから計算された価格指数にかけ
ることによって 1965年基準価格を 1985年基準価格に変換する。

6. 1969年、1971年、1972年の産出価格については卸売物価指数や消費者物価指数などからインフレ率
を計算し補間する。

時系列の価格指数としては、技術革新などによる質変化がある場合には、その効果を価格指数に織り込

まずに、純粋な物価変動だけを指数に反映させることが望ましい。日経データおよび延長表から得られる

価格指数は単価指数であり、単価指数の場合には、製品の質変化があったとしても、たとえば自動車 1台
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は自動車 1台であり、質変化の効果は全て価格の上昇という形で価格指数に織り込まれていることになる。
日本銀行調査統計局が作成・公表する『物価指数年報』に含まれる物価指数では以下のように質変化の調

整が行なわれている。

• 新・旧銘柄に品質等の相違がなかったり、あっても無視し得る程度に小さい場合には、両銘柄の価格
をそのまま接続 (直接比較)。

• 新・旧銘柄の価格差がすべて品質等の相違に起因する場合および両銘柄の品質等による差の比較が困
難な場合には、指数水準に騰落が生じないように接続 (保合処理)。

• 新・旧銘柄の価格差が品質等の差に相応する部分と実質的な価格の騰落部分とからなっている場合
は、後者のみを指数に反映するよう接続 (値上げまたは値下げ処理)。

• 新・旧銘柄の価格差のうち、品質等の相違に起因する部分を特定する方法としては、これまで主と
してコスト評価法 (品質等の変更に要したコストが品質差等に対応する価格差であるとの前提に立っ
て品質差等に起因する価格差を解く手するもの)を用いてきているが、コンピューターのように技術
革新のテンポの早い一部品目については、こうした手法だけでは品質等の相違に起因する部分 (コス
ト)が特定できないといった問題が生じるため、平成 2年基準指数においてはこれら商品の品質評価
にあたりヘドニック・アプローチ法を新たに導入し、指数精度の一層の向上を図ることとした。(以
上、日本銀行調査統計局『物価指数年報』より)

図 2.11は 18.鉄鋼、19.非鉄金属、20.金属製品、21.一般機械、22.電気機械、23.自動車、25.精密機械
の産出に関して計算された単価指数と『物価指数年報』の卸売物価指数を比べたものである。単価指数が

パーシェ式、卸売物価指数がラスパイレス式という差はあるものの、電気機械、自動車、精密機械に見ら

れる時系列の差は見逃すことができない。われわれは、これらの部門に関して卸売物価指数の系列を用い

ることにした。

また、輸入価格についても延長表ベースの価格指数を用いた場合、1990年でジャンプする商品があると
いう点、品質の調整という点を鑑みて以下の商品について『物価指数年報』を用いることにした。ただし、

『物価指数年報』で長期の接続が難しいものについては、接続表および上で作成した単価指数を用いて接続

を行なった。

1.農林水産業、2.石炭鉱業、3.その他の鉱業、5.食料品、6.繊維 7.衣服・身回品、8.製材・木
製品、9.家具・備品、10.紙・パルプ、11.出版・印刷、12.化学、13.石油精製製品、15.ゴム
製品、16.皮革製品、17.窯業・土石、18.鉄鋼、19.非鉄金属、20.金属製品、21.一般機、22.
電気機械、23.自動車、24.その他の輸送機械、25.精密機械

2.8.2 商品別国内供給価格

商品 iの産出価格を pci、輸入価格を pmi、産出額を xi、輸出額を ei、輸入額をmi、輸入税を tmi、輸

入税率をτmiとして、国内総供給価格 psiをトランスログ型に特定すれば、psiの t年次から t + 1年次の成
長率は次のように計算できる。

ln psi(t) =
1
2

[vci(t) + vci(t + 1)] [ln pci(t + 1)− ln pci(t)]

+
1
2

[vmi(t) + vmi(t + 1)] [ln(1 + τmi(t + 1))pmi(t + 1)− ln(1 + τmi(t))pmi(t)]

ここで、

vci =
xi − ei

xi − ei + mi + tmi

vmi = 1− vci
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である。

2.8.3 産業別産出価格

産業 jが生産する商品 iの産出額を qij、産業 jの総産出額を qjとするとき、産業 jの産出価格 poj
をトラ

ンスログ型に特定すれば、pojの t年次から t + 1年次の成長率は次のように計算できる。

ln poj (t) =
1
2

∑

i

[vij(t) + vij(t + 1)] [ln pci(t + 1)− ln pci(t)]

ここで、

vij =
qij

qj

である。



2.8. 価格指数の作成 91

図 2.11: 単価指数と卸売物価指数
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図 2.11: 単価指数と卸売物価指数 (続)
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2.9 中間投入表の推計

これまでの作業で「屑・副産物発生及び投入表」、「商品の供給と需要表」、「商品別の国内総生産と要素

所得表」が確定したことになる。残されたのは、非競争輸入財を含む商品別の中間投入のみである。この

様子は図 2.12に表されている。

X F

NX

w

x′

RX

SX

RF

NF

SF

e m x

Re Rm

Nm

Se Sm

図 2.12: 中間投入表の推計

図中の実線で示されている部分がすでに確定している部分である。行列 R = (RX , RF , Re, Rm)と S =
(SX , SF , Se, Sm)は屑・副産物の投入と発生表であり、wは (2.16)式で「産業別の国内総生産と要素所得
表」から算出された総付加価値ベクトルである。また、行列 Fは、「商品の供給と需要表」における最終需

要表であり、xは商品の国内総生産ベクトルである。

点線で囲まれた部分が残された未確定要素で、Xは商品の中間投入行列であり、NXは非競争輸入財の投

入行列である。非競争輸入に関しては商品別の総供給と最終需要への配分は、「商品の供給と需要表」で確

定している。前節で示したように体系のバランスはとれているから、
(

x

Nm

)
−

(
Fı

NF ı

)

を各行の制約として、

x′ −R′ı− S′ı− w
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を各列の制約としたMatrix Balancing問題としてXとNを解くことができる。

屑・副産物の発生と投入を除去した中間財投入は、産業連関表基本表でのみ観測可能である。基本表は

TB年次でのみ利用可能であるから、TB年次についての想定が必要である。われわれは、TB年次で観測さ

れる実質の投入係数および中間財の部門間配分係数が基準年次間で線形に近似できるという仮定のもとに

TB年次の投入係数と配分係数を近似し、これらをMatrix Balancing問題のターゲット行列として用いる。
TB年次の産業連関表基本表に関して

Y =

(
X

N

)

として、中間財の投入価格ベクトルを

p =

(
ps

pn

)

とすれば、実質投入係数は、

aij =
yij/psi

xj/pcj

で与えられ、中間財の部門間配分係数は、

bij =
yij∑
k yik

で与えられる。τ0 ∈ TBに対するτ0 +1番目の要素をτ1とすると、中間年次τ0 < τ < τ1の投入係数を aij(τ)、
配分係数を bij(τ)とると、

aij(τ) = aij(τ0) +
τ − τ0

τ1 − τ0
(aij(τ1)− aij(τ0)),

bij(τ) = bij(τ0) +
τ − τ0

τ1 − τ0
(bij(τ1)− bij(τ0))

で中間年次の中間財実質投入係数と中間財配分係数を近似する。τ < min TB、τ > maxTBなる年次に関

しては、それぞれ年次min TBとmaxTBの投入係数と配分係数を用いる。

以上のように近似された投入係数行列および配分係数行列をターゲット行列として KEO-RAS法によっ
て非競争輸入財を含む中間財の投入行列を推計した。推計の結果、1961年、1969年、1973年、1974年、
1975年、1979年、1991年の 7年で負の投入が生じてしまった。よって、これらの年次については、中間
財の投入シェア行列をターゲット行列とした RAS法によって推計を行なった。
以上、KDB産業連関表の X表の推計が完成したことになる。
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2.10 補論

2.10.1 商品技術仮定

W.W.Leontiefの創始になる投入–産出分析は、商品の生産技術が固定投入係数によって安定的に把握で
きることが前提である。したがって、商品×商品の固定投入係数行列 Aが重要な役割を果たしている。国

民経済計算では、二重分類形式の産業連関表–U表、V表–を取り入れると同時に、従来の投入–産出分析と
の結合をはかるために生産技術仮定—商品技術仮定、産業技術仮定、混合技術仮定—を体系内に取り入れ
た。ここで、商品技術仮定とは「同一商品の生産は産業を異にしても同じ投入構造を持つ」と仮定するこ

とで、産業技術仮定とは「各産業は生産物の割合の如何にかかわらず同一の投入構造を持つ」と仮定する

ことである。混合技術仮定は文字通りこれらの混合である。これらは、U表および V表から投入係数行列
Aを理論的に導出するためのオールターナティブな理論仮説である。

わが国では前述のように 5年ごとに綿密な調査と莫大な時間・費用をかけて省庁共同の産業連関表が作
成・公表されている。わが国の産業連関表は、厳密にはアクティビティ・ベースであるが、概念的には商

品技術仮定に対応しているといってよい。前述したように、われわれは国民経済計算の V表と省庁共同の
X表から U表を作成することを目的にしているから、そののコンバートに商品技術仮定を用いるのが適当
であると考えている。

従来の産業連関モデルの需給関係式は、1産業 1アクティビティ、非結合生産、固定投入係数の仮定を
前提にして、

x = Ax + Fı

と表される。

一方、二重分類形式の SNA型産業連関表における基本的な需給関係式は次のように示される。

x = Uı + Fı = V ′ı

q = U ′ı + W ′
U ı = V ı

産業別の商品投入係数行列 B、プロダクト・ミックス行列 Cは、

B = Uq̂−1 (2.18)

C = V ′q̂−1 (2.19)

福井 [48]にしたがって商品技術仮定の意味を考えてみよう14。n産業、n商品からなる経済を考えよう。

各産業は商品の結合生産しており、産業別・商品別に投入構造が異なるものとしよう。ある産業 kが j商品

を生産するために必要な i商品の量を ak
ijとすると k産業の投入係数行列は、

Ak =
[
ak

ij

]

となる。k産業の商品産出量ベクトル（V表の行ベクトル）を vkとし、商品投入量ベクトル（U表の列ベ
クトル）を ukとすると、V ′ = (v1, v2, . . . , vn),U = (u1, u2, . . . , un)と表すことができる。U表およびV表
が既知であるとき、いかにして商品の投入係数行列 Aを求めるかを考えよう。k産業の商品投入量は、

uk = Akvk′

と書ける。さらに、1国全体では、

u = Âv′ (2.20)

14他の生産技術については福井 [48]，柳沼 [49]を参照。
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となる。ここで、uは n2 × 1，vは 1× n2のベクトルで、

u =




u1

...
un


 , v =




v1

...
vn




であり、Âは，行列 Akを対角要素にもつ対角行列である。これは，n2(= n × n) 本の連立方程式から
n3(= n2 × n)の投入係数を求める問題と解釈できる。そこで、投入係数に関して何らかの仮定を設け方程
式の数と投入係数の数を一致させる必要がある。福井 [48]によれば、この仮定が生産技術仮定に他らない。
さて、商品技術仮定とは「同一商品の生産は産業を異にしても同じ投入構造を持つ」と仮定することで

ある。即ち、全ての kに関して A = Akを仮定することになる。このとき、1国全体に関する未知数の数は
n2に減少し方程式の数と一致する。したがって、(2.20) 式は,U = AV ′と書くことができる。(2.18) 式と
(2.19)式から

A = BC−1

これを商品技術仮定の基本関係式と呼ぶ。よって Aと Cが与えられている場合には、Bは

B = AC

で求めることができる。

2.10.2 Matrix Balancing

次のような表を考えよう。

X0 a α

b′

β′

たとえば、n ×m行列 X0 = [x0
ij ]は省庁共同で作成・公表される産業連関表である。このとき、n × 1

ベクトル aおよびm× 1ベクトル bは、それぞれ産業連関表の列および行のコントロール・トータルスで

ある。すなわち、

a = X0ı

b = X0′ ı

である。さらに、全体のバランスより、

a′ı = b′ı

が成立している。

ここで一般にMatrix Balancingの問題とは次のようなものである。
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m× nの行列Xとm次のベクトルα、n次のベクトルβが与えられたとき、X0の近似として

n∑

j=1

xij = αi, i = 1, ...,m

m∑

i=1

xij = βj , j = 1, ..., n

を満たすXを求めよ。

たとえば、α、βは国民経済計算で与えられるコントロール・トータルである。このようなMatrix Balancing
の問題を解くアルゴリズムとしてスケーリング手法の RAS法と最適化による KEO-RAS法について説明
する15。

2.10.3 RAS法

RAS法は、行と列の両面から制約αとβを満たすまで行列X0をスケーリングしていくアルゴリズムであ

る。RAS法のアルゴリズムは次のよう定義される。

Step 0 k = 0とする。

Step 1(行のスケーリング) i = 1, ..., mに関して

ρk
i =

αi∑
j xk

ij

を計算して

xk
ij ← ρk

i xk
ij , i = 1, ..., m, j = 1, ..., n

でXkを更新する。

Step2(列のスケーリング) j = 1, ..., nに関して

σk
j =

βj∑
i xk

ij

を計算して

xk+1
ij = xk

ijσ
k
j , i = 1, ...,m, j = 1, ..., n

でXk+1を定義する。

Step 3 スケール・ファクターρおよびσの変化率が許容水準を満たしたら終了。さもなくば、k ← k + 1と
して Step 1に戻る。

2.10.4 KEO-RAS法

産業連関表から得られる n×m投入比率行列Hと n×m配分比率行列 Rを次のように定義する。

H = X0â−1 (2.21)

R = X0b̂−1 (2.22)

15Matrix Balancing一般については Schneider and Zenios[27]参照。
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図における n× 1ベクトルαおよびm× 1ベクトルβは国民経済計算ベースのコントロール・トータルス

を示すものとしよう。ここでも、

α′ı = β′ı (2.23)

が成立していなければならない。推計された表で計算される投入比率 xij/βjと産業連関表で計算される投

入比率 hijの加重残差自乗和および推計された表で計算される配分比率 xij/αiと行管産業連関表で計算さ

れる配分比率 rijの加重残差自乗和を同時に最小化するように xijを決定することを考えよう。それは、次

のような等号制約付き最小化問題で表現できる。

min
1
2

n∑

k=1

m∑

l=1

[
xkl

βl
− hkl

]2

w̄ij +
1
2

n∑

k=1

m∑

l=1

[
xkl

αk
− rkl

]2

w̃ij (2.24)

s.t. αi =
m∑

l=1

xil (i = 1, ..., n)

βj =
n∑

k=1

xkj (j = 1, ...,m)

ここで、w̄ijとw̃ijは，XG，αg，βGから得られる適当なウェイトである。KEO-RAS法とは、ウェイトを

w̄ij =
1

h2
ij

w̃ij =
1
r2
ij

と定式化することによって、この最小化問題を解く方法である。即ち、n× 1ベクトルλ，m× 1ベクトル
ζを Lagrange乗数ベクトルとすると、Lagrange関数ψは、

ψ =
1
2

n∑

k=1

m∑

l=1

[
xkl

hklβl
− 1

]2

+
1
2

n∑

k=1

m∑

l=1

[
xkl

rklαk
− 1

]2

(2.25)

+
n∑

k=1

λk

[
αk −

m∑

l=1

xkl

]
+

m−1∑

l=1

ζl

[
βl −

n∑

k=1

xkl

]

となる。

最小化の必要条件より、

∂ψ

∂xij
=

1
hijβj

[
xij

hijβj
− 1

]
+

1
rijαi

[
xij

rijαj
− 1

]
(2.26)

+ζj + λi = 0 (i = 1, ..., n, j = 1, ..., m)

∂ψ

∂λi
= αi −

m∑

l=1

xil = 0 (i = 1, ..., n) (2.27)

∂ψ

∂ζi
= βj −

n∑

k=1

xkj = 0 (j = 1, ..., m) (2.28)

(2.26)式を xijについて解いて、

xij = tijsij − λisij − ζjsij (i = 1, ..., n, j = 1, ..., m) (2.29)
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ここで、

sij =
r2
ijα

2
i + h2

ijβ
2
j

r2
ijα

2
i h

2
ijβ

2
j

(i = 1, ..., n, j = 1, ...,m)

tij =
1

rijαi
+

1
hijβj

(i = 1, ..., n, j = 1, ..., m)

である。(2.29)式を (2.27)と (2.28)式に代入して、
m∑

l=1

siltil − λi

m∑

l=1

sil −
m∑

l=1

ζlsil = αi (i = 1, ..., n) (2.30)

n∑

k=1

skjtkj −
n∑

k=1

λkskj − ζj

n∑

k=1

skj = βj (j = 1, ...,m) (2.31)

を得る。これは，λとζに関する (n + m)本の連立方程式体系である。しかし、(2.23)式より、このうち１
本は一次従属であるから、一般性を失うことなくζm = 0とすることができる。行列表示して、




m∑
l=1

s1l s11 s12 . . . s1m

m∑
l=1

s2l s21 s22 . . . s2m

. . .
..
.

..

.
. . .

..

.
m∑

l=1

snl sn1 sn2 . . . snm

s11 s21 . . . sn1

n∑
k=1

sk1

s12 s22 . . . sn2

n∑
k=1

sk2

.

..
.
..

. . .
.
..

. . .

s1n s2n . . . smn

n∑
k=1

skm







λ1

.

..

..

.
λn

ζ1
..
.
..
.

ζm




(2.32)

=




m∑
l=1

s1lt1l − α1

...

.

..
m∑

l=1

snltnl − αn

n∑
k=1

sk1tk1 − β1

...

.

..
n∑

k=1

skmtkm − βm




となる。先に述べたように体系の一次従属性より実際に解かれるのは最初の (n + m− 1)本である。この
体系を (n + m− 1)本について解いた後にζm = 0として、(2.29)式に代入することによってXを求めるこ

とができる。

このように KEO-RAS法は、通常の RAS法と異なり推計上収束計算に頼ることがないので解の一意性
が保証されている。また、ウェイトw̄ij，w̃ijを

ŵij = 0 (i = 1, ..., n, j = 1, ..., m)

w̃ij =
βj

hij
(i = 1, ..., n, j = 1, ...,m)
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とすることにより、解が RAS法の近似解になることが示される。詳細は、Kuroda[18]を参照されたい。

2.10.5 コンバーター

表 2.16、表 2.17、表 2.18、表 2.19、表 2.20、表 2.21は、産業連関表基本表と表 2.7のコンバーターであ
る。各表の「コード」という列は産業連関表の基本分類コードを示し、「部門名」が対応する部門名を示し

ている。また、「KDB」という列は表 2.7の部門番号に対応している。



2.10. 補論 101

表 2.16: 1965年基本表コンバーター

コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB

行コンバーター
000000 国内生産額 80 243000 衣服・身廻品 7 341830 鋳鉄管 18
011111 米 1 244010 民生用繊維既製品 7 341840 機械用鋳鍛造品 (鉄) 18
011112 稲わら 1 244090 その他の繊維既製品 7 342111 電気銅 19
011121 大麦 (国産) 1 251010 製材 8 342121 鉛 19
011122 大麦 (輸入) 1 251020 合板 8 342122 再生鉛 19
011123 ビール麦 1 251030 木材チップ 8 342131 亜鉛 19
011124 小麦 (国産) 1 252000 その他の木製品 8 342132 再生亜鉛 19
011125 小麦 (輸入) 1 260010 木製家具 9 342141 アルミニウム 19
011129 その他の麦 1 260020 金属製家具 9 342142 再生アルミニウム 19
011211 かんしょ 1 260090 家具修理 44 342150 非鉄金属屑 52
011212 ばれいしょ 1 271110 溶解パルプ 10 342190 その他の非鉄金属地金 19
011221 とうもろこし・こうりゃん

(輸入)
1 271120 製紙パルプ 10 342200 伸銅品 19

011222 大豆 (国産) 1 271210 洋紙 10 342300 アルミ圧延 19
011223 大豆 (輸入) 1 271220 板紙 10 342910 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19
011229 その他の雑穀 1 271230 和紙 10 342990 その他の非鉄金属一次製品 19
011230 その他の豆類 1 271240 繊維板 10 350110 鉄鋼物 20
011290 野菜 1 272010 加工紙 10 350120 建設用金属製品 20
011301 かんきつ 1 272020 紙製容器 10 350210 家庭用金属製品 20
011302 りんご 1 272030 紙製品 10 350220 道具類 20
011309 その他の果実 1 280010 新聞 11 350230 銃砲類 26
011411 なたね (種実) 1 280090 その他の印刷・出版 11 350240 その他の金属製品 20
011419 その他の油糧作物 1 291000 製革・毛皮 16 350290 金物修理 20
011420 砂糖原料作物 1 293000 革製品 (革製履物身廻品を

除く)
16 360110 原動機・ボイラー 21

011430 嗜好料作物 1 300011 タイヤ・チューブ 15 360190 原動機・ボイラー修理 44
011440 製紙原料作物 1 300019 その他のゴム製品 15 360210 工作機械 21
011450 薬用作物 1 300020 ゴム製履物 15 360220 金属加工機械 21
011491 飼料用作物 57 311110 アンモニア 12 360290 工作金属加工機械修理 44
011499 食用耕種作物 (除別掲) 1 311120 硫酸 12 360310 農業機械 21
011510 敷物原料作物 1 311130 カーバイト 12 360320 鉱山・土木建設機械 21
011521 綿花 57 311141 ソーダ灰 12 360330 化学機械 21
011529 織物原料作物 1 311142 苛性ソーダ 12 360340 繊維機械 21
011610 酪農 1 311143 液体塩素 12 360350 特殊産業機械 21
011621 鶏卵 1 311144 塩酸 12 360360 産業車輌 21
011629 その他の養鶏生産物 1 311145 高度さらし粉 12 360370 その他の機械 21
011690 その他の家畜・家禽 1 311146 普通さらし粉 12 360390 産業機械修理 44
011701 繊維用畜産 (羊毛を除く) 1 311149 その他のソーダ工業薬品 12 360410 一般産業機械および装置 21
011702 羊毛 1 311211 純ベンゾール 12 360490 一般産業機械および装置修

理
44

011801 蚕繭 1 311212 ９０％ベンゾール 12 360510 事務用機械 21
011802 養蚕副産物 1 311213 純トリオール 12 360590 事務用機械修理 44
012000 農業サービス 1 311214 クレオソート油 12 360610 ミシン 21
021110 育林 1 311215 ビッチ 12 360620 冷蔵庫・洗濯機 21
021120 特殊林産物 1 311216 分溜石炭酸 12 360690 民生用機械修理 44
021201 木炭 1 311217 精製ナフタリン 12 360700 機械汎用部品 21
021202 薪 1 311219 その他のタール製品 12 370110 発電機器 22
022001 素材 (国産) 1 311221 合成石炭酸 12 370120 送配電機器 22
022002 素材 (輸入) 1 311222 アリニン 12 370130 電動機 22
030000 狩猟業 1 311223 無水フタル酸 12 370140 その他の産業用重電機器 22
041010 沿岸漁業 1 311229 その他の環式中間物 12 370190 重電機器修理 44
041020 遠洋・沖合漁業 1 311231 精製メタノール 12 370210 電球類 22
041030 浅海養殖業 1 311232 ホルマリン 12 370220 民生用電気機器 22
042000 捕鯨業 1 311239 その他のメタノール系誘導

品
12 370290 民生用電気機器修理 44

043010 内水面漁業 1 311241 合成さく酸 12 370310 その他の軽電機器 22
043020 内水面養殖業 1 311249 その他のアセチレン系誘導

品
12 370320 電子管および電子応用装置 22

110101 原料炭 (国産) 2 311250 可塑剤 12 370330 電気通信機械及び関連機器 22
110102 原料炭 (輸入) 2 311261 アセトン (発酵) 12 370340 電気計測器 22
110103 一般炭 2 311262 ブタノール (発酵) 12 370351 電線 20
110104 無煙炭 (国産) 2 311271 精製グリセリン 12 370352 ケーブル 20
110105 無煙炭 (輸入) 2 311279 その他の油脂加工製品 12 370390 その他の電気機械修理 44
110200 亜炭 2 311281 ベンゾール (石油系) 12 381010 鋼船 24
121001 鉄鉱石 (国産) 3 311282 純トリオール (石油系) 12 381020 木船 24
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表 2.16: 1965年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
121002 鉄鉱石 (輸入) 56 311283 無水フタル酸 (石油系) 12 381090 船舶修理 24
121003 砂鉄 3 311284 合成アセトン (石油系) 12 382010 鉄道車輌 24
122010 銅鉱 3 311285 合成ブタノール (石油系) 12 382020 産業用車輌 24
122020 鉛鉱 3 311286 合成ゴム 12 382090 鉄道車輌修理 24
122030 亜鉛鉱 3 311289 その他の石油化学製品 12 383000 自動車 23
122090 その他の非鉄金属鉱物 3 311301 直接染料 12 384000 自動車修理 23
130101 原油 (国産) 3 311302 酸性染料 12 385010 三輪車 23
130102 原油 (輸入) 54 311309 その他の合成染料 12 385020 自動二輪車 23
130200 天然ガス 3 311411 産業用爆薬 12 385030 自転車・リヤカー 24
140010 石灰石 3 311419 その他の火薬類 12 385090 二・三輪車・自転車修理 44
140020 砂利・石材 3 311420 弾薬類 26 386000 航空機 24
140030 窯業原料鉱物 3 311510 人絹糸 12 389010 その他の輸送機械 24
191001 原塩 (国産) 3 311520 スフ 12 389090 その他の輸送機械修理 44
191002 原塩 (輸入) 57 311611 酢酸繊維素 12 391010 理化学機器 25
199010 硫黄 3 311612 酢酸ビニル 12 391020 度量衡器・計量器 25
199020 硫化鉱 3 311613 ポリビニルアルコール 12 391030 医療用機械 25
199090 その他の非金属鉱物 3 311619 その他の繊維原料用合成樹

脂
12 391040 衛生材料 25

201101 枝肉 5 311620 ビニロン繊維 12 391090 精密機械修理 44
201102 原皮 5 311630 ナイロン繊維 12 392010 カメラ 25
201103 と殺副産物 5 311640 アクリルニトリル繊維 12 392020 その他の光学機械 25
201104 鶏肉 5 311650 エステル繊維 12 392030 写真感光材料 25
201105 肉鶏処理副産物 5 311690 その他の合成繊維 12 392090 光学器具修理 44
201210 畜産びん・かん詰 5 311710 熱硬化性樹脂 12 393010 時計 25
201220 肉加工品 5 311720 塩化ビニル樹脂 12 393090 時計修理 44
201230 ラード (精製) 5 311730 石油系合成樹脂 12 399010 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26

202001 飲用牛乳 5 311790 その他の合成樹脂 12 399020 楽器 26
202002 乳製品 5 311811 硫安 12 399030 合成樹脂製品 26
203010 農産びん・かん詰 5 311812 尿素 12 399040 筆記具 26
203090 その他の野菜・果物加工 5 311813 塩安 12 399050 身辺細貨品 26
204010 水産びん・かん詰 5 311814 硝安 12 399060 その他の製造品 26
204020 ねり製品 5 311815 高度化成肥料 12 399090 楽器修理 26
204030 水産食品 5 311821 過りん酸石灰 12 400110 住宅新建築 (木造) 4
205011 精米 (国産原料) 5 311822 よう成りん肥 12 400120 住宅新建築 (非木造) 4
205012 精米 (輸入) 5 311829 その他のりん酸質肥料 12 400210 非住宅新建築 (木造) 4
205019 その他の精穀 5 311830 石灰窒素 12 400220 非住宅新建築 (非木造) 4
205021 小麦粉 5 311890 その他の化学肥料 12 400300 建設補修 4
205029 その他の製粉 5 311911 二硫化炭素 12 400410 公共事業 4
206001 パン類 5 311912 亜鉛華 12 400420 公共事業 (農業土木・林道・

治山・災害)
4

206002 菓子類 5 311913 酸化チタン 12 400900 その他の建設 4
207001 精製糖 (国産原料) 5 311914 カーボンブラック 12 511010 事業用電力 34
207002 精製糖 (輸入原料) 5 311919 その他の無機薬品 12 511020 自家発電 34
207003 輸入粗糖・副産物 5 311920 高圧ガス 12 512000 都市ガス 35
209111 食用なたね油 5 311931 硝化綿 12 520010 上水道 36
209112 食用大豆油 5 311932 セルロイド生地 12 520020 下水道 44
209119 その他の食用油・加工品 5 311940 セロファン 12 520030 清掃業 44
209120 調味料 5 311990 その他の基礎薬品 12 611000 卸売 37
209130 めん類 5 312010 植物原油 5 612000 小売 37
209141 かんしょ・ばれいしょでん

粉
5 312020 動物原油 5 620000 金融 38

209142 その他のでん粉・かす 5 312030 魚油・魚粕 5 630010 生命保険 38
209150 水あめ・粉あめ・ぶどう糖 5 313000 塗料 12 630020 損害保険 38
209160 食用塩 5 319100 医薬品 12 640110 不動産仲介業 39
209170 製氷 5 319211 石けん 12 640120 不動産賃貸料 39
209180 茶・コーヒー 5 319212 界面活性剤 12 640200 住宅賃貸料 39
209190 その他の食料品 5 319220 化粧品・歯磨 12 711001 国有鉄道 (旅客) 27
209200 配合飼料 5 319230 印刷インキ 12 711002 国有鉄道 (貨物) 27
211010 清酒 5 319240 農薬 12 712101 地方鉄道・軌道 (旅客) 27
211020 合成酒 5 319250 マッチ 12 712102 地方鉄道・軌道 (貨物) 27
211030 ビール 5 319290 その他の最終化学製品 12 712200 道路旅客輸送 28
211040 エチルアルコール 5 321001 揮発油 13 714100 道路貨物輸送 28
211050 添加用アルコール 5 321002 ジェット燃料油 13 714200 道路輸送施設提供 28
211090 その他の酒類 5 321003 灯油 13 715000 外洋輸送 29
214000 清涼飲料 5 321004 軽油 13 716011 沿海・内水面輸送 (旅客) 29
220000 煙草 5 321005 Ａ重油 13 716012 沿海・内水面輸送 (貨物) 29
230101 生糸 (以外の製糸を含む) 6 321006 Ｂ重油 13 716020 沿海・内水面輸送施設提供 29
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表 2.16: 1965年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
230102 絹紡 6 321007 Ｃ重油 13 717000 航空輸送 30
230200 綿紡 6 321009 その他の石油製品 13 719000 その他の輸送 31
230300 毛紡 6 329111 コークス 14 720000 倉庫 31
230400 麻紡 6 329119 その他の石炭乾溜製品 14 730010 電信電話 32
230500 スフ紡 6 329120 練炭・豆炭 14 730020 郵便 32
230601 ビニロン紡績糸 6 329200 防腐加工品 14 810000 公務 45
230602 ナイロン紡績糸 6 331011 耐火れんが 17 821000 教育 41
230603 アクリルニトリル紡績糸 6 331019 その他の耐火物 17 822000 医療 43
230604 エステル紡績糸 6 331090 その他の建設用土石製品 17 829000 その他の公共サービス 44
230609 その他の合成繊維糸 6 332010 板ガラス 17 830010 広告 44
231110 絹織物 6 332020 ガラス製品 17 830090 その他の対事業所サービス 44
231120 人絹織物 6 333000 陶磁器 17 840010 放送 44
231210 綿織物 6 334000 セメント 17 840020 映画制作・配給業 44
231220 細幅織物 6 339010 炭素製品 17 840090 その他の娯楽 44
231230 スフ織物 6 339020 研磨材 17 850100 飲食店 44
231300 合成繊維織物 6 339030 石綿製品 17 850900 その他の対個人サービス 44
231401 毛織物 6 339040 セメント製品 17 860000 事務用品 44
231402 織フェルト 6 339090 その他の土石製品 17 870000 梱包 44
231500 麻織物 6 341100 銑鉄 18 900000 分類不明 44
231600 染色整理 6 341200 鉄屑 51 911001 旅費 74
232000 メリヤス製品 6 341300 フェロアロイ 18 911002 交際費 74
233000 ロープ・漁網 6 341400 粗鋼 18 911003 福利厚生費 74
239010 わら加工品 6 341501 普通鋼熱間圧延鋼材 18 911009 その他の家計外消費支出 74
239020 い製品 6 341502 特殊鋼熱間圧延鋼材 18 941100 雇用者所得 75
239030 製綿・じゅうたん 6 341601 普通鋼鋼管 18 941200 営業余剰 76
239090 その他の繊維雑品 6 341602 特殊鋼鋼管 18 942000 資本減耗引当 77
241010 木製履物 8 341701 冷間仕上鋼材 18 943000 間接税 (関税を除く) 78
241020 革製履物 16 341702 めっき鋼材 18 944000 (控除)経常補 79
241030 その他の履物 7 341810 鍛鋼 18
241090 履物修理 44 341820 鋳鋼 18

列コンバーター
000000 国内生産額 55 271210 洋紙 10 360610 ミシン 21
011110 米 1 271220 板紙 10 360620 冷蔵庫・洗濯機 21
011120 麦類 1 271230 和紙 10 360690 民生用機械修理 43
011210 いも類 1 271240 繊維板 10 360700 機械汎用部品 21
011220 雑穀 1 272010 加工紙 10 370110 発電機器 22
011230 豆類 1 272020 紙製容器 10 370120 送配電機器 22
011290 野菜 1 272030 紙製品 10 370130 電動機 22
011300 果実 1 280010 新聞 11 370140 その他の産業用重電機器 22
011410 油糧作物 1 280090 その他の印刷・出版 11 370190 重電機器修理 43
011420 砂糖原料作物 1 291000 製革・毛皮 16 370210 電球類 22
011430 飲料用作物 1 293000 革製品 (革製履物身廻品を

除く)
16 370220 民生用電気機器 22

011440 製紙原料作物 1 300010 ゴム製品 15 370290 民生用電気機器修理 43
011450 薬用作物 1 300020 ゴム製履物 15 370310 その他の軽電機器 22
011490 その他の食用耕種作物 1 311110 アンモニア 12 370320 電子管および電子応用装置 22
011510 敷物原料作物 1 311120 硫酸 12 370330 電気通信機械及び関連機器 22
011520 織物原料作物 1 311130 カーバイド 12 370340 電気計測器 22
011610 酪農 1 311140 ソーダ工業薬品 12 370350 電線・ケーブル 20
011620 養鶏 1 311210 タール製品 (非石油系) 12 370390 その他の電気機械修理 43
011690 その他の畜産 1 311220 環式中間物 (非石油系) 12 381010 鋼船 24
011700 繊維用畜産 1 311230 メタノール系誘導品 12 381020 木船 24
011800 養蚕 1 311240 アセチレン系誘導品 12 381090 船舶修理 24
012000 農業サービス 1 311250 可塑剤 12 382010 鉄道車輌 24
021110 育林 1 311260 発酵化学製品 (石油系を除

く)
12 382020 産業用車輌 24

021120 特殊林産物 1 311270 油脂加工製品 12 382090 鉄道車輌修理 24
021200 薪炭製造 1 311280 石油化学製品 (石油系合成

樹脂を除く)
12 383000 自動車 23

022000 素材 1 311300 合成染料 12 384000 自動車修理 23
030000 狩猟業 1 311410 火薬類 12 385010 三輪車 23
041010 沿岸漁業 1 311420 弾薬類 26 385020 自動二輪車 23
041020 遠洋沖合漁業 1 311510 人絹糸 12 385030 自転車・リヤカー 24
041030 浅海養殖業 1 311520 スフ 12 385090 二・三輪車・自転車修理 43
042000 捕鯨業 1 311610 繊維原料用合成樹脂 12 386000 航空機 24
043010 内水面漁業 1 311620 ビニロン繊維 12 389010 その他の輸送機械 24
043020 内水面養殖業 1 311630 ナイロン繊維 12 389090 その他の輸送機械修理 43
110100 原料炭 2 311640 アクリルニトリル繊維 12 391010 理化学機器 25
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表 2.16: 1965年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
110200 亜炭 2 311650 エステル繊維 12 391020 度量衡器・計量器 25
121000 鉄鉱石 3 311690 その他の合成繊維 12 391030 医療用機械 25
122010 銅鉱 3 311710 熱硬化性樹脂 12 391040 衛生材料 25
122020 鉛鉱 3 311720 塩化ビニル 12 391090 精密機械修理 43
122030 亜鉛鉱 3 311730 石油系合成樹脂 12 392010 カメラ 25
122090 その他の非鉄金属鉱物 3 311790 その他の合成樹脂 12 392020 その他の光学機械 25
130100 原油 3 311810 アンモニア系肥料 12 392030 写真感光材料 25
130200 天然ガス 3 311820 りん酸質肥料 12 392090 光学器具修理 43
140010 石灰石 3 311830 石灰窒素 12 393010 時計 25
140020 砂利・石材 3 311890 その他の化学肥料 12 393090 時計修理 43
140030 窯業原料鉱物 3 311910 無機薬品 12 399010 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26

191000 原塩 3 311920 高圧ガス 12 399020 楽器 26
199010 硫黄 3 311930 硝化綿・セルロイド生地 12 399030 合成樹脂製品 26
199020 硫化鉱 3 311940 セロファン 12 399040 筆記具 26
199090 その他の非金属鉱物 3 311990 その他の基礎薬品 12 399050 身辺細貨品 26
201100 と殺 (含肉鶏処理) 5 312010 植物原油 5 399060 その他の製造品 26
201210 畜産びん・缶詰 5 312020 動物原油 5 399090 楽器修理 26
201220 肉加工品 5 312030 魚油・魚粕 5 400110 住宅新建築 (木造) 4
201230 ラード (精製) 5 313000 塗料 12 400120 住宅新建築 (非木造) 4
202000 牛乳・乳製品 5 319100 医薬品 12 400210 非住宅新建築 (木造) 4
203010 農産びん・かん詰 5 319210 石けん・界面活性剤 12 400220 非住宅新建築 (非木造) 4
203090 その他の野菜果実加工 5 319220 化粧品・歯磨 12 400300 建設補修 4
204010 水産びん・かん詰 5 319230 印刷インキ 12 400410 公共事業 4
204020 ねり製品 5 319240 農薬 12 400420 公共事業 (農業土木・林業・

治山・災害)
4

204030 水産食品 5 319250 マッチ 12 400900 その他の建設 4
205010 精穀 5 319290 その他の最終化学製品 12 511010 事業用電力 34
205020 製粉 5 321000 石油製品 13 511020 自家発電 34
206000 パン・菓子類 5 329110 石炭乾溜製品 14 512000 都市ガス 35
207000 砂糖 5 329120 練炭・豆炭 14 520010 上水道 36
209110 食用油・加工品 5 329200 防腐加工品 14 520020 下水道 43
209120 調味料 5 331010 耐火れんが 17 520030 清掃業 43
209130 めん類 5 331090 その他の建設用土石製品 17 611000 卸売 37
209140 でん粉 5 332010 板ガラス 17 612000 小売 37
209150 水飴・ぶどう糖 5 332020 ガラス製品 17 620000 金融 38
209160 食用塩 5 333000 陶磁器 17 630010 生命保険 38
209170 製氷 5 334000 セメント 17 630020 損害保険 38
209180 茶・コーヒー 5 339010 炭素製品 17 640110 不動産仲介業 39
209190 その他の食料品 5 339020 研磨材 17 640120 不動産賃貸料 39
209200 配合飼料 5 339030 石綿製品 17 640200 住宅賃貸料 39
211010 清酒 5 339040 セメント製品 17 711000 国有鉄道 27
211020 合成酒 5 339090 その他の土石製品 17 712100 地方鉄道・軌道 27
211030 ビール 5 341100 銑鉄 18 712200 道路旅客輸送 28
211040 エチルアルコール 5 341300 フェロアロイ 18 714100 道路貨物輸送 28
211050 添加用アルコール 5 341400 粗鋼 18 714200 道路輸送施設提供 28
211090 その他の酒類 5 341500 熱間圧延鋼材 18 715000 外洋輸送 29
214000 清涼飲料 5 341600 鋼管 18 716010 沿海・内水面輸送 29
220000 煙草 5 341700 冷間仕上及びめっき鋼材 18 716020 沿海・内水面輸送施設提供 29
230100 製糸 6 341810 鍛鋼 18 717000 航空 30
230200 綿紡 6 341820 鋳鋼 18 719000 その他の輸送 31
230300 毛紡 6 341830 鋳鉄管 18 720000 倉庫 31
230400 麻紡 6 341840 機械用鋳鍛造品 (鉄) 18 730010 電信電話 32
230500 スフ紡 6 342110 銅 19 730020 郵便 32
230600 合成繊維紡 6 342120 鉛 19 810000 公務 44
231110 絹織物 6 342130 亜鉛 19 821000 教育 40
231120 人絹織物 6 342140 アルミニウム 19 822000 医療 42
231210 綿織物 6 342190 その他の非鉄金属地金 19 829000 その他の公共サービス 43
231220 細幅織物 6 342200 伸銅品 19 830010 広告 43
231230 スフ織物 6 342300 アルミ圧延 19 830090 その他の対事業所サービス 43
231300 合成繊維織物 6 342910 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 840010 放送 43
231400 毛織物 6 342990 その他の非鉄金属一次製品 19 840020 映画制作・配給業 43
231500 麻織物 6 350110 鉄構物 20 840090 その他の娯楽 43
231600 染色整理 6 350120 建設用金属製品 20 850100 飲食店 43
232000 メリヤス製品 6 350210 家庭用金属製品 20 850900 その他の対個人サービス 43
233000 ロープ・漁網 6 350220 道具類 20 860000 事務用品 43
239010 わら加工品 6 350230 銃砲類 26 870000 梱包 43
239020 い製品 6 350240 その他の金属製品 20 900000 分類不明 43
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表 2.16: 1965年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
239030 製綿・じゅうたん 6 350290 金物修理 20 911000 家計外消費支出 (列) 45
239090 その他の繊維雑品 6 360110 原動機・ボイラー 21 912010 家計消費支出 46
241010 木製履物 8 360190 原動機・ボイラー修理 43 912020 非営利団体消費支出 47
241020 革製履物 16 360210 工作機械 21 913000 一般政府消費支出 48
241030 その他の履物 7 360220 金属加工機械 21 914010 国内民間総固定資本形成 49
241090 履物修理 43 360290 工作金属加工機械修理 43 914020 国内政府総固定資本形成 50
243000 衣服・身廻品 7 360310 農業機械 21 915010 生産者製品在庫純増 51
244010 民生用繊維既製品 7 360320 鉱山・土木建設機械 21 915020 半製品仕掛品在庫純増 51
244090 その他の繊維既製品 7 360330 化学機械 21 915030 流通在庫純増 51
251010 製材 8 360340 繊維機械 21 915040 原材料在庫純増 51
251020 合板 8 360350 特殊産業機械 21 921010 輸出 (普通貿易) 52
251030 木材チップ 8 360360 産業車輌 21 921020 輸出 (特殊貿易) 52
252000 その他の木製品 8 360370 その他の機械 21 922000 特需 52
260010 木製家具 9 360390 産業機械修理 43 931010 (控除)輸入 (普通貿易) 53
260020 金属製家具 9 360410 一般産業機械および装置 21 931020 (控除)輸入 (特殊貿易) 53
260090 家具修理 43 360490 一般産業機械および装置修

理
43 932000 (控除)関税 54

271110 溶解パルプ 10 360510 事務用機械 21
271120 製紙パルプ 10 360590 事務用機械修理 43
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表 2.17: 1970年基本表コンバーター

コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
行コンバーター

0111110 米 1 2711100 溶解パルプ 10 3502410 電気照明器具 22
0111120 稲わら 1 2711200 製紙パルプ 10 3502490 その他の金属製品 20
0111210 大麦 (国産) 1 27112002 製紙パルプ 46 3502900 金物修理 20
0111220 大麦 (輸入) 1 27112003 製紙パルプ 58 3601100 原動機・ボイラー 21
0111230 裸麦 1 2712100 洋紙・和紙 10 3601900 原動機・ボイラー修理 44
0111240 小麦 (国産) 1 2712200 板紙 10 3602100 工作機械 21
0111250 小麦 (輸入) 1 2712400 繊維板 10 3602200 金属加工機械 21
0111291 ビール麦 1 2720100 加工紙 10 3602900 工作金属加工機械修理 44
0111299 その他の麦 1 2720200 紙製容器 10 3603100 農業機械 21
0112110 かんしょ 1 2720300 紙製品 10 3603200 鉱山・土木建設機械 21
0112120 ばれいしょ 1 2800100 新聞 11 3603300 化学機械 21
0112211 とうもろこし・こうりゃん

(輸入)
1 2800910 印刷 11 3603400 繊維機械 21

0112219 その他の雑穀 1 2800920 出版 11 3603510 食料品加工機械 21
0112220 大豆 (国産) 1 2910000 製革・毛皮 16 3603520 製材・木工機械 21
0112230 大豆 (輸入) 1 2930000 革製品 (革製履物身廻品を

除く)
16 3603530 パルプ装置・製紙機械 21

0112290 その他の豆類 1 3000110 タイヤ・チューブ 15 3603540 印刷・製本・紙加工機械 21
0112300 野菜 1 3000190 その他のゴム製品 15 3603551 冷凍機・同装置 21
0112910 その他の食用耕種作物 1 3000200 ゴム製履物 15 3603552 温湿調整装置 21
0112921 種苗 1 3111100 アンモニア 12 3603561 娯楽用機器 21
0112922 肥料用作物 1 3111200 硫酸 12 3603569 その他の特殊産業機械 21
0112929 非食用耕種作物 (除別掲) 1 3111300 カーバイト 12 3603600 産業車輌 21
0113010 かんきつ 1 3111410 ソーダ灰 12 3603700 その他の機械 21
0113020 りんご 1 3111420 苛性ソーダ 12 3603900 産業機械修理 44
0113090 その他の果実 1 3111430 液体塩素 12 3604110 ポンプおよび圧縮機 21
0114110 なたね (種実) 1 3111440 塩酸 12 3604120 運搬機械 21
0114190 その他の油糧作物 1 3111450 高度さらし粉 12 3604130 破砕、ま砕および圧縮機 21
0114200 砂糖原料作物 1 3111460 普通さらし粉 12 3604190 その他の一般産業機械およ

び装置
21

0114310 葉たばこ 1 3111490 その他のソーダ工業薬品 12 3604900 一般産業機械および装置修
理

44

0114321 コーヒー豆・カカオ豆 (輸
入)

57 31114904 その他のソーダ工業薬品 12 3605100 事務用機械 21

0114329 その他の飲料用作物 1 31114905 その他のソーダ工業薬品 72 3605900 事務用機械修理 44
0114400 製紙原料作物 1 3112110 純ベンゾール 12 3606100 ミシン 21
0114500 薬用作物 1 3112120 ９０％ベンゾール 12 3606200 冷蔵庫・洗濯機 21
0114910 生ゴム 57 3112130 純トルオール 12 3606900 民生用機械修理 44
0114919 非食用工芸作物 (除別掲) 1 3112140 クレオソート油 12 3607000 機械汎用部品 21
0114921 香辛料作物 (輸入) 1 3112150 ビッチ 12 3701100 発電機器 22
0114929 食用工芸作物 (除別掲) 1 3112160 分溜石炭酸 12 3701200 送配電機器 22
0115100 敷物原料作物 1 3112170 精製ナフタリン 12 3701300 電動機 22
0115210 綿花 57 3112190 その他のタール製品 12 3701400 その他の産業用重電機器 22
0115220 その他の織物原料作物 1 3112210 合成石炭酸 12 3701900 重電機器修理 44
01152202 その他の織物原料作物 1 3112220 アリニン 12 3702100 電球類 22
01152203 その他の織物原料作物 66 3112230 無水フタル酸 12 3702210 電気音響機器 22
0116110 生乳 1 3112290 その他の環式中間物 12 3702220 ラジオ・テレビ受信機 22
0116120 乳子牛 (と殺向け) 1 3112310 精製メタノール 12 3702290 その他の民生用電気機器 22
0116190 その他の酪農生産物 1 3112320 ホルマリン 12 3702900 民生用電気機器修理 44
0116210 鶏卵 1 3112390 その他のメタノール系誘導

品
12 3703100 その他の軽電機器 22

0116291 肉鶏 1 3112490 その他のアセチレン系誘導
品

12 3703210 電子計算機同付属装置 22

0116292 その他の養鶏生産物 1 3112500 可塑剤 12 3703220 その他の電子応用装置 22
0116911 豚 1 3112710 精製グリセリン 12 3703230 電子管その他の電子機器部

分品
22

0116919 その他の養豚生産物 1 3112790 その他の油脂加工製品 12 3703300 電気通信機械及び関連機器 22
0116921 肉牛 1 3112811 エチレン (石油系) 12 3703400 電気計測器 22
0116929 その他の肉牛生産物 1 3112812 プロピレン (石油系) 12 3703510 電線 19
0116991 肉蓄 1 3112819 その他の石油化学基礎製品 12 3703520 ケーブル 19
0116999 その他の畜産生産物 1 3112821 純ベンゾール (石油系) 12 3703900 その他の電気機械修理 44
0117010 繊維用畜産 (羊毛を除く) 1 3112822 純トルオール (石油系) 12 3810100 鋼船 24
0117020 羊毛 1 3112823 キシロール (石油系) 12 3810200 木船 24
01170202 羊毛 1 3112829 その他の石油系芳香族製品 12 3810900 船舶修理 24
01170203 羊毛 66 3112891 無水フタル酸 (石油系) 12 3820100 鉄道車輌 24
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表 2.17: 1970年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
0118010 蚕繭 1 3112892 テレフタル酸 (石油系) 12 3820200 産業用鉄道車輌 24
0118020 養蚕副産物 1 3112893 スチレンモノマー (石油系) 12 3820900 鉄道車輌修理 24
0120010 獣医業 1 3112895 酢酸 (石油系) 12 3830000 自動車 23
0120090 農業サービス (除獣医業) 1 3112896 合成アセトン (石油系) 12 3840000 自動車修理 23
0211100 育林 1 3112897 合成ブタノール (石油系) 12 3850100 三輪車 23
0211200 特殊林産物 1 3112898 合成ゴム 12 3850200 自動二輪車 23
0212010 木炭 1 3112899 その他の石油化学製品 12 3850300 自転車・リヤカー 24
0212020 薪 1 3113000 合成染料 12 3850900 二・三輪車・自転車修理 24
0220010 素材 (国産) 1 3114110 産業用爆薬 12 3860000 航空機 24
0220020 素材 (輸入) 1 3114190 その他の火薬類 12 3890100 その他の輸送機械 24
0300000 狩猟業 1 3114200 弾薬類 26 3890900 その他の輸送機械修理 24
0410100 沿岸漁業 1 3115100 人絹糸 12 3910100 理化学機器 25
0410200 遠洋・沖合漁業 1 3115200 スフ 12 3910200 度量衡器・計量器 25
0410300 浅海養殖業 1 31152002 スフ 12 3910300 医療用機械 25
0420000 捕鯨業 1 31152003 スフ 72 3910400 衛生材料 25
0430100 内水面漁業 1 3116110 酢酸繊維素 12 3910900 精密機械修理 44
0430200 内水面養殖業 1 3116120 酢酸ビニル 12 3920100 カメラ 25
1101010 原料炭 (国産) 2 3116130 ポリビニルアルコール 12 3920200 その他の光学機械 25
1101020 原料炭 (輸入) 2 3116190 その他の繊維原料用合成樹

脂
12 3920300 写真感光材料 25

1101030 一般炭 2 3116200 ビニロン繊維 12 3920900 光学器具修理 44
1101040 無煙炭 (国産) 2 3116300 ナイロン繊維 12 3930100 時計 25
1101050 無煙炭 (輸入) 2 3116400 アクリルニトリル繊維 12 3930900 時計修理 44
1102000 亜炭 2 3116500 エステル繊維 12 3990100 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26

1210010 鉄鉱石 (国産) 3 3116900 その他の合成繊維 12 3990200 楽器 26
12100104 鉄鉱石 (国産) 3 31169002 その他の合成繊維 12 3990300 合成樹脂製品 26
12100105 鉄鉱石 (国産) 67 31169003 その他の合成繊維 72 3990400 筆記具 26
1210020 鉄鉱石 (輸入) 56 3117100 熱硬化性樹脂 12 3990500 身辺細貨品 26
1210030 砂鉄 3 3117200 塩化ビニル樹脂 12 3990600 その他の製造品 26
1220100 銅鉱 3 3117300 石油系合成樹脂 12 3990900 楽器修理 26
1220200 鉛鉱 3 3117900 その他の合成樹脂 12 4001100 住宅新建築 (木造) 4
1220300 亜鉛鉱 3 3118110 硫安 12 4001200 住宅新建築 (非木造) 4
1220900 その他の非鉄金属鉱物 3 31181104 硫安 12 4002100 非住宅新建築 (木造) 4
1301010 原油 (国産) 3 31181105 硫安 72 4002200 非住宅新建築 (非木造) 4
1301020 原油 (輸入) 54 3118120 尿素 12 4003000 建設補修 4
1302000 天然ガス 55 3118130 塩安 12 4004110 道路関係公共事業 4
1400100 石灰石 3 3118140 硝安 12 4004190 河川・その他の公共事業 4
1400200 砂利・石材 3 3118150 高度化成肥料 12 4004200 公共事業 (農業土木・林業・

治山・災害)
4

14002004 砂利・石材 3 3118210 過りん酸石灰 12 4009100 鉄道軌道建設 4
14002005 砂利・石材 67 3118220 よう成りん肥 12 4009200 電力施設建設 4
1400300 窯業原料鉱物 3 3118290 その他のりん酸質肥料 12 4009300 電信・電話施設建設 4
14003002 窯業原料鉱物 3 3118300 石灰窒素 12 4009900 その他の建設 4
14003003 窯業原料鉱物 67 3118900 その他の化学肥料 12 5110100 事業用電力 34
14003004 窯業原料鉱物 3 31189002 その他の化学肥料 12 5110200 自家発電 34
14003005 窯業原料鉱物 67 31189005 その他の化学肥料 72 5120000 都市ガス 35
1910020 原塩 (輸入) 57 3119110 二硫化炭素 12 5200110 上水道・簡易水道 36
1990100 硫黄 3 3119120 亜鉛華 12 5200120 工業用水 36
19901004 硫黄 3 3119130 酸化チタン 12 5200200 下水道 44
19901005 硫黄 67 3119140 カーボンブラック 12 5200300 廃棄物処理 44
1990200 硫化鉱 3 3119190 その他の無機薬品 12 6110000 卸売 37
1990900 その他の非金属鉱物 3 3119200 高圧ガス 12 61100006 卸売 37
2011010 枝肉 5 3119300 硝化綿・セルロイド生地 12 6120000 小売 37
2011020 原皮 5 3119400 セロファン 12 61200006 小売 37
2011030 と殺副産物 5 3119900 その他の基礎薬品 12 6200001 金融 (帰属利子) 40
2011040 鶏肉 5 3120100 植物原油 5 6200002 その他の金融 (手数料) 38
2011050 肉鶏処理副産物 5 3120200 動物原油 5 6300100 生命保険 38
2012100 畜産びん・かん詰 5 3120300 魚油・魚粕 5 6300200 損害保険 38
2012200 肉加工品 5 31203004 魚油・魚粕 5 6401000 不動産仲介業 39
2012300 ラード (精製) 5 31203005 魚油・魚粕 68 6402000 住宅賃貸料 39
2020010 飲用牛乳 5 3130000 塗料 12 6403000 不動産賃貸料 39
2020020 乳製品 5 3191000 医薬品 12 7110010 国有鉄道 (国電区間以外の

旅客)
27

2030100 農産びん・かん詰 5 3192100 石けん・界面活性剤 12 7110020 国有鉄道 (貨物) 27
2030900 その他の野菜・果物加工 5 31921004 石けん・界面活性剤 12 71100207 国有鉄道 (貨物) 27
2040100 水産びん・かん詰 5 31921005 石けん・界面活性剤 72 7121010 国有鉄道 (国電区間の旅客) 27
2040210 ねり製品 5 3192200 化粧品・歯磨 12 7121021 地方鉄道・軌道 (旅客) 27
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表 2.17: 1970年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
2040220 水産食品 5 3192300 印刷インキ 12 7121022 地方鉄道・軌道 (貨物) 27
2040310 冷凍魚貝類 5 3192400 農薬 12 71210227 地方鉄道・軌道 (貨物) 27
2040320 塩蔵・乾燥・くん製品 5 3192500 マッチ 12 7122100 道路旅客輸送 28
2050110 精米 (国産原料) 5 3192900 その他の最終化学製品 12 7141100 道路貨物輸送 28
2050120 精米 (輸入) 5 3210010 揮発油 13 71411007 道路貨物輸送 28
2050190 その他の精穀 5 3210020 ジェット燃料油 13 7141200 通運 28
2050210 小麦粉 5 3210030 灯油 13 71412007 通運 28
2050290 その他の製粉 5 3210040 軽油 13 7142000 道路貨物輸送施設提供 28
2060010 パン類 5 3210050 Ａ重油 13 7150000 外洋輸送 29
2060020 菓子類 5 3210060 Ｂ重油 13 7160110 沿海・内水面輸送 (旅客) 29
2070010 精製糖 (国産原料) 5 3210070 Ｃ重油 13 7160120 沿海・内水面輸送 (貨物) 29
2070020 精製糖 (輸入原料) 5 3210091 ナフサ 13 71601207 沿海・内水面輸送 (貨物) 29
2070030 輸入粗糖・副産物 5 3210099 その他の石油製品 13 7160210 港湾運送 29
2091110 食用なたね油 5 32100994 その他の石油製品 47 71602107 港湾運送 29
2091120 食用大豆油 5 32100995 その他の石油製品 59 7160220 沿海・内水面輸送施設提供 29
2091190 その他の食用油・加工品 5 3291110 コークス 14 7170010 航空輸送 30
2091200 調味料 5 32911104 コークス 48 71700107 航空輸送 30
2091300 めん類 5 32911105 コークス 60 7170020 航空輸送施設提供 30
2091410 かんしょ・ばれいしょでん

粉
5 3291190 その他の石炭乾溜製品 14 7190000 その他の輸送 31

2091420 その他のでん粉・かす 5 32911904 その他の石炭乾溜製品 49 7200000 倉庫 31
2091500 水あめ・粉あめ・ぶどう糖 5 32911905 その他の石炭乾溜製品 61 72000007 倉庫 31
2091600 食用塩 5 3291200 練炭・豆炭 14 7300110 電報・電話 32
2091700 製氷 5 3291300 舗装材料 14 7300190 その他の通信 32
2091800 茶・コーヒー 5 3292000 防腐加工品 14 7300200 郵便 32
2091900 その他の食料品 5 3310110 耐火れんが 17 8100000 公務 45
2092000 配合飼料 5 3310190 その他の耐火物 17 8210010 教育 (国公立) 41
2110100 清酒 5 3310900 その他の建設用土石製品 17 8210020 教育 (私立) 41
2110200 合成酒 5 3320100 板ガラス 17 8210030 国公立学校研究機関 (自然

科学)
42

2110300 ビール 5 3320200 ガラス製品 17 8210040 国公立学校研究機関 (人文
科学)

42

2110400 エチルアルコール 5 33202002 ガラス製品 50 8210050 私立学校研究機関 (自然科
学)

42

2110500 添加用アルコール 5 33202003 ガラス製品 62 8210060 私立学校研究機関 (人文科
学)

42

2110900 その他の酒類 5 3330010 建築用陶磁器 17 8220010 医療 (国公立) 43
2140000 清涼飲料 5 3330020 工業用陶磁器 17 8220020 医療 (民間) 43
2200000 煙草 5 3330030 日用陶磁器 17 8290010 自然科学研究機関 (民間) 42
2301010 生糸 (以外の製紙を含む) 6 3340000 セメント 17 8290020 人文科学研究機関 (民間) 42
2301020 絹紡 6 3390100 炭素製品 17 8290090 その他の公共サービス 44
2302000 綿紡 6 3390200 研磨材 17 8300110 広告 44
2303000 毛紡 6 3390300 石綿製品 17 8300910 調査・データ処理・計算サー

ビス
44

2304000 麻紡 6 3390410 生コンクリート 17 8300920 情報提供サービス 44
2305000 スフ紡 6 3390421 コンクリート・パネル 17 8300930 電子計算機・同付属装置賃

貸業
44

2306010 ビニロン紡績糸 6 3390429 その他のセメント製品 (除
別掲)

17 8300940 業務用物品 (除電子計算機)
賃貸業

44

2306020 ナイロン紡績糸 6 3390900 その他の土石製品 17 8300950 建物サービス 44
2306030 アクリルニトリル紡績糸 6 3411000 銑鉄 18 8300960 法務・財務・会計サービス 44
2306040 エステル紡績糸 6 3412000 鉄屑 51 8300970 土木建築サービス 44
2306090 その他の合成繊維糸 6 34120002 鉄屑 51 8300990 その他の対事業所サービス 44
2311100 絹織物 6 34120003 鉄屑 63 8400110 公共放送 44
2311200 人絹織物 6 3413000 フェロアロイ 18 8400120 民間放送 44
2312100 綿織物 6 3414000 粗鋼 18 8400210 映画制作・配給業 44
2312200 細幅織物 6 3415010 普通鋼熱間圧延鋼材 18 8400220 映画館 44
2312300 スフ織物 6 3415020 特殊鋼熱間圧延鋼材 18 8400910 劇場・興業場 44
2313000 合成繊維織物 6 3416010 普通鋼鋼管 18 8400920 遊戯場 44
2314010 毛織物 6 3416020 特殊鋼鋼管 18 8400930 その他の娯楽施設 44
2314020 織フェルト 6 3417010 冷間仕上鋼材 18 8400940 興業団 44
2315000 麻織物 6 3417020 めっき鋼材 18 8400990 その他の娯楽 44
2316000 染色整理 6 3418100 鍛鋼 18 8501010 遊興飲食店 44
2320000 メリヤス製品 6 3418200 鋳鋼 18 8501090 その他の飲食店 44
2330000 ロープ・漁網 6 3418300 鋳鉄管 18 8509010 旅館・下宿・その他の宿泊

所
44

2390100 わら加工品 6 3418400 機械用鋳鍛造品 (鉄) 18 8509020 洗濯・洗張・染物業 44
23901004 わら加工品 6 3418900 その他の鉄鋼製品 18 8509030 理容・美容業 44
23901005 わら加工品 69 3421110 電気銅 19 8509040 浴場業 44
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2390200 い製品 6 3421210 鉛 19 8509050 写真業 44
2390300 製綿・じゅうたん 6 3421220 再生鉛 19 8509060 葬儀業 44
2390900 その他の繊維雑品 6 3421310 亜鉛 19 8509070 貸自動車業 44
2410100 木製履物 8 3421320 再生亜鉛 19 8509090 その他の対個人サービス 44
2410200 革製履物 16 3421410 アルミニウム 19 8600000 事務用品 44
2410300 その他の履物 7 3421420 再生アルミニウム 19 8700000 梱包 44
2410900 履物修理 7 3421500 非鉄金属屑 52 8800010 自然科学研究機関 (政府) 42
2430100 衣服 7 34215002 非鉄金属屑 52 8800020 人文科学研究機関 (政府) 42
2430200 身廻品 7 34215003 非鉄金属屑 64 9000000 分類不明 44
2440100 民生用繊維既製品 7 3421900 その他の非鉄金属地金 19 9099000 内生部門計 0
2440900 その他の繊維既製品 7 3422000 伸銅品 19 9110010 旅費 74
24409004 その他の繊維既製品 7 3423000 アルミ圧延 19 9110020 交際費 74
24409005 その他の繊維既製品 70 3429100 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 9110030 福利厚生費 74
2510100 製材 8 3429900 その他の非鉄金属一次製品 19 9110090 その他の家計外消費支出 74
2510200 合板 8 3501110 軽量鉄骨系パネル 20 9411000 雇用者所得 75
2510300 木材チップ 8 3501190 その他の鉄構物 20 9412000 営業余剰 76
2520010 建築用木製品 8 3501210 金属製ドア・シャッター 20 9420000 資本減耗引当 77
2520020 木製品 (除別掲) 8 3501291 建設設備用金属製品 20 9430000 間接税 (関税を除く) 78
2600110 木製家具・建具材 9 3501299 その他の建設用金属製品 (

除別掲)
20 9440000 (控除)経常補助金 79

2600190 その他の木製家具 9 3502100 家庭用金属製品 20 9500000 付加価値部門計 0
2600200 金属製家具 9 3502200 道具類 20 9600000 副産物・屑発生額 0
2600900 家具修理 9 3502300 銃砲類 26 9700000 国内生産額 80

列コンバーター
011110 米 1 311220 環式中間物 (非石油系) 12 385010 三輪車 23
011120 麦類 1 311230 メタノール系誘導品 12 385020 自動二輪車 23
011210 いも類 1 311240 アセチレン系誘導品 12 385030 自転車・リヤカー 24
011221 雑穀 1 311250 可塑剤 12 385090 二・三輪車・自転車修理 24
011222 豆類 1 311270 油脂加工製品 12 386000 航空機 24
011230 野菜 1 311281 石油化学基礎製品 12 389010 その他の輸送機械 24
011291 その他の食用耕種作物 1 311282 石油化学系芳香族製品 12 389090 その他の輸送機械修理 24
011292 その他の非食用耕種作物 1 311289 その他の化学製品 12 391010 理化学機器 25
011300 果実 1 311300 合成染料 12 391020 度量衡器・計量器 25
011410 油糧作物 1 311410 火薬類 12 391030 医療用機械 25
011420 砂糖原料作物 1 311420 弾薬類 26 391040 衛生材料 25
011431 葉たばこ 1 311510 人絹糸 12 391090 精密機械修理 43
011432 飲料用作物 1 311520 スフ 12 392010 カメラ 25
011440 製紙原料作物 1 311610 繊維原料用合成樹脂 12 392020 その他の光学機械 25
011450 薬用作物 1 311620 ビニロン繊維 12 392030 写真感光材料 25
011491 その他の非食用工芸作物 1 311630 ナイロン繊維 12 392090 光学器具修理 43
011492 その他の食用工芸作物 1 311640 アクリルニトリル繊維 12 393010 時計 25
011510 敷物原料作物 1 311650 エステル繊維 12 393090 時計修理 43
011520 織物原料作物 1 311690 その他の合成繊維 12 399010 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26

011610 酪農 1 311710 熱硬化性樹脂 12 399020 楽器 26
011620 養鶏 1 311720 塩化ビニル 12 399030 合成樹脂製品 26
011691 養豚 1 311730 石油系合成樹脂 12 399040 筆記具 26
011692 肉牛 1 311790 その他の合成樹脂 12 399050 身辺細貨品 26
011699 その他の畜産 1 311810 アンモニア系肥料 12 399060 その他の製造品 26
011700 繊維用畜産 1 311820 りん酸質肥料 12 399090 楽器修理 26
011800 養蚕 1 311830 石灰窒素 12 400110 住宅新建築 (木造) 4
012001 獣医業 1 311890 その他の化学肥料 12 400120 住宅新建築 (非木造) 4
012009 農業サービス (除獣医業) 1 311910 無機薬品 12 400210 非住宅新建築 (木造) 4
021110 育林 1 311920 高圧ガス 12 400220 非住宅新建築 (非木造) 4
021120 特殊林産物 1 311930 硝化綿・セルロイド生地 12 400300 建設補修 4
021200 薪炭製造 1 311940 セロファン 12 400411 道路関係公共事業 4
022000 素材 1 311990 その他の基礎薬品 12 400419 河川・その他の公共事業 4
030000 狩猟業 1 312010 植物原油 5 400420 公共事業 (農業土木・林業・

治山・災害)
4

041010 沿岸漁業 1 312020 動物原油 5 400910 鉄道軌道建設 4
041020 遠洋沖合漁業 1 312030 魚油・魚粕 5 400920 電力施設建設 4
041030 浅海養殖業 1 313000 塗料 12 400930 電信・電話施設建設 4
042000 捕鯨業 1 319100 医薬品 12 400990 その他の建設 4
043010 内水面漁業 1 319210 石けん・界面活性剤 12 511010 事業用電力 34
043020 内水面養殖業 1 319220 化粧品・歯磨 12 511020 自家発電 34
110100 石炭 2 319230 印刷インキ 12 512000 都市ガス 35
110200 亜炭 2 319240 農薬 12 520011 上水道・簡易水道 36
121000 鉄鉱石 3 319250 マッチ 12 520012 工業用水 36
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コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
122010 銅鉱 3 319290 その他の最終化学製品 12 520020 下水道 43
122020 鉛鉱 3 321000 石油製品 13 520030 廃棄物処理 43
122030 亜鉛鉱 3 329110 石炭乾溜製品 14 611000 卸売 37
122090 その他の非鉄金属鉱物 3 329120 練炭・豆炭 14 612000 小売 37
130100 原油 3 329130 舗装材料・薬品処理木材 14 620000 金融 38
130200 天然ガス 3 329200 防腐加工品 14 630010 生命保険 38
140010 石灰石 3 331010 耐火れんが 17 630020 損害保険 38
140020 砂利・石材 3 331090 その他の建設用土石製品 17 640100 不動産仲介業 39
140030 窯業原料鉱物 3 332010 板ガラス 17 640200 住宅賃貸料 39
199010 硫黄 3 332020 ガラス製品 17 640300 不動産賃貸料 39
199020 硫化鉱 3 333000 陶磁器 17 711000 国有鉄道 (除国電区間の旅

客)
27

199090 その他の非金属鉱物 3 334000 セメント 17 712101 国有鉄道 (国電区間の旅客) 27
201100 と殺 (含肉鶏処理) 5 339010 炭素製品 17 712102 地方鉄道・軌道 27
201210 畜産びん・缶詰 5 339020 研磨材 17 712210 道路旅客輸送 28
201220 肉加工品 5 339030 石綿製品 17 714110 道路貨物輸送 28
201230 ラード (精製) 5 339041 生コンクリート 17 714120 通運 28
202000 酪農品 5 339042 その他のセメント製品 17 714200 道路輸送施設提供 28
203010 農産びん・かん詰 5 339090 その他の土石製品 17 715000 外洋輸送 29
203090 その他の野菜果実加工 5 341100 銑鉄 18 716010 沿海・内水面輸送 29
204010 水産びん・かん詰 5 341300 フェロアロイ 18 716021 港湾運送 29
204021 ねり製品 5 341400 粗鋼 18 716022 沿海・内水面輸送施設提供 29
204022 水産食品 5 341500 熱間圧延鋼材 18 717001 航空輸送 30
204031 冷凍魚貝類 5 341600 鋼管 18 717002 航空輸送施設提供 30
204032 塩蔵・乾燥・くん製 5 341700 冷間仕上及びめっき鋼材 18 719000 その他の輸送 31
205010 精穀 5 341810 鍛鋼 18 720000 倉庫 31
205020 製粉 5 341820 鋳鋼 18 730011 電報・電話 32
206000 パン・菓子類 5 341830 鋳鉄管 18 730019 その他の通信 32
207000 砂糖 5 341840 機械用鋳鍛造品 (鉄) 18 730020 郵便 32
209110 食用油・加工品 5 341890 その他の鉄鋼製品 18 810000 公務 44
209120 調味料 5 342110 銅 19 821001 教育 (国公立) 40
209130 めん類 5 342120 鉛 19 821002 教育 (私立) 40
209140 でん粉 5 342130 亜鉛 19 821003 国公立学校研究機関 (自然

科学)
41

209150 水飴・ぶどう糖 5 342140 アルミニウム 19 821004 国公立学校研究機関 (人文
科学)

41

209160 食用塩 5 342190 その他の非鉄金属地金 19 821005 私立学校研究機関 (自然科
学)

41

209170 製氷 5 342200 伸銅品 19 821006 私立学校研究機関 (人文科
学)

41

209180 茶・コーヒー 5 342300 アルミ圧延 19 822001 医療 (国公立) 42
209190 その他の食料品 5 342910 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 822002 医療 (民間) 42
209200 配合飼料 5 342990 その他の非鉄金属一次製品 19 829001 自然科学研究機関 (民間) 41
211010 清酒 5 350111 軽量鉄骨系パネル 20 829002 人文科学研究機関 (民間) 41
211020 合成酒 5 350119 その他の鉄構物 20 829009 その他の公共サービス 43
211030 ビール 5 350121 金属性ドア・シャッター 20 830011 広告 43
211040 エチルアルコール 5 350129 その他の建設用金属製品 20 830091 調査・データ処理・計算サー

ビス
43

211050 添加用アルコール 5 350210 家庭用金属製品 20 830092 情報提供サービス 43
211090 その他の酒類 5 350220 道具類 20 830093 電子計算機・同付属装置賃

貸業
43

214000 清涼飲料 5 350230 銃砲類 26 830094 業務用物品 (除電子計算機)
賃貸業

43

220000 煙草 5 350241 電気照明器具 22 830095 建物サービス 43
230100 製糸 6 350249 その他の金属製品 20 830096 法務・財務・会計サービス 43
230200 綿紡 6 350290 金物修理 20 830097 土木建築サービス 43
230300 毛紡 6 360110 原動機・ボイラー 21 830099 その他の対事業所サービス 43
230400 麻紡 6 360190 原動機・ボイラー修理 43 840010 放送 43
230500 スフ紡 6 360210 工作機械 21 840021 映画制作・配給業 43
230600 合成繊維紡 6 360220 金属加工機械 21 840022 映画館 43
231110 絹織物 6 360290 工作金属加工機械修理 43 840091 劇場・興業場 43
231120 人絹織物 6 360310 農業機械 21 840092 遊戯場 43
231210 綿織物 6 360320 鉱山・土木建設機械 21 840093 その他の娯楽施設 43
231220 細幅織物 6 360330 化学機械 21 840094 興業団 43
231230 スフ織物 6 360340 繊維機械 21 840099 その他の娯楽 43
231300 合成繊維織物 6 360351 食料品加工機械 21 850101 遊興飲食店 43
231400 毛織物 6 360352 製材・木工機械 21 850109 その他の飲食店 43
231500 麻織物 6 360353 パルプ装置・製紙機械 21 850901 旅館・下宿・その他の宿泊

所
43
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表 2.17: 1970年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
231600 染色整理 6 360354 印刷・製本・紙加工機械 21 850902 洗濯・洗張・染物業 43
232000 メリヤス製品 6 360355 冷凍機・温湿調整装置 21 850903 理容・美容業 43
233000 ロープ・漁網 6 360356 娯楽用機器その他 21 850904 浴場業 43
239010 わら加工品 6 360360 産業車輌 21 850905 写真業 43
239020 い製品 6 360370 その他の機械 21 850906 葬儀業 43
239030 製綿・じゅうたん 6 360390 産業機械修理 43 850907 貸自動車業 43
239090 その他の繊維雑品 6 360411 ポンプおよび圧縮機 21 850909 その他の対個人サービス 43
241010 木製履物 8 360412 運搬機械 21 860000 事務用品 43
241020 革製履物 16 360413 破砕、ま砕および圧縮機 21 870000 梱包 43
241030 その他の履物 7 360419 その他の一般産業機械およ

び装置
21 880001 自然科学研究機関 (政府) 41

241090 履物修理 7 360490 一般産業機械および装置修
理

43 880002 人文科学研究機関 (政府) 41

243010 衣服 7 360510 事務用機械 21 900000 分類不明 43
243020 身廻品 7 360590 事務用機械修理 43 909900 内生部門計 0
244010 民生用繊維既製品 7 360610 ミシン 21 911000 家計外消費支出 (列) 45
244090 その他の繊維既製品 7 360620 冷蔵庫・洗濯機 21 912010 家計消費支出 46
251010 製材 8 360690 民生用機械修理 43 912020 非営利団体消費支出 47
251020 合板 8 360700 機械汎用部品 21 913010 中央政府消費支出 48
251030 木材チップ 8 370110 発電機器 22 913020 地方政府消費支出 48
252000 その他の木製品 8 370120 送配電機器 22 914010 国内民間総固定資本形成 50
260011 木製家具・建具材 9 370130 電動機 22 914020 国内政府総固定資本形成 49
260019 その他の木製家具 9 370140 その他の産業用重電機器 22 915010 生産者製品在庫純増 51
260020 金属製家具 9 370190 重電機器修理 43 915020 半製品仕掛品在庫純増 51
260090 家具修理 9 370210 電球類 22 915030 流通在庫純増 51
271110 溶解パルプ 10 370221 電気音響機器 22 915040 原材料在庫純増 51
271120 製紙パルプ 10 370222 ラジオ・テレビ受信機 22 915050 所在不明在庫純増 51
271210 洋紙・和紙 10 370229 その他の民生用電気機器 22 921010 輸出 (普通貿易) 52
271220 板紙 10 370290 民生用電気機器修理 43 921020 輸出 (特殊貿易) 52
271240 繊維板 10 370310 その他の軽電機器 22 922000 特需 52
272010 加工紙 10 370321 電子計算機同付属装置 22 931010 (控除)輸入 (普通貿易) 53
272020 紙製容器 10 370322 その他の電子応用装置 22 931020 (控除)輸入 (特殊貿易) 53
272030 紙製品 10 370323 電子管その他の電子機器部

分品
22 932000 (控除)関税 54

280010 新聞 11 370330 電気通信機械及び関連機器 22 933000 (控除)輸入商品税 54
280091 印刷 11 370340 電気計測器 22 940000 最終需要部門計 0
280092 出版 11 370350 電線・ケーブル 19 950000 需要合計 0
291000 製革・毛皮 16 370390 その他の電気機械修理 43 970000 国内生産額 55
293000 革製品 (革製履物身の廻り

品を除く
16 381010 鋼船 24 971000 副産物・屑 (中間需要) 0

300010 ゴム製品 15 381020 木船 24 972000 屑 (最終需要) 0
300020 ゴム製履物 15 381090 船舶修理 24 973000 輸入 0
311110 アンモニア 12 382010 鉄道車輌 24 974000 関税 0
311120 硫酸 12 382020 産業用車輌 24 975000 輸入品商品税 0
311130 カーバイド 12 382090 鉄道車輌修理 24 976000 商業マージン 0
311140 ソーダ工業薬品 12 383000 自動車 23 977000 貨物運輸 0
311210 タール製品 (非石油系) 12 384000 自動車修理 23 978000 供給合計 0
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表 2.18: 1975年基本表コンバーター

コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
行コンバーター

0011110 米 1 27112002 製紙パルプ 46 3604153 娯楽用機器 21
0011120 稲わら 1 27112003 製紙パルプ 58 3604160 産業用運搬車両 21
0011210 大麦 (国産) 1 2712100 洋紙・和紙 10 3604170 工業窯炉 21
0011220 大麦 (輸入) 1 2712200 板紙 10 3604190 その他の一般産業機械およ

び装置
21

0011230 裸麦 1 2712400 繊維板 10 3604200 一般機械修理 44
0011240 小麦 (国産) 1 2720110 段ボール 10 3605100 事務用機械 21
0011250 小麦 (輸入) 1 2720120 塗工紙・建設用加工紙 10 3606100 ミシン・毛糸手編機械 21
0011260 ビール麦 1 2720200 紙製容器 10 3606300 鉄砲類 26
0011290 その他の麦 1 2720300 紙製品 10 3606900 その他の機械・同部分品 21
0012000 野菜 1 2720400 セロファン 10 3701100 発電機器 22
0013010 かんきつ 1 2800100 新聞 11 3701200 送配電機器 22
0013020 りんご 1 2800910 印刷 11 3701300 電動機 22
0013090 その他の果実 1 2800920 出版 11 3701400 その他の産業用重電機器 22
0014110 かんしょ 1 2910000 製革・毛皮 16 3702100 電球類 22
0014120 ばれいしょ 1 2930000 革製品 (革製履物身廻品を

除く)
16 3702210 電気音響機器 22

0014210 とうもろこし・こうりゃん
(輸入)

1 3000110 タイヤ・チューブ 15 3702220 ラジオ・テレビ受信機 22

0014290 その他の雑穀 1 3000190 その他のゴム製品 15 3702230 民生用電気機器 22
0014310 大豆 (国産) 1 3000200 ゴム製履物 15 3703000 電子計算機・同付属装置 22
0014320 大豆 (輸入) 1 3111100 アンモニア 12 3704100 その他の軽電機器 22
0014390 その他の豆類 1 3111200 硫酸 12 3704220 その他の電子応用装置 22
0014410 なたね (種実) 1 3111300 カーバイト 12 3704230 電子管 22
0014490 その他の油糧作物 1 3111410 ソーダ灰 12 3704240 半導体素子・集積回路 22
0014500 砂糖原料作物 1 3111420 苛性ソーダ 12 3704300 電気通信機械及び関連機器 22
0014610 コーヒー豆・カカオ豆 (輸

入)
57 3111430 液体塩素 12 3704400 電気計測器 22

0014690 その他の飲料用作物 1 3111440 塩酸 12 3704500 電気照明器具 22
0014910 香辛料作物 (輸入) 1 3111490 その他のソーダ工業薬品 12 3704900 電気機械修理 44
0014920 食用工芸作物 (除別掲) 1 3112110 純ベンゾール 12 3705010 銅電線・ケーブル 19
0014990 食用耕種作物 (除別掲) 1 3112140 クレオソート油 12 3705020 アルミ電線・ケーブル 19
0015100 葉たばこ 1 3112150 ビッチ 12 3810100 鋼船 24
0015210 生ゴム (輸入) 57 3112170 精製ナフタリン 12 38101002 鋼船 53
0015220 薬用作物 1 3112190 その他のタール製品 12 38101003 鋼船 65
0015230 製紙原料作物 1 3112211 アリニン 12 3810200 その他の船舶 24
0015240 敷物原料作物 1 3112212 無水フタル酸 12 38102002 その他の船舶 24
0015250 綿花 (輸入) 57 3112219 その他の環式中間物 12 38102003 その他の船舶 24
0015260 その他の織物原料作物 1 3112220 エチルアルコール 12 3810900 船舶修理 24
00152602 その他の織物原料作物 1 3112310 精製メタノール 12 3820100 鉄道車両 24
00152603 その他の織物原料作物 66 3112320 ホルマリン 12 3820200 産業用鉄道車両 24
0015290 その他の非食用工芸作物 1 3112390 その他のメタノール系誘導

品
12 3820900 鉄道車両修理 24

0015910 種苗 1 3112400 アセチレン系誘導品 12 3830010 乗用車 23
0015920 肥料用作物 1 3112500 可塑剤 12 3830090 その他の自動車 23
0015990 非食用耕種作物 (除別掲) 1 3112710 精製グリセリン 12 3840000 自動車修理 23
0016110 生乳 1 3112790 その他の油脂加工製品 12 3850200 自動二輪車 23
0016120 乳子牛 (と殺向け) 1 3113110 エチレン (石油系) 12 3850300 自転車・リヤカー 24
0016190 その他の酪農生産物 1 3113120 プロピレン (石油系) 12 3860100 航空機 24
00161904 その他の酪農生産物 1 3113190 その他の石油化学基礎製品 12 3860200 航空機修理 24
00161905 その他の酪農生産物 66 3113210 純ベンゾール (石油系) 12 3890100 その他の輸送機械 24
0016210 鶏卵 1 3113220 純トルオール (石油系) 12 3890900 その他の輸送機械修理 24
0016220 肉鶏 1 3113230 キシロール (石油系) 12 3910100 理化学機器 25
0016290 その他の養鶏生産物 1 3113290 その他の石油系芳香族製品 12 3910200 度量衡器・計量器 25
0016310 豚 1 3113910 無水フタル酸 (石油系) 12 3910300 医療用機械 25
0016390 その他の養豚生産物 1 3113920 スチレンモノマー (石油系) 12 3910900 精密機械修理 44
0016410 肉牛 1 3113930 酢酸 (石油系) 12 3920100 カメラ 25
0016490 その他の肉牛生産物 1 3113940 合成アセトン (石油系) 12 3920200 その他の光学機械 25
0016910 羊毛 1 3113950 合成ブタノール (石油系) 12 3930100 時計 25
00169102 羊毛 1 3113960 合成ゴム 12 3930900 時計修理 44
00169103 羊毛 66 3113990 その他の石油化学製品 12 3990100 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26

0016920 肉蓄 1 3115100 人絹糸 12 3990200 楽器 26
00169204 肉蓄 1 3115200 スフ 12 3990300 合成樹脂製品 26
00169205 肉蓄 66 31152002 スフ 12 3990400 筆記具 26
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表 2.18: 1975年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
0016990 その他の畜産生産物 1 31152003 スフ 72 3990500 身辺細貨品 26
0017010 蚕繭 1 3116110 酢酸繊維素 12 3990600 その他の製造品 26
0017020 養蚕副産物 1 3116120 酢酸ビニル 12 4001100 住宅新建築 (木造) 4
0020010 獣医業 1 3116130 ポリビニルアルコール 12 4001200 住宅新建築 (非木造) 4
0020090 農業サービス (除獣医業) 1 3116190 その他の繊維原料用合成樹

脂
12 4002100 非住宅新建築 (木造) 4

0211100 育林 1 3116200 ビニロン繊維 12 4002200 非住宅新建築 (非木造) 4
0212100 特用林産物 1 3116300 ナイロン繊維 12 4003000 建設補修 4
0212210 木炭 1 3116400 アクリルニトリル繊維 12 4004110 道路関係公共事業 4
0212220 薪 1 3116500 エステル繊維 12 4004190 河川・下水道・その他の公

共事業
4

0212300 狩猟業 1 3116900 その他の合成繊維 12 4004200 公共事業 (農業土木・林業・
治山・災害)

4

0220010 素材 (国産) 1 31169002 その他の合成繊維 12 4009100 鉄道軌道建設 4
0220020 素材 (輸入) 1 31169003 その他の合成繊維 72 4009200 電力施設建設 4
0410100 沿岸漁業 1 3117100 熱硬化性樹脂 12 4009300 電信・電話施設建設 4
0410200 遠洋・沖合漁業 1 3117210 塩化ビニルモノマー 12 4009900 その他の建設 4
0410300 海面養殖業 1 3117220 塩化ビニル樹脂 12 5110110 事業用電力 34
0410400 捕鯨業 1 3117300 石油系合成樹脂 12 5110200 自家発電 34
0430100 内水面漁業 1 3117900 その他の合成樹脂 12 5120000 都市ガス 35
0430200 内水面養殖業 1 3118111 硫安 12 5130000 熱供給業 35
1101010 原料炭 (国産) 2 31181114 硫安 12 5200110 上水道・簡易水道 36
1101020 原料炭 (輸入) 2 31181115 硫安 72 5200120 工業用水 36
1101030 一般炭 2 3118112 尿素 12 5200200 下水道★★ 44
1101040 無煙炭 (国産) 2 3118113 塩安 12 5300100 廃棄物処理 (公営)★★ 44
1101050 無煙炭 (輸入) 2 3118114 硝安 12 5300200 廃棄物処理 (産業) 44
1101060 亜炭 2 3118115 高度化成肥料 12 6110000 卸売 37
1210010 鉄鉱石 (国産) 3 3118120 りん酸質肥料 12 61100006 卸売 37
12100104 鉄鉱石 (国産) 3 3118130 石灰窒素 12 6120000 小売 37
12100105 鉄鉱石 (国産) 67 3118190 その他の化学肥料 12 61200006 小売 37
1210020 鉄鉱石 (輸入) 56 31181904 その他の化学肥料 12 6200010 公的金融 (帰属利子) 40
1210030 砂鉄 3 31181905 その他の化学肥料 72 6200020 民間金融 (帰属利子) 40
1220100 銅鉱 3 3118200 農薬 12 6200030 公的金融 (手数料) 38
1220200 鉛鉱 3 3119110 二硫化炭素 12 6200040 民間金融 (手数料) 38
1220300 亜鉛鉱 3 3119120 亜鉛華 12 6300110 生命保険 38
1220900 その他の非鉄金属鉱物 3 3119130 酸化チタン 12 6300210 損害保険 38
1301010 原油 (国産) 3 3119140 カーボンブラック 12 6401000 不動産仲介業 39
1301020 原油 (輸入) 54 3119190 その他の無機薬品 12 6402000 住宅賃貸料 39
1302000 天然ガス 55 3119200 高圧ガス 12 6403000 P不動産賃貸料 39
1410100 石灰石 3 3119500 合成染料 12 7110010 国有鉄道 (国電以外の旅客) 27
1410200 窯業原料鉱物 3 3119900 その他の基礎薬品 12 7110020 国有鉄道 (貨物) 27
14102002 窯業原料鉱物 3 3130000 塗料 12 71100207 国有鉄道 (貨物) 27
14102003 窯業原料鉱物 67 3191000 医薬品 12 7120000 国有鉄道 (国電旅客) 27
14102004 窯業原料鉱物 3 3192100 石けん・界面活性剤 12 7121021 地方鉄道・軌道 (旅客) 27
14102005 窯業原料鉱物 67 31921004 石けん・界面活性剤 12 7121022 地方鉄道・軌道 (貨物) 27
1420000 砂利・石材 3 31921005 石けん・界面活性剤 72 71210227 地方鉄道・軌道 (貨物) 27
14200004 砂利・石材 3 3192200 化粧品・歯磨 12 7122110 バス 28
14200005 砂利・石材 67 3192300 印刷インキ 12 7122120 ハイヤー・タクシー 28
1990110 硫化鉱 3 3192500 マッチ 12 7123000 P自家用旅客自動車輸送 44
1990120 硫黄 3 3192611 産業用爆薬 12 7131100 道路貨物輸送 28
19901204 硫黄 3 3192619 その他の火薬類 12 71311007 道路貨物輸送 28
19901205 硫黄 67 3192620 弾薬類 26 7131200 通運 28
1990300 原塩 57 3192700 写真感光材料 12 71312007 通運 28
1990900 その他の非金属鉱物 3 3192900 その他の最終化学製品 12 7132000 P自家用貨物自動車輸送 44
2011010 枝肉 5 3210010 揮発油 13 7142000 道路貨物輸送施設提供 28
2011020 原皮 5 3210020 ジェット燃料油 13 7150000 外洋輸送 29
2011030 と殺副産物 5 3210030 灯油 13 7160110 沿海・内水面旅客輸送 29
2011040 鶏肉 5 3210040 軽油 13 7160120 沿海・内水面貨物輸送 29
2011050 肉鶏処理副産物 5 3210050 Ａ重油 13 71601207 沿海・内水面貨物輸送 29
2012100 畜産びん・かん詰 5 3210060 Ｂ重油 13 7160210 港湾運送 29
2012200 肉加工品 5 3210070 Ｃ重油 13 71602107 港湾運送 29
2012310 ラード (精製) 5 3210091 ナフサ 13 7160220 水運付帯サービス 29
2012320 動物原油 (非食用分) 5 3210092 液化石油ガス 13 7170011 国際航空輸送 30
2020010 飲用牛乳 5 32100924 液化石油ガス 47 7170012 国内航空旅客輸送 30
2020020 乳製品 5 32100925 液化石油ガス 59 7170013 国内航空貨物輸送 30
2030100 農産びん・かん詰 5 3210099 その他の石油製品 13 71700137 国内航空貨物輸送 30
2030900 その他の野菜・果物加工 5 3291110 コークス 14 7170014 航空機使用事業 30
2040100 水産びん・かん詰 5 32911104 コークス 48 7170020 航空付帯サービス 30
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表 2.18: 1975年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
2040210 ねり製品 5 32911105 コークス 60 7190000 その他の運輸付帯サービス 31
2040220 水産食品 5 3291190 その他の石炭乾溜製品 14 7200000 倉庫 31
2040310 冷凍魚貝類 5 32911904 その他の石炭乾溜製品 49 72000007 倉庫 31
2040320 塩蔵・乾燥・くん製品 5 32911905 その他の石炭乾溜製品 61 7201000 P自家倉庫 31
2040400 魚油・魚かす 5 3291200 練炭・豆炭 14 7300100 郵便 32
20404004 魚油・魚かす 5 3291310 舗装材料 14 7300210 国内電信電話 32
20404005 魚油・魚かす 68 3291320 薬品処理木材 14 7300220 国際電信電話 32
2050110 精米 (国産原料) 5 3310110 耐火れんが 17 7300900 その他の通信サービス 32
2050120 精米 (輸入) 5 3310190 その他の耐火物 17 8101000 公務 (中央)★★ 45
2050190 その他の精穀 5 3310900 その他の建設用土石製品 17 8102000 公務 (地方)★★ 45
2050210 小麦粉 5 3320100 板ガラス 17 8210010 学校教育 (国公立)★★ 41
2050290 その他の製粉 5 3320200 ガラス製品 17 8210020 学校教育 (私立)★ 41
2060010 パン類 5 33202003 ガラス製品 62 8210030 自然科学・学校研究機関 (国

公立)★★
42

2060020 菓子類 5 33202004 ガラス製品 50 8210040 人文科学・学校研究機関 (国
公立)★★

42

2070010 精製糖 (国産原料) 5 3330010 建築用陶磁器 17 8210050 自然科学・学校研究機関 (私
立)★

42

2070020 精製糖 (輸入原料) 5 3330020 工業用陶磁器 17 8210060 人文科学・学校研究機関 (私
立)★

42

2070030 輸入粗糖・副産物 5 3330030 日用陶磁器 17 8211000 P自家教育 44
2091110 食用なたね油 5 3340000 セメント 17 8212110 社会教育 (国公立)★★ 41
2091120 食用大豆油 5 3390100 炭素製品 17 8212120 社会教育 (非営利)★ 41
2091130 その他の食用油・加工品 5 3390200 研磨材 17 8212210 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
41

2091140 植物原油 (非食用分) 5 3390300 石綿製品 17 8212220 その他の教育訓練機関 (産
業)

41

2091190 植物原油かす 5 3390410 生コンクリート 17 8213110 自然科学研究機関 (国公立)
★★

42

2091200 調味料 5 3390421 コンクリート・パネル 17 8213120 人文科学研究機関 (国公立)
★★

42

2091300 めん類 5 3390429 その他のセメント製品 (除
別掲)

17 8213210 自然科学研究機関 (産業) 42

2091410 かんしょ・ばれいしょでん
粉

5 3390900 その他の土石製品 17 8213220 人文科学研究機関 (産業) 42

2091420 その他のでん粉・かす 5 3411000 銑鉄 18 8214000 P自家研究 44
2091500 水あめ・粉あめ・ぶどう糖 5 3412000 鉄屑 51 8220010 医療 (国公立)★★ 43
2091600 食用塩 5 34120002 鉄屑 51 8220020 医療 (非営利)★ 43
2091700 製氷 5 34120003 鉄屑 63 8220030 医療 (産業) 43
2091800 茶・コーヒー 5 3413000 フェロアロイ 18 8220040 保健衛生 (国公立)★★ 43
2091900 その他の食料品 5 3414000 粗鋼 18 8220050 保健衛生 (非営利)★ 43
2092000 配合飼料 5 3415010 普通鋼熱間圧延鋼材 18 8220060 保健衛生 (産業) 43
2110100 清酒 5 3415020 特殊鋼熱間圧延鋼材 18 8250100 社会保険事業 (国公立) ★

★
44

2110300 ビール 5 3416010 普通鋼鋼管 18 8250210 社会福祉 (国公立)★★ 44
2110500 添加用アルコール 5 3416020 特殊鋼鋼管 18 8250220 社会福祉 (非営利)★ 44
2110600 ウイスキー類 5 3417010 冷間仕上鋼材 18 8290200 対企業民間非営利団体 44
2110900 その他の酒類 5 3417020 めっき鋼材 18 8290300 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
44

2140000 清涼飲料 5 3418100 鍛鋼 18 8300100 広告 44
2200000 煙草 5 3418200 鋳鋼 18 8300200 調査・データ処理・計算サー

ビス
44

2301100 製糸 6 3418300 鋳鉄管 18 8300300 情報提供サービス 44
2301200 絹紡 6 3418410 機械用鋳鉄品 18 8300400 建物サービス 44
2302000 綿紡 6 3418420 鍛工品 18 8300500 法務・財務・会計サービス 44
2303000 毛紡 6 3418900 その他の鉄鋼製品 18 8300600 土木建築サービス 44
2304000 麻紡 6 3421110 電気銅 19 8300900 その他の対事業所サービス 44
2305000 スフ紡 6 3421210 鉛 19 8302100 電子計算機・同付属装置賃

貸業
44

2306010 ビニロン紡績糸 6 3421220 再生鉛 19 8302200 事務用物品 (除電算機等)賃
貸業

44

2306020 ナイロン紡績糸 6 3421310 亜鉛 19 8302300 貸自動車業 44
2306030 アクリルニトリル紡績糸 6 3421320 再生亜鉛 19 8400210 映画制作・配給業 44
2306040 エステル紡績糸 6 3421410 アルミニウム 19 8400220 映画館 44
2306090 その他の合成繊維糸 6 3421420 再生アルミニウム 19 8400910 劇場・興行場 44
2311100 絹織物 6 3421500 非鉄金属屑 52 8400920 遊戯場 44
2311200 人絹織物 6 34215002 非鉄金属屑 52 8400930 その他の娯楽施設 44
2312100 綿織物 6 34215003 非鉄金属屑 64 8400940 興行団 44
2312200 細幅織物 6 3421900 その他の非鉄金属地金 19 8400990 その他の娯楽 44
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表 2.18: 1975年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
2312300 スフ織物 6 3422000 伸銅品 19 8410010 公共放送 44
2313000 合成繊維織物 6 3423000 アルミ圧延 19 8410020 民間放送 44
2314010 毛織物 6 3429100 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 8501010 遊興飲食店 44
2314020 織フェルト 6 3429900 その他の非鉄金属一次製品 19 8501090 その他の飲食店 44
2315000 麻織物 6 3501110 軽量鉄骨系パネル 20 8509100 旅館・その他の宿泊所 44
2316000 染色整理 6 3501190 その他の鉄構物 20 8509200 洗濯・洗張・染物業 44
2320000 メリヤス製品 6 3501210 金属製ドア・シャッター 20 8509300 理容業 44
2390100 わら加工品 6 3501291 建設設備用金属製品 20 8509400 美容業 44
2390200 い製品 6 3501299 その他の建設用金属製品 (

除別掲)
20 8509500 浴場業 44

2390300 製綿・じゅうたん 6 3502100 家庭用金属製品 20 8509600 写真業 44
2390400 ロープ・漁網 6 3502200 道具類 20 8509700 葬儀業 44
2390510 民生用繊維既製品 7 3502900 その他の金属製品 20 8509800 各種修理業 (除別掲) 44
2390590 その他の繊維既製品 7 3601100 原動機・ボイラー 21 8509900 その他の対個人サービス 44
2390600 衛生材料 6 3602100 工作機械 21 8600000 事務用品 44
2390900 その他の繊維雑品 6 3602200 金属加工機械 21 8700000 梱包 44
2410100 木製履物 8 3603100 農業機械 21 9000000 分類不明 44
2410200 革製履物 16 3603200 鉱山・土木建設機械 21 9099000 内生部門計 0
2410300 その他の履物 7 3603300 化学機械 21 9110010 宿泊・日当 74
2430100 衣服 7 3603400 繊維機械 21 9110020 交際費 74
2430200 身廻品 7 3603510 食料品加工機械 21 9110030 福利厚生費 74
2510100 製材 8 3603520 製材木工機械 21 9311000 賃金・俸給 75
2510200 合板 8 3603530 パルプ装置・製紙機械 21 9312000 社会保険料 (雇用主負担) 75
2510300 木材チップ 8 3603540 印刷・製本・紙加工機械 21 9313000 その他の給与及び手当 75
25103004 木材チップ 8 3603571 鋳造装置 21 9412000 営業余剰 76
25103005 木材チップ 71 3603572 プラスチック加工機械 21 9420000 資本減耗引当 77
2520010 建築用木製品 8 3603579 その他の特殊産業機械 21 9430000 間接税 (関税を除く) 78
2520020 木製品 (除別掲) 8 3604110 ポンプおよび圧縮機 21 9440000 (控除)経常補助金 79
2600110 木製家具・建具材 9 3604120 運搬機械 21 9500000 付加価値部門計 0
2600190 その他の木製家具 9 3604141 冷凍機・同装置 21 9600000 副産物・屑発生額 0
2600200 金属製家具 9 3604142 温湿調整装置 21 9700000 国内生産額 80
2711100 溶解パルプ 10 3604151 サービス用機械 21
2711200 製紙パルプ 10 3604152 自動販売機 21

列コンバーター
001110 米 1 311320 石油化学系芳香族製品 12 399060 その他の製造品 26
001120 麦類 1 311390 その他の化学製品 12 400110 住宅新建築 (木造) 4
001200 野菜 1 311510 人絹糸 12 400120 住宅新建築 (非木造) 4
001300 果実 1 311520 スフ 12 400210 非住宅新建築 (木造) 4
001410 いも類 1 311610 繊維原料用合成樹脂 12 400220 非住宅新建築 (非木造) 4
001420 雑穀 1 311620 ビニロン繊維 12 400300 建設補修 4
001430 豆類 1 311630 ナイロン繊維 12 400411 道路関係公共事業 4
001440 油糧作物 1 311640 アクリルニトリル繊維 12 400419 河川・下水道・その他の公

共事業
4

001450 砂糖原料作物 1 311650 エステル繊維 12 400420 公共事業 (農業土木・林業・
治山・災害)

4

001460 飲料用作物 1 311690 その他の合成繊維 12 400910 鉄道軌道建設 4
001490 その他の食用耕種作物 1 311710 熱硬化性樹脂 12 400920 電力施設建設 4
001510 葉たばこ 1 311720 塩化ビニル 12 400930 電信・電話施設建設 4
001520 非食用工芸作物 (除別掲) 1 311730 石油系合成樹脂 12 400990 その他の建設 4
001590 その他の非食用耕種作物 1 311790 その他の合成樹脂 12 511011 事業用電力 34
001610 酪農 1 311811 アンモニア系肥料 12 511020 自家発電 34
001620 養鶏 1 311812 りん酸質肥料 12 512000 都市ガス 35
001630 養豚 1 311813 石灰窒素 12 513000 熱供給業 35
001640 肉牛 1 311819 その他の化学肥料 12 520011 上水道・簡易水道 36
001690 その他の畜産 1 311820 農薬 12 520012 工業用水 36
001700 養蚕 1 311910 無機薬品 12 520020 下水道★★ 43
002001 獣医業 1 311920 高圧ガス 12 530010 廃棄物処理 (公営)★★ 43
002009 農業サービス (除獣医業) 1 311950 合成染料 12 530020 廃棄物処理 (産業) 43
021110 育林 1 311990 その他の基礎薬品 12 611000 卸売 37
021210 特殊林産物 1 313000 塗料 12 612000 小売 37
021220 薪炭製造 1 319100 医薬品 12 620000 金融 38
021230 狩猟業 1 319210 石けん・界面活性剤 12 630010 生命保険 38
022000 素材 1 319220 化粧品・歯磨 12 630020 損害保険 38
041010 沿岸漁業 1 319230 印刷インキ 12 640100 不動産仲介業 39
041020 遠洋沖合漁業 1 319250 マッチ 12 640200 住宅賃貸料 39
041030 海面養殖業 1 319261 火薬類 12 640300 P不動産賃貸料 39
041040 捕鯨業 1 319262 弾薬類 26 711000 国有鉄道 (除国電旅客) 27
043010 内水面漁業 1 319270 写真感光材料 12 712000 国有鉄道 (国電旅客) 27
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表 2.18: 1975年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
043020 内水面養殖業 1 319290 その他の最終化学製品 12 712102 地方鉄道・軌道 27
110100 石炭 2 321000 石油製品 13 712211 バス 28
121000 鉄鉱石 3 329110 石炭乾溜製品 14 712212 ハイヤー・タクシー 28
122010 銅鉱 3 329120 練炭・豆炭 14 712300 P自家用旅客自動車輸送 43
122020 鉛鉱 3 329130 舗装材料・薬品処理木材 14 713110 道路貨物輸送 28
122030 亜鉛鉱 3 331010 耐火れんが 17 713120 通運 28
122090 その他の非鉄金属鉱物 3 331090 その他の建設用土石製品 17 713200 P自家用貨物自動車輸送 43
130100 原油 3 332010 板ガラス 17 714200 道路貨物輸送施設提供 28
130200 天然ガス 3 332020 ガラス製品 17 715000 外洋輸送 29
141010 石灰石 3 333000 陶磁器 17 716010 沿海・内水面輸送 29
141020 窯業原料鉱物 3 334000 セメント 17 716021 港湾運送 29
142000 砂利・石材 3 339010 炭素製品 17 716022 水運付帯サービス 29
199010 硫化鉱 3 339020 研磨材 17 717001 航空輸送 30
199090 その他の非金属鉱物 3 339030 石綿製品 17 717002 航空付帯サービス 30
201100 と殺 (含肉鶏処理) 5 339041 生コンクリート 17 719000 その他の運輸付帯サービス 31
201210 畜産びん・缶詰 5 339042 その他のセメント製品 17 720000 倉庫 31
201220 肉加工品 5 339090 その他の土石製品 17 720100 P自家倉庫 31
201230 動物油脂 5 341100 銑鉄 18 730010 郵便 32
202000 酪農品 5 341300 フェロアロイ 18 730021 国内電信電話 32
203010 農産びん・かん詰 5 341400 粗鋼 18 730022 国際電信電話 32
203090 その他の野菜果実加工 5 341500 熱間圧延鋼材 18 730090 その他の通信サービス 32
204010 水産びん・かん詰 5 341600 鋼管 18 810100 公務 (中央)★★ 44
204021 ねり製品 5 341700 冷間仕上及びめっき鋼材 18 810200 公務 (地方)★★ 44
204022 水産食品 5 341810 鍛鋼 18 821001 学校教育 (国公立)★★ 40
204031 冷凍魚貝類 5 341820 鋳鋼 18 821002 学校教育 (私立)★ 40
204032 塩蔵・乾燥・くん製 5 341830 鋳鉄管 18 821003 自然科学・学校研究機関 (国

公立)★★
41

204040 魚油・魚かす 5 341840 機械用鋳鍛造品 (鉄) 18 821004 人文科学・学校研究機関 (国
公立)★★

41

205010 精穀 5 341890 その他の鉄鋼製品 18 821005 自然科学・学校研究機関 (私
立)★

41

205020 製粉 5 342110 銅 19 821006 人文科学・学校研究機関 (私
立)★

41

206000 パン・菓子類 5 342120 鉛 19 821100 P自家教育 43
207000 砂糖 5 342130 亜鉛 19 821211 社会教育 (国公立)★★ 40
209110 植物油脂 5 342140 アルミニウム 19 821212 社会教育 (非営利)★ 40
209120 調味料 5 342190 その他の非鉄金属地金 19 821221 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
40

209130 めん類 5 342200 伸銅品 19 821222 その他の教育訓練機関 (産
業)

40

209140 でん粉 5 342300 アルミ圧延 19 821311 自然科学研究機関 (国公立)
★★

41

209150 水飴・ぶどう糖 5 342910 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 821312 人文科学研究機関 (国公立)
★★

41

209160 食用塩 5 342990 その他の非鉄金属一次製品 19 821321 自然科学研究機関 (産業) 41
209170 製氷 5 350111 軽量鉄骨系パネル 20 821322 人文科学研究機関 (産業) 41
209180 茶・コーヒー 5 350119 その他の鉄構物 20 821400 P自家研究 43
209190 その他の食料品 5 350121 金属性ドア・シャッター 20 822001 医療 (国公立)★★ 42
209200 配合飼料 5 350129 その他の建設用金属製品 20 822002 医療 (非営利)★ 42
211010 清酒 5 350210 家庭用金属製品 20 822003 医療 (産業) 42
211030 ビール 5 350220 道具類 20 822004 保健衛生 (国公立)★★ 42
211050 添加用アルコール 5 350290 その他の金属製品 20 822005 保健衛生 (非営利)★ 42
211060 ウィスキー類 5 360110 原動機・ボイラー 21 822006 保健衛生 (産業) 42
211090 その他の酒類 5 360210 工作機械 21 825010 社会保険事業★★ 43
214000 清涼飲料 5 360220 金属加工機械 21 825021 社会福祉 (国公立)★★ 43
220000 煙草 5 360310 農業機械 21 825022 社会福祉 (非営利)★ 43
230110 製糸 6 360320 鉱山・土木建設機械 21 829020 対企業民間非営利団体 43
230120 絹紡 6 360330 化学機械 21 829030 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
43

230200 綿紡 6 360340 繊維機械 21 830010 広告 43
230300 毛紡 6 360351 食料品加工機械 21 830020 調査・データ処理・計算サー

ビス
43

230400 麻紡 6 360352 製材・木工機械 21 830030 情報提供サービス 43
230500 スフ紡 6 360353 パルプ装置・製紙機械 21 830040 建物サービス 43
230600 合成繊維紡 6 360354 印刷・製本・紙加工機械 21 830050 法務・財務・会計サービス 43
231110 絹織物 6 360357 特殊産業機械 21 830060 土木建築サービス 43
231120 人絹織物 6 360411 ポンプおよび圧縮機 21 830090 その他の対事業所サービス 43
231210 綿織物 6 360412 運搬機械 21 830210 電子計算機・同付属装置賃

貸業
43
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表 2.18: 1975年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
231220 細幅織物 6 360414 冷凍機・温湿調整装置 21 830220 業務用物品 (除電子計算機)

賃貸業
43

231230 スフ織物 6 360415 サービス用機器 21 830230 貸自動車業 43
231300 合成繊維織物 6 360416 産業用運搬車両 21 840021 映画制作・配給業 43
231400 毛織物 6 360417 工業窯炉 21 840022 映画館 43
231500 麻織物 6 360419 その他の一般産業機械およ

び装置
21 840091 劇場・興行場 43

231600 染色整理 6 360420 一般機械修理 43 840092 遊戯場 43
232000 メリヤス製品 6 360510 事務用機械 21 840093 その他の娯楽施設 43
239010 わら加工品 6 360610 ミシン・毛糸手編機械 21 840094 興行団 43
239020 い製品 6 360630 鉄砲類 26 840099 その他の娯楽 43
239030 製綿・じゅうたん 6 360690 その他の機械・同部分品 21 841000 放送 43
239040 ロープ・漁網 6 370110 発電機器 22 850101 遊興飲食店 43
239051 民生用繊維既製品 7 370120 送配電機器 22 850109 その他の飲食店 43
239059 その他の繊維既製品 7 370130 電動機 22 850910 旅館・その他の宿泊所 43
239060 衛生材料 6 370140 その他の産業用重電機器 22 850920 洗濯・洗張・染物業 43
239090 その他の繊維雑品 6 370210 電球類 22 850930 理容業 43
241010 木製履物 8 370221 電気音響機器 22 850940 美容業 43
241020 革製履物 16 370222 ラジオ・テレビ受信機 22 850950 浴場業 43
241030 その他の履物 7 370223 民生用電気機器 22 850960 写真業 43
243010 衣服 7 370300 電子計算機・同付属装置 22 850970 葬儀業 43
243020 身廻品 7 370410 その他の軽電機器 22 850980 各種修理業 (除別掲) 43
251010 製材 8 370422 その他の電子応用装置 22 850990 その他の対個人サービス 43
251020 合板 8 370423 電子管 22 860000 事務用品 43
251030 木材チップ 8 370424 半導体素子・集積回路 22 870000 梱包 43
252000 その他の木製品 8 370430 電気通信機械及び関連機器 22 900000 分類不明 43
260011 木製家具・建具材 9 370440 電気計測器 22 909900 内生部門計 0
260019 その他の木製家具 9 370450 電気照明器具 22 911000 家計外消費支出 (列) 45
260020 金属製家具 9 370490 電気機械修理 43 912100 家計消費支出 46
271110 溶解パルプ 10 370500 電線・ケーブル 19 912200 対家計民間非営利団体消費

支出
47

271120 製紙パルプ 10 381010 鋼船 24 913010 中央政府消費支出 48
271210 洋紙・和紙 10 381020 その他の船舶 24 913020 地方政府消費支出 48
271220 板紙 10 381090 船舶修理 24 914100 国内総固定資本形成 (公的) 50
271240 繊維板 10 382010 鉄道車両 24 914200 国内総固定資本形成 (民間) 49
272010 加工紙 10 382020 産業用鉄道車両 24 915010 生産者製品在庫純増 51
272020 紙製容器 10 382090 鉄道車両修理 24 915020 半製品仕掛品在庫純増 51
272030 紙製品 10 383000 自動車 23 915030 流通在庫純増 51
272040 セロファン 10 384000 自動車修理 23 915040 原材料在庫純増 51
280010 新聞 11 385020 自動二輪車 23 921110 輸出 (普通貿易) 52
280091 印刷 11 385030 自転車・リヤカー 24 921120 輸出 (特殊貿易) 52
280092 出版 11 386010 航空機 24 921200 輸出 (直接購入) 46
291000 製革・毛皮 16 386020 航空機修理 24 935000 需要合計 0
293000 革製品 (革製履物身の廻り

品を除く
16 389010 その他の輸送機械 24 941110 (控除)輸入 (普通貿易) 53

300010 ゴム製品 15 389090 その他の輸送機械修理 24 941120 (控除)輸入 (特殊貿易) 53
300020 ゴム製履物 15 391010 理化学機器 25 941200 (控除)輸入 (直接購入) 46
311110 アンモニア 12 391020 度量衡器・計量器 25 942000 (控除)関税 54
311120 硫酸 12 391030 医療用機械 25 943000 (控除)輸入商品税 54
311130 カーバイド 12 391090 精密機械修理 43 950000 最終需要部門計 0
311140 ソーダ工業薬品 12 392010 カメラ 25 970000 国内生産額 55
311210 タール製品 (非石油系) 12 392020 その他の光学機械 25 971000 副産物・屑 (中間需要) 0
311221 環式中間物 (非石油系) 12 393010 時計 25 972000 屑 (最終需要) 0
311222 エチルアルコール 12 393090 時計修理 43 973000 輸入 0
311230 メタノール系誘導品 12 399010 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26 974000 関税 0

311240 アセチレン系誘導品 12 399020 楽器 26 975000 輸入品商品税 0
311250 可塑剤 12 399030 合成樹脂製品 26 976000 商業マージン 0
311270 油脂加工製品 12 399040 筆記具 26 977000 貨物運輸 0
311310 石油化学基礎製品 12 399050 身辺細貨品 26 978000 供給合計 0
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表 2.19: 1980年基本表コンバーター

コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
行コンバーター

0011110 米 1 2712100 洋紙・和紙 10 3603571 鋳造装置 21
0011120 稲わら 1 2712200 板紙 10 3603572 プラスチック加工機械 21
0011210 六条大麦 (国産) 1 2712400 繊維板 10 3603579 その他の特殊産業機械 21
0011220 大麦 (輸入) 1 2720110 段ボール 10 3604110 ポンプおよび圧縮機 21
0011230 裸麦 1 2720120 塗工紙・建設用加工紙 10 3604120 運搬機械 21
0011240 小麦 (国産) 1 2720200 紙製容器 10 3604141 冷凍機・同装置 21
0011250 小麦 (輸入) 1 2720300 紙製品 10 3604142 冷凍機応用製品 21
0011260 二条大麦 (ビール麦) 1 2720400 セロファン 10 3604151 サービス用機械 21
0011290 その他の麦 1 2800100 新聞 11 3604152 自動販売機 21
0012000 野菜 1 2800910 印刷 11 3604153 娯楽用機器 21
0013010 かんきつ 1 2800920 出版 11 3604160 産業用運搬車両 21
0013020 りんご 1 2910000 製革・毛皮 16 3604170 工業窯炉 21
0013090 その他の果実 1 2930000 かばん・袋物・その他の革

製品
16 3604190 その他の一般産業機械およ

び装置
21

0014110 かんしょ 1 3000110 タイヤ・チューブ 15 3604200 一般機械修理 44
0014120 ばれいしょ 1 3000190 その他のゴム製品 15 3605100 事務用機械 21
0014210 とうもろこし・こうりゃん

(輸入)
1 3000200 ゴム製履物 15 3606100 ミシン・毛糸手編機械 21

0014290 その他の雑穀 1 3000300 プラスチック製履物 15 3606300 鉄砲類 26
0014310 大豆 (国産) 1 3111100 アンモニア 12 3606900 その他の機械・同部分品 21
0014320 大豆 (輸入) 1 3111200 硫酸 12 3701100 発電機器 22
0014390 その他の豆類 1 3111300 カーバイト 12 3701200 送配電機器 22
0014410 なたね (種実) 1 3111410 ソーダ灰 12 3701300 電動機 22
0014490 その他の油糧作物 1 3111420 苛性ソーダ 12 3701400 その他の産業用重電機器 22
0014500 砂糖原料作物 1 3111430 液体塩素 12 3702100 電球類 22
0014610 コーヒー豆・カカオ豆 (輸

入)
57 3111440 塩酸 12 3702210 電気音響機器 22

0014690 その他の飲料用作物 1 3111490 その他のソーダ工業薬品 12 3702220 ラジオ・テレビ受信機 22
0014910 香辛料作物 (輸入) 1 3112110 純ベンゾール 12 3702230 民生用電気機器 22
0014920 食用工芸作物 (除別掲) 1 3112140 クレオソート油 12 3703000 電子計算機・同付属装置 22
0014990 飼料作物 1 3112150 ビッチ 12 3704100 その他の軽電機器 22
0015100 葉たばこ 1 3112190 その他のタール製品 12 3704220 その他の電子応用装置 22
0015210 生ゴム (輸入) 57 3112210 環式中間物 (非石油系) 12 3704230 電子管 22
0015250 綿花 (輸入) 57 3112220 エチルアルコール 12 3704240 半導体素子・集積回路 22
00152502 綿花 (輸入) 1 3112310 精製メタノール 12 3704300 電気通信機械及び関連機器 22
00152503 綿花 (輸入) 66 3112320 ホルマリン 12 3704400 電気計測器 22
0015290 その他の非食用耕種作物 1 3112390 その他のメタノール系誘導

品
12 3704500 電気照明器具 22

0016110 生乳 1 3112400 鎖式中間物 12 3704900 電気機械修理 44
0016120 乳子牛 (と殺向け) 1 3112500 可塑剤 12 3705010 銅電線・ケーブル 19
0016190 その他の酪農生産物 1 3112710 精製グリセリン 12 3705020 アルミ電線・ケーブル 19
00161902 その他の酪農生産物 1 3112790 その他の油脂加工製品 12 3810100 鋼船 24
00161903 その他の酪農生産物 66 3113110 エチレン (石油系) 12 38101002 鋼船 53
0016210 鶏卵 1 3113120 プロピレン (石油系) 12 38101003 鋼船 65
0016220 肉鶏 1 3113190 その他の石油化学基礎製品 12 3810200 その他の船舶 24
0016290 その他の養鶏生産物 1 3113210 純ベンゾール (石油系) 12 38102002 その他の船舶 24
0016310 豚 1 3113220 純トルオール (石油系) 12 38102003 その他の船舶 24
0016390 その他の養豚生産物 1 3113230 キシロール (石油系) 12 3810900 船舶修理 24
0016410 肉牛 1 3113290 その他の石油系芳香族製品 12 3820100 鉄道車両 24
0016490 その他の肉牛生産物 1 3113910 無水フタル酸 (石油系) 12 3820200 産業用鉄道車両 24
0016910 羊毛 1 3113920 スチレンモノマー (石油系) 12 3820900 鉄道車両修理 24
00169102 羊毛 1 3113930 酢酸 (石油系) 12 3830010 乗用車 23
00169103 羊毛 66 3113940 合成アセトン (石油系) 12 3830090 その他の自動車 23
0016920 肉蓄 1 3113950 合成ブタノール (石油系) 12 3840000 自動車修理 23
00169202 肉蓄 1 3113960 合成ゴム 12 3850200 自動二輪車 23
00169203 肉蓄 66 3113990 その他の石油化学製品 (石

油系合成樹脂を除く)
12 3850300 自転車・リヤカー 24

0016990 その他の畜産生産物 1 3115100 人絹糸 12 3860100 航空機 24
0017010 蚕繭 1 3115200 スフ 12 3860200 航空機修理 24
0017020 養蚕副産物 1 31152002 スフ 12 3890100 その他の輸送機械 24
0020010 獣医業 1 31152003 スフ 72 3890900 その他の輸送機械修理 24
0020090 農業サービス (除獣医業) 1 3116110 酢酸繊維素 12 3910100 理化学機器 25
0211100 育林 1 3116120 酢酸ビニル 12 3910200 度量衡器・計量器 25
0212100 特用林産物 1 3116130 ポリビニルアルコール 12 3910300 医療用機械 25
0212210 木炭 1 3116190 その他の繊維原料用合成樹

脂
12 3910900 精密機械修理 44
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表 2.19: 1980年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
0212220 薪 1 3116200 ビニロン繊維 12 3920100 カメラ 25
0220010 素材 (国産) 1 3116300 ナイロン繊維 12 3920200 その他の光学機械 25
0220020 素材 (輸入) 1 3116400 アクリルニトリル繊維 12 3930100 時計 25
0410100 沿岸漁業 1 3116500 ポリエステル繊維 12 3990100 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26

0410200 遠洋・沖合漁業 1 3116900 その他の合成繊維 12 3990200 楽器 26
0410300 海面養殖業 1 31169002 その他の合成繊維 12 3990300 合成樹脂製品 26
0430100 内水面漁業 1 31169003 その他の合成繊維 72 3990400 筆記具 26
0430200 内水面養殖業 1 3117100 熱硬化性樹脂 12 3990500 身辺細貨品 26
1101010 原料炭 (国産) 2 3117210 塩化ビニルモノマー 12 3990600 その他の製造品 26
1101020 原料炭 (輸入) 2 3117220 塩化ビニル樹脂 12 4001100 住宅新建築 (木造) 4
1101030 一般炭・亜炭 2 3117300 石油系合成樹脂 12 4001200 住宅新建築 (非木造) 4
1101040 無煙炭 2 3117900 その他の合成樹脂 12 4002100 非住宅新建築 (木造) 4
1210010 鉄鉱石 (国産) 3 3118111 硫安 12 4002200 非住宅新建築 (非木造) 4
12100104 鉄鉱石 (国産) 3 31181114 硫安 12 4003000 建設補修 4
12100105 鉄鉱石 (国産) 67 31181115 硫安 72 4004110 道路関係公共事業 4
1210020 鉄鉱石 (輸入) 56 3118112 尿素 12 4004190 河川・下水道・その他の公

共事業
4

1220100 銅鉱 3 3118113 塩安 12 4004200 農林関係公共事業 4
1220200 鉛鉱 3 3118114 硝安 12 4009100 鉄道軌道建設 4
1220300 亜鉛鉱 3 3118115 高度化成肥料 12 4009200 電力施設建設 4
1220900 その他の非鉄金属鉱物 3 3118120 りん酸質肥料 12 4009300 電信・電話施設建設 4
1301010 原油 (国産) 3 3118130 石灰窒素 12 4009900 その他の建設 4
1301020 原油 (輸入) 54 3118190 その他の化学肥料 12 5110100 事業用電力 34
1302100 天然ガス (国産) 3 31181904 その他の化学肥料 12 5110200 自家発電 34
1302200 天然ガス (輸入) 55 31181905 その他の化学肥料 72 5120000 都市ガス 35
1410100 石灰石 3 3118200 農薬 12 5130000 熱供給業 35
1410200 窯業原料鉱物 3 3119110 二硫化炭素 12 5200110 上水道・簡易水道 36
14102002 窯業原料鉱物 3 3119120 亜鉛華 12 5200120 工業用水 36
14102003 窯業原料鉱物 67 3119130 酸化チタン 12 5200200 下水道★★ 44
14102004 窯業原料鉱物 3 3119140 カーボンブラック 12 5300100 廃棄物処理 (公営)★★ 44
14102005 窯業原料鉱物 67 3119190 その他の無機薬品 12 5300200 廃棄物処理 (産業) 44
1420000 砂利・石材 3 3119200 高圧ガス 12 6110000 卸売 37
14200002 砂利・石材 3 3119500 合成染料 12 6120000 小売 37
14200003 砂利・石材 67 3119900 その他の基礎薬品 12 6200010 公的金融 (帰属利子) 40
1990100 硫化鉱・硫黄 3 3130000 塗料 12 6200020 民間金融 (帰属利子) 40
19901004 硫化鉱・硫黄 3 3191000 医薬品 12 6200030 公的金融 (手数料) 38
19901005 硫化鉱・硫黄 67 3192100 石けん・界面活性剤 12 6200040 民間金融 (手数料) 38
1990300 原塩 57 31921004 石けん・界面活性剤 12 6300110 生命保険 38
1990900 その他の非金属鉱物 3 31921005 石けん・界面活性剤 72 6300210 損害保険 38
2011010 枝肉 5 3192200 化粧品・歯磨 12 6401000 不動産仲介業 39
2011020 原皮 5 3192300 印刷インキ 12 6402000 住宅賃貸料 39
2011030 と殺副産物 5 3192500 マッチ 12 6403000 不動産賃貸料 39
2011040 鶏肉 5 3192611 産業用爆薬 12 7110010 国有鉄道 (国電以外の旅客) 27
2011050 肉鶏処理副産物 5 3192619 その他の火薬類 12 7110020 国有鉄道 (貨物) 27
2012100 畜産びん・かん詰 5 3192620 弾薬類 26 7120000 国有鉄道 (国電旅客) 27
2012200 肉加工品 5 3192700 写真感光材料 12 7121021 地方鉄道・軌道 (旅客) 27
2012310 ラード (精製) 5 3192900 その他の最終化学製品 12 7121022 地方鉄道・軌道 (貨物) 27
2012320 動物原油 (非食用分) 5 3210010 揮発油 13 7122110 バス 28
2020010 飲用牛乳 5 3210020 ジェット燃料油 13 7122120 ハイヤー・タクシー 28
2020020 乳製品 5 3210030 灯油 13 7123000 P自家用旅客自動車輸送 33
2030100 農産びん・かん詰 5 3210040 軽油 13 7131100 道路貨物輸送 28
2030900 その他の野菜・果物加工 5 3210050 Ａ重油 13 7131200 通運 28
2040100 水産びん・かん詰 5 3210060 Ｂ重油 13 7132000 P自家用貨物自動車輸送 33
2040210 ねり製品 5 3210070 Ｃ重油 13 7142000 道路貨物輸送施設提供 28
2040220 水産食品 5 3210091 ナフサ 13 7150000 外洋輸送 29
2040310 冷凍魚貝類 5 3210092 液化石油ガス 13 7160110 沿海・内水面旅客輸送 29
2040320 塩蔵・乾燥・くん製品 5 32100924 液化石油ガス 47 7160120 沿海・内水面貨物輸送 29
2040400 魚油・魚かす 5 32100925 液化石油ガス 59 7160210 港湾運送 29
20404004 魚油・魚かす 5 3210099 その他の石油製品 13 7160310 水運付帯サービス (公営)★

★
29

20404005 魚油・魚かす 68 3291110 コークス 14 7160320 水運付帯サービス (産業) 29
2050110 精米 (国産原料) 5 32911104 コークス 48 7170011 国際航空輸送 30
2050120 精米 (輸入) 5 32911105 コークス 60 7170012 国内航空旅客輸送 30
2050190 その他の精穀 5 3291190 その他の石炭乾溜製品 14 7170013 国内航空貨物輸送 30
2050210 小麦粉 5 32911904 その他の石炭乾溜製品 49 7170014 航空機使用事業 30
2050290 その他の製粉 5 32911905 その他の石炭乾溜製品 61 7170210 航空付帯サービス (国公営)

★★
30
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表 2.19: 1980年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
2060010 パン類 5 3291200 練炭・豆炭 14 7170220 航空付帯サービス (産業) 30
2060020 菓子類 5 3291310 舗装材料 14 7190000 その他の運輸付帯サービス 31
2070010 精製糖 (国産原料) 5 3291320 薬品処理木材 14 7200000 倉庫 31
2070020 精製糖 (輸入原料) 5 3310110 耐火れんが 17 7300100 郵便 32
2070030 輸入粗糖・副産物 5 3310190 その他の耐火物 17 7300210 国内電信電話 32
2091110 食用なたね油 5 3310900 その他の建設用土石製品 17 7300220 国際電信電話 32
2091120 食用大豆油 5 3320100 板ガラス 17 7300900 その他の通信サービス 32
2091130 その他の食用油・加工品 5 3320200 ガラス製品 17 8101000 公務 (中央)★★ 45
2091140 植物原油 (非食用分) 5 33202002 ガラス製品 50 8102000 公務 (地方)★★ 45
2091190 植物原油かす 5 33202003 ガラス製品 62 8210010 学校教育 (国公立)★★ 41
2091200 調味料 5 3330010 建築用陶磁器 17 8210020 学校教育 (私立)★ 41
2091300 めん類 5 3330020 工業用陶磁器 17 8210030 自然科学・学校研究機関 (国

公立)★★
42

2091410 かんしょ・ばれいしょでん
粉

5 3330030 日用陶磁器 17 8210040 人文科学・学校研究機関 (国
公立)★★

42

2091420 その他のでん粉・かす 5 3340000 セメント 17 8210050 自然科学・学校研究機関 (私
立)★

42

2091500 水あめ・粉あめ・ぶどう糖 5 3390100 炭素製品 17 8210060 人文科学・学校研究機関 (私
立)★

42

2091600 塩 5 3390200 研磨材 17 8211000 P自家教育 44
2091700 製氷 5 3390300 石綿製品 17 8212110 社会教育 (国公立)★★ 41
2091800 茶・コーヒー 5 3390410 生コンクリート 17 8212120 社会教育 (非営利)★ 41
2091900 その他の食料品 5 3390421 コンクリート・パネル 17 8212210 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
41

2092000 配合飼料 5 3390429 その他のセメント製品 (除
別掲)

17 8212220 その他の教育訓練機関 (産
業)

41

2110100 清酒 5 3390900 その他の土石製品 17 8213110 自然科学研究機関 (国公立)
★★

42

2110300 ビール 5 3411000 銑鉄 18 8213120 人文科学研究機関 (国公立)
★★

42

2110500 添加用アルコール 5 3412000 鉄屑 51 8213210 自然科学研究機関 (産業) 42
2110600 ウイスキー類 5 34120002 鉄屑 51 8213220 人文科学研究機関 (産業) 42
2110900 その他の酒類 5 34120003 鉄屑 63 8214000 P自家研究 44
2140000 清涼飲料 5 3413000 フェロアロイ 18 8220010 医療 (国公立)★★ 43
2200000 煙草 5 3414000 粗鋼 18 8220020 医療 (非営利)★ 43
2301100 製糸 6 3415010 普通鋼熱間圧延鋼材 18 8220030 医療 (産業) 43
2301200 絹紡 6 3415020 特殊鋼熱間圧延鋼材 18 8220040 保健衛生 (国公立)★★ 43
2302000 綿紡 6 3416010 普通鋼鋼管 18 8220050 保健衛生 (非営利)★ 43
2303000 毛紡 6 3416020 特殊鋼鋼管 18 8220060 保健衛生 (産業) 43
2304000 麻紡 6 3417010 冷間仕上鋼材 18 8250110 社会保険事業 (国公立) ★

★
44

2305000 スフ紡 6 3417020 めっき鋼材 18 8250120 社会保険事業 (非営利)★ 44
2306010 ビニロン紡績糸 6 3418100 鍛鋼 18 8250210 社会福祉 (国公立)★★ 44
2306020 ナイロン紡績糸 6 3418200 鋳鋼 18 8250220 社会福祉 (非営利)★ 44
2306030 アクリルニトリル紡績糸 6 3418300 鋳鉄管 18 8290200 対企業民間非営利団体 44
2306040 エステル紡績糸 6 3418410 機械用鋳鉄品 18 8290300 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
44

2306090 その他の合成繊維糸 6 3418420 鍛工品 18 8300100 広告 44
2311100 絹織物 6 3418900 その他の鉄鋼製品 18 8300200 調査・データ処理・計算サー

ビス
44

2311200 人絹織物 6 3421110 電気銅 19 8300300 情報提供サービス 44
2312100 綿織物 6 3421210 鉛 19 8300400 建物サービス 44
2312200 細幅織物 6 3421220 再生鉛 19 8300500 法務・財務・会計サービス 44
2312300 スフ織物 6 3421310 亜鉛 19 8300600 土木建築サービス 44
2313000 合成繊維織物 6 3421320 再生亜鉛 19 8300900 その他の対事業所サービス 44
2314000 毛織物 6 3421410 アルミニウム 19 8302100 電子計算機・同付属装置賃

貸業
44

2315000 麻織物 6 3421420 再生アルミニウム 19 8302200 業務用物品 (除電子計算機)
賃貸業

44

2316000 染色整理 6 3421500 非鉄金属屑 52 8302300 貸自動車業 44
2320000 ニット製品 6 34215002 非鉄金属屑 52 8400210 映画制作・配給業 44
2390100 わら加工品 6 34215003 非鉄金属屑 64 8400220 映画館 44
2390200 い製品 6 3421900 その他の非鉄金属地金 19 8400910 劇場・興行場 44
2390300 製綿・じゅうたん 6 3422000 伸銅品 19 8400920 遊戯場 44
2390400 ロープ・漁網 6 3423000 アルミ圧延 19 8400930 その他の娯楽施設 44
2390510 民生用繊維既製品 7 3429100 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 8400940 興行団 44
2390590 その他の繊維既製品 7 3429200 核燃料 19 8400990 その他の娯楽 44
2390600 衛生材料 6 3429900 その他の非鉄金属一次製品 19 8410010 公共放送 44
2390900 その他の繊維雑品 6 3501110 軽量鉄骨系パネル 20 8410020 民間放送 44
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表 2.19: 1980年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
2410200 革製履物 16 3501190 その他の鉄構物 20 8410030 有線放送 44
2410300 その他の履物 7 3501210 金属製ドア・シャッター 20 8501010 遊興飲食店 44
2430100 衣服 7 3501291 建設設備用金属製品 20 8501090 その他の飲食店 44
2430200 身廻品 7 3501299 その他の建設用金属製品 (

除別掲)
20 8509100 旅館・その他の宿泊所 44

2510100 製材 8 3502100 家庭用金属製品 20 8509200 洗濯・洗張・染物業 44
2510200 合板 8 3502200 道具類 20 8509300 理容業 44
2510300 木材チップ 8 3502900 その他の金属製品 20 8509400 美容業 44
25103002 木材チップ 8 3601100 原動機・ボイラー 21 8509500 浴場業 44
25103003 木材チップ 71 3602100 工作機械 21 8509600 写真業 44
2520010 建築用木製品 8 3602200 金属加工機械 21 8509700 葬儀業 44
2520020 木製品 (除別掲) 8 3603100 農業機械 21 8509800 各種修理業 (除別掲) 44
2600110 木製家具・建具材 9 3603200 鉱山・土木建設機械 21 8509900 その他の対個人サービス 44
2600190 その他の木製家具 9 3603300 化学機械 21 8600000 P事務用品 44
2600200 金属製家具 9 3603400 繊維機械 21 8700000 梱包 44
2711100 溶解パルプ 10 3603510 食料品加工機械 21 9000000 分類不明 44
2711200 製紙パルプ 10 3603520 製材木工機械 21 9099000 内生部門計 0
27112002 製紙パルプ 46 3603530 パルプ装置・製紙機械 21
27112003 製紙パルプ 58 3603540 印刷・製本・紙加工機械 21

列コンバーター
001110 米 1 311620 ビニロン繊維 12 400419 河川・下水道・その他の公

共事業
4

001120 麦類 1 311630 ナイロン繊維 12 400420 農林関係公共事業 4
001200 野菜 1 311640 アクリルニトリル繊維 12 400910 鉄道軌道建設 4
001300 果実 1 311650 ポリエステル繊維 12 400920 電力施設建設 4
001410 いも類 1 311690 その他の合成繊維 12 400930 電信・電話施設建設 4
001420 雑穀 1 311710 熱硬化性樹脂 12 400990 その他の建設 4
001430 豆類 1 311720 塩化ビニル 12 511011 事業用水力発電 34
001440 油糧作物 1 311730 石油系合成樹脂 12 511012 事業用火力発電 34
001450 砂糖原料作物 1 311790 その他の合成樹脂 12 511019 その他の事業用発電 34
001460 飲料用作物 1 311811 アンモニア系肥料 12 511020 自家発電 34
001490 その他の食用耕種作物 1 311812 りん酸質肥料 12 512000 都市ガス 35
001510 葉たばこ 1 311813 石灰窒素 12 513000 熱供給業 35
001520 非食用耕種作物 1 311819 その他の化学肥料 12 520011 上水道・簡易水道 36
001610 酪農 1 311820 農薬 12 520012 工業用水 36
001620 養鶏 1 311910 無機薬品 12 520020 下水道★★ 43
001630 養豚 1 311920 高圧ガス 12 530010 廃棄物処理 (公営)★★ 43
001640 肉牛 1 311950 合成染料 12 530020 廃棄物処理 (産業) 43
001690 その他の畜産 1 311990 その他の基礎薬品 12 611000 卸売 37
001700 養蚕 1 313000 塗料 12 612000 小売 37
002001 獣医業 1 319100 医薬品 12 620000 金融 38
002009 農業サービス (除獣医業) 1 319210 石けん・界面活性剤 12 630010 生命保険 38
021110 育林 1 319220 化粧品・歯磨 12 630020 損害保険 38
021210 特用林産物 1 319230 印刷インキ 12 640100 不動産仲介業 39
021220 薪炭製造 1 319250 マッチ 12 640200 住宅賃貸料 39
022000 素材 1 319261 火薬類 12 640300 不動産賃貸料 39
041010 沿岸・沖合漁業 1 319262 弾薬類 26 711000 国有鉄道 (除国電旅客) 27
041020 遠洋漁業 1 319270 写真感光材料 12 712000 国有鉄道 (国電旅客) 27
041030 海面養殖業 1 319290 その他の最終化学製品 12 712102 地方鉄道・軌道 27
043010 内水面漁業 1 321000 石油製品 13 712211 バス 28
043020 内水面養殖業 1 329110 石炭乾溜製品 14 712212 ハイヤー・タクシー 28
110100 石炭 2 329120 練炭・豆炭 14 712300 P自家用旅客自動車輸送 33
121000 鉄鉱石 3 329130 舗装材料・薬品処理木材 14 713110 道路貨物輸送 28
122010 銅鉱 3 331010 耐火物 17 713120 通運 28
122020 鉛鉱 3 331090 その他の建設用土石製品 17 713200 P自家用貨物自動車輸送 33
122030 亜鉛鉱 3 332010 板ガラス 17 714200 道路貨物輸送施設提供 28
122090 その他の非鉄金属鉱物 3 332020 ガラス製品 17 715000 外洋輸送 29
130100 原油 3 333000 陶磁器 17 716010 沿海・内水面輸送 29
130200 天然ガス 3 334000 セメント 17 716021 港湾運送 29
141010 石灰石 3 339010 炭素製品 17 716031 水運付帯サービス (公営)★

★
29

141020 窯業原料鉱物 3 339020 研磨材 17 716032 水運付帯サービス (産業) 29
142000 砂利・石材 3 339030 石綿製品 17 717001 航空輸送 30
199010 硫化鉱・硫黄 3 339041 生コンクリート 17 717021 航空付帯サービス (国公営)

★★
30

199090 その他の非金属鉱物 3 339042 その他のセメント製品 17 717022 航空付帯サービス (産業) 30
201100 と殺 (含肉鶏処理) 5 339090 その他の土石製品 17 719000 その他の運輸付帯サービス 31
201210 畜産びん・缶詰 5 341100 銑鉄 18 720000 倉庫 31
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表 2.19: 1980年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
201220 肉加工品 5 341300 フェロアロイ 18 730010 郵便 32
201230 動物油脂 5 341400 粗鋼 18 730021 国内電信電話 32
202000 酪農品 5 341500 熱間圧延鋼材 18 730022 国際電信電話 32
203010 農産びん・かん詰 5 341600 鋼管 18 730090 その他の通信サービス 32
203090 その他の野菜・かん詰 5 341700 冷間仕上及びめっき鋼材 18 810100 公務 (中央)★★ 44
204010 水産びん・かん詰 5 341810 鍛鋼 18 810200 公務 (地方)★★ 44
204021 ねり製品 5 341820 鋳鋼 18 821001 学校教育 (国公立)★★ 40
204022 水産食品 5 341830 鋳鉄管 18 821002 学校教育 (私立)★ 40
204031 冷凍魚貝類 5 341840 機械用鋳鍛造品 (鉄) 18 821003 自然科学・学校研究機関 (国

公立)★★
41

204032 塩蔵・乾燥・くん製 5 341890 その他の鉄鋼製品 18 821004 人文科学・学校研究機関 (国
公立)★★

41

204040 魚油・魚かす 5 342110 銅 19 821005 自然科学・学校研究機関 (私
立)★

41

205010 精穀 5 342120 鉛 19 821006 人文科学・学校研究機関 (私
立)★

41

205020 製粉 5 342130 亜鉛 19 821100 P自家教育 43
206000 パン・菓子類 5 342140 アルミニウム 19 821211 社会教育 (国公立)★★ 40
207000 砂糖 5 342190 その他の非鉄金属地金 19 821212 社会教育 (非営利)★ 40
209110 植物油脂 5 342200 伸銅品 19 821221 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
40

209120 調味料 5 342300 アルミ圧延製品 19 821222 その他の教育訓練機関 (産
業)

40

209130 めん類 5 342910 機械用鋳鍛造品 (非鉄) 19 821311 自然科学研究機関 (国公立)
★★

41

209140 でん粉 5 342920 核燃料 19 821312 人文科学研究機関 (国公立)
★★

41

209150 水あめ・粉あめ・ぶどう糖 5 342990 その他の非鉄金属一次製品 19 821321 自然科学研究機関 (産業) 41
209160 塩 5 350111 軽量鉄骨系パネル 20 821322 人文科学研究機関 (産業) 41
209170 製氷 5 350119 その他の鉄構物 20 821400 P自家研究 43
209180 茶・コーヒー 5 350121 金属性ドア・シャッター 20 822001 医療 (国公立)★★ 42
209190 その他の食料品 5 350129 その他の建設用金属製品 20 822002 医療 (非営利)★ 42
209200 配合飼料 5 350210 家庭用金属製品 20 822003 医療 (産業) 42
211010 清酒 5 350220 道具類 20 822004 保健衛生 (国公立)★★ 42
211030 ビール 5 350290 その他の金属製品 20 822005 保健衛生 (非営利)★ 42
211050 添加用アルコール 5 360110 原動機・ボイラー 21 822006 保健衛生 (産業) 42
211060 ウィスキー類 5 360210 工作機械 21 825011 社会保険事業 (国公立) ★

★
43

211090 その他の酒類 5 360220 金属加工機械 21 825012 社会保険事業 (非営利)★ 43
214000 清涼飲料 5 360310 農業機械 21 825021 社会福祉 (国公立)★★ 43
220000 煙草 5 360320 鉱山・土木建設機械 21 825022 社会福祉 (非営利)★ 43
230110 製糸 6 360330 化学機械 21 829020 対企業民間非営利団体 43
230120 絹紡 6 360340 繊維機械 21 829030 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
43

230200 綿紡 6 360351 食料品加工機械 21 830010 広告 43
230300 毛紡 6 360352 製材・木工機械 21 830020 調査・データ処理・計算サー

ビス
43

230400 麻紡 6 360353 パルプ装置・製紙機械 21 830030 情報提供サービス 43
230500 スフ紡 6 360354 印刷・製本・紙加工機械 21 830040 建物サービス 43
230600 合成繊維紡 6 360357 特殊産業機械 21 830050 法務・財務・会計サービス 43
231110 絹織物 6 360411 ポンプおよび圧縮機 21 830060 土木建築サービス 43
231120 人絹織物 6 360412 運搬機械 21 830090 その他の対事業所サービス 43
231210 綿織物 6 360414 冷凍機・同応用製品 21 830210 電子計算機・同付属装置賃

貸業
43

231220 細幅織物 6 360415 サービス用機器 21 830220 業務用物品 (除電子計算機)
賃貸業

43

231230 スフ織物 6 360416 産業用運搬車両 21 830230 貸自動車業 43
231300 合成繊維織物 6 360417 工業窯炉 21 840021 映画制作・配給業 43
231400 毛織物 6 360419 その他の一般産業機械およ

び装置
21 840022 映画館 43

231500 麻織物 6 360420 一般機械修理 43 840091 劇場・興行場 43
231600 染色整理 6 360510 事務用機械 21 840092 遊戯場 43
232000 ニット製品 6 360610 ミシン・毛糸手編機械 21 840093 その他の娯楽施設 43
239010 わら加工品 6 360630 鉄砲類 26 840094 興行団 43
239020 い製品 6 360690 その他の機械・同部分品 21 840099 その他の娯楽 43
239030 製綿・じゅうたん 6 370110 発電機器 22 841000 放送 43
239040 ロープ・漁網 6 370120 送配電機器 22 850101 遊興飲食店 43
239051 民生用繊維既製品 7 370130 電動機 22 850109 その他の飲食店 43
239059 その他の繊維既製品 7 370140 その他の産業用重電機器 22 850910 旅館・その他の宿泊所 43
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表 2.19: 1980年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
239060 衛生材料 6 370210 電球類 22 850920 洗濯・洗張・染物業 43
239090 その他の繊維雑品 6 370221 電気音響機器 22 850930 理容業 43
241020 革製履物 16 370222 ラジオ・テレビ受信機 22 850940 美容業 43
241030 その他の履物 7 370223 民生用電気機器 22 850950 浴場業 43
243010 衣服 7 370300 電子計算機・同付属装置 22 850960 写真業 43
243020 身廻品 7 370410 その他の軽電機器 22 850970 葬儀業 43
251010 製材 8 370422 その他の電子応用装置 22 850980 各種修理業 (除別掲) 43
251020 合板 8 370423 電子管 22 850990 その他の対個人サービス 43
251030 木材チップ 8 370424 半導体素子・集積回路 22 860000 P事務用品 43
252000 その他の木製品 8 370430 電気通信機械及び関連機器 22 870000 梱包 43
260011 木製家具・建具材 9 370440 電気計測器 22 900000 分類不明 43
260019 その他の木製家具 9 370450 電気照明器具 22 909900 内生部門計 0
260020 金属製家具 9 370490 電気機械修理 43 911000 家計外消費支出 (列) 45
271110 溶解パルプ 10 370500 電線・ケーブル 19 912100 家計消費支出 46
271120 製紙パルプ 10 381010 鋼船 24 912200 対家計民間非営利団体消費

支出
47

271210 洋紙・和紙 10 381020 その他の船舶 24 913010 中央政府消費支出 48
271220 板紙 10 381090 船舶修理 24 913020 地方政府消費支出 48
271240 繊維板 10 382010 鉄道車両 24 914100 国内総固定資本形成 (公的) 50
272010 加工紙 10 382020 産業用鉄道車両 24 914200 国内総固定資本形成 (民間) 49
272020 紙製容器 10 382090 鉄道車両修理 24 915010 生産者製品在庫純増 51
272030 紙製品 10 383000 自動車 23 915020 半製品仕掛品在庫純増 51
272040 セロファン 10 384000 自動車修理 23 915030 流通在庫純増 51
280010 新聞 11 385020 自動二輪車 23 915040 原材料在庫純増 51
280091 印刷 11 385030 自転車・リヤカー 24 921110 輸出 (普通貿易) 52
280092 出版 11 386010 航空機 24 921120 輸出 (特殊貿易) 52
291000 製革・毛皮 16 386020 航空機修理 24 921200 輸出 (直接購入) 46
293000 かばん・袋物・その他の革

製品
16 389010 その他の輸送機械 24 930000 最終需要計 0

300010 ゴム製品 15 389090 その他の輸送機械修理 24 935000 需要合計 0
300020 ゴム製履物 15 391010 理化学機器 25 941110 (控除)輸入 (普通貿易) 53
300030 プラスチック製履物 15 391020 度量衡器・計量器 25 941120 (控除)輸入 (特殊貿易) 53
311110 アンモニア 12 391030 医療用機械 25 941200 (控除)輸入 (直接購入) 46
311120 硫酸 12 391090 精密機械修理 43 942000 (控除)関税 54
311130 カーバイド 12 392010 カメラ 25 943000 (控除)輸入商品税 54
311140 ソーダ工業薬品 12 392020 その他の光学機械 25 945000 (控除)輸入計 0
311210 タール製品 (非石油系) 12 393010 時計 25 950000 最終需要部門計 0
311221 環式中間物 (非石油系) 12 399010 玩具・運動用品 (ゴム製を

除く)
26 951000 商業マージン (卸売) 0

311222 エチルアルコール 12 399020 楽器 26 952000 商業マージン (小売) 0
311230 メタノール系誘導品 12 399030 合成樹脂製品 26 961000 貨物運賃 (国鉄) 0
311240 鎖式中間物 12 399040 筆記具 26 962000 貨物運賃 (地鉄) 0
311250 可塑剤 12 399050 身辺細貨品 26 963010 貨物運賃 (道路) 0
311270 油脂加工製品 12 399060 その他の製造品 26 963020 貨物運賃 (通運) 0
311310 石油化学基礎製品 12 400110 住宅新建築 (木造) 4 964010 貨物運賃 (沿海内水面) 0
311320 石油化学系芳香族製品 12 400120 住宅新建築 (非木造) 4 964020 貨物運賃 (港湾運送) 0
311390 その他の石油化学製品 (除

石油系合成樹脂)
12 400210 非住宅新建築 (木造) 4 965000 貨物運賃 (航空) 0

311510 人絹糸 12 400220 非住宅新建築 (非木造) 4 966000 貨物運賃 (倉庫) 0
311520 スフ 12 400300 建設補修 4 970000 国内生産額 55
311610 繊維原料用合成樹脂 12 400411 道路関係公共事業 4
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表 2.20: 1985年基本表コンバーター

コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
行コンバーター

0111011 米 1 2029099 その他の無機化学工業製品 12 3411031 その他の送配電機器 22
0111012 稲わら 1 2031011 エチレン 12 3411099 その他の産業用重電機器 22
0111021 小麦 (国産) 1 2031012 プロピレン 12 3421011 電気計測器 22
0111022 小麦 (輸入) 1 2031019 その他の石油化学基礎製品 12 3421021 電気照明器具 22
0111023 大麦 (国産) 1 2031021 純ベンゾール 12 3421031 電池 22
0111024 大麦 (輸入) 1 2031022 純トルオール 12 3421041 電球類 22
0111031 とうもろこし・こうりゃん

(輸入)
1 2031023 キシロール 12 3421051 配線器具 22

0111039 その他の雑穀 1 2031029 その他の石油化学系芳香族
製品

12 3421061 内燃機関電装品 22

0112011 甘藷 1 2032011 合成アルコール類 12 3421099 その他の軽電機器 22
0112012 馬鈴薯 1 2032012 酢酸 12 3431011 電子管 22
0112021 大豆 (国産) 1 2032013 二塩化エチレン 12 3431021 電気音響機器部分品・付属

品
22

0112022 大豆 (輸入) 1 2032014 アクリロニトリル 12 3431099 その他の電子・通信機器部
分品・付属品

22

0112029 その他の豆類 1 2032015 エチレングリコール 12 3432101 電気機械修理 44
0113011 野菜 1 2032016 酢酸ビニルモノマー 12 3511011 乗用車 23
0114011 柑橘 1 2032019 その他の脂肪族中間物 12 3521011 トラック・バス・その他の

自動車
23

0114012 りんご 1 2032021 スチレンモノマー 12 3531011 二輪自動車 23
0114019 その他の果実 1 2032022 合成石炭酸 12 3541011 自動車車体 23
0115011 油糧作物 1 2032023 テレフタル酸 (高純度) 12 3541021 自動車内燃機関・同部分品 23
0115021 砂糖原料作物 1 2032024 カプロラクタム 12 3541031 自動車部品 23
0115031 コーヒー豆・カカオ豆 (輸

入
57 2032029 その他の環式中間物 12 3551101 自動車修理 23

0115039 その他の飲料用作物 1 2033011 合成ゴム 12 3611011 鋼船 24
0115091 香辛料作物 (輸入) 1 2039011 コールタール製品 12 36110112 鋼船 53
0115092 食用工芸作物 (除別掲 1 2039021 メタン誘導品 12 36110113 鋼船 65
0116011 飼料作物 1 2039031 油脂加工製品 12 3611021 その他の船舶 24
0116021 葉煙草 1 2039041 可塑剤 12 3611031 船舶内燃機関 24
0116031 種苗 1 2039051 合成染料 12 3611101 船舶修理 24
0116041 花き・花木類 1 2039099 その他の有機化学工業製品 12 3621011 鉄道車両 24
0116091 生ゴム (輸入) 57 2041011 熱硬化性樹脂 12 3621101 鉄道車両修理 24
0116092 綿花 (輸入) 57 2041021 ポリエチレン (低密度) 12 3622011 航空機 24
01160922 綿花 (輸入) 1 2041022 ポリエチレン (高密度) 12 3622101 航空機修理 24
01160923 綿花 (輸入) 66 2041023 ポリスチレン 12 3629011 自転車 24
0116093 非食用耕種作物 1 2041024 ポリプロピレン 12 3629091 産業用運搬車両 24
0121011 生乳 1 2041025 塩化ビニル樹脂 12 3629099 その他の輸送機械 24
0121019 その他の酪農生産物 1 2041031 高機能性樹脂 12 3629101 その他の輸送機械修理 44
0121021 採鶏卵 1 2041099 その他の合成樹脂 12 3711011 カメラ 25
0121031 肉鶏 (除別掲) 1 2051011 人絹糸・スフ 12 3711099 その他の光学機械 25
0121041 養豚 1 2051021 合成繊維 12 3712011 時計 25
0121051 肉牛 1 2061011 医薬品 12 3719011 理化学機器具 25
0121091 羊毛 1 2071011 石鹸・合成洗剤 12 3719021 分析器・試験機・計量器・

測定器
25

01210912 羊毛 1 2071012 界面活性剤 12 3719031 医療用機械器具 25
01210913 羊毛 66 2071021 化粧品・はみがき 12 3719101 精密機械修理 44
0121099 その他の畜産 1 2072011 塗料 12 3911011 玩具 26
0122011 養蚕 1 2072021 印刷インキ 12 3911021 運動用品 26
0131011 獣医業 1 2073011 写真感光材料 12 3919011 楽器・レコード 26
0131021 農業サービス (除獣医業) 1 2079011 農薬 12 3919021 筆記具・文具 26
0211011 育林 1 2079021 火薬類 12 3919031 身辺細貨品 26
0212011 素材 (国産) 1 2079091 触媒 12 3919041 武器 26
0212012 素材 (輸入) 1 2079092 ゼラチン及び接着剤 12 3919099 その他の製造工業製品 26
0213011 特用林産物 (含狩猟業) 1 2079099 その他の最終化学製品 (除

別掲)
12 4111011 住宅新建築 (木造) 4

0311011 沿岸漁業 1 2111011 揮発油 13 4111021 住宅新建築 (非木造) 4
0311021 沖合漁業 1 2111012 ジェット燃料油 13 4112011 非住宅新建築 (木造) 4
0311031 遠洋漁業 1 2111013 灯油 13 4112021 非住宅新建築 (非木造) 4
0311041 海面養殖業 1 2111014 軽油 13 4121011 建設補修 4
0312011 内水面漁業 1 2111015 Ａ重油 13 4131011 道路関係公共事業 4
0312021 内水面養殖業 1 2111016 Ｂ重油・Ｃ重油 13 4131021 河川・下水道・その他の公

共事業
4

0611011 鉄鉱石 56 2111017 ナフサ 13 4131031 農林関係公益事業 4
06110114 鉄鉱石 3 2111018 液化石油ガス 13 4132011 鉄道軌道建設 4



2.10. 補論 125

表 2.20: 1985年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
06110115 鉄鉱石 67 21110184 液化石油ガス 47 4132021 電力施設建設 4
0612011 銅鉱 3 21110185 液化石油ガス 59 4132031 電気通信施設建設 4
0612012 鉛・亜鉛鉱 3 2111019 その他の石油製品 13 4132099 その他の土木建設 4
0612019 その他の非鉄金属鉱物 3 2121011 コークス 14 5111001 事業用電力 34
0621011 石灰石 3 21210114 コークス 48 5111041 自家発電 34
0621099 その他の窯業原料鉱物 3 21210115 コークス 60 5121011 都市ガス 35
06210992 その他の窯業原料鉱物 3 2121019 その他の石炭製品 14 5122011 熱供給業 35
06210993 その他の窯業原料鉱物 67 21210194 その他の石炭製品 49 5211011 上水道・簡易水道 36
06210994 その他の窯業原料鉱物 3 21210195 その他の石炭製品 61 5211021 工業用水 36
06210995 その他の窯業原料鉱物 67 2121021 舗装材料 14 5211031 下水道★★ 44
0622011 砂利・採石 3 2211011 プラスチックフィルム・シー

ト
26 5212011 廃棄物処理 (公営)★★ 44

06220112 砂利・採石 3 2211012 プラスチック板・管・棒 26 5212021 廃棄物処理 (産業) 44
06220113 砂利・採石 67 2211013 プラスチック発砲製品 26 6111011 卸売 37
0622021 砕石 3 2211014 工業用プラスチック製品 26 61110116 卸売 37
06220212 砕石 3 2211015 強化プラスチック製品 26 6112011 小売 37
06220213 砕石 67 2211016 プラスチック製容器 26 61120116 小売 37
0629099 その他の非金属鉱物 3 2211017 プラスチック製日用雑貨・

食卓用品
26 6211011 公的金融 (帰属利子) 40

06290994 その他の非金属鉱物 3 2211019 その他のプラスチック製品 26 6211012 民間金融 (帰属利子) 40
06290995 その他の非金属鉱物 67 2311011 タイヤ・チューブ 15 6211013 公的金融 (手数料) 38
0711011 原料炭 (国産) 2 2319011 ゴム製履物 15 6211014 民間金融 (手数料) 38
0711012 原料炭 (輸入) 2 2319021 プラスチック製履物 26 6212011 生命保険 38
0711013 一般炭・亜炭・無煙炭 (国

産)
2 2319099 その他のゴム製品 15 6212021 損害保険 38

0711014 一般炭・亜炭・無煙炭 (輸
入)

2 2411011 革製履物 16 6411011 不動産仲介・管理業 39

0721011 原油 54 2412011 製革・毛皮 16 6411021 不動産賃貸料 39
0731011 天然ガス 55 2412021 かばん・袋物・その他の革

製品
16 6421011 住宅賃貸料 39

1111011 枝肉・鶏肉 5 2511011 板ガラス 17 7111011 国有鉄道 (国電以外の旅客) 27
1111012 と畜副産物 (含肉鶏処理副

産物)
5 2511012 安全ガラス・複層ガラス 17 7111012 国有鉄道 (貨物) 27

1112011 畜産びん・缶詰 5 2512011 ガラス繊維・同製品 17 71110127 国有鉄道 (貨物) 27
1112021 肉加工品 5 2519091 ガラス製加工素材 17 7112011 国有鉄道 (国電旅客) 27
1112031 牛脂・豚脂 5 2519099 その他のガラス製品 (除別

掲)
17 7113011 地方鉄道・軌道 (旅客) 27

1112032 その他の動物油脂 (除別掲) 5 25190992 その他のガラス製品 (除別
掲)

50 7113012 地方鉄道・軌道 (貨物) 27

1112041 飲用牛乳 5 25190993 その他のガラス製品 (除別
掲)

62 71130127 地方鉄道・軌道 (貨物) 27

1112042 乳製品 5 2521011 セメント 17 7121011 バス 28
1113011 冷凍魚介類 5 2522011 生コンクリート 17 7121021 ハイヤー・タクシー 28
1113021 塩・干・薫製 5 2523011 セメント製品 17 7122011 道路貨物輸送 28
1113031 水産びん・缶詰 5 2531011 建設用陶磁器 17 71220117 道路貨物輸送 28
1113041 ねり製品 5 2531012 工業用陶磁器 17 7122021 通運 28
1113051 魚油・魚粕 5 2531013 日用陶磁器 17 71220217 通運 28
11130514 魚油・魚粕 5 2599011 耐火物 17 7131011 自家用旅客自動車輸送 P 33
11130515 魚油・魚粕 68 2599021 その他の建設用土石製品 17 7132011 自家用貨物自動車輸送 P 33
1113099 その他の水産食品 5 2599031 炭素・黒鉛製品 17 7141011 外洋輸送 29
1114011 精米 5 2599041 研磨材 17 7142011 沿海・内水面旅客輸送 29
1114019 その他の精穀 5 2599091 石綿製品 17 7142012 沿海・内水面貨物輸送 29
1114021 小麦粉 5 2599099 その他の窯業・土石製品 (除

別掲)
17 71420127 沿海・内水面貨物輸送 29

1114029 その他の製粉 5 2611011 銑鉄 18 7143011 港湾運送 29
1115011 麺類 5 2611021 フェロアロイ 18 71430117 港湾運送 29
1115021 パン類 5 2611031 粗鋼 18 7151011 国際航空輸送 30
1115022 菓子類 5 2612011 鉄屑 51 7151012 国内航空旅客輸送 30
1115031 農産びん・缶詰 5 26120112 鉄屑 51 7151013 国内航空貨物輸送 30
1115041 精製糖 (国産原料) 5 26120113 鉄屑 63 71510137 国内航空貨物輸送 30
1115042 精製糖 (輸入原料) 5 2621011 普通鋼形鋼 18 7151014 航空機使用事業 30
1115049 その他の砂糖・副産物 5 2621012 普通鋼鋼板 18 7161011 倉庫 31
1115051 澱粉 5 2621013 普通鋼鋼帯 18 71610117 倉庫 31
1115061 ぶどう糖・水飴・異性化糖 5 2621014 普通鋼小棒 18 7171011 梱包 44
1115071 食用油・加工油脂 5 2621015 その他の普通鋼熱間圧延鋼

材
18 7179011 道路輸送施設提供 28

1115072 植物油脂 (非食用) 5 2621016 特殊鋼熱間圧延鋼材 18 7179021 水運付帯サービス (公営)★
★

29

1115073 植物原油粕 5 2622011 普通鋼鋼管 18 7179031 水運付帯サービス (産業) 29
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表 2.20: 1985年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
11150732 植物原油粕 5 2622012 特殊鋼鋼管 18 7179041 航空付帯サービス (公営)★

★
30

11150733 植物原油粕 68 2623011 冷間仕上鋼材 18 7179051 航空付帯サービス (産業) 30
1115099 その他の農産加工 5 2623021 めっき鋼材 18 7179099 その他の運輸付帯サービス 31
1119011 原塩 57 2631011 鍛鋼 18 7311011 郵便 32
1119012 塩 5 2631012 鋳鋼 18 7312011 国内電信電話 32
1119021 調味料 5 2631021 鋳鉄管 18 7312021 国際電信電話 32
1119031 レトルト食品 5 2631031 鋳鉄品 18 7319099 その他の通信サービス 32
1119041 冷凍調理食品 5 2631032 鍛工品 (鉄) 18 7321011 公共放送 44
1119099 その他の食料品 5 2631041 鉄鋼シャースリット業 18 7321021 民間放送 44
1121011 清酒 5 2631099 その他の鉄鋼製品 18 7321031 有線放送 44
1121021 ビール 5 2711011 銅 19 8111011 公務 (中央)★★ 45
1121031 添加用アルコール 5 2711021 鉛 (含再生) 19 8112011 公務 (地方)★★ 45
1121041 ウィスキー類 5 2711031 亜鉛 (含再生) 19 8211011 学校教育 (国公立)★★ 41
1121099 その他の酒類 5 2711041 アルミニウム 19 8211021 学校教育 (私立)★ 41
1129011 茶・コーヒー 5 2711042 再生アルミニウム 19 8211031 自然科学・学校研究機関 (国

公立)★★
42

1129021 清涼飲料 5 2711099 その他の非鉄金属地金 19 8211041 人文科学・学校研究機関 (国
公立)★★

42

1129031 製氷 5 2712011 非鉄金属屑 52 8211051 自然科学・学校研究機関 (私
立)★

42

1131011 飼料 5 27120112 非鉄金属屑 52 8211061 人文科学・学校研究機関 (私
立)★

42

11310112 飼料 5 27120113 非鉄金属屑 64 8212011 自家教育 P 44
11310113 飼料 68 2721011 銅電線 19 8213011 社会教育 (国公立)★★ 41
1131021 有機質肥料 (除別掲) 5 2721012 アルミ電線 19 8213021 社会教育 (非営利)★ 41
11310212 有機質肥料 (除別掲) 5 2721013 ケーブル 19 8213031 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
41

11310213 有機質肥料 (除別掲) 68 2722011 伸銅品 19 8213041 その他の教育訓練機関 (産
業)

41

1141011 煙草 5 2722021 アルミ圧延製品 19 8221011 自然科学研究機関 (国公立)
★★

42

1511011 製糸 6 2722031 非鉄金属鋳鍛造品 19 8221021 人文科学研究機関 (国公立)
★★

42

1511021 綿糸 6 2722041 核燃料 19 8221031 自然科学研究機関 (産業) 42
1511031 化学繊維紡績糸 6 2722099 その他の非鉄金属製品 19 8221041 人文科学研究機関 (産業) 42
1511041 毛糸 6 2811011 建設用金属製品 20 8222011 自家研究 P 44
1511099 その他の紡績糸 6 2812011 建築用金属製品 20 8311011 医療 (国公立)★★ 43
1512011 綿・スフ織物 (含合繊短織

物)
6 2891011 ガス・石油機器及び暖厨房

機器
20 8311021 医療 (非営利)★ 43

1512021 絹・人絹織物 (含合繊短織
物)

6 2899011 ボルト・ナット・リベット
及びスプリング

20 8311031 医療 (産業) 43

1512031 毛織物 6 2899021 金属製容器及び製缶板金製
品

20 8311041 保険衛生 (国公立)★★ 43

1512091 細幅織物 6 2899031 配管工事付属品 20 8311051 保険衛生 (非営利)★ 43
1512099 その他の織物 6 2899032 粉末冶金製品 20 8311061 保険衛生 (産業) 43
1513011 ニット製品 6 2899033 刃物及び道具類 20 8312011 社会保険事業 (国公立) ★

★
44

1514011 染色整理 6 2899091 金属プレス製品 20 8312021 社会保険事業 (非営利)★ 44
1519011 わら・い加工品 6 2899092 金属線製品 20 8312031 社会福祉 (国公立)★★ 44
1519021 ロープ・網 6 2899099 その他の金属製品 (除別掲) 20 8312041 社会福祉 (非営利)★ 44
1519031 絨毯・床敷物 6 3011011 ボイラー・タービン 21 8411011 対企業民間非営利団体 44
1519041 衛生材料 6 3011021 原動機 21 8411021 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
44

1519099 その他の繊維工業製品 6 3012011 運搬機械 21 8511011 広告 44
1521011 衣服 7 3013011 冷凍機・温湿調整装置 21 8512011 情報サービス 44
1522011 身廻品 7 3019011 ポンプおよび圧縮機 21 8512021 ニュース供給・興信所 44
1529011 製綿・寝具 7 3019021 ミシン・毛糸手編機械 21 8513011 電子計算機・同付属装置賃

貸業
44

1529099 その他の繊維既製品 7 3019031 機械工具 21 8513021 業務用部品 (除電子計算機)
賃貸業

44

1611011 製材 8 3019099 その他の一般産業機械およ
び装置

21 8514011 貸自動車業 44

1611021 合板 8 3021011 鉱山・土木建設機械 21 8519011 建物サービス 44
1611031 木材チップ 8 3022011 化学機械 21 8519021 法務・財務・会計サービス 44
16110312 木材チップ 8 3023011 産業用ロボット 21 8519031 土木建築サービス 44
16110313 木材チップ 71 3024011 金属工作機械 21 8519099 その他の対事業所サービス 44
1619091 建設用木製品 8 3024021 金属加工機械 21 8611011 映画制作・配給業 44
1619099 その他の木製品 (除別掲) 8 3029011 農業機械 21 8611021 映画館 44



2.10. 補論 127

表 2.20: 1985年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
1711011 木製家具・装備品 9 3029021 繊維機械 21 8611031 劇場・興行場 44
1711021 木製建具 9 3029031 食料品加工機械 21 8611041 遊戯場 44
1711031 金属製家具・装備品 9 3029091 製材木工機械 21 8611051 その他の娯楽施設 44
1811011 パルプ 10 3029092 パルプ装置・製紙機械 21 8611061 興行団 44
18110112 パルプ 46 3029093 印刷・製本・紙加工機械 21 8611071 その他の娯楽 44
18110113 パルプ 58 3029094 鋳造装置 21 8612011 一般飲食店 (除喫茶店) 44
1812011 洋紙・和紙 10 3029095 プラスチック加工機械 21 8612021 喫茶店 44
1813011 板紙 10 3029099 その他の特殊産業機械 (除

別掲)
21 8612031 遊興飲食店 44

1813021 段ボール 10 3031011 金型 21 8613011 旅館・その他の宿泊所 44
1813031 塗工紙・建設用加工紙 10 3031021 ベアリング 21 8619011 洗濯・洗張・染物業 44
1821011 段ボール箱 10 3031099 その他の一般機械器具及び

部品
21 8619021 理容業 44

1821099 その他の紙製容器 10 3032101 一般機械修理 44 8619031 美容業 44
1829011 セロファン 10 3111011 電子式卓上計算機 21 8619041 浴場業 44
1829099 その他のパルプ・紙・紙加

工
10 3111012 複写機 21 8619051 写真業 44

1911011 新聞 11 3111013 ワードプロセッサ 21 8619061 葬儀業 44
1911021 印刷・製版・製本 11 3111019 その他の事務用機器 21 8619071 各種修理業 (除別掲) 44
1911031 出版 11 3112011 自動販売器 21 8619099 その他の対個人サービス 44
2011011 アンモニア 12 3112012 娯楽用機器 21 8900000 事務用品 P 44
2011021 窒素質肥料 12 3112019 その他のサービス用機器 21 9000000 分類不明 44
20110214 窒素質肥料 12 3211011 電気音響機器 22 9099000 内生部門計 0
20110215 窒素質肥料 72 3211021 ラジオ・テレビ受信機 22 9110010 宿泊・日当 74
2011029 その他の単質肥料 12 3211031 磁気録画再生装置 (ＶＴＲ) 22 9110020 交際費 74
20110294 その他の単質肥料 12 3211099 その他の民生用電気機器 22 9110030 福利厚生費 74
20110295 その他の単質肥料 72 3311011 電子計算機本体 22 9311000 賃金・俸給 75
2011031 複合肥料・配合肥料 12 3311021 電子計算機付属装置 22 9312000 社会保険料 (雇用主負担) 75
2021011 ソーダ灰 12 3321011 有線電気通信機器 22 9313000 その他の給与及び手当 75
2021012 苛性ソーダ 12 3321021 無線電気通信機器 22 9412000 営業余剰 76
2021013 液体塩素 12 3321099 その他の電気通信機器 22 9420000 資本減耗引当 77
2021019 その他のソーダ工業薬品 12 3331011 電子応用装置 22 9430000 間接税 (関税を除く) 78
2029011 硫酸 12 3341011 半導体素子 22 9440000 (控除)経常補助金 79
2029021 酸化チタン 12 3341012 集積回路 22 9500000 粗付加価値部門計 0
2029022 カーボンブラック 12 3411011 発電機器 22 9700000 国内生産額 80
2029029 その他の無機顔料 12 3411012 電動機 22
2029031 圧縮ガス・液化ガス 12 3411021 開閉制御装置及び配電盤 22

列コンバーター
011101 米 1 207102 化粧品・はみがき 12 413102 河川・下水道・その他の公

共事業
4

011102 麦類 1 207201 塗料 12 413103 農林関係公益事業 4
011103 雑穀 1 207202 印刷インキ 12 413201 鉄道軌道建設 4
011201 いも類 1 207301 写真感光材料 12 413202 電力施設建設 4
011202 豆類 1 207901 農薬 12 413203 電気通信施設建設 4
011301 野菜 1 207902 火薬類 12 413209 その他の土木建設 4
011401 果実 1 207909 その他の最終化学製品 12 511101 事業用原子力発電 34
011501 油糧作物 1 211101 石油製品 13 511102 事業用火力発電 34
011502 砂糖原料作物 1 212101 石炭製品 14 511103 水力・その他の事業用発電 34
011503 飲料用作物 1 212102 舗装材料 14 511104 自家発電 34
011509 その他の食用耕種作物 1 221101 プラスチック製品 26 512101 都市ガス 35
011601 飼料作物 1 231101 タイヤ・チューブ 15 512201 熱供給業 35
011602 葉煙草 1 231901 ゴム製履物 15 521101 上水道・簡易水道 36
011603 種苗 1 231902 プラスチック製履物 26 521102 工業用水 36
011604 花き・花木類 1 231909 その他のゴム製品 15 521103 下水道★★ 43
011609 その他の非食用耕種作物 1 241101 革製履物 16 521201 廃棄物処理 (公営)★★ 43
012101 酪農 1 241201 製革・毛皮 16 521202 廃棄物処理 (産業) 43
012102 採鶏卵 1 241202 かばん・袋物・その他の革

製品
16 611101 卸売 37

012103 肉鶏 (除別掲) 1 251101 板ガラス・安全ガラス 17 611201 小売 37
012104 養豚 1 251201 ガラス繊維・同製品 17 621101 金融 38
012105 肉牛 1 251909 その他のガラス製品 17 621201 生命保険 38
012109 その他の畜産 1 252101 セメント 17 621202 損害保険 38
012201 養蚕 1 252201 生コンクリート 17 641101 不動産仲介・管理業 39
013101 獣医業 1 252301 セメント製品 17 641102 不動産賃貸料 39
013102 農業サービス (除獣医業) 1 253101 陶磁器 17 642101 住宅賃貸料 39
021101 育林 1 259901 耐火物 17 711101 国有鉄道 (除国電旅客) 27
021201 素材 1 259902 その他の建設用土石製品 17 711201 国有鉄道 (国電旅客) 27
021301 特用林産物 (含狩猟業) 1 259903 炭素・黒鉛製品 17 711301 地方鉄道・軌道 27
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表 2.20: 1985年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
031101 沿岸漁業 1 259904 研磨材 17 712101 バス 28
031102 沖合漁業 1 259909 その他の窯業・土石製品 17 712102 ハイヤー・タクシー 28
031103 遠洋漁業 1 261101 銑鉄 18 712201 道路貨物輸送 28
031104 海面養殖業 1 261102 フェロアロイ 18 712202 通運 28
031201 内水面漁業 1 261103 粗鋼 18 713101 自家用旅客自動車輸送 P 33
031202 内水面養殖業 1 262101 熱間圧延鋼材 18 713201 自家用貨物自動車輸送 P 33
061101 鉄鉱石 3 262201 鋼管 18 714101 外洋輸送 29
061201 非鉄金属鉱物 3 262301 冷間仕上鋼材 18 714201 沿海・内水面輸送 29
062101 石灰石 3 262302 めっき鋼材 18 714301 港湾運送 29
062109 その他の窯業原料鉱物 3 263101 鋳鍛鋼 18 715101 航空輸送 30
062201 砂利・採石 3 263102 鋳鉄管 18 716101 倉庫 31
062202 砕石 3 263103 鋳鉄品及び鍛工品 (鉄) 18 717101 梱包 43
062909 その他の非金属鉱物 3 263104 鉄鋼シャースリット業 18 717901 道路輸送施設提供 28
071101 石炭 2 263109 その他の鉄鋼製品 18 717902 水運付帯サービス (公営)★

★
29

072101 原油 3 271101 銅 19 717903 水運付帯サービス (産業) 29
073101 天然ガス 3 271102 鉛 (含再生) 19 717904 航空付帯サービス (公営)★

★
30

111101 と畜 (含肉鶏処理) 5 271103 亜鉛 (含再生) 19 717905 航空付帯サービス (産業) 30
111201 畜産びん・缶詰 5 271104 アルミニウム 19 717909 その他の運輸付帯サービス 31
111202 肉加工品 5 271109 その他の非鉄金属地金 19 731101 郵便 32
111203 動物油脂 5 272101 電線・ケーブル 19 731201 国内電信電話 32
111204 酪農品 5 272201 伸銅品 19 731202 国際電信電話 32
111301 冷凍魚介類 5 272202 アルミ圧延製品 19 731909 その他の通信サービス 32
111302 塩・干・薫製 5 272203 非鉄金属鋳鍛造品 19 732101 公共放送 43
111303 水産びん・缶詰 5 272204 核燃料 19 732102 民間放送 43
111304 ねり製品 5 272209 その他の非鉄金属製品 19 732103 有線放送 43
111305 魚油・魚粕 5 281101 建設用金属製品 20 811101 公務 (中央)★★ 44
111309 その他の水産食品 5 281201 建築用金属製品 20 811201 公務 (地方)★★ 44
111401 製穀 5 289101 ガス・石油機器及び暖厨房

機器
20 821101 学校教育 (国公立)★★ 40

111402 製粉 5 289901 ボルト・ナット・リベット
及びスプリング

20 821102 学校教育 (私立)★ 40

111501 麺類 5 289902 金属製容器及び製缶板金製
品

20 821103 自然科学・学校研究機関 (国
公立)★★

41

111502 パン・菓子類 5 289903 配管工事付属品・粉末冶金
製品・道具類

20 821104 人文科学・学校研究機関 (国
公立)★★

41

111503 農産びん・缶詰 5 289909 その他の金属製品 20 821105 自然科学・学校研究機関 (私
立)★

41

111504 砂糖 5 301101 ボイラー・タービン 21 821106 人文科学・学校研究機関 (私
立)★

41

111505 澱粉 5 301102 原動機 21 821301 社会教育 (国公立)★★ 40
111506 ぶどう糖・水飴・異性化糖 5 301201 運搬機械 21 821302 社会教育 (非営利)★ 40
111507 植物油脂 5 301301 冷凍機・温湿調整装置 21 821303 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
40

111509 その他の農産加工 5 301901 ポンプおよび圧縮機 21 821304 その他の教育訓練機関 (産
業)

40

111901 塩 5 301902 ミシン・毛糸手編機械 21 822101 自然科学研究機関 (国公立)
★★

41

111902 調味料 5 301903 機械工具 21 822102 人文科学研究機関 (国公立)
★★

41

111903 レトルト食品 5 301909 その他の一般産業機械およ
び装置

21 822103 自然科学研究機関 (産業) 41

111904 冷凍調理食品 5 302101 鉱山・土木建設機械 21 822104 人文科学研究機関 (産業) 41
111909 その他の食料品 5 302201 化学機械 21 831101 医療 (国公立)★★ 42
112101 清酒 5 302301 産業用ロボット 21 831102 医療 (非営利)★ 42
112102 ビール 5 302401 金属工作機械 21 831103 医療 (産業) 42
112103 添加用アルコール 5 302402 金属加工機械 21 831104 保険衛生 (国公立)★★ 42
112104 ウィスキー類 5 302901 農業機械 21 831105 保険衛生 (非営利)★ 42
112109 その他の酒類 5 302902 繊維機械 21 831106 保険衛生 (産業) 42
112901 茶・コーヒー 5 302903 食料品加工機械 21 831201 社会保険事業 (国公立) ★

★
43

112902 清涼飲料 5 302909 その他の特殊産業機械 21 831202 社会保険事業 (非営利)★ 43
112903 製氷 5 303101 金型 21 831203 社会福祉 (国公立)★★ 43
113101 飼料 5 303102 ベアリング 21 831204 社会福祉 (非営利)★ 43
113102 有機質肥料 (除別掲) 5 303109 その他の一般機械器具及び

部品
21 841101 対企業民間非営利団体 43

114101 煙草 5 303210 一般機械修理 43 841102 対家計民間非営利団体 (除
別掲)★

43
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表 2.20: 1985年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
151101 製糸 6 311101 事務用機器 21 851101 広告 43
151102 綿糸 6 311201 サービス用機器 21 851201 情報サービス 43
151103 化学繊維紡績糸 6 321101 電気音響機器 22 851202 ニュース供給・興信所 43
151104 毛糸 6 321102 ラジオ・テレビ受信機 22 851301 電子計算機・同付属装置賃

貸業
43

151109 その他の紡績糸 6 321103 磁気録画再生装置 (ＶＴＲ) 22 851302 業務用部品 (除電子計算機)
賃貸業

43

151201 綿・スフ織物 (含合繊短織
物)

6 321109 その他の民生用電気機器 22 851401 貸自動車業 43

151202 絹・人絹織物 (含合繊短織
物)

6 331101 電子計算機本体 22 851901 建物サービス 43

151203 毛織物 6 331102 電子計算機付属装置 22 851902 法務・財務・会計サービス 43
151209 その他の織物 6 332101 有線電気通信機器 22 851903 土木建築サービス 43
151301 ニット製品 6 332102 無線電気通信機器 22 851909 その他の対事業所サービス 43
151401 染色整理 6 332109 その他の電気通信機器 22 861101 映画制作・配給業 43
151901 わら・い加工品 6 333101 電子応用装置 22 861102 映画館 43
151902 ロープ・網 6 334101 半導体素子・集積回路 22 861103 劇場・興行場 43
151903 絨毯・床敷物 6 341101 回転電気機器 22 861104 遊戯場 43
151904 衛生材料 6 341102 開閉制御装置及び配電盤 22 861105 その他の娯楽施設 43
151909 その他の繊維工業製品 6 341103 その他の送配電機器 22 861106 興行団 43
152101 衣服 7 341109 その他の産業用重電機器 22 861107 その他の娯楽 43
152201 身廻品 7 342101 電気計測器 22 861201 一般飲食店 (除喫茶店) 43
152901 製綿・寝具 7 342102 電気照明器具 22 861202 喫茶店 43
152909 その他の繊維既製品 7 342103 電池 22 861203 遊興飲食店 43
161101 製材 8 342104 電球類 22 861301 旅館・その他の宿泊所 43
161102 合板 8 342105 配線器具 22 861901 洗濯・洗張・染物業 43
161103 木材チップ 8 342106 内燃機関電装品 22 861902 理容業 43
161909 その他の木製品 8 342109 その他の軽電機器 22 861903 美容業 43
171101 木製家具・装備品 9 343101 電子管 22 861904 浴場業 43
171102 木製建具 9 343102 電気音響機器部分品・付属

品
22 861905 写真業 43

171103 金属製家具・装備品 9 343109 その他の電子・通信機器部
分品・付属品

22 861906 葬儀業 43

181101 パルプ 10 343210 電気機械修理 43 861907 各種修理業 (除別掲) 43
181201 洋紙・和紙 10 351101 乗用車 23 861909 その他の対個人サービス 43
181301 板紙 10 352101 トラック・バス・その他の

自動車
23 890000 事務用品 P 43

181302 段ボール 10 353101 二輪自動車 23 900000 分類不明 43
181303 塗工紙・建設用加工紙 10 354101 自動車車体 23 909900 内生部門計 0
182101 段ボール箱 10 354102 自動車内燃機関・同部分品 23 911000 家計外消費支出 (列) 45
182109 その他の紙製容器 10 354103 自動車部品 23 912100 家計消費支出 46
182901 セロファン 10 355110 自動車修理 23 912200 対家計民間非営利団体消費

支出
47

182909 その他のパルプ・紙・紙加
工

10 361101 鋼船 24 913010 中央政府消費支出 48

191101 新聞 11 361102 その他の船舶 24 913020 地方政府消費支出 48
191102 印刷・製版・製本 11 361103 船舶内燃機関 24 914100 国内総固定資本形成 (公的) 50
191103 出版 11 361110 船舶修理 24 914200 国内総固定資本形成 (民間) 49
201101 アンモニア 12 362101 鉄道車両 24 915010 生産者製品在庫純増 51
201102 単質肥料 12 362110 鉄道車両修理 24 915020 半製品仕掛品在庫純増 51
201103 複合肥料・配合肥料 12 362201 航空機 24 915030 流通在庫純増 51
202101 ソーダ工業薬品 12 362210 航空機修理 24 915040 原材料在庫純増 51
202901 硫酸 12 362901 自転車 24 921110 輸出 (普通貿易) 52
202902 無機顔料 12 362909 その他の輸送機械 24 921120 輸出 (特殊貿易) 52
202903 圧縮ガス・液化ガス 12 362910 その他の輸送機械修理 43 921200 輸出 (直接購入) 46
202909 その他の無機化学工業製品 12 371101 カメラ 25 930000 最終需要計 0
203101 石油化学基礎製品 12 371109 その他の光学機械 25 935000 需要合計 0
203102 石油化学系芳香族製品 12 371201 時計 25 941110 (控除)輸入 (普通貿易) 53
203201 脂肪族中間物 12 371901 理化学機器具 25 941120 (控除)輸入 (特殊貿易) 53
203202 環式中間物 12 371902 分析器・試験機・計量器・

測定器
25 941200 (控除)輸入 (直接購入) 46

203301 合成ゴム 12 371903 医療用機械器具 25 942000 (控除)関税 54
203901 コールタール製品 12 371910 精密機械修理 43 943000 (控除)輸入商品税 54
203902 メタン誘導品 12 391101 玩具 26 945000 (控除)輸入計 0
203903 油脂加工製品 12 391102 運動用品 26 950000 最終需要部門計 0
203904 可塑剤 12 391901 楽器・レコード 26 951000 商業マージン (卸売) 0
203905 合成染料 12 391902 筆記具・文具 26 952000 商業マージン (小売) 0
203909 その他の有機化学工業製品 12 391903 身辺細貨品 26 961000 貨物運賃 (国鉄) 0
204101 熱硬化性樹脂 12 391904 武器 26 962000 貨物運賃 (地鉄) 0
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表 2.20: 1985年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
204102 熱可塑性樹脂 12 391909 その他の製造工業製品 26 963010 貨物運賃 (道路) 0
204103 高機能性樹脂 12 411101 住宅新建築 (木造) 4 963020 貨物運賃 (通運) 0
204109 その他の合成樹脂 12 411102 住宅新建築 (非木造) 4 964010 貨物運賃 (沿海内水面) 0
205101 人絹糸・スフ 12 411201 非住宅新建築 (木造) 4 964020 貨物運賃 (港湾運送) 0
205102 合成繊維 12 411202 非住宅新建築 (非木造) 4 965000 貨物運賃 (航空) 0
206101 医薬品 12 412101 建設補修 4 966000 貨物運賃 (倉庫) 0
207101 石鹸・合成洗剤・界面活性

剤
12 413101 道路関係公共事業 4 970000 国内生産額 55
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター

コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
行コンバーター

0111011 米 1 2031021 純ベンゾール 12 3411012 電動機 22
0111012 稲わら 1 2031022 純トルオール 12 3411021 開閉制御装置及び配電盤 22
0111021 小麦 (国産) 1 2031023 キシロール 12 3411031 その他の送配電機器 22
0111022 小麦 (輸入) 1 2031029 その他の石油化学系芳香族

製品
12 3411099 その他の産業用重電機器 22

0111023 大麦 (国産) 1 2032011 合成アルコール類 12 3421011 電気照明器具 22
0111024 大麦 (輸入) 1 2032012 酢酸 12 3421021 電池 22
0111031 雑穀 1 2032013 二塩化エチレン 12 3421031 電球類 22
0112011 かんしょ 1 2032014 アクリロニトリル 12 3421041 配線器具 22
0112012 ばれいしょ 1 2032015 エチレングリコール 12 3421051 内燃機関電装品 22
0112021 大豆 (国産) 1 2032016 酢酸ビニルモノマー 12 3421099 その他の軽電機器 22
0112022 大豆 (輸入) 1 2032019 その他の脂肪族中間物 12 3511011 乗用車 23
0112029 その他の豆類 1 2032021 スチレンモノマー 12 3521011 トラック・バス・その他の

自動車
23

0113001 野菜 1 2032022 合成石炭酸 12 3531011 二輪自動車 23
0114011 かんきつ 1 2032023 テレフタル酸 (高純度) 12 3541011 自動車車体 23
0114012 りんご 1 2032024 カプロラクタム 12 3541021 自動車用内燃機関・同部分

品
23

0114019 その他の果実 1 2032029 その他の環式中間物 12 3541031 自動車部品 23
0115011 砂糖原料作物 1 2033011 合成ゴム 12 3611011 鋼船 24
0115021 コーヒー豆・カカオ豆 (輸

入)
57 2039011 コールタール製品 12 36110112 鋼船 53

0115029 その他の飲料用作物 1 2039021 メタン誘導品 12 36110113 鋼船 65
0115091 油糧作物 1 2039031 油脂加工製品 12 3611021 その他の船舶 24
0115092 食用工芸作物 (除別掲) 1 2039041 可塑剤 12 3611031 舶用内燃機関 24
0116011 飼料作物 1 2039051 合成染料 12 3611101 船舶修理 24
0116021 葉たばこ 1 2039099 その他の有機化学工業製品 12 3621011 鉄道車両 24
0116031 種苗 1 2041011 熱硬化性樹脂 12 3621101 鉄道車両修理 24
0116041 花き・花木類 1 2041021 ポリエチレン (低密度) 12 3622011 航空機 24
0116091 生ゴム (輸入) 57 2041022 ポリエチレン (高密度) 12 3622101 航空機修理 24
0116092 綿花 (輸入) 57 2041023 ポリスチレン 12 3629011 自転車 24
01160922 綿花 (輸入) 1 2041024 ポリプロピレン 12 3629091 産業用運搬車両 24
01160923 綿花 (輸入) 66 2041025 塩化ビニル樹脂 12 3629099 その他の輸送機械 (除別掲) 24
0116093 非食用工芸作物 1 2041031 高機能性樹脂 12 3711011 カメラ 25
0121011 生乳 1 2041099 その他の合成樹脂 12 3711099 その他の光学機械 25
0121019 その他の酪農生産物 1 2051011 レーヨン・アセテート 12 3712011 時計 25
0121021 鶏卵 1 2051021 合成繊維 12 3719011 理化学機械器具 25
0121031 肉鶏 1 2061011 医薬品 12 3719021 分析器・試験機・計量器・

測定器
25

0121041 豚 1 2071011 石けん・合成洗剤 12 3719031 医療用機械器具 25
0121051 肉用牛 1 2071012 界面活性剤 12 3911011 玩具 26
0121091 羊毛 1 2071021 化粧品・歯磨 12 3911021 運動用品 26
01210912 羊毛 1 2072011 塗料 12 3919011 楽器 26
01210913 羊毛 66 2072021 印刷インキ 12 3919021 レコード 26
0121099 その他の畜産 1 2073011 写真感光材料 12 3919031 筆記具・文具 26
01210992 その他の畜産 1 2074011 農薬 12 3919041 身辺細貨品 26
01210993 その他の畜産 66 2079011 火薬類 12 3919051 畳・わら加工品 26
0122011 養蚕 1 2079021 ゼラチン・接着剤 12 3919061 武器 26
0131011 獣医業 1 2079091 触媒 12 3919099 その他の製造工業製品 26
0131021 農業サービス (除獣医業) 1 2079099 その他の化学最終製品 (除

別掲)
12 4111011 住宅建築 (木造) 4

0211011 育林 1 2111011 揮発油 13 4111021 住宅建築 (非木造) 4
0212011 素材 (国産) 1 2111012 ジェット燃料油 13 4112011 非住宅建築 (木造) 4
0212012 素材 (輸入) 1 2111013 灯油 13 4112021 非住宅建築 (非木造) 4
0213011 特用林産物 (含狩猟業) 1 2111014 軽油 13 4121011 建設補修 4
0311001 海面漁業 (国産) 1 2111015 Ａ重油 13 4131011 道路関係公共事業 4
0311002 海面漁業 (輸入) 1 2111016 Ｂ重油・Ｃ重油 13 4131021 河川・下水道・その他の公

共事業
4

0311041 海面養殖業 1 2111017 ナフサ 13 4131031 農林関係公共事業 4
0312001 内水面漁業・養殖業 1 2111018 液化石油ガス 13 4132011 鉄道軌道建設 4
0611011 鉄鉱石 56 21110184 液化石油ガス 47 4132021 電力施設建設 4
0612011 銅鉱 3 21110185 液化石油ガス 59 4132031 電気通信施設建設 4
0612012 鉛・亜鉛鉱 3 2111019 その他の石油製品 13 4132099 その他の土木建設 4
0612019 その他の非鉄金属鉱物 3 2121011 コークス 14 5111001 事業用電力 34
0621011 石灰石 3 21210114 コークス 48 5111041 自家発電 34
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
0621099 その他の窯業原料鉱物 3 21210115 コークス 60 5121011 都市ガス 35
06210992 その他の窯業原料鉱物 3 2121019 その他の石炭製品 14 5122011 熱供給業 35
06210993 その他の窯業原料鉱物 67 21210194 その他の石炭製品 49 5211011 上水道・簡易水道 36
06210994 その他の窯業原料鉱物 3 21210195 その他の石炭製品 61 5211021 工業用水 36
06210995 その他の窯業原料鉱物 67 2121021 舗装材料 14 5211031 下水道★★ 44
0622011 砂利・採石 3 2211011 プラスチックフィルム・シー

ト
26 5212011 廃棄物処理 (公営)★★ 44

06220112 砂利・採石 3 2211012 プラスチック板・管・棒 26 5212021 廃棄物処理 (産業) 44
06220113 砂利・採石 67 2211013 プラスチック発泡製品 26 6111011 卸売 37
0622021 砕石 3 2211014 工業用プラスチック製品 26 61110116 卸売 37
06220212 砕石 3 2211015 強化プラスチック製品 26 6112011 小売 37
06220213 砕石 67 2211016 プラスチック製容器 26 61120116 小売 37
0629099 その他の非金属鉱物 3 2211017 プラスチック製日用雑貨・

食卓用品
26 6211011 公的金融 (帰属利子) 40

06290994 その他の非金属鉱物 3 2211019 その他のプラスチック製品 26 6211012 民間金融 (帰属利子) 40
06290995 その他の非金属鉱物 67 2311011 タイヤ・チューブ 15 6211013 公的金融 (手数料) 38
0711011 原料炭 2 2319011 ゴム製履物 15 6211014 民間金融 (手数料) 38
0711012 一般炭・亜炭・無煙炭 2 2319021 プラスチック製履物 15 6212011 生命保険 38
0721011 原油 54 2319099 その他のゴム製品 15 6212021 損害保険 38
0731011 天然ガス 55 2411011 革製履物 16 6411011 不動産仲介・管理業 39
1111011 牛肉 (枝肉) 5 2412011 製革・毛皮 16 6411021 不動産賃貸業 39
1111012 豚肉 (枝肉) 5 2412021 かばん・袋物・その他の革

製品
16 6421011 住宅賃貸料 39

1111013 鶏肉 5 2511011 板ガラス 17 7111011 鉄道旅客輸送 (ＪＲ) 27
1111014 その他の肉 (枝肉) 5 2511012 安全ガラス・複層ガラス 17 7111012 鉄道旅客輸送 (除ＪＲ) 27
1111015 と畜副産物 (含肉鶏処理副

産物)
5 2512011 ガラス繊維・同製品 17 7112011 鉄道貨物輸送 27

1112011 肉加工品 5 2519091 ガラス製加工素材 17 71120117 鉄道貨物輸送 27
1112021 畜産びん・かん詰 5 2519099 その他のガラス製品 (除別

掲)
17 7121011 バス 28

1112031 動物油脂 5 25190992 その他のガラス製品 (除別
掲)

50 7121021 ハイヤー・タクシー 28

1112041 飲用牛乳 5 25190993 その他のガラス製品 (除別
掲)

62 7122011 道路貨物輸送 28

1112042 乳製品 5 2521011 セメント 17 71220117 道路貨物輸送 28
1113011 冷凍魚介類 5 2522011 生コンクリート 17 7122021 通運 28
1113021 塩・干・くん製品 5 2523011 セメント製品 17 71220217 通運 28
1113031 水産びん・かん詰 5 2531011 建設用陶磁器 17 7131011 自家用旅客自動車輸送 33
1113041 ねり製品 5 2531012 工業用陶磁器 17 7132011 自家用貨物自動車輸送 33
1113051 魚油・魚かす 5 2531013 日用陶磁器 17 7141011 外洋輸送 29
11130514 魚油・魚かす 5 2599011 耐火物 17 7142011 沿海・内水面旅客輸送 29
11130515 魚油・魚かす 68 2599021 その他の建設用土石製品 17 7142012 沿海・内水面貨物輸送 29
1113099 その他の水産食品 5 2599031 炭素・黒鉛製品 17 71420127 沿海・内水面貨物輸送 29
1114011 精米 5 2599041 研磨材 17 7143011 港湾運送 29
1114019 その他の精穀 5 2599091 石綿製品 17 71430117 港湾運送 29
1114021 小麦粉 5 2599099 その他の窯業・土石製品 (除

別掲)
17 7151011 国際航空輸送 30

1114029 その他の製粉 5 2611011 銑鉄 18 7151012 国内航空旅客輸送 30
1115011 めん類 5 2611021 フェロアロイ 18 7151013 国内航空貨物輸送 30
1115021 パン類 5 2611031 粗鋼 (転炉) 18 71510137 国内航空貨物輸送 30
1115031 菓子類 5 2611041 粗鋼 (電気炉) 18 7151014 航空機使用事業 30
1116011 農産びん・かん詰 5 2612011 鉄屑 51 7161011 倉庫 31
1116021 農産保存食料品 (除びん・か

ん詰)
5 26120112 鉄屑 51 71610117 倉庫 31

1117011 精製糖 5 26120113 鉄屑 63 7171011 こん包 44
1117019 その他の砂糖・副産物 5 2621011 普通鋼形鋼 18 7179011 道路輸送施設提供 28
1117021 でん粉 5 2621012 普通鋼鋼板 18 7179021 水運付帯サービス (公営)★

★
29

1117031 ぶどう糖・水あめ・異性化
糖

5 2621013 普通鋼鋼帯 18 7179031 水運付帯サービス (産業) 29

1117041 植物油脂 5 2621014 普通鋼小棒 18 7179041 航空付帯サービス (国公営)
★★

30

1117042 加工油脂 5 2621015 その他の普通鋼熱間圧延鋼
材

18 7179051 航空付帯サービス (産業) 30

1117043 植物原油かす 5 2621016 特殊鋼熱間圧延鋼材 18 7179099 旅行・その他の運輸付帯サー
ビス

31

11170432 植物原油かす 5 2622011 普通鋼鋼管 18 7311011 郵便 32
11170433 植物原油かす 68 2622012 特殊鋼鋼管 18 7312011 国内電気通信 32
1117051 原塩 57 2623011 冷間仕上鋼材 18 7312021 国際電気通信 32
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
1117052 塩 5 2623021 めっき鋼材 18 7319099 その他の通信サービス 32
1117061 調味料 5 2631011 鍛鋼 18 7321011 公共放送 44
1119011 冷凍調理食品 5 2631012 鋳鋼 18 7321021 民間放送 44
1119021 レトルト食品 5 2631021 鋳鉄管 18 7321031 有線放送 44
1119031 そう菜・すし・弁当 5 2631031 鋳鉄品 18 8111011 公務 (中央)★★ 45
1119099 その他の食料品 5 2631032 鍛工品 (鉄) 18 8112011 公務 (地方)★★ 45
1121011 清酒 5 2649011 鉄鋼シャースリット業 18 8211011 学校教育 (国公立)★★ 41
1121021 ビール 5 2649099 その他の鉄鋼製品 18 8211021 学校教育 (私立)★ 41
1121031 添加用アルコール 5 2711011 銅 19 8213011 社会教育 (国公立)★★ 41
1121041 ウィスキー類 5 2711021 鉛 (含再生) 19 8213021 社会教育 (非営利)★ 41
1121099 その他の酒類 5 2711031 亜鉛 (含再生) 19 8213031 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
41

1129011 茶・コーヒー 5 2711041 アルミニウム (含再生) 19 8213041 その他の教育訓練機関 (産
業)

41

1129021 清涼飲料 5 2711099 その他の非鉄金属地金 19 8221011 自然科学研究機関 (国公立)
★★

42

1129031 製氷 5 2712011 非鉄金属屑 52 8221021 人文科学研究機関 (国公立)
★★

42

1131011 飼料 5 27120112 非鉄金属屑 52 8221031 自然科学研究機関 (非営利)
★

42

11310112 飼料 5 27120113 非鉄金属屑 64 8221041 人文科学研究機関 (非営利)
★

42

11310113 飼料 68 2721011 銅電線 19 8221051 自然科学研究機関 (産業) 42
1131021 有機質肥料 (除別掲) 5 2721012 アルミ電線 19 8221061 人文科学研究機関 (産業) 42
11310212 有機質肥料 (除別掲) 5 2721013 ケーブル 19 8222011 企業内研究開発 44
11310213 有機質肥料 (除別掲) 68 2722011 伸銅品 19 8311011 医療 (国公立)★★ 43
1141011 たばこ 5 2722021 アルミ圧延製品 19 8311021 医療 (非営利)★ 43
1511011 製糸 6 2722031 非鉄金属鋳鍛造品 19 8311031 医療 (産業) 43
1511021 綿糸 6 2722041 核燃料 19 8312011 保健衛生 (国公立)★★ 43
1511031 化学繊維紡績糸 6 2722099 その他の非鉄金属製品 19 8312021 保健衛生 (非営利)★ 43
1511041 毛糸 6 2811011 建設用金属製品 20 8312031 保健衛生 (産業) 43
1511099 その他の紡績糸 6 2812011 建築用金属製品 20 8313011 社会保険事業 (国公立) ★

★
44

1512011 綿・スフ織物 (含合繊短織
物)

6 2891011 ガス・石油機器及び暖厨房
機器

20 8313021 社会保険事業 (非営利)★ 44

1512021 絹・人絹織物 (含合繊長織
物)

6 2899011 ボルト・ナット・リベット
及びスプリング

20 8313031 社会福祉 (国公立)★★ 44

1512031 毛織物 6 2899021 金属製容器及び製缶板金製
品

20 8313041 社会福祉 (非営利)★ 44

1512091 細幅織物 6 2899031 配管工事付属品 20 8411011 対企業民間非営利団体 44
1512099 その他の織物 (除別掲) 6 2899032 粉末冶金製品 20 8411021 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
44

1513011 ニット製品 6 2899033 刃物及び道具類 20 8511011 テレビ・ラジオ広告 44
1514011 染色整理 6 2899091 金属プレス製品 20 8511012 新聞・雑誌・その他の広告 44
1519011 綱・網 6 2899092 金属線製品 20 8512011 情報サービス 44
1519021 じゅうたん・床敷物 6 2899099 その他の金属製品 (除別掲) 20 8512021 ニュース供給・興信所 44
1519031 繊維製衛生材料 6 3011011 ボイラ 21 8513011 産業用機械器具 (除建設機

械器具)賃貸業
44

1519099 その他の繊維工業製品 6 3011021 タービン 21 8513012 建設機械器具賃貸業 44
1521011 衣服 7 3011031 原動機 21 8513013 電子計算機・同関連機器賃

貸業
44

1522011 その他の衣服・身の回り品 7 3012011 運搬機械 21 8513014 事務用機械器具 (除電算機
等)賃貸業

44

1529011 製綿・寝具 7 3013011 冷凍機・温湿調整装置 21 8513015 スポーツ・娯楽用品・その
他の物品賃貸業

44

1529099 その他の繊維既製品 7 3019011 ポンプ及び圧縮機 21 8514011 貸自動車業 44
1611011 製材 8 3019021 ミシン・毛糸手編機械 21 8515101 自動車修理 23
1611021 合板 8 3019031 機械工具 21 8516101 機械修理 44
1611031 木材チップ 8 3019099 その他の一般産業機械及び

装置
21 8519011 建物サービス 44

16110312 木材チップ 8 3021011 鉱山・土木建設機械 21 8519021 法務・財務・会計サービス 44
16110313 木材チップ 71 3022011 化学機械 21 8519031 土木建築サービス 44
1619091 建設用木製品 8 3023011 産業用ロボット 21 8519041 労働者派遣サービス 44
1619099 その他の木製品 (除別掲) 8 3024011 金属工作機械 21 8519099 その他の対事業所サービス 44
1711011 木製家具・装備品 9 3024021 金属加工機械 21 8611011 映画制作・配給業 44
1711021 木製建具 9 3029011 農業機械 21 8611021 映画館 44
1711031 金属製家具・装備品 9 3029021 繊維機械 21 8611031 劇場・興行場 44
1811011 パルプ 10 3029031 食料品加工機械 21 8611041 遊戯場 44
18110112 パルプ 46 3029091 製材・木工・合板機械 21 8611051 競輪・競馬等の競走場・競

技団
44
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
18110113 パルプ 58 3029092 パルプ装置・製紙機械 21 8611061 運動競技場・公園・遊園地 44
1812011 洋紙・和紙 10 3029093 印刷・製本・紙加工機械 21 8611071 興行団 44
1813011 板紙 10 3029094 鋳造装置 21 8611099 その他の娯楽 44
1813021 段ボール 10 3029095 プラスチック加工機械 21 8612011 一般飲食店 (除喫茶店) 44
1813031 塗工紙・建設用加工紙 10 3029099 その他の特殊産業機械 (除

別掲)
21 8612021 喫茶店 44

1821011 段ボール箱 10 3031011 金型 21 8612031 遊興飲食店 44
1821099 その他の紙製容器 10 3031021 ベアリング 21 8613011 旅館・その他の宿泊所 44
1829011 紙製衛生材料・用品 10 3031099 その他の一般機械器具及び

部品
21 8619011 洗濯・洗張・染物業 44

1829099 その他のパルプ・紙・紙加
工品

10 3111011 複写機 21 8619021 理容業 44

1911011 新聞 11 3111091 電子式卓上計算機 21 8619031 美容業 44
1911021 印刷・製版・製本 11 3111092 ワードプロセッサ 21 8619041 浴場業 44
1911031 出版 11 3111099 その他の事務用機械 (除別

掲)
21 8619051 写真業 44

2011011 アンモニア 12 3112011 自動販売機 21 8619061 葬儀業 44
2011021 窒素質肥料 12 3112012 娯楽用機器 21 8619071 各種修理業 (除別掲) 44
20110214 窒素質肥料 12 3112019 その他のサービス用機器 21 8619081 個人教授所 44
20110215 窒素質肥料 72 3211011 電気音響機器 22 8619099 その他の対個人サービス 44
2011029 その他の単質肥料 12 3211021 ラジオ・テレビ受信機 22 8900000 事務用品 44
20110294 その他の単質肥料 12 3211031 ビデオ機器 22 9000000 分類不明 44
20110295 その他の単質肥料 72 3211099 その他の民生用電気機器 22 9099000 内生部門計 0
2011031 複合肥料 12 3212011 磁気テープ・フレキシブル

ディスク
22 9110010 宿泊・日当 74

2021011 ソーダ灰 12 3212099 その他の電気音響機器部分
品・付属品

22 9110020 交際費 74

2021012 か性ソーダ 12 3311011 電子計算機本体 22 9110030 福利厚生費 74
2021013 液体塩素 12 3311021 電子計算機付属装置 22 9311000 賃金・俸給 75
2021019 その他のソーダ工業製品 12 3321011 有線電気通信機器 22 9312000 社会保険料 (雇用主負担) 75
2029011 硫酸 12 3321021 無線電気通信機器 22 9313000 その他の給与及び手当 75
2029021 酸化チタン 12 3321099 その他の電気通信機器 22 9412000 営業余剰 76
2029022 カーボンブラック 12 3331011 電子応用装置 22 9420000 資本減耗引当 77
2029029 その他の無機顔料 12 3332011 電気計測器 22 9430000 間接税 (除関税・消費税) 78
2029031 圧縮ガス・液化ガス 12 3341011 半導体素子 22 9440000 (控除)経常補助金 79
2029099 その他の無機化学工業製品 12 3341012 集積回路 22 9500000 粗付加価値部門計 0
2031011 エチレン 12 3359011 電子管 22 9700000 国内生産額 80
2031012 プロピレン 12 3359099 その他の電子・通信機器部

分品
22

2031019 その他の石油化学基礎製品 12 3411011 発電機器 22
列コンバーター

011101 米 1 207202 印刷インキ 12 413202 電力施設建設 4
011102 麦類 1 207301 写真感光材料 12 413203 電気通信施設建設 4
011103 雑穀 1 207401 農薬 12 413209 その他の土木建設 4
011201 いも類 1 207901 火薬類 12 511101 事業用原子力発電 34
011202 豆類 1 207902 ゼラチン・接着剤 12 511102 事業用火力発電 34
011301 野菜 (露地) 1 207909 その他の化学最終製品 12 511103 水力・その他の事業用発電 34
011302 野菜 (施設) 1 211101 石油製品 13 511104 自家発電 34
011401 果実 1 212101 石炭製品 14 512101 都市ガス 35
011501 砂糖原料作物 1 212102 舗装材料 14 512201 熱供給業 35
011502 飲料用作物 1 221101 プラスチック製品 26 521101 上水道・簡易水道 36
011509 その他の食用耕種作物 1 231101 タイヤ・チューブ 15 521102 工業用水 36
011601 飼料作物 1 231901 ゴム製履物 15 521103 下水道★★ 43
011602 葉たばこ 1 231902 プラスチック製履物 15 521201 廃棄物処理 (公営)★★ 43
011603 種苗 1 231909 その他のゴム製品 15 521202 廃棄物処理 (産業) 43
011604 花き・花木類 1 241101 革製履物 16 611101 卸売 37
011609 その他の非食用耕種作物 1 241201 製革・毛皮 16 611201 小売 37
012101 酪農 1 241202 かばん・袋物・その他の革

製品
16 621101 金融 38

012102 鶏卵 1 251101 板ガラス・安全ガラス 17 621201 生命保険 38
012103 肉鶏 1 251201 ガラス繊維・同製品 17 621202 損害保険 38
012104 豚 1 251909 その他のガラス製品 17 641101 不動産仲介・管理業 39
012105 肉用牛 1 252101 セメント 17 641102 不動産賃貸業 39
012109 その他の畜産 1 252201 生コンクリート 17 642101 住宅賃貸料 39
012201 養蚕 1 252301 セメント製品 17 711101 鉄道旅客輸送 27
013101 獣医業 1 253101 陶磁器 17 711201 鉄道貨物輸送 27
013102 農業サービス (除獣医業) 1 259901 耐火物 17 712101 バス 28
021101 育林 1 259902 その他の建設用土石製品 17 712102 ハイヤー・タクシー 28
021201 素材 1 259903 炭素・黒鉛製品 17 712201 道路貨物輸送 28
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
021301 特用林産物 (含狩猟業) 1 259904 研磨材 17 712202 通運 28
031101 沿岸漁業 1 259909 その他の窯業・土石製品 17 713101 自家用旅客自動車輸送 33
031102 沖合漁業 1 261101 銑鉄 18 713201 自家用貨物自動車輸送 33
031103 遠洋漁業 1 261102 フェロアロイ 18 714101 外洋輸送 29
031104 海面養殖業 1 261103 粗鋼 (転炉) 18 714201 沿海・内水面輸送 29
031201 内水面漁業 1 261104 粗鋼 (電気炉) 18 714301 港湾運送 29
031202 内水面養殖業 1 262101 熱間圧延鋼材 18 715101 航空輸送 30
061101 鉄鉱石 3 262201 鋼管 18 716101 倉庫 31
061201 非鉄金属鉱物 3 262301 冷間仕上鋼材 18 717101 こん包 43
062101 石灰石 3 262302 めっき鋼材 18 717901 道路輸送施設提供 28
062109 その他の窯業原料鉱物 3 263101 鋳鍛鋼 18 717902 水運付帯サービス (公営)★

★
29

062201 砂利・採石 3 263102 鋳鉄管 18 717903 水運付帯サービス (産業) 29
062202 砕石 3 263103 鋳鉄品及び鍛工品 (鉄) 18 717904 航空付帯サービス (国公営)

★★
30

062909 その他の非金属鉱物 3 264901 鉄鋼シャースリット業 18 717905 航空付帯サービス (産業) 30
071101 石炭 2 264909 その他の鉄鋼製品 18 717909 旅行・その他の運輸付帯サー

ビス
31

072101 原油 3 271101 銅 19 731101 郵便 32
073101 天然ガス 3 271102 鉛 (含再生) 19 731201 国内電気通信 32
111101 と畜 (含肉鶏処理) 5 271103 亜鉛 (含再生) 19 731202 国際電気通信 32
111201 肉加工品 5 271104 アルミニウム (含再生) 19 731909 その他の通信サービス 32
111202 畜産びん・かん詰 5 271109 その他の非鉄金属地金 19 732101 公共放送 43
111203 動物油脂 5 272101 電線・ケーブル 19 732102 民間放送 43
111204 酪農品 5 272201 伸銅品 19 732103 有線放送 43
111301 冷凍魚介類 5 272202 アルミ圧延製品 19 811101 公務 (中央)★★ 44
111302 塩・干・くん製品 5 272203 非鉄金属鋳鍛造品 19 811201 公務 (地方)★★ 44
111303 水産びん・かん詰 5 272204 核燃料 19 821101 学校教育 (国公立)★★ 40
111304 ねり製品 5 272209 その他の非鉄金属製品 19 821102 学校教育 (私立)★ 40
111305 魚油・魚かす 5 281101 建設用金属製品 20 821301 社会教育 (国公立)★★ 40
111309 その他の水産食品 5 281201 建築用金属製品 20 821302 社会教育 (非営利)★ 40
111401 精穀 5 289101 ガス・石油機器及び暖厨房

機器
20 821303 その他の教育訓練機関 (国

公立)★★
40

111402 製粉 5 289901 ボルト・ナット・リベット
及びスプリング

20 821304 その他の教育訓練機関 (産
業)

40

111501 めん類 5 289902 金属製容器及び製缶板金製
品

20 822101 自然科学研究機関 (国公立)
★★

41

111502 パン類 5 289903 配管工事付属品・粉末冶金
製品・道具類

20 822102 人文科学研究機関 (国公立)
★★

41

111503 菓子類 5 289909 その他の金属製品 20 822103 自然科学研究機関 (非営利)
★

41

111601 農産びん・かん詰 5 301101 ボイラ 21 822104 人文科学研究機関 (非営利)
★

41

111602 農産保存食料品 (除びん・か
ん詰)

5 301102 タービン 21 822105 自然科学研究機関 (産業) 41

111701 砂糖 5 301103 原動機 21 822106 人文科学研究機関 (産業) 41
111702 でん粉 5 301201 運搬機械 21 822201 企業内研究開発 43
111703 ぶどう糖・水あめ・異性化

糖
5 301301 冷凍機・温湿調整装置 21 831101 医療 (国公立)★★ 42

111704 植物油脂 5 301901 ポンプ及び圧縮機 21 831102 医療 (非営利)★ 42
111705 塩 5 301902 ミシン・毛糸手編機械 21 831103 医療 (産業) 42
111706 調味料 5 301903 機械工具 21 831201 保健衛生 (国公立)★★ 42
111901 冷凍調理食品 5 301909 その他の一般産業機械及び

装置
21 831202 保健衛生 (非営利)★ 42

111902 レトルト食品 5 302101 鉱山・土木建設機械 21 831203 保健衛生 (産業) 42
111903 そう菜・すし・弁当 5 302201 化学機械 21 831301 社会保険事業 (国公立) ★

★
43

111909 その他の食料品 5 302301 産業用ロボット 21 831302 社会保険事業 (非営利)★ 43
112101 清酒 5 302401 金属工作機械 21 831303 社会福祉 (国公立)★★ 43
112102 ビール 5 302402 金属加工機械 21 831304 社会福祉 (非営利)★ 43
112103 添加用アルコール 5 302901 農業機械 21 841101 対企業民間非営利団体 43
112104 ウィスキー類 5 302902 繊維機械 21 841102 対家計民間非営利団体 (除

別掲)★
43

112109 その他の酒類 5 302903 食料品加工機械 21 851101 広告 43
112901 茶・コーヒー 5 302909 その他の特殊産業機械 21 851201 情報サービス 43
112902 清涼飲料 5 303101 金型 21 851202 ニュース供給・興信所 43
112903 製氷 5 303102 ベアリング 21 851301 物品賃貸業 (除貸自動車) 43
113101 飼料 5 303109 その他の一般機械器具及び

部品
21 851401 貸自動車業 43
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
113102 有機質肥料 (除別掲) 5 311101 複写機 21 851510 自動車修理 23
114101 たばこ 5 311109 その他の事務用機械 21 851610 機械修理 43
151101 製糸 6 311201 サービス用機器 21 851901 建物サービス 43
151102 綿糸 6 321101 電気音響機器 22 851902 法務・財務・会計サービス 43
151103 化学繊維紡績糸 6 321102 ラジオ・テレビ受信機 22 851903 土木建築サービス 43
151104 毛糸 6 321103 ビデオ機器 22 851904 労働者派遣サービス 43
151109 その他の紡績糸 6 321109 その他の民生用電気機器 22 851909 その他の対事業所サービス 43
151201 綿・スフ織物 (含合繊短織

物)
6 321201 磁気テープ・フレキシブル

ディスク
22 861101 映画制作・配給業 43

151202 絹・人絹織物 (含合繊長織
物)

6 321209 その他の電気音響機器部分
品・付属品

22 861102 映画館 43

151203 毛織物 6 331101 電子計算機本体 22 861103 劇場・興行場 43
151209 その他の織物 6 331102 電子計算機付属装置 22 861104 遊戯場 43
151301 ニット製品 6 332101 有線電気通信機器 22 861105 競輪・競馬等の競走場・競

技団
43

151401 染色整理 6 332102 無線電気通信機器 22 861106 運動競技場・公園・遊園地 43
151901 綱・網 6 332109 その他の電気通信機器 22 861107 興行団 43
151902 じゅうたん・床敷物 6 333101 電子応用装置 22 861109 その他の娯楽 43
151903 繊維製衛生材料 6 333201 電気計測器 22 861201 一般飲食店 (除喫茶店) 43
151909 その他の繊維工業製品 6 334101 半導体素子・集積回路 22 861202 喫茶店 43
152101 衣服 7 335901 電子管 22 861203 遊興飲食店 43
152201 その他の衣服・身の回り品 7 335909 その他の電子・通信機器部

分品
22 861301 旅館・その他の宿泊所 43

152901 製綿・寝具 7 341101 回転電気機械 22 861901 洗濯・洗張・染物業 43
152909 その他の繊維既製品 7 341102 開閉制御装置及び配電盤 22 861902 理容業 43
161101 製材 8 341103 その他の送配電機器 22 861903 美容業 43
161102 合板 8 341109 その他の産業用重電機器 22 861904 浴場業 43
161103 木材チップ 8 342101 電気照明器具 22 861905 写真業 43
161909 その他の木製品 8 342102 電池 22 861906 葬儀業 43
171101 木製家具・装備品 9 342103 電球類 22 861907 各種修理業 (除別掲) 43
171102 木製建具 9 342104 配線器具 22 861908 個人教授所 43
171103 金属製家具・装備品 9 342105 内燃機関電装品 22 861909 その他の対個人サービス 43
181101 パルプ 10 342109 その他の軽電機器 22 890000 事務用品 43
181201 洋紙・和紙 10 351101 乗用車 23 900000 分類不明 43
181301 板紙 10 352101 トラック・バス・その他の

自動車
23 909900 内生部門計 0

181302 段ボール 10 353101 二輪自動車 23 911000 家計外消費支出 (列) 45
181303 塗工紙・建設用加工紙 10 354101 自動車車体 23 912100 家計消費支出 46
182101 段ボール箱 10 354102 自動車用内燃機関・同部分

品
23 912200 対家計民間非営利団体消費

支出
47

182109 その他の紙製容器 10 354103 自動車部品 23 913010 中央政府消費支出 48
182901 紙製衛生材料・用品 10 361101 鋼船 24 913020 地方政府消費支出 48
182909 その他のパルプ・紙・紙加

工品
10 361102 その他の船舶 24 914100 国内総固定資本形成 (公的) 50

191101 新聞 11 361103 舶用内燃機関 24 914200 国内総固定資本形成 (民間) 49
191102 印刷・製版・製本 11 361110 船舶修理 24 915010 生産者製品在庫純増 51
191103 出版 11 362101 鉄道車両 24 915020 半製品・仕掛品在庫純増 51
201101 アンモニア 12 362110 鉄道車両修理 24 915030 流通在庫純増 51
201102 単質肥料 12 362201 航空機 24 915040 原材料在庫純増 51
201103 複合肥料 12 362210 航空機修理 24 920000 国内最終需要計 0
202101 ソーダ工業製品 12 362901 自転車 24 921000 国内需要合計 0
202901 硫酸 12 362909 その他の輸送機械 24 921110 輸出 (普通貿易) 52
202902 無機顔料 12 371101 カメラ 25 921120 輸出 (特殊貿易) 52
202903 圧縮ガス・液化ガス 12 371109 その他の光学機械 25 921200 輸出 (直接購入) 46
202909 その他の無機化学工業製品 12 371201 時計 25 921300 調整項 52
203101 石油化学基礎製品 12 371901 理化学機械器具 25 930000 最終需要計 0
203102 石油化学系芳香族製品 12 371902 分析器・試験機・計量器・

測定器
25 935000 需要合計 0

203201 脂肪族中間物 12 371903 医療用機械器具 25 941110 (控除)輸入 (普通貿易) 53
203202 環式中間物 12 391101 玩具 26 941120 (控除)輸入 (特殊貿易) 53
203301 合成ゴム 12 391102 運動用品 26 941200 (控除)輸入 (直接購入) 46
203901 コールタール製品 12 391901 楽器 26 942000 (控除)関税 54
203902 メタン誘導品 12 391902 レコード 26 943000 (控除)輸入品商品税 54
203903 油脂加工製品 12 391903 筆記具・文具 26 945000 (控除)輸入計 0
203904 可塑剤 12 391904 身辺細貨品 26 950000 最終需要部門計 0
203905 合成染料 12 391905 畳・わら加工品 26 951000 商業マ―ジン (卸売) 0
203909 その他の有機化学工業製品 12 391906 武器 26 952000 商業マ―ジン (小売) 0
204101 熱硬化性樹脂 12 391909 その他の製造工業製品 26 961000 貨物運賃 (鉄道) 0
204102 熱可塑性樹脂 12 411101 住宅建築 (木造) 4 962010 貨物運賃 (道路) 0
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表 2.21: 1990年基本表コンバーター（続）
コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB コード 部門名 KDB
204103 高機能性樹脂 12 411102 住宅建築 (非木造) 4 962020 貨物運賃 (通運) 0
204109 その他の合成樹脂 12 411201 非住宅建築 (木造) 4 963010 貨物運賃 (沿海内水面) 0
205101 レーヨン・アセテート 12 411202 非住宅建築 (非木造) 4 963020 貨物運賃 (港湾運送) 0
205102 合成繊維 12 412101 建設補修 4 964000 貨物運賃 (航空) 0
206101 医薬品 12 413101 道路関係公共事業 4 965000 貨物運賃 (倉庫) 0
207101 石けん・合成洗剤・界面活

性剤
12 413102 河川・下水道・その他の公

共事業
4 970000 国内生産額 55

207102 化粧品・歯磨 12 413103 農林関係公共事業 4
207201 塗料 12 413201 鉄道軌道建設 4
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第 3章

資本ストックの推計

3.1 資本の推計について

資本の推計は、新古典派生産理論においては生産活動に投入される資本サービス量および資本サービス

価格の推計を、また動学的産業連関分析ではより直接に資本ストック（あるいはその増分としての投資）

の推計を意味しているといえよう。もっとも後に考察するように、直接観察の困難な資本サービスという

概念に対しても、直接計測の可能な資本ストック量からひとまず推計することが必要であり、以下では総

固定資本形成、在庫および土地ストックの推計作業を詳細に報告する。

総固定資本形成については固定資本マトリックス（民間公的別・産業別・資本財別）として表現され、そ

の推計作業は完全には分割されないもののおおまかに 3.2で民間固定資本マトリックス、3.3で公的固定資
本マトリックス、そして 3.4では公的資本のうち特に社会資本として細分化し格付たものについて推計をお
こなっている。また上記のフローの推計を基礎として固定資本ストックマトリックスの推計に進むことに

なるが、資本ストックの推計はそれ自身がまた幾つかの仮説を含んだものであり 3.5ではその図式を整理し
ながら、また特にその推計に大きな役割を持つ償却率の推計について報告する。そこでは数量側からの推

計に加えて、価格側からの推計として中古車市場および住宅賃貸市場での計測をおこなっている。在庫に

ついては 3.6で在庫投資マトリックス（産業別・在庫形態別）および在庫残高マトリックスの推計を、土地
ストックについては 3.7で産業別推計を述べることにする。

ここではまずKDB推計において準拠している SNAでの資本の定義について、また資本の推計に関する
公表資料とすでに為されている推計について整理し、ここでの推計対象及び推計方法の特徴を明らかにす

ることからはじめる。

3.1.1 総資本形成の定義

ここではまず資本形成の定義を与えることから始めることにしよう。我が国で新国民経済計算（新 SNA）
と呼ばれる 1968年に国際連合が提唱した体系（我が国は 1978年より全面移行）では、資本調達勘定にお
ける総資本形成（Gross Capital Formation）と総固定資本形成（Gross Domestic Capital Formation）は
表 3.1のように整理されている。ここでの推計は 1968年 SNAの資本概念に則したものであるが、この特
徴を明らかにするために、1953年 SNAと近年改訂された 1993年 SNAでの資本概念をみてみることにす
る。旧国民所得統計（1953年 SNAに準拠しており、我が国では旧 SNAと呼ばれる）との資本に関する
様々な概念上の比較をしたものが表 3.2である。とくに注目すべき点としては、様々な総固定資本形成およ
び投資主体の概念の相違に加え、コモディティー・フロー法への推計法の改正によって推計補足率が高まっ

たことがあげられよう。
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表 3.1: 1968年 SNAにおける資本の範囲
総資本形成（Gross Capital Formation）
　民間および公的企業、一般政府、対家計民間非営利団体、家計（個人企業）の生産者としての
支出（購入および自己生産物の使用）のうち、中間消費とならないものであり、在庫品増加と総
固定資本形成からなる。
　中間消費と総資本形成の区別は、当該期間内において使用されつくすか、あるいは、将来に便
益をもたらすかを基準としてなされる。例えば、固定資産等の修理についてみると、固定資産の
改造や、新しい機能の追加など、その耐用年数や生産性を大幅に増大させる支出（資本的修理）は
総固定資本形成に含まれる。これに対し、単なる破損の修理や正常な稼動を保つための支出（経
常的修理・維持）は中間消費に分類される。また研究開発費等は企業会計で資本的支出に計上さ
れたとしても、通常有形固定資産に具体化されず、その支出による将来の便益が不確実であるた
め、中間消費として扱われる。広告費についても同様である。
総固定資本形成（Gross Domestic Capital Formation）
　民間法人および公的企業、一般政府、対家計民間非営利団体、家計（個人企業）の支出（購入
および自己生産物の使用）のうち、建設物（土地造成費を含む）、機械設備等固定資本ストック
の追加となる新規耐久財の購入（同種の中古品やスクラップの純販売額を控除する）であり、以
下のものが該当する。（１）生産のために使用する建物、構築物、機械設備等の耐久財（ただし、
政府の取得する軍事用耐久財、土地、鉱床、森林等を除く）、（２）定資産の維持補修のうち、大
規模なる改造、更新、（３）土地の造成・改良、鉱山・農地等の開発・拡張等、（４）土地、鉱床、
森林等の取引に際して必要なマージン、移転経費。
　なお、建物、道路、ダム、港湾等建設物の仕掛工事は、建設発注者の総固定資本形成に含まれ
るが、重機械器具の仕掛工事は、その財貨生産者の在庫品増加に分類される。
　新 SNAにおいては、総固定資本形成は、形態別（財別）および制度部門別に表彰される。
　　経済企画庁『新国民経済計算の見方・使い方－新 SNAの特徴－』1978年より

また、より具体的な記述として産業連関表の付帯表として公表されている「固定資本マトリックス」（Fixed
Capital Formation Matrix；以下 IO-FCFMと呼ぶ）より、その対象とする記述を抜粋したものが表 3.3で
ある。固定資本マトリックスでの対象は 1968年 SNAに（除却およびコスト商業に相違があるものの）ほ
ぼ対応したものである。

ここでの推計には直接関係しないものの 1993年 SNAでは資本概念は拡張されており、ここで簡単に改
訂された点について触れておくことにしよう1。従来の総資本形成には新たに貴重品 (valuables) 2概念が導

入され、よって総資本形成は総固定資本形成、在庫品増加及び貴重品からなっている点がまず大きな改定

点である。また総固定資本形成の内訳において大きな変化は、従来対象外であったソフトな資本形成とし

て無形固定資産を新たに考慮している点であり、それは次のようなものからなる。

• 鉱物探査

• コンピューター・ソフトウェア

• 娯楽、文学または芸術作品の原本

• その他の無形固定資産
1より詳細については、経済企画庁『1993年改訂 国民経済経済の体系』1995年 3月を参照のこと。
2貴重品は主として生産や消費に使用されるものではなく、通常の状況では時間の経過によって価値が低下せず、主として価値貯

蔵手段として取得され保有される資産であり、以下のものからなる。

• 企業を含む任意の単位によって保有されているダイヤモンド、非貨幣用金、プラチナ、銀等のような宝石及び貴金属（だたし、
中間投入として使用することを意図していないもの）

• 美術作品や骨董品として認識された絵画、彫刻等
• 宝石や貴金属から作られた装身具及び収蔵品のようなその他の貴重品

また、貴重品の評価には専門の鑑定家、代理人、競売人等に対する手数料のように、それを取得した主体が負担した所有者移転に伴
う費用を加算する。
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表 3.2: 1953年 SNAと 1968年 SNAの資本概念の比較
1953年 SNA 1968年 SNA

投資主体 資金源泉主義（支出に当てた資金の出所
によって分割）

最終支出主体主義（最終的な支出主体に
よって分割）－よって民間への資本的補
助金は民間の資本形成とみなす

進捗ベース 建設物、船舶及び重機械の仕掛工事は固
定資本形成

建設物のみ固定資本形成（船舶、重機械
器具の仕掛工事は在庫品増加）

取替資産 レール・電線などの取替分は中間消費と
して扱う

固定資本形成としている

維持・補修 小規模な改造・更新も含む 大規模なる改造・更新のみ含む
格付け 日本銀行、海外経済協力基金は民間扱い、

事業団は民間非営利団体扱い
日本銀行、海外経済協力基金は公的企業
扱い、事業団は一般政府扱い

推計方法 人的方法 コモディティー・フロー法
　　経済企画庁『新国民経済計算の見方・使い方－新 SNAの特徴－』1978年より

鉱物探査（商業的に採掘される可能性のある鉱物や燃料の鉱床を発見するために行われる）から得られ

た情報は、何年間にもわたって、それを得た事業者の生産活動に影響を与えることから、所与の会計期間

中の探査のための支出を無形固定資産の取得として扱われるようになった3。また、企業が 1年以上を超え
て生産に使用することを予定しているコンピューター・ソフトウェア及びデータ・ベースも考慮され、自

家生産されたものについても推定基本価格あるいはその推計が不可能な場合には生産費用によって評価さ

れることになっている。原本4についても同様に、生産されたものが他の主体に売却された支出により（そ

の売買が無い場合には生産費用によって）評価される。

また有形固定資産の概念としては、

• ファイナンシャル・リース5の下にある財貨（実際には多くは機械・設備）は、使用者により購入さ

れた（所有権の変更が生じた）かのように扱われる。つまり所有者主義ではなく使用者主義によって

考慮される。

• 軍用設備のうち、それと類似のものが非軍事目的の生産者により利用されうるもの（飛行場、ドッ
ク、道路、病院等の転用可能なもの）は、固定資産として扱われることになった。軍事支出における

この明確な区別は困難であろうが、慣行として、兵器（ミサイル、ロケット、爆弾等）及び兵器のみ

の支援設備（軍艦、潜水艦、爆撃機、戦闘機、戦車、ミサイル運搬車等）に対する支出を除く耐久財

への全支出を対象としている。

• 歴史的記念物の建設及び大規模改良も総固定資本形成とする。

のような改定が為されている。以上のように 1968年 SNAにおいての総資本形成の概念（表 3.1）にあ
るように、将来にわたって便益をもたらすものについて、有形無形に関らず、生産活動を目的として使用

されるか否かに関らずに、その対象が拡張されている6。ここでの推計は 1968年 SNAに準拠したものに

3ここで対象とする支出は、試験的な掘削や試錐にかかる実際の費用のみならず、そうした掘削を可能にするために必要とする費
用（例えば、航空測量、その他の測量費用、輸送費等）を含んでいる。またその資産の価値は、探査により発見された新しい鉱床の
価値ではなく、その会計期間中に探査に対して配分された資源の価値によって測定されること、つまり産出ではなく投入により評価
されていることに留意すべきである。

4演劇講演、ラジオ及びテレビ番組、音楽演奏、スポーツ行事、文学及び芸術作品等が記録ないし体化されているフィルム、音響
録音物、原稿、テープ、モデル等から成る。

5ファイナンシャル・リースとは、貸し手（レッサー）が財貨を購入し、借り手（レッシー）は貸し手が契約期間全体をかけて（金
利を含む）費用の全額又は実質的に全額を回収できるような貸借料（レンタル）を支払う契約である。

6ここで取り上げた改訂のほかには、鉄道、道路、空港、港湾、ダム等、従来固定資本減耗の対象外であったものについても考慮
されることになった点や、総固定資本形成の概念の拡張に伴い、在庫品増加についても拡張がなされている点があげられよう。
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とどまるが、将来においてはここでみたような拡張について、理論的な必要性の吟味のみならず、その現

実的な測定可能性（特にその価値評価）について考察することが重要な課題であると言えよう。

表 3.3: 1990年固定資本マトリックスでの対象
(1)耐用年数が 1年以上で購入者価格の単価が 20万円1)以上のもの。ただし、1品目では 20万
円に達しない場合でも、開業当初や業務拡張のために資産として一括購入した場合は、固定資本
形成として計上する。
(2)鉄道・軌道業の線路、送配電設備、信号設備や通信業のケーブル設備及び電力業の送配電設
備等の取替え工事は資本形成とする。その他の産業の取替え工事は建設補修として計上し、資本
形成としない。
(3)資産の耐用年数を延長する場合と、偶発損に対応する大修理、大補修は、原則として資本形
成として計上する。
(4)長期生産物について、建設物は 1年間の工事進捗量を資本形成として計上する。船舶、重電
機等の場合は、完成品を資本形成に計上する（仕掛品は在庫に計上される）。
(5)家畜のうち、役畜用、繁殖用、種付用、乳用、競争用、羊毛用その他資本用役を提供する家
畜については、成長増加による固定資産振替を資本形成とする。
(6)同様に、果樹・茶等についても、成長増加分を資本形成とする。
(7)その他の注意点として、a.生産活動単位である、b.各種物品賃貸業に関する資本財について
使用者主義ではなく所有者主義である、c.土地については土地の購入費全額ではなく土地造成・
改良費のみの計上である、d.建設物に内包されて（エレベータ、空調設備、調理台、セントラル
ヒーティング、道路標識、ガードレール等建設物に付随して）いるものは、直接発注されたもの
を除き、建設部門から各資本形成部門への産出として計上されている、こと等があげられている。
　　総務庁「1990年産業連関表」の付帯表「固定資本マトリックス」1994年より
　　なお、取引基本表における国内総固定資本形成との対象範囲の相違は屑・副産物の発生、
　　及びコスト商業（中古資産の取引マージン）を計上しない点である。
　　1)：1975,80,85年の固定資本マトリックスでは 10万円以上、1970年は 5万円以上。

3.1.2 現行の資料と改正

ここでは上記のように概念として明確化した総固定資本形成について、我が国においておこなわれてい

る（資本形成に関る）実際の推計資料について整理をこころみよう。主要な公表されている資料をまとめ

たものが、表 3.4である。
表 3.4での各資料はそれぞれが整合的に推計されてはおらず（特に 1968年 SNAとの整合性という意味

ではすべて満たしていない）、また概念がほぼ一致すると思われるものに対して数値上の比較をおこなうと

（後にみるように）極めて大きな乖離が存在しているものがあるなど様々な問題点を含んでいる。よってわ

れわれが経済分析に用いる際の資料としては、それ単体では想定する理論図式に直接対応するものはまず

存在しないといえよう。そこでこれらの各種統計を利用して理論図式への整合性を考慮して推計したもの

として、旧KDBでの資本推計としての黒田 [38]及び黒田・吉岡 [39]によるものがあり、そこでは 1960-79
年の 30産業別資産形態別資本ストック及び資本サービス価格の推計がなされている（それは同様の推計方
法によって現在では 1985年まで延長されてきている）。
ここでの推計の特徴を明確にするために、旧推計と今回の推計を簡単に比較したものが表 3.5である。こ

こでの改正点を詳細にみると次のようなものである。

• KDBは新 SNAとの整合性に配慮したものであるが、資本ブロックの推計に関しては特に公的総固
定資本形成に関して大きな乖離が問題点として残されていた（前推計ではその一部のみの推計であ

る）が、今回の推計では概念及びその合計値において完全に SNA（制度部門別資本調達勘定）に一
致するように推計している。

• 特に新たに社会資本に関して、詳細な社会資本各部門別推計（1955-92年）をおこなっている。
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表 3.4: 主な資本に関する公表資料の特徴
「工業統計表
　（産業編）」

「民間企業資
本ストック年
報」

「法人企業投
資実績調査報
告」

「固定資本マ
トリックス」

「法人企業統
計年報」

「行政投資」

公表機関 通商産業省 経済企画庁 経済企画庁 総務庁 大蔵省 自治省
英語名 Census of

Manufac-

tures, Report

by Industries

Gross Capital

Stock of Pri-

vate

Enterprises

Report on the

Corporate In-

dustry Invest-

ment Survey

Fixed Cap-

ital Formation

Matrix

Annual

Report of Fi-

nancial State-

ments of

Corporations

特に無し

推計方法 悉皆調査 (従
業員 4 人以上
or10人以上)

コモ法、他 サンプル調査 各種統計およ
び特別調査

サンプル調査
（資本金 10 億
円以上は全数）

各省庁への調
査

推計期間 1909年以降 1955 年（度）
以降

1958-74年度 1970年より　
5年おき

1948年以降 1963年度以降
（1951 年度ま
で遡及調査）

対象機関 民間製造業 民間企業（非
営利団体を除
く）法人・個人
別

法人企業 民間・公的すべ
て

金融・保険業を
除く営利法人
企業

SNA公的部門
の一部

推計対象
主体

事業所ベース 企業ベース 企業ベース 生産活動ベー
ス

企業ベース －－

投資 orス
トック

投資 投資・ストック 投資 投資 ストック 投資

資本財分
類

建設、機械、
他

なし 9つ程 IO基本分類　
対応

なし 部門別

進捗 or取
付

進捗ベース 進捗・取付ベー
ス

進捗ベース 進捗ベース 進捗ベース 進捗ベース

価格評価 時価 基準年価格評
価のみ

時価 時価 簿価 時価

備考 資本財分割は
甲票のみ

企業所有の住
宅除く

「産業連関表」
付帯表として
公表

用地補償費・民
間への資本的
補助金含む

• フローとしての新規設備投資に関して関連各省庁合同作業による「産業連関表」の付帯表として公表
されている「固定資本マトリックス」（1970,75,80,85,90年表）と整合的に、民間・公的別固定資本マ
トリックスの 1955-92年の時系列推計を試みている。よって民間の設備投資に関してもその推計方法
が前推計とは大幅に異なっている。

• 旧推計では 6資産分類として、非居住用建物、その他構築物、機械設備、水上輸送機械、陸上輸送機
械、工具備品の推計であったが、今回の推計ではKDB産業連関表の商品分類に対応した資本財分類
を採用し、また情報化などに対応した一部の知識集約的な資本財についてのストックを把握するなど

より詳細な情報を得るために、さらに資本財分類を産業連関表の基本分類（7桁分類）に対応させた
ものの推計をおこなっている。

• （1968年 SNAとの整合性の配慮から）除却された資本ストックから発生する屑（ガラス、鉄屑、非
鉄金属屑、鋼船）に関して把握するために、副産物・屑発生投入表を 1955-92年にわたって時系列推
計している7。

7関係各省庁共同作業による産業連関表及び、SNAの付表 1（2a表）や SNA-IOにおいては、屑・副産物をストーン方式（マイ
ナス投入方式）により処理している。1970,75,80,85,90年の産業連関表では、付帯表として屑・副産物発生及び投入表（IO-TBPS
と呼ぶ）が公表されているが、通産省による延長表及び SNAでは屑・副産物として処理した値を公表しておらず、競合する部門に
含まれてしまっている（SNAでは民間総固定資本形成から 1970年 179572、1975年 213338、1980年 330215、1985年 427307、
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表 3.5: 旧 KDB資本推計との比較
旧 KDB推計 新KDB推計

推計期間 1955-85年 1955-92年
推計対象 民間及び一部の公的機関 全主体
産業分類 30産業（公務は除いている） 43産業（他に、社会資本）
資本財分類 6資産分類 IOでの基本分類
SNAとの整合性 なし あり
屑発生の考慮 なし あり

• 非償却資産である在庫の推計に関して、在庫純増の合計が 1968年 SNAの在庫品増加に一致するよ
うに推計するため、民間（法人・個人企業別）・公的別産業別在庫形態別在庫残高マトリックスの推

計を試みている（ 前推計ではおおまかな推計のみ（特に個人企業に関して）であった）。

以下では上記の推計方法に関して詳細に報告することになるが、先に民間・公的別固定資本マトリック

スについてその形式を紹介しておこう。現在、固定資本マトリックスは関連各省庁合同作業による「産業

連関表」の付帯表として 1970,75,80,85,90年に公表されており（以下 IO-FCFMと呼ぶ）、行部門に資本
財（7桁分類に対応）、列部門に資本形成部門（ほぼ中分類程度の生産活動ベース）をとっている。ここで
1955-92年にわたって時系列推計する民間・公的別固定資本マトリックス（以下 KDB-FCFMと呼ぶ）は
事業所を単位とする産業ベースであることの相違はあるが、その対象とする資本財の概念は IO-FCFMと
一致している（新 SNAの総固定資本形成は、中古品やスクラップの純販売額を控除しており、おもにその
点で IO-FCFMと相違がある）。KDB-FCFMの資本財分類はKDB産業連関表の商品分類と対応すると同
時に、より詳細な情報を得るため産業連関表での基本分類に対応している。

民間・公的別にこの KDB産業分類について固定資本マトリックスを推計することになるが、公的部門
には産業に格付け困難な部門としての社会資本部門があり（ただしここでの社会資本部門は産業格付けが

可能なものも含んでおり、便宜的な分類にすぎない）、その全体的な表の形式は図 3.1のとおりである。こ
こで上に位置するマトリックスは、資本財分類が KDB商品分類に対応している固定資本マトリックスで
あり、その下にある矩形の表が産業連関表の基本分類に対応した固定資本マトリックスである（その資本

財分類については表 3.6を参照）。その値は産業別粗投資額として一致しており、（民間公的別）屑発生分を
考慮に入れる8と純投資額（θn）としてKDB産業連関表における総固定資本形成ベクトルの合計値に一致
する。

また図 3.1において、KDB商品分類における商品はすべて資本財として用いられるというわけではない
ので、ひとつの行ベクトルの要素がすべて 0であるものも含んでいる（KDB産業連関表との対応のため、
この形式をとっている）。社会資本部門では、（4.建設）の産出先として産業に格付け困難なものを計上し

1990年 685432（単位：100万円）の発生があったものとして（ネット）処理されている。これは民間総固定資本形成のそれぞれ、
0.89%、0.61%、0.62%、0.64%、0.63%を占めている。）。よって SNAの国内総固定資本形成を用いての（マクロ）投資関数の計測
等では投資額を過少に評価していることになる。

KDBでは従来、屑・副産物の処理を明示的に扱っていなかったが、固定資本マトリックスは除却分を含まない粗概念であり、SNA
及び IOの民間・公的別総固定資本形成ベクトルの値との整合性を保つために（鉄屑、非鉄金属屑、鋼船が総固定資本形成から発生
したものとしてマイナス計上されており、この分の調整を要する）、また環境問題における一つの視点として、副産物の利用や、消費
あるいは資本蓄積されたもののリサイクルの効果を分析することなどの必要性から、屑・副産物発生及び投入表（KDB-TBPS）の
1955-92年にわたる時系列推計を試みている（第 5章を参照のこと）。

8関連各省庁合同作業による産業連関原表での総固定資本形成と IO-FCFMの相違は、固定資本の除却分及びコスト商業（中古
資本が同一部門内で取引された場合に計上する商業マージン）である。産業連関表ではストーン形式により屑などの除却分がマイナ
ス計上されているのに対し、IO-FCFMではそれは計上せず、すべての要素がプラスの値をとっている。ちなみに 1985年産業連関
表付帯表「副産物・屑発生及び投入表」によると、発生部門が国内総固定資本形成である屑・副産物は、鉄屑（1219億円）、非鉄屑
（296億円）、鋼船（3483億円）である。以下に示すようにわれわれの推計では除却分については考慮しているが、コスト商業分につ
いては無視している。
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ている部門であり、

Iik =

{
γk (i = 4)
0 otherwise.

のようになっている。また列ベクトルの合計βjは産業別総固定資本形成であり、

θg =
∑

i

αi =
∑

j

βj +
∑

k

γk

が成立している（そしてこの値は除却分を除けば、SNAの民間・公的別総固定資本形成に一致している）。
KDB-FCFM（KDB固定資本マトリックス）の推計作業は大きく 4つの推計段階に分割することができ
る。第 1に民間公的別総固定資本形成ベクトル（αiおよびαl）、第 2に民間公的産業別設備投資（βj）、そ

して第 3に社会資本形成（γk）の推計であり、controlled totalsとしてこれらの値を推計する作業が必要で
ある（以降、民間公的別のαi、αlおよび民間のβjについては 3.2で、公的部門のβjについては 3.3で、そし
て特に社会資本γkについては 3.4で推計する）。そして第 4は産業別縦比（資本財構成比）Iij

βj
及び資本財別

横比（産業投入比）Iij

αi
（α4は社会資本に計上される分

∑
k I4kを除いたものとする）の推計である（それぞ

れ民間部門については 3.2、公的部門については 3.3で推計している）。以上を 1955-92年において時系列
的に推計し、それらを用いて KEO-RAS法（Kuroda[18]を参照）によって KDB-FCFMを民間公的別に
時系列推計することになる。

以下ではまず KDB-FCFM推計のための各推計作業について、具体的に報告することにしよう。その後
に 3.5から、推計された KDB-FCFMを用いて民間公的別固定資本ストックマトリックス（KDB-FCSM）
の推計、在庫投資・残高マトリックス、土地ストックの推計へと進めることにする。
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民間・公的別産業（j） 社会資本（k） g.c.t.

資
本
財
（i）

g.c.t.

αi

βj

Iij

γk

Iik

θg

βjg.c.t.

Ilj

資
本
財
（l）

γk

Ilk αl

θg

Scrap
n

屑
発
生
（n）

θnn.c.t.

資本財 i ∈ KDB商品分類
資本財 l ∈ IO基本分類
屑発生 n ∈ KDB屑分類

図 3.1: KDB-FCFMの形式
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表 3.6: KDB固定資本マトリックス資本財分類
部門名 内容 KDB商品

1 植物成長分 かんきつ、りんご、その他の果実、その他の飲料用作物 1
2 動物成長分 酪農、畜産 1
3 繊維製品 綱・網、じゅうたん、衣服、製綿・寝具 7
4 木材・木製品 木製品 8
5 木製家具 木製家具・装備品 9
6 金属製家具 金属製家具・装備品 9
7 核燃料 19
8 金属製品 建設用金属製品、その他 20
9 火水力原動機 ボイラー、タービン 21
10 原子力原動機・内燃機関 原動機 21
11 運搬機械 エレベーター、クレーンなど 21
12 冷凍機・温室調整装置 冷凍機、エアコンなど 21
13 ポンプ及び圧縮機 21
14 ミシン・毛糸手編機械 21
15 その他の一般産業用機械 変速機、歯車、工業窯炉、重油・ガス燃焼装置、機械工具など 21
16 鉱山・土木建設機械 アスファルト舗装機械、破砕機、建設用クレーンなど 21
17 化学機械 圧搾機器、ろ過機器、蒸留機器など 21
18 産業用ロボット 21
19 金属工作機械 数値制御旋盤、ボール盤、スライス盤など 21
20 金属加工機械 圧延機械、精整仕上装置、ガス溶接・溶断機など 21
21 農業機器 動力耕うん機、田植機、脱穀機など 21
22 繊維機械 紡績機械、綿・スフ織機、染色機など 21
23 食料品加工機械 穀物処理機械、製パン・製菓子機械など 21
24 製材・木工・合板機械 21
25 パルプ装置・製紙機械 21
26 印刷・製本・紙加工機械 21
27 鋳造装置 ダイカストマシンなど 21
28 プラスチック加工機械 射出成形機、押出成形機、圧縮成形機など 21
29 その他の特殊産業機械 ゴム・ガラス工業用機械器具、タバコ製造装置など 21
30 一般機械器具・備品 プレス用・鍛造用金型、消火器具、バルブ・コック、軸受など 21
31 事務用機械 複写機、ワープロ、タイプライターなど 21
32 サービス用機器 自動販売機、娯楽用機器、事務用洗濯装置など 21
33 電気音響機器 ステレオ、テープレコーダーなど 22
34 ラジオ・テレビ受信機 22
35 ビデオ機器 磁気録画再生装置、ビデオカメラ（放送用を除く）など 22
36 その他の民生用電気機器 電気アイロン、扇風機、電気洗濯機、電気冷蔵庫など 22
37 電子計算機・同付属装置 電子計算機本体、外部記憶装置、入出力装置など 22
38 有線電気通信機器 電話機、ファクシミリ、電話自動交換装置など 22
39 無線電気通信機器 ラジオ・ＴＶ放送装置、航法用無線応用装置など 22
40 その他の電気通信機器 交通信号保安装置、火災報知装置など 22
41 電子応用装置 医療用Ｘ線装置、超音波応用装置など 22
42 電気計測器 電気指示計器、工業計器、電気測定器など 22
43 発電機器 22
44 電動機 22
45 開閉制御装置・配電盤 送配電機器、変圧器など 22
46 その他の産業用重電機器 溶接機、蓄電器、電気炉、整流器など 22
47 電気照明器具 22
48 乗用車 23
49 トラック・バス・その他の自動車 23
50 二輪自動車 23
51 自動車部品 自動車車体 23
52 鋼船 24
53 その他船舶 木造船、船用内燃機関 24
54 鉄道車両 24
55 航空機 飛行機、ヘリコプターなど 24
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表 3.6:KDB固定資本マトリックス資本財分類（続）
部門名 内容 KDB商品

56 自転車 24
57 産業用運搬車両 産業用機関車、貨車、トレーラなど 24
58 その他輸送機械 24
59 カメラ 25
60 その他光学機械 望遠鏡、顕微鏡、映画映写機など 25
61 時計 25
62 理化学機械器具 25
63 分析器・試験器・計量器・測定器 25
64 医療用機械器具 医療用・歯科用機械器具など 25
65 その他の製造工業製品 運動用品、楽器、レコード、看板など 26
66 住宅建築（木造） 4
67 住宅建築（非木造） 4
68 非住宅建築（木造） 4
69 非住宅建築（非木造） 4
70 道路関係公共事業 道路、街路、橋梁、高速道路 4
71 河川・下水道・その他の公共事業 河川、下水道、砂防、海岸、港湾、空港、環境衛生 4
72 農林関係公共事業 4
73 鉄道軌道建設 4
74 電力施設建設 4
75 電気通信施設建設 4
76 その他の土木建設 上・工業用水道、民間構築物（私鉄、電力、ガス除く） 4
77 商業マージン 36
78 運輸マージン 27-31



3.2. 民間固定資本マトリックスの推計 149

3.2 民間固定資本マトリックスの推計

ここでは民間固定資本マトリックスの推計方法について詳細に報告する。その最終的な KEO-RAS法の
ための情報を収集する推計作業をまずおこなわなければならないが、先に民間公的別の総固定資本形成ベ

クトルの推計をおこない、その後に民間産業別総固定資本形成の推計について、そして最後にその縦比（産

業別資本財構成比）と横比（資本財別産業投入比）の情報について述べる。

3.2.1 民間公的別総固定資本形成ベクトルの推計

民間および公的固定資本マトリックスの推計の際、資本財別産業合計の民間・公的別総固定資本形成の

ベクトル（図 3.1の民間・公的別αiおよびαl）が必要であり、それは産業連関表には最終需要の一項目とし

て計上されている。ただし、そのベクトルの合計は毎年 SNAに民間・公的別総固定資本形成（屑の発生分
は除かれている；図 3.1でのθnに対応）として報告されているものの、その資本財別の構成は必ずしも時系

列的に情報が揃っている訳ではなく、推計が必要である。ここではその推計のためにひとまず SNAに整合
的な民間部門によるものと公的部門によるものを合計した総固定資本形成ベクトル（図 3.1のαl）の推計か

らはじめることにする（ただし建設の内訳（資本財分類 66.-76.）については、後の社会資本の部門別推計
や民間・公的産業別総固定資本形成の推計との対応で、確定される部分があり、この 3.2.1の最後にまとめ
て報告する）。その際に用いている情報は次のようなものである。

(1) 「産業連関表」（1960,65,70,75,80,85,90年）での総固定資本形成ベクトル

(2) 通商産業省「延長表」（1973-92年）での総固定資本形成ベクトル（ただし民間公的合計のみ）

(3) 「日経データ」（1951-68年）の国内生産額、輸出入額

(4) 通商産業省「生産動態統計」による国内生産額と輸出入額

(5) 通商産業省「電気事業便覧」によって核燃料

(6) 経済企画庁「SNA産業連関表」（1955,60,65,70,75,80,85-92年）での総固定資本形成ベクトル

(7) 経済企画庁「SNA 付表 1（2a表）」（上記以外の年）での総固定資本形成ベクトル（購入者価格）

(8) 経済企画庁「機械受注統計調査年報」での機械分類別民間・公的別受注比

推計方法としては 1973年以降は、(1)での産業連関表の値の中間年について (2)の延長表での伸び率を
用いて補間し、1955-68年については「日経データ」で KDB資本財に対応した国内需要額9が得られるも

のについてはその伸び率によって補間している（1960,65年は産業連関表の値をベンチとしている）。また
(1)の産業連関表でも時系列的にはかなり資本財分類に変化によって資料の欠けている部分が多々あり、上
記の推計において欠けている資本財（7.核燃料については (5)の値によって暦年変換後、直接確定してい
る10）及び欠けている期間（1969年と 1971-72年）については通商産業省「生産動態統計」（「機械統計年
報」内に掲載）によって得られる国内生産額（また可能なものは機械輸出入実績の調整によって国内需要

額にしたもの）の伸び率を用いて補間している。

またここで推計された民間公的合計総固定資本形成ベクトルはその合計が SNAの総固定資本形成には一
致しておらず、SNAでの情報を以下で述べるように最大限利用するかたちでその調整をおこなっている。

9国内生産額から輸出入額を調整した国内需要額は中間投入されるものや、在庫投資されるものがあるが、それらの詳細な情報は
得られないのでその伸び率を用いて産業連関表をダブルベンチマークとして補間している。

10我が国の原子力の商業用利用は、1957年設立の日本原子力発電が英国よりコールダーホール改良型ガス冷却炉を導入したこと
に始まり、同炉は東海発電所として 1959年に着工し、1966年 7月より商業用運転を開始している。ただし、ここでは 1970年より
核燃料の資本形成として把握している。
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SNAには別途それに整合的な (6)SNA産業連関表が 1955,60,65,70,75,80,85-92年（1975年以前は内生 63
分類、それ以後は内生 89分類）にわたって推計されており、そこでの各資本財分類に集計値として一致す
るように調整している。また中間年については (7)SNA付表 1（2a表）による購入者価格での民間公的合
計総固定資本形成が計上されており、それを産業連関表でのマージン率を用いて生産者価格に変換したも

のに（この 2a表の産業分類に対応した）集計値が一致するように調整をおこなった。上記の調整によって
各資本財分類にとって、ある集計値としては SNAに整合的に推計が為されていることになる11。

推計された民間公的合計の総固定資本形成は 1955年より 5年おきには表 3.7のようになっている。総固
定資本形成全体の年平均成長率（名目値）をみると 1955-60年は 20.61%、以下同様 5年おきに 14.95%、
19.8%、12.28%、9.10%、2.98%、8.70%となり、高度成長期における高い成長率から逓減傾向にあり、ま
たその内訳をみると資本財構成にかなりの変化があることがわかる。1955年では 49.トラック・バス・そ
の他の自動車（そのシェアーは 4.12%）、45.開閉制御装置・配電盤（1.84%）、54.鉄道車両（1.50%）、52.
鋼船（1.10%）、21.農業機械（1.08%）が（建設を除く資本財では）大きなシェアーを占めているが、1970
年では 49.トラック・バス・その他の自動車（4.74%）、48.乗用車（2.72%）、45.開閉制御装置・配電盤
（1.81%）、16.鉱山・土木建設機械（1.76%）、19.金属工作機械（1.67%）、52.鋼船（1.46%）、17.化学機械
（1.41%）、そして 1990年では 37.電子計算機・同付属装置（3.57%）、48.乗用車（1.89%）、49.トラック・
バス・その他の自動車（1.69%）、45.開閉制御装置・配電盤（1.67%）、30.一般機械器具・備品（1.48%）、
41.電子応用装置（1.27%）、16.鉱山・土木建設機械（1.16%）と、大きくその資本財構成を変化させてい
る。特に 37.電子計算機・同付属装置が 1970年より 5年おきに 0.31、0.66、1.27、2.94、4.89兆円（その
総固定資本形成に占めるシェアーは 1.20%、1.37%、1.67%、3.31%、3.57%）と最も急増しており12、1985
年以降の総固定資本形成の上昇に大きく貢献している。

11ただし SNAでの総固定資本形成の値は SNAで独自に考慮している屑発生分を取り除いたものであるから、別途時系列推計し
た屑発生額を加算して新たに屑発生額を減ずる前の値を推計し、その値を全体の合計として SNAの数値そのものを調整している。
もし屑発生額を取り除いた値そのものを変えてしまう（SNAで考慮している屑発生額を一旦加算し、その後KDB-TBPSでの屑発
生額を適用する）と総固定資本形成そのものの値が修正されることにより三面等価の調整が必要となるので、屑発生額を取り除いた
総固定資本形成額は SNAの値で固定したままにしている。なお、KDB-TBPS（副産物・屑発生投入表）で推計している総固定資
本形成からの屑発生額は（基準年についてのみみると）、

（単位：100万円）

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
　民間総固定資本形成より
ガラス屑 434 731 1470 1626 1615 1742 2575 3446
鉄屑 24853 38731 60008 42817 70366 109093 121999 147887
非鉄屑 23471 20954 63628 68296 92554 158738 215784 255539
鋼船 1150 4266 28689 49134 143415 280499 268251 112393
　公的総固定資本形成より
鉄屑 5530 8618 13352 15600 17045 26426 29675 22705

となっている。
12さらにその内訳をみると、電子計算機の納入状況は、型別に台数ベースでは 300 万円以下のものが 96.3%（金額ベースでは

41.8%）を占めるようになっており、また品目別には金額ベースで汎用コンピューター 39.2%、パーソナルコンピューター 36.4%、
ワークステーション 10.8%となっており、特にパーソナルコンピューターのシェアー拡大が目立っている（通商産業省「電子計算機
納入調査」（1995年 7月）より 1994年の状況）。
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表 3.7: 民間公的合計・資本財別総固定資本形成
（単位:100万円）

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
1 植物成長分 10059 11828 56670 53500 35399 41788 70332 61474
2 動物成長分 3878 6613 5282 40712 71086 140198 157198 215736
3 繊維製品 696 3213 30479 42528 77181 102178 276573 435219
4 木材・木製品 698 1177 5827 11436 18763 32241 20059 22789
5 木製家具 2129 5090 9522 100475 161229 311426 479697 743841
6 金属製家具 3346 18987 50907 132335 128296 272199 332220 679264
7 核燃料 0 0 0 12350 71225 135293 283089 229409
8 金属製品 6921 18647 84951 219319 409145 555573 670729 546956
9 火水力原動機 8868 29561 35649 99872 119715 84427 372244 402746
10 原子力原動機・内 10567 29224 38850 94403 59434 89549 250370 360600
11 運搬機械 10495 31655 50496 311121 452767 503656 614369 991275
12 冷凍機・温室調整 3401 20485 40146 191673 382144 239413 309097 425202
13 ポンプ及び圧縮機 14939 58566 92236 191575 415028 473140 660531 895915
14 ミシン・毛糸手編 1049 1835 1813 14459 32164 45157 89597 98899
15 その他の一般産業 8090 31587 69448 245774 40546 434669 857531 1373954
16 鉱山・土木建設機 10229 56376 130910 461090 474655 742642 759998 1592984
17 化学機械 10082 66781 108295 369243 640460 576133 717382 835367
18 産業用ロボット 0 0 0 0 2286 18330 173397 331418
19 金属工作機械 6450 68498 105767 437313 335193 638207 1006557 1501686
20 金属加工機械 10615 61320 85135 250587 306456 419818 553744 852637
21 農業機器 18231 53054 100673 214651 521805 472625 436442 559730
22 繊維機械 24958 55815 78245 218383 83664 105022 148668 183642
23 食料品加工機械 13214 31391 78611 90410 157645 263806 230310 292960
24 製材・木工・合板 2381 9479 20289 49135 71293 99565 67178 138405
25 パルプ装置・製紙 3686 18488 31442 54745 37349 54409 46066 88923
26 印刷・製本・紙加 4481 12644 37418 92217 137742 212385 346598 616781
27 鋳造装置 6154 24151 36555 75262 62663 49158 37243 90879
28 プラスチック加工 1015 8928 28776 97314 56587 136141 202085 316243
29 その他の特殊産業 6440 25295 52223 142308 107219 205809 555900 653965
30 一般機械器具・備 3141 12544 25799 85722 456745 453414 1270726 2026134
31 事務用機械 4609 22882 43541 155305 244383 380188 640069 1124794
32 サービス用機器 348 2569 2711 32294 201226 367332 472078 884446
33 電気音響機器 482 4507 11091 90439 257612 524187 319603 50031
34 ラジオ・テレビ受 2812 23132 13392 108703 96739 119423 101363 43481
35 ビデオ機器 0 0 0 0 2729 52979 212947 57971
36 その他の民生用電 3962 28419 36605 131597 283556 392995 785230 264369
37 電子計算機・同付 87 3324 39596 313826 662968 1274027 2938437 4885279
38 有線電気通信機器 10816 48318 96145 283317 411905 686925 815066 1320346
39 無線電気通信機器 5129 19452 41165 148906 274734 495626 526384 955635
40 その他の電気通信 701 1929 9488 91179 98918 192405 121946 207010
41 電子応用装置 3336 17773 87111 72471 175735 546439 1173906 1735175
42 電気計測器 3801 14932 38115 133592 153685 266075 711337 887711
43 発電機器 7364 13721 15580 23254 46817 34558 49233 19091
44 電動機 433 1736 3679 10361 106415 188640 210686 423872
45 開閉制御装置・配 30852 116903 184845 474635 830992 1324627 1504696 2293924
46 その他の産業用重 4997 27992 42166 181037 53867 51181 295779 521679
47 電気照明器具 2104 5749 11319 29645 18129 63109 218848 222076
48 乗用車 4977 39948 165177 712614 1074586 1188532 1321699 2589661
49 トラック・バス・ 69325 263917 616509 1241679 1090140 1891097 2251502 2318150
50 二輪自動車 8665 44797 43548 81495 81560 130628 68960 62044
51 自動車部品 4054 18664 45482 127273 216526 418890 682350 685845
52 鋼船 18551 72909 127373 381960 281196 460469 433987 378222
53 その他船舶 15271 20270 22081 7840 39260 54021 131925 187375
54 鉄道車両 25200 43624 93429 77645 117978 123415 89999 244399
55 航空機 1496 10466 23411 33812 82385 108087 344636 472082
56 自転車 5099 7866 3186 6788 25087 20948 683 1268
57 産業用運搬車両 2804 15323 26483 101216 115633 210339 227144 450774
58 その他輸送機械 1069 3572 10576 37380 72485 89063 52338 144877
59 カメラ 1125 2068 2101 5413 16957 20150 47874 28498
60 その他光学機械 479 1885 9269 24479 34743 68212 30846 88613
61 時計 63 171 289 506 736 925 712 609
62 理化学機械器具 1789 7268 8785 8904 21526 38103 54307 58427
63 分析器・試験器・ 7112 17561 43130 77654 173073 365239 545911 847150
64 医療用機械器具 3825 6284 16951 45237 109040 218373 279062 555443
65 その他の製造工業 1009 3688 29216 96390 137199 481329 507105 770264

建設 1175667 2833061 6047234 14704651 31837391 51187127 52727402 83102474
商業マージン 40353 151356 397511 1674180 2861957 4213320 5474738 9926956
運輸マージン 5158 19632 48746 93083 225046 240044 311066 633614
　合計 1681138 4710900 9949446 26220673 48460796 76397397 88677783 137008669
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推計された SNAに整合的な総固定資本形成ベクトルを民間公的別に分割する推計作業（KEO-RAS法
による）をおこなうために、民間公的別縦比（資本財別構成比）および資本財別横比（民間公的部門投入

比）を推計する必要がある。縦比については (1)の産業連関表によるもの（ただし 1960年については民間
公的に分割されていないので利用できない）と、(6)の SNA産業連関表による 1955,60年（1965年の値を
産業連関表と比較して係数調整したもの）を用いて推計した（中間年は直線補間による）。また横比につい

ては、(2)延長表を用いることもできるが、(1)、(2)、(7)、(8)の各資料での集計値として一般機械、電気
機械について比較すると、以下のようになっている。
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図 3.2: 一般機械の民間投資比率
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図 3.3: 電気機械の民間投資比率

図 3.2、図 3.3よりわかるように、明らかに延長表の横比の値はその基準年とする IOの値に依存したも
のとなっており、基準年の変更によって大きな段差が生じている（一般機械および電気機械ともに基準年

の変更年に当たる 1977年、1982年、1986年、1992年の横比は各々前年の値とは非連続的である）。また
IOおよび SNA-IOの値はほぼ整合的であると言え、時系列的に連続して資料の得られる「機械受注統計調
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査年報」13と比較すると、趨勢として一般機械についてはかなりのずれがあるものの、電気機械について

はほぼ対応しているようである。この比較によって明らかなように、延長表の横比についてはむしろ利用

するとバイアスが生ずるので、（縦比の推計と同様な期間については）IOと SNA-IOによって推計し、そ
の中間年については (8)「機械受注統計調査年報」の値の伸び率によって補間することによって横比を推計
している。

以上の作業によって推計に必要な情報がほぼ揃うことになるが、KEO-RAS法による推計の前に屑発生
分、及び民間公的別の建設についてはあらかじめ確定し、その後に建設以外の資本財について KEO-RAS
法によるバランスの調整をおこなうことにする。その際の建設の民間公的別の分割は IOでの値をベンチと
し14、SNA-IOおよび建設省建設経済局「建設投資見通し」での投資実績額の民間公的比の伸び率を用い
て補間して推計している。また民間公的別総固定資本形成総額については SNA主要系列表 1による値より
KDB-TBPSによる屑発生分を調整し、また民間公的別に建設投資分を除いたものを c.t.として、KEO-RAS
法によって民間公的別総固定資本形成ベクトルを推計した。

最後に集計値として推計した建設の内訳について、その推計作業をまとめておくことにする。はじめに

述べたように、建設の内訳は後に報告する社会資本の推計や民間公的別産業別総固定資本形成に依存して

決定する部分があり、その幾つかは資本形成主体とともに決定される。推計方法としては、土木（資本財

分類 70.-76.）について先に部門別に推計し、その後先に推計した建設全体の投資額の差により、建築（資
本財分類 66.-69.）を決定している。土木の内訳としての各部門の推計は次のとおりである。

70.道路関係公共事業 この部門は民間主体によるものは無く、公的主体によって形成されるもののみであ

り、3.4での社会資本推計での 462.有料道路、一般道路（470.道路、480.街路、490.橋梁）および
550.災害復旧のうち道路に対応するもの（5501.-5510.）の値そのものが、直接ここでの資本財の推
計値である。

71.河川・下水道・その他の公共事業 ほとんどが定義的に公的主体によるが、脚注 14で述べたように関西
国際空港株式会社のみ民間主体によるものとして格付けている。公的主体によるものは社会資本のう

ち、500.港湾、510.空港、520.環境衛生（公園、緑地保全、下水道、下水道終末処理施設）、532.河
川、533.砂防・地滑り対策、534.海岸および上記に関する災害復旧、また 3.3での公的産業別総固定
資本形成のうち廃棄物処理分であり、この値で確定する。

72.農林関係公共事業 民間主体によるものは、3.2.2で推計される農林水産業の投資額に IO-FCFMで得ら
れる農業土木比率（民間 IO-FCFMより 1970年より 5年おきに、それぞれ 5.66%、16.83%、16.26%、
10.84%、7.92%－なお中間年は直線補間値による）を乗じて推計した。また公的主体によるものは
3.3.1で推計される農業の土地改良分、林道、および社会資本推計での 531.治山、5515.治山施設災
害復旧である。

73.鉄道軌道建設 民間主体によるものは、3.2.2で推計される鉄道輸送業の投資額に「運輸省所管事業設備
投資計画調査報告」より得られる投資実績内訳の建設分の比率を乗じて（1987年 4月のＪＲの民営
化以前はほぼ 60-70%であり、それ以後は 50-60%程度となっている）、その推計値の伸び率を用いて
IO-FCFMでの鉄道軌道分をベンチマークとして推計した。また公的主体としては、社会資本推計の
450.鉄道軌道の値で確定している。

13経済企画庁「機械受注統計調査年報」については後にその需要者分類及び機種分類について詳述するが、ここではその年度値の
暦年変換にあたり、受注ベースであることを考慮して前年度値の 0.6及び今年度値の 0.4を乗じたものを今年（暦年）の配分係数と
して用いている。

14ただし、1984年 10月 1日に設立した関西国際空港株式会社は IOでは公的部門格付けになっているのに対して、SNAでは民間
部門扱いとなっており、KDB-FCFMでは SNAに整合的に作成する目的から民間格付けとしている。よって 1985年と 1990年に
ついては IOの民間公的比率を調整する必要があり、それは 1990年では調整前が建設全体で民間部門が 67.4378%を占めていたのに
対し、調整後は 67.6245%となっている（1985年についてはそれぞれ、62.0839%、62.0877%）。
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74.電力施設建設 民間主体による電力施設建設は、3.2.2で推計される電力業の投資額に IO-FCFM で得
られる電力施設分の投資をベンチマークとして推計した。また公的主体としては、3.3.1での電力業
（地方公営企業、電源開発株式会社）の設備投資に同様に公的 IO-FCFMより得られる電力施設分を
ベンチマークとして推計している。なお推計された電力業の投資内訳として電力施設の比率は民間主

体によるものは 1970年より 5年おきに 21.5%、31.4%、43.3%、31.4%、37.8%となっており、公的
主体では 31.4%、39.2%、35.2%、45.7%である（1990年の公的電力施設は過大なので利用していな
い）。電源開発株式会社は 1986年 10月より民間格付けとなっているので、ここでもそれに対応した
値となっている。

75.電気通信施設建設 主体としてはＮＴＴのみであるから、3.3.1での通信業の設備投資の推計におけるＮ
ＴＴ分の投資に、IO-FCFMより得られる土木比率（1970年より 5年おきに 39.0%、34.1%、38.4%、
44.0%、24.7%－中間年は直線補間）を乗じて、電気通信施設建設分を推計した。なお、1985年 3月
31日のＮＴＴの民営化により、民間格付けへと移行している。

76.その他の土木建設 民間公的ともに、建設に占める土木全体の比率を IO-FCFM の値をベンチマーク
として（1970 年より 5 年おきに、民間は 18.5%、20.9%、20.2%、15.7%、18.7%、公的は 74.5%、
74.4%、77.8%、78.8%、81.3%、ただし上記の関西国際空港株式会社分は考慮済み）、「建設投資見通
し」での土木比率の伸び率によって補間し、先に推計した建設の値を乗ずることで、民間公的別に土

木投資全体を推計した。この推計値から上記 70.道路関係公共事業-75.電気通信施設建設の合計値を
除いた値で、76.その他土木建設を推計している。

上記の各土木部門の推計によって差額として計算される建築のうち、住宅に関しては SNAによって民間
公的別に住宅投資が得られる。ただし民間住宅建築のうち幾分かは土木分を含んでおり、民間 IO-FCFM
（1980年より 5年おきに 9.7%、13.1%、14.7%）の値を用いて住宅建築のうちの土木分を推計し、残りを
住宅建築として、また建築との差額として非住宅建築を推計した。民間公的別に推計された住宅、非住宅

の木造、非木造への分割は、民間公的別 IO-FCFMでの比率を用いることによって推計している。以上の
ように建築の内訳（66.-69.）が推計される（なお非住宅建築（68.および 69.）と 76.その他土木建設を除
く他の各建設部門はその投資主体も同時に決定される）ことですべての民間公的別の総固定資本形成ベク

トルが確定し、これを用いて 3.2.2以下と 3.3ではそれぞれ民間公的別の固定資本マトリックスを推計する
ことになる。



3.2. 民間固定資本マトリックスの推計 155

3.2.2 民間産業別設備投資額の推計

民間企業の設備投資額の資料として、ここでベースとして利用するものは、経済企画庁「民間企業資本

ストック年報」（Gross Capital Stock of Private Enterprises；以下GCSPE）である。この統計では、1955
年より進捗ベース及び取付ベース別に産業別新設粗投資額（純除去額の資料も掲載）が計上されている。し

かし実質値のみの公表であり、また詳細な推計方法は明らかでない等の問題がある。また GCSPEは、対
家計民間非営利団体及び対企業民間非営利団体の固定資本形成と住宅（家計及び企業所有）がその対象と

なっておらず、それらを加算すると SNAの民間総固定資本形成に概念的には一致すると考えられる。SNA
及び IO-FCFMでは建物、道路、ダム、港湾等の仕掛工事は建設発注者の総固定資本形成に含まれるが、重
機械器具の仕掛工事は、その財貨生産者の在庫品増加に分類されていることから、（KDB-FCFMは SNA
の概念に一致しているので）ここでは進捗ベースの数字を用いる。またこの資料の産業分類は以下のよう

に変化している15。

表 3.8: GCSPE産業分類
1955-74年 　　　 1975-94年

1 農林水産業 1 農林水産業 ;agriculture, forestry and fishing

2 鉱業 2 鉱業 ;mining

3 建設業 3 建設業 ;construction

4 食料品 4 食料品 ;food and beverage (including feed and tabacco)

5 繊維工業 5 繊維工業 ;textiles (excluding textile-apparel products)

6 パルプ・紙 6 パルプ・紙 ;pulp, paper and paper products

7 出版・印刷 ;publishing, printing and allied industries

7 化学工業 8 化学工業 ;chemicals

9 石油・石炭 ;petroleum and coal products

10 窯業・土石 ;non-metallic mineral products

8 鉄鋼業 11 鉄鋼業 ;iron and steel

9 非鉄金属 12 非鉄金属 ;non-ferrous metals and products

10 金属製品 13 金属製品 ;fabricated metal products

11 一般機械 14 一般機械 ;machinery

12 電気機械 15 電気機械 ;electical machinery, equipment and supplies

13 輸送機械 16 輸送機械 ;transport equipment

17 精密機械 ;precision instrument

14 その他の製造業 18 その他の製造業 ;other manufacturing

15 卸売業 19 卸売業 ;wholesale trade, agents and brokers

15 小売業 19 小売業 ;retail trade, eating and drinking places

16 金融・保険業 20 金融・保険業 ;finance and insurance

17 不動産業 21 不動産業 ;real estate

18 運輸・通信業 22 運輸・通信業 ;transportation and communication

19 電気業 23 電気業 ;electricity
20 ガス・水道業 24 ガス・水道業 ;gas, heat and water supply

21 サービス業 25 事業所サービス ;goods rental and leasing, information services, research

　 and advertising, miscellaneous business services

25 旅館その他宿泊所 ;Hotels, boarding houses and other lodging places

25 映画・娯楽 ;motion pictures, amusement and recreation services

25 その他サービス ;other services

　　　　 1975-94年の 7,9,10,17産業は 1955-74年では 14その他の製造業に含まれている。

以上の産業分類であるから、KDB39産業分類に対応させるためには幾つかの分割をする必要があるが、
ひとまず 1985年不変価格評価の設備投資額を名目値に変換することを試みることにする。

15ここで用いたのは利用する時点で最も新しい 1990年基準のものであり、『平成 2年基準 民間企業資本ストック年報 －昭和 62-
平成 6年度－』（平成 8年 3月）および『長期遡及推計 民間企業資本ストック －平成 2年基準－（昭和 30-61年度）』（平成 8年 3
月）である。
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3.2.3 名目値への変換

名目値への変換のために 1955年から 1992年まで産業別投資財デフレーターを推計する16。KDBでは
デフレーターを 1960年以降 KDB39商品分類について推計しているので、1955-60年についてはデフレー
ターを別途推計しそれに接続する必要がある。1955-60年のデフレーターの推計に関して、日経の推計によ
るものを用い、KDBの商品分類にあわせるように集計し作成した。そのデフレーターと、それ以降はKDB
のデフレーターを接続して、1955-92年について商品別デフレーターを推計する。また 1970,75,80,85,90年
IO-FCFMを用いて、上記の GCSPEの産業に対応するように集計17し、産業別の資本財シェアー（KDB
商品分類）を推計する。1970年以前は 1970年表によるシェアー、1990年以降は 1990年表によるシェアー、
また各中間年は直線補間によりそのシェアーを求め、そして求めた資本財シェアーに各資本財のデフレー

ターを乗じて産業別の投資財デフレーターを推計する。その際推計される民間部門全体での投資財デフレー

ターと SNA民間総固定資本形成のデフレーターを比較すると、図 3.4のようになった（1985年の値を 1.0
としている）。
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図 3.4: 民間総固定資本形成デフレーターの比較

民間部門全体では推計された値はよく近似しているが、若干の相違については、補正率を各産業の投資

財デフレーターに一律乗ずることで調整した。

そして、この推計した投資財デフレーターを用いてGCSPE設備投資額（1990年価格、進捗ベース）を、
名目値に変換している（先に述べたように 1955-75年については 21産業、それ以降は 25産業となってい
る）。以上によって名目値での産業別設備投資額が時系列で推計されたので、次に KDB43産業分類に対応
させるための分割及び調整をおこなう。

3.2.4 産業分割及び調整について

名目値へと変換したGCSPE（以下、名目GCSPEと呼ぶ）をKDB43産業分類に合わせるために分割、
調整を要するもの、および民間 KDB-FCFMの産業別投資合計を SNA民間総固定資本形成に一致させる
ための調整を要するものは次のものである。まず通産省「工業統計表（産業編）」を用いて分割する産業に

ついては、

16ここでの投資財デフレーターは、最終的に時系列での固定資本マトリックスが推計された後の投資財デフレーターとは（各産業
の資本財ウェイトの相違によって）異なることに問題が残る。

17GCSPE産業分類に合わせて 1970,75年 IO-FCFMでは 21産業また 1975,80,85,90年表では 25産業に集計する。
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表 3.9: 工業統計表によって分割する産業
EPA産業 KDB産業 　期間

(1) 繊維工業 6.繊維と 7.衣服 1955-92年
(2) その他製造業 8.木材木製品 1955-92年
(3) その他製造業 9.家具 1955-92年
(4) その他製造業 11.出版印刷 1955-74年
(5) その他製造業 13.石油製品と 14.石炭製品 1955-74年
(6) 石油・石炭 13.石油製品と 14.石炭製品 1975-92年
(7) その他製造業 15.ゴム製品 1955-92年
(8) その他製造業 16.皮革製品 1955-92年
(9) その他製造業 17.窯業・土石 1955-74年
(10) 輸送機械 23.自動車と 24.その他輸機 1955-92年
(11) その他製造業 25.精密機械 1955-74年

である。他に分割を要するもの、及びそのための資料をまとめると以下の表のようになる。

表 3.10: 個別の統計によって分割する産業

EPA産業 KDB産業 資料
(12) 鉱業 2.石炭と 3.その他鉱業 「本邦鉱業の趨勢」
(13) 運輸・通信 27.鉄道輸送、28.道路輸送、 「通信白書」、「日本民間放送年鑑」、

29.水運、30.航空輸送 「運輸省所管設備投資計画調査報告」、
31.その他運輸・倉庫、32.通信 「鉄道統計年報」etc

(14) ガス・水道 34.ガスと 35.水道 「ガス事業便覧」
(15) サービス 39.教育 「私立学校の財務状況に関する調査報告書」（1970-92年度）

「学校基本調査報告書」（1954-69年度）
(16) サービス 40.研究 「科学技術研究調査報告書」
(17) サービス 41.医療 「工業統計表」、「日本貿易月表」

(13)については、（KDB32.通信）は放送業（SNAではその他サービス格付けであり、産業連関表では
1985年から通信に格付けている－それ以前はサービス格付け）をここに含む18。

また SNA民間総固定資本形成との概念の調整を要するものとしては、表 3.11のとおりである。

表 3.11: 調整を要するもの
(18) 住宅（家計及び企業所有）
(19) 対家計民間非営利サービス
(20) 対企業民間非営利サービス

次節では、表 3.9にしたがって工業統計表による分割方法について報告する。

3.2.5 工業統計表による産業分割

表 3.9のとおりに、GCSPEの産業分類を KDB43産業分類に対応すべく産業分割をおこなうが、「工業
統計表（産業編）」によって有形固定資産額について利用可能である資料は事業所の規模に関して時系列的

18NHKは SNA及び産業連関表においても民間扱いであり（公的機関の放送業は存在しない）、また郵政事業は公的通信に格付け
る。よって民間の通信産業として対応する企業及び事業は、NTT（1985年 4月以降）、KDD、新第一種電気通信事業、第二種電気
通信事業、NHK、民間放送事業、ケーブルテレビ事業となる。
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に変化している。1985年以降では従業者 30人以上の事業所については「工業調査票甲」を、従業者 29人
以下の事業所では「工業調査票乙」を用いて調査している（しかし有形固定資産額については「工業調査

票乙」でも、従業者 9人以下の事業所では記入する必要がないことになっている）が、有形固定資産額に
ついては時系列的に利用可能であるのは、

表 3.12: 工業統計表の有形固定資産調査に関する事業所規模
調査票甲 調査票乙

1955-62年 従業者 4人以上の事業所 　—
1963-64年 従業者 10人以上の事業所 　—
1965-75年 従業者 20人以上の事業所 従業者 10-19人の事業所
1976-80年 従業者 30人以上の事業所 従業者 10-29人の事業所
1981-84年 従業者 30人以上の事業所 従業者 4-29人の事業所
1985-90年 従業者 30人以上の事業所 従業者 10-29人の事業所

である。表 3.12により、1955-62年、1981-84年では従業者 4人以上の事業所に関して資料が得られ、そ
れ以外の期間では 10人以上の事業所に関して資料が得られることがわかる。期間によってはカバレッジ
が異なっている点が問題として残るが、産業分割比率として用いるのみであり、また以下に分割する産業

での有形固定資産の相対比率はこの期間の差によって不連続な傾向は見られなかったので、この資料を分

割に用いている。また分割比率推計のために用いたのは土地を除く有形固定資産の取得額（建物及び構築

物、機械及び装置、その他）と建設仮勘定の年間増減である19。なお工業統計の産業別の有形固定資産に

は各産業の取得した社宅（GCSPEでは対象外、IO-FCFMでは不動産に格付け）が含まれており、厳密に
は分割に用いるのには適当であるとはいえない問題点もある。

工業統計表による分割作業は次のようにする。表 3.9のうち 2産業の投資が集計されているもの（(1)、
(6)、(10)）についてまず分割をおこない、次に 1955-74年についてのみその他製造業から分割しなければ
ならないもの（(4)、(5)、(9)、(11)）を分割し、これら 4産業を除いたその他製造業の投資額を推計する
（ただし (5)石油・石炭製品製造業については 1955-74年の投資を別掲した後に 1955-92年にわたって (6)
で分割をおこなう）。そしてその後にこのその他製造業の投資額をさらに、1955-92年全期間について分割
を要するもの（(2)、(3)、(7)、(8)）について別掲し、表 3.9での作業を終える。

繊維工業設備投資額の分割

表 3.9の (1)において、GCSPE繊維工業設備投資額を 1955-92年にわたって、（KDB6.繊維）と（KDB7.
衣服）に分割するための比率を推計する。繊維工業全体の投資額について、工業統計表、IO-FCFM及び
先に推計した名目値での GCSPE設備投資額の比較をおこなうと、表 3.13のようになっている。

19詳細には、1955年は「工業統計表（総括編）」によって資料を得ている。また 1955-56年では中古資産購入費と土地購入費が一
括して計上されているため、1957年の用地比率を用いて分割している。「工業調査表乙」を用いた事業所に関して、1965年から表
3.12のように計上されており、その内訳は（新規のもの）、（中古（土地を除く））、（土地）である。ここでは（土地）以外のものを対
象とするが、1976年からは（中古（土地を除く））の計上は 5年おきのみ（1980,85,90年）であるので、この年以外は中古資産の購
入費は除かれている（GCSPEでは中古資産の取り引きは除かれている）。
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表 3.13: 繊維工業設備投資額の比較
単位:100万円

A.工業統計表 B.IO-FCFM C.名目GCSPE A/B

1970年 289953 406968 307657 0.712
1975年 221573 414424 254856 0.535
1980年 250231 252408 386051 0.991
1985年 287689 572714 562828 0.502
1990年 447501 905820 854727 0.494

相違の原因として、資料間のカバレッジの相違や、概念的には IO-FCFMは生産活動ベースであるなど
の原因が考えられるが、それ以上の乖離があるように思える（IO-FCFMでは全体的な係数調整のために
産業によっては適当でない値となっているものもありうる）。また工業統計表によって得られる繊維工業の

分割比率（衣服製造業を繊維工業全体で除したもの）は、
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図 3.5: 繊維工業の分割比率

となっている20。以上にみたような問題は残るが、この比率を用いて分割をおこなうことにする。

輸送機械設備投資額の分割

表 3.9の (10)において、名目 GCSPE輸送機械製造業の設備投資額を 1955-92年にわたって、（KDB23.
自動車）と（KDB24.その他輸送機械）に分割するための比率を推計する。輸送機械全体の投資額につい
て、工業統計表、IO-FCFM及び先に推計した名目値でのGCSPE設備投資額の比較をおこなうと、表 3.14
のようになっている。

20ちなみに 1985年 IO-FCFMではこの比率は 0.32176、1990年 IO-FCFMでは 0.30011となっている。
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表 3.14: 輸送機械設備投資額の比較
単位:100万円

A.工業統計表 B.IO-FCFM C.名目GCSPE A/B

1970年 522369 525562 761368 0.994
1975年 584962 943246 659642 0.620
1980年 1165869 1338444 1406764 0.871
1985年 1586820 2584090 2425072 0.614
1990年 2403166 4263939 3915372 0.564

また工業統計表によって得られる輸送機械の分割比率（自動車製造業を輸送機械製造業全体で除したも

の）は、
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図 3.6: 輸送機械の分割比率

となっている21。この比率を用いて分割をおこなうことにする。

石油・石炭製品設備投資額の分割

石油・石炭製品設備投資額を 1955-90年（1955-74年は次節で推計したもの）にわたって、（KDB13.石
油製品）と（KDB14.石炭製品）に分割するための比率を推計する。石油石炭製品全体の投資額について、
工業統計表、IO-FCFM及び先に推計した名目値での GCSPE設備投資額の比較をおこなうと、表 3.15の
ようになっている。

211985年 IO-FCFMではこの比率は 0.836、1990年 IO-FCFMでは 0.903となっている。
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表 3.15: 石油石炭製品設備投資額の比較
単位:100万円

A.工業統計表 B.IO-FCFM C.名目GCSPE A/B

1970年 199393 292911 — 0.681
1975年 356227 245276 493271 1.452
1980年 205373 260880 530446 0.787
1985年 236348 206761 623811 1.143
1990年 247096 492470 761318 0.502

また工業統計表によって得られる石油・石炭製品の分割比率（石油製品製造業を石油・石炭製品製造業

全体で除したもの）は、
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図 3.7: 石油・石炭製品の分割比率

となっている22。この比率を用いて分割をおこなうことにする。

221985年 IO-FCFMではこの比率は 0.7452、1990年 IO-FCFMでは 0.8842となっている。
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1955-74年の産業分割

1955-74年においてその他製造業に含まれてしまっている出版印刷、石油・石炭製品、窯業土石、精密機
械を別掲することにする（表 3.9では (4)、(5)、(9)、(11)）23。

推計方法としては、まず、その他製造業（武器製造業を加算）と上記の 4産業の設備投資額によって各
産業のシェアーを推計し、この値を用いて名目 GCSPEその他製造業の値を分割する（1955-75年）。その
後、1975年については上記 4産業の設備投資額が得られているので、その値をベンチとして先に推計した
各産業の設備投資額の伸び率で推計しなおすことにする（その差額をひとまずその他製造業の名目投資額

とし、ここからさらなる分割を次節でおこなう）。

推計された 4産業のシェアは図 3.8のようになっている。
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図 3.8: 1955-74年の分割比率

このシェアによって推計される各産業の 1975年の値と名目 GCSPEの値（ベンチマークとして使用す
る）を比較すると、

表 3.16: その他製造業での推計設備投資額内訳の比較（1975年）
単位:100万円

推計値 名目GCSPE

出版印刷 179684 181397
石油石炭 493631 493271
窯業土石 433288 397803
精密機械 71578 119105

となっている。精密機械製造業の設備投資額ではかなりの差が見られものの、他の産業では近似してお

り、名目 GCSPE をベンチマークとして各産業の設備投資額を推計した。以上によって、1975 年以降の
GCSPE産業分類での名目投資額が 1955-92年にわたって推計される。

23石油・石炭製品についてはKDB産業分類に対応すべく分割を試みることになるが、ここではひとまず 1955-74年の石油・石炭
製品製造業全体の設備投資額を推計し、前節で石油製品製造業と石炭製品製造業の設備投資額を分割することにする。
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1955-92年の産業分割

1955-92年にわたってその他製造業からの分割を必要とする木材木製品、家具、ゴム製品、皮革製品の分
割比率を推計する（表 3.9の (2)、(3)、(7)、(8)）。上記 4産業とその他製造業（武器製造業と 1985年から
はプラスチック製造業を加算24）の相対比率は（合計は 1になっている）、
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図 3.9: 1955-92年の分割比率

となっている。この相対比率によって上記 4産業とその他製造業を分割することにする。以上によって、
表 3.9での工業統計表を用いての名目 GCSPEを分割する作業を終える。

24「工業統計表（産業編）」において、プラスチック製造業は 1985年よりその他製造業から別掲されている。
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3.2.6 個別の統計による産業分割及び調整

表 3.10及び表 3.11のとおりに、GCSPE産業分類を KDB43産業分類に対応すべく産業分割及び調整を
おこなう。以下のようにそれぞれ個別の統計によって分割をおこなうことになる。

鉱業設備投資額の分割

GCSPE鉱業を（KDB2.石炭鉱業）と（KDB3.その他鉱業）に分割する（表 3.10の (12)）。その際用い
る統計は、通産省「本邦鉱業の趨勢」（Mining Yearbook of Japan；以下MYJ）である。MYJによって起
業費投入額25が、企業ベース及び事業所ベースで得られ、鉱業全体について IO-FCFM及び名目 GCSPE
と比較すると、

表 3.17: 鉱業設備投資額の比較
単位:100万円

MYJ企業 うち石炭（%） MYJ事業所 うち石炭（%） IO-FCFM 名目GCSPE

1970年 67744 46.41 89018 30.26 150230 110580
1975年 163327 28.37 104605 44.24 181340 143686
1980年 162935 31.69 111398 46.23 139487 203923
1985年 85553 55.67 131890 36.19 134252 209392
1990年 53097 32.42 89375 19.33 182827 193315

となっている。KDB産業は事業所を単位とする産業ベースであるから、MYJの事業所ベースの相対比
率で分割することにする。よって相対比率（石炭亜炭鉱業を鉱業全体で除したもの）は、
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図 3.10: 鉱業の分割比率

となっている26。1973年に 0.06536と落ち込んでいるが、この値は非金属鉱業の機械装置購入額の増大
による影響である。この比率によって鉱業の設備投資額の分割が為される。

25起業費投入額は、事業経営上発生した起業関係の諸費用を開抗（採鉱その他の抗道掘進を含む）、機械装置（車輌・運搬機、組
立、据え付けのための工事費を含む）、及びその他に区分されており、経営全般に関する固定資産に対する起業費投入額は売上金額で
比例配分されている。また問い合わせによって起業費投入額には土地購入費及び無形固定資産の購入費が含まれていることを確認し
ている。SNAの総固定資本形成の概念ではこれらは含まれないが、取り除くことができないので、この分は（石炭鉱業とその他鉱
業の投資額の相対比率のみの利用であるから）無視している。
産業部門としては、金属鉱業、石炭鉱業、亜炭鉱業、原油・天然ガス鉱業、非金属鉱業、石油精製業、非鉄金属精錬業、その他の

事業に分けられており、（KDB2.石炭鉱業）として、石炭鉱業と亜炭鉱業を、（KDB3.その他鉱業）として金属鉱業、原油・天然ガ
ス鉱業、非金属鉱業を対応させている。

261990年 IO-FCFMではこの比率は 0.16016となっており、ここでのMYJでの値 0.19331とほぼ対応したものになっている。
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運輸・通信業設備投資額の分割

GCSPE運輸通信業を（KDB27.鉄道輸送）、（KDB28.道路輸送）、（KDB29.水運）、（KDB30.航空輸
送）、（KDB31.その他運輸・倉庫）と（KDB32.通信）に分割する（表 3.10の (13)）。推計方法としては、
ひとまず通信業（放送業を除く）の設備投資額を推計し、名目 GCSPEとの差額によって運輸業全体の暫
定的な設備投資額を推計することにする。先に述べたように放送業は通信業に含めることになるが、放送

業の設備投資は GCSPEではサービス業に含まれているので、この分は GCSPEサービス業から取り除き
通信業の設備投資額に加算することにする。また運輸部門の内訳については別途個別の設備投資額を推計

し、その合計値と GCSPE運輸業との比較を行うことで確認する。

通信業には、NTT（1985年 4月以降）、KDD、NCC（新第一種電気通信事業）、第二種電気通信事業、
NHK、民間放送、ケーブルテレビ事業が格付けられ、それぞれの設備投資額を推計することになる。

NTT 1985年 4月 1日に日本電信電話公社より民営化され、その推計については後の公的部門総固定資本
推計の際に報告している。

KDD 1934-82 年度までは『日本の社会資本 －フローからストックへ』によって資料が得られる。また
1980年度以降では「通信白書」によって得られるので（用地費を含んでいるが）、その値の伸び率で
延長して推計する。

NCC 1988年以降は郵政省「通信産業設備投資等実態調査報告書」によって得られる（用地費を含んでい
る）。1986-87年は日本開発銀行「設備投資動向調査」による投資実績額の伸び率によって 1988年の
値を延長している27。

第二種電気通信事業 NCCと同様に「通信産業設備投資等実態調査報告書」によって 1988年以降資料が
得られる。この投資額のうち 6-7割は NTTデータ通信 1社（約 1千億円）によるものであるから、
1988,89年の投資額より 1千億円を控除して伸び率を算出し、その伸び率を用いて 1986年まで遡っ
て推計している。

NHK 直接問い合わせて 1954年度より資料を得ている。

民間放送 1965年度以降は日本民間放送連盟「日本民間放送年鑑」によって設備投資額が得られる。それ
以前は、NHKの設備投資額の伸び率で延長して推計した。

ケーブルテレビ事業 1988年度以降は「通信白書」によって得られるが、それ以前は 1988年から 1989年
の伸び率で過去に遡って推計している28

以上によってそれぞれの設備投資額が推計されたが（通信業の一部及び放送業は用地費を含んでいる）、

暦年変換（前年度の 0.25と今年度の 0.75）をした後、通信業の設備投資額についてはこの推計値で確定
し、放送業の設備投資額については 1985年及び 1990年民間 IO-FCFMによって得られる値をベンチマー
クとしてその推計値の伸び率で延長して推計する29。

27日本開発銀行「設備投資動向調査」による投資額は郵政省による調査での投資額の 97%（1988-91年平均）をカバーしている。
28用いた伸び率は 0.7459（1988/1989）であり、ちなみに 0.8379（1989/1990）、0.7841（1990/1991）と資料の得られた期間で
は比較的安定していた。

291985 年 IO-FCFM により得られる通信業の設備投資額は 1375636 であり、ここで推計した値は 1240724 であった（NTT、
NCC、第二種電気通信事業は用地費を含んでいると思われるが、IO-FCFMの値に届かないのでこのままの値を使用している）。ま
た放送業の推計値（用地費を含んでいる）は 138212であったが、1985,90年 IO-FCFMによるベンチマークとして使用した放送業
の設備投資額はそれぞれ 117465、252162である。
また 1984年以前は民間通信に格付けられるのはKDDのみであり、1970,75年ではほぼ対応しているが、1980年では（ここでの

推計値が 26503であるのに対して）IO-FCFMでは 257998と 10倍もの異常に大きな値をとっているのでベンチマークとしては用
いていない（以上、すべて単位は 100万円）。
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図 3.11: 運輸部門総固定資本形成の比較

また、運輸部門の内訳（鉄道輸送、道路輸送、水運、航空輸送、その他輸送・倉庫）については運輸省

「運輸省所管事業設備投資計画調査報告」30より設備投資実績値が時系列的に得られ（ただし 1955-60年に
ついては日本開発銀行「設備投資動向調査」による投資実績値を用いている）、その値を推計の基礎資料と

して用いている。特に道路輸送などについてカバレッジが小さいものがあるが、1社当たり設備投資額を
求め、「事業所統計調査報告（企業編）」31の資本金 1000万円以上の企業数を乗ずることで各運輸部門の暫
定的な設備投資額を推計した。この数値の伸び率を用いて、（28.道路輸送）については 1985,90年、（29.
水運）は 1975,85,90年、（30.航空輸送）32は 1985,90年、（31.その他運輸・倉庫）については 1985,90年
の IO-FCFMの値をベンチマークとして推計している。

（27.鉄道輸送）の設備投資額については、運輸省「鉄道統計年報」での鉄道・軌道業営業損益、貸借対
照表より事業用固定資産、建設仮勘定、減価償却費が得られ、それから推計することもできる。この資料

は無償運送を行っている事業者は含んでいないものの、ＪＲ及びそれ以外の鉄道、軌道、索道事業者が対

象であり、上記のサンプル調査よりも信頼がおけると考えられるので、IO-FCFMの 1975,85,90年の値を
ベンチマークとして 1970年以降についてはこの伸び率を用いて推計した。

以上の推計作業によって、運輸各部門の設備投資額が推計されることになる33。この推計結果は、名

目 GCSPEおよび IO-FCFMの値に比較すると、図 3.11のようになっている。1980年代においては名目
GCSPEが、IO-FCFMに対して過小であり、ここでの推計値は 1985,90年の IO-FCFMをベンチマークと

30この調査は、運送業（外航海運業、内航海運業、国内旅客船業、倉庫業、港湾運創業、鉄道業、バス事業、ハイヤー・タクシー業、
トラック運送業、通運業、航空輸送業）、製造業（造船業、船用工業、鉄道車両製造業）、その他（港湾建設業、自動車道事業、自動
車ターミナル業、航空関連施設業、登録ホテル業）について行われており、調査対象は、資本金 5000万円以上の法人企業であるが、
特にハイヤー、タクシー及びトラック運送業は営業車両 100台以上を保有する企業を、造船業については 5000総トン以上の船舶建
造または修繕・修理のできるドッグを有する企業を、通運業お呼び船用工業については資本金 3000万円以上の企業を含んでいる。

31事業所統計調査は、個人経営の農林漁業を除く、製造業、卸売・小売業、飲食店、サービス業など全国のすべての事業所を対象と
しており、1947年に開始され、翌年の 1948年より 1981年まで 3年おきに、それ以降は 5年おきに実施されている。ここでは 1957
年の調査以降、最新の 1991年の調査までの値を用いており、中間年は直線補間値によって推計している。

32ただし、（30.航空輸送）については日本航空（民営化以前から民間扱い）と全日空の有形固定資産明細表より設備投資額が入手
でき、その値はここで 1社当たり設備投資額を求めて推計した値よりも、原系列に接近したものとなっていたので、原系列の伸び率
を用いて推計した。

33ただし、先に 3.2.1で推計した民間部門総固定資本形成ベクトルの各資本財の内訳（鉄道車両、トラック・バス、鋼船、その他船
舶、航空機等）との対応によって、各部門の設備投資額が明確に過小あるいは過大であるものについては補正している。
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して利用しているのでそれを補正する形になっている。

ガス・水道業設備投資額の分割

GCSPEガス水道業を（KDB34.ガス）と（KDB35.水道）に分割する（表 3.10の (14)）。注意を要する
点は、KDBでその他サービス業に格付けている廃棄物処理事業は SNA（及び IO-FCFM）では水道に格付
けられているのに対して、GCSPEではサービス業に格付けられていることである。よって GCSPEでガ
ス・水道業の分割をおこなう際には、廃棄物処理については考慮する必要がない。推計方法としては、ま

ず資源エネルギー庁「ガス事業便覧」の投資額を用いて、IO-FCFM（1970,75,80,90年34）のガス事業の

設備投資額をベンチマークとして暫定的なガス事業の投資額を推計する。そして GCSPEガス水道業との
差額として水道の投資額を推計し、その値の伸び率を用いて IO-FCFM（1975,80,85,90年35）の水道業の

投資額をベンチマークにして推計する36。以上による両推計値の相対比率によって、新たに GCSPEガス
水道業の設備投資額を分割して推計確定値としている。

ここでの相対比率（ガス業がガス水道業全体に占める割合）は、

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
0.70

0.76

0.82

0.88

0.94

1.00

分
割
比
率

◦ ◦
◦ ◦ ◦ ◦ ◦

◦ ◦ ◦ ◦ ◦
◦
◦
◦
◦
◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦

◦ ◦

◦ ◦
◦
◦ ◦ ◦

◦

◦
◦
◦ ◦ ◦ ◦

図 3.12: ガス水道業の分割比率

のように推計されている。

教育設備投資額の推計

GCSPEサービスから（KDB39.教育）を別掲する（表 3.10の (15)）。（KDB39.教育）は自家教育、大
学附置研究所及び大学付属病院を含まない全教育機関と定義している。

1954-69年度に関しては文部省「学校基本調査報告書」によって、1970-92年度に関しては文部省「私立
学校の財務状況に関する調査報告書」によって資料を得ている。私立学校の資本的支出の内訳は、施設費

として（土地費）、（建設費）、（構造物支出）に、また設備費として（教育研究用備品）、（図書購入費）、

（その他）である。総固定資本形成の概念に適合しないもの（小規模な維持補修、10万円以下で耐用年数
1年以下の設備備品など）がここには含まれているので、それを取り除く調整比率を推計している37。（建

341985年 IO-FCFMの値は過小なのでベンチマークとしなかった（ガス業の総固定資本形成は 1980年は 2026億円なのに対し、
1985年は 1474億円、1990年は 4018億円となっている）。

351970年の値は過小なのでベンチマークとして利用しなかった（1975年の 106.75億円に対し、1970年は 10分の 1程度）。
36ただし IO-FCFMでは水道業に廃棄物処理事業が含まれている。しかし 1975年のみでは別掲されており、それは水道業の投資
額の 14.1%を占めているので、この比率を 1980,85,90年にも適用して廃棄物処理事業による投資額を除いた値をベンチマークとし
ている（1990年 IO-FCFMでは水道業投資の内訳がすべて廃棄物処理となっており、水道の投資額は 0となっている。この点は上
記の比率によって推計しなおした）。

37取り除くための比率は以下のように推計した。
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設費）、（構造物支出）、（教育研究用備品）、（その他）の合計にこの調整比率を乗じて設備投資額が推計さ

れる（暦年変換係数については KDB公的教育と同じものを用いている）。

研究設備投資額の推計

GCSPEサービスから（KDB40.研究）を別掲する（表 3.10の (16)）。（KDB40.研究）は自家研究を含
まない全研究機関と大学附置研究所として定義している。

1959-92年度に関して総務庁「科学技術研究調査報告書」によって民営研究機関及び私立大学附置研究
所の資料を得てるが、1954-58年度に関しては公的研究の伸び率を用いて、各有形固定資産購入額別に推
計している。有形固定資産の内訳は、（土地・建物等）、（機械・器具・装置等）、（その他の有形固定資産）

である。（土地・建物等）のうち用地費を取り除くために、前節での民間教育における（土地費）、（建設

費）によって用地比率を計算している。また（その他の有形固定資産）には SNA総固定資本形成の概念に
適わないものが含まれているので、調整比率を推計してその分を取り除く作業をしている38。以上による

合計値を暦年変換したものをここでの推計値としている。

医療設備投資額の推計

GCSPEサービスから（KDB41.医療）を別掲する（表 3.10の (17)）。（KDB41.医療）は、医療、保健、
社会保障からなるが、民間部門としては民間事業所による医療、保健衛生及び、非営利団体としての医療、

保険衛生（健康相談施設、検査業など）、社会保険事業、社会福祉（保育所、養護施設、児童厚生施設な

ど）が対応する。ここではそのうち多くを占めると思われるおもに医療部門について推計を行う。

民間医療産業の設備投資額の推計では、従来のように設備投資額を直接推計することは困難であるから、

投資財としての医療用機械の投入によって全投資額を膨らませて推計する39。ここで問題となる点は、(1)
民間医療の全設備投資額における医療用機械投入比率の安定性、及び (2)医療用機械の民間総固定資本形
成への産出比率の安定性である。(1)に関して、IO-FCFMより資料が得られるのは 1975,85,90年表であ
る40。

表 3.18: 医療用機械の投入比率
単位:100万円

全投資額 うち医療用機械 投入比率
1975年 465429 71570 0.154
1985年 1825369 224011 0.123
1990年 2768530 405877 0.147

表 3.18によると 15%、12%、15%と接近しているようである。また (2)に関しては産業連関表の医療用
機械の産出比率として民間資本形成と公的資本形成の相対比率を比較すると、表 3.19のように総固定資本

民間 IO-FCFMの教育には自家教育によるものが含まれており、ここでの教育の概念に合わないが、公的 IO-FCFMの教育では
自家教育分は含まれていない（但し、大学附置研究所は含まれている－ IOの小分類では分割されているが、IO-FCFMの資本形成
部門分類では教育に含まれる）。よって公的教育（IO-FCFM）の設備投資から、大学附置研究所によるもの（これらは別に推計して
いる）を取り除いたものと、別途推計した公的教育の値を用いて調整比率を 1985年についてもとめている。推計された調整比率は
0.752384となっており、約 25%程が総固定資本形成の概念に適わないものとなっている。そしてこの値を民間の教育にも適用する。

38調整比率の推計方法は、1985年公的 IO-FCFMの研究の設備投資額からここでの（土地・建物等）のうち建物分及び（機械・
器具・装置等）を差し引いた値と、（その他の有形固定資産）の値を用いて推計している。その値は 0.620066であり、（その他の有
形固定資産）の 62%を総固定資本形成に加算している。そしてこの値を民間の研究に適用する（民間研究では自家研究を含んでいる
ために計算できないので）。

39ここで前提としていたことは医療用機械が医療にのみ投入されるということであるが、1990年 IO-FCFMでは 1103（単位：100
万円）だけ農業サービスに投入されている。ここではこの値は小さいので無視している。

40後に述べるように、1975年 IO-FCFMでは資本形成部門が完全に分割されていない部門があり（例えば石炭鉱業とその他鉱業
の合計が鉱業全体の合計と一致していない）、サービス部門も完全には分割されていないことから完全に信頼はおけない。
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表 3.19: 医療用機械の産出比率
単位:100万円

A.民間資本形成 B.公的資本形成 A/(A+B)

1965年 11737 5030 0.700
1970年 31913 12030 0.726
1975年 71570 29618 0.707
1980年 154452 63917 0.707
1985年 224011 64492 0.776
1990年 406980 138570 0.746

形成に産出されるうち、70%強程を安定的に民間資本形成が投入していることが分かる41。よって通産省

「工業統計表（産業編）」によって国内生産額を42、大蔵省「日本貿易月表」によって医療用機械器具の輸

出入額を得ている43。表 3.19 の比率を用いて民間医療産業資本形成の医療用機械の投入額を推計し（中間
年は直線補間値）、さらに表 3.18の比率によって民間医療産業の全投資額を推計する（中間年は直線補間
値）。そして時系列的に推計された投資額の伸び率を用いて、1975,85,90年 IO-FCFMの医療の投資額をベ
ンチマークとして推計確定値とする。

3.2.7 その他の推計及び調整

SNA民間総固定資本形成に概念上あわせるために（民間 KDB-FCFMの産業合計投資額が、SNA民間
総固定資本形成に民間資本からの屑発生額を加算したものに一致していなければならない）、表 3.11にお
ける調整をおこなう必要がある。

住宅（家計及び企業所有）の調整

表 3.11の (18)の調整をおこなう。GCSPEでは民間企業の住宅投資は民間企業の設備能力への貢献があ
まりないとして、その推計の対象としていない。また GCSPEで対象となっていない家計についても唯一
住宅投資のみはおこなう主体として、SNA及び産業連関表で扱われている（その他耐久消費財の購入は消
費として扱われる）。よって民間 KDB-FCFMの産業別投資額の推計のためには、企業所有の住宅投資及
び家計の住宅投資分を加算する必要がある。しかし民間の住宅投資額については、SNA主要系列表 1より
名目投資額が得られ、（特に推計はせず）その値で確定することにする。

対家計民間非営利団体投資額の推計

SNA制度部門別資本調達勘定の（4.対家計民間非営利団体）によって総固定資本形成が 1970年以降に
ついては得られる（1969年以前は家計に含まれている）。それ以前については旧 SNAの付表 7 国内総資
本形成の主体別内訳 によって得られる対家計民間非営利団体の投資額の伸び率（年度値）を用いて過去に

遡ることにする。旧 SNAでは生産者として捉えておらず、対家計民間非営利団体は単なる消費主体として
扱っており、この投資額もある一部のものと思われるが、他に適当な資料がないことからこれを用いる44。

41医療用機械は全て総固定資本形成だけではなく、在庫投資にも産出されているが、ここでは近似的に（資本形成）＝（国内生産
額）－（輸出額）＋（輸入額）として扱っている。

42（3731.医科用機械器具製造業）と（3732.歯科用機械器具製造業）の生産額を用いている。
43時系列的に資料の蒐集が困難なところもあり、1955年は伸び率によって一部推計している。
441970年で新 SNAでは 231.5であり、旧 SNAでは 40.3と 20%弱になっている（単位：10億円、旧 SNAは年度値）。
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表 3.20: 民間産業別名目投資額の比較

（単位:100万円）

1980年 1985年 1990年
80GCSPE IO-FCFM 85GCSPE 90GCSPE∗ IO-FCFM 90GCSPE IO-FCFM 工業統計

1.農林水産業 5405344 2447840 4973736 4562305 2561253 5204663 2699848 —
2.鉱業 188387 139487 193843 209392 134252 193315 182827 —
3.建設業 2124417 2193716 1803919 1816928 1572426 3924868 2283087 —
4.食料品 849502 620184 1228577 1392706 1088018 2260612 1755802 1221551
5.繊維工業 325966 252408 534786 562828 572714 854727 905820 663657
6.パルプ・紙 560743 134233 745112 747105 351512 1272923 989477 753021
7.出版・印刷 451896 224428 655084 535095 564788 989669 1045724 610245
8.化学工業 1316518 773329 2046571 2270118 1120810 3412670 2425724 1650975
9.石油・石炭 379711 260880 368208 623811 206761 761318 492470 247096
10.窯業・土石 670489 342776 746416 876529 545549 1332752 645828 716656
11.鉄鋼業 1039219 880713 1154766 2161407 1073451 2688435 2729453 1119039
12.非鉄金属 383611 254499 520334 584688 358542 885730 572897 423415
13.金属製品 876240 217866 1061293 1140270 578885 1782812 1041435 837981
14.一般機械 1355676 1130801 2017608 2044088 1883384 2988271 2972309 1501906
15.電気機械 1494562 1010482 3801179 2768367 3014586 4558767 5080222 2944151
16.輸送機械 1708052 1338444 2589017 2425072 2584090 3915372 4263939 2403166
17.精密機械 312535 247835 601932 489771 342171 772260 525117 270247
18.その他製造 985035 727068 1180659 1288389 1994444 2301601 1958335 1051212
19.商業 4391975 4313169 4188587 4005355 4580605 8043255 6587947 —
20.金融・保険 923942 756877 1009090 1040753 1026553 2812395 1676134 —
21.不動産業 739068 3338619 1443829 1313218 5947551 3154166 10773963 —
22.運輸・通信　 2774379 2837999 4168661 3906895 5521108 7433135 8439492 —
23.電気業 3239648 5029288 3789622 3962100 3278506 4477817 4624748 —
24.ガス・水道 286973 239752 372948 437377 147417 523434 401807 —
25.サービス業 3387492 8885024 8540370 8071703 11721350 15795271 22855972 —

合計 36171380 38597717 49736147 49236270 52770726 82340238 87930377 —
　　 IO-FCFMでは分類不明、家計住宅、土地造成を除き、サービス業には、対家計及び対企業民間非営利団体によるものを含む。
　　 EPA-GCSPEの値は各々1980,85,1990年基準のものであり、∗は推計したデフレーターによって名目値へと変換したもの。

対企業民間非営利団体投資額の推計

対企業民間非営利団体の事業は産業連関表では中分類（その他公共サービス）として格付られており、

1975,85,90年 IO-FCFMによって観察される（その他公共サービス）の投資額を対企業民間非営利団体によ
るものとしてそれをベンチマークに、先に推計した対家計民間非営利団体投資額の伸び率を用いて 1955-92
年について推計することにする45。

3.2.8 産業別名目投資額の比較

ここでは GCSPEの値と IO-FCFMや工業統計表（産業編）の値を比較し、最終的な調整をおこなう。
表 3.20が 1980 年、1985 年、1990 年について各々について比較したものである（IO-FCFM については
GCSPEの分類へと対応するように集計しているが、残されている概念の差については表を参照）。

1990年基準 GCSPE（名目値）と 1990年民間 IO-FCFMの値を比較すると、最も大きな差のあるもの
は農林水産業、不動産業、サービス業である。IO-FCFMの不動産業については（GCSPEでは対象とし
ていない）企業所有住宅が含まれており、それは SNAでの民間住宅建設から 1990年 IO-FCFMでの家計
による住宅建設を除いたものを企業所有住宅の建設として考慮すると 3.879兆円と GCSPEの不動産業の
総固定資本形成に接近する。サービス業については表に記したように対家計、対企業民間非営利団体によ

るものが含まれているので、先の推計値によってその分を考慮しても GCSPEは IO-FCFMの 75.1%程度
45この中には教育、医療等に格付けれていないその他の対家計民間非営利団体による投資額も含まれているがここでは無視してい
る。なお、IO-FCFMによって得られる（その他公共サービス）の投資額は 1975年 124786、1985年 299235、1990年 269665（す
べて単位:100万円）である。
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にすぎない。また農林水産業については GCSPEは約 2倍の大きさになっており、このうち大部分を占め
る農業についてみると（1990年 IO-FCFMでは 76.9%）、農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」
（平成 7年 7月）による農業総固定資本形成（民間公的合計）は 1990年で 3.907兆円で、IO-FCFMの農
業のみの民間公的合計の総固定資本形成は 3.753兆円でほぼ接近している。よってこれからわかるように
GCSPE農林水産業の総固定資本形成は明らかに過大であると言えよう。
製造業各産業についても化学工業、窯業土石製品製造業のように GCSPEの値がかなり大きなものもあ

り、参考として掲げた工業統計による値と比較すると、従業者数 3人以下の事業所が対象となっていない工
業統計での設備投資額の方が IO-FCFMの窯業土石よりも大きな値となっており、むしろGCSPEの方が適
当であるようである。他の産業では工業統計での設備投資額はやや小さめなものになっており、IO-FCFM
や GCSPEでは何らかの膨らましをおこなっていると考えられ、また工業統計の有形固定資産には各産業
の所有する住宅も各産業の設備投資として加算されているので、厳密な比較は困難である。

また 1985年について比較すると、まず 1985年基準によるGCSPE（名目値）と 1990年基準GCSPEを
3.2.3での推計によって 1985年の名目値へと変換したものの比較では、ほぼ接近しているものの鉄鋼業、電
気機械製品製造業などのように乖離が観察される産業もある。それらはデフレーター推計によるバイアス

以上であり、GCSPEの値が数値的に改訂されているようである。IO-FCFMとの比較では 1990年での比
較と同様な傾向がある（1980年における 1980年基準 GCSPEと IO-FCFMとの比較でも同様）。
以上比較してきたように、GCSPEと民間 IO-FCFMの概念上ほぼ整合性がとれているものであっても

その数値には産業別に大きな乖離を持つものがあり、工業統計や各種統計の比較においても確認できない

ものがある。この乖離を埋めることが将来の大きな課題であると言えるが、ここでは農林水産業の数値の

み IO-FCFMの値をベンチマークとして名目 GCSPEの伸び率で推計することによって補正するに留める
ことにする。

ここまでの推計作業によって、KDB産業分類に対応した民間産業別名目総固定資本形成が 1955-92年に
ついて推計され、それは 1955年より 5年おきに表 3.21のようになっている。おおまかな傾向として産業別
に捉えると、1.農林水産業（1955年では 7.44%を占めるのに対し、1970年で 5.78%、1990年では 2.48%ま
で低下）、12.化学工業、18.鉄鋼業、28.道路輸送業などの設備投資額のシェアー減少、一方 36.卸・小売
業、42.サービス業など第三次産業のシェアー拡大がみられる。また 22.電気機械製品製造業、23.自動車製
造業などは石油ショック後を除き堅調な投資をしており、住宅（家計及び企業所有）についても 20-30%程
度と安定したシェアーを保っている。
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表 3.21: 民間産業別総固定資本形成
（単位:100万円）

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

1.農林水産業 81874 186992 375693 1174241 2168068 2447840 2561253 2699848
2.石炭鉱業 7807 18896 37554 39842 77621 103654 80391 38552
3.その他鉱業 7632 17140 40339 91813 97821 120553 141759 160875
4.建設業 7561 64989 169162 586292 1303416 2115082 1927622 4048962
5.食料品 16929 73342 190661 469502 675843 1134018 1477555 2332087
6.繊維 27574 76745 120395 332380 259564 350594 477505 671550
7.衣服 1115 3781 10982 33911 51617 73856 119613 210201
8.木材木製品 7494 20704 42180 110468 147840 156047 112784 217981
9.家具備品 1299 5744 15582 47847 70349 91162 85479 230910
10.パルプ・紙 16412 89350 130617 319086 627206 699025 792622 1313169
11.出版・印刷 5695 18302 52056 173688 221487 410149 567695 1020960
12.化学工業 60162 252865 456807 1261848 1631534 1812568 2408422 3520570
13.石油製品 6653 22279 38781 221530 471469 476359 560113 657458
14.石炭製品 767 4370 20418 55753 130818 106848 101702 127931
15.ゴム製品 2076 15074 25776 84389 113447 222013 274261 444298
16.皮革製品 529 1437 4267 8933 10901 13164 17724 37243
17.窯業・土石 15990 61310 108153 336000 485720 669302 929931 1374890
18.鉄鋼 24618 293828 369990 1260660 2169891 2068489 2293088 2773436
19.非鉄金属 4788 51738 75622 260822 321277 380790 620309 913734
20.金属製品 4472 38323 72828 357547 385542 813442 1209740 1839180
21.一般機械 7164 94144 171875 788182 877477 1314020 2168621 3082752
22.電気機械 23312 194987 171571 747452 511770 1257793 2937026 4702903
23.自動車 10526 128669 220134 711738 496141 1408210 2405884 3769698
24.他輸送機械 11043 33127 49907 194733 309286 138479 166933 269468
25.精密機械 2771 18072 36210 144257 145429 246053 519609 796677
26.他製造業 4650 23045 59599 193794 279516 472419 876635 1443940
27.鉄道輸送 23895 79679 114751 183551 242345 231395 416987 2007440
28.道路輸送 90869 170901 206167 448225 715328 1470625 2140114 2025273
29.水運 48473 69292 120878 270680 323234 563977 812995 652938
30.航空輸送 3173 24982 72751 180754 315955 688816 665504 706442
31.他運輸倉庫 4762 16603 20269 54243 57258 87805 109872 362594
32.通信 2978 11588 27543 58150 55030 105349 1345266 2621230
33.電気 153979 389217 635262 1291734 2218969 3734232 4203486 4619394
34.ガス 8798 25077 39934 101576 247843 358208 374611 392002
35.水道 124 1362 3526 9086 16250 56410 62766 131432
36.卸・小売 49564 127623 365790 1198652 3147336 4483651 4249376 8297562
37.金融・保険 25681 74800 161462 290719 570577 847970 1048291 2890842
38.不動産 6023 24717 97143 303012 614403 742026 1393224 3253892
39.教育 7885 19545 66173 79235 179545 352429 464719 620313
40.研究 413 1542 1506 3357 13504 14899 55619 63597
41.医療 7783 21215 62008 160079 465429 1185188 1825369 2768530
42.サービス業 43063 102754 241402 926787 1372879 3438934 7361458 13481963
　住宅 262800 621700 1848000 4746400 10427600 15316700 14633400 25217700
　　合計 1101174 3591851 7151725 20312947 35024536 53480930 66997333 108812418
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3.2.9 民間産業別縦比の推計

ここでは民間産業別の総固定資本形成における縦比（資本財構成比）の推計について報告する。縦比の

情報を与える最も基本的な資料は基準年について民間 IO-FCFMであるが、ここではそれ以外に利用可能
である資料についてまとめておくことにしよう。

時系列的に資料が利用できるものは経済企画庁「法人企業投資実績調査報告」（Report on the Corporate
Industry Investment Survey；以下 RCIISと呼ぶ）46であり、1958-74年度において民間法人企業について
は資料が入手できる。RCIIS産業分類はKDB43産業分類との対応は表 3.22、また RCIISでの設備項目分
類は表 3.23のようになっている。産業分類についてはほぼ KDB43産業分類に対応するが、法人企業のみ
を対象としているため、1970年の民間 IO-FCFMで資本財を RCIISでの設備項目に対応させて集計した
縦比とここでの縦比を比較することで適当でないものを排除している47。ここで得られる縦比の伸び率を

用いて 1970年の縦比の値を延長推計することにした。
また各産業別には、次のように個別に情報が得られるものがある。

27.鉄道輸送 「運輸省所管事業設備投資計画調査報告」より 1968-92年において鉄道車両、建設、機械他
別のシェアーが得られ、鉄道車両と機械他の比率の伸び率を用いて同産業の IO-FCFMでの縦比を
ベンチマークとしながら推計している。

28.道路輸送 上記と同様に自動車、建設、他の比率の伸び率を用いて推計。

30.航空輸送 上記と同様に航空機、他の比率の伸び率を用いて推計。

31.倉庫・その他運輸 上記と同様に建設、冷凍機械、運搬機械、他の比率の伸び率を用いて推計。

39.教育 1955-92年にわたり先の教育部門の設備投資の推計において、その内訳として建設、その他の伸
び率が得られ、同産業の IO-FCFMでの縦比をベンチマークとしながら推計している。

40.研究 1955-92年にわたり先の研究部門の設備投資の推計において、その内訳として建設、機械器具、
その他の伸び率が得られ、同産業の IO-FCFMでの縦比をベンチマークとしながら推計している。

46ここでの調査の対象は、原則として国内に本社または主たる事務所をもって企業活動を営む資本金または出資の額が 1,000万円
以上の営利法人企業である。しかし非営利法人の中でも例外として、東北開発株式会社、日本開発銀行、日本放送協会、電源開発株
式会社及び日本航空株式会社などの特別法により設立したものを含み、日本国有鉄道、日本電話電信公社及び専売公社などの公社は
除外されている。なお、この統計調査は調査法人の自計申告の方法によりおこなわれている。
またここでの設備投資の対象は、年度間に増加した耐用年数１年以上の再生産可能な有形固定資産に対する設備投資である。それ

ゆえ、工場や社宅などの敷地を購入するための投資額やパルプ用材などを得るために購入した自然財の価額、あるいは無体財産権・
特許権及び鉱業権などの無形資産に対する投資額は除外されている。
なお、この「法人企業投資実績調査報告」は、昭和 48年度から「法人企業投資動向調査報告」の中に取り込まれ、その中におい

て「法人企業投資実績調査」となっている。注意を要する点は以下の 2点である。

1. 「法人企業投資実績調査報告」は資本金または出資額が 1,000万円以上の法人企業を対象に実施してきたが、「法人企業投資
実績調査」からは 1億円以上の法人企業を対象としている。

2. 「法人企業投資実績調査報告」では「建設仮勘定」を各設備項目にふりわけてきたが、これを「建設仮勘定」という一つの設
備項目として立ててあるので連続比較をおこなうときには注意を要する。

なお、この「法人企業投資実績調査」は昭和 48年度及び昭和 49年度の 2年分のみである。
47ここで排除したものは、100.農林水産業、201.石炭鉱業、202.その他鉱業であり、他の産業はほぼ相関係数が 0.7以上となっ
ている。特に相関係数が高いのは、航空輸送 0.991、不動産 0.978、食料品製造業 0.953、化学工業 0.943などである。また 1973,74
年は表 3.23にあるように建設仮勘定が独立しており、また土地改良工事が計上されていないため連続的に扱えないので、ここでは用
いていない。
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表 3.22: KDB産業分類と RCIIS産業分類
RCIIS産業分類 KDB産業分類 RCIIS産業分類 KDB産業分類

100.農林漁業水産業 1.農林水産業 414.輸送機械 23.自動車
201.石炭鉱業 2.石炭鉱業 24.その他輸送機械
202.その他の鉱業 3.その他の鉱業 415.精密機械 25.精密機械
300.建設業 4.建設業 416.その他製造業 11.出版・印刷
401.食料品製造業 5.食料品製造業 26.その他製造業
402.繊維 6.繊維 801.民公営鉄道 27.鉄道輸送

7.衣服・その他繊維製
品

802.道路旅客貨物運送 28.道路輸送

403.木材・木製品 8.木材・木製品 803.水運 29.水運
9.家具・備品 804.その他運輸 30.航空輸送

404.パルプ・紙 10.パルプ・紙 31.その他運輸・倉庫

405.化学 12.化学 805.通信† 32.通信業
406.石油・石炭製品 13.石油製品 901.電気 33.電気

14.石炭製品 902.ガス 34.ガス
407.ゴム・皮革製品 15.ゴム製品 35.水道

16.皮革製品 501.卸売 36.卸・小売
408.窯業・土石製品 17.窯業・土石製品 502.百貨店
409.鉄鋼 18.鉄鋼 503.その他小売
410.非鉄金属 19.非鉄金属 600.金融・保険 37.金融・保険
411.金属製品 20.金属製品 700.不動産 38.不動産
412.一般機械 21.一般機械 1000.サービス 42.その他サービス
413.電気機械 22.電気機械

　　† 1973,74年では（804.その他運輸・通信）となり、（805.通信）はなくなっている。

表 3.23: RCIIS設備項目分類
1958-63年度 1964-65年度 1966－ 72年度 1973-74年度
1.建物 1.建物 1.建物 1.建物
　 a.住宅 　 a.住宅 　 a.住宅 　 a.住宅
　 b.非住宅 　 b.非住宅 　 b.非住宅 　 b.非住宅
2.構築物 2.構築物 2.構築物 2.構築物
3.機械及び装置 3.機械及び装置 3.機械及び装置 3.機械及び装置
4.船舶 4.船舶 4.船舶 4.船舶
　 a.鋼船
　 b.その他
5.航空機 5.航空機・車両運搬具 5.航空機・車両運搬具 5.航空機・車両運搬具
6.車両運搬具
7.工具・器具 6.工具・器具 6.工具・器具 6.工具・器具
　および備品 　および備品 　および備品 　および備品
8.土地改良工事 7.土地改良工事 7.土地 7.土地

（土地改良工事）
9.その他 8.その他 8.その他 8.その他

9.建設仮勘定
　 1.1966-72年度において「7.土地」が加わったが、これは設備投資総額には加えられていない。
　　そのうちの「（土地改良工事）」は総額に加算されている。
　 2.1973-74年度は「建設仮勘定」を別掲しているので、それ以前と単純に連続比較はできない。
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3.2.10 民間資本財別横比の推計

資本財別の総固定資本形成における横比（産業投入比）の推計について報告する。縦比と同様に横比の情

報を与える最も基本的な資料は基準年について民間 IO-FCFMであるが、ここでもそれ以外に利用可能であ
る資料についてまとめておくことにしよう。経済企画庁「機械受注統計調査年報」（New Orders, Machinery
Index;以下 NOMIと呼ぶ）48が 1958年より時系列的に利用可能であり、その産業（需要者）分類（小分
類）は 3.24、機種分類（中分類）は 3.25となっている。表 3.25のとおりにKDB-FCFMでの資本財に対応
させて、その伸び率を用いて IO-FCFMの横比を補間することによって推計する。

表 3.24: NOMI需要者分類
　 1958-62年 　 1963-68年 　 1969-91年 　 1992年以降

製造業 食品工業 食品工業 食品工業 食品工業
繊維工業 繊維工業 繊維工業 繊維工業
紙・パルプ工業 紙・パルプ工業 紙・パルプ工業 紙・パルプ工業
化学工業 化学工業 化学工業 化学工業
石油・石炭製品工業 石油・石炭製品工業 石油・石炭製品工業 石油・石炭製品工業

ゴム・皮革
窯業土石 窯業土石 窯業土石 窯業土石
鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業

非鉄金属
金属製品
一般機械

機械工業 機械工業 機械工業 電気機械
自動車工業 自動車工業 自動車工業 自動車工業
造船業 造船業 造船業 造船業
その他 その他 その他 その他輸送機械工業

精密機械
その他

非製造業 運輸業 運輸業 運輸業 農林漁業
建設業 建設業 建設業 鉱業
電力業 電力業 電力業 建設業
石炭鉱業 石炭鉱業 鉱業 電力業
その他鉱業 その他鉱業 運輸業
農林漁業 農林漁業 農林漁業 通信業
その他 その他 その他 卸・小売業

金融・保険業
不動産業
情報サービス業
その他

官公需 運輸業 運輸業 運輸業 運輸業
通信業 通信業 通信業 通信業
公営電力 防衛庁 防衛庁 防衛庁
防衛庁 その他官公需 その他官公需 国家公務
その他官公需 地方公務

その他官公需

48先に 3.2.1で各資本財を民間公的別に分割する際にも用いているが、ここではその調査の概要について整理しておくことにする。
調査の対象は、経済企画庁長官の指定した主要機械等製造業者であり、現行の 280社ベースでは設備用機械の大分類ごとに生産額

が昭和 60年現在でカバレッジが 80%以上となるように選定された企業である。
需要者の定義は、便宜上、調査対象企業に対して直接注文を行った者（すなわち契約先）である。ただし代理店（商事会社を含む）

あるいは建設業者を通ずる場合は、その機械を最終的に需要する者とし、最終需要者が不明の場合は代理店あるいは建設業者からの
注文とする。また受注した機械類が最終的に輸出される品と確認できる場合は、その機械類が国内業者から再受注したものであって
も最終需要者によって「海外需要」とする。需要者が二つ以上の業種からなる兼業企業である場合には、その機械を需要する事業所
の業種によって分類し、この区分が困難な場合はその企業の主要な業種に分類する。また需要者の産業分類は、原則として日本標準
産業分類による。
また受注の定義に関して、設備用機械類が企業内で自家消費分に相当する場合は、重複を避ける意味で、原則として受注計上しな

いこととしており、機械類が自家使用される場合はこれを計上する。なお数値上マイナスの値をとるものがあるが、これは報告済み
の受注が、取消、値引き、値増し、等による金額変更があった場合にその変更発生の月において加（減）算して調整するからであり、
減額修正が大きな場合はマイナスの値をとりうる。また価格評価について、1989年 4月より導入された消費税については、「税抜き」
によっている。
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表 3.25: NOMI機種分類
1958-68年 1969-86年 1987-91年 1992年以降 KDB
原動機 原動機 原動機 原動機

　原子力原動機 　原子力原動機 　原子力原動機 10
　火力原動機 　火力原動機 　火水力原動機 　火水力原動機 9
　水力原動機 　水力原動機 9
　内燃機関 　内燃機関 　内燃機関 　内燃機関 10
重電機 重電機 重電機 重電機 43-46

　発電機 43
　その他重電機 44-46

通信機 電子・通信機械 電子・通信機械 電子・通信機械
　通信機 　通信機 　通信機 38-39

　有線 38
　無線 39

　電子機械 　電子機械 37,41-42
　電子計算機 37
　電子応用装置 41
　電気計測器 42
　半導体製造装置 29

産業機械 産業機械 産業機械 産業機械
　風水力機械 　風水力機械 　風水力機械 　風水力機械 13
　運搬機械 　運搬機械 　運搬機械 　運搬機械 11,57

　産業用ロボット 18
　金属加工機械 　金属加工機械 　金属加工機械 　金属加工機械 20
　化学機械 　化学機械 　化学機械 　化学機械 17

　冷凍機械 12
　合成樹脂加工機械 　合成樹脂加工機械 　合成樹脂加工機械 29

　繊維機械 　繊維機械 　繊維機械 　繊維機械 22
　鉱山機械 　鉱山機械 　鉱山機械 　鉱山機械 16
　建設機械 　建設機械 　建設機械 　建設機械 16

　農林用機械 　農林用機械 　農林用機械 21
　その他産業機械 　その他 　その他 　その他 23-27,29
工作機械 工作機械 工作機械 工作機械 19
鉄道車両 鉄道車両 鉄道車両 鉄道車両 54

道路車両 48-50
航空機 航空機 航空機 55

船舶 船舶 船舶 船舶 52-53
鉄鋼物 鉄鋼物 鉄鋼物 鉄鋼物 8
軸受 軸受 軸受 軸受 30
電線・電纜 電線・電纜 電線・電纜 電線・電纜

また、建設については 1959年より建設省建設経済局「建設工事受注調査」（Orders Recieved for Con-
struction;以下 ORCと呼ぶ）49が利用可能であり、その産業（発注者）分類は 3.26のようになっている。
また工事種類別には先に 3.2.1で建設内訳の推計の際述べたように、非住宅建築（68.木造非住宅建築、69.
非木造非住宅建築）および 76.その他土木建設についてのみ、横比（産業投入比）を推計する必要がある。
ここでも非住宅建築全体およびその他土木について IO-FCFMをここでの産業分類に対応させるべく集計
して、比較すると、非住宅建築の相関係数は 1970年から 5年おきに 0.902、0.959、0.973、0.943、0.930
とかなりの近似をみせている（ただし農林漁業については ORCの方が過少であり、農林漁業については
利用しない）。しかしその他土木については 1970年から 5年おきに 0.516、-0.018、0.514、0.013、0.579
と近似しておらず、ORCでは特に不動産業の値が IO-FCFMに対して過大になっている。

49「建設工事受注調査」は大手建設業者を対象とするA調査（1959-65年度は 46社、1966-84年度は 43社、1985年度以降は 50
社）と地方業者を対象とする B調査（現在中小 465社）からなっており、ここで用いる発注者別工事種類別表はA調査のみ得られ
る。そのカバレッジは最低 21.8%（1976年度）、最高 33.4%（1971年度）であり、1990年度においても 31.5%を占めている。わず
か 50社の調査であるが、全国約 51万建設業者の全工事量の 3分の 1近くを占めていることになる。また他の着工統計等との比較に
おいても同傾向を示すことから、ほぼ全体の動向を反映しているものと考えられている。
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表 3.26: ORC発注者分類
発注者分類 KDB 発注者分類 KDB

民間製造業 　 9.電気業 33
　 1.繊維工業 6,7 　 10.商業、サービス、保険 32,36,37,39-42
　 2.化学工業 10,12-16 　 11.不動産業 38
　 3.鉄鋼業 18 　 12.その他サービス業 4,34,35

　 4.機械工業 21-25 官公庁†
　 5.その他製造業 5,8,9,11,17,19,20,26 　 13.鉄道
民間非製造業 　 14.通信
　 6.農林漁業 1 　 15.電気業
　 7.鉱業 2,3 　 16.水道
　 8.運輸業 27-31

　　†官公庁の分割が為されているのは 1975年度まで
　　また、民間製造業、非製造業は 1992年より細分化されている

以上によって、3.2.1での民間資本財別総固定資本形成ベクトル、3.2.3-3.2.8での民間産業別総固定資本
形成ベクトル、3.2.9での民間固定資本マトリックスでの縦比（産業別資本財構成比）の情報および 3.2.10
での横比（資本財別産業投入比）の情報が整理され、KEO-RAS法によって 1955-92年にわたって 78資本
財分類、42産業分類（公務を除く）での民間固定資本マトリックスが推計されることになる。
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3.3 公的固定資本マトリックスの推計

ここでは公的固定資本マトリックスの推計方法について詳細に報告する。公的主体の格付けについて、

SNAおよび「産業連関表」と KDBでの格付けについて整理したものが表 3.29であり、このうち 3.4での
社会資本推計として別掲したもの以外がここでの推計対象となる。

3.3.1 公的産業別設備投資額の推計

ひとまず公的部門産業別の設備投資額（旧 SNAでは資金源泉主義であったのに対し、新 SNAでは最終
支出主体主義となり、最終的に投資した主体の格付けによって民間部門と公的部門の分割が為されている）

を推計することにする。公的部門別総固定資本形成の推計はベースとなるものがなく、基本的には個別の

部門ごとに推計することになる（なお若干の部門また集計値については、SNAで計上されている値によっ
て縛ることができる）。また 3.4での社会資本推計との対応で推計される部門もある。KDB産業分類に対
応し公的部門の存在するもの、およびその総固定資本形成の推計のための基礎としている統計は表 3.27の
とおりである。

表 3.27: 公的部門の設備投資推計資料
　 KDB産業 　資料
1.農林水産業
　　うち農業 「農業・食料関連産業の経済計算」
　　うち林業 「行政投資」
　　うち漁業 「行政投資」
3.鉱業 「財政金融統計月表（財政投融資特集）」
4.建設
5.食料品 「行政投資」、『たばこ専売史』
11.出版印刷 「特別会計予算」
12.化学 「特別会計予算」
20.金属製品 「特別会計予算」
27.-31.運輸 「財政金融統計月表（財政投融資特集）」、「本州四国連絡橋公団要覧」

「行政投資」
32.通信 「財政金融統計月表（財政投融資特集）」、「通信産業設備投資実態調査報告書」
33.電気 「行政投資」、「電源開発の概要」
34.ガス 「ガス事業便覧」
35.水道 「行政投資」
36.商業 「行政投資」、「特別会計予算」、「蚕糸糖類価格安定事業団年報」
37.金融 「国民所得統計年報」
38.不動産 「国民経済計算年報」
39.教育 「学校基本調査報告書」、「地方教育費の調査報告書」
40.研究 「科学技術研究調査報告書」
41.医療・保健・社会保障 「行政投資」、「国民経済計算年報」
42.その他サービス 「行政投資」、「地方財政統計年報」

「地方財政の状況」、『日本中央競馬会十年史、二十年史、三十年史、四十年史』
43.公務

以下ではそれぞれの推計法について詳細に報告するが、資料上の制約から公的部門（一般会計、特別会

計、政府諸関係機関）の総固定資本形成の推計は困難であり、やや粗い推計とせざるを得ない部分もある。

産業連関表および SNAで格付けられる公的部門は時系列的には格付け変更や政府諸関係機関の民営化等
によって変化してきており、それらをまとめると 3.3の最後に付けた表 3.29のようになっている50。

50産業連関表及び SNAにおける格付けは基本的に同一であるが、1984年設立の関西国際空港株式会社のように、IO-FCFMでは
公的扱いとし、SNA（及び経済企画庁「民間企業資本ストック推計」）では民間扱いしているなど、相違のある部分もある。なお、
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農林水産業設備投資額の推計

公的農業の投資額は、公的 IO-FCFM（1970,75,80,85,90年）ではその 97%以上を土地改良が占めてお
り、残りが機械等の資本財の投資となっている。農業全体の総固定資本形成は 1960年度から農林水産省
「農業・食料関連産業の経済計算」での第 7-1表によって (1)土地改良、(2)農業用機械、(3)農機具別に、
また別途第 8表での土地改良投資の負担別内訳によって直轄補助事業のうち（国費及び地方費）による土
地改良分が得られる。（暦年変換後の）後者が IO-FCFMでの土地改良費に対応するので、その伸び率を用
いて公的 IO-FCFMの 1970,80,85,90年の値をベンチとして推計した。また前者のうち公的主体によるも
のを分割するために、(2)農業用機械と (3)農機具の合計のうち IO-FCFMの情報から公的に格付けられる
比率を推計し、この比率（中間年は直線補間）を乗ずることで機械等の投資を確定する。

公的林業部門の総固定資本形成は、そのほとんどが林道である（1985年公的 IO-FCFMでは 93.5%、1990
年では 99.5%を占める、また治山については KDB-FCFMでは社会資本部門に特掲）。造林事業に関して
は産業連関表では（育林）として資本形成されず、ほとんどが「素材」部門に中間投入されるものとして

扱っている（民間の資本形成としては果樹や茶等の成長分についてのみ計上している）。よって自治省「行

政投資」による林道の投資額を用いて、（この値は用地費を含んだものであるから）1970,75,80,85,90年 IO
表 10桁分類での林道建設費との対応で用地補償費比率を推計（中間年は直線補間）し、林道の資本形成分
を推計する。また全体の設備投資額に膨らませるために、調整比率によって調整をおこなうことで公的林

業部門の総固定資本形成分を推計した。

漁業部門については漁港の建設のみが対応するので、「行政投資」によって得られる漁港の投資額を用い

て、1970,75,80,85,90年 IO表 10桁分類での漁港建設費をベンチとして推計している。

鉱業設備投資額の推計

公的鉱業部門に格付けされる機関は 1978年 6月 27日設立の石油公団（前身は 1955年 12月 1日設立の
石油資源開発株式会社、1967年 10月 2日設立の石油開発公団）であり、大蔵省「財政金融統計月表（財
政投融資特集）」より得られる固定資産取得費（採鉱機械取得費を含む）を暦年変換後、公的鉱業の総固定

資本形成とする。

食料品製造業設備投資額の推計

公的食料品製造業に格付けられる機関は、地方政府による屠畜場事業と日本専売公社（ただし 1985年 4
月民営化）である。前者は自治省「行政投資」によって（用地補償費比率は一律 15%とする）、後者は日
本専売公社『たばこ専売史』第 4,5,6巻によって（用地費を除く）投資額が得られ、（暦年変換後）推計値
として確定する。

出版印刷業設備投資額の推計

大蔵省所管印刷局特別会計が公的出版印刷業に格付けられ、その投資予定額を「特別会計予算」によっ

て得ている。実績値ではないが、この値の暦年変換値によって推計している。

化学製品製造業設備投資額の推計

通商産業省所管アルコール専売事業特別会計が公的化学に格付けられており、1982年 10月 1日以降ア
ルコール専売事業の製造部門を新エネルギー総合開発機構（1980年 10月 1日設立、1988年 10月 1日よ

ここでの推計は集計値として SNAに対応させるため、SNAの格付けに沿っている。
また公的産業別総固定資本形成の推計では、個別に積み上げて推計しているので、工業用水道・上水道（KDB35.水道部門に格付

け）など産業内訳が推計作業上明らかになっている部分もある。
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り新エネルギー・産業技術総合開発機構：NEDO）に承継している（よって 1982年以降アルコール専売事
業は商業のみに格付け）。「特別会計予算」によって施設費予定額が得られ、1981年度の 67%を、1954-80
年度は 90%を化学に格付け（残りは商業格付け）、1973年度のみ「行政投資実績」によって利用できる投
資実績値をベンチとして推計している。新エネルギー・産業技術総合開発機構については「特別会計予算」

による同機構の貸借対照表（及び減価償却累計額）によって投資額を推計した。以上の集計値の暦年変換

値によって公的化学部門の総固定資本形成が推計されることになる。

金属製品製造業設備投資額の推計

大蔵省所管造幣局特別会計が公的金属製品製造業に格付けられ、公的出版印刷部門と同様にその投資予

定額を「特別会計予算」によって得ており、この値の暦年変換値によって推計している。

通信業設備投資額の推計

公的通信部門に格付けられるものは、郵政事業と電電公社（1985年 4月 1日民営化により NTTへ）で
ある（通信業には放送業も含まれるが、NHKは民間格付けになっている）。郵政事業及び電電公社の投資
額は大蔵省「財政金融統計月表（財政投融資特集）」により、また 1988年以降は郵政省「通信産業設備投資
実態調査報告書」により得られ、用地補償費を考慮した後の暦年変換値によって推計することにする。以上

のように推計された値は、公的 IO-FCFM通信部門の投資額と 1970,85,90年ではほぼ一致している（1975
年ではここでの推計値が約 2倍弱になっているが、IO-FCFMの値が過少であるようなのでこの値を採用
する）。

電気業設備投資額の推計

公的電気部門に格付けされるのは、地方公営企業の電気事業と電源開発株式会社（1956年 9月 16日設
立）であり、後者については 1986年 10月より民間格付けと変更されている。前者は自治省「行政投資」
によって、後者は通産省「電源開発の概要」により設備投資額が利用可能であり、用地補償費を考慮した

後の暦年変換値によって推計している。1990年の公的 IO-FCFM電力業による投資額は推計値（373.94億
円）の 10倍もの値（3489.28億円）が計上されているが、特にその根拠が明確ではないので以上のような
推計値によって確定している。

ガス業設備投資額の推計

「ガス事業便覧」による公営ガス事業者の設備投資額を用地補償費比率を一律 12%とし、暦年変換後推
計値として確定している（推計値は公的 IO-FCFMと 1990年ではほぼ一致している）。

水道業設備投資額の推計

KDB-FCFMでの公的水道業は上水道（簡易水道含む）および工業用水道であり、下水道事業は社会資
本部門として別掲し、また廃棄物処理業はその他サービス部門格付けとしている。「行政投資」によって地

方公営企業の上記事業の設備投資額が得られるので、暦年変換後一律 10.4%（1985年の IO-FCFM水道業
設備投資額から後に推計した廃棄物処理業の設備投資額を除いたものに対応するように推計）の用地補償

費比率を適用し、推計をおこなっている。

商業設備投資額の推計

公的商業に格付けられるのは、アルコール専売事業特別会計、食料管理特別会計、地方公営企業の市場

事業、畜産振興事業団（1961年 12月 7日設立）および蚕糸糖類価格安定事業団（1965年 8月 19日設立の
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糖価安定事業団と、1966年 3月 31日設立の日本蚕糸事業団の合併により、1981年 10月 1日設立）であ
る。アルコール専売事業については公的化学の推計の際に同時に推計され（1982年 10月以降商業格付け
のみ）、食料管理事業特別会計は「特別会計予算」、市場事業は「行政投資」、畜産振興事業団は「予算」、

蚕糸糖類価格安定事業団は「蚕糸糖類価格安定事業団年報」によってそれぞれ投資額を得ている。暦年変

換後、以上のような積み上げによって推計している。

教育設備投資額の推計

文部省「学校基本調査報告書」51によって国立学校（幼稚園から大学、及び大学付置研究所、大学付属病

院、放送大学別）と公立大学（大学付置研究所、大学付属病院別）の資本的支出が土地費、建設費、設備

備品費、図書購入費別に得られる。高校までの公立学校については文部省「地方教育費の調査報告書」52

に同様な資本的支出53が、また分野別社会教育（公民館、図書館、博物館、体育施設、青少年施設、その

他の社会教育、教育委員会）の資本的支出（うち土地・建築費のみ別掲）が計上されている54。ここで得

られる建設費と設備備品費については総固定資本形成の概念に入らないものも存在していると考えられる
51「学校基本調査報告書」は学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的として作成されたも
のであり、調査の範囲は、大学（私立を除く）、高等専門学校（国立に限る）、国立養護学校及び国立大学（学部）の附属学校である
（なお放送大学の設立は 1981年 7月 1日であり、この統計では 1982年以降計上されている）。ここでの資本的支出の内訳の定義は
次のようになっている。

土地費 当該学校の敷地、実習地等の新規購入費、拡張のための土地購入費、整地のために支出した経費。

建築費 建造物（温室、プールも含める。）の新築、改築、模様替えのために支出した経費をいう。また、既存の建造物を購入した経
費も含める。例えば、学校施設費、病院施設費、各所新営経費、実習船建造費等を購入した経費も含める。なお、設計謝金も
適宜含める。

設備備品費 教育・研究用の実験・実習器具、楽器、体育用具、機械器具、標本等の設備・備品の購入、机、腰掛け、ストーブ、電
話・消化器等の購入取り付け、運搬に支出した一切の経費。

図書購入費 図書館、図書室、研究室又は教員室に備え付けの図書のうち単行本、辞書等の備品的性格を持つものの購入費。ただし、
消耗品的性格を有する図書、新聞、雑誌等の購入費は除外する。

また資料上の制約について、国立学校計、うち大学附属病院、うち大学付置研究所の 3項目に関しては 1965年度以降に限り資料
を得ることができる。1964年度以前の建設費と設備備品費の値は、当報告書で求めることができる当該期間の学校経費総額から得ら
れる学校経費の伸び率を用いて推計している（土地費に関しては公立学校（高校まで）の土地費の当該期間の伸び率を使い求めた）。

52「地方教育費の調査報告書」は (1)国又は地方公共団体が、教育諸政策の決定及び将来の教育計画策定のための基礎資料となる
ような正確な全国的資料を収拾・整備すること、(2)地方教育費に関する経費の算定基準、合理的な経費の算定方式の開発、教育費
の効率的な使用を可能とする為の資料とすること、(3)教育費の使用とその負担関係の状況を、教育費の究極的な負担者である国民
にたいして報告するとともに、国や地方の関係機関に公式の情報を提供し、利用に給すること、これらの目的を達成する為に作成さ
れている。ここでの調査の範囲は、全国の都道府県及び市町村（特別区、組合を含む）の教育委員会並びに大学・短期大学を除く公
立諸学校である。公立学校（高校まで）の範囲は幼稚園、小学校、中学校、盲・聾養護学校、高等学校（全日制、定時制、通信制）、
専修学校、各種学校、高等専門学校を指している。
ここでの資本的支出内訳の内容は以下のものである（資本的支出とは、土地・建造物及び設備・備品を取得するのに要した経費や、

既存の設備・備品の老巧・破損・紛失等によりその取り替えや補充に要した経費である）。

土地費 学校の敷地、実習地の新規の購入費、拡張のための購入費、移転補償費、敷地のために要した経費等。またこの中には、土
地に附属していた設備・備品は土地費に含めて計上する。また、公共事業としての災害復旧のように起債や国庫補助を伴う大
規模修繕に要した経費のうち、土地費にかかる経費も含む。

建築費 建造物の新築・増築・改築・移築・模様替え等のために要した労賃・諸原材料費・請負費などの一切の経費を指す。また校
舎などの解体費、大型実習船の建造費、国庫補助金（公立文教施設整備費、公立文教施設災害復旧費など）の中の設置者事務
費、市町村が独自に支出した資本的支出にかかる行政事務費（設計委託料、ボーリング調査費など）のうち学校種類別に明ら
かな経費、公共事業としての災害復旧のように起債や国庫補助を伴う大規模修繕に要した経費のうち、建設費にかかる経費、
既存の建造物を購入した経費、新築・増築等及び建造物の購入の際に附属していた設備・備品についても建築費に含む。

設備・備品費 新築・増改築等及び建造物の購入の際の附属物以外の設備・備品、購入、取り付け、運搬に要した一切の経費を含む。
また、既存のその他の設備・備品の取り替えや補充に要した経費もここに含まれる。

図書購入費 学校図書館・図書室・学級文庫・教員室等に備え付ける図書のうち、単行本・全集本・辞書等のような備品に類するもの
の新規購入費及びその取り替えや補充に要した経費である。

53公立学校（高校まで）に関して 1961-74年度は各種学校教育費、通信制高等学校教育費、高等専門学校教育費のデータが資本的
支出総額しか得ることができず、土地費、建設費、設備備品費、図書購入費別には分割されていない。そのため 1975年度の各資本的
支出の比率を用いて、各種学校教育費、通信制高等学校教育費、高等専門学校教育費の資本的支出を分割して推計している。1954-60
年度に関しては、高等専門学校教育費は存在しなくなるが、各種学校教育費、通信制高等学校教育費のデータは同じ様に資本的支出
総額しか得られないため 1961年度の比率を用いて資本的支出を先と同じ様に分割している。

54各分野別社会教育の資本的支出については、資料の制約上以下のような調整をおこなっている。
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ことから、（民間教育設備投資額推計の際に述べたように、公的教育には自家教育がないと思われるので）

1985年公的 IO-FCFMの教育の総固定資本形成からここで推計された大学付置研究所による分を除いた値
（大学付置研究所は研究部門に格付けされることになるが、1985年 IO-FCFMでは教育に含まれているた
め）を用いて調整比率を推計している。その値は 0.752となっており、約 25%程が総固定資本形成の概念
にそぐわないものとなっている。暦年変換後（「公共工事着工統計年度報」での教育期間の月別工事費よ

り求めた暦年変換係数による）、この比率を一律に適用して、公的教育部門の設備投資額を推計している。

よって 1985年時点では公的 IO-FCFMの総固定資本形成と（大学付置研究所を除くと）一致することにな
る（1990年 IO-FCFMでは教育部門の投資額が過少であるようなのでベンチとして用いていない）。

研究設備投資額の推計

研究部門の設備投資額は、総務庁「科学技術研究調査報告書」55 によって国立研究機関、公立研究機関

および特殊法人別に有形固定資産購入額が得られ、それぞれ以下のように推計している。

国立研究機関の設備投資額は、国営研究機関の [人文社会科学]、[自然科学]、[教育学・その他]と大学付
置研究所の国立大学の合計であり、その各々について（土地・建物等）から用地費を除いたものに（機械・

器具・装置等）を加算し、（その他有形固定資産）に調整比率を乗じたものの合計額としている56。公営研

究機関は、公営研究機関の [人文社会科学]、[自然科学]、[教育学・その他]と大学付置研究所の公立大学の

• 博物館費は 1964-72年度は資本的支出は分割されていない。そのため 1973年度の土地・建築費の資本的支出に対する比率
0.77を用い当該期間の土地・建築費を求める。

• 体育館費は 1954-63年度は資本的支出は分割されていない。そのため 1964年度の土地・建築費の資本的支出に対する比率
0.903を用い当該期間の土地・建築費を求める。

• 青少年教育費は 1967-72年度は資本的支出は分割されていない。そのため 1973年度の土地・建築費の資本的支出に対する比
率 0.826を用い当該期間の土地・建築費を求める。

• その他の社会教育費は 1960-72年度は資本的支出は分割されていない。そのため 1973年度の土地・建築費の資本的支出に対
する比率 0.754を用い当該期間の土地・建築費を求める。

• 教育委員会がおこなった社会教育活動費は、資本的支出は総額のみである。ここでは土地・建築費を無視し、すべて土地・建
築費以外に使用されたものと考えることとする。

• 文化財保護費は 1954-77年度に関しては資本的支出は分割されていない。そのため 1978年度の土地・建築費の資本的支出に
対する比率 0.588を使い当該期間の土地・建築費を求める。

また「地方教育費の調査報告書」より得られる資料は、前述しているように土地費と建築費に分けて得られない。そのため、先に求
めている国立教育と公立教育を合計して得られた土地費と建設費から得られる両者の分割比率を地方教育に適用することにより土地・
建築費を土地費と建築費に分割して推計している。

55「科学技術研究調査報告書」は我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得
ることを目的として作成されたものである。当報告書で、国営研究機関、公営研究機関、民営研究機関、特殊法人に関する資料は、
[人文社会科学]、[自然科学]、[教育学・その他]別に有形固定資産購入額が得られ、大学付置研究所に関しては、[国立大学]、[公立大
学]、[私立大学]別に得られる。有形固定資産購入額内訳は、（土地・建物等）、（機械・器具・装置等）、（その他の有形固定資産）であ
り、それらの内容は次のようになっている。

土地、建物など 土地、建物（附帯設備を含む。）、構築物、船舶、航空機。

機械・器具・装置など 耐用年数 1年以上でかつ取得価額が 10万円以上の機械、装置、車両、その他の運搬具、工具、器具及び備品。

その他の有形固定資産 建設仮勘定など。

ここでの研究機関とは、人文・社会科学、自然科学等に関する試験研究又は調査研究を業務とする国・公・民営の研究機関である。
またここでの特殊法人とは、公団、事業団などそれぞれの法律に基づいて設立された法人のうち、宇宙開発事業団、動力炉・核燃料
開発事業団、日本原子力研究所、理化学研究所など研究専門の特殊法人のことである。

56（土地・建物等）の（土地費）、（建物費）への分割は、別途に先に求めている国立教育の各年の（土地費）（建設費）の比率を当
該年の国営研究の（土地費）（建物費）の比率として分割して推計している。また教育部門の推計と同様に、（その他有形固定資産）
の定義は「建築仮勘定など」となっているが、建築仮勘定以外のものに総固定資本形成の概念にあわないものが含まれていると考え
られるので次のような方法によって調整比率を推計した。1985年 IO-FCFMの公的研究の総固定資本形成から（建設費）と（機械・
器具・装置など）をぬいたものを真の（その他有形固定資産）と考え、その値に対してここで計上されている（その他有形固定資産）
の比率を求め、この調整比率を用いて（その他有形固定資産）を修整することとする（求められた比率は 0.62となっており、（その
他有形固定資産）の 62%が総固定資本形成として加算されることになる）。
なお 1968-70年度に関しては、[人文社会科学]、[自然科学]、[教育学・その他]別に有形固定資産購入費を得られず、国営研究機関

合計のみである。ただし有形固定資産購入費の内訳は（土地・建物等）、（機械・器具・装置等）、（その他有形固定資産）に分かれて
いる。1954-59年度に関しては [人文社会科学]、[自然科学]、[教育学・その他]別に有形固定資産購入費を得ることはできるが、有形
固定資産購入費が（土地・建物等）、（機械・器具・装置等）と（その他有形固定資産）別に分割されていない。そのため 1960年度の
各有形固定資産購入費内訳の有形固定資産購入費全額に占める比率に従い、分割しておく。以上のような資料上の制約による調整は
公営研究機関、および特殊法人についてもおこなっている。
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合計であり、国立研究機関と同様の調整比率を用いて推計している57。特殊法人については、特殊法人の

[人文社会科学]、[自然科学]、[教育学・その他]の合計であり、その設備投資額の推計方法は国立研究機関
と（土地と建設の分割比率、及び調整比率において）同様である。以上によって公的研究部門の総固定資

本形成が推計されることになる。

医療・保健・社会保障設備投資額の推計

公的医療・保健・社会保障部門については詳細な推計が困難な部門であるが、SNAの付表 7「一般政府
の目的別支出」によって 1970年度以降（4.保健）と（5.社会保障・福祉サービス）の総固定資本形成が
得られ、また「行政投資」によっても保健医療、社会福祉、地方公営企業の病院の設備投資額が 1955年
度以降利用可能である。両者の各々の合計について 1970-92年度で比較すると、ほぼ同様な動きをしてお
り、その相関係数は 0.989にもなっている。よって暦年変換後、SNAの値を得られない 1955-70年につい
ては「行政投資」の値の伸び率によって、また 1971年以降は上記 SNAの値の伸び率を用いることによっ
て、1990年公的 IO-FCFM（1兆 632億円）をベンチとして推計している。

その他サービス設備投資額の推計

地方政府の普通会計での清掃事業の設備投資額については、自治省「地方財政統計年報」によって廃棄

物処理事業の建設事業費が得られ（ただし 1954-55年度は、自治省「地方財政の状況」での投資的経費の
普通建設事業費の伸び率で延長推計）、1984年度からはそのうちの用地取得費（補償費を含む）について
も利用可能である。推計方法としては、ここでの値の暦年変換後、唯一利用できる 1975年 IO-FCFMでの
廃棄物処理業の総固定資本形成に一致するように用地補償費比率を推計し、それによって 1955-84年の設
備投資額を推計している（1984年度以降については資料での用地補償費を直接に用いている）。

またその他サービス業に格付けられるものとして、日本中央競馬会（1954年 9月 16日設立）について
は、日本中央競馬会『日本中央競馬会十年史』及び同二十年史、同三十年史、同四十年史によって得られ

る主要工事費を用い、地方政府による収益事業については「行政投資」によって、おのおのの暦年変換値

によって推計している。

以上の集計によって、公的その他サービス業の総固定資本形成額を推計した。

3.3.2 公的部門資本形成の推移

ここでは推計された公的部門資本形成の推移を簡単にみてみることにする。

表 3.28が公的産業に格付けた名目総固定資本形成である（表では後に推計している社会資本合計も掲載
しており、それを加算したものが公的総固定資本形成になるが、差額は公的資本からの屑発生額を表してい

る）。公的総固定資本形成全体の年平均成長率は、1955年より 5年おきに 13.2%、18.4%、15.0%、16.5%、
10.7%、-1.1%、5.3%と 1960年代、70年代に高い成長となっているが、1980年より 85年までほぼ横ばい、
それ以降は再び成長している。

そのうち公的産業格付けしたものをみると、部門別には 1985年以降民営化によってかなり変動するもの
があるが、全体として 1955-60年では年平均成長率 10.3%、1960-65年 17.4%、1965-70年 13.8%、1970-75
年 16.5%、1975-80年 9.9%と高い成長をしており、特に 1.農林水産業（内訳では農業、林業（ほとんどが
林道）、漁港）、35.水道業（うち特に上水道・簡易水道）、41.医療・保健・社会保障など時系列的にその投
資額を伸ばしている。1985-92年においては、特に来たるべき高齢化社会へ向けて 41.医療・保健・社会保
障の資本形成が年平均成長率 10.36%と同期間の公的資本形成全体の 6.00%を大きく上回っている。

57ただし（土地・建物等）の分割は、別途に求めている公̇立̇教育の各年の（土地費）、（建設費）の比率を当該年の公営研究の（土
地費）、（建物費）の分割比率として求めている。
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表 3.28: 公的産業別総固定資本形成
単位：100万円

1.農林水産業 3.他鉱業 4.建設 5.食料品1

うち農業 うち林業 うち漁港
1955 30769 24030 3769 2970 0 3780 11730
1960 67315 50399 8585 8330 0 7307 2830
1965 151289 114126 18579 18585 0 18325 17700
1970 311269 222658 51160 37451 1969 38788 12804
1975 728238 516950 119137 92151 62 47206 37454
1980 1610572 1136755 235276 238541 289 56918 28044
1985 1934491 1516727 177991 239773 21 64989 8601
1990 2256813 1728600 206531 321682 160 58536 6636

10.出版印刷 12.化学 20.金属製品 27.鉄道輸送 28.道路輸送 29.水運 30.航空輸送
1955 145 78 41 7116 84 583 16
1960 530 81 135 16752 2072 1917 76
1965 3344 193 906 41770 9425 4740 210
1970 2019 426 781 76922 24469 10276 1330
1975 1912 664 1243 170135 74311 19292 2320
1980 3626 732 1130 320133 97539 34267 4686
1985 5404 2486 1104 182549 86322 35148 4815
1990 10069 1447 1485 160432 45544 67654 10833

32.通信 33.電気3 34.ガス 35.水道 36.商業
うち電電公社2 うち上水道

1955 53929 52401 45172 266 22833 20928 217
1960 125814 123166 59381 960 49089 43990 1499
1965 356357 349622 48894 1811 157272 125082 4178
1970 685313 670599 28165 2735 252187 216638 12627
1975 1403466 1374087 57987 9678 811891 735839 40149
1980 1722115 1667008 136790 12032 1013324 938514 55818
1985 488109 425955 147091 14254 1079285 1007390 43999
1990 207853 0 35164 19149 1289281 1209475 37481

37.金融保険 38.不動産 39.教育 40.研究
うち国立 うち公立 うち社会教育

1955 1219 24 50061 5664 42584 1812 3124
1960 1600 47 81199 8969 68187 4043 11700
1965 4038 150 195150 27342 155260 12549 20270
1970 5181 395 405846 42359 322618 40869 41930
1975 13923 8525 951323 66202 781961 103160 109805
1980 33430 12156 1910140 134623 1466593 308924 186517
1985 20609 36684 1486693 85928 1115613 285152 206380
1990 163658 29054 1892390 88716 1246227 557448 227356

41.医療 42.他サービス 43.公務 小計 社会資本 公的合計
うち廃棄物処理

1955 7864 856 742 121441 361345 218184 574000
1960 25722 5679 4599 143036 604741 513577 1109700
1965 87980 32869 27612 283458 1440330 1355922 2782900
1970 199888 66172 38972 696001 2877492 3028608 5890500
1975 468117 233897 185204 1387782 6579379 6855267 13417600
1980 829662 297588 248917 2420478 10787985 12126741 22888300
1985 738574 343834 303617 2296975 9228416 12449459 21648200
1990 1063213 543865 445139 2345544 10473619 17719186 28170100

1 日本専売公社の民営化（1985年 4月 1日）
2 電電公社の民営化（1985年 4月 1日）
3 電源開発株式会社の民営化（1986年 10月 1日）
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3.3.3 公的産業別縦比・横比の推計

KDB公的固定資本マトリックスの推計のために、公的産業別の総固定資本形成における縦比（資本財構
成比）および資本財別横比（産業投入比）の推計について報告する。

縦比の情報を与える基本的な資料は基準年について公的 IO-FCFMであるが、ここではそれ以外に個別
に情報が得られるものを整理しておこう。

39.教育 1955-92年にわたり先の教育部門の設備投資の推計において、その内訳として建設、その他の伸
び率が得られ、同産業の IO-FCFMでの縦比をベンチマークとしながら推計している。

40.研究 1955-92年にわたり先の研究部門の設備投資の推計において、その内訳として建設、機械器具、
その他の伸び率が得られ、同産業の IO-FCFMでの縦比をベンチマークとしながら推計している。

また横比（資本財別産業投入比）については民間産業別横比の推計（3.2.10）と同様に、各種機械類に
ついて NOMI需要者分類（表 3.24）における官公需の内訳としての、運輸業、通信業、その他の官公需
（地方公務、国家公務、防衛庁含む）および 1958-62年については公営電力についてのみ情報が得られる。
また建設については、ORC発注者分類（表 3.26）において、鉄道輸送業、通信業、電気業、水道業のみ
1955-75年において利用可能になっている。
以上によって、3.2.1での公的資本財別総固定資本形成ベクトル、3.3.1での公的産業別総固定資本形成ベ
クトル、ここでの縦比（産業別資本財構成比）の情報および横比（資本財別産業投入比）の情報を用いて、

KEO-RAS法によって 1955-92年にわたって 78資本財分類、43産業分類での公的固定資本マトリックス
を推計する。その際、3.4で報告する社会資本の推計結果は予め確定し、それを除く公的総固定資本形成に
ついてのみ推計をおこなっている。
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表 3.29: 政府諸関係機関の格付け
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

　中央政府
　一般会計
下記以外

○ ○ ○
　
○

　
43

社会教育 社 会 教
育 ○ ○

　
○

　
39

教育訓練機関 そ の 他
の 教 育
訓 練 機
関

○ ○
　
○

　
39

政府研究機関 自然・人
文 科 学
研 究 機
関

○ ○
　
○

　
40

保健衛生 保 健 衛
生 ○ ○

　
○

　
41

社会福祉施設 社 会 福
祉 ○ ○

　
○

　
41

公務員住宅賃貸 住宅
賃貸
料

○ ○
　
○

　
38

　特別会計
　事業会計
造幣局特別会計
(コイン)

金属
製品 ○ ○

　
○

　
20

造幣局特別会計
(勲章)

身辺
細貨
品

○ ○
　
○

　
20

造幣局特別会計
(補助貨幣回収
準備資金)

○ ○ ○
　
○

　
43

印刷局特別会計 出版
印刷 ○ ○

　
○

　
11

国有林野事業特
別会計 (国有林
野事業勘定)

林業
○ ○

　
○

　
1

国有林野事業特
別会計 (治山勘
定)

○ ○ ○
　
○

　
43

国営特定土地改
良工事特別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

アルコール専売
事業特別会計

商業
○ ○

　
○

　
36

港湾整備特別会
計 ○ ○ ○

　
○

　
43

空港整備特別会
計 (整備) ○ ○ ○

　
○

　
43

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

空港整備特別会
計 (維持運営)

航 空 付
帯 サ ー
ビス

○ ○
　
○

　
30

郵政事業特別会
計

郵便
○ ○

　
○

　
32

郵便貯金特別会
計

金融
○ ○

　
○

　
37

道路整備特別会
計 ○ ○ ○

　
○

　
43

治水特別会計
○ ○ ○

　
○

　
43

　社会保険会計
厚生保険特別会
計

社 会 保
険事業 ○ ○

　
○

　
41

船員保険特別会
計

社 会 保
険事業 ○ ○

　
○

　
41

労働保険特別会
計

社 会 保
険事業 ○ ○

　
○

　
41

国民年金特別会
計

社 会 保
険事業 ○ ○

　
○

　
41

　再保険会計
地震再保険特別
会計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

農業共済再保険
特別会計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

自動車損害賠償
責任再保険特別
会計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

漁船再保険及漁
業共済保険特別
会計

損害
保険 ○ ○ 　

○ 　
37

木船再保険特別
会計 ○ ○

　
○

　
37

1975.3.31

廃止

　公営保険会計
森林保険特別会
計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

輸出保険特別会
計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

簡易生命保険及
郵便年金特別会
計

生命
保険 ○ ○

　
○

　
37

機械類信用保険
特別会計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

中小漁業融資保
証保険特別会計

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

1977.3.31

廃止

　管理会計
登記特別会計

○ ○
　
○

　
43

1985.7.1

設立

外国為替資金特
別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

国立学校特別会
計

学
校教育・
学 校 研
究機関・
医療

○ ○
　
○

39
　
40
　
41

国立病院特別会
計

医療
○ ○

　
○

　
41

あへん特別会計
○ ○ ○

　
○

　
43

1985.3.31

廃止

食糧管理特別会
計

商業
○ ○

　
○

　
36

自作農創設特別
措置特別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

1985.3.31

廃止

農業経営基盤強
化措置特別会計 ○ ○

　
○

　
43

1985.4.1

設立

特許特別会計
○ ○ ○

　
○

　
43

自動車検査登録
特別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

貴金属特別会計 商業
○ ○

　
○

　
36

1978.3.31

廃止

　 (6.融資会計)
資金運用部特別
会計

金融
○ ○

　
○

　
37

産業投資特別会
計

金融
○ ○

　
○

　
37

都市開発資金融
資特別会計

金融
○ ○

　
○

　
37

1966.4.18

設立

　 (7.整理会計)
国債整理基金特
別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

電源開発促進対
策特別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

特定国有財産整
備特別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

交付税及び譲与
税配付金特別会
計

○ ○ ○
　
○

　
43

石炭及び石油及
び石油代替エネ
ルギー対策特別
会計

○ ○ ○
　
○

　
43

賠償等特殊債務
処理特別会計 ○ ○ ○

　
○

　
43

1979.3.31

廃止

特別会計直営建
設活動

建設 　
4

　公社
日本専売公社 たば

こ・
塩

○ ○
○
1974-
84

　
5

1949.6.1

設 立 、
1985.3.31

民営化
日本国有鉄道 運輸

○ ○
○
1975-
86

　
27

1949.6.1

設 立 、
1987.4.1

分割民営
化

日本電信電話公
社

通信
○ ○

○
1974-
84

　
32

1952.8.1

設 立 、
1985.3.31

民営化
　公団
水資源開発公団 建設

○ ○
　
○

　
4

1962.5.1

設立

森林開発公団 建設
○ ○

　
○

　
4

1956.7.16

設立

石油公団 原油
○ ○

　
3

1978.6.27

設立

農用地開発公団 建設
○ ○

　
4

1974.6.15

設立 (農
地開発機
械公団よ
り)

船舶整備公団 沿海
・内
水面
輸送

○ ○
　
29

1959.6.16

設立

日本鉄道建設公
団

建設
○ ○

○
1975-

　
4

1964.3.23

設立

新東京国際空港
公団

航空
付帯
サー
ビス

○ ○
○
1970-

　
30

1966.7.30

設立

京浜外貿埠頭公
団

水運
付帯
サー
ビス

○ ○
　
○

　
29

1967.10.20

設 立 、
1982.4.1

廃止
公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業



190 第 3章 資本ストックの推計

表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

阪神外貿埠頭公
団

水運
付帯
サー
ビス

○ ○
　
○

　
29

1967.10.20

設 立 、
1982.4.1

廃止
日本住宅公団 住宅

賃貸
料

○ ○
　
○

　
38

1955.7.25

設 立 、
1981.10.1

住宅・都市
整備公団
へ

住宅・都市整備
公団

建設
・住
宅賃
貸料

○
　
○

4
　
38

1981.10.1

設立

日本道路公団 道路
輸送
施設
提供

○ ○
　
○

　
28

1956.4.16

設立

首都高速道路公
団

道路
輸送
施設
提供

○ ○
　
○

　
28

1959.6.17

設立

阪神高速道路公
団

道路
輸送
施設
提供

○ ○
　
○

　
28

1962.5.1

設立

本州四国連絡橋
公団

道路
輸送
施設
提供

○ ○
　
○

　
28

1970.7.1

設立

地域振興整備公
団

建設
○ ○

　
4

1974.8.1

設立

宅地開発公団 建設
○ ○

　
4

1975.9.1

設 立 、
1981.10.1

住宅・都市
整備公団
へ

　公庫
国民金融公庫 金融

○ ○
　
37

1949.6.1

設立

医療金融公庫 金融
○ ○

　
37

1960.7.1

設 立 、
1985.1.1

社会福祉・
医療事業
団へ

環境衛生金融公
庫

金融
○ ○

　
37

1967.9.2

設立

農林漁業金融公
庫

金融
○ ○

　
37

1953.4.1

設立

中小企業金融公
庫

金融
○ ○

　
37

1953.8.20

設立

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

住宅金融公庫 金融
・損
害保
険

○ ○
　
37

1950.6.5

設立

公営企業金融公
庫

金融
○ ○

　
37

1957.6.1

設立

北海道東北開発
公庫

金融
○ ○

　
37

1956.6.8

設立

中小企業信用保
険公庫

金融
・損
害保
険

○ ○
　
37

1958.7.1

設立

沖縄振興開発金
融公庫

金融
○ ○

　
37

1972.5.15

設立

　特殊銀行
日本開発銀行 金融

○ ○
　
37

1951.4.20

設立

日本輸出入銀行 金融
○ ○

　
37

1950.12.28

設立

日本銀行 金融
○

　
37

1882.10.10

設立

　事業団
新技術事業団

○ ○
　
43

1961.7.1

設立

日本原子力船開
発事業団 ○ ○

　
43

1963.8.17

設 立 、
1985.3.31

日本原子
力研究所
へ

動力炉・核燃料
事業団 ○ ○

　
43

1967.10.2

設立

社会福祉・医療
事業団

金融 　
37

1985.1.1

設立 (社
会福祉事
業振興会
より)

国際協力事業団
○ ○

　
43

1974.8.1

設立 (海
外移住事
業団より)

年金福祉事業団
○ ○

　
43

1961.11.25

設立

畜産振興事業団 商業
○

　
36

1961.12.7

設立

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

糖価安定事業団 商業
○

　
36

1965.8.19

設 立 、
1981.10.1

蚕糸糖類
価格安定
事業団へ

日本蚕糸事業団 商業
○

　
36

1966.3.31

設 立 、
1981.10.1

蚕糸糖類
価格安定
事業団へ

蚕糸砂糖類価格
安定事業団

商業
○

　
36

1981.10.1

設立

金属鉱業事業団
○ ○

　
43

1963.5.20

設立

石炭鉱業合理化
事業団

社 会 公
共 サ ー
ビス

　
42

1960.9.1

設 立 、
1980.10.1

廃止
石炭鉱害事業団

○
　
43

1968.7.1

設立

中小企業事業団
○ ○

　
43

1980.10.1

設立

日本国有鉄道清
算事業団

運輸
○

　
27

1987.4.1

設立 (日
本国有鉄
道より)

簡易保険福祉事
業団

社 会 福
祉 ○

　
41

1962.4.27

設立

労働福祉事業団 医療・社
会福祉 ○

　
41

1957.7.1

設立

中小企業退職金
共済事業団 ○ ○

　
43

1959.7.1

設立

雇用促進事業団
○ ○

　
43

1961.7.1

設立 (炭
鉱離職者
援護会よ
り)

日本下水道事業
団 ○ ○

　
43

1975.8

　設立

宇宙開発事業団
○ ○

　
43

1969.10.1

設立

八朗潟新農村建
設事業団事業団

社 会 公
共 サ ー
ビス

○
　
○

　
42

1965.8.2

設
立、1977

　廃止
公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

環境事業団
○ ○

　
43

1965.10.1

設立

　金庫・営団
農林中央金庫

○
1943.9.15

設 立 、
1986.9.8

民間法人
化

商工組合中央金
庫 ○

1936.11.30

設立

帝都高速度交通
営団

地方
鉄道
軌道

○ ○
　
○

　
27

1941.7.4

設立

　特殊会社
東北開発株式会
社 ○

1957.8.1

設
立、1986

　民営化
日本たばこ産業
株式会社 ○

1985.4.1

設立 (日
本専売公
社より)

電源開発株式会
社 ○ ○

1952.9.16

設 立 、
1986.10.1

より民間
扱いへ

日本硫安輸出株
式会社 ○

1954.8.10

設
立、1982

　廃止
日本航空機製造
株式会社 ○

1959.6.1

設
立、1982

　廃止
東京中小企業投
資育成株式会社 ○

1963.11.15

設 立 、
1986.7.1

民営化
名古屋中小企業
投資育成株式会
社

○
1963.11.18

設 立 、
1986.7.1

民営化
大阪中小企業投
資育成株式会社 ○

1963.11.20

設 立 、
1986.7.1

民営化
日本航空株式会
社 ○

1953.10.1

設 立 、
1985.4.23

民営化
日本自動車ター
ミナル株式会社 ○

1965.7.28

設
立、1985

　民営化
公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

関西国際空港株
式会社 ○

1984.10.1

設立

国際電信電話株
式会社 ○

1953.3.24

設立

日本電信電話株
式会社 ○

1985.4.1

設立 (日
本電信電
話公社よ
り)

電力用炭販売株
式会社 ○

1963.9.12

設
立、1977

廃止
　その他の特殊法人
　 (1.研究所)
日本原子力研究
所

自然
科学
研究
機関

○ ○
　
○
1974-

　
40

1956.6.15

設
立、1985

日本原子
力船研究
開発事業
団を吸収
(民間扱い
から公的
企業へ)

理化学研究所 自然
科学
研究
機関

　
40

1958.10.21

設立

社会保障研究所
○

1965.1.11

設立

農業機械化研究
所 ○

1962.10.1

設
立、1986

廃止
アジア経済研究
所 ○

1960.7.1

設立

　 (2.共済組合等)
私立学校職員共
済組合 ○ ○

1954.1.1

設立

農林漁業団体職
員共済組合 ○ ○

1959.1.1

設立

地方公務員共済
組合・同連合会 ○ ○ ○

建設業退職金共
済組合 ○ ○ ○

1964.10.15

設 立 、
1981.10.1

建設業・清
酒製造業・
林業退職
金共済組
合へ

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

清酒製造業退職
金共済組合 ○ ○ ○

1967.9.1

設 立 、
1981.10.1

建設業・清
酒製造業・
林業退職
金共済組
合へ

建設業・清酒製
造業・林業退職
金共済組合

○
　
43

1981.10.1

設立

地方団体関係団
体職員共済組合 ○ ○ ○

1964.10.1

設
立、1982

地方公務
員共済組
合へ

国家公務員等共
済組合・同連合
会 (含国鉄、専
売等)

○ ○ ○

地方議会議員共
済会 ○ ○ ○

健康保険組合・
同連合会 ○ ○ ○

国民健康保険組
合・同連合会 ○ ○ ○

　 (3.協会)
北方協会 1961.12.15

設 立 、
1969.10.1

北方領土
問題対策
協会へ

北方領土問題対
策協会 ○

1969.10.1

設立

心身障害者福祉
協会 ○

1971.1.11

設立

地方競馬全国協
会 ○

1962.8.1

設立

高圧ガス保安協
会 ○

1963.12.20

設 立 、
1986.10.1

民営化
日本放送協会

○
1950.6.1

設立

日本勤労者住宅
協会 ○

1967.3.29

設立

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

日本労働協会
○

1958.9.15

設 立 、
1990.1.1

日本労働
研究機構
へ

日本消防検定協
会 ○

1963.10.1

設 立 、
1987.1.1

民営化
公害健康被害補
償協会 ○

1974.6.10

設立

　 (4.振興会)
日本学術振興会

○
1967.9.21

設立

日本芸術文化振
興会

1966.7.1

設立
私立学校振興会 1952.3.28

設 立 、
1970.7.1

日本私学
振興財団
へ

社会福祉事業振
興会 ○

1954.4.19

設 立 、
1985.1.1

社会福祉・
医療事業
団へ

日本自転車振興
会 ○

1957.10.1

設立

日本貿易振興会 その
他の
対事
業所
サー
ビス

　
42

1958.7.25

設立

日本小型自動車
振興会 ○

1962.10.1

設立

国際観光振興会
○

1964.4.13

設立

日本船舶振興会
○

1962.10.1

設立

　 (5.基金)
海外経済協力基
金

金融
○

　
37

1961.3.16

設立

社会保険診療報
酬支払基金 ○

1948.9.1

設立

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

地方公務員災害
補償基金 ○ ○

消防団員等公務
災害補償等共済
基金

○
1956.11.20

設立

林業信用基金
○

1963.10.1

設
立、1987

　　廃止
農業共済基金

○
1952.9.3

設立

漁業共済基金
○

1964.12.22

設
立、1982

　　廃止
厚生年金基金・
同連合会 ○

1967.2

　設立

農業者年金基金
○

1970.10.1

設立

奄美群島振興開
発基金 ○

1955.9.10

設立

国際交流基金
○

1972.10.2

設立

石炭鉱業年金基
金 ○

1967.10

　設立

鉄道整備基金 1991.10.1

設立
　 (6.その他)
国民生活研究所 1962.6.1

設 立 、
1970.10.1

国民生活
センター
へ

国民生活センタ
ー ○

1970.10.1

設立

日本科学技術情
報センター ○

1957.8.16

設立

日本育英会 金融 　
37

1944.4.20

設立
日本私学振興財
団 ○

1970.7.1

設立 (私
立学校振
興会より)

日本学校給食会
○

1955.10.1

設 立 、
1982.7.26

日本学校
健康会へ

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

国立競技場
○

1958.4.1

設 立 、
1986.3.1

日本体育・
学校健康
センター
へ

国立教育会館 1964.6.4

設立
放送大学学園 学 校 教

育
1981.7.1

設立
日本学校安全会

○
1960.3.1

設 立 、
1982.7.26

日本学校
健康会へ

日本学校健康会 1982.7.26

設 立 、
1986.3.1

日本体育・
学校健康
センター
へ

日本体育・学校
健康センター

1986.3.1

設立
国立教育会館

○
1964.6.1

設立

国立劇場
○

1966.7.1

設 立 、
1990.3.30

日本芸術
文化振興
会へ

日本中央競馬会 娯楽
サー
ビス

　
42

1954.9.16

設立

日本電気計器検
定所 ○

1964.12.28

設 立 、
1986.10.1

民営化
新エネルギー総
合開発機構 (新
エネルギー開発
)

自然
科学
研究
機関

　
40

1980.10.1

設立

新エネルギー総
合開発機構 (石
炭鉱業合理化)

○
　
43

1980.10.1

設立 (石
炭鉱業合
理化事業
団より)

新エネルギー総
合開発機構 (ア
ルコール製造)

化学 　
12

1980.10.1

設立

新幹線鉄道保有
機構

運輸 　
27

1987.4.1

設立
日本労働研究機
構 ○

1990.1.1

設立

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

　地方政府
　普通会計
下記以外

○ ○ ○
　
○

　
43

清掃事業 廃 棄 物
処理 ○ ○

　
○

　
42

住宅事業 住宅
賃貸
料

○ ○
　
○

　
38

造林事業 林業
○ ○

　
○

　
1

学校教育 学 校 教
育 ○ ○

　
○

　
39

社会教育 社 会 教
育 ○ ○

　
○

　
39

教育訓練機構 そ の 他
の 教 育
訓 練 機
関

○ ○
　
○

　
39

地方政府研究機
関

自然・人
文 科 学
研 究 機
関

○ ○
　
○

　
40

保健衛生 保 健 衛
生 ○ ○

　
○

　
41

社会福祉施設 社 会 福
祉 ○ ○

　
○

　
41

空港管理 空 港 付
帯 サ ー
ビス

○ ○
　
○

　
30

港湾管理 水 運 付
帯 サ ー
ビス

○ ○
　
○

　
29

失業者就労事業 廃 棄 物
処理

建設
○ ○

　
○

4
　
42

直営建設活動 建設
○ ○

　
○

　
4

公務員住宅賃貸 住宅
賃貸
料

○ ○
　
○

　
38

一部事務組合
○ ○ ○

　
○

　
43

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

　事業会計
上水道・簡易水
道事業

上水
道・
簡易
水道

○ ○
　
○

　
35

工業用水道事業 工業
用水
道

○ ○
　
○

　
35

公共下水道事業 下水道
○ ○

　
○

　
35

交通事業 運輸
○ ○

　
○

　
27

電気事業 電力
○ ○

　
○

　
33

ガス事業 ガス
○ ○

　
○

　
34

病院事業 医療
○ ○

　
○

　
41

市場事業 商業
○ ○

　
○

　
36

港湾整備事業 (
整備)

建設
○ ○

　
○

　
4

港湾整備事業 (
維持運営)

水運
付帯
サー
ビス

○ ○
　
○

　
29

と畜場事業 と畜
○ ○

　
○

　
5

観光施設事業 各ア
クテ
ィビ
ティ

○ ○
　
○

有料道路事業 道路
輸送
施設
提供

○ ○
　
○

　
28

駐車場事業 道路
輸送
施設
提供

○ ○
　
○

　
28

宅地造成事業 不動
産業 ○ ○

　
○

　
38

国民健康保険事
業 (保険給付)

社 会 保
険事業 ○ ○

　
○

　
41

国民健康保険事
業 (直営診療所
)

医療
○ ○

　
○

　
41

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業
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表 3.29:政府諸関係機関の格付け（続）
産業連関表 新 SNA 旧 SNA 行 公的

政 K
政府サービス 産業 一般政府 公的企業 投 D

公
　 　 　
非公務 家 企

　　
公企 民 中 地 社 非 金 般 政

資 B 備考

競馬・競輪・競
小型自動車・競
艇

娯楽
サー
ビス

○ ○
　
○

　
42

宝くじ 娯楽
サー
ビス

○ ○
　
○

　
42

農業共済事業 損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

交通災害共済事
業

損害
保険 ○ ○

　
○

　
37

公益質屋事業
○ ○ ○

　
○

　
43

公立大学付属病
院事業

医療
○ ○

　
○

　
41

一部事務組合
○

　
○

　
43

　公社
住宅供給公社 住宅

賃貸
料

○
　
38

土地開発公社 建設
○

　
4

地方道路公社 道路
輸送
施設
提供

○
　
28

地方駐車場公社 道路
輸送
施設
提供

○
　
○

　
28

　その他の会計
財産区

○ ○
　
43

地方開発事業団
○ ○

　
43

港務局 (整備)
○

　
○

　
43

港務局 (維持運
営)

水 運 付
帯 サ ー
ビス

　
○

　
29

公：公務、家：対家計民間非営利サービス、企：対企業民間非営利サービス、公企：公的企業、民：民間扱い
中：中央政府、地：地方政府、社：社会保障、非：非金融法人、金：金融法人、般：一般政府、政：政府企業



202 第 3章 資本ストックの推計

3.4 社会資本形成の推計

ここでは公的部門による総固定資本形成のうち、特に社会資本形成として格付けているものについて、

その推計方法を詳細に報告する。以下ではまず社会資本に関する推計を整理し、ここで社会資本と格付け

るものを確定したのちに、その具体的な推計方法について詳細に報告する58。

3.4.1 その対象について

1970,75,80年 IO-FCFMでは「公共資本」部門、1985,90年表では「その他」部門として、産業に格付け
できないものとして狭義の社会資本の総固定資本形成が計上されている。IO-FCFMでは社会資本の定義
が必ずしも明確ではないということから、統計の利用者が社会資本として考えるものを、公的産業に格付

けたもの（例えば、日本道路公団等による有料道路）や民間産業に格付けたもの（例えば、発電設備や電

信電話設備）から取り出して弾力的に処置できるようにしている。「その他」部門とは、表 3.30のような
分類になっている59。

表 3.30: IO-FCFM「その他」部門（「公共資本」部門）
1970年 1975年 1980年 1985年 1990年
道路 道路 道路 道路 道路
住宅 住宅 住宅 住宅 住宅
環境衛生 環境衛生 環境衛生 環境衛生 環境衛生
国土保全 国土保全 国土保全 国土保全 国土保全
土地造成 土地造成 土地造成 土地造成 土地造成
港湾 港湾 港湾
空港 空港 空港
その他 その他
政府施設

また経済企画庁総合計画局社会資本班 [41]によって社会資本 20部門60について推計がおこなわれてお

58社会資本の推計についてはすでに拙稿 [47]において報告済みだが、1990年固定資本マトリックスの公表および 1992年までの
延長推計によって、前回の推計における一部の係数の修正及び調整をおこなっている。

591970,75,80,85,90年 IO-FCFMより作成。これらの部門の内訳は以下のものである。

道路 一般道路（国道・都道府県道・市町村道）、一般街路の新設・維持及び補修、失業対策事業、市街地再開発事業、土地区画整理
事業（日本道路公団等の有料道路は「その他運輸付帯サービス」に格付け）

住宅 家計用住宅（公営・公庫及び公団等により分譲された住宅を含む）（貸家、公営・公庫・公団住宅のうち賃貸分、政府及び産業
の給与住宅は「不動産業（住宅賃貸料）」に格付け）

環境衛生 都市公園・緑地保全・下水道・下水道終末処理施設（上・工業用水道施設は「水道・廃棄物処理」に格付け）

国土保全 治山（国有林野事業）・治水（河川改修、河川総合開発及び砂防）・海岸整備・災害復旧事業

土地造成 宅地造成・工業用地造成・干拓

港湾 港湾及びその付帯施設（漁港及びその付帯施設は「漁業」に格付け）

空港 空港整備特別会計の「整備勘定」の空港及びその付帯施設（航空通信・管制施設、航空路監視レーダー、騒音対策）（「維持運
営勘定」は「運輸（航空付帯サービス）」に格付け）

政府施設 本来の政府施設としての政府庁舎、設備、機器、試験所、巡視船のほか、厚生福祉関係の保健所、検疫所などの保健施設、
社会福祉施設、児童母子福祉施設、労働福祉施設、文教施設としての青年の家、児童文化センター、少年自然の家など青少年
教育施設、自治大学校、防衛大学校、海員学校、職業補導所など職員・職業訓練施設、公民館、国公立図書館、博物館、美術
館、動・植物園

この内訳（概念）は各基準年において統一されておらず、特に（環境衛生）においては1985年表のみ下水道終末処理施設が含まれるなど、
大きく変化しており（IO-FCFM(70)=234,745、IO-FCFM(75)=82,121、IO-FCFM(80)=201,157、IO-FCFM(85)=2,119,607、
IO-FCFM(90)=882,623 —単位:百万円）時系列比較には注意が必要である。

60推計されている主要 20部門は、1.道路、2.港湾、3.航空、4.国鉄、5.鉄建公団、6.地下鉄等、7.電電公社、8.公共賃貸住宅、
9.下水道、10.廃棄物処理、11.水道、12.都市公園、13-1.学校施設・学術施設、13-2.社会教育施設・社会体育施設・文化施設、14.
治水、15.治山、16.海岸、17-1.農業、17-2.林業、17-3.漁業、18.郵便、19.国有林、20.工業用水道、である。また主な民間主体
の社会資本として、1.私鉄、2.国際電電、3.電気、4.都市ガス、5.私立学校、6.民間住宅、についても推計されている。
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り、昭和 57年度までの社会資本各部門の名目投資額、デフレーター及び粗資産額が推計されている。しか
し、ここでの社会資本は公的総固定資本形成の全体をカバーしておらず、また何よりも昭和 58年度以降の
資料は現在も推計されているが特に公表されていない。

また地域別社会資本ストックの計測例としては、電力中央研究所の大河原他 [32]による 4目的（1.農林
水産基盤、2.産業基盤、3.運輸・通信基盤、4.生活基盤）別社会資本ストックの都道府県別推計がある61。

表 3.31: 社会資本部門分類
部門番号 部門 部門番号 部門

440. 住宅 522. 緑地保全
450. 鉄道軌道 523. 下水道
460. 有料道路 524. 下水道終末処理施設

461. 高速道路 530. 国土保全
462. 有料道路（国道・地方道） 531. 治山

470. 道路 532. 河川
471. 道路（国道） 533. 砂防・地滑り対策
472. 道路（主要地方道） 534. 海岸
473. 道路（都道府県道） 540. 土地造成
474. 道路（市町村道） 550. 災害復旧
475. その他道路 5501. 有料道路

480. 街路 5502. 道路（国道）
481. 街路（国道） 5503. 道路（主要地方道）
482. 街路（主要地方道） 5504. 道路（都道府県道）
483. 街路（都道府県道） 5505. 道路（市町村道）
484. 街路（市町村道） 5506. 街路

490. 橋梁 5507. 橋梁（国道）
491. 橋梁（道路:国道） 5508. 橋梁（主要地方道）
492. 橋梁（道路:主要地方道） 5509. 橋梁（都道府県道）
493. 橋梁（道路:都道府県道） 5510. 橋梁（市町村道）
494. 橋梁（道路:市町村道） 5511. 港湾
495. 橋梁（道路:その他道路） 5512. 公園
496. 橋梁（街路:国道） 5513. 下水道
497. 橋梁（街路:主要地方道） 5514. 下水道終末処理施設
498. 橋梁（街路:都道府県道） 5515. 治山施設
499. 橋梁（街路:市町村道） 5516. 河川

500. 港湾 5517. 砂防・地滑り対策
510. 空港 5518. 海岸
520. 環境衛生 560. 鉱害復旧

521. 公園

本稿での社会資本形成の推計は、公的 IO-FCFM及び（集計値として）SNAの公的総固定資本形成との
整合性に配慮するものである。よって網羅的に推計がなされなくてはならないという点から、IO-FCFMと
同様に弾力的に処理できるようできるだけ細かい分類で把握することを（公的 IO-FCFMの「その他」部
門への対応も考慮して）目指している。よって推計する（狭義の）社会資本部門を表 3.31のようにする。こ
の中には特に産業格付けが可能なもの（排除可能なもの、その提供するサービスについて価格付けがなさ

れているもの）を含んでいるが、IO-FCFMとの対応および推計方法上の便宜を考慮した分類であり、デー
タベースの把握としてはこのように分類している。よって農業土木、林道、漁港、上水道などは社会資本

とも考えられるが、それらは公的固定資本マトリックスの中に計上されており、分析目的に応じて取り出

せるようになっている。

またほとんどの部門において、社会資本形成の推計の際に共通しておこなわなければならない年度値か
61この推計は県民経済計算の公的資本形成（昭和 50年価格実質値）を基礎データとして、建設省「公共工事着工統計年度報」に
よって目的別に分割するという方法によって為されている（「昭和 45年国富調査」をベンチとしている）。
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ら暦年値への変換方法を先に述べることにする。暦年変換は建設省計画局調査統計課「公共工事着工統計

年度報」62によっている。この統計において工事種類別総工事費評価額月別推移表によって、（社会資本の

暦年変換に利用可能なものとしては）鉄道軌道、道路、港湾、空港、公園、下水道、治山、河川、砂防、海

岸、土地造成、災害復旧の暦年変換係数が求められる63。以下において特に断らない限り、この暦年変換

係数を用いて暦年変換をしている。

3.4.2 部門別社会資本形成の推計

（440.住宅）の推計

公的部門の保有する住宅は、公的 IO-FCFMでは「その他」部門の（住宅）には計上されず、不動産業
（住宅賃貸業）に格付けられているが、KDB-FCFMではこの分を（440.住宅）に計上することにする。公
的住宅については SNAで遡及報告により、1955年以降暦年値で資料が入手可能であることからその値を
そのまま用いることにする。表 3.32により、公的 IO-FCFMの不動産業の総固定資本形成と SNAの公的
住宅の値はほぼ対応していることがわかる。

表 3.32: 公的住宅投資の比較
単位：10億円

IO-FCFM不動産業 うち住宅建築 SNA公的住宅
1970 359.4 359.1 355.4
1975 817.3 808.9 825.3
1980 900.7 888.6 888.6
1985 844.9 808.5 812.7
1990 974.1 944.5 928.8

（450.鉄道軌道）の推計

鉄道軌道を建設する主体は、日本国有鉄道（1949年 6月 1日設立、1987年 4月 1日分割民営化）、日本
鉄道建設公団（1964年 3月 23日設立）、本州四国連絡橋公団（1970年 7月 4日設立）、帝都高速度交通営
団（1941年設立）、地方公営企業鉄道事業・地下鉄事業である。しかし各主体の投資額に占める用地補償
費比率及び土木比率ははかなり大胆な推計をせざるを得ない面もあり、積み上げによって推計値として確

定することは困難である。また鉄道軌道は産業連関表において商品分類では「鉄道軌道建設」であり、産

出先は公的及び民間総固定資本形成であることから、産業連関表原表によっても鉄道軌道の公的総固定資

本形成が利用可能である64。よって以下に述べるように各主体の投資額を推計し、積み上げた後、IOの数

62建設省計画局「公共工事着工統計年度報」の調査範囲は、国、地方公共団体、日本国有鉄道、日本電信電話公社、日本専売公社、
住宅金融公庫及びその他の公庫、日本開発銀行、日本輸出入銀行、住宅・都市整備公団及びその他の公団、労働福祉事業団及びその
他の事業団、日本原子力研究所、帝都高速度交通営団、電源開発株式会社、関西国際空港株式会社、新幹線鉄道保有機構、港務局、
土地改良区及び森林組合、地方住宅供給公社、地方道路公社などが建設業者に発注する建設工事及びこれらが直営でおこなう建設工
事である。
またこの調査は毎月標本抽出調査である。母集団は建設工事施行統計調査の調査表回収事務所であり、登録建設業者（建設業法第

4条によって建設業登録をうけた建設業者）については調査表の内容「公共機関発注工事の元請施行高」規模が（1）1千万円未満、
（2）1千万円以上 1億円未満、（3）1億円以上のものとに層別し、各層の抽出率を（1）0、（2）1/4、（3）1/1としている。標本誤差
は全国計で 0.01%（年度計）におさまるようにしてある。直営施行事業所については直営工事量の大きい運輸省港湾建設局所属の港
湾工事事務所と日本電信電話公社付属の電気通信部、搬送通信部、無線通信部、都市管理部等を有意抽出して調査対象としている。

63工事種類項目は、1.治山治水、2.農林水産、3.道路、4.港湾空港、5.下水道公園、6.教育病院（1993年以降、分割）、7.住宅
宿舎、8.庁舎その他、9.災害復旧、10.土地造成、11.鉄道軌道、12.電信電話郵便、13.電気・ガス、14.上・工業用水道、15.維持
補修である。なお昭和 43年度以前においては、この工事種類は何回か変更されている。

64通産省による延長表も 1973年以降利用可能（商品分類「鉄道軌道建設」が得られる）だが、関連各省庁合同作業による産業連
関表（以下では簡単に IOと呼ぶ）の数値と比較してかなりの乖離がみられるところもあり、ここでは利用しない（例えば、両者を
比較すると 1980年では「鉄道軌道建設」の公的総固定資本形成はそれぞれ 10887.43億円、14067.68億円である）。



3.4. 社会資本形成の推計 205

字をベンチとして推計することにする。

本州四国連絡橋公団は「本州四国連絡橋公団要覧」により全期間（1970年度以降）にわたって、鉄道事
業の建設費及びそのうちに占める用地補償費が得られる。また大蔵省「財政金融統計月報（財政投融資特

集）」によって、日本国有鉄道の投資額は 1966-84年度にわたって65、日本鉄道建設公団は全期間（1963-92
年度）にわたって、帝都高速度交通営団は 1963-92年度にわたって66入手可能である。また自治省「行政

投資」により地方公営企業の鉄道事業（全期間について）と地下鉄事業（1964年度より）の投資額を得て
いる67。本州四国連絡橋公団の他は用地補償費が得られないので、ここで求めた用地補修費比率の平均値

（15.863%）を日本国有鉄道、日本鉄道建設公団、地方公営企業鉄道事業について一律に適用しこの分を取
り除き、また帝都高速度交通営団及び地方公営企業地下鉄事業については一律 8%として取り除いている。
そしてこれらの合計値を暦年変換した後、（1975,85,90年）IO-FCFMによって得られる公的鉄道業の土木
投資率（それぞれ、82.807%、80.160%、68.694%）を用いて鉄道軌道の総固定資本形成を推計する。そし
てこの推計値の伸び率を用いて、1965,70,75,80,90年 IO-FCFMの鉄道軌道の公的総固定資本形成をベン
チとし補間することにする68。

以上によって（450.鉄道軌道）が推計されることになる。

（460.有料道路）の推計

有料道路を建設する主体は日本道路公団（1956年 4月 16日設立）、首都高速道路公団（1959年 6月 17
日設立）、阪神高速道路公団（1962年 5月 1日設立）、本州四国連絡橋公団（1970年 7月 1日設立）、指定
都市高速道路公社（1970年設立）、地方道路公社（1971年設立）、地方政府事業会計であり、各主体の投
資額を主に建設省建設経済局「建設業務統計年報」69により得られる。また 1987年には東京湾横断道路株
式会社が設立されており、SNA及び公的 IO-FCFMでは、この会社の投資に関する経費のみ公的部門とし
て扱っている。よって有料道路を建設する主体としてここでも考慮しなければならない。

日本道路公団 「建設業務統計年報」により、それぞれの総固定資本形成額とする事業は、（461.高速道路）
は高速自動車国道の新設費、維持改良費、（462.有料道路）は一般国道の新設費、維持改良費及び地
方道の新設費、維持改良費である（大規模な維持補修費と、小規模なものを分割不可能であるため

全ての維持補修費を含むことにする）。これらの事業費の内訳は、（調査費）、（事務費）、（工事費）、

（うち用地費）、（うち補償費）であり、総固定資本形成として（調査費）、（事務費）、（工事費）の合

計より、（うち用地費）、（うち補償費）を除いたものとする。1956年度以降の資料が利用可能だが、
1956-60年度の資料では、事業が高速道路と、国道、地方道に分割されていないので、1961年度の比
率で分割した。また 1961-62年度では用地費、補償費を得ることができないので 1960年度の用地補
償費比率を用いて用地補償費を推計することにした。

651965年度以前は企画庁『日本の社会資本』国鉄の新設改良費の伸び率で、1985年度以降は運輸省鉄道局『数字でみる鉄道』の
国鉄の投資額の伸び率で推計した。しかし 1987年 4月 1日より民営化されたので、民営化以降はここに含まない。

661962年以前は、直接問い合わせ入手した。
67「行政投資」についての詳細については後に（460.港湾）のところで述べるが、帝都高速度交通営団の投資額が公営地下鉄事業
のうちに 1973年度まで含まれているのでこれを除いた値を用いている（1974年度以降は一般事業の鉄道に含まれている）。

681965,70,75,80,85,90年において、積み上げによる推計値はそれぞれ、2459.70、3938.48、8349.26、12369.49、7311.37、4000.40
億円であり、IOの値はそれぞれ、2011.78、3704.76、8194.17、14067.68、10621.10、3520.35億円である。明らかに 1985年では
IOの値はわれわれの推計値に比較して大きいので、ベンチとしては利用しなかった（ちなみに通産省の延長表では 1985年は 4093.82
億円とさらに小さな値となっている）。

69ここで用いる「建設業務統計年報」は以下の推計でも利用することが多い。この統計は建設省所管建設事業費等調査（直轄事業、
国庫補助事業、地方単独事業）、建設省関係公団事業費等調査（住宅・都市整備公団、日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道
路公団、水資源開発公団、本州四国連絡橋公団）、地方住宅供給公社事業費等調査、地方道路公社事業費等調査、運輸省所管港湾事業
費等調査（直轄事業、国庫補助事業、地方単独事業）からなっている。
事業費の内訳は直轄及び国庫補助事業では、事務費、調査費、工事費であり、さらに工事費は、本工事費、付帯工事費、測量及び

試験費、用地費、補償費、機械器具費、営繕費に分けられている（公団事業、地方公社事業、港湾事業についても同様である）。地方
単独事業では、事業費は工事請負費、公有財産購入費（用地買収費に相当）に分割されている。各事業の名称、分類にかなりの変更
がみられるが、時系列的に資料が利用可能であり、総固定資本形成には入らない用地補償費を比較的明確に取り除くことができるこ
と等、多くの部門で利用している。
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首都高速道路公団 「建設業務統計年報」により首都高速道路公団事業（新設費、改築費、維持改良費）が

得られ、これを（461.高速道路）の総固定資本形成とする。事業費の内訳及びここでの対象も日本道
路公団と同様である（1959年度以降資料が入手可能）。

阪神高速道路公団 「建設業務統計年報」により阪神高速道路公団事業（新設費、改築費、維持改良費）が

得られ、これを（461.高速道路）の総固定資本形成とする。事業費の内訳及びここでの対象も日本道
路公団と同様である（1962年度以降資料が入手可能）。

本州四国連絡橋公団 1974年度以降にわたり「建設業務統計年報」により道路事業費（建設費と調査費）が
得られ、これを（462.有料道路）の総固定資本形成とする（有料道路では道路と橋梁を分割していな
いので全てを（462.有料道路）とし、なお本公団の行う鉄道事業はもちろんここには含まれない）。
事業費の内訳及びここでの対象も日本道路公団と同様である。1971-73年度に関しては「本州四国連
絡橋公団要覧」によって資料が入手可能である（この期間では調査費のみの計上である）。

指定都市高速道路公社 「道路統計年報」により高速道路事業費が得られ（現在、名古屋高速道路公社と福

岡北九州道路公社の二社が営業）、これを（461.高速道路）の総固定資本形成とする。対象とする事
業費の内訳は、1970-72年度は（道路改良）、（橋梁整備）、（鋪装新設）、（橋梁補修）、（鋪装補修）、
（その他修繕）、（維持）、（調査）から（用地費及び補償費）分を取り除いたものであり、1973年度以
降は（高速道路建設費）、（関連街路分担金）、（調査費）より（用地費及び補償費）分を取り除いた

ものとする（この（用地費及び補償費）分は資料から得られないので、先に求めた日本道路公団の高

速道路の用地補償費比率を用いることにする）。1970-92年度にわたり資料が（福岡北九州道路公社
は 1972年度より）入手可能である。

地方道路公社 「道路統計年報」より一般有料道路、一般有料都道府県道、一般有料地方道の建設に計上さ

れる事業費が得られ、これを（462.有料道路）の総固定資本形成とする。対象とする事業費の内訳
は、（道路改良費）、（橋梁整備）、（鋪装新設費）、（維持修繕費）、（調査費）の合計から（うち用地補

償費）を引いたものである。1974-92年度の資料が利用可能である。1972-73年度は「建設業務統計
年報」の地方道路公社事業費の伸び率を用いて推計し、1971-72年度は「建設業務統計年報」でも得
られないので、1期前の事業費の伸び率を用いて推計した。

地方政府事業会計 「建設業務統計年報」により有料地方道の新設費、維持補修費が得られ、これを（462.
有料道路）の総固定資本形成とする。事業費内訳は、（事業費）、（工事請負費）、（公有財産購入費）、

（補償費）であり、（事業費）から（公有財産購入費）と（補償費）を引いたものを総固定資本形成額

とした。1954年度以降に関して資料を得ることができるが、1958-63年度の資料では道路事業費合
計額及び用地補償費合計額のみ（一般道路と有料道路が集計されている）計上されており、1964年
度の全道路事業費に占める有料道路事業費の比率（0.0188）と全用地補償費に占める有料道路の用地
補償費の比率（0.0077）を用いて、この期間の事業費及び用地補償費を推計した。1954-57年度に関
しては、用地補償費合計額も計上されておらず 1958年度の用地補償費比率（0.0324）を用いてこの
期間の用地補償費を推計した。

東京湾横断道路株式会社 大蔵省「財政金融統計月報（財政投融資特集）」によって建設費が得られ、この

値を用いて投資額とする。

以上のように求めた各主体の高速道路及び有料道路の総固定資本形成額を合計し、また先に述べた暦年変

換をすることによって暦年値での（460.有料道路）、（461.高速道路）、（462.有料道路（国道・地方道））を
推計した後に、（460.有料道路）の推計値の伸び率を用いて 1970,75,80,85,90年 IO-FCFMの値をベンチと
して有料道路全体の総固定資本形成額を確定し、その値を（461）と（462）とで調整して推計する。
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（470.道路）、（480.街路）、（490.橋梁）の推計

建設省道路局「道路統計年報」70 により時系列で比較的安定的に資料が得られる。

（470.道路）の新設改良費としては工種別内訳のうち（道路改良）、（鋪装新設）を、維持補修費として
（鋪装補修）、（その他修繕）、（維持）を対応させる。ここでの維持補修費には小規模のものも含まれてお

り71、このままでは過大推計になってしまうので、維持補修費分のうちの大規模なものの比率を推計し72、

その分のみを総固定資本形成に加算することにする。また用地補償費について「道路統計年報」に計上さ

れていないところは、「建設業務統計年報」の値の伸び率を用いて随時補完し、用地補償費分を取り除くこ

とによって（470.道路）の総固定資本形成を推計した（暦年変換も先におこなっている）。また労働省所管
の道路事業である失業対策事業は一般国道、主要地方道、一般都道府県道、市町村道別に加算するが、「道

70「道路統計年報」では一般道路事業費、都市計画街路事業費、有料道路事業費（地方公共団体合計）、有料道路事業費（地方道路
公社合計）、災害復旧事業費、失業対策事業費、道路事業費（その他事業 I合計）、道路事業費（その他事業 II合計・委託含）及び日
本道路公団事業費、首都高速道路公団事業費、阪神高速道路公団事業、本州四国連絡橋公団事業費、指定都市高速道路公社の有料道
路事業費が得られる。その事業の概念及び内訳については次のようになる（各種事業のうち二つ以上の事業を合併して施行した場合
（例えば一般道路事業と、都市計画街路事業との合併施行）には、事業費を各々の事業に分割して計上されている）。

一般道路事業費 「高速自動車国道」、「一般国道」、「主要地方道」、「一般都道府県道」、「市町村道」からなり、工種別内訳としては、
（道路改良）、（橋梁整備）、（舗装新設）、（橋梁補修）、（舗装補修）、（その他修繕）、（維持）、（調査）、（その他）がある（「高
速自動車国道」に関しては（調査）のみ計上）。またそのうちの、（用地・補償費）の占める額が計上されている。

都市計画街路事業費 都市計画街路事業費は都市計画事業のうち道路事業に充てられた経費である。それは「一般国道」、「主要地方
道」、「一般都道府県道」、「市町村道」からなり、工種内訳は一般道路事業費と同一である。

有料道路事業費（地方公共団体合計）地方公共団体による有料道路事業費であり、事業費の内訳は（道路改良）、（橋梁整備）、（鋪装
新設）、（維持修繕）、（調査）（その他）、（償還金）である。またそのうちに占める用地・補償費額も計上されている。

有料道路事業費（地方道路公社合計）地方道路公社による有料道路事業費であり、事業費の内訳は有料道路事業費（地方公共団体合
計）と同様である。またそのうちに占める用地・補償費額も計上されている。

道路災害復旧事業費 災害復旧事業費は道路について発生した災害の復旧に充てられた経費であり（災害関連事業費は一般道路事業
費の中に含まれている）、「一般国道」、「主要地方道」、「一般都道府県道」、「市町村道」からなる。工種別内訳は（道路災害）、
（橋梁災害）であり、そのうちの用地・補償費が計上されている。

失業対策事業費 失業対策事業費は労働省所管予算により一般失業者の吸収を目的とする事業のうち、道路事業に充てられた経費で
ある。「一般国道」、「主要地方道」、「一般都道府県道」、「市町村道」からなり、工種別内訳としては、（道路改良）、（橋梁整
備）、（舗装新設）、（維持補修）、（調査）、（その他）がある。またそのうちの、（用地・補償費）の占める額が計上されている。

道路事業費（その他事業 I合計）その他事業 Iは他省庁が所管するもの（労働省の失業対策事業費は別掲）で、道路法による道路に
充てられた経費であり、例えば、防衛施設関連事業、地域改善対策事業、過疎対策事業、原子力施設周辺環境整備事業、研究
学園都市整備事業等である。工種別内訳は、失業対策事業費と同様である（うちに占める用地・補償額も計上）。

道路事業費（その他事業 II合計・委託含）その他事業 IIは、道路法第 22条、第 24条及び第 38条（第 32条及び第 35条を含む）
の規定に基づき道路工事に充てられた経費である（道路法によれば、第 22条は「工事原因者に対する工事施行命令等」、第 24
条は「道路管理者以外の者の行う工事」、第 32条は「道路占有の許可」、第 35条は「国の行う道路の占有の特例」、第 38条
は「道路管理者の道路の占有に関する工事の施行」に関する法律である）。工種別内訳は、失業対策事業費と同様である（う
ちに占める用地・補償額も計上）。

また工種別内訳のうち、（道路改良）、（鋪装新設）、（その他修繕）、（維持）、（その他）は以下のものである。

道路改良 踏切除却、特殊改良 1種、特殊改良 2種、特殊改良 3種のうち鋪装工を除いたもの、交通安全施設 1種、踏切構造改良及
び雪寒事業のうち除雪を除いたものを含む。

鋪装新設 踏切除却及び特殊改良のうちの鋪装工を含む。

その他修繕 橋梁補修及び鋪装補修以外のもので、災害防除等修繕的なものを含む

維持 交通安全施設 2種、砂利道補修、建設機械整備費、道路標識設置費、雪寒事業のうちの除雪、維持修繕費の一部として支出さ
れる道路工夫給、運転手給等を含む。

その他 有料の渡船あるいは橋梁の運営費、道路愛護費、駐車場管理費及び占用復旧費等を含む。

71旧 SNAでは維持補修分は全て総固定資本形成に計上されていたが、新 SNAでは小規模な維持補修分については中間消費とし
て扱うことになっている。IO-FCFMでも大規模な補修分についてのみ計上している。

72推計方法は以下のようにした。「道路統計年報」によって計測される（470.道路）、（480.街路）、（490.橋梁）の維持補修費の合
計を「公共工事着工統計」の（道路工事費）による暦年変換比率を用いて暦年変換した値と、IO-FCFMの道路総固定資本形成額に
（用地補償費）を加算し、新設改良費を引いた値との比率を基準年（1970,75,80,85年）において求めた（ただし 1990年は 1.00とし
た）。1970年以前は 1970年の比率を、1985年以降は 1985年の比率を用い、また中間年については直線補間した。このように推計
することは IO-FCFMと「道路統計年報」による推計した値において、新設改良費と用地補償費が等しいと仮定している（両統計
の相違を維持補修費のみに求めている）ことになる。1970年では 0.9074、1975年では 0.4929、1980年では 0.5821、1985年では
0.9462がその推計された比率であり、1985年では維持補修分の 94.6%を総固定資本形成に加算していることになる。なお、この比
率は（470.道路）、（480.街路）、（490.橋梁）の全てに適用することにする。



208 第 3章 資本ストックの推計

路統計年報」のその他事業 Iと IIは（475.その他道路）として別掲しておく。

（480.街路）は「道路統計年報」都市計画街路事業によって資料が得られ、事業分類、内訳は（470.道
路）と同様であり、推計方法も同様である。

（490.橋梁）は新設改良費として工種別内訳のうち（橋梁整備）を、維持補修費として（橋梁補修）を
対応させた。推計方法は（470.道路）と同様であるが、用地補償費は 0として推計をおこなっている。そ
の他事業 Iと IIは（499.その他橋梁）として別掲しておく。

以上のようにしてそれぞれの総固定資本形成額が推計される。この時点での推計値の合計値は 1970,75,80,85
年 IO-FCFMではほぼ一致するが、1990年 IO-FCFMとは 9000億円弱もの差が発生してしまっている73。

（500.港湾）の推計

自治省「行政投資」74及び運輸省「港湾事業費統計」75の両統計を用いて推計する。「港湾事業費統計」

の数値は IO-FCFM及び『日本の社会資本』と比較して過小であり（対象として各地方公共団体及び外貿
埠頭公団を含んでいるが）、「行政投資」の港湾の方が適当であるようなので、主にこの統計を用いる（一般

に「行政投資」は、SNAで公的に格付けられた政府諸関係機関をすべて含んではいないという欠点を持っ

73ここでの 1990年での推計値は 53495.41億円（1991年は 59586.19億円、1992年は 67652.52億円、1993年は 71248.20億円）
であり、1990年 IO-FCFMによる値は 62036.52億円である（それぞれの 1985年からの 5年間での伸び率を比較すると、それぞれ
33.42%、48.23%,。また「建設統計要覧」によって得られる 1985年度から 1990年度の建設省所管事業費のうち道路工事費の伸び
率は 40.30%であり、われわれの推計値はやや過小であるともとれる。

74「行政投資」の調査対象は、原則として新 SNAにおける総固定資本形成に関わる事業主体の全てであるが、日本銀行などの特
殊銀行・公庫等、農用地開発公団、石油公団、地域振興整備公団、船舶整備公団、各種事業団、日本原子力研究所以外の研究所、地
方公共団体関係のうち財産区、地方開発事業団、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社は調査対象とされていない。この
カバレッジも問題であるが、新 SNAでは総固定資本形成に含まれない用地費、補償費、維持補修費（小規模なもの）、及び民間への
資本的補助金を「行政投資」では含んでいる点に注意を要する。また昭和 33年度までの値には市町村が投資主体となるものに関し
ては推計がされていないことも問題点として残る。われわれの推計の概念に適応しない幾つかの問題点はあるが、継続的に整理され
ている統計でありここでも多く利用している。
調査対象事業の分類は、

1970-1990年度
大分類 中分類 小分類 大分類 中分類 小分類
一般事業 道路 国県道 公営企業 水道 （簡易水道を含む）

市町村道 工業用水
街路 軌道 （地方鉄道を含む）
都市計画 自動車運送
港湾 地下鉄
農林水産 農業基盤整備 船舶

林道 電気
造林 ガス
漁港 港湾整備
その他 病院

住宅 市場
環境衛生 と畜場
厚生福祉 保健医療 観光施設

国立公園 宅地造成
社会福祉 公共下水道

治山治水 河川 有料道路
砂防 駐車場
治山 その他 造林

海岸保全 その他
文教施設 収益事業
失業対策 国民健康保険
災害復旧 （鉱害復旧を含む） 事業
官庁営繕 公益質屋事業
空港 公立大学付属
鉄道 （営団地下鉄を含む） 病院事業
その他

のようになっている。
75この統計は建設省「建設業務統計年報」に付属して掲載されている。
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ているが、港湾事業を為す政府諸関係機関は京浜外貿埠頭公団（1967年 10月 20日設立、1982年 4月 1日
廃止）と阪神外貿埠頭公団（1967年 10月 20日設立、1982年 4月 1日廃止）のみであり、両公団を「行政
投資」は設立年次から対象としている）。しかし「行政投資」での地方公営企業の港湾整備事業を港湾に加

えるとかなり過大となり問題は残るようである。数字の比較をおこなうと表 3.33のようになっている76。

表 3.33: 港湾投資の比較
単位：百万円

IO-FCFM 「行政投資」 『日本の社会資本』 「港湾事業統計」
1970 145742 160169 178170 140430
1975 273605 308666 301957 285498
1980 504634 475136 487553 436736
1985 538259 533095 — 422405
1990 791665 706158 — —

さらに「行政投資」では、1957年度までは市町村が投資主体となるものに関して調査をおこなっておら
ず、この部分が欠けていると思われるため、「港湾事業費統計」の港湾事業費が「行政投資」の数値を上回

る 1954-62年度に関しては「港湾事業費統計」の値を利用した。
また港湾の用地補償費は「港湾事業費統計」による用地補償費比率を用いている。以上のように推計し

た投資額を暦年変換し、そして基準年（1970,75,80,85,90年）では IO-FCFMの港湾総固定資本形成に一
致させながら 1970年以前、及び中間年についてこの推計値の伸び率を用いて（500.港湾）を推計した。

（510.空港）の推計

自治省「行政投資」によって時系列的に資料が得られるが、この中には用地補償費も含まれていることか

ら、この部分を取り除かなくてはならない。よって 1970,80,85,90年 IO-FCFMの空港の総固定資本形成額
を用いて用地補償費比率を推計することにする（つまり「行政投資」と IO-FCFMの差額を用地補償費と
考えている）。それらの数字を比較すると（なお「行政投資」、『日本の社会資本』の値は年度値であるから、

暦年変換した値である）、表 3.34のようになるが、1975年の IO-FCFMの値は他の統計に比べて過小である
ようなので、1975年での比率は用いなかった。また表 3.34より明らかなように 1990年 IO-FCFMの値が

表 3.34: 空港投資の比較
単位：百万円

IO-FCFM 「行政投資」 用地補償費比率 『日本の社会資本』
1970 24096 35400 0.31933 29889
1975 24686 66239 — 52471
1980 84921 145517 0.41642 111023
1985 87267 148594 0.41271 —
1985 350093 322694 0.39986 —

特に大きくなっている。これは関西国際空港株式会社（1984年 10月 1日設立）の空港建設費を IO-FCFM
では公的総固定資本形成として扱っていることによる。SNAでは当該機関は民間扱いであり、ここでの推
計でも民間扱いとする。よって 1990年では「財政金融統計月報（財政投融資特集）」から得られる関西国
際空港株式会社の建設費（1537.53億円）を除いた額（1963.40億円）を用いて用地補償費を推計している
（なお 1985年いついては当該機関の投資額は 20億円弱と小額のため考慮していない）。

76ただし IO-FCFMのみ暦年値であり、他は年度値である。また『日本の社会資本』は 1982年度までのみの掲載であり、ここで
の「行政投資」の値は用地補償費を含んでいる（ただし用地補償費は小さいと考えられるのでおおまかな比較は可能である）。
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1970,80,85,90年の IO-FCFMに合わせて用地補償費比率を求めていることから、この年にはわれわれの
推計値と IO-FCFMの値が一致するようになっている（ここでは簡単に用地補償費比率として述べている
が、この中には小規模な維持補修分や概念の相違等による調整比率を含んでいると考えられる）。また中間

年については、『日本の社会資本』の資料を用いて用地補償費比率を随時補間している。以上のようにして

（510.空港）を推計している。

（520.環境衛生）の推計

（520.環境衛生）の細分類である（521.公園）、（522.緑地保全）、（523.下水道）、（524.下水道終末処
理施設）は「建設業務統計年報」によって把握される。

（521.公園）は「建設業務統計年報」により得られ、その対象となる事業は、1954年度（暦年変換のた
めに）は都市計画事業のうち戦災復興公園、一般公園、1955-58年度は都市計画事業のうち国営公園、区
画整理公園、一般公園、1959-62年度は都市計画事業のうち国営公園、公園、1963年度は都市計画事業の
うち公園、国土総合開発事業調査費に基づく事業のうち公園、特別失業対策事業のうち公園、1964-80年
度は都市公園事業、1981年度以降は都市公園事業、住宅・都市整備公団77の公園建設である。用地補償費

比率は 1957年度以前は得られないので、1958年度の値を用いている。こうして求められた年度値を暦年
変換し、暦年値の（521.公園）を推計した。

（522.緑地保全）は「建設業務統計年報」により、緑地保全事業が 1967年度より特掲されているので、
この年より計上することにする78。用地補償費は計上されているのでこれを差し引き、暦年変換して暦年

推計値を求めた79。

（523.下水道）は「建設業務統計年報」により得られ、1954-55年度は水道事業のうち下水道事業を、1956
年度は都市計画事業のうち下水道事業を、1957-58年度は都市計画事業のうち一般下水道事業を、1959-62
年度は都市計画事業のうち公共下水道、都市下水路事業を、1963年度は都市計画事業のうち下水道事業、
国土総合開発事業調整費に基づく事業のうち下水道事業、新産業都市等に関する事業のうち下水道事業、

特別失業対策事業のうち下水道事業を、1964年度以降は下水道事業を対象としている。用地補償費を取り
除き、暦年変換して推計値を求めている。

（524.下水道終末処理施設）は、下水道終末処理施設事業が 1970年度以前は厚生省所管事業であり80、

「建設業務統計年報」には参考として掲載されていたが、1954-58年度及び 1964-66年度について掲載され
ていない。よって 1954-58年度は建設省事業費合計の伸び率で 1959年の値を伸ばして推計した。1964-66
年度の期間においても同様に推計した。またそれぞれこの期間に関して、後年の用地補償比率を用いて推

計し、投資額から用地補償費を取り除き、暦年変換して推計値を求めた。

若干の比較が行政管理庁『昭和 50年産業連関表 部門別作成作業報告書（第 1巻）』によって可能であ
る。この報告書による公園の総固定資本形成額は 1970年で 302.08億円、1975年で 821.21億円であるが、
対応すると思われる（521.公園）と（522.緑地保全）の合計値は、それぞれ 326.74億円、799.96億円で
あり、ほぼ対応している。また下水道の総固定資本形成額は 1970年で 2015.37億円、1975年で 7592.87
億円であるが、対応すると思われる（523.下水道）と（524.下水道終末処理施設）の合計値は、それぞれ
2222.87億円、7660.77億円と若干上回る程度であった81。また（520.環境衛生）全体では IO-FCFMとの

77住宅・都市整備公団（1981年 10月 1日設立）では、1981年度より国営公園において高度なサービスを提供する施設について受
益者負担を求めることを前提に、有料施設の設置（特定公園施設）に財政投融資資金等の導入をおこない整備の促進を図っている。

78昭和 40年代に入ってから全国的に緑地の減少傾向が波及し、都市地域における緑地保全の必要性が高まってきたため、都市緑
地保全法（昭和 48年法律第 72号）が制定されている。

79推計された投資額は 1971年において前年の約 20倍、そして 1972年には 1
4
へと大きな変動がみられたが、「建設業務統計年報」

（昭和 46年度）によると福岡市での緑地保全事業によるものである。
801970年度以降は一部の終末処理施設の維持管理に関する厚生大臣の権限を除き建設省に一元化されている。
81建設技術行政研究会『（入門）建設技術行政 6.都市施設 II（下水道）,都市施設 III（公園・緑地）』（1991年）によっても、下水
道の総固定資本形成は 1988年度で 2.39兆円であり、われわれの推計値（ここでは年度値）では 2.47兆円でありほぼ対応している
と考えられる。
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比較が可能である（IO-FCFMの環境衛生の概念が一定ではないためにすべての基準年の比較はできない）
が、1985年では IO-FCFMでは 2.1196兆円であり、ここでの推計値は 2.1681兆円となりほぼ対応してい
ることが分かる。

（530.国土保全）の推計

IO-FCFMでは国土保全として、われわれの定義した（531.治山）、（532.河川）、（533.砂防・地滑り対
策）、（534.海岸）の他に災害復旧事業が加えられているが、災害復旧事業はその内訳が多数にのぼるため
（550.災害復旧）及び（560.鉱害復旧）として別掲してある。
（531.治山）は主に治山研究会『治山便覧』を用いている。この統計によって、1960-88年度の治山事業
費が得られる。1959年度以前及び 1989年度以降については「行政投資」の治山事業の伸び率によって推計
した。このように推計した値は用地補償費（及び概念的な相違）を幾分かは含んでいると思われるため暦年

変換した後、IO10桁分類生産額（治山の生産額はすべて公的資本形成に計上されるので利用可能である）
に合わせるかたちで用地補償費比率を推計した（1970年以前は 1970年の比率、1980年以後は 1980年の比
率を、及び中間年に関しては直線補間値とした）。IOの値は 1970年は 485.11億円、1975年 1006.98億円、
1980年 2122.85億円、1985年 306.62億円、1990年 340.18億円と明らかに 1985年から対照とする概念が
変わっているようである（復旧治山を治山から災害復旧に移したことが予想される）。ここでは 1985,90年
の IOの値は利用せず、それ以前の概念に合わせることにした。以上によって（531.治山）が推計される。
（532.河川）は「建設業務統計年報」によって得られ、1954-63年度においては（地方単独事業と直轄
事業の合計のみ計上）、河川事業（河川総合開発事業を含む、ただし 1959年度以降は分割され計上）、特
別失業対策事業のうち河川事業、国土総合開発事業調整費に基づく事業のうち河川事業（1956年度より）、
冷害対策事業のうち河川事業及び災害関連河川事業（1956年度のみ）、防衛支出金に基づく事業のうち河
川事業（1957-60年度）、施設提供等諸費に基づく事業のうち河川事業（1961-62年度）、新産業都市等建
設事業費に基づく事業のうち河川事業（1963年度のみ）、安全補償費に基づく事業のうち河川事業（1954
年度のみ）、災害関連事業のうち河川（災害復旧助成）・河川（災害関連）・河川（地盤変動対策）の 3つ
（ただし 1955-57年度はこの 3つの事業が河川、海岸、道路、砂防に分割されていないため、1958年度の
比率で分割し河川分のみを計上する）、以上を対象とする。1964年度以降は（地方単独事業については別
掲されているが、対応するものを随時加算）、治水事業のうちの河川改修、河川維持補修（SNAでの概念
的には大規模な補修のみを総固定資本形成としているが、分割できないのですべてを計上）、河川総合開

発、堰堤維持補修、また災害関連事業のうち河川事業（1980年度以降では河川の災害関連事業と災害復旧
事業が分割されていないので、1979年度の比率で分割）を対象とする82。また 1962年度より水資源開発
公団（1962年 5月 1日設立）のダム・堰事業が得られ、この値も加算する。
用地補償費に関しては河川の災害関連事業の一部について計上されていないところがあるが、随時その

年度の河川新設事業の用地補償費比率を用いて用地補償費を取り除いている（水資源開発公団に関しては

用地補償費が全年にわたって入手できる）。こうして求めた年度値を暦年変換し、（532.河川）を推計した。
（533.砂防・地滑り対策）は「建設業務統計年報」によって得られ、1954-63年度について対象とした事
業は、砂防事業（地滑り対策を含む）、特別失業対策事業のうち砂防事業（1956-59年度）、国土総合開発
事業調査費に基づく事業のうち砂防事業（1958-60年度及び 1963年度）、防衛支出金に基づく事業のうち
砂防事業（1956-59年度）、施設提供等諸費に基づく事業のうち砂防事業（1961-62年度）、災害関連事業の
うち砂防（災害関連）（1954-57年度は（532.河川）と同様に推計）である。1964年度以降は（地方単独事
業は（532.河川）と同様）、治水事業のうち砂防及び地滑り対策、災害関連事業（1980年度以降は（532.
河川）と同様に推計）、また新たに 1969年度より急傾斜崩壊対策事業83を対象としている。用地補償費も

82治水機械は 1964年度以降において計上されているのでこれを除くことができるが、1963年以前に関しては 1964年度の比率
（0.0054）を用いて取り除くことにする。

83昭和 44年度に「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」が制定されている。



212 第 3章 資本ストックの推計

欠如しているところは（532.河川）と同様に推計している。以上のように推計した値を暦年変換し、（533.
砂防・地滑り対策）を推計した。

IO10桁分類生産額と推計値の比較がここでも可能であり、IOでは河川については 1970年には 2088.86
億円、1975年は 4558.97億円であるが、（532.河川）はそれぞれ 2238.52、5195.97億円であった。同様に
砂防については 1970年は 545.28億円、1975年は 1232.40億円であるが、（533.砂防・地滑り対策）はそ
れぞれ 625.19、1363.33億円と推計されている。
（534.海岸）については、「建設業務統計年報」の海岸事業費と「港湾事業費統計」の海岸事業によって
建設省と運輸省の海岸の投資が得られるが、海岸事業は建設省、運輸省と農林水産省（構造改善局及び水

産庁）の 4省庁がおこなっており84、このままでは農林水産省の投資分を落としていることになる。よっ

て「行政投資」の海岸事業によって投資額を得ることにする（全年にわたって利用可能である）。しかし

「行政投資」では再三指摘するとおり、用地補償費が含まれ、また 1958年度までの値には市町村が投資主
体になるものに関しては加算されていない等の難点があるので、用地補償費比率は先に求めた建設省と運

輸省の用地補償費比率を用い、また先の推計値が「行政投資」を上回る 1960年度まではこの値を用いるこ
とにする。そして用地補償費を取り除いた後、暦年変換した値の伸び率を用いて（1970,75,80,85,90年で
は）IO10桁分類生産額に合わせながら、時系列的に推計したものを（534.海岸）とする。

（540.土地造成）の推計

（540.土地造成）は建設省所管、住宅・都市整備公団、地域振興整備公団、地方住宅供給公社、運輸省
による事業に分けられ個別に資料を蒐集しなければならない。

建設省所管分は「建設業務統計年報」によって、不良住宅清掃事業（1959-60年度）、住宅地区改良事業
（1961-63年度）、直轄及び国庫補助事業の住宅建設事業住宅地区改良のうち地区整備費（1965年度以降）、
地方単独事業のうち住宅地区改良及び宅地造成事業（1965年度以降）の事業費が得られる。
住宅・都市整備公団分は「建設業務統計年報」により、その前身である日本住宅公団（1955年度設立、

1981年住宅・都市整備公団へ）の宅地造成事業を 1955-81年度まで、宅地開発公団（1975年設立、1981
年住宅・都市整備公団へ）の宅地開発事業を 1976-81年度まで利用できる。住宅・都市整備公団になって
からは、宅地開発及び特定再開発宅地造成事業の事業費が 1992年度まで利用可能である。
地域振興整備公団分は「財政金融統計月報（財政投融資特集）」により本公団（1974年設立）の前身で
ある産炭地域振興事業団（1962年設立）及び工業再配置・産炭地域振興公団（1972年設立）から現在の地
域振興整備公団になるまでの土地造成費が時系列的に利用可能である85。

地方住宅供給公社分は「建設業務統計年報」により宅地造成事業を対象とし、土地造成とする（1965年
度以降利用可能）。

運輸省による臨界土地造成分は、運輸省港湾局「港湾要覧」によって臨界土地造成事業費が 1954-92年
度にかけて入手可能である。

以上の合計によって土地造成の事業費が得られるが、用地補償費が得られない統計及び期間もあり投資

額の推計が困難なので暦年変換した後、（1970,75,80,85,90年で）IO10桁分類生産額に合わせることによっ
てその時の用地補償費比率を推計し（差額を用地補償費と考える）、中間年は直線補間によって、1969年
以前は 1970年の比率（0.3967）を用いることによって投資額を推計して（540.土地造成）とする。

（550.災害復旧）の推計

（5501.有料道路）は「建設業務統計年報」により、日本道路公団、首都高速道路公団、地方道路公社に
おいて災害復旧額と、用地補償費が計上されているところのみ災害復旧費としている。

84平成 3年度の予算による所管別内訳によると、建設省が 331.41億円、運輸省が 351.40億円、農林水産省が 277.54億円である。
85「財政金融統計月報（財政投融資特集）」では 1966年度以降の事業費が得られたので、1962-65年度に関しては直接問い合わせ
て入手している。
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（5502.道路（国道））、（5503.道路（主要地方道））、（5504.道路（都道府県道））、（5505.道路（市町村
道））、（5507.橋梁（国道））、（5508.橋梁（主要地方道））、（5509.橋梁（都道府県道））、（5510.橋梁（市
町村道））は「道路統計年報」によって全期間にわたり比較的安定的に災害復旧額と用地補償費が計上され

ているが、1970年以前は用地補償費が計上されていないので「建設業務統計年報」の道路災害復旧合計の
用地補償費比率の伸び率を用いて、それぞれを推計した。なお、橋梁については用地補償費を 0とみなし
ている。

（5506.街路）は「建設業務統計年報」により都市災害復旧のうち街路災害復旧額と用地補償費が計上さ
れている。ただし 1954-63年度は都市災害復旧が項目別に分割されておらず、1964年度の比率を用いて街
路、公園、下水道、その他都市施設を分割（1958-63年度は都市災害復旧全体の用地補償費があるのでこ
れを分割し、1954-58年度は 1958年度の用地補償費比率を利用する）している。

（5511.港湾）は「港湾事業費統計」によって災害復旧額及び用地補償費が得られる。

（5512.公園）、（5513.下水道）、（5514.下水道終末処理施設）は「建設業務統計年報」の直轄及び国庫補
助事業の都市災害復旧と地方単独事業のそれぞれの災害復旧額及び用地補償費が得られる。ただし 1954-63
年度については（5506.街路）と同様にそれぞれを分割計上（用地補償費に関しても同様）している。

（5515.治山施設）は林野庁「林業統計要覧」によって民有林直轄及び民有林補助86の治山施設災害復旧

が得られ、また『治山便覧』により 1983年度以降について国有林直轄治山施設災害復旧額が得られる（こ
こではこの期間のみを計上した）ので、この合計を利用した。用地補償費は 0としている。

（5516.河川）、（5517.砂防・地滑り対策）、（5518.海岸）は「建設業務統計年報」により、直轄及び国
庫補助事業の河川等災害復旧事業と地方単独のそれぞれの災害復旧事業を対象とした。ただし 1954-57年
度は河川等災害復旧全体のみの計上なので、1958年の比率で河川、海岸、砂防、道路に分割した（用地補
償費比率は 1958年度のものを用いる）。また（5518.海岸）については、以上の推計値に「港湾事業費統
計」から得られる海岸災害復旧事業を加算している。

以上のようにして推計した年度値に全て同じ暦年変換係数を用いて、暦年値でのされぞれの災害復旧額

を推計した。

（560.鉱害復旧）の推計

（560. 鉱害復旧）は「建設業務統計年報」によって、1954-92 年度にわたり鉱害復旧事業が得られる
（1954-57年度は 1958年度の用地補償費比率を用いる）。暦年変換係数は災害復旧と同じものを用い、暦年
値での（560.鉱害復旧）を推計した。

IO-FCFMの国土保全は、KDB-FCFMでは（530.国土保全）、（550.災害復旧）、（560.鉱害復旧）の合
計に概念的には対応しており、両者の数値比較をおこなうと表 3.35のようになっている87。

表 3.35: 国土保全の比較
単位：百万円

暦年 IO-FCFM国土保全 KDB-FCFM国土保全
1970 483760 490064
1975 1112374 1210973
1980 2216089 2201735
1985 2316402 2320630
1990 3442926 3417903

86民有林直轄災害復旧は 1976年度以前は得られるところのみの計上であり、民有林補助災害復旧は 1954-63年度は民有林補助（国
費のみ）の計上であり、これを 1964年度の比率（1.3202倍）で膨らましている。

87ただし先に述べたとおり、（531. 治山）と（534. 海岸）については、IO の値をベンチとして推計している（治山については
70,75,80年 IOのみ利用）。
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3.4.3 社会資本形成の推移

推計された社会資本形成の推移についてみてみることにする。

図 3.13は社会資本形成全体における名目投資額の時系列的推移を表している。社会資本形成全体では
1980年まで順調に増加してきたが（年平均成長率では 1955-60年 17.1%、1960-65年 19.4%、1965-70年
16.1%、1970-75年 16.3%、1975-80年 11.4%）、1980年より財政再建に向けて社会資本形成の抑制策がと
られており横ばいになり（年平均成長率では 1980-85年で 0.5%と急激に低下）、その後 1985-90年に関し
ては内需拡大の一環として、再び年平均 7.1%で成長するという推移になっている。
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図 3.13: 社会資本形成の推移

またその内訳では表 3.36のようにかなりの変動がみられるものもある。戦後から 1965年程までには、高
度成長期の生産の急速な成長に対応するために、道路（街路を含む）、鉄道軌道、港湾（1965年でそれぞ
れ 33.1%、14.8%、5.0%）等の生産関連社会資本に重点的に投資がなされ、その後に生活環境の悪化に伴っ
て、住宅、公園、下水道（1965-70年の社会資本全体の年平均成長率が 16.1%であるのに対して、それぞれ
19.3%、30.5%、23.6%）等の生活関連社会資本に重点が移ってきているのがわかる。1985年以降は生産関
連・生活関連社会資本共に増加してきており、1980-85年の抑制の煽りをうけながらもその相対比率を伸ば
してきている部門は、有料道路（8.0%から 10.5%）、道路（24.8%から 26.9%）、街路（3.2%から 3.8%）、
港湾（4.2%から 4.3%）、公園（1.7%から 2.8%）、河川（9.2%から 9.7%）などである。
特徴的なのは有料道路の資本形成の増大であり、道路と街路の成長を大きく上回っていることが指摘で

きる（1960年時点では 3.0%のシェアに過ぎなかったのに対して 1990年では 13.5%もの大きさになってい
る）。また治山、河川、砂防、海岸などの国土保全的な社会資本は時系列的にその相対比率はあまり変化し

ていない。
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表 3.36: 部門別社会資本形成
上段：100万円　下段：相対比率（%）

公的住宅 鉄道軌道1 有料道路 道路2 街路3 港湾 空港 公園4

1955 21400 34272 628 51231 3687 8264 291 309
1960 42700 80680 15403 139836 14972 27191 1385 1532
1965 135100 201178 70073 391790 56789 67220 3801 7119
1970 355400 370476 181920 855479 125020 145742 24096 32673
1975 825300 819417 552487 1555704 168894 273605 42053 79996
1980 888600 1406768 971316 3009272 381496 504634 84921 211383
1985 812700 737561 1301265 3351806 478002 538259 87267 344029
1990 928800 352035 2396676 4824955 524586 791665 196340 713564
1955 9.81 15.71 0.29 23.48 1.69 3.79 0.13 0.14
1960 8.31 15.71 3.00 27.23 2.92 5.29 0.27 0.30
1965 9.96 14.84 5.17 28.89 4.19 4.96 0.28 0.53
1970 11.73 12.23 6.01 28.25 4.13 4.81 0.80 1.08
1975 12.04 11.95 8.06 22.69 2.46 3.99 0.61 1.17
1980 7.33 11.60 8.01 24.82 3.15 4.16 0.70 1.74
1985 6.53 5.92 10.45 26.92 3.84 4.32 0.70 2.76
1990 5.24 1.99 13.53 27.23 2.96 4.47 1.11 4.03

下水道5 治山 河川 砂防 海岸 土地造成 災害復旧6 合計
1955 4133 7411 29029 6997 3360 454 46720 218184
1960 13282 11193 47610 11305 17471 15132 73885 513577
1965 68150 25161 100505 26874 19868 68889 113404 1355922
1970 222287 48511 223852 62519 33586 226602 120444 3028608
1975 766077 100698 519597 136333 69514 560930 384660 6855267
1980 1854627 212285 1117384 326110 134982 616305 406659 12126741
1985 1824159 205471 1203104 343792 141250 656149 424643 12449459
1990 2966472 291311 1715965 436468 190354 832555 557441 17719186
1955 1.89 3.40 13.30 3.21 1.54 0.21 21.41 100.00
1960 2.59 2.18 9.27 2.20 3.40 2.95 14.39 100.00
1965 5.03 1.86 7.41 1.98 1.47 5.08 8.36 100.00
1970 7.34 1.60 7.39 2.06 1.11 7.48 3.98 100.00
1975 11.18 1.47 7.58 1.99 1.01 8.18 5.61 100.00
1980 15.29 1.75 9.21 2.69 1.11 5.08 3.35 100.00
1985 14.65 1.65 9.66 2.76 1.13 5.27 3.41 100.00
1990 16.74 1.64 9.68 2.46 1.07 4.70 3.15 100.00

1 日本国有鉄道の民営化（1987年 4月 1日）
2 橋梁の道路分を含む
3 橋梁の街路分を含む
4 緑地保全を含む
5 下水道終末処理施設を含む
6 鉱害復旧を含む
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3.5 ストックマトリックスの推計

通常資本サービス投入量は、レンタル及びリース市場による直接観察が望ましいとしながらも、その市

場が多くの場合欠如していることにより88、自己保有（owner occupied）している資本ストックに比例す
ると仮定して間接的に推計をおこなう。よって本稿では民間公的別産業別資本ストックの推計、部門別社

会資本ストックの推計を試みる。しかし資本ストックの推計法においても、そのフローとしての投資の推

計（進捗ベースか、取付ベースか89）、経済的償却率（economic rate of depreciation）の推計（推計方法
及び分布型の特定）等において何らかの仮定をおいた複合仮説とならざるをえず、また投資に関する資料

間の概念及びカバレッジの相違、（ストックの推計上ベンチマークとせざるを得ない）「国富調査」での資

産分類及び産業分類の制約などの問題がある90。よって推計方法についてその使用する資料も含めて詳細

に検討する必要がある（ここでは特に経済的償却率の推計を検討する91）。以下では資本サービスと経済的

償却率について整理し、その後に民間及び公的資本ストックの推計に用いる経済的償却率の推計をおこな

う。また社会資本においても経済的償却率の概念を採用し、その推計をおこなっている。そしてその後に

3.2、3.3、3.4で推計したKDB-FCFMを用いて固定資本ストックマトリックス（以下では、Fixded Capital
Stock Matrix; KDB-FCSMと呼ぶ）の時系列推計をおこなうことにする。ただしこのストック推計の際
は、先の資本財分類は 78資本財分類（表 3.6）ではなく、暫定的に KDB商品分類に対応させた資本財分
類である。

3.5.1 資本サービスの理論的展開

ここでは資本サービス量と資本サービス価格の両面から、物理的償却率および経済的償却率に関する理

論仮説を vintage modelにおいて整理する92。特に、後に資本サービス価格と資本財取得価格（投資財価

88人的資本理論における一般熟練（general skill）と企業特殊訓練（firm-specific skill）の議論と同様に、（民間）資本サービスを
考える際にも一般資本サービスと企業特殊資本サービスが考えられる（前者はコンピューター、自動車、オフィス等であり、後者は
高炉、発電所等）であろう。後者に属する資本サービスはレンタル市場の欠如が本質的であるがリース（ファイナンスリース）によ
り、また前者も徐々にそのサービス自体が市場で取引されるようになってきている。通産省「特定サービス産業実態調査報告書（物
品賃貸業編）」（平成 4年）によると、リースの契約高および対 SNA民間企業設備投資比は、

暦年 リース契約高（億円） 対民間設備投資比（%）
1983 27175 6.6
1984 31986 6.9
1985 35920 6.9
1986 47451 8.9
1987 53508 9.6
1988 60282 9.4
1989 71176 9.6
1990 80010 9.6
1991 82145 9.3
1992 80070 9.4

と、リースの契約高の増加が観察され、また民間の企業設備投資額に対して（現在では横ばいながらも）10%弱を占めるに到っている。
物件別では情報関連機器が 42.7%ともっとも多く（うち電子計算機・同関連機器が 37.2%）、産業別には鉱業・製造業 34.3%、サー
ビス業 20.0%を占めている（ともに 1992年）。またレンタル売上高は 16821（億円）であり、物件別には土木・建設機械が 59.0%、
産業別には建設・不動産業が 57.3%を占めている（1992年）。リース・レンタル合計で 1992年では約 10兆円もの取り引きがあり、
資本サービス投入量及び資本サービス価格の計測ために、レンタル・リース市場を考慮に入れることが次の課題である。

89もちろん生産能力化した資本という意味では取付ベースが望ましいが、もし企業会計上、建設仮勘定として分割されていても、
固定資本マトリックスや SNAの総固定資本形成では進捗ベースと混在しており（重機械器具の仕掛工事はその財貨生産者の在庫品
増加に分類されるが、建物・道路・ダム・港湾等の建設物の仕掛け工事は建設発注者の総固定資本形成になる）、データベース作成上
混在して捉えるしかないであろう。

90資本に関する資料は、自然単位で測られる労働等の資料と相対的にその資料間の数値差が大きい。概念的な差に加えて、いわゆ
る error部分が多いように思われる。個別主体の投資額の積み上げと、コモディティー・フロー法による総固定資本形成の推計値に
おいて大きな差が発生するようである（おそらく後者が大きい）。よってその資料の対象としている範囲の大きさおよび推計方法に
大きく依存してるといえよう。

91経済的償却率の大きさが資本ストックの推計にどれほど sensitiveであるかの、一つの例を示すことにしよう。経済企画庁「民間
企業資本ストック年報」の取付ベース実質新設投資額を用いて、1955-90年において恒久棚卸法によって経済的償却率を 3%として積
み上げた 1990年のストックを 1.00とする。そして償却率を 6%、9%、12%とすると、ストックのレベルはそれぞれ 0.781、0.637、
0.537と大きな差が発生することになる。

92生産要素としての資本に関しての双対アプローチは、Hall[9]、Jorgenson[14][15]によってなされており、ここでもその展開に
おもに従っている。以下では、各期初においてすでに蓄積されている資本ストックの持つ資本サービスが投入され、期末にその資本
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格）のそれぞれによって償却率の推計をおこなうが、それぞれの異なる仮説について明確にしておきたい。

いま t期における j産業についての一般的な生産関数を考え、生産要素としての資本サービスという部分

集合を、弱分離可能性（weak separability）を仮定して独立に扱い、

Kj
t = f j

K

(
K1j

t ,K2j
t , · · · ,Kkj

t , · · · ,Knj
t

)
　　 (j = 1, · · · ,m) (3.1)

という k種類の資本サービスについて一次同次の集計関数を考える。このように表すためには、vintage
modelでは更に同様に k資本サービスにおいて、異なる設備年齢（age）の（資本財から提供される）資本
サービスをその要素として、一次同次の集計関数、

Kkj
t = fkj

K

(
Kkj

t,0,K
kj
t,1, · · · , Kkj

t,τ

)
　　 (j = 1, · · · , m,　 k = 1, · · · , n) (3.2)

を仮定していることになる。Kkj
t,τは、t期において j産業の投入するτの設備年齢をもつ k資本サービスで

ある。この各年齢の資本サービスの集計関数において完全代替を仮定して、

Kkj
t =

∞∑
τ=0

Kkj
t,τ　　 (j = 1, · · · ,m,　 k = 1, · · · , n) (3.3)

単純和集計によって表す。ここで t期における設備年齢τの k資本サービスとこの資本財̇の投資量 Akj
t−τに

次のような関係を仮定する。

Kkj
t,τ = dkj

τ Akj
t−τ　　 (j = 1, · · · ,m,　 k = 1, · · · , n) (3.4)

dkj
τ は j産業 k資本財の相対的効率性の分布（relative efficiency distributionあるいは物理的償却関数）で
あり、

dkj
0 = 1, dkj

τ − dkj
τ−1 ≤ 0, lim

τ→∞
dkj

τ = 0　　 (j = 1, · · · ,m,　 k = 1, · · · , n) (3.5)

とする。dkj
τ は設備年齢τの経過に伴う効率性を示しており、Age-Efficiency Profileと呼ばれる（典型的な

分布については後に示すことにする）。ここである設備年齢τにおける前期からの相対的効率性の減少分の

分布（mortality distribution）を定義すると（以下では kjは省略）、

mτ = − (dτ − dτ−1)　　 (τ = 1, 2, · · ·) (3.6)

となり、（3.5）よりmτは非負値をとり、また
∑∞

τ=1 mτ = 1である。mortality distributionを定義するこ
とによって、前期における生産能力を保つための補填投資比率の分布（replacemanet distribution）を逐
次的に求めることができ、

δτ = m1δτ−1 + m2δτ−2 + · · ·+ mτδ0　　 (τ = 1, 2, · · ·) (3.7)

となる93。補填されるべきは、すでに補填投資されているものの生産能力の減少分に対する補填投資を含

んだものである94。(3.3)、(3.4)式を用いて、t − 1期から t期への資本サービス量の増加分は次のように

サービス量に対して資本サービス価格（capital service priceあるいは user cost of capital）が支払われ、投資が為されるとともに
資本財の設備年齢が加算されることにしよう。

93これは再生方程式（renewal equation）とよばれるものである。renewal theoryによって、初期時点の資本ストックの設備年
齢構成やmortality distributionの（ほとんど）いかなるときにも、replacement distributionは資本ストックの一定比率になるこ
とが示される（Jorgenson[14]）。

94一つの例を考えてみよう。
初期（0）時点においてA = 1という投資がなされた（1という資本サービス量がある）とすると、第 1期、第 2期、・・において、

相対的効率性（relative efficiency;(1)）、追加的効率性減少分（mortality;(2)）、累積効率性減少分（cumulative mortality;(3)）、
補填投資（replacement;(4)）は、
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なる。

Kt −Kt−1 = At +
∞∑

τ=1

(dτ − dτ−1)At−τ

= At −
∞∑

τ=1

mτAt−τ

= At −Rt (3.8)

右辺第 2項は t期においての能力減少分であり、t− 1期の資本サービス量を保つために必要とする補填投
資分（Rt）を表しているといえる。Rtは replacement distributionを用いて考えるならば、

Rt = δ1 (Kt−1 −Kt−2) + δ2 (Kt−2 −Kt−3) + δ3 (Kt−3 −Kt−4) + · · ·

=
∞∑

τ=1

δτ (Kt−τ −Kt−τ−1) (3.9)

と表現できる。ここで BGAをすなわち効率性の減少分（mortality）に関して幾何分布（geometric distri-
bution）を仮定すれば、δτ = δとなるので95 、(3.9)式は、

Rt = δKt−1 (3.10)

となり、t− 1期の資本サービスを提供する資本財の設備年齢構成とは独立に t期の補填投資を導出できる

ことになる。この性質によって、後に数量面からの接近として polynomial-benchmark approachによって
物理的償却率を推計する際には、ベンチマークとなる「国富調査」における資本ストックの設備年齢構成

に依存することなく推計でき、また逆に恒久棚卸法によって資本サービス量を積み上げる際にも設備年齢

構成とは無関係に推計が可能となる。

次に双対的関係によって t期における k資本サービス j産業の資本サービス価格については (3.2)式に対
応して、

pkj
K,t = fkj

p

(
pkj

K,t,0, p
kj
K,t,1, · · · , pkj

K,t,τ

)
　　 (j = 1, · · · ,m,　 k = 1, · · · , n) (3.11)

0 1 2 3 · · · τ
(1) d0(= 1) d1 d2 d3 · · · dτ

(2) 0 −(d1 − 1) −(d2 − d1) −(d3 − d2) · · · −(dτ − dτ−1)

(2́) 0 m1 m2 m3 · · · mτ

(3) 0 m1 m1 m1 · · ·
∑τ

t=1
mt

+m2 +m2 · · ·
+m3 · · ·

(4) 0 m1δ0 m1δ1 m1δ2 · · ·
∑τ

t=1
mtδτ−t

+m2δ0 +m2δ1 · · ·
+m3δ0 · · ·

(4́) 0 δ1 δ2 δ3 · · · δτ

のようになる（δ0 = 1）。(2)の系列はA(= 1)のτ期における初期投資に対する効率性の減少分であるが、これをτ期における（初期
投資のみを考慮した）補填投資の系列と読めば、(4)は（τ − t(t = 1, · · ·)期になされた）補填投資のそれぞれの効率性の減少分を考
慮した補填投資であり、初期の資本サービス量を保っている。

95典型的な償却パターンについて、relative efficiency（dτ）、mortality（mτ）、replacement（δτ）の分布型は次のようになる。

　　　　　 dτ 　　　　　mτ 　　　　　δτ

one-hoss shay 1　 (τ = 0, · · · , T − 1) 0　 (τ = 0, · · · , T − 1) 1　 (τ = T, 2T, · · ·)
　 (sudden death) 0　 (τ = T ) 1　 (τ = T ) 0　 (τ 6= T, 2T, · · ·)
straight line 1− τ

T
　 (τ = 0, · · · , T − 1) 1

T
　 (τ = 1, · · · , T ) δ0 = 1

0　　　 (τ = T ) 1
T

δt−1　 (τ = 1, · · · , T )

geometric (1− δ)τ　 (τ = 0, · · ·) δ(1− δ)τ−1　 (τ = 1, · · ·) δ
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という価格関数を考えることができ、(3.3)式に対応して異なる設備年齢の資本サービスについて完全代替
を仮定しているので資本サービス価格は、

pkj
K,t = pkj

K,t,0　　 (j = 1, · · · ,m,　 k = 1, · · · , n) (3.12)

と、新品の資本財から提供される資本サービス価格として表され、また資本サービス量 1単位当たりでは資
本サービス価格はその設備年齢に関係なく等しいので設備年齢τの資本サービス価格は次式のようになる。

pkj
K,t,τ = dτpkj

K,t　　 (j = 1, · · · ,m,　 k = 1, · · · , n) (3.13)

ここで各価格について割引価格 qを、

qt =
t∏

s=1

1
1 + rs

pt (3.14)

として定義すると、t期（末）における資本財取得価格（pA,t）は異時点間の裁定により（以下では kjは

省略）、

qA,t =
∞∑

τ=0

dτqK,t+τ+1 (3.15)

（現在価値に割り引いた）将来の資本サービス価格とそのときの相対的効率性の積の和となる。よって同様

に t期（末）における設備年齢 vの資本財取得価格は、

qA,t,v =
∞∑

τ=0

dτ+vqK,t+τ+1 (3.16)

となる（qA,t = qA,t,0）。(3.8)式と同様に t− 1期から t期への変化分は、

qA,t,v − qA,t−1,v = −dvqK,t −
∞∑

τ=1

(dτ+v − dτ+v−1) qK,t+τ

= −dvqK,t +
∞∑

τ=1

mτ+vqK,t+τ

= −dvqK,t + qD,t,v (3.17)

となり、経済的償却分は (3.9)式に対応して replacement distributionを用いると、

qD,t,v =
∞∑

τ=1

δτ+v (qA,t+τ,v − qA,t+τ−1,v) (3.18)

となる。また (3.17)式に (3.14)式を代入して、両辺を dvで割ると資本サービス量 1単位当たりの資本サー
ビス価格は次のようになる。

pK,t =
(

rt
pA,t−1

pA,t
+

pD,t

pA,t
− pA,t − pA,t−1

pA,t

)
pA,t (3.19)

ここで先と同様に BGAを仮定すると、経済的償却は (3.14)、(3.18)式より、

pD,t = δpA,t (3.20)

となり、BGAの仮定のもとでは (3.10)式と比較して物理的償却率と経済的償却率は定数δとして一致する

ことになる。よってこの仮定のもとでは先の資本サービス価格は (3.19)、(3.20)式より、

pK,t =
(

rt
pA,t−1

pA,t
+ δ − pA,t − pA,t−1

pA,t

)
pA,t (3.21)
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図 3.14: 典型的な Age-Price Profile

と導出される。ではここで先の物理的償却における Age-Efficiency Profileに対応して、経済的償却におい
て（設備年齢と資本財取得価格についての）Age-Price Profileを考えてみよう。BGAの仮定のもとでは
(3.15)、(3.16)式より、設備年齢 vの資本財取得価格と新品の資本財取得価格は次のような関係を持つ。

pA,t,v = (1− δ)vpA,t (3.22)

よってAge-Price ProfileはAge-Efficiency Profileと一致するが、他の償却パターンを考えるとより複雑で
ある。one-hoss shay型及び straight line型についてこの Profileを描くと、図 3.14のようになる96。

Age-Efficiency Profileとの相違として注目すべきは、Age-Price Profileでは one-hoss shay型は凹関数
となり、straight line型は凸関数となっていることである。後に価格面から接近により償却率の推計を試み
る際には、資本サービス価格が観察されれば (3.13)式で表わされた仮説に基づいて Age-Efficiency Profile
を推計することで物理的償却率を計測し、また、中古財取得価格が観察されれば図 3.14（(3.15)、(3.16)
式、また BGAを仮定すれば (3.22)式）に表わされたような Age-Price Profileを推計することによって経
済的償却率を計測することになる。

96図では利子率を 0.2（一定）、耐用年数を 20年とし、新品の資本財取得価格を 1として描いている。一般的には、one-hoss shay
型、straight line型では新品価格は連続形で表すと（耐用年数を Tとすると）それぞれ、

pA(o) =

∫ T

0

pKe−rtdt

pA(s) =

∫ T

0

(
1− t

T

)
pKe−rtdt

であり、よって設備年齢 vの取得価格はそれぞれ次式のようになる（資本サービス価格は 1で一定とする）。

pA, v(o) =

∫ T−v

0

e−rtdt =
1

r

(
1− er(v−T )

)

pA, v(s) =

∫ T−v

0

(
1− t + v

T

)
e−rtdt =

1

Tr

(
er(v−T )

r
− 1

r
+ T − v

)

また、pA, v(o)についてその利子率を 0に近付けると、ロピタルの定理により直線に近付くことがわかる（利子率 0のとき新品の取
得価格は Tとなるので、Tで割ることにより図 3.14の点線となる）。
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以上によって、物理的償却率及び経済的償却率を推計するための資本の双対アプローチによる理論仮説

が整理されたのでこの仮説に基づいて次節では償却率の推計をおこなうことにしたい。

次節では資本ストック推計のためにこの定率の経済的償却率を推計することにする。その後にこの展開

の社会資本への適用を試み、そのための社会資本各部門の経済的償却率を推計する。

3.5.2 数量面からの償却率の推計

償却率の推計方法は、数量面から接近するもの（retirement approach、investment approach、polynomial-
benchmark approach）と価格面から接近するものがある。数量面から接近する方法では理論的にはその数
量が生産能力を反映していることが望まれ、限界はあるものの価格面の資料の制約からよくおこなわれる。

ここではひとまず BGAを仮定して、数量面から polynomial-benchmark approachによって包括的な産業
別資本財別償却率の推計を試みる

retirement approachでは除却と資本ストックの資料（あるいは前期および今期の資本ストックと粗投資
の資料）が観察されれば物理的償却率が計算（geometricを仮定すれば経済的償却率と一致）できる。BEA
（U.S. Bureau of Economic Analysis）での計測例があるが、日本でも経済企画庁による民間企業粗資本ス
トックを用いれば、産業別の物理的償却率を求めることができ、法人企業全体について取付ベースで図 3.15
のようになった。
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図 3.15: 法人企業全体の償却率

全産業での年々の償却率は比較的安定している（平均 4.916%、標準偏差 0.00749）が、産業別にはかな
りばらつくものもあった（企画庁の資料では資本財別に分割されていないので、その資本財構成の変化に

よるものか償却率の変化によるものか識別できない）97。この粗資本ストックが生産能力を反映している

と考えれば償却率とも解釈されるが、除却率として解釈するほうが自然であろう（償却率の最下点を与え

ているとも評価できる）。

investment approachは、投資理論をあらかじめ設定したもとで、観察される投資をもっともよく説明す
る償却パターンを決定するものである。Coen[7]による新古典派投資モデルのもとでの計測例があり、比較
的多くの産業で設備及び構造物において geometric decayを検出している。

polynomial-benchmark approachは、恒久棚卸法（perpetual inventory method）を用いて時系列的な
投資系列とダブルベンチマークとする資本ストック（その時点の資本サービス量を表していると仮定）に

整合的な償却率を計算するものである。いま t− s年、t年をダブルベンチマーク（各年末の資本ストック

97ここでの推計は、資料の制約から前期の資本ストックに占める今期の純除却額（除却額－中古品除却額）によって定義している
（除却額を別掲できないので）。企画庁によるこの資料は、このような集計の他、実質値のみの公表であること、また SNAと計数の
みではなく完全に産業格付けが統一されていない（廃棄物処理業は SNAでは水道に属するが、この資料ではその他サービスに属し
ている）等の問題がある。
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を S）とすると（例えば t =1970,s =15）、BGAを仮定すれば、

St = At + (1− δ)At−1 + (1− δ)2At−2 + · · ·
　　　　+ (1− δ)s−1At−(s−1) + (1− δ)sSt−s (3.23)

によって Stを表すことができる（前節での BGAを仮定した (3.8)式に対応）。（左辺）－（右辺）をΦとす
ると、

∂Φ(δ)
∂δ

= At−1 + 2(1− δ)At−2 + · · ·
　　　　+ (s− 1)(1− δ)s−2At−(s−1) + s(1− δ)s−1St−s > 0

よってΦはδの単調増加関数であり、

Φ(0) = St −
s−1∑
τ=0

At−τ − St−s < 0 (3.24)

Φ(1) = St −At > 0 (3.25)

の条件のもとで解は一意的に求めることができる98。この条件を満たさないときは資料に問題があること

は明白である。以下では (3.24)式を満たさないとき解不定 a、(3.25)式を満たさないとき解不定 bと呼ぶ
ことにする（解不定 aは償却率を 0としても t年のストックに到達しないケースであり、解不定 bは t年

の投資が t年末のストックを超過するケースである）。

では (3.23)式にしたがって、民間・公的別産業別資本財別に物理的償却率の推計を試みることにする。
資料として用いたものは、ダブルベンチマークとしては「昭和 30年国富調査」及び「昭和 45年国富調査」
（ともに経済企画庁）の純資本ストックである99。民間・公的別産業別資本財別（実質）投資額については、

すでに推計した 1955-92年にわたる時系列固定資本マトリックス（KDB-FCFM）を用いている。しかし、
推計のためにはベンチマークとして用いる「国富調査」において、KDB-FCFMに対応すべく産業分割、資
本財分割が為されている必要がある。よって「昭和 30年国富調査」は 1955年 KDB-FCFMの情報によっ

98たとえば St=500,St−5=400,At=60,At−1=50,At−2=45,At−3=30,At−4=25とすると、Φ(δ)は、
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となり、（物理的）償却率は 5.1928%と求められる。
99わが国の国富調査は次のようにおこなわれている。
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て、「昭和 45年国富調査」は 1955-70年のKDB-FCFMの恒久棚卸法による積み上げ値100の情報及び「昭

和 45年産業連関表－固定資本ストックマトリックス－」（昭和 52年）101によって必要な産業分割及び資

本財分割をおこなった。デフレーターについては、日本銀行「卸売物価指数」、「輸入物価指数」をベース

に推計したものを用いている。

表 3.37と表 3.38がその推計結果である。民間産業全体の各資本財についての償却率を比較すると、建設
物（建物および構築物）13.2%（耐用年数では 16.3年102）、繊維製品 50.1%（3.3年）、木製品 94.8%（0.8
年）、家具 43.4%（4.1年）、一般機械 25.0%（8.1年）、電気機械 37.1%（5.0年）、自動車 88.3%（1.1年）、
その他輸送機械 12.9%（16.8年）、精密機械 60.0%（2.5年）などと、木製品、自動車など明らかに償却率
が過大であるものがあるが、その他の資本財では耐用年数との対応でほぼ良好な値になっているようであ

る。自動車では償却率が高く推計された上に、産業別には解不定 bが多いことから、1955年時点での資本
ストックが過小であるか、投資が過大に推計されている可能性があると言えよう。

公的部門では産業全体で建設物 12.5%（17.2年）、繊維製品 26.9%（7.4年）、木製品 33.7%（5.7年）、家

調査年次 発表年次 実施機関 備考
明治 38年 (1905) 　不明 日本銀行

43年 (1910) 大正元年 日本銀行
大正 2年 (1913) 大正 10年 10月 国勢院

6年 (1917) 　不明 日本銀行
8年 (1919) 大正 10年 10月 国勢院

13年 (1924) 昭和 3年 2月 内閣統計局 ここまでは既存の統計利用による簡易推計
昭和 5年 (1930) 昭和 8年 11月 内閣統計局 戦前の代表的国富調査（実地調査 昭和 7年 12月）

10年 (1935) 昭和 23年 10月 内閣統計局 前回と同様の推計方法（実地調査 昭和 10年 12月）
30年 (1955) 昭和 33年 3月 経済企画庁 戦後国富調査の原型（以降、再生産可能有形資産、対外純資産のみ）
35年 (1960) 昭和 39年 12月 経済企画庁 小規模な調査
40年 (1965) 昭和 42年 8月 経済企画庁 小規模な調査
45年 (1970) 昭和 50年 2月 経済企画庁 最大規模の調査

（付）太平洋戦争による
　我国の被害総合報告書 昭和 24年 4月 経済安定本部

経済企画庁編『復刻　日本の国富調査』昭和 51年 5月より作成

上記のように戦後大きな調査が 1955年と 1970年におこなわれており、1970年の最大規模の国富調査についてその推計方法をみ
ること、対象となる主体は全経済主体（国、地方公共団体、公共物、政府企業、民間法人企業、民間個人企業、民間非営利団体、家
計）であり、その対象とする資産は上記経済主体が所有する再生産可能な有形固定資産、棚卸資産および対外純資産（再生産不可能
な天然資源、土地および無形固定資産は除外）となっている。
また調査の際のサンプルについて、国および都道府県の一部、国営企業、資本金 10億円以上の法人企業については悉皆調査、ま

たそれ以外の部門はサンプル調査であり、特に道路、港湾などの公共物についてはPerpetual Inventory Methodによる机上推計で
ある。
他の特徴を列記するならば、

• 資産を全国 9ブロック別に分割（戦前は府県別計数があったが、戦後は全国合計のみであった）

• 所有資産の調査の他に使用資産の調査（使用資産を自己所有と貸借に分離）
• 資産が新品か中古品であるかの調査
• 新国民経済計算体系の整備の一環としての国民所得統計との整合性

以上の点があげられる。
またここで推計のために用いるベンチマークとしてのストックは「国富調査」における粗概念と純概念のどちらを採用すべきであ

るかは先験的には確定し難い問題であり、黒田・吉岡 [39]では両方ともに用いた結果粗概念による計測結果を採用している。その際
「昭和 30年国富調査」では純概念のみの公表であるから、「昭和 45年国富調査」での純資本ストックと粗資本ストックの比率を用い
て、粗資本ストックを推計している。しかし「昭和 30年国富調査」の一部分の結果については粗資本ストックが [40]で公表されて
いる。
100このためには暫定的な償却率が必要であり、それは後に報告する価格面からの資料によって推計された償却率、大蔵省「減価償
却資産の耐用年数等に関する省令」によって換算される償却率及び一般機械・電気機械などについてはHulten-Wykoff[12]の値を各
資本財（産業間共通、一部民間・公的分割）について用いている。
1011970年の「国富調査」をもとに、唯一公表されている本格的な固定資本ストックマトリックスであり、法人・個人企業別、中
央・地方政府別に資本形成部門別資本財別資本ストック（粗概念、購入者価格評価）が計上されている。ただしここでの資本財分類
は国富調査の資本分類（設備分類）をベースにしたものであり、、産業連関表での商品分類との対応は各設備を分割し資本財毎に統合
し直す必要があるため、それらの対応は図られていない。またここでは使用者主義によって評価されている点を注意すべきである。
102ここでは平均耐用年数をN、償却後の資産額をG%とすると、

(1− δ)N =
G

100

によって、G = 10%として償却率を換算している。
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具 30.1%（6.5年）、金属製品 21.4%（9.6年）、一般機械 14.2%（15.2年）、電気機械 12.6%（17.4年）、他
輸送機械 23.0%（8.8年）、精密機械 28.5%（6.9年）、他製品 14.3%（15.1年）と、繊維製品、木製品、一
般機械、電気機械、精密機械では民間の償却率を下回っており、その他はほぼ同様な値として計測されて

いる。なおここでは、民間住宅および公的総固定資本形成のうち産業に格付けられないもの（狭義の社会

資本として格付けたもの）をその対象から除いていることに注意すべきであり、その意味でも公的部門の

建設物は（償却率が低いと考えられる）社会資本を含んでいないので民間の建設物（非住宅建築物）とほ

ぼ同様な値をとっているのは妥当であるといえよう。自動車については民間部門と同様に解不定 bが多く
なっている。

上記のように、民間部門償却率（表 3.37）、公的部門償却率（表 3.38）ともに解不定の数が多いことか
ら、ベンチマークとした資本ストック（その資本財および産業分割）、名目投資額、デフレーター等におい

て資料上の問題点があることを指摘する結果となっている103。

この polynomial-benchmark approachによる推計値では、再三指摘するように BGAを先験的に仮定し
ている（償却パターンについては何の情報ももたらさない）ことが理論上の問題点として残されている。

また計測上の問題点としては、第 1に、(3.23)式のダブルベンチマークとした資本ストック（S）と前節で

の (3.8)式における資本サービス量（K）が等しいという a prioriには確定できない仮定である。第 2に、
「国富調査」をベンチマークとせざるを得ないことによりその資産分類および産業分類に縛られることであ

る。よって計測したい資本財および産業分類に対応させるべく強引な資産および産業の分割をせざるをえ

ず、それによって誤差が生じることが考えられる。第 3に、「国富調査」は 1970年以降はおこなわれてお
らず、1955、1970年という資料をダブルベンチマークとして用いる限り耐用年数の長い資本財については
適当でない可能性があること、また資料から推計された償却率が果たして現在でも利用可能かという問題

である。これはその償却率の時系列的変化の可能性を考えると、大きな問題点であろう。以上のような問

題点によって、数量面からの接近では BGAの仮定および計測される償却率について反証することは不可
能であり、潜在的反証者をもとめることが必要であろう。よって次節以降では、価格面からの接近により

これらの問題を補完することにする。

103黒田・吉岡 [39]における資産分類での推計結果は以下のようになっている。

黒田・吉岡 [39, p22]による推計値

平均耐用年数 Case II Case IV
＜推計条件＞
　 bench資産概念 純資産額 粗資産額
　基準年次 1955,1970 1955,1970
＜解不能の数＞ 6 49
＜推定平均償却率＞
　法人部門
　　 (2)非居住用建物 34.7 0.1211 0.0386
　　 (3)その他構築物 26.7 0.1567 0.0574
　　 (4)機械設備 10.5 0.2884 0.0820
　　 (5)水上輸送機械 9.7 0.5176 0.3236
　　 (6)陸上航空輸送設備 5.6 0.2917 0.0544
　　 (7)工具備品 6.3 0.4512 0.0972
　個人部門
　　 (2)償却資産（除居住用建物） 18.0 0.22037 0.0465
　　　 Case II 及び Case IVのみ抜粋

この推計結果に関して、平均耐用年数（「昭和 45年国富調査」より）と推計された償却率を比較すると、水上輸送機械と陸上航空輸
送機械の償却率に逆転現象がみられていることが問題点として指摘されていた。今回おこなった推計は資本財別であるから直接的な
比較はできないが、1955年時点資本ストックで陸上航空輸送機械の 90%弱が自動車（自動二輪車を含む）である（鉄道車両 10%、
航空機 1.5%）ことから表 3.37の自動車とその他輸送機械との比較からこの逆転現象は補正されていることがわかる。
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表 3.37: 民間産業別資産形態別物理的償却率
動植物 建設物 繊維製品 木製品 家具 金属製品

1 農林水 0.10650 0.14243 0.48951 — 0.47664 0.39948
2 石炭鉱業 — 0.14345 解不定 b — 解不定 b 解不定 b
3 その他鉱業 0.39843 0.14448 0.39698 — 0.31744 0.25505
4 建設 0.34788 0.04169 0.57266 — 0.47590 —
5 食料品 0.20465 0.07748 0.78896 — 0.68297 0.59107
6 繊維 0.38115 0.08309 0.37034 — 0.28818 0.23120
7 衣服 — 0.04851 解不定 a — 解不定 a 解不定 a
8 木材 0.37864 0.12834 0.42161 — 0.35747 —
9 家具 0.18011 0.18802 0.05333 — 解不定 a —
10 紙パルプ 解不定 a 0.22904 — — 0.56363 0.50288
11 出版印刷 — 0.12844 0.53914 — 0.47369 0.38260
12 化学 — 0.23865 0.65735 — 0.56973 0.48427
13 石油製品 — 解不定 a 0.79151 — 0.86855 0.71691
14 石炭製品 — 解不定 a 0.74622 — 0.78634 0.64326
15 ゴム — 解不定 a 解不定 b — 0.96660 —
16 皮革 — 解不定 a — — — —
17 窯業土石 0.33666 0.15821 0.32156 — 0.23739 0.18564
18 鉄鋼 — 0.28125 0.33480 — 0.24385 0.19256
19 非鉄 — 0.36039 0.31160 — 0.22718 —
20 金属 0.28625 0.49151 解不定 a — 解不定 a —
21 一般機械 0.21714 0.43092 0.43944 — 0.33480 0.27437
22 電気機械 — 0.27155 0.76785 0.94778 0.61974 0.53531
23 自動車 — 0.34205 0.60871 — 0.52465 0.46217
24 他輸送機械 — 0.29845 0.66448 — 0.55881 0.45898
25 精密機械 — 解不定 b 解不定 b — 0.92449 0.89265
26 他製造業 0.18011 0.32870 0.47312 — 0.37926 —
27 鉄道輸送 解不定 a 0.20027 0.94636 — 解不定 b 0.73226
28 道路輸送 0.14924 0.10082 解不定 b — 解不定 b 解不定 b
29 水運 解不定 a 0.00088 解不定 b — 解不定 b 解不定 b
30 航空輸送 — 解不定 a 解不定 b — 解不定 b 解不定 b
31 倉庫他 0.34645 0.02018 解不定 b — 解不定 b 解不定 b
32 通信 — 解不定 b — — 解不定 b —
33 電気 — 0.14263 0.55729 — 0.53649 0.45989
34 ガス — 0.34173 0.09634 — 0.03221 —
35 水道 — 解不定 b 0.01988 — — —
36 商業 0.49842 0.01058 0.19337 — 0.15362 —
37 金融 0.30124 解不定 a 0.84099 — 0.93139 —
38 不動産 0.18011 0.20659 解不定 a — 0.01403 —
39 教育 — 0.11718 0.15574 — 0.08426 0.04809
40 研究 — 0.11173 0.13226 — 0.09178 0.05816
41 医療 解不定 a 0.34245 解不定 b — 解不定 b 解不定 b
42 他サービス 解不定 b 0.05675 解不定 b — 解不定 b 解不定 b

全体 0.11124 0.13211 0.50108 0.94778 0.43388 解不定 b
　　解不定 aは (3.24)式を満たさないケース
　　解不定 bは (3.25)式を満たさないケース
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　表 3.37:民間産業別資産形態別物理的償却率（続）
一般機械 電気機械 自動車 他輸送 精密機械 他製品

1 農林水 0.25840 0.27982 0.26087 解不定 a 0.50143 0.30995
2 石炭鉱業 0.63524 0.90886 解不定 b 解不定 b 解不定 b 0.98938
3 その他鉱業 0.17338 0.15660 解不定 b 解不定 b 0.33422 0.18564
4 建設 0.35645 0.29640 0.57417 0.40045 0.50689 0.31358
5 食料品 0.35473 0.40138 0.89806 解不定 a 0.73024 —
6 繊維 0.16279 0.13807 解不定 b 0.06506 0.30331 —
7 衣服 解不定 a 解不定 a 解不定 a 解不定 a 解不定 a —
8 木材 0.20141 0.18228 0.89199 解不定 b 0.35633 —
9 家具 解不定 a 解不定 a 0.37891 0.90031 0.02212 —
10 紙パルプ 0.31348 0.31242 0.77704 0.57244 0.47270 —
11 出版印刷 0.25575 0.26835 解不定 b 解不定 b 0.48343 —
12 化学 0.33593 0.37155 解不定 b 0.57780 0.58414 —
13 石油製品 0.54102 0.57227 0.65669 解不定 a 0.83907 —
14 石炭製品 0.57614 0.51327 0.66002 解不定 a 0.76937 —
15 ゴム 0.56099 0.62332 0.63876 0.38267 0.86202 —
16 皮革 0.06171 0.02534 解不定 b 0.18841 0.14891 —
17 窯業土石 0.11771 0.10099 解不定 b 0.77007 0.25226 —
18 鉄鋼 0.12291 0.09903 解不定 b 0.50855 0.25837 —
19 非鉄 0.10808 0.08933 解不定 b 解不定 b 0.24614 —
20 金属 解不定 a 解不定 a 0.55919 解不定 b 解不定 a —
21 一般機械 0.19021 0.16472 解不定 b 解不定 b 0.35963 —
22 電気機械 0.34981 0.43517 0.92464 解不定 b 0.67865 —
23 自動車 0.33356 0.34089 0.52585 解不定 b 0.59086 —
24 他輸送機械 0.35144 0.33302 0.56646 解不定 b 0.59798 0.35261
25 精密機械 0.67827 0.71724 解不定 b 解不定 b 解不定 b —
26 他製造業 0.23782 0.21815 0.65476 0.47790 0.38974 —
27 鉄道輸送 0.58361 0.46309 解不定 a 0.47641 解不定 b 0.73239
28 道路輸送 解不定 b 解不定 b 解不定 b 0.16434 解不定 b 解不定 b
29 水運 解不定 b 解不定 b 0.31948 0.13582 — 解不定 b
30 航空輸送 解不定 b 解不定 b 0.40443 0.13364 — 解不定 b
31 倉庫他 解不定 b 解不定 b 0.33052 0.12951 — 解不定 b
32 通信 解不定 b 解不定 b 解不定 b 解不定 a — —
33 電気 0.27038 0.27497 解不定 b 0.86674 0.56183 —
34 ガス 0.01461 解不定 a 解不定 b 解不定 b 0.01446 —
35 水道 — 解不定 a — — — —
36 商業 0.05269 0.04421 解不定 b 解不定 a — 0.01853
37 金融 0.79940 0.83187 0.99818 解不定 a — —
38 不動産 解不定 a 解不定 a 解不定 b 解不定 a — —
39 教育 解不定 a 解不定 a 解不定 b 0.13583 0.09675 解不定 a
40 研究 0.00469 解不定 a 解不定 b — 0.09264 —
41 医療 解不定 b 解不定 b 0.05666 解不定 a 解不定 b —
42 他サービス 解不定 b 解不定 b 解不定 b 0.30931 解不定 b 解不定 b

全体 0.24981 0.37106 0.88327 0.12882 0.59970 0.13369
　　解不定 aは (3.24)式を満たさないケース
　　解不定 bは (3.25)式を満たさないケース
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表 3.38: 公的産業別資産形態別物理的償却率
動植物 建設物 繊維製品 木製品 家具 金属製品

1 農林水 — 0.12806 — — — —
3 その他鉱業 — 解不定 b 0.29271 0.35130 — —
4 建設 — 0.11560 — — 0.29052 —
5 食料品 — 0.12132 — — — —
11 出版印刷 — 0.09065 — — 0.28439 —
12 化学 — 0.11788 — — — —
20 金属 — — — — — —
27 鉄道輸送 — 0.07813 0.26818 — 0.28857 0.21286
28 道路輸送 — 0.11625 0.26522 — — 0.21599
29 水運 — 0.13121 0.26693 — — —
30 航空輸送 — 0.14709 0.27786 — — 解不定 b
32 通信 — 0.12475 0.26881 0.33771 0.30065 —
33 電気 — 0.10252 — 0.32616 0.28900 —
34 ガス — 0.11563 — — 0.29062 —
35 水道 — 0.13324 — — — 0.21537
36 商業 — 0.14899 — — 0.29378 —
37 金融 — 0.12827 — — 0.29404 —
38 不動産 — 0.14110 — — — —
39 教育 — 0.12248 — — 0.29648 —
40 研究 — 0.10302 — — 0.29731 —
41 医療 — 0.17045 — — 0.30031 —
42 他サービス — 0.13719 — — 0.30072 —
43 公務 — 0.12754 0.26823 — 0.30300 —

全体 — 0.12505 0.26856 0.33686 0.30098 0.21362

一般機械 電気機械 自動車 他輸送 精密機械 他製品
1 農林水 0.14045 — 0.76838 0.25620 — —
3 その他鉱業 0.17402 0.15173 — 解不定 b 0.32092 —
4 建設 0.13788 0.13450 0.77586 0.23646 0.28367 —
5 食料品 0.15893 — 0.83814 — — —
11 出版印刷 0.13554 0.11994 0.80919 — — —
12 化学 0.13581 0.13263 解不定 b — — —
20 金属 0.13978 — — — 0.27600 —
27 鉄道輸送 0.13709 0.11824 0.66382 0.27441 0.28212 0.13839
28 道路輸送 0.13745 0.11793 0.71553 — — —
29 水運 0.13937 0.13861 0.92020 0.23593 — —
30 航空輸送 0.14713 0.12861 解不定 b 0.27047 — —
32 通信 0.15317 0.13009 解不定 b 0.22960 0.29503 —
33 電気 0.13301 0.12397 0.59208 — — —
34 ガス 0.13648 0.12315 0.67914 — — —
35 水道 0.14101 0.12058 0.75317 — — —
36 商業 — — — — — —
37 金融 0.13993 0.12537 解不定 b — — —
38 不動産 0.38691 0.36740 解不定 b — — —
39 教育 0.14130 0.12679 解不定 b — 0.28382 0.14126
40 研究 0.14087 0.13639 解不定 b 0.27513 0.28262 0.14342
41 医療 0.13921 0.12262 解不定 b — 0.28720 0.14573
42 他サービス 0.16403 0.12660 解不定 b — 0.28767 0.14314
43 公務 0.13936 0.12429 解不定 b 0.22061 0.28366 0.14417

全体 0.14181 0.12628 解不定 b 0.23036 0.28531 0.14309
　　解不定 aは (3.24)式を満たさないケース
　　解不定 bは (3.25)式を満たさないケース
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3.5.3 価格面からの償却率の推計

前節での推計に対して、価格面（中古価格あるいはレンタル価格）からの接近では償却率の分布型その

ものを推計することができ、また償却率についてその時系列的比較および国際比較が可能である。米国

では Hulten-Wykoff[12]による総括的な推計例、及び個別資本財の計測例としては Taubman-Rasche[28]、
Hulten-Wykoff[11] での建物、Ohta-Griliches[24] での乗用車、Hall[10] でのピックアップ・トラック等、
がある。しかし日本では、Lee[21]による漁船、国則 [36]による建設機械の計測以外には見当たらないよ
うである。ここでは第 2 節での資本サービス価格の理論仮説に基づいて、民間住宅の賃貸価格によって
Age-Efficiency Profileの計測、また中古自動車の取得価格によって Age-Price Profileの計測を試み、前節
で先験的に仮定していた BGAの仮説および時系列的変化の可能性についての考察をおこなう。

民間住宅の償却率の計測

もし幾何分布での近似（BGA）が適当でない資本財があるとすれば、直感的にはそれは建物や構築物に
ついて観察されるであろう。実際米国では、Taubman and Rasche[28]がオフィスの単位面積当たり賃貸
料の資料を用いて凹関数の償却パターンを観察しており、BGAを反証する結果を導いているのに対して、
その後の Hulten and Wykoff[11]では幾つかの建物の中古価格によって BGAを（漸近的な尤度比検定で
は棄却されるものの近似として）擁護するという逆の結論が導かれている。

よってここではクロス・セクションでの日本の民間住宅104の年齢別 1畳当たり家賃の資料により償却率
の分布型そのものを実測することによって、BGAという近似の可能性を探ってみたい。資料として用い
るのは、総務庁統計局「住宅統計調査報告（都道府県編）」（1983,88,93年）である。この資料によって、
やや粗いけれども住宅の年齢に対応した平均家賃が都道府県別105に観察される。その家賃は都道府県別の

資料であるから様々な地域格差を反映しているが、この格差を地価によって代表させ説明することを試み

る。各年の地価の資料は国土庁「国土統計要覧」による都道府県別地価調査によって得られるものを用い

ている。よって前節の (3.13)式との対応から、観察される家賃に対して Box-Cox変換した次のようなモデ
ルを考える。

p∗Ki
= α + βv∗i + γl∗i + d1D1i + ui,　　（i = 1, · · · , N）

p∗Ki
=

pθ1
Ki
− 1

θ1
, v∗i =

vθ2
i − 1
θ2

, l∗i =
lθ3
i − 1

θ3
(3.26)

ここで liは東京都の地価によって基準化した地価の指標（何らかの先験的な関数型を設定できないのでこ

こでも Box-Cox変換したものを考えている）、D1は非木造ダミー、uiは撹乱項である。Box-Coxモデル
ではそのパラメターの値によって、直線（linear）、幾何分布（geometric）、凹型（concave）、逆 S 字型
（backward-S）等の分布を示すことができる（θ = 0のとき変換した値は対数値となり、連続である）。例
えばθ1 = 0、θ2 = 1のとき幾何分布となり、θ1 = 1、θ1 = 1のとき直線になる。
ここでモデルに関して幾つかの留保すべき点について触れておきたい。資料に関しての制約から、ここ

で横断面資料を用いることはその償却の時系列的パターンを直接に追うものではなく、そのひとつの仮説

的な近似にすぎないということである。理論的な側面としては、一つは Akerlof[1]によって提示された新
製品市場と中古市場との情報の非対象性によって発生するレモンの問題である。建物に関してはこの問題

は無視できるとも思われるが、ここでは資料上の制約からその考察を試みることができないので、この点

については考慮をしていない（次の自動車の償却率の推計の際に考察することにする）。より大きな問題と

しては、観察される資料にはすでに除却してしまった標本が含まれていないことによって発生するバイア
1041990年では家計と不動産部門による住宅建設を合計すると、国内総固定資本形成の 18.5%、公的部門による住宅建設を含める
と 19.1%をも占める資本財である。
1051993年の資料に関しては、推計時点で公表されていなかったいくつかの県を除いている。また住宅の年齢に関しては幅をもって
分類されているため、中間値を年齢としている。
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スの問題（censored sample bias）である。Hulten and Wykoff[11]はこの問題を考慮して、それを考慮し
ないモデル（それは除却されたものに対して市場にあるものと同等の価値を仮定していることになる）と、

除却に関して（Bulletin Fの耐用年数を用いた）Winfrey[29]の L0分布を仮定することで修正したモデル

の 2つを推計している。本稿での住宅の賃貸価格においてもすでに除却されたものは標本から除かれてお
り、また住宅の耐用年数は機械などの資本財に比較して大きいことからこの調整に対する考慮が不可欠で

あるかもしれない。よってここでも住宅の Age-Efficiency Profileの推計において除却を考慮しないケース
と除却を考慮したケースともに計測することにする。除却に関して考慮すると (3.26)式の賃貸価格（資本
サービス価格）は、資料から得られる賃貸価格と既に除却されてしまっている確率をそれぞれp̂Ki,τ、rτと

すると、

pKi,τ = (1− rτ )p̂Ki,τ + rτ · 0 (3.27)

によって表される（これは除却済みの住宅の価値が 0であることを仮定していることになる）。また除却の
分布型そのものにも検討の余地は残されているものの、ひとまず Hulten and Wykoffと同様にWinfreyの
L0分布106を用いることとし、平均耐用年数は大蔵省「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」より木

造住宅については 24年、非木造住宅については 40年として観察される賃貸価格を調整した。

表 3.39: Box-Coxモデルによる推計結果：民間住宅
除却考慮なし 除却考慮済み

　 1983年　 　 1988年　 　 1993年　 　 1983年　 　 1988年　 　 1993年　
標本数 4691) 5642) 5323) 4691) 5642) 5323)

θ1 0.80755 0.76231 0.74794 0.63296 0.51168 0.51025
(12.73) (12.65) (15.47) (14.36) (16.86) (16.31)

θ2 0.65374 0.56025 0.44200 0.78770 0.83065 0.79382
(9.89) (8.24) (6.42) (14.64) (23.46) (20.55)

θ3 1.61331 1.58516 0.79447 1.55882 1.50945 0.71909
(5.65) (16.35) (11.51) (11.89) (16.15) (11.48)

α -0.06955 -0.10222 -0.11943 -0.17587 -0.21899 -0.26301
(-1.61) (-4.43) (-4.91) (-7.80) (-12.94) (-14.74)

β -0.01646 -0.02320 -0.02870 -0.03093 -0.03296 -0.03528
(-3.69) (-6.08) (-5.81) (-7.73) (-11.11) (-9.98)

γ 0.98530 0.98151 0.52099 0.89087 0.95341 0.46965
(7.02) (12.05) (10.28) (10.22) (13.36) (11.78)

d1 0.06544 0.08410 0.10377 0.12540 0.19118 0.22395
(7.33) (10.62) (12.55) (11.03) (17.51) (16.38)

対数尤度 618.46 863.29 788.71 700.62 1025.33 911.33

　 (BGA)4) 567.82 796.41 704.20 600.96 875.28 757.92
　 (Linear) 611.08 835.45 752.32 646.81 859.75 741.52

（注） ただし（）内は t値、また平均価格を用いているので全体での標本数は1)183523、2)203700、3)204709
4)は Age-Efficiency Profileについてそれぞれの制約のもとでの対数尤度

最尤法による計測値は表 3.39のようになっており、図 3.16および図 3.17はこのパラメターを用いて描か
れた各年の Age-Efficiency Profileである（新品の賃貸価格を 1として基準化）。図より除却の考慮の有無
に関らずその償却パターンは直線（linear）よりもやや凸型（convex）になっていることがわかる。また
Age-Efficiency Profileについて BGAおよび straight lineの制約のもとで推計すると、除却を考慮しない
ケースではその対数尤度（表 3.39の下段）によってむしろ BGAよりも Linearの方が良い近似となってお
り、除却を考慮したケースでは 1988年、1993年においては BGAの方が良い近似となっている。ただし
ともに BGAの仮説は漸近的な尤度比検定では棄却される結果になっている。以上の Box-Coxモデルの推
計結果から、少なくとも凹型の償却パターンをしてはいないこと、その意味で近似的には BGAの仮定を
用いることはほぼ容認されると言えよう。
106Winfrey[29]の 99頁および 102頁を参照。
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図 3.16: 実測した民間住宅の Age-Efficiency Profile（除却考慮なし）
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図 3.17: 実測した民間住宅の Age-Efficiency Profile（除却考慮済み）

(3.26)式全体で geometric（semi-log）を仮定しての最小自乗法による推計では表 3.40のように推計され、
償却率は除却を考慮しないときには 1983年 1.65%、1988年 1.81%、1993年 1.53%と安定しているものの
かなり小さな値となっているのに対して、除却を考慮したときには 1983年 4.44%、1988年 4.86%、1993年
4.78%、また木造、非木造別にみると除却を考慮しないケースでは 1988年に逆転現象が見られるものの、
除却を考慮したケースでは 1983年でそれぞれ 5.64%、3.22%、1988年で 5.85%、3.85%、1993年で 6.15%、
3.39%となっており、Hulten and Wykoffによる米国での幾つかの建物についての推計値 0.82–1.28%（除
却を考慮したものは 2.02–3.61%）と比較すると（住宅ではないものの）ほぼ対応しているように思われ
る。また前節での数量面からの資料による建物・構築物の償却率の推計値は 12.10%（民間）、8.58%（公
的）であったので、それが各産業の（より大きな償却率をとると思われる）工場などを含む建設物である

ことを考えるとここでの民間住宅の償却率は妥当な値を示していると言えよう。前節で報告したように

polynomial-benchmark approachによって推計した民間住宅の償却率は 1.14%であり、ここでの除却を考
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慮していない推計値にほぼ対応したものになっている。しかし除却を考慮しない推計値（1.5–1.8%）は過
小であるようであり、censored sample biasの問題は住宅などのような建設物では無視できないであろう。
また償却率の時系列的な推移に関してはかなり安定していることがわかり、特にその分布図 3.16および図
3.17での類似性に表れている107。

表 3.40: BGAを仮定した民間住宅の償却率
除却考慮なし 除却考慮済み

　 1983年　 　 1988年　 　 1993年　 　 1983年　 　 1988年　 　 1993年　
α -1.13593 -1.20948 -1.15844 -1.16645 -1.23688 -18675

(-49.16) (-66.50) (-61.82) (-40.03) (-54.51) (-46.19)
β -0.01658 -0.01824 -0.01539 -0.04546 -0.04977 -0.04901

(-19.62) (-27.40) (-21.90) (-42.65) (-59.92) (-50.84)
γ 1.09341 1.13748 1.25541 1.09527 1.13748 1.25541

(19.29) (24.76) (26.55) (15.32) (19.85) (19.36)
d1 0.13825 0.18396 0.23185 0.32909 0.44967 0.56058

(7.86) (11.98) (13.01) (14.84) (23.48) (22.94)

R̄21)
0.635 0.728 0.718 0.829 0.890 0.868

δ2) 0.01645 0.01808 0.01528 0.04444 0.04855 0.04783
（木造） 0.01807 0.01640 0.01662 0.05641 0.05851 0.06151
（非木造） 0.01480 0.01976 0.01393 0.03216 0.03849 0.03394

（注） ただし（）内は t値（すべて 1%の有意水準で有意）
1)は自由度調整済み決定係数、2)は log(1− δ) = βより計算

自動車の償却率の計測

ここでは中古自動車（乗用車、バン、小型トラック、中型トラック、大型トラック、ダンプカー）108の取

得価格を用いて Age-Price Profileを推計することで BGAの仮定を検証することにする。ここでの推計は
時系列的に資料の蒐集が可能なことから、償却率の時系列的変化の様子をも同時に観察することができる。

設備年齢および時間（年）に関して前節でのモデルと同様に考えることができるが、このままでは資本財の

質（技術）の変化が問題として残されており質の変化を考えることは自動車のような資本財では不可避で

あろう109。よってここではHall[10]、Ohta-Griliches[24]、太田 [33]等で用いられている hedonic approach
を用いて技術の変化を統御することで安定的な償却率の推計を試みたい。そのために採用する物理的属性

は、排気量（displacement ; di）、最大積載量（shipping weight ; wi）、馬力（horse power ; hi）である。

ある vintageの車における以上の 3つの物理的属性を調べている110。

Box-Coxモデルは中古価格を qi、設備年齢を si、時間を tiとして、

q∗i = α + βs∗i + γt∗i + ui,　　 (i = 1, · · · , N)

q∗i =
qθ1 − 1

θ1
, s∗i =

sθ2 − 1
θ2

, t∗i =
tθ3 − 1

θ3
(3.28)

107またγの値は 1983年 1.09、1988年 1.14、1993年 1.26（除却を考慮したケースでも同様）と上昇しており、地価の格差がより
大きく住宅賃貸料に反映するようになってきていることを示している。大都市への一極集中の問題等に対して興味深い観察事実であ
る。また d1の値も時系列的に上昇を示しており木造住宅と非木造住宅との賃貸料の乖離が大きくなってきていることがわかる。
1081990年で乗用車、トラック、バス等で国内総固定資本形成の 3.6%を占めている。
109vintage効果を入れることができれば一つの解決になるが、age、vintage、yearの効果は識別できないことがHall[9]によって
示されている。
110資料に用いたものはオートガイド社「自動車価格月報」（各年 1月号）および異本自動車査定協会「中古車価格ガイドブック」で
ある。資料の蒐集については服部剛史氏の協力を得ている。「自動車価格月報」では下取価格、小売価格、卸売価格が新車及び中古車
について掲載されており、小売価格は下取したものから修繕を加えたものであるので、卸売価格を用いて分析をおこなっている。た
だし新車に関しては卸売価格の掲載がないので、1年目の中古車の小売価格と卸売価格からマージン率を推計して新車の卸売価格を
推計した。
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表 3.41: Box-Coxモデルによる推計結果：自動車
乗用車1 バン2 小型トラック3 中型トラック4 大型トラック5 ダンプカー6

標本数 720 254 729 383 512 384
θ1 0.36925 -0.11247 -0.08185 0.25251 0.71942 0.83667

(9.72) (-4.26) (-6.96) (9.96) (22.33) (21.28)
θ2 0.14539 0.16811 0.01163 0.41237 0.40468 0.28401

(1.79) (0.84) (0.96) (2.55) (7.10) (2.80)
θ3 1.24546 1.41940 1.29207 0.99341 0.67449 0.58140

(19.76) (10.88) (17.55) (14.38) (31.77) (24.56)
α -0.89638 -0.94484 -0.94783 -0.66489 -0.42318 -1.13290

(-15.09) (-5.90) (-5.55) (-4.75) (-6.17) (-24.65)
β -0.12638 -0.23745 -0.21513 -0.24649 -0.15866 -0.14425

(-14.25) (-7.78) (-12.93) (-13.02) (-32.46) (-28.67)
γ 0.22959 0.25299 0.30530 0.14321 0.07531 0.06274

(6.22) (3.36) (4.66) (3.16) (8.84) (4.89)
φd -0.00007 -0.00025 —　 0.00003 -0.00001 0.00003

(-1.82) (-0.91) (—) (-17.9) (-1.09) (4.74)
φw —　 0.00024 -0.00046 0.00002 -0.00004 0.00002

(—) (0.478) (-5.61) (-1.87) (-6.31) (4.38)
φh 0.00035 —　 0.00641 0.00049 0.00039 -0.00034

(0.76) (—) (2.38) (-0.59) (1.13) (-1.12)
対数尤度 644.95 277.50 664.84 398.72 892.43 614.26

（注） ただし（）内は t値であり、また資料は 1974-94年、各車種は以下のとおり。
1 トヨタ（クラウン,マーク II,コロナ,カローラ）,日産（スカイライン GT）
2 トヨタ（ハイエース,ライトエース）
3 いすず（エルフ 250;フラットロー,ロング,高床,エルフ 150）,日産（アトラス）
4 日野（トラック;4t,4.5t,7.75t）
5 日野（トラック;10.5t,11t,11.5t,12t）
6 日野（ダンプ;8t,10t,11t）

と表される。設備年齢に対する中古資本財価格の変化を Age-Price Profileとして描くことができ、それが
時間（年）の効果によってシフトすると考えている（年の効果はキャピタルゲイン（あるいはロス）を表

すともいえる）。

最尤法によって推計した結果は表 3.41のようになった。また linear及び geometricともに漸近的な尤度
比検定では棄却される111。むしろ大型トラックおよびダンプカーでは linearの方が対数尤度が大きい結果
となっている。Hulten-Wykoff[11]でも尤度比検定の結果 geometric（定率）、linear（定額）ともに棄却は
されているが、（one-hoss shayと比較して）よい近似を与えているとして geometricを採用するという結
論になっている（この論文では office building等を扱っており、その償却パターンが one-hoss shayであ
るという議論に反論するという意図がある）。また Box-Coxモデルにおいて推計された償却パターンは図
3.18のようになっている。

111それぞれの制約のもとでの対数尤度は次のようになった。

乗用車 バン 小型トラック 中型トラック 大型トラック ダンプカー
制約なし 644.95 277.50 664.84 398.72 892.43 614.26
geometric 508.42 255.74 619.21 355.40 626.63 417.11
linear 489.29 -91.87 -415.37 217.89 685.76 469.75
geometricの
制約下でのβ -0.22358 -0.30434 -0.25116 -0.33363 -0.29675 -0.26322
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図 3.18: 実測した自動車の Age-Price Profile

この図から見てとれるように、耐用年数では（10%を残すとすると）ほぼ 7-10年ほどであり（大蔵省の
法定耐用年数では 4-6年と若干短い）、定率の制約のもとでの経済的償却率はそれぞれ、22.4、30.4、25.1、
33.4、29.7、26.3%となっている。また Ohta-Griliches[24]における乗用車の推計値（年率 27.75-43.42%）
と比較しても、若干小さいもののほぼ対応していることは興味深い。もし経済的償却率がその資本財にとっ

ての技術的パラメターとして考えられるならば（貿易による効果も含めて）、日本で資料を得られない資本

財について Hulten-Wykoffの償却率を援用できる可能性がある。この国際比較についてはモデルの構造の
比較も含めて将来分析しなければならない課題であろう。
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また経済的償却率の時系列的変化を乗用車、小型トラック、中型トラック、大型トラックについて geometric
の制約のもとで計測したものが表 3.42である。この結果から時系列的に例外なく経済的償却率は低下（耐

表 3.42: 自動車の経済的償却率の時系列的変化
乗用車 小型トラック 中型トラック 大型トラック

1974-78年
　償却率 28.91 28.90 44.78 40.391

　標本数 160 147 84 112
　対数尤度 220.82 255.47 131.47 171.85
1979-83年
　償却率 22.66 24.45 34.71 30.89
　標本数 175 174 90 120
　対数尤度 144.42 248.72 135.96 195.72
1984-88年
　償却率 21.21 24.05 29.18 26.83
　標本数 175 180 90 120
　対数尤度 92.62 136.85 138.07 206.00
1989-94年
　償却率 18.51 23.88 25.72 24.37
　標本数 175 186 99 132
　対数尤度 162.81 67.73 50.51 205.19

1 この期間では horse powerを除く（singularとなるため）

用年数が増加）していることがわかる112。この結果は経済的償却率をほぼ geometricで接近できるとして
も、その償却率自体は時系列的に変化していることを示唆しており、それは取りこぼしている物理的特性

によるものか、あるいは外的な経済的状況の変化によるものか詳細に分析する必要があろう。またこの結

果から（ほぼ）その経済的償却率の高低の順位は時系列的に安定していることも観察される。このことも

詳細に償却率を分析するために特筆すべき観察事実であろう。

1955-70年に関してはこのように推計された産業別経済的償却率を用いて、そして 1970-92年に関して
は（この推計結果からの償却率や、耐用年数、先の価格面から推計された償却率および Hulten-Wykoff[12]
による計測値によって）表 3.43の経済的償却率（産業間共通）を用いて、民間・公的別固定資本ストック
マトリックス（KDB-FCSM）を推計した。

表 3.43: 資産形態別経済的償却率（1970-92年）
資産形態 民間 公的 推計法または出典

1 動植物 0.11124 —　 表 3.37
2 建設物 0.04783 0.04783 表 3.40
3 繊維製品 0.50108 0.26856 表 3.37、表 3.38
4 木製品 0.33686 0.33686 表 3.38
5 家具 0.43388 0.30098 表 3.37、表 3.38
6 金属製品 0.21362 0.21362 表 3.38
7 一般機械 0.1225 0.1225 Hulten-Wykoff[12]
8 電気機械 0.1179 0.1179 Hulten-Wykoff[12]
9 自動車 0.25116 0.25116 表 3.41
10 他輸送機械 0.12882 0.12882 表 3.37
11 精密機械 0.2729 0.2729 Hulten-Wykoff[12]
12 他製品 0.13369 0.14309 表 3.37、表 3.38

112この結果はOhta-Griliches[24]とも整合的である。
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3.5.4 社会資本の償却率

社会資本ストックの推計のために、償却あるいは除却について何らかの仮説を設ける必要がある。建設

省 [42, p33] では社会資本施設の耐用性について次の 5種類の概念を区分している。

物理的耐用性 施設を使用することの使用過重によって施設が摩耗し、及び存在する施設に対し自然営力が

作用することによって施設が減耗する減少が進行して、施設の使用そのものができなくなる、又は施

設を存在させることが人命・財産への危険その他から許されなくなる場合

機能的耐用性 物理的耐用年数が経過する以前に、当該施設に対する需要の量が当初前提された限界を越え

る、あるいは需要の質的水準が当該施設の質的水準を越えることから機能不足を生じるために更新せ

ざるを得なくなる場合

経済的耐用性 既存の施設を維持・管理していくために必要な費用が、当該施設を更新する費用及び更新後

の新施設を維持・管理していくために必要な費用を上回るため、更新するほうが経済的となる場合

社会的耐用性 他の公共施設の建設敷地となるため撤去を要する等、施設を使用に供することそのこととは

関係のない外的事情のために、撤去または再建設を要することとなる場合

災害上の耐用性 自然災害または社会的事故のため、施設が破壊・損害を受け、更新せざるを得なくなる

場合

ここで注意すべきは社会資本であってもその物理的要因のみではなく、経済的あるいは社会的な非物理

的要因にも依存していることである。各社会資本がどの程度これらの要因に規定されているかを知ること

は困難だが、ここで建設省土木研究所による道路橋の除却についての一例をあげることができる。

表 3.44: 道路橋の架け替え・撤去の理由別割合（昭和 47-50年度）
（件、%）

架け替え・撤去の理由 RC橋 鋼橋 PC橋 合計
件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率

物理的耐用性 上部構造の寿命 180 16.3 112 29.7 3 4.6 295 19.1
下部構造の寿命 46 4.2 22 5.8 3 4.6 71 4.6

小計 226 20.5 134 35.5 6 9.2 366 23.7
機能的耐用性 自動車荷重の増大 16 1.5 13 3.4 0 0 29 1.9

幅員狭小 170 15.4 55 14.6 6 9.2 231 15.0
路線の線形改良 369 33.5 77 20.5 29 44.7 475 30.8

小計 555 50.3 145 38.5 35 53.8 735 47.6
社会的耐用性 河川改修事業に伴うもの 198 18.0 44 11.7 18 27.8 260 16.8

道路改良事業に伴うもの 14 1.3 2 0.5 1 1.5 17 1.1
都市計画事業に伴うもの 29 21.8 58 15.4 21 32.3 320 20.7

小計 241 21.8 58 15.4 21 32.3 320 20.7
2つの項目以上に該当のもの 53 4.8 9 2.4 0 0 62 4.0
その他 28 2.5 31 8.2 3 4.6 62 4.0

合計 1103 100 377 100 65 100 1545 100

（資料）建設省土木研究所「橋梁の架け替えに関するデータ解析報告書」

表 3.44によると道路橋全体について物理的要因による除却は 23.7%にすぎず、機能的要因によるものが
全体の 47.6%、社会的要因が 20.7%を占めている。つまり約 75%程が非̇物理的理由によって除却されてい
ることがわかる。これは一つの例であるけれども、他の社会資本にとっても決して物理的要因のみが除却

の原因ではないことに留意すべきである113。
113建設省 [42]では、昭和 40年代に入ってから建設されてきた施設は高度産業社会を前提とした高規格基準に基づいて建設されて
きていることから、機能的要因及び社会的要因による施設更新の割合は大幅に低下してくるものと考えている。
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よって社会資本に関しても、物理的に存在している期間には一定のサービスを提供する能力を持つ（one-
hoss shay）と考えるよりむしろ、経済的、機能的、社会的な要因によってその能力は逓減すると考えるこ
とが妥当性を持つようにおもえる。しかしその能力の推移において（民間資本ストック推計の際に用いた

ように）geometric distributionを仮定することは、妥当であるといえるだろうか。多くの社会資本はサー
ビスを提供する際に直接の金銭の授受はないので（間接的に負担するのみである）、価格サイドからその償

却の様子を探ることはできない。よってその分布における仮定を直接に検証することはできないが、可能

である二つの方法によってその経済的償却率に接近することにしたい（以下では geometricをあらかじめ
仮定せざるを得ない）。

一つは、「国富調査」及び『経済審議会地域部会報告検討資料編』（ともに経済企画庁）によるストック

を用いてて polynomial-benchmark approachによって償却率を推計することである。もう一つは、適当な
社会資本各部門の平均耐用年数によって償却率を推計する方法である。平均耐用年数をm、償却後の資産

を G∗%とすると、

δg = 1−
(

G∗

100

) 1
m

(3.29)

によって償却率に換算される。この方法では適切な償却率及び償却後の資産を確定することが必要である

が、可能であるならばこの 2つの方法を共用して比較しながら社会資本各部門の経済的償却率を推計する
ことにする。平均耐用年数の推計に関しては次のものが参考になる。

経済企画庁 [41]では、個別資産の耐用年数は大蔵省令によることを原則として、各社会資本の平均耐用
年数を推計している。大蔵省令は、税法上企業の減価償却費の算定に当り、準拠すべきものとして定めら

れたものであり、通常考えられる維持修繕を加える場合において、その固定資産本来の用途用法により通

常予定される効果をあげることができる年数に、我が国企業設備の一般的な陳腐化を織り込み算定したも

のであるといわれている。これによって推計された各社会資本の平均耐用年数および（3.29）式において
10%を償却後の資産として求めた償却率は以下のとおりである114。

表 3.45: 部門別平均耐用年数
部門 平均耐用年数1 償却率 部門 平均耐用年数 償却率

1. 道路 45 0.04988 12. 学校・学術施設 53 0.04251
2. 港湾 50 0.04501 社会教育・文化施設 48 0.04684
3. 航空 17 0.12667 13. 治水 49 0.04590
4. 国鉄 22 0.09937 14. 治山 47 0.04781
5. 鉄建公団等 26 0.08475 15. 海岸 50 0.04501
6. 地下鉄等 36 0.06196 16. 農業 32 0.06943
7. 電電公社 16 0.13404 林業 27 0.08175
8. 下水道 34 0.06548 漁業 50 0.04501
9. 廃棄物処理 15 0.14230 17. 郵便 27 0.08175

10. 水道 32 0.06943 18. 国有林 34 0.06548
11. 都市公園 19 0.11413 19. 工業用水道 40 0.05594

1 経済企画庁「日本の社会資本」より

114ここでの推計は、各部門を構成する代表的な個別資産の耐用年数を基礎にして、その各ストックあるいは減価償却費をウェイト
として推計したものである（資料の制約から幾つかの部門では投資額をウェイトとしている）。
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また polynomial-benchmark approachによって推計可能である資産は、（「昭和 30年国富調査」では道
路、橋梁、河川しか公共資本としていない）少数に限られてしまう。先の統計を用いての推計結果は表 3.46
のようになった。この結果と表 3.45を比較すると道路と港湾については（その大小関係も）ほぼ対応して

表 3.46: polynomial-benchmark approachによる社会資本償却率の推計
Case I

＜推計条件＞
　ベンチ資産概念 粗資産額
　基準年次 1955,1970
＜推定償却率＞
　道路 0.04598
　港湾 0.04350
　空港 解不定 a
　都市公園 0.04091
　海岸 解不定 a

解不定 aは（3.24）式を満たさないケース

いるが、公園についてはかなり小さな値となっている。この結果と耐用年数より求めた償却率により、社

会資本各部門のストックを推計した115。

115道路、港湾、公園については、polynomial-benchmark approachによる推計結果を採用している。また公的住宅は 7.388%、鉄
道軌道は 3.765%、民間住宅は 8.7989% として推計した。
社会資本のデフレーターについては、建設（建築・土木）部門の産出物の物価指数及び単価指数は存在していないので、その投入

コストから推計せざるを得ない（逆に言えば、全要素生産性成長率が常に 0になることがその定義となる）。経済企画庁 [41]ではす
べての投入コストを考慮するために、中間投入、雇用者所得、営業余剰、資本減耗引当に加えて、設計料、業界団体向け経費、自家
輸送、リース料等の各種サービス経費まで含めて計算している。SNAでは付加価値デフレーターは雇用者所得によっておこなわれ
ており、営業余剰デフレーターの推計は困難であること、また継続して利用可能であることから、ここでは建設省 [43]で公表されて
いるデフレーターを各部門別に利用することにする。

「建設デフレーター」による資料

1.建設工事費デフレーター（昭和 35年度～）；非所管工事を含む
2.建設省所管事業費デフレーター
　　 2a.建設省所管土木工事費デフレーター（昭和 26年度～）
　　 2b.建設省所管用地補償費デフレーター（昭和 35年度～）
　　 2c.建設省所管土木事業費デフレーター（昭和 35年度～）；2a.と 2b.を総合

（資料）建設省「建設デフレーターの基準改定（60年度）」
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3.5.5 資本ストックの推移

以上によって推計された民間・公的別固定資本ストックマトリックスおよび社会資本ストックの推移を

簡単にみることにしよう。表 3.47、表 3.48はそれぞれ、民間部門産業別実質純資本ストック（家計および
民間企業所有住宅については分割して計上している）およびその成長率である。民間部門全体では 1955年
より 5年おきに 25.0兆円、33.9兆円、56.0兆円、100.9兆円、204.9兆円、279.6兆円、368.5兆円、517.3
兆円と増大しており、成長率では 1955-60年では 6.09%、1960-65年 10.02%、1965-70年 11.80%、1970-75
年 14.16%、1975-80年 6.22%、1980-85年 5.52%、1985-90年 6.78%と一貫して成長してきており、特に高
度成長期において高い成長率となっている。産業別にその成長率を比較すると、1960年には化学工業は全
体の 4.89%、鉄鋼業は 5.87%を占めていたのに対し、1970年にはそれぞれ 6.26%、7.43%と相対的に拡大
しており、しかしそれは 1980年には 5.75%、7.09%、1990年には 4.93%、4.77%とそのシェアを縮小して
きている（特に鉄鋼業の資本ストックの年平均成長率は 1980-85年に 2.36%、1985-90年には 2.02%と低
い）。また電気機械製造業は 1960年の 3.23%から 1970年には 3.32%、1980年には 3.15%とほぼ一定のシェ
アを占めているが、1990年には 4.99%と急速に拡大してきている（その成長率は 10.68%と製造業におい
て突出している）。1985年以降は高い成長率を示しているものは、出版印刷業、電気機械製造業、自動車
製造業、精密機械製造業、その他製造業（KDBでは特掲されてないがプラスチック製造業の成長が大き
い）、鉄道輸送業、通信業、不動産業、その他サービス業であり（ただし 1987年の国鉄民営化、1985年の
電電公社民営化の効果を含んでいる）、高付加価値な加工度の高い製造業において成長が高く、また産業構

造が大きく製造業からサービス業へと転換していく様が観察される。
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35000
単位:10億円

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

21.一般機械
22.電気機械
23.　自動車
25.精密機械

図 3.19: 民間機械製造業における資本ストックの推移

機械製造業において資本ストックの推移を時系列的にみたものが図 3.19である。一般機械製造業、自動
車製造業、精密機械製造業ともに拡大してきているが、ここでも特に 1980年代から電気機械製造業の資本
ストックの増加が顕著になっていることが観察される。
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表 3.47: 民間部門産業別資本ストック
　（単位：1985年価格 10億円）

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

1.農林水 3274 3325 4744 9505 17950 22804 24896 27127
2.石炭鉱業 449 329 340 318 522 713 760 703
3.その他鉱業 186 198 380 619 1050 1048 1073 1141
4.建設 236 377 1225 3039 8072 11911 14715 19954
5.食料品 617 687 1616 3038 6264 8327 10796 14186
6.繊維 1231 1213 1632 2567 3896 3898 4306 5077
7.衣服 54 82 192 442 722 907 1074 1399
8.木材 289 225 390 688 1399 1409 1323 1496
9.家具 97 81 190 396 814 951 1003 1282
10.紙パルプ 252 524 882 1678 4254 5571 6598 8612
11.出版印刷 111 162 460 969 1830 2442 3467 5261
12.化学 839 1658 3448 6317 12739 16093 19839 25499
13.石油製品 220 261 528 1316 3024 3778 4564 5255
14.石炭製品 36 63 178 489 994 1231 1216 1344
15.ゴム 56 82 164 384 937 1240 1703 2344
16.皮革 18 24 38 63 90 109 129 169
17.窯業土石 273 532 1172 2317 4776 5677 7262 9237
18.鉄鋼 902 1991 3451 7500 15081 19820 22300 24673
19.非鉄 275 322 630 1477 2901 3482 4585 6152
20.金属 95 234 575 1741 4392 6247 8759 12209
21.一般機械 225 516 1287 3543 7935 9858 13461 18583
22.電気機械 310 1094 1642 3355 6404 8798 15133 25819
23.自動車 193 566 1475 3355 7035 9125 13750 20382
24.他輸送機械 206 237 400 870 2797 2516 2487 2563
25.精密機械 55 82 170 470 1320 1505 2591 4054
26.他製造業 53 135 436 1012 2707 3458 4984 7455
27.鉄道輸送 575 1036 1406 1682 3071 3507 4035 8912
28.道路輸送 146 1202 1283 1910 4586 7112 10194 12203
29.水運 762 1189 1613 2727 3972 4151 5006 5275
30.航空輸送 38 296 866 1795 3256 3824 4646 5958
31.倉庫他 121 162 224 350 610 707 795 1288
32.通信 48 58 137 169 532 736 2293 11796
33.電気 3496 5167 6440 9012 18277 29519 38465 46661
34.ガス 174 296 415 776 1657 2815 3508 3852
35.水道 21 10 21 41 74 170 308 666
36.商業 3317 3888 6884 11252 22687 33609 40945 55073
37.金融 728 1359 2890 4673 6651 7931 9736 15251
38.不動産 226 269 946 2048 5573 7600 10196 17654
39.教育 943 702 994 1326 1928 2561 3236 4055
40.研究 33 33 32 37 76 94 221 354
41.医療 552 150 281 568 2319 5544 9620 15204
42.他サービス 3274 3088 3879 5083 9727 16839 32546 61168

合計 25005 33907 55953 100919 204903 279638 368525 517344
　民間住宅 66604 50364 51380 74590 117121 147579 155612 185847



240 第 3章 資本ストックの推計

表 3.48: 民間産業別資本ストック年平均成長率
　（単位：%）

1955-60 1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 1980-85 1985-90

1.農林水 0.31 7.11 13.90 12.72 4.79 1.76 1.72
2.石炭鉱業 -6.21 0.62 -1.31 9.89 6.24 1.27 -1.55
3.その他鉱業 1.24 13.01 9.75 10.57 -0.04 0.48 1.23
4.建設 9.40 23.56 18.18 19.54 7.78 4.23 6.09
5.食料品 2.15 17.11 12.62 14.48 5.69 5.19 5.46
6.繊維 -0.29 5.93 9.06 8.34 0.01 1.99 3.30
7.衣服 8.55 16.92 16.67 9.81 4.58 3.38 5.29
8.木材 -4.99 10.94 11.38 14.18 0.15 -1.26 2.46
9.家具 -3.58 17.17 14.67 14.39 3.11 1.06 4.91
10.紙パルプ 14.60 10.41 12.88 18.60 5.39 3.39 5.33
11.出版印刷 7.57 20.80 14.90 12.73 5.77 7.01 8.34
12.化学 13.64 14.64 12.11 14.03 4.68 4.18 5.02
13.石油製品 3.47 14.06 18.29 16.63 4.45 3.78 2.82
14.石炭製品 11.31 20.66 20.20 14.18 4.26 -0.24 2.01
15.ゴム 7.58 13.97 17.03 17.82 5.61 6.35 6.38
16.皮革 5.15 9.59 10.17 6.96 3.92 3.32 5.42
17.窯業土石 13.34 15.79 13.63 14.47 3.46 4.92 4.81
18.鉄鋼 15.84 11.00 15.52 13.97 5.47 2.36 2.02
19.非鉄 3.13 13.41 17.06 13.50 3.65 5.50 5.88
20.金属 18.09 17.95 22.18 18.50 7.05 6.76 6.64
21.一般機械 16.63 18.26 20.25 16.13 4.34 6.23 6.45
22.電気機械 25.20 8.12 14.29 12.93 6.35 10.85 10.68
23.自動車 21.58 19.15 16.44 14.81 5.20 8.20 7.87
24.他輸送機械 2.78 10.48 15.56 23.35 -2.12 -0.23 0.61
25.精密機械 7.90 14.59 20.27 20.67 2.63 10.86 8.96
26.他製造業 18.89 23.39 16.83 19.68 4.90 7.31 8.05
27.鉄道輸送 11.79 6.11 3.58 12.04 2.66 2.80 15.85
28.道路輸送 42.11 1.30 7.96 17.52 8.78 7.20 3.60
29.水運 8.90 6.10 10.51 7.52 0.88 3.75 1.05
30.航空輸送 40.93 21.51 14.57 11.91 3.22 3.90 4.97
31.倉庫他 5.91 6.40 8.99 11.11 2.92 2.36 9.65
32.通信 3.72 17.24 4.27 22.89 6.50 22.74 32.76
33.電気 7.81 4.41 6.72 14.14 9.59 5.29 3.86
34.ガス 10.66 6.77 12.50 15.18 10.60 4.40 1.87
35.水道 -14.18 14.05 13.11 12.15 16.54 11.84 15.44
36.商業 3.18 11.42 9.83 14.02 7.86 3.95 5.93
37.金融 12.49 15.09 9.61 7.06 3.52 4.10 8.98
38.不動産 3.47 25.13 15.46 20.02 6.20 5.88 10.98
39.教育 -5.90 6.95 5.77 7.49 5.68 4.68 4.51
40.研究 -0.17 -0.54 2.94 14.50 4.18 17.22 9.38
41.医療 -26.07 12.58 14.07 28.13 17.43 11.02 9.15
42.他サービス -1.17 4.56 5.41 12.98 10.98 13.18 12.62

合計 6.09 10.02 11.80 14.16 6.22 5.52 6.78
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表 3.49: 民間産業合計資本財別資本ストック
　（単位：上段 1985年価格 10億円、下段%）

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

1.動植物 871 796 957 1326 1468 1537 1659 2012
(3.48) (2.35) (1.71) (1.31) (0.72) (0.55) (0.45) (0.39)

2.建設物 17833 25125 38522 60776 123860 172425 215232 272728
(71.32) (74.10) (68.85) (60.22) (60.45) (61.66) (58.40) (52.72)

3.繊維製品 14 16 141 196 233 236 581 1120
(0.05) (0.05) (0.25) (0.19) (0.11) (0.08) (0.16) (0.22)

4.木製品 15 4 16 27 44 64 65 65
(0.06) (0.01) (0.03) (0.03) (0.02) (0.02) (0.02) (0.01)

5.家具 285 252 418 1355 1102 1199 1753 3191
(1.14) (0.74) (0.75) (1.34) (0.54) (0.43) (0.48) (0.62)

6.金属製品 47 63 273 830 2076 2385 2977 2858
(0.19) (0.19) (0.49) (0.82) (1.01) (0.85) (0.81) (0.55)

7.一般機械 3758 4443 8949 21409 42266 52829 70863 102008
(15.03) (13.10) (15.99) (21.21) (20.63) (18.89) (19.23) (19.72)

8.電気機械 446 736 1726 5051 15871 26831 45819 88229
(1.78) (2.17) (3.09) (5.01) (7.75) (9.59) (12.43) (17.05)

9.自動車 462 611 1542 3599 7655 10800 14473 23336
(1.85) (1.80) (2.76) (3.57) (3.74) (3.86) (3.93) (4.51)

10.他輸送機械 1185 1775 3113 5366 8476 8189 9712 12397
(4.74) (5.23) (5.56) (5.32) (4.14) (2.93) (2.64) (2.40)

11.精密機械 78 58 142 394 993 1705 3039 5567
(0.31) (0.17) (0.25) (0.39) (0.48) (0.61) (0.82) (1.08)

12.他製品 11 29 154 590 858 1438 2350 3834
(0.05) (0.09) (0.28) (0.58) (0.42) (0.51) (0.64) (0.74)

合計 25005 33907 55953 100919 204903 279638 368525 517344

また表 3.49は民間産業合計の実質純資本ストックの資本財別構成をみたものである。そのシェアをみる
と、一般機械製品については 1970 年以降ほぼ横ばいなのに対して、電気機械製品が 1970 年の 5.01%か
ら 1980年 9.59%、1990年 17.05%と急速に大きなシェアを占めていていることが観察される（1970年に
は 5.1兆円、1980年には 26.8兆円、1990年には 88.2兆円）。同様に精密機械製品は同期間で 0.39%から、
0.61%、1.08%、自動車は 3.57%、3.86%、4.51%と拡大している。一方で、建設物、他輸送機械のシェア
が低下してきている。
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表 3.50: 公的産業別純資本ストック
　（単位：1985年価格 10億円）

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

1.農林水 730 1246 2231 3979 8392 13921 19406 24860
3.その他鉱業 0 0 0 6 9 8 6 10
4.建設 90 127 226 358 486 490 499 506
5.食料品 176 96 129 145 215 276 218 154
11.出版印刷 2 3 27 27 25 26 31 38
12.化学 1 1 1 3 4 5 10 13
20.金属 0 1 5 7 8 8 8 9
27.鉄道輸送 153 189 421 703 1192 1704 1699 1505
28.道路輸送 1 14 92 196 398 490 645 742
29.水運 4 13 35 67 130 158 200 322
30.航空輸送 0 0 1 6 19 30 34 59
32.通信 891 1572 3541 6531 12751 17094 18285 13881
33.電気 1087 1467 1491 1159 1172 1350 1507 1273
34.ガス 6 9 15 18 46 77 111 147
35.水道 0 451 1286 2757 6359 9599 12070 14548
36.商業 5 18 50 123 403 570 629 717
37.金融 18 19 46 54 75 204 204 522
38.不動産 1 0 1 2 25 60 148 207
39.教育 1178 1630 2850 4411 8448 13597 16926 19758
40.研究 27 110 191 324 747 1169 1466 1956
41.医療 94 225 585 1463 3105 4848 6670 8484
42.他サービス 16 59 269 601 1690 2742 3566 4627
43.公務 2906 2726 3710 5095 9017 13941 19071 21560

合計 7388 9975 17204 28036 54716 82366 103410 115898

表 3.50は公的産業別の実質純資本ストックである（ここでは別掲した社会資本を除く）。公的部門全体
としては、1955年より 5年おきの年平均成長率として 6.00%、10.90%、9.77%、13.37%、8.18%、4.55%、
2.28%と民間部門と同様に一貫して成長をしていることがわかる。先に述べたように 1985年以降は民営化
したものがあり、ここでは調整をおこなっていないので直接に比較することはできないが、それ以前をみ

ると農林水産業（林道、漁港等を含む）、通信業、教育業、医療・保健・社会保障部門等で大きなシェアを

占めてきている。

社会資本ストック（1985年価格）および年平均成長率は表 3.51のように推計された。社会資本ストック
全体での年平均成長率は、2.17%、7.88%、9.39%、8.87%、6.21%、3.93%、4.10%と各期間とも民間資本
ストックの成長率を若干下回るレベルで安定的に成長している。1965年を境にして 1955-65年では、有料
道路（32.05%）、道路（9.10%）、空港（13.70%）等が高い成長率を示しており、1965-90年では有料道路
（11.45%）、空港（10.39%）、公園（8.94%）、下水道（10.90%）が大きな伸びをしている。また各部門の最
大成長率を示した期間は、道路 1960-65年、港湾 1970-75年、空港 1965-70年、公園 1985-90年、下水道
1970-75年、治山 1970-75年、河川 1975-80年、砂防 1965-70年、海岸 1960-65年となっており、生産関連
社会資本から生活関連社会資本への重点シフトが観察される。

実質ストック額をみると各年の一般道路を 1として、有料道路は 1965年で 0.090、1980年で 0.218、1990
年で 0.301と急速にその比率を伸ばしており、1990年では全道路の 23.14%が有料道路となっていること
になる。

以上のように社会資本ストックの成長率の推移は、各部門によって（その初期時点の保有量を反映して）

かなりの相違がみられることは特筆すべきであろう。
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表 3.51: 部門別社会資本ストックと年平均成長率
　上段：1985年価格（10億円）　下段：年平均成長率（単位：%）

公的住宅 鉄道軌道 有料道路 道路 港湾 空港 公園
1955 1143 7340 42 4687 1939 16 620
1960 1559 7316 208 6452 1961 24 523
1965 2585 8822 1036 11649 2497 63 509
1970 4778 11496 2756 20017 3411 181 676
1975 8438 14947 5683 30281 4777 421 1055
1980 10633 18778 8670 39763 6146 528 1716
1985 11107 20230 12176 47878 7295 548 2691
1990 11121 18782 18120 60206 8813 846 4754
1955-60 6.21 -0.07 31.95 6.39 0.23 8.92 -3.39
1960-65 10.11 3.75 32.16 11.82 4.83 19.05 -0.56
1965-70 12.29 5.29 19.56 10.83 6.24 20.98 5.69
1970-75 11.37 5.25 14.48 8.28 6.74 16.89 8.89
1975-80 4.62 4.56 8.45 5.45 5.04 4.50 9.74
1980-85 0.87 1.49 6.79 3.71 3.43 0.76 9.00
1985-90 0.03 -1.49 7.95 4.58 3.78 8.67 11.38

下水道 治山 河川 砂防 海岸 土地造成 合計
1955 1302 652 3465 332 423 6 21967
1960 1070 705 3539 485 496 150 24488
1965 1444 884 4260 764 747 1056 36317
1970 2843 1188 5694 1228 934 2879 58080
1975 6315 1662 7938 1915 1204 5878 90513
1980 11443 2278 11125 2860 1536 7966 123442
1985 16055 2728 14266 3740 1835 9694 150244
1990 22039 3356 18146 4748 2235 11282 184450
1955-60 -3.93 1.56 0.42 7.62 3.17 63.16 2.17
1960-65 6.00 4.51 3.71 9.08 8.22 39.07 7.88
1965-70 13.55 5.91 5.80 9.48 4.47 20.06 9.39
1970-75 15.96 6.73 6.65 8.89 5.08 14.27 8.87
1975-80 11.89 6.30 6.75 8.03 4.87 6.08 6.21
1980-85 6.77 3.61 4.97 5.36 3.55 3.93 3.93
1985-90 6.34 4.15 4.81 4.77 3.95 3.03 4.10
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3.6 在庫ストックの推計

KDB43産業分類（民間・公的別）について 3在庫形態（製品・商品、仕掛品・半製品、原料・貯蔵品）別
の在庫投資（在庫純増）マトリックス、および名目・実質在庫残高マトリックスを推計する。在庫所有を

ここまで推計してきた建設物や各種機械等と同様に、資本サービスを提供するものとして捉えるべきであ

るかは議論の余地があるであろう。SNAでは表 3.1で述べたように、将来に便益をもたらすものとして総
資本形成の一つと格付けている。しかし現実の在庫品増加に関わるプロセスを鑑みるとき、積極的にそれ

を将来資本サービスを提供しうる「投資」として捉えられるか疑問である。ここではともかく在庫ストッ

クの資料上の把握のみを目的としている。

ここで利用する各資料は企業会計に基づいており、先入先出法などの企業会計上認められている在庫評

価方法によって各々評価されている。よって、在庫投資額の推計のためには評価価格の調整をおこなう必

要があり、それによってフローとしての在庫投資を推計することができる。ただし在庫品増加は正負両方

の値が通常計上されることから、固定資本マトリックス推計の際のようにフローとしてマトリックスを推

計することを避け、ストックとしての在庫残高は正の値をとるので、ひとまず名目在庫残高について（そ

の制度部門別合計値を SNAに一致させながら）KEO-RAS法によって民間・公的別産業別在庫形態別在庫
残高マトリックスを推計する。

その後に、（SNAの在庫残高デフレーターを用いて調整した）差額として、名目在庫投資マトリックス、
また実質在庫残高マトリックス（ KDB-Stock Matrix、以下KDB-SMと呼ぶ）を産業別・在庫形態別に推
計することにする。この際、後に述べるような SNA在庫残高の事前の調整によって、推計される名目在庫
投資マトリックスの産業合計値は SNA在庫品増加（在庫品評価調整後）の合計値に一致させていることに
よって SNAとの整合性を保っている。
ここで推計する在庫残高マトリックスは図 3.20のとおりである。
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図 3.20: KDB-SMの形式

KDB-FCFMでは民間部門において法人企業と個人企業の区別はしなかったが、在庫の推計においては
資料が法人・個人企業別に得られ、また SNA制度部門別（非金融法人企業と家計（個人企業を含む）116）

の在庫品増加が資本調達勘定より利用できることから法人・個人企業をひとまず集計せずに、このマトリッ

クスを時系列推計することにする。

以下ではそれぞれ法人企業、個人企業、公的企業の在庫形態別産業別名目在庫残高の推計方法について、

その後に SNAでの推計方法及び KEO-RAS法による KDB-SMの推計について述べる。

116SNAの制度部門で在庫があるとしている部門は、この 2部門のみである。
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3.6.1 法人企業在庫形態別産業別在庫残高の推計

民間法人企業の在庫形態別産業別名目在庫残高（図 3.20の Sijとβj）推計の資料として、大蔵省「法人

企業統計年報」（Annual Report of Financial Statements of Corporations；ARFSC）117を用いる。この

統計での産業分類は KDB産業分類との対応を考慮すると、表 3.52のようになっている。

表 3.52: ARFSC産業分類
1955-74年度 1975年度以降 備考

1 農林水産業 1 農林水産業
2 鉱業 (除石炭) 2 鉱業 2.と 3.の合併
3 石炭鉱業
4 建設業 3 建設業
5 食料品製造業 4 食料品製造業
6 繊維工業 5 繊維工業

6 衣服・その他繊維製品 16.他製造業より分割
7 木材・木製品製造業 16.他製造業より分割

7 パルプ・紙・紙加工品製造業 8 パルプ・紙・紙加工品製造業
9 出版印刷 16.他製造業より分割

8 化学工業 10 化学工業
11 石油石炭製品 16.他製造業より分割

9 窯業土石製造業 12 窯業土石製造業
10 鉄鋼業 13 鉄鋼業
11 非鉄金属製造業 14 非鉄金属製造業
12 金属製品製造業 15 金属製品製造業
13 機械製造業 16 機械製造業
14 電気機械器具製造業 17 電気機械器具製造業

18 精密機械製造業 16.他製造業より分割
15 輸送機械器具製造業 19 輸送機械器具製造業
16 その他製造業 20 その他製造業
17 卸小売業 21 卸小売業
18 不動産業 22 不動産業
19 水運業 23 陸運業
20 他運輸通信業 24 水運業

25 他運輸通信業
21 電気業 26 電気業
22 ガス水道業 27 ガス水道業
23 サービス業 28 サービス業

29 放送業 19.運輸通信より分割

この資料によって在庫形態別（製品又は商品、仕掛品（半成工事含む）、原材料・貯蔵品）産業別名目

在庫残高が時系列的に得られる。この値には在庫評価方法上の相違や簿価であることなどの問題があるが、

この資料を用いざるを得ない。経済企画庁「昭和 30年 国富調査報告」「第 3巻 法人資産調査報告」によっ
て得られる各産業の棚卸資産とここでの棚卸資産を比較（表 3.52の 10,11産業を集計した 21産業につい
て）すると、相関係数は 0.959と高い近似となっている118。よってこの資料をベースにして産業別棚卸資

産残高の比率及び在庫形態別の比率を推計することにする。

また在庫形態別名目在庫残高について暦年変換をした後に、表 3.53のとおりに通産省「工業統計表（産
業編）」によって KDB産業分類に対応させるべく各在庫形態別に産業分割をおこなう119。
117この統計は、無作為抽出法によって標本法人を算定しており、現在では資本金によって 8階層に分けられ合計 2万社以上の標本
法人を選定している。また調査対象は金融・保険を除く営利法人である（ここでは在庫残高の推計に用いるのみであり、SNAにおい
て金融保険業は在庫がないものとしているので問題にはならない）。なおこの調査は 1959年以前は暦年調査であり、また 1965年度
からは大蔵省「財政金融統計月報」に掲載されている。
118また国富統計での全産業の棚卸資産額は 2022751、ここでの値は 1945003である（単位:100万円）。
1191955年は「工業統計表（総括編）」によって資料を得ているが、ここでは（半製品及び仕掛品）の値は計上されていないので、
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表 3.53: 在庫残高の工業統計表による分割
1955-74年度

分割される産業 KDB産業
15 輸送機械器具製造業 23,24
16 その他製造業 7,8,9,11,13,14,15,16,25,26

1975年度以降
分割される産業 KDB産業

11 石油石炭製品 13,14
19 輸送機械器具製造業 23,24
20 その他製造業 9,15,16,26

また 1975年度以降については石炭鉱業とその他鉱業が合併してしまっているが、1974年度の時点で石
炭鉱業の鉱業全体に占める在庫残高の割合は微小であるので、1975年度以降も 1974年度の比率で各在庫
形態別に分割することにする。また KDB産業分類での 32.通信、35.水道業、37.金融保険業、39.教育、
40.研究、41.医療では在庫がないものとして扱う120。以上によって民間法人企業の在庫形態別産業別名目

在庫残高が時系列推計される。主要な産業についてその比率の推移をみると図 3.21のようになっており、
商業、建設、不動産の在庫残高が増加しており、特に 1980年代後半から不動産業の在庫残高の上昇が特徴
的である。
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図 3.21: 主な産業の名目在庫残高シェア

（半製品及び仕掛品）についてのみ 1956年の比率を用いて分割している。
またその他の分割としては運輸業の内訳について、水運業については通年で別掲されているものの、それ以外は 1975年度以降陸

運が分割されているに過ぎないため、ここでは各種運輸業の生産額比によって分割した。
1201975年度以降は、放送が別掲されているが、ここでは 32.通信業の在庫資産を無視していることから 42.その他サービス業に格
付けることもできるが、1974年以前は表 3.52のように運輸通信業に含まれており、資料の連続性からその他運輸通信業の合計に加
算している（ただし相対的には小さな値である）。
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3.6.2 個人企業産業別在庫残高の推計

民間個人企業の産業別在庫残高（図 3.20のγk）を推計する。個人企業については時系列的に在庫形態別

在庫残高を得る資料はなく、ここでは在庫形態合計の産業別在庫残高を個別に推計する。

製造業、商業、サービス業

各種製造業、商業、サービス業については、総務庁「個人企業経済調査年報」（Annual Report on the
Unincorporated Enterprise Survey；ARUES）によって各年度の 1 企業あたりの棚卸資産残高が得られ
る121。ここでの産業分類は KDB産業分類との対応を考慮すると、表 3.54のようになっている。

表 3.54: ARUES産業分類
産業中分類 備考

製造業 1 食料品製造業
2 繊維工業
3 衣服その他繊維製品製造業
4 木材木製品製造業
5 家具装備品製造業
6 パルプ紙製造業
7 出版印刷業
8 化学工業 1985年度まで
9 ゴム製品製造業

10 なめし皮同製品製造業
11 窯業土石製造業
12 鉄鋼業
13 非鉄金属製造業
14 金属製品製造業
15 一般機械製造業
16 電気機械製造業
17 輸送用機械製造業
18 精密機械器具製造業
19 その他製造業

卸売小売業 20 卸売小売業
サービス業 21 サービス業 1961年度より調査

また個人企業数として、総務庁「国勢調査」（1955,60,65,70,75,80,85,90年）によって自営業主数を得て
おり、表 3.54の 21産業に集計して（中間年は直線補間）、1企業当たりの棚卸資産に乗じて各産業の棚卸
資産残高を推計する122。そしてこの各産業の推計値の伸び率を用いて昭和 30,45年の「国富調査報告」を
ベンチマークとして 1955-92年にわたって推計している。

ここで推計された産業の在庫残高では、卸・小売業の在庫残高が最大であり、最終的に推計される全個

121この資料は製造業、卸小売業、飲食店及びサービス業を対象に、各産業を営む個人企業のうち毎期合計約 2800企業を調査して
いる（毎年 4月から翌年 3月までの 1年間を 4半期に分割し実施されているが、調査企業の記入期間は 6カ月間で、各期ごとに半数
ずつ交代する）。棚卸資産について資料をみると、集計企業（調査企業のうち調査票の記入が不備なものを除外して、集計に用いた
企業）数の少ないものや、各 4半期の数字の差が比較的大きなものがある。また年報では各 4半期の合計が計上されており、ここで
は最終的には各産業棚卸資産の全産業に占める割合のみを推計するだけなので、各年度報の棚卸資産残高の 4半期合計値を用いて産
業別比率の推計のための基礎資料とする。
また 1955-65年度までは全都市表のみの調査（町村についての調査がなされていない）であり、全国表ではない。1966年度の第 3

四半期から全国表が調査されているが、1955-66年度については全都市表の数字を用いている。またサービス業については 1961年
度の第 2四半期からの調査であるが、 4

3
をかけて利用している。

122なお、（8.化学）は 1986年度以降、（13.非鉄金属）は 1957年以前、（21.サービス）は 1960年以前については分割計上されて
いないので、各産業の在庫残高のシェアを一定とするように推計している。
また、ここで推計した在庫残高は「昭和 30年国富調査報告」での値と比較すると（製造業について）、相関係数は 0.9959と良く

近似している。
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人企業の在庫残高のうちほぼ 3,4割を占めている（図 3.22）。次にはその他サービス（約 2-4%）、その他製
造業（1%程）、食料品（1%程）となっている。
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図 3.22: 商業の在庫残高シェア

農林水産業

農林水産業は全個人企業のうち比較的大きなシェアを持っているので、農林水産業の在庫残高推計をお

こなう123。「昭和 30年国富調査報告」によると農林水産業の在庫残高のうち 92.95%を農業が占めており、
農業の在庫残高の推移によって農林水産業を代表させることにする。

資料としては農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」124（平成 3年度）によって、1970-92年度の
在庫残高が得られる（第 4表 農家の資産・負債残高及び増減額）。またそれ以前については（第 2表 農家資
本調達運用（実物取引））によってフローとしての在庫増加が 1960年度以降利用できる。よって 1970年度
の在庫残高をベンチマークとして 1960年度までの在庫残高の系列を推計した125。そして暦年変換後、農業

の在庫残高の系列を用いて「昭和 45年国富調査報告」の農林水産業の残高をベンチマークとして 1960-92
年の在庫残高を推計する。また 1955-60年に関しては「昭和 30年国富調査報告」の在庫残高と推計した
1960年の在庫残高をベンチマークとして、先に推計した法人企業の農林水産業の在庫残高の伸び率を用い
て中間年を補間している126。以上によって農林水産業の在庫残高が 1955-92年にわたって推計される。推
計結果は図 3.23のようになっている。

123この他にも鉱業等が個人企業として存在しているが、在庫がないものとして処理している。
また「昭和 30年国富調査報告」によると、個人企業の名目在庫残高で最大のシェアを占めているのは卸・小売業（43.80%）であ

り、次に農林水産業（34.28%）である。「昭和 45年国富調査報告」では農林水産業のシェアは 42.27%と増大している。
124この統計では参考として「農家の経済計算」が作成されており、ここでの農家は SNA制度部門の家計（個人企業を含む）に相
当している。
125デフレーターとしては在庫残高デフレーターは作成されていないので、農業中間投入合計のデフレーターを用いている。在庫残
高を Z、在庫純増を IZとすると、

Zt = Zt+1
Pt

Pt+1
− IZ

t+1

Pt

(Pt+1 + Pt)/2

によって 1960-69年度の在庫残高を推計している。
この推計式は近似的なものとしかなり得ないが、この式によって 1990年度の在庫残高をベンチマークとし、flowとしての在庫純

増を用いて 1970年度まで推計すると、実際値との相関係数は 0.9585であり、良く近似している。
126法人企業農林水産業の在庫残高とここで推計した個人企業の在庫残高との相関係数は、1960-92年で 0.9607となっている。
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図 3.23: 農林水産業の在庫残高シェア

建設業

建設業127の在庫残高の推計は、1955-70年に関しては昭和 30,45年の「国富調査報告」をベンチマーク
とし、先に推計した法人企業の建設業の在庫残高の伸び率を用いて中間年を補間推計している。1971-92年
については建設省「建設統計要覧」の規模別 1社平均財務諸表による資本金 1000万円未満の企業の 1社当
たりの在庫残高と「国勢調査」による建設業の自営業主数によって建設業の在庫残高の系列を推計し、（そ

の伸び率を用いて）「昭和 45年国富調査報告」の値をベンチマークとして推計した（推計結果は図 3.24）。
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図 3.24: 建設業の在庫残高のシェア

127建設業（個人企業）の在庫残高は「昭和 30 年国富調査報告」では個人企業全体の 1.318%、「昭和 45 年国富調査報告」では
5.752%を占めている。
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3.6.3 在庫形態別産業別在庫残高マトリックスの推計

SNAでの推計方法

SNAストック編期末貸借対照表での今期の名目在庫残高は、前期の在庫残高を在庫残高デフレーターに
よって今期の名目値に変換した値に、資本調達勘定での今期の在庫品評価調整（期首と期末の評価価格の

差による分を取り除く調整）後の在庫品増加を積み上げることによって推計された値にはなっておらず、価

格変化による再評価、分類の変化による調整、統計上の不突合などによる調整額を推計して今期の名目在

庫残高を推計している。KDB-SMの推計では、在庫残高推計の結果求められる在庫品増加分を SNAの在
庫品増加に合わせることを考えているため、SNAのストックをそのまま制約とするのではなく、SNAの
フローによって新たにストックを定義しなおすことにする。その際利用したストックの積み上げのための

式は、名目在庫残高を Z、在庫品増加を IZ、在庫残高デフレーターを PZとすると、

Zt+1 =
(

Zt

PZ
t

+
IZ
t+1

(PZ
t+1 + PZ

t )/2

)
PZ

t+1 (3.30)

である。またベンチマークとしては「昭和 45年国富調査報告」の値を用い、以下のように公的企業、法
人企業、個人企業別に在庫残高を推計する。

公的企業在庫残高の推計

公的企業（図 3.20のθ）は、食糧管理特別会計、専売公社、国鉄、電々、国有林野等であり、1990年基準
SNA（主要系列表 1）の公的部門在庫品増加と公的在庫残高デフレーターによって、SNAストック編（付
表 2 民間および公的部門の資産・負債）での公的部門の 1970年在庫残高をベンチマークとして、公的企
業全体の在庫残高を時系列推計する。またこれは産業分割せずに全て KDB5.食料品製造業に格付けるも
のとする。ストック編付表 2からは 1969年より公的部門の在庫残高が得られるので、比較すると図 3.25
のようになっており、両系列の相関係数は 0.939と良い近似になっている。

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
0

1000

2000

3000

4000

5000

在
庫
残
高

◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦
◦ ◦

◦
◦
◦ ◦ ◦

◦ ◦ ◦
◦
◦
◦
◦
◦
◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦

◦
◦ ◦

◦
◦ ◦

◦ ◦

• •
• • •

•
•
•

•
•
•
• • • •

•
•
• •

•
• • • •

◦:推計値　•:SNA-stock（単位:10億円）

図 3.25: 公的企業の在庫残高



3.6. 在庫ストックの推計 251

法人企業在庫残高の推計

民間法人企業の在庫残高（図 3.20の
∑

j βj）は、SNA（制度部門別資本調達勘定）の非金融法人企業の
在庫品増加より公的部門在庫品増加を引いたものと、民間在庫残高デフレーターによって、SNAストック
編（制度部門別期末貸借対照表）による非金融法人企業の在庫残高より公的部門の在庫残高（付表 2）を
引いたものの 1970年値をベンチマークとして民間法人企業全体の在庫残高を時系列推計する。両者の系列
を比較すると図 3.26のとおりであり相関係数は 0.999とほぼ一致している。
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図 3.26: 法人企業の在庫残高

個人企業在庫残高の推計

民間個人企業の在庫残高（図 3.20の
∑

k γk）は、SNA（制度部門別資本調達勘定）の家計（個人企業を
含む）の在庫品増加と、民間在庫残高デフレーターによって、SNAストック編（制度部門別期末貸借対照
表）による家計（個人企業を含む）の 1970年の在庫残高をベンチマークとして民間個人企業全体の在庫残
高を時系列推計する。制度部門別期末貸借対照表による家計（個人企業を含む）の在庫残高は 1955年より
得られ、両者を比較したものが図 3.27であり、相関係数は 0.996と近似している。
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図 3.27: 個人企業の在庫残高

先に述べたように民間個人企業の産業別在庫形態（図 3.20の Sik）については時系列的な資料が得られ

ないので、「昭和 30年国富調査報告」によって観察される各産業の在庫形態別のシェアによって推計し、
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また公的企業の在庫形態（図 3.20の Siθ）についても、「昭和 45年国富調査報告」の値によって推計する。
各在庫形態の合計（図 3.20のαi）は SNAストック編付表 1によって得られる各在庫形態のストックの伸
び率を用いて、「昭和 45年国富調査報告」の値をベンチマークとして推計し、更にその全合計が法人企業、
個人企業、公的企業の在庫残高合計（

∑
j βj +

∑
k γk + θ）になるように調整している。

以上によってKDB-SMを時系列推計するための資料が整い、KEO-RAS法によって 1955-92年にわたっ
て KDB-SM（図 3.20）が推計されることになる。

3.6.4 在庫ストックの推移

表 3.55: 企業形態別産業別在庫ストック
単位:1985年価格 100万円

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
　民間法人企業
1.農林水 72914 75667 132397 219441 245429 307244 341112 268097
2.石炭鉱業 50261 28767 26399 20188 1110 1449 1805 1590
3.その他鉱業 78347 71035 165541 283664 67669 86044 113708 95717
4.建設 646778 1196361 2199846 4407748 6324039 7533184 8266206 12821487
5.食料品 442735 489228 829717 1081107 1326758 1485437 1949696 1814587
6.繊維 660508 590059 857109 1173453 1133548 880172 1093881 997872
7.衣服 32147 52109 110849 211287 508169 530190 622213 611943
8.木材 128535 181254 228745 414037 462216 546867 491278 416602
9.家具 22259 37377 66959 165960 180596 229341 233462 215877
10.紙パルプ 156140 201815 225646 344794 412843 474991 402811 420611
11.出版印刷 46392 59469 109967 214557 245916 273859 302534 383072
12.化学 409831 645723 1098560 1475776 1834015 1925435 2032588 1803738
13.石油製品 31323 62891 136425 243180 1163480 2087238 1234669 659959
14.石炭製品 13855 11239 17389 49945 102871 78629 63163 46144
15.ゴム 35643 63941 96199 160028 154256 173333 182581 132075
16.皮革 17875 21495 40762 57625 52238 68981 67729 61214
17.窯業土石 103857 138389 258724 377533 505155 533647 612177 575948
18.鉄鋼 468056 762091 1136313 1775275 2078566 1842950 1925958 1424030
19.非鉄 63551 236208 275048 452065 823623 861602 750633 571496
20.金属 76140 141995 318279 620070 840916 918162 877491 1048363
21.一般機械 210913 438837 634323 1355123 1596469 1501895 1643998 1931834
22.電気機械 310439 687070 1085178 2079207 1863740 2331308 3364968 3693857
23.自動車 85207 218822 378581 698931 632899 844231 1060550 1100475
24.他輸送機械 312306 444006 690819 1176015 1837101 1291694 1365193 1051763
25.精密機械 38153 72831 145093 305840 345936 397862 542307 585469
26.他製造業 56590 106216 228228 466815 490129 642826 853979 809229
27.鉄道輸送 11827 19826 64192 175304 203583 200080 195195 191325
28.道路輸送 9979 22594 115092 332570 525982 494262 544393 559180
29.水運 8731 8677 14604 26135 60835 82634 43863 31473
30.航空輸送 802 1765 7896 22740 36020 43675 93714 128471
31.倉庫他 5145 5602 12076 23522 43211 38435 78870 121868
33.電気 61828 67574 89798 98115 193430 368708 239942 178625
34.ガス 21203 26295 32667 35331 52661 58438 50562 41638
36.商業 1802950 3129656 4564548 8211604 10672046 13612523 14810715 14799125
38.不動産 14972 55033 485144 1728385 5340488 5336264 6875979 14412763
42.他サービス 35623 104558 106038 224483 481068 629872 938758 1216617
民間法人合計 6543815 10476475 16985151 30707853 42839011 48713462 54268681 65224134

推計されたKDB-SMについて簡単にその推移をみてみることにしよう。表 3.55は実質在庫残高マトリッ
クスの産業別在庫形態合計値であり、また民間法人企業について第 2 次産業、第 3 次産業の幾つかにつ
いて在庫品増加の推移が図 3.28、図 3.29である。実質在庫残高では、民間公的産業全体で 1955年は 12.1
兆円（うち民間法人は 54.3%を占める）、同様に 1960年より 10年おきに 17.1兆円（61.4%）、41.0兆円
（74.8%）、61.1兆円（79.7%）、78.0兆円（83.6%）と増加しており、同時に民間法人の占めるシェアは拡
大していることがわかる。民間法人企業について産業別にみると、商業が一貫して最も大きなシェアを占
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3.55:企業形態別産業別在庫ストック（続）
単位:1985年価格 100万円

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
　民間個人企業
1.農林水 1397382 2593711 2772728 2434543 2779283 2862845 3050470 3612431
4.建設 53727 77429 140935 331300 438188 579375 659135 531540
5.食料品 141916 73578 70187 86583 82850 54544 72676 65916
6.繊維 250453 93361 56231 50415 59119 24914 47678 38676
7.衣服 8872 12439 19342 34965 49344 36150 32686 32062
8.木材 86949 51098 39252 55703 79300 51148 28277 47594
9.家具 29560 30816 22768 35690 43504 34974 31998 31704
10.紙パルプ 6336 9810 4744 9016 9183 6870 5347 4253
11.出版印刷 3807 6074 3357 3727 8169 9019 7258 6097
12.化学 15824 2372 3064 428 3275 1023 1670 1682
15.ゴム 900 1680 2026 6427 13911 9180 5589 2480
16.皮革 15793 11493 10439 11666 13825 17203 20756 9365
17.窯業土石 18587 11455 7151 15052 13998 10105 19250 9102
18.鉄鋼 20208 5456 5148 988 9074 778 259 716
19.非鉄 858 2955 3124 2204 478 1077 1257 2566
20.金属 24646 21013 13724 33034 34527 29246 26306 21217
21.一般機械 18612 7429 6961 13216 13343 12359 8596 11243
22.電気機械 5392 28001 13289 25896 11827 31807 48261 20349
23.自動車 4221 3377 2085 2305 2103 2755 1820 2974
24.他輸送機械 17707 6727 2088 1578 1509 1237 962 844
25.精密機械 755 976 1000 5107 5520 5098 6831 10014
26.他製造業 41546 61632 56786 45979 74327 77776 92735 128330
36.商業 1785592 1331183 1727247 2220641 2721687 3267378 3619134 3601845
42.他サービス 116345 95805 110055 176773 311653 306989 228874 304427
民間個人合計 4065988 4539870 5093731 5603236 6779997 7433850 8017825 8497427
　政府企業
5.食料品 1442916 2055586 2294646 4727866 3654257 4989015 4483585 4300023

合計 12052714 17071929 24373528 41038957 53273264 61136331 66770092 78021582

めており、1955年では繊維製品製造業、建設業と続くが、1970年には建設業、電気機械、1990年では不
動産業、建設業と、産業別の在庫残高にはかなり変動がみられる。それはフローとしての在庫品増加の推

移に表われており、1985年以降一般機械製造業、電気機械製造業、自動車製造業、商業とどれもマイナス
になっているのに対して、対象的に不動産業、建設業の大きな在庫品増加が観察されている。
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図 3.28: 民間法人企業第 2次産業における在庫品増加の推移
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3.7 土地ストックの推計

ここでは KDB43産業別の土地資産額（1985年価格評価）の推計をおこなうことにする。本来産業別の
土地を地目別、地域別に十分に細分化し、ある 1つの属性内で質の均一化がはかられたとき、はじめてそ
の土地投資額と土地価格デフレーターを用いた積み上げによって時価評価の土地資産額が計算されうるで

あろう。しかし現在の利用可能な資料からは産業別土地を幾つかの属性別に分割し推計することは困難な

ので、ここでは便宜的な方法によって推計をおこなうことにする。まず SNAにおける土地の扱いをみるこ
とにしよう。

SNAでは土地は、地面そのものと定義されるているが、(a)地表を覆っている土壌、(b)関連地下水、を
含み、一方 (a)道路、オフィス・ビル、トンネル等の、土地の上またはその中を通って建設された建物や
その他の構築物128、(b)ぶどう園、果樹園、または樹木のプランテーションおよび成長中の作物等、(c)地
下資源、(d)非育成生物資源、(e)地下の水資源、を除外している。

また土地の購入および売却に関連する所有権の移転費用の価値（例えばディーラーマージン等）は、購入

および売却そのものとは切り離され、総固定資本形成に計上されている。ここで注意すべきは、SNAのフ
ロー編制度部門別資本調達勘定における「土地の購入（純）」には、土地以外に再生産不可能有形資産と

して森林、地下資源、鉱物、漁場、湖沼などが含まれており、上記の定義での土地のみではないことであ

る。さらにこれら再生産不可能有形資産のうち土地の造成・改良、鉱山・農地などの開発・拡張等は資本

調達勘定では表 3.1でも述べたように総固定資本形成に計上されているが、貸借対照表においては各々該当
する再生産不可能有形資産の価値の追加として含められている点に留意すべきであろう129。よって前者の

性質からフローとしては、再生産不可能有形資産の全購入の一国全体の集計値は、全販売の一国全体の集

計値と等しくなっている（つまり資本調達勘定における「土地の購入（純）」の全合計は 0となる）130。

再三述べてきたように、KDBの推計値は SNAの数値と整合的になることを一つの支点としてきたが、
SNAでのストックとしての土地には土地造成等が含まれていることから土地の推計に関しては SNAでの
ストックと一致させることはおこなわない。実際、土地造成等は（土壌を含む）土地そのものと分離する

ことは意味を持たないかもしれない。しかし同時に造成・改良分を含むことによって非償却資産として扱

うことができなくなるであろう。よって本推計では、土地造成等は土木のストックとして固定資本ストッ

クマトリックスにおいて計上し（償却資産として扱う）、土地のストックではこれを含んでいない。

ここでは次のようなプロセスによって KDB43産業別実質土地ストックの推計をおこなう。まず一国全
体の実質土地ストック額を時系列的に推計する。その後、実質土地ストックを KDB43産業分類へと対応
させるべく分割推計をおこなうことにする。

3.7.1 一国全体の実質土地ストックの推計

ここではまず 1985年価格評価での一国全体の土地ストック額を推計することにする。地目別の土地面積
が得られる資料は自治省「固定資産の価格等の概要調書（土地・家屋・償却資産）」、および国土庁「国土

統計要覧」での「国土の利用形態別面積と構成」である。

「国土の利用形態別面積と構成」は国土庁計画調整局において各種の統計を基に推計されたものであり、

課税地積のみを対象とする「固定資産の価格等の概要調書（土地・家屋・償却資産）」の数値を含んだもの

128構築物と土地にそれぞれ別個の評価が下されていない場合、加えてそのどちらかの価値が大きいかについても決められない場合、
慣行として、その取引は、構築物の購入として総固定資本形成として分類されるべきであるとされている。
129たとえば経済企画庁『平成 2年基準改訂 国民経済計算報告』（平成 8年 2月）におけるストック編付表 1.国民資産・負債残高を
みると、1990年の資本取引によって 3.00兆円の土地ストックの増加（その内訳は宅地 1.28兆円、耕地 1.72兆円）、2582億円の森
林ストックの増加、90.4億円の地下資源の増加がある。土地（あるいは再生産不可能有形資産）のストックは実質値として固定され
ていない点が強調されよう。
130経済領域の境界そのものを変更するような取引は例外であるが、SNAでは実際上その合計は常に 0となっている。また推計上、
家計（個人企業を含む）がその調整部門であり、残差として計上されている。なお 1972年の沖縄返還の際にもフローとしての「土
地の購入（純）」の制度部門合計は 0であり、ストックとしては貸借対照表勘定の「調整」項目において調整されている。
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である131。そこでは地目別（農用地（農地、採草放牧地）、森林、原野、水面・河川・水路、道路（農林道

含む）、宅地（住宅地、工業用地、その他の宅地）132、その他）に資料が得られる133（表 3.56）。その全
国の地目別合計面積は 1985年を 1とすると 1960年には 0.9976と時系列的に若干の増加があるがほぼ安定
したものになっている（土地の全ストックは領土の拡大が無くても、埋め立てや海による侵食により増減

がある）。

表 3.56: 国土の利用形態別面積と構成
単位:万 ha

農用地 森林 原野 河川水路 道路 住宅地 工業用地 他の宅地 その他 合計
1963 652 2514 58 125 72 51 8 16 271 3766
1964 647 2518 57 125 74 54 9 16 267 3766
1965 640 2522 56 125 74 55 9 19 269 3769
1966 636 2522 55 127 75 57 9 21 269 3771
1967 629 2527 54 127 75 58 10 21 269 3770
1968 622 2528 52 128 77 60 10 24 272 3773
1969 617 2530 51 128 78 62 11 24 273 3773
1970 609 2529 50 125 80 65 12 24 279 3772
1971 602 2528 49 125 81 67 13 24 283 3772
1972 596 2529 49 127 83 70 13 27 281 3774
1973 591 2530 47 127 85 73 14 28 280 3774
1974 582 2528 45 128 88 76 14 30 284 3775
1975 576 2529 43 128 89 79 14 31 287 3775
1976 571 2534 41 128 91 80 15 33 283 3776
1977 568 2533 40 129 93 82 15 35 283 3776
1978 565 2534 38 129 95 84 15 36 282 3776
1979 562 2534 37 129 97 85 15 37 282 3777
1980 559 2534 34 131 99 87 15 38 281 3777
1981 556 2534 33 131 101 88 15 39 281 3777
1982 554 2533 32 131 103 90 15 40 281 3778
1983 552 2531 32 131 104 91 15 41 281 3778
1984 551 2530 31 131 105 92 15 42 281 3778
1985 549 2529 30 132 107 94 15 42 280 3778
1986 547 2529 29 132 109 95 15 43 280 3778
1987 544 2528 28 132 110 95 16 44 279 3777
1988 542 2528 27 132 112 96 16 45 279 3777
1989 538 2526 28 132 113 97 16 46 281 3777
1990 534 2524 27 132 114 99 16 46 285 3777
1991 530 2523 27 132 116 100 17 47 288 3778
1992 526 2521 26 132 117 100 17 48 291 3778
1993 521 2518 27 132 119 100 17 50 295 3779

ここで得られた土地面積について 1985年価格に変換することを試みてみよう。1985年の SNA貸借対
照表勘定における一国合計の土地資産額は 1003.39兆円であり、これらから計算すると一国全体の平均価
格は 1m2当たり 2655.9円と、同年における「固定資産の価格等の概要調書」での総平均価格 1560円134、

1311985年で比較すると「国土の利用形態別面積と構成」での地目合計総面積は 37.78万 km2であるのに対して、「固定資産の価格
等の概要調書（土地・家屋・償却資産）」では 16.19万 km2と 43%を占めている。
132ここで「宅地」とは建物の敷地及び建物の維持又は効用を果たすために必要な土地として定義されており、「固定資産の価格等の
概要調書」での宅地のうち評価総地積に非課税地積を加算したものである。その内訳の「住宅地」には「固定資産の価格等の概要調
書」の評価総面積の住宅用地（ただし村落部分については地籍調査実施前後の宅地面積変動率及び村落地区に占める住宅地割合を用い
て補正）と、非課税地積のうち都道県営住宅用地、市町村営住宅用地及び公務員住宅用地が含まれている。「工業用地」は「工業統計
表（用地・用水編）での「事業所敷地面積」である（ただし甲表のみの計上であるので、従業員 10人以上となるように製造品出荷額
の比率を用いて補正）。「その他の宅地」は「宅地」のうち「住宅地」、「工業用地」に該当しないものであり、店舗等が含まれている。
1331963年より資料が得られたが、それ以前について必要な部分は「固定資産の価格等の概要調書」の伸び率によって推計した。
134地目別に見ると、介在田・市街化区域田 8561円（一般田は 86円）、介在畑・市街化区域畑 12901円（一般畑は 28円）、小規
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日本不動産研究所「田畑価格及び小作料調」での普通田 1170.3円、普通畑 657.6円および「山林素地及び
山元立木価格調」での山林素地 77.6円よりも高い数字となっている。この地価を乗ずることで 1985年価
格での土地資産額を推計することにする（SNAの値は土地造成等を含んだ価格評価であるが、それを除い
た価格評価はあまり意味を持たないこと、また 1ベンチのみ SNAとリンクさせるためにこのようにして
いる）。

また特定の仮定のもとでは、SNAによる名目土地資産額のみを用いて実質土地資産を推計することがで
きるので比較をおこなってみよう。SNAストック編付表 1 国民資産・負債残高では、今期末の土地資産
は、期首（前期末）の土地資産に期中の資本取引（土地の資本取引そのものは一国全体では相殺されるが、

土地造成等含むので正の値をとる）と調整項を加算したものである。調整項は推計上は期首と期末の残高

差額から期中の資本取引を除いて求められるが、今期の価格変化による再評価、土地自体の増減を意味し

ている。ここで土地の増減が無いものとし、期中の資本取引と期末の価格評価が同一であるとすると135、

前期の価格を 1としたときの今期の価格変化は、期末残高から期中の資本取引を除き期首残高で除したも
の（あるいは調整項を期首残高で割ったものに 1を加えたもの）に等しい。このように推計した地価指数
と日本不動産研究所「市街地価格指数」との比較をおこなったものが図 3.30である（1985年を 1としてい
る）。類似した推移をしているが、SNAから得られた推計値の方が成長率が高くなっている（また「市街
地価格指数」は各年 3月時点での数値でありほぼ 1期ラグがある）。この地価指数を用いて SNAの名目土
地資産額（土地造成等を含む）を 1985年価格評価にしたところ、先の推計値では通年で年平均成長率は
0.014%なのに対して、ここでは 0.31%程になっている。この差が土地ストックの推計において土地造成を
含まないか含むかの差であると解釈できよう。
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図 3.30: 地価指数の推移

模住宅用地 21330円、一般住宅用地 7768円、個人非住宅用地 16054円、法人非住宅用地 21776円、鉱泉地 297349円、介在山林
2292円（一般山林は 14円）、雑種地 3477円となっている。
135実際、前者の仮定は先にみたように土地のストックは一国全体では微増であったので許容されうるし、後者の仮定も期中の資本
取引は残高に比して小さいのでこれも許容されるであろう。ただし 1972年の沖縄返還分については考慮している。
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3.7.2 土地ストックの産業別分割

推計された一国全体の 1985年価格土地ストックを産業別に分割し、KDB43産業分類へと格付けること
にする。まず農林水産業に格付けるべく農林地について分離することにするが、その方法としては 2通り
考えられる。一つは、SNAストック編付表 1 国民資産・負債残高での各年の名目土地資産の内訳のうち
(a)宅地（住宅地のみでなく商業地、工業地、村落地区を含む）、(b)耕地（田、畑、林地など）、(c)その他
（牧場、原野、雑種地など）における (b)耕地のシェアと (c)その他のシェアを用いて農林水産業に格付け
る方法である。その際、SANでは名目値のみであるから、(a)については「市街地価格指数」における全
用途平均価格指数、(b)については「田畑価格及び小作料調」において普通田価格と普通畑価格から推計し
た implicit deflator、「山林素地及び山元立木価格調」での山林素地価格指数によってデフレートすること
で実質値でのシェアを用いている（それぞれのデフレーターは図 3.31のとおりであり、田畑および山林素
地については 1985年以降の物価上昇が無いことが特徴である）。もう一方は「国土統計要覧」（表 3.56）に
よる農用地、森林、原野等それぞれのの面積を (a)宅地、(b)耕地、(c)その他に集計し、単価（1985年時
点では上記の SNAの値を用いて推計し、それぞれ 1m2当たり 5386.1円、39.6円、124.2円）を乗じたも
のをウェイトにして分割するという方法である。両者を比較したとき、前者では各項目で土地造成分の大

きさの相違（(b)耕地での造成分が残高との比較で特に大きい）から、表 3.56にみるような (b)耕地のシェ
アの減少傾向が小さくなるというバイアスがかかる（逆に言うと宅地のシェアの増大が過小になる）。よっ

て後者の方法によって農林水産業に格付ける実質ストック額を推計した。
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図 3.31: 田畑、山林価格指数の推移

また制度部門別資本調達勘定での金融機関、一般政府のシェアによって各々金融機関、公務（及び教育、

研究、医療保健社会保障）に格付ける（ここではそのデフレーター及び土地造成分についての影響が等し

いことを仮定している）。全実質土地ストックからの上記で推計した農林水産業、金融機関、一般政府分を

除いた残りについては、「国土統計要覧」より「宅地」の内訳として得られる「住宅地」、「工業用地」、「そ

の他宅地」（それぞれについての内容は脚注 132を参考のこと）と「固定資産の価格等の概要調書」におけ
る 1985年の単価（1m2当たり「住宅地」については 15607円、「工業用地」と「その他宅地」については
19123円）を乗じたものをウェイトとして分割した（ただし先に推計した金融機関所有分については「そ
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の他宅地」に含まれているとして予め調整している）。

表 3.57: 「工業統計表」による事業所敷地面積のシェア
1961 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1993

5.食料品 6.28 6.36 6.39 6.87 6.98 7.65 8.14 8.10
6.繊維 12.48 10.01 7.90 6.40 5.24 4.44 3.87 3.37
7.衣服 0.42 0.76 0.79 0.97 0.90 0.94 1.08 1.05
8.木材木製品 3.48 3.54 3.47 3.22 2.69 1.95 1.75 1.68
9.家具備品 0.62 0.84 1.10 1.25 1.23 1.14 1.12 1.20
10.パルプ・紙 5.52 5.39 4.54 4.34 4.32 4.13 3.92 3.82
11.出版・印刷 0.52 0.56 0.49 0.54 0.58 0.62 0.74 0.80
12.化学工業 15.24 15.88 13.71 11.64 12.15 11.68 11.61 11.49
13.石油製品 1.99 2.70 3.40 4.17 4.18 4.04 3.62 3.48
14.石炭製品 0.37 0.39 0.57 0.58 0.54 0.45 0.39 0.37
15.ゴム製品 0.98 1.05 0.93 1.05 1.12 1.12 1.18 1.17
16.皮革製品 0.22 0.29 0.20 0.20 0.17 0.16 0.16 0.16
17.窯業・土石 5.98 7.80 8.23 8.63 8.40 7.95 7.65 7.73
18.鉄鋼 11.43 12.06 12.84 14.44 14.44 13.67 12.93 12.31
19.非鉄金属 5.15 5.54 5.23 4.11 4.35 3.72 3.32 3.67
20.金属製品 2.95 3.52 3.89 4.29 4.08 4.68 5.16 5.71
21.一般機械 8.86 7.79 8.15 8.02 8.28 8.49 8.93 8.49
22.電気機械 5.34 5.08 5.83 5.77 6.30 8.08 9.14 9.32
23.自動車 4.50 4.62 5.57 5.64 6.84 7.23 7.57 8.04
24.その他輸送機械 4.93 2.46 2.70 3.62 2.93 2.98 2.29 2.37
25.精密機械 1.18 0.80 0.86 0.89 0.91 0.99 1.05 0.97
26.その他製造業 1.56 2.56 3.22 3.36 3.36 3.89 4.39 4.71

合計 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

そのうち「住宅地」分は帰属分を含め不動産業格付けであり、「工業用地」については「工業統計表（用

地用水編）」での事業所敷地面積を用いて各産業別に分割する（ここではそれぞれの産業における地価指

数に差が無いことを仮定していることになるが、地目別地域別に詳細に積み上げることがここではできな

いので問題点として留保している）。「工業統計表（用地用水編）」では 1961年より資料が入手可能であ
り、その産業間シェアを比較したものが表 3.57である（ただし甲表のみの調査なので従業者規模としては
変化がある－表 3.12を参照のこと）。1961年おいて工業のうち大きなのシェアを占めているのは化学工業
15.24%、繊維工業 12.48%、鉄鋼業 11.43%であり、そのうち化学工業については 1960年代に増加してい
るもののそれ以降は減少傾向、繊維工業は一貫してそのシェアを急速に落としており、鉄鋼業は 1980年代
まで拡大しているが、その後下落している。また食料品製造業、衣服製造業、金属製品製造業、電気機械

製造業、自動車製造業ではその事業所敷地面積のシェアを拡大している。一方製造業については法人企業、

個人企業別に「昭和 30年国富調査」により地目別所有面積が得られるが、最も近い年次での「工業統計」
による数値と比較すると、産業別にかなりの相違が見られる。ここでは「国富調査」による面積は利用せ

ずに時系列的に安定して資料の得られる「工業統計」のシェアを用いて各産業に格付けることにする（た

だし 1960年以前については先に推計した固定資本ストックマトリックス（KDB-FCSM）における産業別
の建設ストックの伸び率によってここでのシェアを補間している）。

また一方で「その他宅地」についても、実質建設ストックと実質土地ストックが比例するとの仮定のも

とで、固定資本ストックマトリックスにおける産業別の建設ストックのシェアによって分割することにし

た136。

また、先に推計した一般政府所有分についても同様にそのうち公務に格付ける部分を推計している（そ

136ここでは「法人企業統計年報」による土地資産額を利用することによって産業分割することもできるが、簿価評価なので地価上
昇による影響を無視できないと考え、利用しなかった。
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の際、住宅、鉄道軌道、有料道路、港湾、空港、海岸、土地造成を除く社会資本ストックの土地について

は公務に格付けし、鉄道軌道は 27.鉄道輸送業、空港は 30.航空輸送業に、その外は土地所有に関係しな
いものとしている）。

3.7.3 土地ストックの推移

推計された 1985年価格産業別土地ストックが表 3.58である。一国全体では 1990年で 1003.1兆円の土
地ストックに対して、帰属分を含む 38.不動産業（421.6兆円）及び 1.農林水産業（180.6兆円）が大き
なシェアを占める（それぞれ 1960年では 38.17%、33.92%、1970年 40.07%、25.98%、1980年 42.00%、
20.22%、1990年 42.03%、18.00%）。不動産業はその年平均成長率では 1955-60年より 5年おきに 0.03%、
0.42%、0.57%、0.91%、0.05%、0.22%、-0.20%とほぼ増加しているのに対して、農林水産業は同期間でそ
れぞれ-0.81%、-2.52%、-2.79%、-3.07%、-1.92%、-1.30%、-1.02%と一貫して低下してきている。その他
の産業では 1960年時点では、27.鉄道輸送（44.6兆円）、33.電気業（31.5兆円）、36.商業（18.7兆円）、
42.その他サービス業（16.1兆円）が大きく、それぞれ 4.46%、3.15%、1.87%、1.61%を占めている。1990
年では 37.金融（30.6兆円）、39.教育（23.7兆円）も 3.05%、2.37%とシェアを伸ばしており、それぞれ
通年で年平均成長率では 3.97%、1.53%と高い成長をみせている。
ここでの推計においては地目別、地域別に細分化をしておらず、また幾つかの仮定のもとで、SNAでの

土地資産額との対応を視野に入れての推計となっている。資料上、土地の推計について特筆すべきは、1993
年に初めてわが国の法人および世帯における土地の所有や利用状況に関する実態の調査として「土地基本

調査」が国土庁によっておこなわれていることである。そこでは所有する土地について、本社所在地、業

種、資本金、常雇数、組織形態などの属性別に、所有する農地・山林、棚卸資産としての土地、宅地につ

いて所在地、所有面積を、特に宅地については取得時期、利用区分などの調査がされており、ここでの推

計の精度を高める上で将来の課題としたい。
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表 3.58: 実質土地ストック額
単位:1985年価格 10億円

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

1.農林水 353548 339500 299266 260271 223268 202830 190086 180607
2.石炭鉱業 2347 1641 1082 772 538 359 327 398
3.その他鉱業 827 791 1031 1096 979 624 441 411
4.建設 1284 1761 3769 5550 7208 7942 8825 10806
5.食料品 3345 3539 4967 5833 6382 6054 6370 6795
6.繊維 9290 9279 7810 7205 5943 4548 3697 3228
7.衣服 312 312 596 720 903 782 785 899
8.木材 2590 2587 2763 3161 2991 2335 1620 1458
9.家具 460 460 655 1000 1159 1066 952 939
10.紙パルプ 4111 4107 4206 4143 4035 3748 3438 3275
11.出版印刷 389 388 439 447 499 500 514 620
12.化学 11343 11330 12396 12510 10815 10541 9725 9690
13.石油製品 1480 1479 2111 3100 3877 3624 3365 3019
14.石炭製品 278 278 301 521 537 472 378 322
15.ゴム 728 727 818 849 976 969 932 982
16.皮革 164 164 228 179 183 151 130 137
17.窯業土石 4452 4446 6089 7510 8017 7282 6621 6390
18.鉄鋼 8512 8502 9412 11715 13416 12523 11380 10797
19.非鉄 3834 3829 4321 4769 3815 3772 3098 2769
20.金属 2199 2196 2743 3545 3986 3539 3896 4311
21.一般機械 6594 6586 6080 7439 7453 7178 7071 7457
22.電気機械 3975 3970 3967 5321 5363 5463 6725 7629
23.自動車 3353 3349 3608 5077 5239 5935 6021 6320
24.他輸送機械 3669 3665 1919 2460 3362 2544 2484 1916
25.精密機械 881 880 621 786 827 785 826 881
26.他製造業 1162 1161 1995 2933 3125 2917 3243 3664
27.鉄道輸送 51856 44644 43226 45044 38735 36863 33149 29022
28.道路輸送 540 5096 4291 4310 4502 5929 6324 5922
29.水運 304 525 538 615 481 851 1364 1680
30.航空輸送 194 703 1569 2643 4065 4002 3598 3886
31.倉庫他 661 608 644 693 594 582 494 502
32.通信 3580 7665 13767 19825 23464 23954 20982 16973
33.電気 27138 31538 27800 26883 31812 41393 40826 36688
34.ガス 358 477 435 749 2105 3363 3368 2916
35.水道 140 2369 5287 8659 11533 13618 15764 16500
36.商業 18433 18672 26012 30054 38686 42524 40673 45226
37.金融 7342 12417 16592 17667 15492 15360 17320 30620
38.不動産 381395 381986 390112 401458 420227 421307 425887 421659
39.教育 13701 11908 14663 16298 18051 21318 23593 23747
40.研究 213 528 579 632 974 1249 1131 1773
41.医療 3619 1567 2432 5005 8181 12389 16157 17265
42.他サービス 21005 16065 15887 14584 12438 12399 21219 27511
43.公務 36569 47131 54002 47902 46440 47566 48594 45518

全体 998174 1000826 1001028 1001930 1002675 1003153 1003392 1003126
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第 4章

労働投入の推計

4.1 労働投入の推計について

この章では労働投入データの作成手順について述べる。各産業部門別に、先に推計された産業連関表に

おける労働要素の投入との整合性が保たれている。推計されるデータセットは、以下に詳細に述べるよう

に、就業者の属性分類のカテゴリーごとに推計された (1)「労働者数」、(2)「労働時間」、(3)「賃金」 の 3
つの要素から構成されている。これらの 3要素に分けて、労働投入の部門別の推計方法を順次に説明した
後、産業連関表資料、マクロ国民経済経済資料などとの整合性をはかるためにおこなった調整作業につい

ても述べるつもりである1。

労働投入の推計に関しても、KEOデータベース作成の一環として行われたものであり、基本的な推計の
方針はKEOデータベースの目的と整合的である。KEOデータベースの目的を労働投入の推計という観点
からまとめると次の諸点にその主旨を要約することができる。

１）データベースとしては、なんらかの基軸を元に各データが相互参照することが可能である必要があ

る。KEOデータベースの場合、その基軸は国民経済計算（System of National Accounts:SNA）統計であ
り、したがって労働投入の推計も SNAを基軸としてまとめられることになる。

２）ここでのデータベースは、他の章で展開する労働以外の投入要素の推計データと同様に、特定の理

論構成、例えば新古典派一般理論の枠組みなどのような限定した理論の検証に用いることを目的としたも

のではない。その意味である特定の論理構造の体系から中立的でなければならない。一方で、現実の労働

市場での個別の労働需給取り引きは、取り引き単位ごとに異質な労働の種類に直面しているといって過言

ではない。しかし、個別の異質な労働取り引き単位をそれぞれ労働需給の取り引き単位の尺度と考えるこ

とも実証科学の作法に反する。その意味では、異質な労働の需給を理論としての捉える測定単位を備える

ことが、データベースの構築には不可欠である。ここでは、以下で述べる労働投入要素に関する幾つかの

属性分類を先験的において、それを基本単位として労働投入量を測定することを考えている。各労働投入

要素がここで分類された属性カテゴリーの内では、「等質的」と考えられると前提した上で推計しているこ

とになる。もちろん、労働者の社会的・経済的な属性カテゴリーには、性、年齢、学歴、就業する産業、就

業形態、勤続年数、人種、常住地、家族構成など様々なものが考えられ、そのいずれのレベルにまで分解

すればある労働者のグループが「等質的」であると結論づけられるのかということは、先見的に決められ

ない。したがって、ここで取り上げた属性の同じカテゴリー属する労働者グループ、またはそれが提供す

1産業連関表基本表における粗付加価値中の雇用者所得は、原則として、雇用者数に労働時間をかけてマンアワーベースとした延
べ雇用者労働投入量に、雇用者 1人時間当たり賃金率をかけることで推計されたものである。したがって推計される雇用者所得は、
雇用者数、賃金率、労働時間の積によって定義されることになる。

KDB体系においても、労働投入の推計は基本的には同様の方法を取る。ただし、労働投入に関わる要素所得については、産業連
関表基本表における「雇用者所得」に、「営業余剰中に含まれる自営業主および家族従業者の労働所得」を加えた「労働所得」の総和
を用いる。
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る労働サービスが「等質的」であると考えられるかどうかは、構築されたデータをもとに検証すべき課題

といえる。

4.1.1 労働投入の属性カテゴリーについて

われわれのフレームワークでの労働投入サービスの属性カテゴリーについて具体的に解説する。

観測対象期間は、他のブロックと同様に 1960-92年である。労働投入要素を属性は次のようなカテゴリー
別に分けることができる。すなわち、(1)産業、(2)性、(3)年齢、(4)就業形態の区分がそれであり、特に
就業形態区分のうち、雇用者に関しては、(5)最終学歴によっても分類できる。これらの属性区分は、それ
ぞれクロス分類となっており、労働投入要素の投入人員、投入時間、単位あたり賃金に関して、産業ｘ性

ｘ年齢ｘ就業形態（一部については、ｘ最終学歴）のクロス分類資料がもとめられる。以上のような属性

カテゴリー別に分割された労働投入要素のサブセットに関しては、その属性グループ内においては「等質

的」(homogeneous)な労働要素であるとここでは前提をおくことになる。

産業 (Industrial Sector)

「産業」は第 2章で示した表??の 43部門2である。この分類は KDBを構成する他のブロックとも一致
しており、従ってKDB体系内においては各データを相互に参照・比較することが可能となっている。各々
の産業については具体的なデータの推計作業の中で逐次説明していくことにする。

性別 (Sex)

「性別」は、男女の 2つに分けられる。

年齢 (Age)

「年齢」カテゴリーは、いわゆる生産年齢人口でいうところの「生産年齢（15-64歳）」、および老齢人
口「老齢（65歳以上）」に対応しており、表 4.1のように 11階級に分けられる。

表 4.1: 属性・年齢
1. 15-19歳
2. 20-24歳
3. 25-29歳
4. 30-34歳
5. 35-39歳
6. 40-44歳
7. 45-49歳
8. 50-54歳
9. 55-59歳
10. 60-64歳
11. 65歳-

就業形態 (Employment Status)

「就業形態」とは、「国勢調査」他における「従業上の地位」に対応している。

「従業上の地位」とは、「産業」や「職業」と違って標準分類として制定されているものではないが、「国

勢調査」や「労働力調査」、「就業構造基本調査」などで共通に用いられている分類であり、「就業者」を分
2労働ブロックの作業では、推計手続き上、産業を初め 39部門（運輸業が一本）で整備した後、運輸業をさらに 5つに分割（鉄

道輸送、道路輸送、水運輸送、航空輸送、倉庫およびその他輸送）して 43部門とした。



4.1. 労働投入の推計について 265

類対象としている。ここでいう「就業者」とは労働力人口のうち調査期間（「国勢調査」や「労働力調査」

では月末 1週間）中になんらかの収入を得て仕事に従事している者をいい、この中には「従業者」と「休
職者」が含まれている。なお、労働力人口から就業者を除けば「完全失業者」となるが、これは上記の調

査期間中に収入を伴う仕事に少しも従事していないが、労働の意志と能力を持って求職活動を行っている

者と定義される。

就業形態は表 4.2のように 3つの階級に分けられる。

表 4.2: 属性・就業形態
KDB就業形態 「国勢調査」従業上の地位

1. 雇用者 雇用者
役員

2. 自営業主 雇人のある業主
雇人のない業主
家庭内職者

3. 家族従業者 家族従業者

「雇用者」とは決まって給与を受けている総ての非雇用者を指し、官・公・私すべての非雇用者がこれ

に含まれる。なお、「雇用者」の中には会社役員等も含まれていることに注意を要する。従って、会社重役

や政治家なども「雇用者」に含まれることになる。次に「自営業主」とは、法人企業以外の個人企業主を

さす。最後に「家族従業者」であるが、これは無給で経済活動としての家業に従事している者をさし、こ

れには炊事洗濯等の家事に従事する主婦は含まれない。

最後にこれらの就業者の労働所得は新 SNAの要素所得のに関して２分されている。すなわち、「雇用者」
の労働所得が「雇用者所得」に含まれている一方、「自営業主」「家族従業者」の労働所得は「営業余剰」中

に含まれている。これは産業連関表に関しても同様である。したがって、一国経済の「労働所得」の総額

の把握は、「営業余剰」のなかから、「自営業主」「家族従業者」の労働所得分を何らかの方法で分割推計す

ることが必要となる。

学歴 (Education)

雇用者に関しては、「学歴3」別のデータについても利用できる。「学歴」は表 4.3のように 4つの属性に
分けられる。

表 4.3: 属性・学歴
男子 女子 (1960-79年) 女子 (1980年-)

1. 旧小学・新中学卒 旧小学・新中学卒 旧小学・新中学卒
2. 旧中学・新高校卒 旧中学・新高校卒以上 旧中学・新高校卒
3. 高専・短大卒 高専・短大卒以上
4. 新旧大学・大学院卒

ただし、女子の最高学歴については、1960-79年までは「旧中学・新高卒以上（通算修業年限が 12年以
上）」、それ以降については「高専・短大卒以上（通算修業年限が 14年以上）」となっている。

3「学歴」カテゴリーは「賃金構造基本統計調査」での概念を用いることにする。「賃金構造基本統計調査」では「学歴」を次のよ
うに定義している。
「学歴」とは、学校その他これに準ずる経歴のうちもっとも程度の高いものをいう（ここにいう学校とは、学校基本法にいう学校

又はこれに準ずるものをさす）。
現在就学中のもの及び途中退学したものは、それ以前に卒業又は修了した課程によることとし、余暇就学などによって入社時より

も程度の高い学歴を取得した場合は、その学歴によっている。
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4.1.2 統計資料について

労働ブロックで用いられる統計資料について、ここでまとめておこう4。

国勢調査

指定統計第 1号。実施機関は総務庁統計局統計調査部国勢統計課。人口の実体を把握し、各種行政施策
その他の基礎資料とするのが目的であり、我が国最大の人口統計である。

KDB労働ブロックで用いた最新の調査は平成 2年調査であり、これは第 1回目の調査から数えて、第
15回目の調査に当たる。
国勢調査は、歴史的には大きく 2つの期間に分けることができる。まず第 1回（大正 9年）から第 5回
調査（昭和 15年）までは「国勢調査に関する法律」に基づき 5年ごとに実施。ついで第 6回調査（昭和 22
年5）以降は、現在の「統計法」に基づき、10年ごとの大規模調査、その中間の 5年目には簡易調査を行
うことになった。平成 2年に実施されたのは大規模調査である。
大規模調査と簡易調査の相違は、調査事項の多少にある。例えば、平成 2年調査（大規模調査）と前回
の昭和 60年調査（簡易調査）を比較すると、平成 2年調査の調査事項では、「教育」「5年前の所在地」「家
計の収入の種類」「従業地区又は通学地までの利用交通手段」「通勤時間又は通学時間」の 5事項が追加さ
れ、「居住室の広さ」が「居住面積」に変更されている。

人口の把握については、第 1回-第 6回調査までは、現在地主義によっていたが、第 7回調査（昭和 25
年）以降は常住地主義に改められた。

調査地域は全国とし、世帯および個人を単位として調査がおこなわれる。この際、調査の対象になるの

は「本邦に居住する者」であるので、したがって外国人就労者も調査対象に含まれる。

次に調査方法であるが、調査対象は全数調査であり、5年周期で 10月 1日当日の人口状態を記述する。
調査系統は、総務庁統計局→都道府県→市区町村→調査員→報告者の順で、調査票の配布・収集は調査員が

おこなう。調査票への記入は、報告者自らが行うと同時に、調査員による聞き取り調査も併用される。な

お調査結果は中央集計され、『国勢調査報告』として順次公刊される。

調査事項は、平成 2年調査の場合、表 4.4の通りである。

表 4.4: 平成 2年国勢調査調査項目
氏名　 従業上の地位
男女の別 従業地又は通学地
出生の年月 従業地又は通学地までの利用交通手段
世帯主との続柄 通勤時間又は通学時間
配偶の関係 世帯の種類
国籍 世帯員の数
5年前の住居の所在地 家計の収入の種類
在学、卒業等教育の状況 住居の種類
就業状態 居住室の数
所属の事業所の名称及び事業の種類 住居の床面積
仕事の種類 住宅の建て方

労働力調査

指定統計第 30号。実施機関は総務庁統計局統計調査部労働力統計課。国民の就業及び不就業状態の月々
の変化を明らかにし、経済政策、雇用対策等に必要な基礎資料を得るのが目的である。

4ここであげる以外の資料については、その都度、紹介することにする。
5本来、調査年としては昭和 20年に行われる予定であったが、終戦直後の混乱のために中止され、臨時に昭和 22年に実施された。

なお、第 7回調査は昭和 25年に行われているので、あくまで第 6回調査が例外であるということである。
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表 4.5: 労働力調査調査項目
(1)全ての世帯員対象 氏名

男女の別
出生の年月日
世帯主との続柄

(2)15歳以上の世帯員対象 配偶の関係
月末 1週間の就業状態
所属事業所の名称
経営組織及び事業の種類
所属の企業全体の従業者数
仕事の種類
従業上の地位
1週間の就業時間
探している仕事の主・従
求職の理由
転勤及び追加就業希望の有無

(3)世帯について 世帯の種類
耕地面積
男女別 15歳以上及び 15歳未満の世帯員の数
世帯員の移動状況

労働力調査は昭和 21年 9月に開始され、約 1年間の試験的時期を経過したのち、昭和 22年 7月から本
格的に実施されるようになって現在に至っている。

調査地域は全国とし、世帯及び個人を調査単位としておこなわれる。調査方法は、国勢調査調査区を抽

出枠とする無作為抽出。約 4万世帯及びその世帯に居住する者 15万人を対象とする。調査周期は月単位で
あり、毎月末日に実施される。調査系統は総務庁統計局→都道府県→調査員→報告者で、調査票の配布・収

集は調査員がおこなう。調査票への記入は、報告者自らが行うと同時に、調査員による聞き取り調査も併

用される。なお結果は中央集計された後、『労働力調査年報』（毎年 3月、日本統計協会発行）および『労
働力調査報告』（毎月、日本統計協会発行）として公表される。

就業構造基本調査

指定統計第 87号。実施機関は総務庁統計局統計調査部労働力統計課。我が国人口の就業・不就業の基
本的構造を全国及び地域別に明らかにし、各種諸施策の基礎資料とするのが目的である。就業構造基本調

査は、昭和 31年の第 1回調査以降 3年ごとに調査が行われ、第 9回（昭和 54年）は、前回調査から 2年
目に、第 10回調査（昭和 57年）から 5年ごとに実施されることになった。最新は第 12回調査であり、平
成 4年に実施されている。
調査地域は全国とし、世帯及び個人を調査単位としておこなわれる。調査方法は、国勢調査調査区を抽

出枠とする無作為抽出。同地区に居住する世帯及び 15歳以上の常住世帯員を対象とする。標本数は約 43
万（母集団 4100万）世帯である。調査周期は 5年で、10月 1日現在の状態を調査する。調査系統は、総務
庁統計局→都道府県→市区町村→調査員→報告者の順で、調査票の配布・収集は調査員がおこなう。調査

票への記入は報告者自らがおこなう自計式。なお結果は中央集計された後、『就業構造基本調査報告』（全

国編、地域編、解説編）として公表される。
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調査項目は、表 4.6の通りである。

表 4.6: 就業構造基本調査調査項目
世帯に関する事項 年齢階級別世帯人員数

世帯の収入の種類
世帯全体の年間収入

15歳以上の者共通事項 氏名
性別
出生年月
世帯主との続柄
配偶の関係
1年前の常住地
就業・不就業の状態等

有業者に関する事項 従業上の地位
勤め先のおける呼称
経営組織
勤め先・業主などの名称
事業の種類
仕事の種類
従業者数
年間就業日数
週間就業時間
年間収入
就業時間延長等の希望の有無
1年前との就業の異動
継続年数
現在の仕事についた理由
1年前の就業・不就業状態等

無業者に関する事項 就業希望の有無
その理由
希望する就業形態
求職活動の有無
求職方法
求職期間
1年前の就業・不就業状態
前職の従業上の地位
仕事の種類
勤続年数等

毎月勤労統計調査

指定統計第 7号。実施機関は労働省大臣官房政策調査部統計調査第一課。雇用、給与及び労働時間につ
いて毎月その全国的変動を調査することを目的とする。

同様の調査は戦前からおこなわれていたが、現在の毎月勤労統計調査の基礎が確立したのは、昭和 25年
に標本調査法が導入された時点である。昭和 26年 4月には、都道府県別におこなっていた「毎月賃金統計
調査」を「毎月勤労統計調査地方調査」として吸収、さらに昭和 32年には調査対象となる事業所の最低規
模を下げることによって零細規模事業所にまで調査範囲が拡大された。平成 2年には従来の甲調査と乙調
査を結合、全国調査の調査体系を 5人以上に統一し、同時に地方調査も 5人以上の事業所へと拡充され、
5-29人事業所の抽出方法を変更する等の改正がおこなわれている。

調査地域は全国で、事業所を単位として調査がおこなわれる。対象となる事業所は、鉱業、建設業、製

造業、卸売業、小売業、金融・保険業、不動産業、運輸・通信業、電気・ガス・水道・熱供給業、サービス

業に属し、常用雇用者を 1人以上雇用している民・官・公営の事業所が対象になる。調査の構成としては、
調査される事業所の規模、調査が全国調査か地方調査か6の別によって、調査票が次のように別れている。

6地方調査の場合は公表時の表章が都道府県となる。
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A 全国調査票（第 1種事業所用）。常時 30人以上の常用雇用者を雇用する事業所が対象。標本数 16700
（事業所統計調査の抽出枠からの無作為抽出）。調査票は郵送による自計式。調査系統は、労働省→

都道府県→報告者。毎月末に調査がおこなわれ、月末現在（給与締切日の定めがある場合において、

毎月最終給与締め切り日）の状況を把握する。

B 全国調査票（第 2種事業所用）。5-29人の常用雇用者を雇用する事業所が対象。標本数 16500（事業所
統計調査の抽出枠からの無作為抽出）。調査票は調査員による他計式。調査系統は、労働省→都道府

県→調査員→報告者。毎月末に調査がおこなわれ、月末現在（給与締切日の定めがある場合におい

て、毎月最終給与締め切り日）の状況を把握する。

C 地方調査票（第 1種事業所用）。常時 30人以上の常用雇用者を雇用する事業所が対象。標本数 21500
（事業所統計調査の抽出枠からの無作為抽出）。調査票は郵送による自計式。調査系統は、労働省→

都道府県→報告者。毎月末に調査がおこなわれ、月末現在（給与締切日の定めがある場合において、

毎月最終給与締め切り日）の状況を把握する。

D 地方調査票（第 2種事業所用）。5-29人の常用雇用者を雇用する事業所が対象。標本数 22000（事業所
統計調査の抽出枠からの無作為抽出）。調査票は調査員による他計式。調査系統は、労働省→都道府

県→調査員→報告者。毎月末に調査がおこなわれ、月末現在（給与締切日の定めがある場合におい

て、毎月最終給与締め切り日）の状況を把握する。

E 特別調査票。常用雇用者 1-4人を雇用する事業所が対象。標本数 77400（事業所統計調査の抽出枠から
の集落抽出）。調査票は調査員による他計式。調査系統は、労働省→都道府県→調査員→報告者。毎

年 7月 31日に調査がおこなわれ、調査時点での状況を把握する。

なお結果は、中央集計された後に、『毎月勤労統計調査速報』（毎月、労働法令協会発行）、『毎月勤労統

計要覧』（毎年 9月頃、労働行政研究所）として公表される。
調査事項は、表 4.7の通りである。

表 4.7: 毎月勤労統計調査調査項目
全調査共通 主な生産品の名称（製造業及び鉱業）

主な事業内容（卸売業、小売業、金融・保険業、不動産業、運輸・通信業、
電気・ガス・水道・熱供給業、サービス業）
主な請負工事の種類（建設業）
企業規模
出勤日数
実労働時間
現金給与額

A-D調査 常用雇用者の労働者数及びうちパートタイム労働者数
E調査のみ 常用労働者の労働者数、性、通勤・住み込みの別

年齢
勤続年数

賃金構造基本統計調査

指定統計第 94号。実施機関は労働省大臣官房政策調査部統計調査第二課。主要産業に雇用される常用労
働者について、その賃金の実態を産業、地域、企業規模、労働者の種類、性、職種、学歴、年齢、勤続年

数、経験年数等の別に明らかにすることが目的である。

賃金構造基本統計調査は昭和 33年から昭和 35年まで賃金構造基本調査として実施されていたものを、
昭和 36年に拡大、名称を賃金実態総合調査に変更、さらに昭和 39年以降現行名称に改められたものであ
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る。昭和 39年以降、昭和 42年、昭和 45年、昭和 48年、昭和 51年及び昭和 54年の 3年ごとについて大
規模調査がおこなわれ、その他の年には小規模調査がおこなわれた。昭和 57年からは各年のサンプルを標
準化して中規模調査となった。昭和 60年には営業用大型貨物自動車運転者、営業用普通・小型貨物自動車
運転者の 2職種を調査対象に追加、また昭和 62年には男女雇用均等法の施行に伴い、女子大卒業者（技術
系）等の採用人員、初任給等が調査に加えられた。

調査地域は全国7で、事業所とそこに雇用される常用労働者個人に対しておこなわれる。共に事業所統計

調査の調査枠に対する無作為抽出によるサンプル調査8である。調査票の構成は次の通りである。

A 事業所票。鉱業、建設業、製造業、運輸・通信業、電気・ガス・熱供給・水道業、卸売・小売業、飲食

店、金融・保険業、不動産業、サービス業の産業で常用雇用者 5人以上の事業所が対象。サンプル数
7万（母集団 120万）。

B 個人票。事業所票と同様の産業で、常用雇用者 5人以上の事業所に雇用される常用労働者が対象。サン
プル数 140万（母集団 3100万）。

両調査とも、毎年 7月に実施され、6月 30日現在の状況を把握することを目的とする。調査票の配布・
収集は調査員によっておこなわれ、調査票への記入は報告者自らによる自計式。調査系統は労働省→都道

府県労働基準局→労働基準監督署→調査員→報告者の順である。

なお結果は中央集計された後、『賃金構造基本統計調査報告』（毎年 7月、労働大臣官房調査部発行）に
よって公表される。

調査項目は、表 4.8の通りである。

表 4.8: 賃金構造基本統計調査調査項目
事業所票 事業所の名称

所在地
事業の内容又は主要生産品
性別常用雇用者労働者数
ベース・アップ額算入状況
学歴・性別等採用人員・初任給額

個人票 氏名又は労働者番号
性
労働者の種類
職階又は職種
就業形態
雇用形態
最終学歴
年齢
勤続年数
経験年数
実労働日数
所定内実労働時間数
超過実労働時間数
決まって支給する現金給与額
超過労働給与額
所定内給与額
賞与その他特別に支払われた現金給与額

地方公務員給与実態調査

指定統計第 76号。実施機関は自治省行政局公務員部給与課。地方公務員の給与の実態を明らかにし、あ
わせて地方公務員の給与に関する制度の基礎資料を得ることを目的とする。地方公務員給与実態調査は、

7ただし、北海道、東京都、島根県、長崎県、鹿児島県、沖縄県の各都道府県の一部地域を除く。
8サンプル調査ではあるが、そのサンプル数が比較的大きいために、しばしば本調査は「賃金センサス」と呼ばれる。
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昭和 30年 1月に指定統計として実施され、その後昭和 33年 7月、昭和 38年 7月、昭和 43年 4月に実施
された以後、5年ごとに実施されている。なお、昭和 37年以降には中間年について補充調査がおこなわれ
ている。
調査地域は全国とし、個人を単位として調査がおこなわれる。調査対象は以下の通りである。

1. 一般職に属する地方公務員のうち、以下に掲げる以外の者。

• 臨時又は非常勤の者（常時勤務に服することを要する職員について定められている勤務時間以上勤務した
日9が 22日以上ある月が、調査の期日において引き続いて 12月を越える者を除く）

• 災害対策基本法第 31条の規定により派遣を受けた者（地方自治法第 252条の 17の規定により派遣を受け
た者を除く）

• 未帰還職員
2. 特別職に属する地方公務員のうち以下に掲げる者。

• 知事、市町村長又は特別区の区長
• 副知事又は助役
• 出納長又は収入役
• 議会の議員
• 地方自治法第 180条の 5第 1項第 1号から第 3号までに掲げる委員会の委員及び同項第 4号に掲げる委員
並びに同条第 2項各号又は同条第 3項各号に掲げる委員会の委員

• 地方公営企業管理者

調査方法は全数調査（約 321万 5000）で、調査票の配布・収集は郵送によっておこなわれる自計式。調
査系統は自治省→都道府県→（市町村等）→報告者の順で、5年周期で調査年の 4月における状況を把握
する。なお調査結果は中央集計された後に、『地方公務員給与の実態』として公表される。調査事項は、表

4.9の通りである。

表 4.9: 地方公務員給与実態調査調査項目
個人の属性等に関する事項 所属する都道府県名又は市区町村組合等名

所属公署部課名
氏名
生年月日
満年令月数
性別
給与の支給される会計
職種
職務上の地位
職務
最終学歴
給与決定上の学歴
採用時における前歴の有無
採用年月
資格又は免許名
資格・免許取得年月
経験月数

給料、手当等に関する事項 給料月額
給料の調整額
次期昇級期
扶養手当支給月額
扶養手当支給の基礎となった扶養親族数
調整手当支給月額
通勤手当支給月額
通勤の方法
年間給与

9法令の規定により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。
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国家公務員給与等実態調査

届出統計。実施機関は人事院給与局給与第一課。一般職の職員の給与等に関する法律の適用を受ける職

員の給与等の実態を把握し、給与行政の基礎資料を得ることを目的とする。調査項目は、表 4.10の通りで
ある。

表 4.10: 国家公務員給与等実態調査調査項目
在勤官署等
職員の経歴等
諸手当等
年次休暇の使用日数
中途採用者の状況
俸給別、級別、調整手当の支給割合別、採用試験の種類別採用者数

国家公務員給与等実態調査は昭和 24年 8月 15日に第 1回調査が実施され、ついで第 2回調査が昭和 28
年におこなわれた。昭和 32年以降は毎年実施されている。
調査地域は全国とし、基準給与簿作成部局の管轄下にある個人を単位としておこなわれる。サンプルの

選定は全数調査（客体数約 5000官署）。調査票の配布・収集は郵送による自計式。調査系統は、人事院→
各本省庁→基準給与簿作成部局である。なお調査結果は中央集計の後、『国家公務員給与等実態調査報告

書』として公表される。

4.1.3 新古典派経済理論と労働投入集計のフレームワーク

「観測事実の蒐集と整理」という観点から収集されたデータを、新古典派経済理論をベースに集計する

方法を考える。新古典派経済理論においては、われわれのデータベースで捉えた異なる属性をもった労働

投入要素を、それが提供する労働サービスの「質」の差異を考慮しながら、理論概念としての「労働投入

L」へと変換する方法についてのひとつのやり方を示唆している。言い換えれば、異なる質の労働投入要

素を集計することになり、いわゆる、集計関数の議論に帰着する。

いま、n個の生産要素 Xkj , (k = 1, . . . , n) を各々資本 (K)-労働 (L)-エネルギー (E)-原材料 (M)の部分
集合にふりわけて、ある生産技術条件が一般的に以下のような生産関数で表されるものとする。

zj = F j [K(X1,j , . . . , Xkj), L(Xk+1,j , . . . , X lj),

E(X l+1,j , . . . , Xej),M(Xe+1,j , . . . , Xmj , . . . , Xnj), T j(t)] (4.1)

ここで、zj は第 j生産物の産出量、Xkj , (k = 1, . . . , n) は第 j生産物の生産に投入される投入要素の投入
量、T j(t) は t時点における技術条件を表す状況変数である。このとき、生産要素の部分集合 K,L,E,Mの
各々に対して、弱分離可能性を仮定すると、(4.1)式の生産関数はそれらの部分集合ごとの集計量の関数と
して、改めて以下のように置き直すことができる。すなわち、

zj = F j(Kj , Lj , Ej , M j , T j(T )) (4.2)

ただし、

Kj = kj(X1,j , . . . , Xkj)

Lj = lj(Xk+1,j , . . . , X lj) (4.3)

Ej = ej(X l+1,j , . . . , Xej)

M j = mj(Xe+1,j , . . . , Xmj , . . . , Xnj)
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である。

新古典派経済理論にもとづく生産者内部均衡図式では、利潤極大が成り立つ 1階の条件として、限界生
産力命題が成立しなければならない。このとき、限界生産力を測定する単位としての生産物や生産要素は、

「等質的」(homogeneous)であることが前提とされている。
したがって、「新古典派経済理論に基づいて労働投入を測定する」ためには、(4.4)式の場合なら、労働

投入 Lj を構成する各生産要素のサブセット Xk+1,j , . . . , X lj を各々等質的とみなせるレベルにまでカテゴ

リー分割することで定義し、それらについて測定がおこなわれている必要がある。

等質的な生産要素にまで分解された属性ごとに労働投入量を測定した上で、それらを集計しすることで、

集計労働投入量 Lj を定義することになる。

4.1.4 労働の集計関数

いま、ここに 1人の労働者がいたとする。彼は 35歳の大卒男子で、ある食料品メーカーに勤めているも
のとしよう。われわれのデータベース上で、このようなタイプの労働者を属性別に分類すれば、「男性」・

「30-39歳」・「大卒」・「食料品製造業」・「雇用者」ということになる。われわれのデータベースでは、この
労働力と同様の属性を持つ労働者のグループに属する労働者の人数・賃金率・労働時間を、それぞれ測定

することは可能である。また、「食料品製造業」というひとつの産業に注目した場合、その産業が他にどの

ような属性をもった労働者のグループを投入しているか測定することもできる。

以上のように、ある産業部門の労働投入は、労働の質を反映するカテゴリー別に性別、年齢、従業上の地

位、学歴など各々属性が異なっている様々な生産要素投入の集計量として表されることになる。一方、新

古典派経済理論における労働投入量は、労働サービスの投入量として解釈され、それは等質的なレベルに

まで分解された労働の延べ投入時間に比例するものとして考えることができる。したがって、労働サービ

スの集計関数を次のように定義することができる。

いま、l種類の労働サービス L1j , . . . , Llj を考える。各々の労働サービス Lij , (i = 1, . . . , l) に関しては
等質的であるとする。また、投入されるすべての生産要素から、労働投入を構成する生産要素がその他の

資本、エネルギー、原材料などの投入要素から分離可能であるとすれば、集計労働投入量 Lj は、

Lj = lj(L1,j , L2,j , . . . , Llj) (4.4)

として、各々の異質な労働投入要素 Lij , (i = 1, . . . , l) の関数として定義できる。
さて、次に労働投入要素 Lij , (i = 1, . . . , l) の労働投入量の配分に関して限界生産力命題が成立するな

らば、

∂ ln Lj

∂ ln Lij
=

∂Lj

∂Lij

Lij

Lj

=
wijLij

∑
i wijLij

= vij (4.5)

ここで、 vij , (i = 1, . . . , l) は総労働投入コスト
∑

i

wijLij に対する Lij , (i = 1, . . . , l) 要素のコストシェ

ア、 wij , (i = 1, . . . , l) は Lij の賃金である。このとき、集計量としての労働サービスの投入量 Lj の成長

率は、

L̇j

Lj
=

∑

i

(
∂ ln Lj

∂ ln Lij

)(
d ln Lij

dt

)

=
∑

i

vij

(
L̇ij

Lij

)
(4.6)
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となる。(4.6)式は、集計労働サービス投入量 Lj の成長率は、各々の異質な労働サービス投入量 Lij , (i =

1, . . . , l) の成長率
L̇ij

Lij
をそのコストシェア vij , (i = 1, . . . , l) をウエイトに加重集計したもので示されるこ

とを表している。(4.6)式を、労働サービス投入量のディビジア数量指数の成長率という。

4.1.5 ディビジア数量指数と質変化インデックス

次にディビジア数量指数を使って、労働投入の質変化を計測する方法について概解説する。

質変化インデックスの定義

労働サービスの投入量は、その限界生産力の異なる労働サービスの集計として定義するが、各種の労働

サービスの構成の変化は、総労働サービスの集計量においては、労働の質的変化として捉えられる。ここ

で労働の「質」の変化とは、各々の属性において、その属性内の労働投入の変化のあった場合および各属

性間の労働力構成に変化のあった場合に、それを「質」の変化を考えている。属性区分は、前述のように、

学歴、性、年齢、産業、就業形態などのに区分している10。労働の質の時系列変化は、それらの属性に応

じてグループ化された労働投入を集計し、質変化を反映する指数を定義することによって、その指数の時

系列変化として捉えることができる。

いま、各々の労働投入は、学歴 (Education)、性 (Sex)、年齢 (Age)の 3つの属性ごとにグループ分けが
できるものとする11。この時、労働の質の変化は、生産に投入される労働投入の学歴構成が変化した部分

（qe）、年齢構成が変化した部分（qa）、性構成が変化した部分（qs）、および各属性が同時に変化すること

によって発生する交差効果（例えば、学歴×年齢が同時に変化した交差効果：qea）に分解することができ

る。交差効果は、労働投入の属性が 3つの場合、学歴×年齢、学歴×性、年齢×性の 3つの一次交差効果
(1st-order interaction effects)と、学歴×年齢×性の 1つの二次交差効果 (2nd-order interaction effects)に
分解できる。このように、労働の質の変化は、単一属性の変化に基づく「主効果 (Main Effects)」と、複
数の属性変化に基づく「交差効果 (Interaction Effects)」に分解できる12。

以上をまとめると、労働の質の成長率 qは、

q = qs + qe + qa + qse + qsa + qea + qsea (4.7)

ここで、qiは主効果、qijは一次交差効果、qijkは二次交差効果である（i, j, kは労働投入の属性を表す）。一

般に、労働投入が nの属性グループに分割できるならば、その交差効果は（n − 1）次までとることがで
きる。

いま、第 t時点における生産関数を次のように定義する13。

yt = g(Lt, x
1
t , . . . , x

p
t , t) (4.8)

ただし、ytは t時点における産出 (output)、Ltは t時点における労働投入、x1
t , . . . , x

p
tは t時点における労

働投入以外の非労働サービスの投入を表すものとする。

また、Ltを以下のように定義する。

Lt = f(l1t , . . . , l
I
t ) (4.9)

10労働の「質」と一概にいっても、様々な定義が考えられる。本論で定義するような労働の「質」とは、労働サービスを生産に投
入する側（具体的には、企業）から見た「質」であることに注意する必要がある。

11ここで学歴、性、年齢以外の制御されていない属性については、労働投入は等質的 (homogeneous)であると仮定する。これは、
労働投入の質的差違は、すべて学歴、性、年齢の 3つの属性で説明できるということを仮定することに他ならない。

12Chinloy[5]の方法による。
13ここで、労働投入と非労働サービスの投入について弱分離可能性を仮定する。その結果として、おのおのの要素投入について集
計関数が定義できることになる。



4.1. 労働投入の推計について 275

ここで、fは Ltの集計関数、lit, i = 1, . . . , Iはマンアワーベースで定義された t時点における第 iタイプの

労働投入とする。このとき、労働市場が効率的であり、しかも fについての一次同次性を仮定すれば、Lt

の成長率は次のように表すことができる。

d ln Lt

dt
=

I∑

i=1

si
t

d ln lit
dt

(4.10)

ここで、si
tは t時点における第 iタイプの労働に関する総労働所得 (total labor compensation)のシェアで

あり、

si
t =

wi
tl

i
t∑I

i=1 wi
tl

i
t

(4.11)

また、wi
tは第 iタイプの労働に対して支払われる時間当たり賃金、wi

tl
i
tは総労働所得である。したがって、

労働投入の成長率は、属性別に分離した各々の労働投入の成長率を総労働所得のシェアで加重平均したも

ので定義できる。

次に、総労働時間の成長率を考える。t時点におけるマンアワーベースで定義された総労働時間Htおよ

びその成長率は、

Ht =
I∑

i=1

lit (4.12)

d ln Ht

dt
=

I∑

i=1

bi
t

d ln lit
dt

(4.13)

ここで、bi
tは第 iタイプの労働が総労働時間に占めるシェアである。

bi
t =

lit
Ht

(4.14)

以上より、労働の質を Qtとするならば、その成長率は次のように表すことができる。

d ln Qt

dt
=

d ln Lt

dt
− d ln Ht

dt
=

I∑

i=1

(si
t − bi

t)
d ln lit

dt
(4.15)

ここで、ln Ltの集計関数をトランス・ログ型14で定式化すると、

ln Lt = α0 +
I∑

i=1

αi ln lit +
1
2

I∑

i=1

I∑

j=1

βij ln lit ln ljt (4.16)

ただし、α0, α1, (i = 1, . . . , I) および βij , (i, j = 1, . . . , I) はパラメターであり、対称性制約 βij = βji を

満たす。また、集計関数の一次同次性の下で、
∑I

i=1 αi = 1 、かつ、
∑I

j=1 βij = 0, (i = 1, . . . , I)

が成り立つ。このとき、要素市場が効率的ならば、(4.11)式で定義されたシェア sitはトランス・ログ型集

計関数のパラメターによって、

sit = αi +
I∑

j=1

βij ln ljt (4.17)

のように表すことができる。

(4.10)式を離散近似したディビジア数量指数は以下のように表される。

∆ln Lt ≡ dt (4.18)
14トランス・ログ型関数については、Christensen,L.R. ,Jorgenson,D.W. ,and L.J. Lau[6]を参照。
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dt =
I∑

i=1

vi
t∆ln lit (4.19)

ここで ∆ は前年度との階差をとるオペレーターであり、ウエイト vi
t は、

vi
t =

1
2
(si

t + si
t−1) (4.20)

である。Diewert[8]によれば、この離散型ディビジア指数はトランス・ログ生産関数と整合的な集計指数
であり、したがって、われわれはディビジア指数の時系列変化を追うことで、その背後にあるトランス・

ログ型生産関数の時系列変化を追うことができる15。

次に総労働時間の成長率も同じように離散近似をおこなうと、

ht ≡ ∆ln Ht (4.21)

となる。したがって、(4.15)式で表された労働投入の質変化の成長率の離散型は、

qt ≡ dt − ht (4.22)

で得ることができる。もし、労働投入の成長率 (dt) が総労働時間の成長率 (ht) を上回るならば、労働の
質の成長率 (qt) は正になる。

次に集計された労働投入を構成するおのおのの労働を属性別に分解し、各属性の主効果 (Main Effects)
および交差効果 (Interaction Effects)を定義する16。

いま、各々の労働投入は n 種類の属性 i によって、その質的差違が表現されつくせるものと仮定する。

このとき、(4.19)式は次のように書き改められる。

d =
I(1)∑

i(1)=1

· · ·
I(n)∑

i(n)=1

vi(1),...,i(n)∆ln li(1),...,i(n) (4.23)

(4.23)式における添字であるが、属性 i, (i = 1, . . . , n) はおのおの I(1), . . . , I(n) というサブブロックで構
成されるということを意味する。例えば、各労働投入を特徴づける属性の 1つとして性別 (s) を考えるな
らば、それはさらに男性と女性の 2つのサブブロックから構成されると解釈できる。

(4.23)式の属性として、学歴 (e) 、年齢 (x) 、性別 (s) を考えるならば、

d =
∑

e

∑
x

∑
s

vexs∆ ln lexs (4.24)

となる。

次に属性別に労働投入の変化をとらえるために、一次偏指数 (1st-order partial index)および、二次偏指
数 (2nd-order partial index)を定義する17。

[一次偏指数 1st-order Partial Index ]

学歴：de =
∑

e

ve∆ ln

(∑
x

∑
s

lexs

)
(4.25)

15後にDiewert[8]の内容を発展させて、Caves,D.W., Christiensen,L.R., and W.E. Diewert[4]が発表された。そこでは (4.10)
式のような、ディビジア型の集計方法（各生産要素の成長率をコストシェアで集計する）で計算された指数 (Törnqvistタイプの指
数)は、全てトランス・ログ型関数と整合的な集計指数であることが一般的に証明されている。

16以後、表記の簡便化のために、 t 時点における成長率をあらわす添字 t は省略する。
17Chinloy[5]の方法による。
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ここで、ウエイト ve は18、

se =
∑

x

∑
s wexslexs

∑
e

∑
x

∑
s wexslexs

(4.26)

ve =
1
2
(se

t + se
t−1) (4.27)

同様にして、

年齢：dx =
∑

x

vx∆ln

(∑
e

∑
s

lexs

)
(4.28)

sx =
∑

e

∑
s wexslexs

∑
e

∑
x

∑
s wexslexs

(4.29)

vx =
1
2
(sx

t + sx
t−1) (4.30)

性：ds =
∑

s

vs∆ln

(∑
e

∑
x

lexs

)
(4.31)

ss =
∑

e

∑
x wexslexs

∑
e

∑
x

∑
s wexslexs

(4.32)

vs =
1
2
(ss

t + ss
t−1) (4.33)

[二次偏指数 2nd-order Partial Index ]

学歴×年齢：dex =
∑

e

∑
x

vex∆ln

(∑
s

lexs

)
(4.34)

sex =
∑

s wexslexs

∑
e

∑
x

∑
s wexslexs

(4.35)

vex =
1
2
(sex

t + sex
t−1) (4.36)

同様にして、

学歴×性：des =
∑

e

∑
s

ves∆ ln

(∑
x

lexs

)
(4.37)

ses =
∑

x wexslexs

∑
e

∑
x

∑
s wexslexs

(4.38)

ves =
1
2
(ses

t + ses
t−1) (4.39)

年齢×性：dxs =
∑

x

∑
s

vxs∆ln

(∑
e

lexs

)
(4.40)

sxs =
∑

e wexslexs

∑
e

∑
x

∑
s wexslexs

(4.41)

vxs =
1
2
(sxs

t + sxs
t−1) (4.42)

以上より労働投入の質変化を属性別に要因分解するための準備はできた。ここで労働投入の質変化を一

次元の属性変化に基づく効果としてとらえたものを「主効果 (Main Effects)」、二次元以上の属性変化に基
づく効果を「第 n 次交差効果 (n-th order Interaction Effects )」と呼ぶことにする。

18添字 t, t− 1 はおのおの t 時点、 t− 1 時点のシェアであることを表す。
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[ 主効果 (Main Effects) ]
学歴：qe = de − h (4.43)

年齢：qx = dx − h (4.44)

性：qs = ds − h (4.45)

ここで、

h ≡ ∆ln H (4.46)

とする19。

[一次交差効果 (1st-order Interaction Effects) ]

学歴×年齢：qex = dex − h− qe − qx (4.47)

学歴×性：qes = des − h− qe − qs (4.48)

年齢×性：qxs = dxs − h− qx − qs (4.49)

[二次交差効果 (2nd-order Interaction Effects) ]

学歴×年齢×性：qexs = q − qex − qes − qxs − qe − qx − qs (4.50)

したがって、(4.43)式-(4.50)式を (4.22)式に代入すれば、 t 期における労働投入の質変化の成長率 qt

は、

qt = qe,t + qx,t + qs,t︸ ︷︷ ︸
MainEffects

+ qex,t + qes,t + qxs,t︸ ︷︷ ︸
1st−orderInteractionEffects

+ qexs,t︸ ︷︷ ︸
2nd−orderInteractionEffect

(4.51)

と表すことができる。

ヘドニック・アプローチを用いた労働の質変化の指数化

労働の質の時系列変化は (4.51)式のように、主効果および交差効果の和という形で定義できる。
また (4.43)式-(4.50)式を用いれば、主効果・交差効果とも実際に計測することができる20。ここで改め

て一次偏指数および二次偏指数をみてみると、現実に観察される時間あたり賃金率 wexs を各々の労働投

入をウェイトにして平均化することによって、いま、影響を見たい属性以外の属性の変化に基づく部分を

統御しているとも解釈ができる。

Rosenblumら [26] は、従来の平均法に基づく偏指数の求め方よりもより望ましい方法として、まずセミ
ログ (semi-log)型の賃金モデルを推計することで各属性が賃金に与える影響を測定し、それらを用いて偏
指数を求めるという方法を提唱している。(4.25)式-(4.42)式によって代表される従来の計算方法を 平均賃
金法に基づく偏指数 (”Average Earnig Method”(AE) Partial Index)と呼ぶならば、Rosenblumらが主張
する方法は、ヘドニック価格法に基づく偏指数 (”Hedomic Price Method”(HP) partial index)と位置づけ
ることができる。

このヘドニック・アプローチを用いて計測された主効果は、純粋に単一の属性変化に由来する質の変化

を測定しているので、その経済学的意味が明確である。次にこのヘドニック・アプローチを使った偏指数

の求め方を説明する。

いま、各労働投入の質的差違を特徴づける属性として、学歴 e(Education)、経験年数 x(Experience)、
性 s(Sex)を考える。このとき、ある労働に対して支払われる観察可能な時間当たり賃金を wexs とする。

19添字 t が省略してあることに注意。
20実際の計測例としては様々なものがあるが、代表的な例としては、米国での計測例として Jorgenson,D.W. , Gollop,F. , and

B. Fraumeni[16]、日本での計測例としては、Kuroda,M.[19]、今村　肇 [31]、Imamura, H.[13]、等がある。
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次に、各労働の属性が観測可能な時間当たり賃金率 wexs に与える影響を見るために、セミログ型の賃

金関数を設定しよう。セミログ型の賃金関数は、Mincer型の賃金関数とも呼ばれ、人的資本理論から理論
的に導くことができる21。セミログ型賃金関数では被説明変数として賃金の対数値をとり、これに影響を

与えると思われる各変数の一次項および二次項を説明変数として採用する。時間当たり賃金に対して影響

を与える変数として、教育年数、経験年数、および性別を考えるならば、推定する賃金関数は

ln wexs = a0 + a1F + a2E + a3E
2 + a4X + a5X

2 (4.52)

ここで a0, a1, a2, a3, a4, a5 はパラメター、 F は女子ダミー、E は学校教育年数、X は経験年数である22。

いま、各労働に対し支払われる、観察される賃金 wexs のうち、“学歴”に対して支払われる部分を we

、“経験年数”に対して支払われる部分を wx 、“性別”に対して支払われる部分を ws とする。そしてこ

の各々の属性に対して支払われる賃金のサブセットを“属性別プレミアム”と名付ける。したがって、属

性別プレミアムを (4.52)式より定義すれば、

we = exp(a2E + a3E
2) (4.53)

wx = exp(a4X + a5X
2) (4.54)

ws = exp(a0 + a1F ) (4.55)

このとき、現実に観察される時間当たり賃金 wexs は、

wexs = we × wx × ws (4.56)

のように、属性別プレミアム we, wx, ws の積に分解できる。

観察可能な賃金が、(4.56)式のように各属性別プレミアムの積という形に分解できるならば、(4.56)式
を (4.11)式の wi

t に代入することで、(4.10)式で表される労働投入の成長率 d ln Lt

dt は、

d ln Lt

dt
=

∑
e

∑
x

∑
s

wewxwslexs

∑
e

∑
x

∑
s wewxwslexs

d ln lexs

dt
(4.57)

で得られる。(4.57)式に (4.56)式を代入すれば、(4.57)式が通常のディビジア数量指数となんら変わりが
ないことがわかる。

労働投入の質を表す属性が n 種類ある場合、ヘドニック価格法による一次偏指数では計測する 1つの属
性以外の全ての属性（ n− 1 種類）は変化しないものとし、労働投入の時系列変化を計測する。今、属性
が学歴、経験年数、性別の 3つのとき、ヘドニック価格法に基づく一次偏指数は次のようになる。

[ヘドニック価格法による一次偏指数 (Hedonic Price 1st-order Partial Index)]

学歴：de =
∑

e

∑
x

∑
s

welexs

∑
e

∑
x

∑
s welexs

d ln lexs

dt
(4.58)

経験年数：dx =
∑

e

∑
x

∑
s

wxlexs

∑
e

∑
x

∑
s welexs

d ln lexs

dt
(4.59)

性別：ds =
∑

e

∑
x

∑
s

wslexs

∑
e

∑
x

∑
s welexs

d ln lexs

dt
(4.60)

ヘドニック価格法に基づく偏指数が、前に示した平均賃金法に基づく偏指数よりもすっきりとしている

理由は、平均賃金法では労働投入のある属性が変化した影響を調べるために、その他の属性変化による影
21Mincer, J.[23]を参照。
22(4.52)式のように賃金関数を設定するということは、現実に観察される時間当たり賃金 wexs の格差は、各々の労働がもつ属性
の内、教育年数、経験年数、および性別によって決定しつくされるということを仮定していることになる。
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響の部分をあらかじめ平均化しておいた上で、しかるのちに計測しなければならないのに対して、ヘドニッ

ク価格法では労働投入の各属性が変化した影響を直接計測することができるからである。したがってヘド

ニック価格法に基づく偏指数は、労働投入の各属性変化がもたらす限界的 (Marginal)な変化分を直接計測
しているといえる。

同様にして、ヘドニック価格法による二次偏指数を定義しよう。

[ヘドニック価格法による二次偏指数 (Hedonic Price 2nd-order Partial Index)]

学歴×経験年数：dex =
∑

e

∑
x

∑
s

wexlexs

∑
e

∑
x

∑
s wexlexs

d ln lexs

dt
(4.61)

学歴×性別：des =
∑

e

∑
x

∑
s

weslexs

∑
e

∑
x

∑
s weslexs

d ln lexs

dt
(4.62)

経験年数×性別：dxs =
∑

e

∑
x

∑
s

wxslexs

∑
e

∑
x

∑
s wxslexs

d ln lexs

dt
(4.63)

ただし、

wex = exp(a2E + a3E
2 + a4X + a5X

2) (4.64)

wes = exp(a0 + a1F + a2E + a3E
2) (4.65)

wxs = exp(a0 + a1F + a4X + a5X
2) (4.66)

平均賃金法の場合と同様に、ヘドニック価格法についても離散近似すれば、(4.58)式の場合なら、

de,t =
∑

e

∑
x

∑
s

ve
t ∆lexs

t (4.67)

se
t =

we
t l

exs
t∑

e

∑
x

∑
s we

t l
exs
t

(4.68)

ve
t =

1
2

(
se

t + se
t−1

)
(4.69)

となる。その他についても同様である。したがって、上で定義した一次偏指数・二次偏指数を用いること

で、平均賃金法と同様にヘドニック価格法の場合にも主効果・交差効果が定義できる。またおのおのの効

果は Törnqvist型の指数 (Törnqvist index)として定義されているので、ヘドニック価格法の場合でもその
背後にある生産関数としては、トランス・ログ型を仮定していることになる23。

4.2 労働者数の推計

第 4.1節で説明した推計のためのフレームワークをもとに、以下の節では具体的な推計作業について説明
をする。まずこの節では、労働者数の推計作業について解説する。

労働者数データの推計は以下のような手順で行った。

1. 5年ごとにベンチとなる「国勢調査」データを整備する。

2. 時系列 CT(Control Totals)データとして、「労働力調査」等のデータをそろえる。

3. KEO-RAS法により労働者数データを推計する（国勢調査ベース）。

4. 『国民経済計算年報』を用いて SNAベースの就業者を推計する。

以上のような作業を通じて、第 4.1節で示したような労働の属性区分別の等質的な労働投入者数の時系列
データが整備できる。

23Caves,D.W., Christiensen,L.R., and W.E. Diewert[4]を参照。
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4.2.1 「国勢調査」データの整備

「国勢調査」は、前述したように、わが国で行われる人口調査の内、最大規模のものであり、総務庁の

統計局の主管で 5年おきに行われている。その特長としては、

• 全数調査であること。

• 10月 1日午前 0時点での日本国内の定住人口を対象に世帯単位で調査が行われること。

• 結果が抽出集計（第 1次集計・第 2次集計）と全数集計（最終報告）によって公表されること。

などがあげられる。労働者数の推計のベンチマークとして「国勢調査」を用いることにより、調査時点で

の日本国内におけるカレントな就業状態を知ることができる。

労働者数データを推計する際に「国勢調査」ベースで得られる調査事項は、「産業」、「性」、「年齢」、「従

業上の地位24」の 4つである25。なお「国勢調査」では、「1就業者・1産業」の原則で各就業者をおのお
のの産業に振り分けているため、兼業を考慮していないことに注意する必要がある。

次に抽出集計と全数集計であるが、「国勢調査」の産業分類は「日本標準産業分類」に基づいて行われて

おり、大まかに言って、抽出集計において産業小分類・産業中分類レベル、全数集計において産業大分類

レベルのデータが利用できる。KDB39部門分類と日本標準産業分類を対応づけるためには、少なくとも産
業中分類レベルのデータが必要であり、従って「国勢調査」の利用にあたっては第 2次集計データを利用
することとした。これによって全数調査からの 20％抽出データが利用できる（古い調査では 10％抽出）。
今回の推計で利用した『国勢調査報告』の巻は表 4.11の通りである。

表 4.11: 『国勢調査報告』利用年度
調査年 巻名
昭和 35年 (1)10％抽出集計結果 その 2 産業・職業

(2)第 3巻 全国編 その 1 年齢・配偶関係・国籍・人口移動・教育
出産力・労働力状態・産業・職業・世帯・居住状態

昭和 40年 第 5巻 20％抽出集計結果 全国編 その 2 産業と職業
昭和 45年 第 5巻 詳細集計結果（20％抽出集計結果）その 1 全国編 第 1部
昭和 50年 第 5巻 詳細集計結果（20％抽出集計結果）その 1 全国編 第 1部
昭和 55年 第 4巻 抽出詳細集計結果（20％抽出集計結果）その 1 全国編 第 1部
昭和 60年 第 5巻 抽出詳細集計結果（20％抽出集計結果）その 1 全国編 第 1部
平成 2年 (1)第 5巻 抽出詳細集計結果 その 1 全国編

(2)速報シリーズ 2. 抽出速報集計結果（1％抽出集計結果）

24KEOデータベースにおける「就業形態」にあたる。
25労働投入の「学歴」構造に関しては、「国勢調査」ベースで「学歴」調査がおこなわれているのは平成 2年調査のみであったの
で、今回は「国勢調査」ベースで学歴構造まで含めた労働投入の推計はおこなわなかった。
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1960-90年においては、「国勢調査」から表 4.12のようなデータが利用できる。

表 4.12: 『国勢調査報告』表項目
1. 性×年齢×産業×就業形態
1980年 第 1表 産業（中分類）、従業上の地位（5区分）、年齢 5歳階級、男女別 15歳以上就業者数―全国
1985年 第 1表 産業（中分類）、従業上の地位（5区分）、年齢 5歳階級、男女別 15歳以上就業者数―全国
1990年 第 2表 産業（中分類）、従業上の地位（5区分）、年齢 5歳階級、男女別 15歳以上就業者数―全国
2. 性×産業×年齢×（総数、雇用者）
1965年 第 2表 産業（小分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数―全国
1970年 第 16表 産業（小分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数（総数及び雇用者）―全国
1975年 第 3表 産業（小分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数（総数及び雇用者）―全国
1980年 第 3表 産業（小分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数（総数及び雇用者）―全国
1985年 第 3表 産業（小分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数（総数及び雇用者）―全国
1990年 第 3表 産業（小分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数―全国
3. 性×産業×就業形態
1960年 第 1表 産業（小分類）従業上の地位（3区分）および男女別 15歳以上就業者数―全国
1965年 第 1表 産業（小分類）、従業上の地位、男女別 15歳以上就業者数―全国
1970年 第 17表 産業（小分類）、従業上の地位（6区分）、男女別 15歳以上就業者数―全国
1975年 第 6表 産業（小分類）、従業上の地位（6区分）、男女別 15歳以上就業者数―全国
1980年 第 4表 産業（小分類）、従業上の地位（5区分）、男女別 15歳以上就業者数―全国
1985年 第 4表 産業（小分類）、従業上の地位（5区分）、男女別 15歳以上就業者数―全国
1990年 第 4表 産業（小分類）、従業上の地位（6区分）、男女別 15歳以上就業者数―全国
4. 性×就業形態
1960年 第 10表 産業（中分類）、従業上の地位（9区分）および男女別 15歳以上就業者数―全国
5. 性×産業
1960年 第 11表 産業（中分類）および男女別 15歳以上就業者数―全国
6. 性×年齢
1960年 第 9表 産業（大分類）、年令（5歳階級）および男女別 15歳以上就業者数―全国

注） （総数、雇用者）について
就業者数が総数および雇用者別に記載されているので、総数から雇用者数を差し引けば、
それは自営業主と家族従業者合計となる。
表側「全国」には、いわゆる「全国 (All Japan)」と、人口集密地域「全国 (DIDs)」
があるので注意を要する。

「国勢調査」のカテゴリーの統一

国勢調査ベースで整備する労働データは、性、年齢、産業、就業形態別にクロスになったデータである。

まずそれらのカテゴリーを「国勢調査」1960年調査から 1990年調査まで統一する必要がある。ここで、性
については問題はなく、年齢については表 4.1、就業形態については表 4.2のように整理する。なお、その
際に、

1. 「国勢調査」「役員」は、KDB「雇用者」に含めた。

2. 「国勢調査」「家庭内職者」は、KDB「自営業主」に含めた。

3. 年によっては、就業形態に「不明」の項目がある場合もあるが、それらは KDB「家族従業者」内に
含めた

のように整理をおこなった。

次に産業についてであるが、表 4.13に「日本標準産業分類（第 9回改訂）」と KDB産業部門（43部門）
との対応表をあげておく。表 4.13は、第 1列より KDB産業番号（43部門）、産業名、昭和 59年改訂にお
ける日本標準産業分類の中・小分類、最後に日本標準産業分類・小分類コードとなっている。



4.2. 労働者数の推計 283

表 4.13: KDB産業部門・日本標準産業分類対応表
KDB産業分類 日本標準産業分類 (S59) 小分類コード

1 農林水産業 A01-C04 A011-C042
2 石炭鉱業 D06 D061-063
3 その他鉱業 D05,D07-08 D051-059,D071-089
4 建設業 E09-11 E091-E119
5 食料品製造業 F12,f131-135 F121-135
6 繊維製造業 F14 F141-149
7 衣服・その他繊維製品製造業 F15 F151-159
8 木材・木製品製造業 F16 F161-169
9 家具・備品製造業 F17 F171-179
10 パルプ・紙製造業 F18 F181-189
11 出版印刷業 F19 F191-199
12 化学製品製造業 F20 F201-209
13 石油製品製造業 f211-212 F211-212
14 石炭製品製造業 f213-219 F213-219
15 ゴム製品製造業 F23 F231-239
16 皮革製品製造業 F24 F241-249
17 窯業・土石製造業 F25 F251-259
18 鉄鋼業 F26 F261-269
19 非鉄金属業 F27 F271-279
20 金属製品製造業 F28 F281-289
21 一般機械製造業 F29 F291-299
22 電気機械製造業 F30 F301-309
23 自動車製造業 f311 F311
24 その他輸送機械製造業 f312-319 F312-319
25 精密機械製造業 F32 F321-327
26 その他製造業 f136,F22,F33-34 F136,F221-229,F331-349
27 鉄道輸送 H40 H401-402
28 道路輸送 H41-42 H411-425
29 水運輸送 H43 H431-434
30 航空輸送 H44 H441-442
31 倉庫およびその他の輸送 H45-46 H451-469
32 通信業 H47,L79 H471-474
33 電気業 G36 G361
34 ガス業 G37-38 G371,G381
35 水道業 G39 G391-393
36 卸・小売業 I49-60 I491-603
37 金融保険業 J61-68 J611-682
38 不動産業 K69-70 K691-703
39 教育 L91 L911-919
40 研究 L93 L931-932
41 医療・保健・社会保障 L87-88,L92 L871-889,L921-929
42 その他サービス L72-78,80-86, L721-869,

L89-90,L94-96,N99 L891-909,L941-969,N999
43 公務 M97-98 M971-982



284 第 4章 労働投入の推計

「国勢調査」で用いられている産業分類は「日本標準産業分類」である。

「日本標準産業分類」とは、日本の各種統計における「産業」を定義したものであり、統計法に基づく指

定統計調査及び届出を要する統計調査の結果を産業別に表示する際の基本的事項を定めた統計基準である。

その目的は、統計の正確性と客観性を保持し、統計の相互比較性と利用の向上を図ることとされている。

昭和 24年に設定された「日本標準産業分類」は、第 1回改訂を昭和 26年におこなった後、現在まで過
去 10回の改訂がおこなわれており、特に昭和 59年の第 9回改訂時には、大分類コード自体が大きく変更
をされた。改訂の履歴は次の通りである。

昭和 24年 10月 制定

昭和 26年 4月 第 1回改訂
昭和 28年 3月 第 2回改訂
昭和 29年 2月 第 3回改訂
昭和 32年 5月 第 4回改訂
昭和 38年 1月 第 5回改訂
昭和 42年 5月 第 6回改訂
昭和 47年 3月 第 7回改訂
昭和 51年 5月 第 8回改訂
昭和 59年 1月 第 9回改訂
平成 5年 10月 第 10回改訂

最新版は平成 5年 10月におこなわれた第 10回改訂版である。今回の改訂では、近年の技術革新・情報
化の進展、経済活動のソフト化・サービス化、消費者ニーズの高度化・多様化、金融・運輸・通信等の分

野における規制緩和等に伴う産業構造の変化に即応することが目的とされている。

次に「国勢調査」で実際に用いられている産業コードをチェックし、各年共通の対応表 4.14を作る26。表

4.14は第 1列より、作業用連番、「国勢調査」表側における産業名、日本標準産業分類・昭和 59年改訂分
類コードで、さらに第 4列目より昭和 60年から昭和 40年までの「国勢調査」で実際に用いられている表
側部の産業コードが対応させてある。

26昭和 35年調査の産業コードは昭和 40年と同じであり、平成 2年調査は昭和 60年と同じである。
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表 4.14: 日本標準産業分類・「国勢調査」コード対応表

日本標準産業分類 国勢調査コード
産業 S59分類 S60 S55 S50 S45 S40
1　農業 A A A A A (1)
2　林業 B B B B B (2)
3　漁業 C C C C C (3)
4　鉱業 D D D D D (4)
5　石炭・亜炭鉱業 D06 D(5)7 D(5)7 D(4)7 D(4)7 (4)7
6　建設業 E E E E E (5)
7　食料品製造業 (S59分類)(新) F12 F(7)
8　食料品製造業 (旧) (6)
9　飲料・飼料・たばこ製造業 (S59分類) F13 F(8)
10 食料品・たばこ製造業 (S26分類) F12&13 F(7) F(6) F(6)
11 たばこ製造業 F136 F(8)24 F(7)21 F(6)22 F(6)22 (7)
12 繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く） F14 F(9) F(8) F(7) F(7) (8)
13 衣服・その他の繊維製品製造業 F15 F(10) F(9) F(8) F(8) (9)
14 木材・木製品製造業（家具を除く） F16 F(11) F(10) F(9) F(9) (10)
15 家具・装備品製造業 F17 F(12) F(11) F(10) F(10) (11)
16 パルプ・紙・紙加工品製造業 F18 F(13) F(12) F(11) F(11) (12)
17 出版・印刷・同関連産業 F19 F(14) F(13) F(12) F(12) (13)
18 化学工業 F20 F(15) F(14) F(13) F(13) (14)
19 石油製品・石炭製品製造業 F21 F(16) F(15) F(14) F(14) (15)
20 石油精製業 F211 F(16)53 F(15)50 F(14)50 F(14)50 (15)44
21 プラスチック製品製造業（別掲を除く） F22 F(17)
22 ゴム製品製造業 F23 F(18) F(16) F(15) F(15) (16)
23 なめし革・同製品・毛皮製造業 F24 F(19) F(17) F(16) F(16) (17)
24 窯業・土石製品製造業 F25 F(20) F(18) F(17) F(17) (18)
25 鉄鋼業 F26 F(21) F(19) F(18)63 F(18)63 (19)56
26 非鉄金属製造業 F27 F(22) F(20) F(18)64 F(18)64
27 鉄鋼業、非鉄金属製造業 F(18) F(18) (19)
28 金属製品製造業 F28 F(23) F(21) F(19) F(19) (20)
29 一般機械器具製造業 (新) F29 F(24) F(22)
30 一般機械器具・武器製造業 (旧) F(20) F(20) (21)
31 武器製造業 (旧) F(20)71 F(20)71 (21)65
32 電気機械器具製造業 F30 F(25) F(23) F(21) F(21) (22)
33 輸送用機械器具製造業 F31 F(26) F(24) F(22) F(22) (23)
34 自動車・同附属品製造業 F311 F(26)81 F(24)77 F(22)77 F(22)77 (23)69
35 精密機械器具製造業 F32 F(27) F(25) F(23) F(23) (24)
36 その他の製造業 (S59分類) F33,F34 F(28)
37 その他の製造業 (S26分類)(新) F22,F33-34 F(26)
38 その他の製造業 (S26分類)(旧) F(24) F(24) (25)
39 電気・ガス・熱供給・水道業 G G K K K (32)
40 電気業 G36 G(29)94 K(45)143 K(36)130 K(36)130 (32)112
41 水道業 G39 G(29)97 K(45)145 K(36)132 K(36)132 (32)114
42 運輸・通信業 H H J J J IX
43 通信業 H47 H(37) J(44) J(35) J(35) (31)110
44 郵便業 H471 N.A. N.A. N.A. N.A. N.A.
45 卸売・小売業、飲食店 I I G G G VII
46 金融・保険業 J J H H H (28)
47 不動産業 K K I I I (29)
48 サービス業 (新) L L L L L
49 サービス業 (旧) XI
50 放送業 L79 L(55) L(52) L(39) L(39) (31)111
51 医療業 (新） L87 L(63) L(59) (37)129
52 医療・保健・清掃業 (旧) L(42) L(42)
53 保健衛生 (S59分類) L88 L(64) (37)130
54 保健及び廃棄物処理業 (S26分類) L88&L89 L(60)
55 その他の保健・清掃業 L(42)159 L(42)158 N.A.
56 廃棄物処理業 (S59分類) L89 L(65) L(60)182
57 清掃業 L(42)158 L(42)157
58 教育 L91 L(67) L(62) L(43) L(43) (38)
59 社会保健、社会福祉 L92 L(68) L(63) L(44)168 L(44)166 (39)135
60 学術研究機関 L93 L(69) L(64) L(44)169 L(44)167 (39)136
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表 4.14日本標準産業分類・「国勢調査」コード対応表（続）
日本標準産業分類 国勢調査コード

産業 S59分類 S60 S55 S50 S45 S40
61 公務（他に分類されないもの） M M M M M (40)
62 分類不能の産業 N N N N N (41)
63 その他のサービス業 L95 L(44) L(44) (39)
64 通信業 H47+L79 (31)
65 医療保健業 L87+L88 (37)
66 飲食店 I59 I(45) G(31) G(29) G(29) (27)88
67 その他の飲食店 I60 I(46)

表 4.14ができれば、「国勢調査」各年の産業を集計してKDB産業部門と一致させることができる。各年
ごとの集計手順は表 4.15に示した。表 4.15の第 4列以降は、表 4.14の作業用連番に対応している。

表 4.15: KDB産業分類 (39部門)・「国勢調査」集計対応表
国勢調査

KDB産業分類 (39) S60 S55 S50 S45 S40
1　農林水産業 1+2+3 1+2+3 1+2+3 1+2+3 1+2+3
2　石炭鉱業 5 5 5 5 5
3　その他鉱業 4-5 4-5 4-5 4-5 4-5
4　建設業 6 6 6 6 6
5　食料品製造業 7+9 10 10 10 8+11
6　繊維製造業 12 12 12 12 12
7　衣服・その他繊維製品製造業 13 13 13 13 13
8　木材・木製品製造業 14 14 14 14 14
9　家具・備品製造業 15 15 15 15 15
10 パルプ・紙製造業 16 16 16 16 16
11 出版印刷業 17 17 17 17 17
12 化学製品製造業 18 18 18 18 18
13 石油製品製造業 20 20 20 20 20
14 石炭製品製造業 19-20 19-20 19-20 19-20 19-20
15 ゴム製品製造業 22 22 22 22 22
16 皮革製品製造業 23 23 23 23 23
17 窯業・土石製造業 24 24 24 24 24
18 鉄鋼業 25 25 25 25 25
19 非鉄金属業 26 26 26 26 27-25
20 金属製品製造業 28 28 28 28 28
21 一般機械製造業 29 29 30-31 30-31 30-31
22 電気機械製造業 32 32 32 32 32
23 自動車製造業 34 34 34 34 34
24 その他輸送機械製造業 33-34 33-34 33-34 33-34 33-34
25 精密機械製造業 35 35 35 35 35
26 その他製造業 21+36 37 31+38 31+38 31+38
27 運輸業 42-43 42-43 42-43 42-43 42-43-50
28 通信業 43+50 43+50 43+50 43+50 43+50
29 電気業 40 40 40 40 40
30 ガス業 39-40-41 39-40-41 39-40-41 39-40-41 39-40-41
31 水道業 41 41 41 41 41
32 卸・小売業 45-(66+67) 45-66 45-66 45-66 45-66
33 金融保険業 46 46 46 46 46
34 不動産業 47 47 47 47 47
35 教育 58 58 58 58 58
36 研究 60 60 60 60 60
37 医療・保健・社会保障 51+53+59 51+(54-56)+59 (52-57)+59 (52-57)+59 51+53+59
38 その他サービス (48-50-51- (48-50-51- (48-50-52+ (48-50-52+ (49-51-53-

53-58-59-60) 54+56-58- 57-58-59- 57-58-59) 58-59-60)+
+62+66+67 59-60)+62+66 60)+62+66 +62+66 62+66

39 公務 61 61 61 61 61
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RAS用基準マトリックスの整備―1980,1985,1990年

次にRASに用いる基準マトリックスを整備する。基準マトリックスは、性（男女）×年齢（11階級）×
産業（39産業）×就業形態（3形態）の形式をとっている必要がある27。「国勢調査」で利用できる表 4.12
のうち、基準マトリックスの形式にもっとも近いのは、第 1群「性×年齢×産業×就業形態」である。し
かし、第 1群の産業は中分類ベースであるので、KDB産業分類の内、小分類ベースでしか出てこない産業
は分割してやる必要がある。

分割を要する産業は表 4.16の通り。

表 4.16: 分割を要する産業一覧
「国勢調査」産業・中分類 KDB産業分類
鉱業 2.石炭鉱業

3.その他鉱業
石油石炭製品製造業 13.石油製品製造業

14.石炭製品製造業
輸送機械製造業 23.自動車製造業

24.その他輸送機械製造業

産業の分割には表 4.12の第 2群「性×産業×年齢×（総数、雇用者）」を用いる。雇用者については、第
2群の表の内、「雇用者」の部分を用いれば、産業小分類ベースのデータを利用することができる。

次に自営業主と家族従業者であるが、第 2群の表より、「総数」から「雇用者」の部分を差し引けば、そ
れは自営業主と家族従業者の和になる。次に第 3群「性×産業×就業形態」より、該当産業における自営
業主・家族従業者の構成率（年齢総数）を得る。この自営業主・家族従業者構成率は各年齢について等し

いと仮定して、先に第 2群の表より得た「性×産業×年齢×（自営業主＋家族従業者）」の表に用いれば、
自営業主と家族従業者についても該当産業を分割できたことになる28。

「国勢調査」ベース・労働投入量の推計―1960,1965,1970,1975年

表 4.12・第 1群の表がない年については、「性（男女）×年齢（11階級）×産業（39産業）×就業形態
（3形態）」の形式の表を推計する必要がある。推計にあたっては KEO-RAS法29を用いた。

第 2群の表がある年（1965,1970,1975年）については、雇用者については第 2群の表の該当部分を用い
る。次に自営業主と家族従業者に関しては、第 2群・第 3群の表を CT30として RAS法を用いることで、
「性×年齢×産業×（自営業主、家族従業者）」を推計することになる。

雇用者に関しては第 2群の表を用いる。これは第 4.2.1節の産業の分割の際と同様の作業でかまわない。

次に自営業主と家族従業者であるが、第 2群の就業者「総数」より「雇用者」を除いた部分（すなわち
就業者の内、「自営業主」と「家族従業者」の和）と、第 3群の表より「従業上の地位」（就業形態）の内、
「自営業主」と「家族従業者」の部分をCTとして用いる。したがって、性・産業別に、年齢×就業形態31の

表を RAS法で推計することになる。

第 2群の表がない 1960年に関しては、次のような手順で推計をおこなうことになる。まず、第 4群（性
×就業形態）の表と第 6群（性×年齢）の表を CTとして用い、1回目の RASをかける。その結果、性×

27最終的なKDB労働投入データでは、これに学歴（4階級）が加わる。
28実際には、表 4.16の内、「鉱業」や「石油石炭製品製造業」では自営業主や家族従業者はほとんどいないので、以上のような作
業仮説を用いる必要があるのは、自動車産業の分割の部分である。

29KEO-RAS法については、Kuroda, M.[18]および、新保 [44]の付録 Bを参照。
30Control Totals。RAS法で推計されるマトリックスの列和・行和の部分のこと。RAS法では基準マトリックスの縦比および横
比と列・行のおのおのの CTを与えてやることで、その CTに合うようなマトリックスを推計する。

31性別は男女 2種類、産業は 39部門あるから、求める年齢×就業形態（自営業主・雇用者）の表は、1年分につき、2（種類）×
39（部門）=78（種類）になる。したがって、おのおのの表についてRAS法を 78回かける必要がある。
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年齢×就業形態の表が得られる32。

次に第 3群の表と上で求めた表を CTとして用いて 2回目の RASをかければ、最終的に求めたい、性
×年齢×産業×就業形態の表が得られることになる33。

以上により、1960-1992年の期間において、「国勢調査」調査年に関しては全て、「性×年齢×産業×就
業形態」の労働投入データが整備できた。

最後に次の作業への準備として、調査年以外の中間年に関して、「国勢調査」ベースの労働投入データを

線形補間することで、時系列労働投入データを求める際の RAS用基準マトリックスを用意する34。

4.2.2 時系列CTデータの整備

次にCT(Control Totals)データを時系列でそろえる。CTデータとして利用できるのは、「労働力調査」、
「本邦鉱業の趨勢」、「工業統計」、「毎月勤労統計調査」、『電気事業便覧』35、『ガス事業便覧』36、「学校基

本調査」、「科学技術研究調査」などである。

ここで、新たに利用した統計についてまとめておこう。

本邦鉱業の趨勢

「本邦鉱業の趨勢調査」は承認統計であり、通商産業省大臣官房調査統計部資源エネルギー統計調査室

によって毎年おこなわれている調査である。その目的は我が国鉱業における事業の投入額、産出額（生産

金額等）、付加価値額（労務費等）、経営状況等を把握し、鉱業行政に必要な基礎資料を得ることであると

されている。本調査は、我が国の鉱業事業所について、その企業経営、品目別生産量及び生産額等の実態

を把握することから、鉱業センサスと呼ばれることもある。

本統計調査の全身は明治 38年の鉱業法の施行に伴う鉱業明細表に端を発し、昭和 27年の統計報告調整
法の施行に伴って承認統計となり現在へと至っている。明治 38年、従来の鉱業条例が廃止されて鉱業法が
施行されたが、この際、当時の農務省鉱山局が重要鉱山（生産額 3万円以上の鉱山で鉱山局が指定）と精
錬所に対して鉱業明細表の提出を求め、その結果をとりまとめた『本邦鉱業一班』を編集・出版したのが

調査の始まりである。翌明治 39年からは、同じく鉱業明細表に基づく調査によって、我が国鉱業の全般の
概況をとりまとめて、新たに『本邦鉱業の趨勢』の出版が開始された。昭和 14年から 20年の間は軍機密
として公表が禁じられたが、戦後再び公開されるようになった。その後、生産品目の拡大、指数・生産性

の概念の導入、調査票の資材、労務、鉱山設備等の分離、生産調査票の追加等種々の改訂・改善が加えら

れて現在に至っているが、我が国産業における鉱業の地位低下に伴って、調査自体の規模は徐々に小さく

なりつつある。

現在おこなわれている調査の構成は 3つに分けられる。

1. 企業経営調査票……売上金額、営業利益、固定資産、減価償却費、起業費投入額（起業関係の諸費
用）、従業者数を調査する。全数調査で客体数は約 700企業。

2. 産出・投入調査票……鉱業に係わる産出・投入金額、従業者及び現金給与額、資材使用額、燃料・電
力使用額を調査する。全数調査で客体数は約 980事業所。

32第 4群と第 6群の表で共通のカテゴリーは性であるから、男女別に 2回RASをかければよい。この際、RASに用いる基準マト
リックスとしては、すでに推計されている 1965年の表を集計して用いる。

33同様に、第 3群の表と 1回目の RASで推計した表で共通のカテゴリーは性と就業形態であるから、性別・就業形態別に 6回
RASをかければよい。

341991-1992年に関しては、1990年の「国勢調査」データを用いることにした。これは補外の影響を避けるためである。
35通商産業省資源エネルギー庁公益事業部監修、電気事業連合会統計委員会編集、社団法人日本電気協会発行。昭和 29年より毎
年利用できる。

36通商産業省資源エネルギー庁ガス事業課・ガス保安課監修、社団法人日本ガス協会発行。昭和 39年より毎年利用できる。
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3. 品目別生産調査票……品目ごとの生産数量及び生産金額を調査する。全数調査で客体数は約 980事
業所。

労働投入の推計では、従業者数と現金給与額を利用した。

工業統計

「工業統計調査」は指定統計であり、通商産業省大臣官房調査統計部工業統計課によって毎年おこわれ

ている調査である。その目的は、工業について、事業所数、従業者数、製造品出荷額等について業種別、規

模別、地域別等に把握することにより、我が国工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を

得ることとされている。

工業に関する生産統計としては、明治初年民部省が開始した「府県物産表」調査、明治 16年からの農務
省統計のうちの「工場調査」（従業員 10人以上、毎年調査）があるが、独立の調査としては、明治 42年か
ら「工業統計調査」が開始された。この調査は、従業員 5人以上の工場について 5年に 1回実施されたが、
大正 9年からは、毎年調査に改められた。さらに昭和 14年からは、「工場調査」として、従業員数に関わ
りなく、全ての工場・作業場について調査がおこなわれるようになった。

昭和 22年には統計法に基づく指定統計 10号として、日本標準産業分類による「工業調査」に改められ、
昭和 25年には「昭和 25年工業センサス」、昭和 26年以降は「工業統計調査」となり現在に至っている。
昭和 31年からは、本社本店調査が、また昭和 38年からは用地用水調査が本調査に追加された（それ以前
に関しては、それぞれ付帯調査として用水調査が昭和 33年と 37年、用地調査が昭和 36年と 37年におこ
なわれている）。また昭和 51年からは甲調査は従業員 30人以上の事業所（従来は 20人以上）、乙調査は
29人以下の事業所（同、19人以下）を対象とするようになった。

昭和 60年及び 61年には、丙調査が中止されたが、昭和 62年には従来の丙調査を見直した新たな丙調
査（企業の多角化、ソフト化、国際化について把握）が実施され、平成元年にはその第 2回目の調査が実
施された。昭和 56年調査からは、予算上の制約にともなう統計調査の効率的実施の要請に応えるため同年
調査以降の特定年次（原則として、西暦末尾が 0,3,5,8の年以外）については、簡素化した調査である裾切
調査として実施することとなった。

平成 4年以降は、通商産業省企業活動基本調査の実施にともない、丙調査を廃止することとなった。

「工業統計調査」の対象事業所数は以下のように推移している。

年 事業所数 年 事業所数
昭和 30年 432705 昭和 62年 440342
昭和 40年 558106 昭和 63年 745108
昭和 50年 735970 (4人以上―437574)
昭和 55年 734623 平成元年 421757
昭和 60年 749366 平成 2年 728853
(4人以上―438518) 平成 3年 430414
昭和 61年 519907

「工業統計調査」の構成は 3つに分けられる。

1. 工業調査票甲……従業者 30人以上の製造業に属する事業所（製造、加工又は修理をおこっていない
本社又は支店を除く）を対象に全数調査でおこわれる（客体数約 6万）。調査事項は、事業所の名称
および所在地・本社又は本店の名称及び所在地・他事業所の有無・経営組織・資本金額又は出資金

額・従業者数・常用労働者毎月末現在数の合計・現金給与総額・原材料、燃料、電力の使用額および

委託生産費・有形固定資産の年初現在高、取得額、除却額、減価償却額・製造品、原材料、燃料の在

庫額及び半製品、仕掛品の価額・製造品の出荷額、在庫額、加工賃収入額、修理料収入額・内国消費

税額・主要現材料名・作業工程・事業所敷地面積及び建築面積・工業用地の取得面積・1日あたり水
源別用水額・1日あたり用途別用水量。
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2. 工業調査票乙……従業者 29人以下の製造業に属する事業所（製造、加工又は修理をおこっていない
本社又は支店を除く）を対象に全数調査でおこわれる。客体数は約 368739（4人以上）。ただし、従
業者 3人以下の事業所についておこなった昭和 57年調査以降の裾切年は、次にあげる業種を対象と
し、それ以外は非対象事業所としている。

143 ねん糸製造業
144 織物業
145 メリヤス製造業
171 家具製造業
173 建具製造業
232 ゴム製・プラスチック製はきもの・同付属品製造業
241-249 なめしかわ・同製品・毛皮製造業
254 陶磁器・同関連製品製造業
282 洋食器・刃物・手道具・金物類製造業

調査事項は、事業所の名称および所在地・本社又は本店の名称及び所在地・他事業所の有無・経営組

織・資本金額又は出資金額・従業者数・現金給与総額・原材料、燃料、電力の使用額および委託生産

費の合計金額・製造品出荷額・加工賃収入額・内国消費税額・主な現材料名及び作業工程・有形固定

資産の年初現在高、取得額、除却額、減価償却額（従業者 10人以上の事業所のみ）。

3. 工業調査丙……製造業に属する事業所を有する企業のうち従業者 50人以上であって、資本金 1000万
円以上の合名、合資、株式会社および有限会社を対象とする全数調査（客体数約 19702）で、調査は
不定期におこなわれる。調査事項は、本社又は本店の名称及び所在地・資本金額及び出資金額・外資

比率・親会社の有無・親会社の名称、所在地及び出資比率・子会社等出資比率・事業内容・有形固定

資産の取得額・現金給与総額・従業者数・営業費用及び営業外費用。

労働投入の推計にあたっては、授業者数と現金給与総額を用いた。

学校基本調査

「学校基本調査」は指定統計で、文部省大臣官房調査統計企画課が毎年おこなっている調査である。そ

の目的は学校に関する基本事項を把握し、教育行政上の基礎資料を得ることとされている。

調査自体は学制改革とも関連して、昭和 23年、それ以前は『文部省年報』に掲載・公表していた同調査
の前身調査を内容及び方法などを再検討した上、新たに統計法に基づく指定統計として発足した。

その調査の範囲は、我が国の学校統計の基本的資料にふさわしく、多岐にわたる。今回の KDB労働ブ
ロックで主に使用した部分は、小・中・高校、大学・大学院、その他学校に勤務する教員数・職員数、人

件費等の経費調査、卒業生の進路調査などである。

調査の結果は『学校基本調査報告』として毎年公刊されるが、過去しばしば分冊形式が変わったので注

意が必要である。基本的には高等教育機関とそれ以下の義務教育段階における学校との 2分冊形式である
が、これまで次のように分冊形式が変遷している。

昭和 41年まで 全 1冊
昭和 42年　 全 4冊 内 1冊が「卒業後の状況調査」（別本形式）
昭和 43年 全 3冊 別本は「経費施設調査」
昭和 44年 全 4冊 他に別本として「経費施設調査」
昭和 45年 全 3冊 「高校以下、高等教育」。他「経費施設調査」
昭和 46年 全 3冊 「高等学校以下、高等教育機関」。他「経費施設調査」
昭和 47年 全 2冊
昭和 48-50年 全 2冊
昭和 51-53年 全 3冊 別本は「専修学校 各種学校」―卒業後の状況はなし
昭和 54年以降 全 2冊 現状の形式
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科学技術研究調査

「科学技術研究調査」は指定統計であり、総務庁統計局統計調査部経済統計課が毎年おこなっている調

査である。その目的は、我が国における科学技術に関する研究活動の状況を調査し、科学技術振興に必要

な基礎資料を得ることとされている。

本調査は、「研究機関基本統計調査」として、昭和 28年に発足し、その後、昭和 35年に調査の拡充にと
もない名称を現在のものに改めた。

「研究機関基本統計調査」では、調査の単位が「研究機関」であったことから、産業界における研究活

動も「営利法人の所有する研究機関」として明確なものについてのみ調査がおこなわれてきたが、「科学技

術研究調査」では調査範囲が拡大され、特定産業を除く資本金 100万円以上（現在では資本金 500万円以
上）の会社（特殊法人を含む）が全て調査の対象となり、その研究組織の有無にかかわらず企業単位でと

らえることになった。

調査は次の 3つから構成される。

1. 調査票甲……会社等企業が対象（農林水産業、鉱業、建設業、製造業、運輸通信業、電気・ガス・水
道・熱供給業、サービス業のうち放送業を営む資本金 500万円以上の会社及び特殊法人）。全数調査
（一部調査は抽出）でおこなわれる（客体数約 15000）。調査事項は、事業内容・従業員総数・資本金・
総売上高・営業利益・研究関係者の種類別従業者数・専門分野別研究本務者数・社外に支出した研究

費・社外から受け入れた研究費・社内研究費・性格別研究費・製品分野別研究費・技術交流・特定目

的別研究費。

2. 調査票乙……研究機関、医療機関が対象（国、地方公共団体及び法人において、科学技術に関する
試験研究又は調査研究を主たる業務としている機関又は施設）。全数調査でおこなわれる（客体数約

1500）。調査事項は、組織の形態・研究内容の学問的区分・従業員数・資本金・専門分野別本務者・支
出総額・外部へ支出した研究費・外部から受け入れた研究費・内部で使用した研究費・理学、工学、

農学及び保健の性格別研究費・特定目的別研究費。

3. 調査票丙……大学等が対象（大学の学部および学部以外の教育研究上の基本となる組織）。全数調査
でおこなわれる（客体数約 2300）。調査事項は、資本金に関する調査を除き、調査票乙と同じ。

労働投入の推計では、主に従業員数と人件費を利用している。

「性×年齢×産業」の時系列データは、「労働力調査」より得られる。ただし、調査対象となる世帯数

が「国勢調査」と比べればはるかに小さい（「国勢調査」の約 1000分の 1程度）ので、「労働力調査」の
データを実数のままで用いることはできない37。従って、「労働力調査」のデータから対前年度の成長率を

求め、「国勢調査」のデータを伸ばすという方法38をとることにする。

「性×産業×就業形態」の時系列データについても基本的な資料となるのは「労働力調査」である。し

かし、「労働力調査」で利用できる“産業”は産業大分類レベル39なので、製造業・サービス業などでは上

にあげたその他の資料を用いて「労働力調査」を補完していかなければならない。鉱業については「本邦

鉱業の趨勢」、製造業については「工業統計」、第 3次産業については『電気事業便覧』（電気業）・『ガス事

37そもそも「国勢調査」が行われた年であっても、「労働力調査」の値と「国勢調査」の値は完全には一致していない。これはサ
ンプル数の違いと、「労働力調査」では 1000人以下のデータは掲載されていないこと、さらに用いた資料が「労働力調査」でも「年
報」ということからわかるように、就業者数を年間平均という ”usual” な状態で捉えているのに対し、「国勢調査」を利用する場合、
調査年の 10月 1日現在という ”current” な状態で就業者数を捉えることになるためであると思われる。

38具体的には、「国勢調査」がおこなわれた年をベンチとし、途中の中間年（4年分）を「労働力調査」から得た成長率で伸ばして
推計値を得るという方法である。この方法では、推計された最終年（すなわち、次の「国勢調査」がおこなわれた年）の労働者数と、
「国勢調査」での労働者数実数とで誤差が生じるが、その誤差が収束するように再度、成長率を修正しながら推計をおこなっている。
ただし 1990-1992年に関しては、1995年の「国勢調査」結果が推計時点で得られなかったので、誤差修正はおこなっていない。

39日本標準産業分類・大分類は、A.農業、B.林業、C.漁業、D.鉱業、E.建設業、F.製造業、G.電気・ガス・熱供給・水道業、
H.運輸・通信業、I.卸売・小売業、飲食店、J.金融・保険業、K.不動産業、L.サービス業、M.公務、N.分類不能の産業よりなる。
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業便覧』（ガス業）・「学校基本調査」（教育）・「科学技術研究調査」（研究）・「毎月勤労統計調査」（それ以

外）等が利用できる。「性×年齢×産業」データと同様に「性×産業×従業上の地位」データについても、

対前年度の成長率を求め、それを使って「国勢調査」データを伸ばすことで時系列データを整備する。

4.2.3 国勢調査ベース労働者数データの推計

第 4.2.1節および第 4.2.2節により、5 年おきの「国勢調査」ベースのベンチデータおよび時系列の CT
データが整ったので、これらのデータに KEO-RAS法を適用すれば、1960-92年の時系列について「性×
産業×年齢×就業形態」のクロスデータを得ることができる。なお、RASのベンチマトリックスとしては、
「国勢調査」の中間年を補間したものをおのおのの年について用いることとした40。

この時点で得られる労働者数データは、「国勢調査」ベースの就業者クロスデータである。先にもふれた

が、「国勢調査」においては「1就業者・1産業」の原則をもって各就業者をおのおのの産業に振り分けて
いる41ので、就業者が兼業している可能性はまったく取り落とされている。従って、「国勢調査」ベースで

は人口調査としては意味があるとしても、経済学的には多少意味がずれている可能性がある。

運輸業の分割

次に運輸部門の分割について説明する。産業部門数を 39部門から 43部門に拡張するに当たって、「27.
運輸業」部門をさらに 5つの部門に分割する。
「国勢調査」がおこなわれた年に関しては、第 4.2.1節以下で述べられているのと同様の手法で、「性×

年齢×産業（「27.運輸業」を細分化した各 5産業）×就業形態」の表を整備した。
次に「国勢調査」の中間年であるが、第 4.2.2節で推計した「性×産業×就業形態」の表を、運輸業を構

成する 5産業については得ることが出来なかったので、第 4.2.3節と同じ方法を用いることはできなかった。
そこで次のような作業をおこなうことにした。

1. 「国勢調査」調査年に関して、性×年齢×就業形態別に、運輸業全体に対する各産業ごとの人数シェ
アを特定する42。推計結果は表 4.17のとおり。

2. 「国勢調査」中間年に関しては、上で得た人数シェアを線形補間したものを用いる。

3. 推計した人数シェアを性×年齢×就業形態別に「27.運輸業」の就業者総数にかけることで、運輸業
を分割する43。

40具体的な推計方法は以下のような手順でおこなった。

1. 第 4.2.2節で推計した 2種類の表、(1)「性×年齢×産業」時系列データ、(2)「性×産業×就業形態」時系列データの内、(1)
の表を産業について集計し、(3)「性×年齢（×産業総計）」の時系列データを作る。

2. 次にRAS用ベンチマトリックスを男女別に、縦方向に年齢階級が並び、横方向に産業ごとに就業形態の階級が並ぶ形式に組
み替える。したがって、ベンチマトリックスは、縦 11階級（年齢 11階級）・横 117階級（産業 39階級×就業形態 3階級）
の表となる。

3. (3)の表を列 CT、(2)の表を行 CTとして RASをおこなう。

したがって、各年につき男女別に 2回 RASをかけることによって、求めたい「性×産業×年齢×就業形態」の表が推計できること
になる。

41この振り分けは、対象となる就業者がどの産業から主に所得を得ているかによっておこなわれている。したがって、自営業主と
して農業を営んでいても、出稼ぎによる所得が多かったような場合には、その就業者は出稼ぎ先の産業に就労しているものと計上さ
れることになる。

42ここで得た人数シェアを 5年おきにプロットしてみたところ、その変動は比較的安定していたので、それをもって以下のような
作業をおこなう根拠とした。

43雇用者の場合、さらに各学歴別に就業者が分かれているが、性・年齢が等しいならば、人数シェアは学歴間で一定とした。
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表 4.17: 運輸業就業者構成比
雇用者・男性

年齢階級 産業 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
15-19 鉄道輸送 0.7202 0.2829 0.2321 0.3546 0.3886 0.1181 0.1136

道路輸送 0.1720 0.5260 0.5329 0.4017 0.4643 0.6862 0.7121
水運輸送 0.0149 0.0622 0.0942 0.0867 0.0243 0.0286 0.0194
航空輸送 0.0015 0.0067 0.0144 0.0276 0.0119 0.0015 0.0049
倉庫およびその他輸送 0.0914 0.1222 0.1264 0.1294 0.1109 0.1657 0.1500

20-24 鉄道輸送 0.6244 0.2457 0.2271 0.1921 0.3305 0.2221 0.0727
道路輸送 0.1882 0.5473 0.5918 0.5616 0.4979 0.6151 0.7427
水運輸送 0.0341 0.0510 0.0551 0.0680 0.0318 0.0208 0.0182
航空輸送 0.0028 0.0132 0.0145 0.0280 0.0137 0.0082 0.0132
倉庫およびその他輸送 0.1504 0.1428 0.1115 0.1503 0.1261 0.1338 0.1531

25-29 鉄道輸送 0.3236 0.1584 0.1782 0.1757 0.1670 0.2529 0.1230
道路輸送 0.3559 0.6081 0.6478 0.6191 0.6141 0.5662 0.6872
水運輸送 0.0730 0.0652 0.0555 0.0573 0.0504 0.0304 0.0216
航空輸送 0.0040 0.0130 0.0154 0.0217 0.0194 0.0116 0.0174
倉庫およびその他輸送 0.2435 0.1553 0.1031 0.1262 0.1491 0.1389 0.1508

30-34 鉄道輸送 0.3458 0.1888 0.1327 0.1685 0.1636 0.1470 0.1759
道路輸送 0.3513 0.5717 0.6848 0.6514 0.6463 0.6554 0.6427
水運輸送 0.0828 0.0749 0.0669 0.0562 0.0477 0.0446 0.0278
航空輸送 0.0043 0.0078 0.0120 0.0152 0.0182 0.0158 0.0144
倉庫およびその他輸送 0.2157 0.1567 0.1036 0.1088 0.1242 0.1373 0.1393

35-39 鉄道輸送 0.2961 0.4391 0.1738 0.1268 0.1604 0.1568 0.1241
道路輸送 0.4275 0.3477 0.6367 0.6827 0.6651 0.6608 0.6788
水運輸送 0.0893 0.0691 0.0765 0.0687 0.0502 0.0450 0.0397
航空輸送 0.0056 0.0045 0.0067 0.0130 0.0131 0.0156 0.0159
倉庫およびその他輸送 0.1815 0.1396 0.1064 0.1087 0.1113 0.1218 0.1414

40-44 鉄道輸送 0.2006 0.4711 0.4225 0.1730 0.1278 0.1575 0.1382
道路輸送 0.5094 0.2883 0.4082 0.6292 0.6858 0.6695 0.6793
水運輸送 0.1118 0.0707 0.0743 0.0787 0.0629 0.0481 0.0425
航空輸送 0.0064 0.0050 0.0046 0.0075 0.0114 0.0120 0.0157
倉庫およびその他輸送 0.1718 0.1649 0.0904 0.1117 0.1121 0.1129 0.1243

45-49 鉄道輸送 0.2672 0.4395 0.4543 0.4206 0.1712 0.1240 0.1413
道路輸送 0.4251 0.2937 0.3631 0.4032 0.6303 0.6889 0.6828
水運輸送 0.1268 0.0680 0.0738 0.0779 0.0720 0.0586 0.0471
航空輸送 0.0041 0.0045 0.0063 0.0048 0.0064 0.0106 0.0116
倉庫およびその他輸送 0.1768 0.1943 0.1024 0.0935 0.1201 0.1179 0.1172

50-54 鉄道輸送 0.5402 0.4261 0.4214 0.4460 0.4166 0.1628 0.0966
道路輸送 0.2109 0.2853 0.3854 0.3600 0.4012 0.6332 0.7087
水運輸送 0.1144 0.0770 0.0715 0.0763 0.0727 0.0694 0.0554
航空輸送 0.0031 0.0031 0.0042 0.0057 0.0040 0.0055 0.0103
倉庫およびその他輸送 0.1314 0.2085 0.1175 0.1120 0.1055 0.1292 0.1290

55-59 鉄道輸送 0.2635 0.1592 0.1214 0.1711 0.2161 0.1467 0.0540
道路輸送 0.3527 0.4038 0.5344 0.5014 0.4806 0.5676 0.7129
水運輸送 0.1074 0.1232 0.1076 0.0917 0.0778 0.0664 0.0542
航空輸送 0.0055 0.0032 0.0046 0.0068 0.0079 0.0065 0.0083
倉庫およびその他輸送 0.2708 0.3106 0.2321 0.2289 0.2176 0.2128 0.1705

60-64 鉄道輸送 0.0626 0.0491 0.0448 0.0529 0.0515 0.0418 0.0455
道路輸送 0.4574 0.4415 0.5495 0.5536 0.5633 0.5534 0.6155
水運輸送 0.0856 0.1417 0.1088 0.0978 0.0678 0.0685 0.0511
航空輸送 0.0033 0.0038 0.0042 0.0044 0.0057 0.0073 0.0059
倉庫およびその他輸送 0.3912 0.3638 0.2928 0.2914 0.3117 0.3289 0.2819

65- 鉄道輸送 0.0387 0.0450 0.0381 0.0391 0.0333 0.0243 0.0311
道路輸送 0.5291 0.4344 0.5329 0.5587 0.5825 0.5995 0.6158
水運輸送 0.1050 0.1671 0.1372 0.1069 0.0872 0.0817 0.0655
航空輸送 0.0031 0.0049 0.0039 0.0027 0.0036 0.0033 0.0092
倉庫およびその他輸送 0.3240 0.3486 0.2878 0.2926 0.2933 0.2912 0.2784
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表 4.17: 運輸業就業者構成比（続）
雇用者・女性

年齢階級 産業 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
15-19 鉄道輸送 0.0814 0.0453 0.0417 0.0465 0.0370 0.0197 0.0242

道路輸送 0.8138 0.8185 0.7658 0.5972 0.6382 0.7364 0.7201
水運輸送 0.0244 0.0265 0.0438 0.0751 0.0693 0.0368 0.0310
航空輸送 0.0008 0.0040 0.0159 0.0549 0.0252 0.0062 0.0114
倉庫およびその他輸送 0.0796 0.1057 0.1328 0.2264 0.2303 0.2008 0.2133

20-24 鉄道輸送 0.2198 0.0780 0.0533 0.0432 0.0390 0.0253 0.0273
道路輸送 0.4421 0.6322 0.6028 0.4438 0.4138 0.4430 0.4520
水運輸送 0.0808 0.0602 0.0707 0.0943 0.0871 0.0724 0.0514
航空輸送 0.0102 0.0221 0.0525 0.1099 0.1117 0.0755 0.0735
倉庫およびその他輸送 0.2471 0.2075 0.2206 0.3088 0.3485 0.3838 0.3958

25-29 鉄道輸送 0.1091 0.1039 0.0761 0.0438 0.0367 0.0212 0.0213
道路輸送 0.4887 0.5365 0.5787 0.5044 0.4207 0.3877 0.3972
水運輸送 0.0745 0.0719 0.0707 0.0873 0.0686 0.0637 0.0442
航空輸送 0.0204 0.0267 0.0403 0.0786 0.1351 0.1479 0.1214
倉庫およびその他輸送 0.3073 0.2610 0.2342 0.2859 0.3389 0.3795 0.4159

30-34 鉄道輸送 0.0790 0.1774 0.0801 0.0526 0.0330 0.0178 0.0159
道路輸送 0.6069 0.4763 0.6050 0.6055 0.5909 0.5147 0.5089
水運輸送 0.0616 0.0626 0.0573 0.0565 0.0560 0.0369 0.0423
航空輸送 0.0091 0.0113 0.0174 0.0249 0.0496 0.0928 0.0982
倉庫およびその他輸送 0.2434 0.2724 0.2402 0.2606 0.2705 0.3378 0.3347

35-39 鉄道輸送 0.0921 0.2061 0.1120 0.0570 0.0424 0.0199 0.0177
道路輸送 0.5729 0.4187 0.5907 0.6038 0.6193 0.6094 0.5889
水運輸送 0.0413 0.0542 0.0529 0.0538 0.0348 0.0341 0.0279
航空輸送 0.0054 0.0053 0.0081 0.0139 0.0185 0.0249 0.0482
倉庫およびその他輸送 0.2883 0.3157 0.2362 0.2716 0.2850 0.3117 0.3174

40-44 鉄道輸送 0.1110 0.1264 0.1529 0.0842 0.0501 0.0279 0.0165
道路輸送 0.5427 0.4356 0.5622 0.5872 0.6084 0.5914 0.6350
水運輸送 0.0402 0.0574 0.0463 0.0454 0.0337 0.0295 0.0259
航空輸送 0.0030 0.0063 0.0048 0.0060 0.0095 0.0132 0.0176
倉庫およびその他輸送 0.3031 0.3743 0.2338 0.2772 0.2984 0.3380 0.3050

45-49 鉄道輸送 0.1856 0.1283 0.1165 0.1230 0.0808 0.0333 0.0233
道路輸送 0.4674 0.4181 0.5587 0.5461 0.5825 0.5738 0.6330
水運輸送 0.0429 0.0623 0.0576 0.0454 0.0360 0.0297 0.0262
航空輸送 0.0024 0.0065 0.0035 0.0070 0.0051 0.0078 0.0073
倉庫およびその他輸送 0.3016 0.3849 0.2636 0.2785 0.2956 0.3554 0.3101

50-54 鉄道輸送 0.3559 0.1708 0.1275 0.0909 0.1304 0.0563 0.0243
道路輸送 0.3321 0.4146 0.5381 0.5567 0.5433 0.5584 0.6049
水運輸送 0.0534 0.0551 0.0491 0.0532 0.0457 0.0369 0.0279
航空輸送 0.0020 0.0020 0.0041 0.0016 0.0046 0.0043 0.0049
倉庫およびその他輸送 0.2566 0.3575 0.2812 0.2977 0.2761 0.3441 0.3380

55-59 鉄道輸送 0.1158 0.0950 0.0820 0.0766 0.0811 0.0573 0.0364
道路輸送 0.5183 0.4917 0.5699 0.5546 0.5806 0.5744 0.5760
水運輸送 0.0590 0.0578 0.0414 0.0523 0.0512 0.0465 0.0375
航空輸送 0.0022 0.0026 0.0038 0.0030 0.0036 0.0038 0.0043
倉庫およびその他輸送 0.3047 0.3530 0.3030 0.3135 0.2836 0.3181 0.3457

60-64 鉄道輸送 0.0642 0.0465 0.0433 0.0633 0.0513 0.0275 0.0214
道路輸送 0.5802 0.5249 0.6067 0.5583 0.6213 0.5959 0.6568
水運輸送 0.0313 0.0930 0.0617 0.0477 0.0262 0.0504 0.0467
航空輸送 0.0017 0.0000 0.0067 0.0011 0.0037 0.0000 0.0011
倉庫およびその他輸送 0.3226 0.3355 0.2817 0.3296 0.2975 0.3261 0.2740

65- 鉄道輸送 0.0388 0.0438 0.0330 0.0497 0.0336 0.0327 0.0251
道路輸送 0.6145 0.5547 0.6007 0.5982 0.6578 0.6914 0.6947
水運輸送 0.0776 0.0876 0.0858 0.0926 0.0658 0.0527 0.0503
航空輸送 0.0000 0.0073 0.0000 0.0045 0.0000 0.0000 0.0016
倉庫およびその他輸送 0.2691 0.3066 0.2805 0.2551 0.2428 0.2231 0.2284
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表 4.17: 運輸業就業者構成比（続）
自営業主・男性

年齢階級 産業 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
15-19 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

道路輸送 0.9302 0.8571 0.8850 0.9225 0.8929 0.9310 1.0000
水運輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0698 0.1429 0.1150 0.0775 0.1071 0.0690 0.0000

20-24 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.9459 0.9214 0.9394 0.9475 0.9271 0.9511 0.9459
水運輸送 0.0142 0.0326 0.0091 0.0060 0.0068 0.0057 0.0037
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0399 0.0459 0.0515 0.0465 0.0660 0.0431 0.0504

25-29 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.9016 0.9087 0.9358 0.9417 0.9340 0.9570 0.9570
水運輸送 0.0412 0.0579 0.0186 0.0111 0.0106 0.0107 0.0085
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0572 0.0334 0.0456 0.0471 0.0554 0.0323 0.0345

30-34 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.8118 0.7476 0.8748 0.9309 0.9412 0.9468 0.9618
水運輸送 0.1298 0.2065 0.0711 0.0208 0.0169 0.0113 0.0095
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0584 0.0460 0.0541 0.0483 0.0419 0.0420 0.0286

35-39 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7510 0.6935 0.8165 0.8978 0.9218 0.9354 0.9465
水運輸送 0.1488 0.2508 0.1182 0.0398 0.0196 0.0126 0.0113
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1003 0.0556 0.0653 0.0624 0.0586 0.0519 0.0422

40-44 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7022 0.7193 0.8024 0.9032 0.9241 0.9315 0.9373
水運輸送 0.2127 0.2285 0.1398 0.0492 0.0248 0.0170 0.0133
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0851 0.0521 0.0578 0.0475 0.0511 0.0515 0.0493

45-49 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5272 0.7517 0.8074 0.8735 0.8989 0.9356 0.9467
水運輸送 0.3692 0.1869 0.1355 0.0732 0.0391 0.0253 0.0119
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1036 0.0614 0.0571 0.0533 0.0619 0.0391 0.0414

50-54 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.1301 0.7336 0.8181 0.8564 0.8857 0.9258 0.9441
水運輸送 0.7873 0.1883 0.1074 0.0778 0.0600 0.0341 0.0152
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0826 0.0782 0.0745 0.0657 0.0544 0.0400 0.0407

55-59 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.2653 0.7021 0.8120 0.8725 0.8642 0.9108 0.9322
水運輸送 0.6316 0.2104 0.1079 0.0595 0.0640 0.0399 0.0224
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1031 0.0875 0.0801 0.0680 0.0718 0.0493 0.0454

60-64 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5965 0.5356 0.7222 0.8551 0.9024 0.8776 0.9266
水運輸送 0.3427 0.3064 0.1589 0.0634 0.0498 0.0501 0.0305
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0608 0.1580 0.1189 0.0815 0.0478 0.0723 0.0429

65- 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5603 0.5047 0.5310 0.7154 0.8288 0.8997 0.8930
水運輸送 0.2506 0.2529 0.1964 0.1107 0.0448 0.0310 0.0298
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1891 0.2425 0.2726 0.1739 0.1264 0.0693 0.0772
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表 4.17: 運輸業就業者構成比（続）
自営業主・女性

年齢階級 産業 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
15-19 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

道路輸送 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.5000
水運輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.5000

20-24 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5714 0.5714 0.5769 0.6145 0.7011 0.5333 0.6855
水運輸送 0.0440 0.0440 0.0481 0.0361 0.0345 0.0000 0.0881
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.3846 0.3846 0.3750 0.3494 0.2644 0.4667 0.2264

25-29 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6491 0.4388 0.6000 0.6628 0.7347 0.4932 0.4355
水運輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.3509 0.5612 0.4000 0.3372 0.2653 0.5068 0.5645

30-34 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6184 0.5930 0.6543 0.6699 0.7252 0.7462 0.7762
水運輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.3816 0.4070 0.3457 0.3301 0.2748 0.2538 0.2238

35-39 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.4379 0.4379 0.5669 0.5683 0.6094 0.8419 0.8318
水運輸送 0.0414 0.0414 0.0510 0.0273 0.0215 0.0129 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.5207 0.5207 0.3822 0.4044 0.3691 0.1452 0.1682

40-44 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6187 0.5988 0.6600 0.7045 0.7555 0.7284 0.7410
水運輸送 0.1007 0.0741 0.0800 0.0398 0.0349 0.0179 0.0232
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.2806 0.3272 0.2600 0.2557 0.2096 0.2537 0.2359

45-49 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.4180 0.4180 0.4835 0.5550 0.6502 0.6256 0.7813
水運輸送 0.1005 0.1005 0.1154 0.0718 0.0646 0.0548 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.4815 0.4815 0.4011 0.3732 0.2852 0.3196 0.2187

50-54 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.3462 0.2990 0.3161 0.4831 0.4808 0.6907 0.6402
水運輸送 0.1429 0.0825 0.0710 0.0730 0.0692 0.0254 0.0142
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.5110 0.6186 0.6129 0.4438 0.4500 0.2839 0.3456

55-59 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5042 0.3040 0.4274 0.4935 0.5695 0.5062 0.5880
水運輸送 0.0672 0.0800 0.0887 0.0455 0.0583 0.0375 0.0370
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.4286 0.6160 0.4839 0.4610 0.3722 0.4562 0.3750

60-64 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.2917 0.2917 0.3056 0.5000 0.5798 0.4068 0.6652
水運輸送 0.0278 0.0278 0.0278 0.0208 0.0168 0.0254 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.6806 0.6806 0.6667 0.4792 0.4034 0.5678 0.3348

65- 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.1224 0.1224 0.2157 0.3247 0.3760 0.3873 0.4256
水運輸送 0.1224 0.1224 0.0980 0.0649 0.0400 0.0196 0.0496
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.7551 0.7551 0.6863 0.6104 0.5840 0.5931 0.5248
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表 4.17: 運輸業就業者構成比（続）
家族従業者・男性

年齢階級 産業 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
15-19 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

道路輸送 0.4610 0.4972 0.6235 0.6969 0.6767 0.7477 0.8209
水運輸送 0.4597 0.4495 0.3238 0.2303 0.2027 0.1306 0.0624
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0793 0.0532 0.0527 0.0728 0.1206 0.1216 0.1167

20-24 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6301 0.6239 0.7340 0.7258 0.7226 0.7722 0.8526
水運輸送 0.2988 0.3460 0.2127 0.2078 0.1932 0.1382 0.0731
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0711 0.0301 0.0533 0.0664 0.0842 0.0896 0.0743

25-29 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6843 0.4784 0.4292 0.6508 0.7371 0.7800 0.8098
水運輸送 0.2434 0.4717 0.4818 0.2703 0.1829 0.1537 0.1136
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0723 0.0500 0.0890 0.0789 0.0801 0.0662 0.0766

30-34 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6851 0.5424 0.6248 0.7408 0.7135 0.7660 0.7695
水運輸送 0.2200 0.2692 0.2260 0.1408 0.1854 0.1608 0.1199
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0949 0.1884 0.1492 0.1183 0.1011 0.0732 0.1106

35-39 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7893 0.4921 0.6152 0.7655 0.8015 0.7525 0.6873
水運輸送 0.1584 0.4603 0.3272 0.1804 0.1450 0.1951 0.1662
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0523 0.0476 0.0576 0.0541 0.0534 0.0525 0.1465

40-44 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7265 0.3618 0.5225 0.6910 0.7179 0.7405 0.7922
水運輸送 0.1282 0.5327 0.3468 0.1771 0.1393 0.1514 0.1714
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1453 0.1055 0.1306 0.1319 0.1429 0.1081 0.0364

45-49 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.8482 0.5510 0.6460 0.7958 0.8402 0.6729 0.8482
水運輸送 0.1071 0.4082 0.3186 0.1623 0.1142 0.2150 0.1518
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0446 0.0408 0.0354 0.0419 0.0457 0.1121 0.0000

50-54 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.6364 0.3636 0.5122 0.5893 0.6479 0.9615 0.7581
水運輸送 0.2727 0.5227 0.3659 0.3036 0.2535 0.0385 0.0484
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0909 0.1136 0.1220 0.1071 0.0986 0.0000 0.1935

55-59 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.4063 0.4063 0.5294 0.6216 0.6000 0.7500 0.5522
水運輸送 0.2813 0.2813 0.1765 0.1081 0.1111 0.0893 0.0448
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.3125 0.3125 0.2941 0.2703 0.2889 0.1607 0.4030

60-64 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.2800 0.2800 0.4717 0.6324 0.6812 0.6508 0.6531
水運輸送 0.1800 0.1800 0.1132 0.0588 0.0435 0.1429 0.2551
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.5400 0.5400 0.4151 0.3088 0.2754 0.2063 0.0918

65- 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.3851 0.1646 0.2105 0.4045 0.5680 0.7009 0.6871
水運輸送 0.5093 0.6709 0.5921 0.4270 0.2720 0.0598 0.1472
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1056 0.1646 0.1974 0.1685 0.1600 0.2393 0.1656
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表 4.17: 運輸業就業者構成比（続）
家族従業者・女性

年齢階級 産業 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
15-19 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

道路輸送 0.7273 0.7083 0.8404 0.8485 0.8382 0.9692 0.8559
水運輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0308 0.0000
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.2727 0.2917 0.1596 0.1515 0.1618 0.0000 0.1441

20-24 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.4016 0.7989 0.7624 0.7377 0.7809 0.8886 0.9097
水運輸送 0.4173 0.1156 0.0775 0.0700 0.0574 0.0456 0.0361
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1811 0.0854 0.1601 0.1924 0.1617 0.0658 0.0542

25-29 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5778 0.6520 0.7387 0.8359 0.8561 0.8646 0.8823
水運輸送 0.2921 0.2108 0.1404 0.0683 0.0563 0.0214 0.0536
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1302 0.1371 0.1209 0.0957 0.0876 0.1141 0.0641

30-34 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7284 0.7086 0.7414 0.8285 0.8596 0.9026 0.9318
水運輸送 0.0911 0.1891 0.1459 0.0607 0.0347 0.0208 0.0177
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1805 0.1023 0.1127 0.1108 0.1057 0.0766 0.0505

35-39 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7177 0.6534 0.7385 0.8444 0.8381 0.8709 0.8973
水運輸送 0.0932 0.2590 0.1750 0.0704 0.0446 0.0310 0.0225
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1891 0.0876 0.0865 0.0852 0.1172 0.0981 0.0802

40-44 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7988 0.6414 0.6530 0.8163 0.8400 0.8616 0.8825
水運輸送 0.0829 0.2721 0.2494 0.1053 0.0694 0.0361 0.0269
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1183 0.0865 0.0977 0.0784 0.0907 0.1023 0.0906

45-49 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.8110 0.6217 0.6043 0.7439 0.8022 0.8326 0.8548
水運輸送 0.0919 0.2762 0.2797 0.1465 0.1033 0.0747 0.0257
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.0971 0.1021 0.1161 0.1096 0.0945 0.0927 0.1195

50-54 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7685 0.6743 0.6452 0.8028 0.7662 0.7969 0.8293
水運輸送 0.1029 0.2392 0.2061 0.1144 0.1119 0.0863 0.0749
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1286 0.0865 0.1487 0.0828 0.1220 0.1168 0.0958

55-59 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7237 0.6503 0.6770 0.7935 0.8063 0.8196 0.8000
水運輸送 0.1201 0.2168 0.1966 0.0756 0.0835 0.0807 0.0756
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1562 0.1330 0.1264 0.1308 0.1102 0.0997 0.1244

60-64 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.7710 0.6335 0.5979 0.7934 0.8297 0.8349 0.8013
水運輸送 0.0611 0.1833 0.1637 0.0673 0.0490 0.0774 0.0515
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.1679 0.1833 0.2384 0.1393 0.1213 0.0877 0.1471

65- 鉄道輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
道路輸送 0.5000 0.5000 0.6116 0.7011 0.7481 0.7686 0.7970
水運輸送 0.1250 0.1250 0.0579 0.0480 0.0150 0.0347 0.0770
航空輸送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
倉庫およびその他輸送 0.3750 0.3750 0.3306 0.2509 0.2368 0.1967 0.1260
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4.2.4 SNAベース就業者の推計

一方、SNAにおいては、兼業をしている者、例えば自営業主を本業としながら、副業として雇用者でも
ある者、あるいは 2ヶ所以上の事業所に雇用されている者は、2人と数える。また、パートタイム労働者に
ついても、総てフルタイムの労働者と同様に数え、人数を就業時間の多少によって調整することはしない。

生産の実状を把握するとしたら、「国勢調査」ベースで就業者を定義するよりは、SNAベースで就業者を
定義する方がふさわしいであろう。特に第 1次産業の場合、「国勢調査」ベースでは就業者総数はかなり過
小推定になる可能性がある44。

SNAベースで就業者を定義するために、『長期遡及主要系列・国民経済計算報告―昭和 60年基準―』お
よび『国民経済計算年報』（共に経済企画庁）の付表・「経済活動別の就業者数および雇用者数」45を用い

た。この付表からは、経済活動別に「就業者」数と「うち雇用者」数を得ることができる。従って、

就業者−雇用者 =自営業主+家族従業者

であるから、経済活動別に SNAベースの「雇用者」および「自営業主＋家族従業者」の就業者数が特定で
きることになる。なお、『国民経済計算年報』で用いられている「経済活動別」の名称と、KDB産業分類
との対応は、表 2.11のとおりである。

SNAベースでは表 2.11で対応する産業について、雇用者数と自営業主・家族従業者数を捉えることがで
きる。この SNAベースの雇用者、自営業主・家族従業者数を用いて、すでに推計済みの「国勢調査」ベー
スの就業者クロスデータをおのおの対応する産業ごとにふくらませれば、SNAベースの就業者クロスデー
タが得られる46。両者をプロットしてみれば、図 4.1のようになる。「国勢調査」ベース就業者総数と SNA
ベース就業者総数では、平均約 5％ほど SNAベースの方が多いことがわかる。
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s:SNAベース p:国勢調査ベース（単位：万人）

図 4.1: 就業者総数（産業計）

以後、この“ SNAベース就業者クロスデータ”を労働者数データとして用いることにする。

44特に農業等の第 1次産業において、兼業をしている就業者が多く観察されるため。
45同表には、暦年表と年度表があるのが、ここでは暦年表を用いている。
46したがって、各就業者の年齢分布等は、経済活動別に「国勢調査」と同じであると仮定していることになる。
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4.2.5 学歴カテゴリーの導入

次に学歴カテゴリーの導入について説明する。

今回利用した統計で“最終学歴”について調査をおこなっているものは、「賃金構造基本統計調査」のみ

である。「賃金構造基本統計調査」からは、雇用者のみに関して「性×年齢×産業×最終学歴」別に労働者

数・労働時間・賃金データを求めることができる。

学歴カテゴリーを導入するにあたって、以下のような作業仮説をおくことにする。

• 就業者はすべて「卒業者」によって構成され、「在学しながら就業している者（在学者）」・「未就学
者」はいないものとする。

実際には、就業者は学歴ベースでは、卒業者・在学者・未就学者によって構成されるが、「賃金構造基本統

計調査」ベースのデータを利用する限り、在学者や未就学者のデータについては利用することができない。

• 各産業別の就業者の学歴分布は、「賃金構造基本統計調査」のそれと同じとする。

つまり労働者数データの測定は「国勢調査」（全数調査）ベースでおこなわれているが、おのおのの産業に

おける雇用者の「性×年齢」別の学歴分布は、「賃金構造基本統計調査」（サンプル調査47）のそれと同じ

ものと仮定していることになる。

以上の作業仮説を仮定することで、すでに推計した「性×年齢×産業×従業上の地位（ただし、雇用者

のみ）」のカテゴリー別労働者数データに「賃金構造基本統計調査」の学歴分布を適用することができる。

その結果、雇用者に関しては、「性×年齢×産業×従業上の地位（ただし、雇用者のみ）×最終学歴」別

の労働者数・労働時間・賃金データが利用できるようになる。

4.2.6 就業者数の推移

最後に推計された就業者数の時系列変化を 5年おきに観察する。そして就業者数を産業別、年齢別、学
歴別に各々集計し、データ推計の対象期間を 10年おきに 3つの分析期間にわけ48、その各々の分析期間に

ついて年平均成長率を求めてみた。

第 1期（1960-70年）は「高度経済成長期」を挟む期間である。1955年に復興を一応完了した日本経済
の実質 GNP年平均成長率は、この間、10％を超えた。こうした高い経済成長は製造業および第 3次産業
部門の成長によるものである。この高成長を支えた要素として、エネルギー（特に原油）価格が安価かつ

安定していたこと、積極的な設備投資が行われていたことなどがあげられるが、それと並んで重要なのが、

良質で安価な労働力が豊富に存在していたことであると言われている。

続く第 2期（1970-80年）は高度経済成長期の「調整期」であると特徴づけることができる。該当期間の
実質 GNP成長率は年平均 4.7％（1971-80年）49であり、高度経済成長期と比べてほぼ半減した。当然、

この期間において日本経済は厳しい不況に襲われ、当然のことながら雇用も伸び悩んだが、産業ごとに見

れば雇用調整にも違いがあったことがわかる。特に学歴別に見たときには、この期間において雇用者の高

学歴シフトが男女共に観察される期間でもある。

第 3 期（1980-90 年）は日本経済の「現段階」である。当期間における実質 GDP 成長率は年平均 3.7
％（1980-90年）50であり、第 2期と比べて極端に下がったわけではない。当期間の特徴としては、(1)日
本経済のサイズが GDPベースでみても金融資産ストックで見ても世界経済のなかで極めて大きくなった
こと、(2)経常収支の不均衡が一層進んだこと、(3)再び設備投資が旺盛になったことなどがあげられる。

47「賃金構造基本統計調査」は、常用雇用者 5人以上の事業所を調査対象とするサンプル調査であることに注意する必要がある
（第 4.1.2節の該当項目を参照。）

48吉川 [50]第 1章を参考にした。
49実質GDP成長率は年平均 4.1％（1970-80年）。
50期間を 1980-92年までとすると、実質GDPの年平均成長率は 3.6％となる。
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この期間は「バブル経済」の時期をはさみ、後半は現状の不況にもつながる大きな変化を経験した期間で

ある。

最後に全期間を通じて日本の就業者は、第 1次産業から製造業・サービス業への雇用の中心のシフト、雇
用者化の進展、高年齢化、高学歴化、女性の進出という変化を経験したことが観察結果からも裏付けられ

るであろう。これらの各変化については、以下の節で詳述していくことにする。

産業別就業者数

表 4.18は産業別就業者数である。順に就業者総数、うち雇用者、自営業主、家族従業者となっている。
まず就業者総数ベースでみてみると、「1.農林水産業」の地位の低下が目立つ。1960年には全就業者の

30％以上を占めていたシェアは 1990年には 10％切るまでに低下している。しかもその減少の大部分が自
営業主と家族従業者で起こっているのも注目に値する。農林水産業の場合 1960年から 90年までのシェア
の変化は、自営業主が 54％から 32％へ、家族従業者が 78％から 50％へというように急激な低下をみせ
ている。特に農林水産業分野における家族従業者の減少は、家族従業者の総数を半減させるまでになって

いる。この大部分が新たな雇用者として、製造業および第 3次産業に豊富な労働力を提供したであろうこ
とは想像に難くない。

1960-90年という長期でみてみると、その就業者増加ののびが著しいのは、製造業のうち「22.電気機械
製造業」や「23.自動車製造業」のような日本の基幹産業、「28.道路輸送」や「30.航空輸送」などの輸送
業、「37.金融保険業」、「38.不動産業」、そしてサービス業の大部分である。特に「42.その他サービス業」
の増加は著しく、約 30年の間にそのシェアは倍増し、1990年には「36.卸・小売業」と並ぶまでになって
いる。

この傾向は雇用者に関しても同じであるが、特に近年地位が急落している産業として鉱業が目立つ。

一方、自営業主の全数は全期間を通じては微減であるが、その数の減少が起こるのは第 2期の中頃からで
あり、第 3期にはその傾向は明瞭なものになる。自営業者数の減少は「1.農林水産業」「36.卸・小売業」で
起こっているが、逆に「28.道路輸送」「38.不動産業」「42.その他サービス」では大幅な増加がみられる。
家族従業者は全ての期間において減少し、30年間で約半数となった。その減少の大部分は「1.農林水産

業」で起こっているのが特徴である。またこの離農した労働力が、新たなる労働力の供給源として、さら

なる雇用者の増加につながったのであろう。
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表 4.18: 産業別就業者数
就業者総数

（単位：万人）

就業者数 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1. 農林水産業 1493.9 1233.6 1073.6 861.8 756.6 659.8 605.7 -3.25 -3.44 -2.20
2. 石炭鉱業 30.2 18.0 9.8 4.9 4.4 3.4 1.4 -10.65 -7.66 -10.71
3. その他鉱業 19.6 17.2 15.2 11.7 10.6 9.0 8.7 -2.49 -3.55 -1.96
4. 建設業 315.6 414.9 442.9 528.7 591.0 549.2 601.5 3.45 2.93 0.18
5. 食料品製造業 116.6 137.9 135.8 131.4 138.3 157.0 156.3 1.54 0.18 1.23
6. 繊維製造業 163.4 176.2 177.1 139.5 122.0 120.1 113.1 0.81 -3.66 -0.75
7. 衣服・その他繊維製品製造業 34.0 49.8 62.2 75.0 79.2 79.7 88.0 6.20 2.46 1.06
8. 木材・木製品製造業 48.6 50.3 51.7 46.2 40.4 30.4 28.9 0.63 -2.45 -3.27
9. 家具・備品製造業 24.3 30.0 34.3 33.8 32.4 29.2 28.8 3.50 -0.56 -1.17
10.パルプ・紙製造業 30.4 35.0 36.4 33.7 32.6 33.3 36.3 1.82 -1.10 1.08
11.出版印刷業 36.5 49.1 57.7 62.6 67.6 71.3 77.9 4.70 1.60 1.42
12.化学製品製造業 50.1 57.1 56.4 56.9 48.5 47.8 47.9 1.19 -1.50 -0.12
13.石油製品製造業 2.7 3.1 3.3 4.0 4.3 3.0 2.7 2.12 2.68 -4.41
14.石炭製品製造業 2.4 2.4 2.3 2.4 2.4 1.9 1.6 -0.54 0.43 -4.21
15.ゴム製品製造業 14.3 15.6 20.7 19.2 19.0 19.7 18.7 3.74 -0.83 -0.19
16.皮革製品製造業 8.3 11.5 11.7 11.8 12.5 11.7 13.3 3.57 0.61 0.63
17.窯業・土石製造業 51.3 59.9 69.4 75.0 69.8 60.8 59.8 3.07 0.06 -1.53
18.鉄鋼業 36.2 42.3 48.8 47.6 41.1 45.1 41.6 3.04 -1.70 0.12
19.非鉄金属業 10.5 15.0 18.2 19.3 17.7 21.4 21.7 5.62 -0.28 2.05
20.金属製品製造業 68.1 91.0 124.0 120.2 116.6 106.1 116.3 6.18 -0.61 -0.03
21.一般機械製造業 94.2 119.0 156.2 153.9 148.8 160.1 172.7 5.19 -0.48 1.50
22.電気機械製造業 77.7 105.4 157.4 147.3 162.2 222.9 244.6 7.31 0.30 4.19
23.自動車製造業 36.0 65.6 76.2 82.8 99.7 107.1 117.5 7.80 2.72 1.66
24.その他輸送機械製造業 40.5 49.3 52.0 57.9 42.1 36.0 29.7 2.52 -2.09 -3.43
25.精密機械製造業 22.7 28.2 31.6 32.6 36.2 33.7 33.3 3.36 1.37 -0.83
26.その他製造業 45.6 58.0 69.4 69.6 72.4 79.7 84.2 4.29 0.42 1.53
27.鉄道輸送 55.6 61.7 53.6 50.5 47.5 37.4 29.4 -0.38 -1.19 -4.68
28.道路輸送 63.0 114.3 139.2 154.0 165.6 177.5 207.7 8.26 1.75 2.29
29.水運輸送 14.6 18.3 17.5 18.2 15.3 13.1 11.7 1.81 -1.34 -2.65
30.航空輸送 0.7 1.8 2.7 4.0 3.9 3.8 5.1 14.15 3.93 2.68
31.倉庫およびその他輸送 31.5 38.9 29.6 34.8 37.7 41.9 48.9 -0.63 2.46 2.64
32.通信業 50.4 57.9 57.2 63.4 62.7 63.4 65.7 1.28 0.93 0.46
33.電気業 17.0 20.6 21.5 23.2 23.4 23.6 24.3 2.35 0.86 0.36
34.ガス業 3.9 5.8 5.2 7.0 7.5 7.5 8.7 2.75 3.82 1.44
35.水道業 4.8 7.8 9.4 13.8 15.6 16.7 17.6 6.94 5.20 1.21
36.卸・小売業 624.7 740.0 872.8 965.0 1043.0 1098.8 1170.4 3.40 1.80 1.16
37.金融保険業 78.7 103.7 131.6 153.4 176.9 194.7 228.9 5.28 3.00 2.61
38.不動産業 9.0 20.2 35.0 45.9 60.1 73.1 85.6 14.55 5.56 3.60
39.教育 99.3 116.7 138.8 160.1 182.7 200.8 213.9 3.41 2.78 1.59
40.研究 6.4 9.1 11.4 13.5 14.5 20.4 24.3 6.01 2.44 5.29
41.医療・保健・社会保障 73.5 90.5 126.2 165.0 216.9 261.2 302.9 5.56 5.57 3.40
42.その他サービス 403.6 449.4 621.2 690.7 809.6 958.9 1165.3 4.41 2.68 3.71
43.公務 128.0 167.4 176.0 205.0 214.3 211.9 209.2 3.24 1.99 -0.24
産業 4538.4 4959.6 5443.2 5597.3 5865.7 6104.1 6571.8 1.83 0.75 1.14
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表 4.18: 産業別就業者数（続）
うち、雇用者

（単位：万人）

就業者数 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1. 農林水産業 157.1 116.2 86.7 98.2 111.2 114.6 99.1 -5.77 2.52 -1.15
2. 石炭鉱業 30.1 17.9 9.8 4.8 4.4 3.4 1.4 -10.62 -7.65 -10.72
3. その他鉱業 16.8 15.3 14.0 11.1 9.9 8.7 8.4 -1.81 -3.43 -1.64
4. 建設業 262.6 358.6 365.2 429.4 472.2 452.4 498.6 3.35 2.60 0.55
5. 食料品製造業 83.4 96.1 107.2 110.2 121.2 141.2 143.0 2.54 1.24 1.67
6. 繊維製造業 128.6 138.9 115.1 99.2 78.2 83.0 78.7 -1.10 -3.79 0.06
7. 衣服・その他繊維製品製造業 25.3 34.0 41.8 54.9 57.9 62.0 70.1 5.12 3.32 1.94
8. 木材・木製品製造業 40.5 41.7 45.1 41.2 35.6 26.8 25.2 1.08 -2.34 -3.40
9. 家具・備品製造業 18.5 22.5 27.3 28.0 26.9 24.5 24.1 3.99 -0.16 -1.08
10.パルプ・紙製造業 26.4 29.3 32.1 30.6 29.9 31.2 33.9 1.97 -0.71 1.26
11.出版印刷業 34.0 44.5 52.8 57.2 61.4 66.0 72.5 4.50 1.52 1.67
12.化学製品製造業 48.9 56.3 55.7 56.5 48.2 47.5 47.7 1.31 -1.44 -0.10
13.石油製品製造業 2.7 3.1 3.3 4.0 4.3 3.0 2.7 2.15 2.67 -4.45
14.石炭製品製造業 2.2 2.3 2.2 2.3 2.3 1.8 1.5 -0.15 0.46 -4.37
15.ゴム製品製造業 13.9 14.8 18.8 17.6 17.2 18.1 17.4 3.03 -0.87 0.14
16.皮革製品製造業 5.9 7.8 7.8 8.1 8.4 8.3 9.6 2.81 0.82 1.32
17.窯業・土石製造業 41.8 52.8 59.3 65.0 60.0 53.5 52.2 3.56 0.12 -1.38
18.鉄鋼業 35.9 42.1 48.3 47.1 40.5 44.5 41.1 2.99 -1.73 0.14
19.非鉄金属業 10.5 14.8 17.6 18.8 17.0 20.4 20.9 5.37 -0.38 2.10
20.金属製品製造業 59.4 81.2 101.6 99.8 94.5 90.0 101.4 5.51 -0.72 0.71
21.一般機械製造業 83.3 108.7 142.8 141.0 133.3 148.3 161.8 5.54 -0.69 1.96
22.電気機械製造業 74.2 101.8 152.4 142.7 156.7 217.4 239.1 7.46 0.28 4.32
23.自動車製造業 30.7 53.5 68.5 74.8 89.4 98.0 106.5 8.35 2.71 1.76
24.その他輸送機械製造業 31.3 38.8 47.7 53.0 37.5 31.3 26.3 4.31 -2.39 -3.46
25.精密機械製造業 17.9 24.3 28.5 30.0 33.3 31.7 31.5 4.76 1.57 -0.55
26.その他製造業 33.0 42.8 54.4 57.4 59.9 68.4 71.8 5.13 0.96 1.83
27.鉄道輸送 55.6 61.7 53.6 50.5 47.5 37.4 29.4 -0.38 -1.19 -4.68
28.道路輸送 57.9 104.9 129.7 136.7 144.9 159.3 187.4 8.39 1.11 2.61
29.水運輸送 12.4 15.1 16.0 17.0 14.2 12.4 11.2 2.58 -1.16 -2.37
30.航空輸送 0.7 1.8 2.7 4.0 3.9 3.8 5.1 14.15 3.93 2.68
31.倉庫およびその他輸送 30.7 37.9 28.6 33.4 36.0 40.7 47.6 -0.71 2.32 2.82
32.通信業 50.3 57.8 57.1 63.2 62.4 63.0 65.0 1.27 0.89 0.42
33.電気業 17.0 20.6 21.5 23.2 23.4 23.6 24.3 2.35 0.86 0.36
34.ガス業 2.8 4.1 4.7 6.4 6.9 7.0 8.1 5.09 4.01 1.55
35.水道業 4.8 7.8 9.4 13.8 15.6 16.7 17.6 6.94 5.20 1.21
36.卸・小売業 359.4 466.1 603.2 706.6 780.1 886.2 975.2 5.31 2.61 2.26
37.金融保険業 76.3 101.6 128.8 150.8 173.8 191.3 225.5 5.38 3.04 2.64
38.不動産業 5.2 11.4 17.8 27.1 35.4 44.8 55.4 13.09 7.12 4.58
39.教育 98.7 115.9 137.8 159.1 181.9 200.4 213.3 3.40 2.81 1.60
40.研究 6.4 9.1 11.4 13.5 14.5 20.4 24.3 6.01 2.44 5.29
41.医療・保健・社会保障 57.0 73.6 106.6 144.4 193.3 237.9 276.8 6.45 6.14 3.65
42.その他サービス 258.8 298.5 406.1 462.4 547.5 704.3 892.4 4.61 3.03 5.01
43.公務 128.0 167.4 176.0 205.0 214.3 211.9 209.2 3.24 1.99 -0.24
産業 2537.0 3115.5 3616.8 4000.0 4307.0 4757.0 5254.3 3.61 1.76 2.01
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表 4.18: 産業別就業者数（続）
うち、自営業主

（単位：万人）

就業者数 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1. 農林水産業 515.7 467.5 437.1 357.7 312.1 280.6 258.2 -1.64 -3.31 -1.88
2. 石炭鉱業 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -17.29 -13.64 -6.05
3. その他鉱業 1.9 1.3 0.8 0.5 0.5 0.2 0.2 -8.11 -5.74 -7.84
4. 建設業 43.3 44.8 62.8 78.5 90.6 75.4 78.0 3.79 3.73 -1.49
5. 食料品製造業 15.7 17.3 12.4 9.5 7.6 7.2 6.3 -2.32 -4.80 -1.80
6. 繊維製造業 19.2 20.5 38.9 24.9 27.2 23.6 21.4 7.34 -3.51 -2.37
7. 衣服・その他繊維製品製造業 6.1 11.5 16.2 15.9 17.2 13.9 14.0 10.31 0.59 -2.02
8. 木材・木製品製造業 5.2 5.0 3.8 2.9 2.7 2.0 2.2 -2.99 -3.51 -2.19
9. 家具・備品製造業 4.2 4.5 4.3 3.6 3.3 3.0 2.9 0.25 -2.50 -1.33
10.パルプ・紙製造業 2.7 3.6 2.9 1.9 1.7 1.4 1.6 0.61 -5.15 -0.94
11.出版印刷業 1.6 2.6 2.9 3.2 3.7 3.3 3.3 6.09 2.31 -1.00
12.化学製品製造業 0.8 0.5 0.4 0.2 0.2 0.2 0.1 -5.52 -8.03 -4.13
13.石油製品製造業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -3.94 3.38 2.13
14.石炭製品製造業 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 -6.64 -2.22 1.04
15.ゴム製品製造業 0.3 0.5 1.4 1.1 1.3 1.1 1.0 17.13 -0.09 -3.34
16.皮革製品製造業 1.6 2.3 2.6 2.4 2.7 2.3 2.4 4.66 0.53 -1.13
17.窯業・土石製造業 5.3 3.7 5.5 5.7 5.5 4.2 4.3 0.48 -0.08 -2.30
18.鉄鋼業 0.1 0.1 0.3 0.3 0.3 0.4 0.3 7.78 1.89 -0.25
19.非鉄金属業 0.1 0.1 0.3 0.2 0.4 0.5 0.4 17.62 3.15 1.67
20.金属製品製造業 5.7 5.7 13.6 12.7 13.3 10.0 9.2 9.04 -0.20 -3.65
21.一般機械製造業 7.1 6.0 8.0 7.9 9.3 7.2 6.9 1.19 1.57 -3.01
22.電気機械製造業 2.5 2.7 4.1 3.6 4.6 4.6 4.6 5.27 1.06 0.07
23.自動車製造業 3.3 6.9 3.9 4.4 6.7 5.8 7.1 1.73 5.54 0.58
24.その他輸送機械製造業 6.5 7.2 2.8 3.2 3.0 3.0 2.5 -7.97 0.61 -1.69
25.精密機械製造業 3.2 2.3 2.0 1.7 1.9 1.3 1.2 -4.57 -0.34 -4.65
26.その他製造業 8.7 10.0 10.2 8.0 8.5 7.9 9.0 1.57 -1.84 0.64
27.鉄道輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
28.道路輸送 3.5 7.0 7.9 14.5 17.4 15.6 17.7 8.32 8.24 0.16
29.水運輸送 1.7 1.9 0.9 0.8 0.7 0.4 0.3 -5.49 -3.45 -7.25
30.航空輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
31.倉庫およびその他輸送 0.5 0.7 0.7 1.0 1.2 0.9 1.0 2.91 5.80 -2.28
32.通信業 0.0 0.0 0.1 0.2 0.3 0.3 0.5 9.97 16.89 6.23
33.電気業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
34.ガス業 0.5 0.9 0.2 0.3 0.3 0.2 0.3 -7.58 2.73 0.00
35.水道業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
36.卸・小売業 163.9 151.7 148.0 145.0 147.6 126.4 113.3 -1.01 -0.03 -2.61
37.金融保険業 1.8 1.5 2.1 2.0 2.5 2.8 2.9 1.32 1.63 1.57
38.不動産業 3.4 7.1 14.4 15.6 20.0 23.5 24.1 15.53 3.31 1.91
39.教育 0.4 0.5 0.7 0.7 0.5 0.3 0.4 4.93 -2.38 -2.25
40.研究 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
41.医療・保健・社会保障 13.3 11.9 13.8 14.5 16.3 16.1 18.1 0.36 1.73 1.04
42.その他サービス 104.3 103.0 151.6 160.9 185.6 186.9 200.9 3.81 2.05 0.79
43.公務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
産業 954.4 912.8 977.9 905.7 916.9 832.7 816.8 0.24 -0.64 -1.15
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表 4.18: 産業別就業者数（続）
うち、家族従業者

（単位：万人）

就業者数 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1. 農林水産業 821.1 649.9 549.8 405.9 333.3 264.6 248.4 -3.93 -4.88 -2.90
2. 石炭鉱業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -17.84 -7.08 -2.74
3. その他鉱業 0.8 0.6 0.4 0.2 0.2 0.1 0.1 -8.04 -3.88 -8.84
4. 建設業 9.7 11.5 14.9 20.8 28.2 21.4 24.9 4.39 6.61 -1.21
5. 食料品製造業 17.5 24.5 16.2 11.7 9.5 8.6 7.0 -0.77 -5.18 -3.06
6. 繊維製造業 15.6 16.8 23.1 15.4 16.6 13.5 13.0 3.97 -3.26 -2.42
7. 衣服・その他繊維製品製造業 2.6 4.3 4.2 4.2 4.2 3.7 3.9 4.76 0.01 -0.78
8. 木材・木製品製造業 2.8 3.6 2.7 2.1 2.1 1.5 1.6 -0.34 -2.83 -2.59
9. 家具・備品製造業 1.7 3.0 2.7 2.2 2.2 1.8 1.8 4.92 -1.90 -2.05
10.パルプ・紙製造業 1.3 2.1 1.4 1.2 1.0 0.7 0.8 0.97 -3.39 -1.59
11.出版印刷業 0.9 2.0 2.0 2.2 2.5 2.1 2.1 8.83 2.46 -2.09
12.化学製品製造業 0.4 0.3 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 -4.81 -8.28 -3.73
13.石油製品製造業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -3.94 3.38 2.13
14.石炭製品製造業 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -7.52 1.69 -2.29
15.ゴム製品製造業 0.1 0.3 0.6 0.5 0.5 0.5 0.3 15.93 -1.11 -5.82
16.皮革製品製造業 0.7 1.4 1.4 1.3 1.3 1.1 1.2 6.52 -0.46 -0.69
17.窯業・土石製造業 4.2 3.4 4.6 4.3 4.3 3.1 3.3 0.78 -0.57 -2.79
18.鉄鋼業 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.3 0.2 12.02 -0.15 -2.50
19.非鉄金属業 0.0 0.1 0.3 0.2 0.3 0.4 0.3 24.97 1.46 -0.11
20.金属製品製造業 3.0 4.1 8.8 7.7 8.8 6.1 5.7 11.44 -0.04 -4.20
21.一般機械製造業 3.8 4.3 5.4 5.0 6.2 4.6 4.0 3.59 1.31 -4.19
22.電気機械製造業 1.0 0.9 0.9 1.0 0.9 0.9 0.9 -1.63 0.45 -0.34
23.自動車製造業 2.0 5.2 3.8 3.7 3.5 3.4 3.9 6.79 -0.74 1.09
24.その他輸送機械製造業 2.7 3.3 1.5 1.7 1.7 1.6 0.8 -6.04 1.30 -6.60
25.精密機械製造業 1.6 1.6 1.1 0.9 1.0 0.7 0.6 -3.71 -1.29 -4.68
26.その他製造業 3.9 5.2 4.8 4.2 4.0 3.4 3.4 2.14 -1.76 -1.58
27.鉄道輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
28.道路輸送 1.5 2.4 1.7 2.8 3.3 2.6 2.7 0.97 7.03 -2.09
29.水運輸送 0.6 1.2 0.6 0.4 0.4 0.2 0.2 -0.04 -3.56 -7.72
30.航空輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
31.倉庫およびその他輸送 0.2 0.3 0.2 0.3 0.4 0.3 0.3 0.25 6.21 -3.41
32.通信業 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 10.69 13.61 7.50
33.電気業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
34.ガス業 0.6 0.9 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 -7.58 1.03 0.00
35.水道業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
36.卸・小売業 101.4 122.2 121.6 113.4 115.3 86.2 81.9 1.83 -0.53 -3.36
37.金融保険業 0.6 0.6 0.7 0.6 0.6 0.6 0.5 2.29 -1.04 -2.05
38.不動産業 0.4 1.7 2.8 3.2 4.7 4.8 6.1 21.50 5.47 2.54
39.教育 0.2 0.3 0.3 0.3 0.2 0.1 0.2 6.29 -1.96 -4.66
40.研究 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
41.医療・保健・社会保障 3.1 4.9 5.8 6.1 7.2 7.2 8.0 6.40 2.13 1.07
42.その他サービス 40.6 47.9 63.6 67.5 76.4 67.8 72.0 4.59 1.86 -0.59
43.公務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
産業 1047.0 931.2 848.4 691.7 641.8 514.3 500.6 -2.08 -2.75 -2.45
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学歴別就業者数

表 4.19は学歴別就業者数である。資料の都合上、雇用者のみで男子は学歴 4階級、女子は 2階級に分か
れる。

男女ともに義務教育段階の教育しか受けていない雇用者と、それ以上の高等教育を受けた雇用者のシェ

アが逆転するのは、1970年代の前半であることがわかる。男子の場合、1990年における学歴の中心は「2.
旧中学・新高校卒」にある。一方、「4.新旧大学・大学院卒」の雇用者も高い伸びを示しており、全期間平
均での平均成長率は最大となっている。女子の場合も高学歴層は順調に増加しているが、3期間に分けて
男子と比較してみると、男子の高学歴層ののびは年々鈍化しつつあるが、女子は依然として高い伸びを維

持しつつあるのが特徴である。

表 4.19: 学歴別就業者数
（単位：万人）

就業者数 平均成長率（％）
学歴 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90
雇用者・男子
1. 旧小学・新中学卒 996.5 1145.7 1091.7 1048.0 919.0 781.6 663.2 0.92 -1.71 -3.21
2. 旧中学・新高校卒 518.1 691.8 928.5 1137.6 1256.8 1414.7 1583.3 6.01 3.07 2.34
3. 高専・短大卒 112.8 102.1 107.6 104.7 110.8 133.6 178.0 -0.46 0.29 4.85
4. 新旧大学・大学院卒 146.9 217.0 326.1 444.9 576.3 711.8 844.3 8.30 5.86 3.89

雇用者・女子
1. 旧小学・新中学卒 399.4 518.8 504.5 496.1 475.4 459.7 387.9 2.36 -0.59 -2.01
2. 旧中学・新高校卒以上 363.4 440.0 658.5 768.6 968.7 1255.6 1597.6 6.12 3.94 5.13

年齢別就業者数

表 4.20は年齢別就業者数である。就業者総数では、第 1年齢階級が減少傾向なのを除けば、全ての年齢
階級で増加傾向である。しかしその平均成長率は若年者の方がより小さい。特に第 1・第 2年齢階級につ
いては、第 2期における減少が著しい。このような年齢階級ごとの増加率の違いの結果として、1960年に
は就業者全体に対し若年者のシェアが大きかったのに対して、1990年にはその中心が中高年者に移ったこ
とが観察できる。

次に就業形態別にみてみると、雇用者の就業者数の変化は基本的に就業者総数の傾向と同じであるが、

平均成長率ははるかに大きく、特に中高年者の増加が著しい。一方、自営業者は高年齢者を除いてはほぼ

全ての年齢階級で減少傾向である。家族従業者も自営業主と同様の傾向を示しており、若年者の減少が特

に著しいということも特徴であろう。
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表 4.20: 年齢別就業者数
（単位：万人）

就業者数 平均成長率（％）
年齢階級 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90
就業者総数
1. 15-19歳 487.2 427.3 340.9 188.0 161.0 159.9 182.2 -3.51 -7.23 1.25
2. 20-24歳 678.1 732.6 850.6 682.7 582.5 611.3 684.6 2.29 -3.72 1.63
3. 25-29歳 626.3 618.8 670.2 786.9 681.3 601.2 670.7 0.68 0.16 -0.16
4. 30-34歳 579.4 626.4 630.6 677.3 798.7 678.5 613.2 0.85 2.39 -2.61
5. 35-39歳 465.3 602.1 655.1 658.8 726.1 849.8 752.1 3.48 1.03 0.35
6. 40-44歳 389.5 484.1 610.6 675.0 689.3 760.7 903.7 4.60 1.22 2.74
7. 45-49歳 373.4 395.5 483.3 611.2 673.9 689.0 781.6 2.61 3.38 1.49
8. 50-54歳 315.4 363.5 379.7 456.1 582.4 634.5 681.8 1.87 4.37 1.59
9. 55-59歳 252.0 289.0 324.0 333.6 404.2 501.3 583.3 2.55 2.23 3.74
10. 60-64歳 179.5 209.3 238.4 257.0 257.4 294.0 362.2 2.88 0.77 3.47
11. 65歳- 192.3 211.0 259.7 270.7 309.0 324.0 356.6 3.05 1.76 1.44

うち、雇用者
1. 15-19歳 399.6 381.4 307.8 176.0 151.4 153.7 175.5 -2.58 -6.85 1.49
2. 20-24歳 513.5 628.5 741.3 620.2 540.2 583.7 656.5 3.74 -3.11 1.97
3. 25-29歳 407.8 458.8 526.8 662.5 588.1 549.5 621.7 2.59 1.11 0.56
4. 30-34歳 329.9 406.9 438.3 523.4 636.7 578.2 530.1 2.88 3.80 -1.82
5. 35-39歳 239.2 360.5 422.2 473.4 554.7 695.2 619.0 5.85 2.77 1.10
6. 40-44歳 184.8 265.5 376.1 460.6 503.2 609.1 741.3 7.37 2.95 3.95
7. 45-49歳 167.5 201.1 276.2 399.3 470.1 528.7 621.7 5.13 5.46 2.83
8. 50-54歳 128.9 172.7 201.0 278.1 385.3 459.5 515.5 4.54 6.72 2.95
9. 55-59歳 83.4 119.0 154.5 183.9 239.7 327.4 411.2 6.36 4.49 5.54
10. 60-64歳 49.0 70.5 96.1 122.8 125.6 151.6 214.3 6.97 2.71 5.49
11. 65歳- 33.5 50.7 76.4 99.9 112.0 120.4 147.5 8.59 3.89 2.79

うち、自営業主
1. 15-19歳 3.9 3.6 2.4 1.3 1.6 1.1 1.4 -4.81 -3.80 -1.57
2. 20-24歳 15.2 15.0 18.1 12.0 10.6 7.3 8.6 1.75 -5.25 -2.09
3. 25-29歳 40.0 36.2 48.5 45.1 35.0 18.7 18.9 1.95 -3.20 -5.99
4. 30-34歳 89.0 79.5 88.8 78.1 83.3 50.3 41.5 -0.02 -0.64 -6.74
5. 35-39歳 114.9 115.7 122.7 101.3 99.5 92.0 77.1 0.65 -2.07 -2.51
6. 40-44歳 114.1 111.5 129.3 124.7 112.2 96.0 104.6 1.26 -1.41 -0.70
7. 45-49歳 126.5 109.8 119.0 126.3 128.2 103.4 103.8 -0.61 0.75 -2.10
8. 50-54歳 126.5 116.8 111.3 107.9 123.1 115.1 109.3 -1.28 1.02 -1.19
9. 55-59歳 118.2 112.2 111.7 96.9 102.6 113.3 113.0 -0.57 -0.85 0.97
10. 60-64歳 91.8 95.3 97.2 90.4 85.9 92.0 95.2 0.58 -1.23 1.04
11. 65歳- 114.2 117.2 129.0 121.8 134.9 143.4 143.6 1.23 0.44 0.63

うち、家族従業者
1. 15-19歳 83.7 42.2 30.8 10.7 8.0 5.2 5.3 -9.53 -12.63 -3.92
2. 20-24歳 149.3 89.1 91.2 50.5 31.7 20.2 19.5 -4.81 -10.03 -4.73
3. 25-29歳 178.6 123.8 94.9 79.3 58.2 33.1 30.0 -6.13 -4.78 -6.40
4. 30-34歳 160.5 140.1 103.5 75.8 78.7 49.9 41.6 -4.30 -2.70 -6.17
5. 35-39歳 111.1 125.9 110.2 84.2 71.9 62.5 55.9 -0.08 -4.18 -2.48
6. 40-44歳 90.6 107.1 105.2 89.8 73.9 55.5 57.7 1.50 -3.47 -2.44
7. 45-49歳 79.4 84.5 88.2 85.7 75.5 56.9 56.2 1.06 -1.54 -2.91
8. 50-54歳 60.0 74.1 67.4 70.1 74.0 59.9 57.0 1.17 0.94 -2.58
9. 55-59歳 50.3 57.7 57.8 52.9 61.9 60.6 59.1 1.40 0.68 -0.46
10. 60-64歳 38.8 43.5 45.1 43.9 45.9 50.5 52.7 1.53 0.18 1.38
11. 65歳- 44.6 43.2 54.2 49.0 62.1 60.2 65.5 1.97 1.37 0.52
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4.3 労働時間の推計

労働時間データの推計手順は大きく 3段階に分かれており、まず「賃金構造基本統計調査」を整備する
ことから始まる。次に、「賃金構造基本統計調査」で欠けている産業をその他の資料から推計し、最後に

「労働力調査」より自営業主・家族従業者についてのデータを得て、両者の就業時間を推計する。この節で

は労働時間データの具体的な推計手順について詳述していく。そして最後に推計された就業時間を観察す

ることにする。

4.3.1 「賃金構造基本統計調査」の整備

初めに就業形態の内、雇用者について説明する。雇用者の労働時間のデータは、主として「賃金構造基

本統計調査」から得ることができる。

「賃金構造基本統計調査」は主要産業に雇用されている労働者についてその賃金・労働時間等の実態を

あきらかにし、詳細な賃金構造をとらえることを目的としている。しばしばその調査規模の大きさから、

「賃金センサス」とも呼ばれるが、「国勢調査」と違って全数調査ではない。ところで、「賃金構造基本統計

調査」が調査対象としている「労働者」とは、労働基準法第 9条にいう「労働者」をさし、法人、団体、組
合の代表又は執行機関である重役でも、業務執行権や代表権をもたず、工場長、部長などの役職にあって、

一般労働者と同じ賃金規則によって賃金を受ける場合には「労働者」とされる。また家族従業者でも、他

の労働者と同じように勤務し、しかも、同じ様な給与を受けている者は、「労働者」に含まれる。ただし、

船員法第 1条の規定による船員は調査対象から除外されている。
調査の対象となる産業は、農林水産業および非現業公務を除く全産業である。ただし、全産業のデータ

が利用できるのは、せいぜい日本標準産業分類・大分類レベルまでである。日本標準産業分類・中分類レベ

ルのデータに関しては特掲産業のみ利用することができる。「賃金構造基本統計調査」においては、性別、

産業別、規模別、年齢別、最終学歴別等の属性について労働者数、所定内実労働時間数、超過実労働時間

数、現金給与額、年間賞与等のデータが得られる。

求めたい労働時間データとしては、産業中分類レベル・企業規模合計から、“所定内実労働時間数”に

“超過実労働時間数”を足した“全実労働時間数（月当たり）”を用いることにする。

ただし、「賃金構造基本統計調査」の利用には、以下のような問題点がある。

• 従業員 5人以下の零細な事業所に雇用されている就業者のデータは取り落とされている。

• 当然のことながら、「賃金構造基本統計調査」で利用できるデータは、就業形態の内、雇用者のみで
ある。

また掲載されている産業にも偏りがあり、総ての産業についてデータが利用できるわけではない。した

がって「賃金構造基本統計調査」に掲載されていない産業に関しては、別途推計する必要がある。
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4.3.2 「賃金構造基本統計調査」以外の資料の利用 (1)

「賃金構造基本統計調査」以外で労働時間データの調査をおこなっている統計としては、「労働力調査」、

「毎月勤労統計調査」などがある。

「毎月勤労統計調査」

「毎月勤労統計調査」では産業大中分類および特掲産業について常用労働者について平均月間実労働時

間を調査している。ただし、調査対象となっている産業は「賃金構造基本統計調査」と同じなので、農林

水産業および現業公務は調査対象には含まれない。「毎月勤労統計調査」より労働時間数を得た産業は表

4.21の通りである。

表 4.21: 「毎月勤労統計調査」労働時間
「産業大中分類、性別

1人平均月間実労働時間数」
産業 利用可能年
石油・石炭製品 1960-1992年
なめし革 1960-1992年

表 4.21: 「毎月勤労統計調査」労働時間（続）
「特掲産業における常用労働者

1人平均月間実労働時間数」
産業 利用可能年
石炭・亜炭鉱業 1960-74,1983-92年
自動車・同附属品製造業 1960-92年
電気業 1960-92年
国有鉄道業 1960-75年 1

民営鉄道業 1960-75年
公営鉄道業 1960-75年
鉄道業 1977-92年
民営旅客自動車（鉄道兼営） 1961-67年 2

民営旅客自動車（除鉄道兼営） 1961-67年
道路旅客運送業 1968-92年
道路貨物運送業 (1) 1960-67年
貨物運送取扱業 (2) 1960-67年
道路貨物運送業 1968-92年
運輸に付帯するサービス業 1988-92年
通信業 1965,1970-92年
郵便業 1960-74年
電信電話業 1960-74年
社会保険・社会福祉 1980-92年
学術研究機関 1980-92年
1 各鉄道業の集計は生産額ウェイト
2 貨物・旅客の集計は生産額ウェイト

ここで、「産業大中分類、性別 1人平均月間実労働時間数」に関しては、男女別に生産労働者、管理事務
労働者、およびその合計について、所定内労働時間、所定外労働時間およびそれらの和の総実労働時間を

得ることができる。次に「特掲産業における常用労働者 1人平均月間実労働時間数」では、総実労働時間
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と所定外労働時間を得ることができる51。

「賃金構造基本統計調査」に掲載されていない産業については、この「毎月勤労統計調査」ベースの平

均実労働時間に、「賃金構造基本統計調査」から得られるおのおのの産業が属している大分類レベルの格差

率（例えば、自動車製造業の場合なら、製造業の性×年齢×学歴間格差率）をかけてやることで、「賃金構

造基本統計調査」で利用できるデータに準ずるデータを推計した。

「労働力調査」

「労働力調査」からは、農林水産業、公務等の産業に属する就業者の性×就業形態別労働時間データを

得ることが出来る52。「労働力調査」で得られる産業は表 4.22の通り。

表 4.22: 「労働力調査」労働時間
産業別おもな仕事の週間平均就業時間数
産業 利用可能年
農業 1968-92年
林業 1968-92年
農林業 1956-70年
漁業 1956-92年
鉱業 1956-92年
建設業 1956-92年
製造業 1956-92年
運輸・通信、電気・ガス・水道業 1956-92年
電気・ガス・熱供給・水道業 1965-92年
運輸通信業 1965-92年
卸・小売、金融・保険、不動産業 1956-92年
卸売・小売業 1968-92年
金融・保険、不動産業 1968-92年
サービス業 1956-92年
公務 1956-92年

表 4.22よりわかるように、「労働力調査」から得られる産業は、日本標準産業分類で大分類レベルの産
業である。KDB産業分類「1.農林水産業」のように、農業・林業・漁業を集計する必要がある産業の場合
は、同じく「労働力調査」から得た産業別就業者数をウェイトとして集計をおこなう。

次に、「1.農林水産業」や「43.公務」のように「労働力調査」でしか労働時間を調査していない産業に
ついては、「賃金構造基本統計調査」の「全産業」53における、年齢×学歴間格差率を性別にかけてやるこ

とで、「賃金構造基本統計調査」に準ずる労働時間データを推計した。

『屋外労働者職種別賃金調査報告』

運輸業のうち、「29.水運輸送」に就業する雇用者の労働時間を推計するために、『屋外労働者職種別賃金
調査報告』における港湾労働者に関する調査を用いた。

「屋外労働者職種別賃金調査」は指定統計で、労働大臣官房製作調査部統計調査第二課が毎年実施する

調査であり、その目的は、建設業及び港湾運送関係事業に雇用される労働者の賃金を職種別に調査し、そ

の実態を明らかにすることとされている。

51ただし、どちらの表とも、事業所規模 30人以上についてのみ、1960年からデータを利用することができる。
52ただし、自営業主および家族従業者のデータが掲載されるのは 1968年以降である。詳しくは、第 4.3.3を参照。
53「賃金構造基本統計調査」では、日本標準産業分類・大分類で「D.鉱業」から「L.サービス業」までの産業平均を「全産業」平
均のデータとしている。
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「屋外労働者職種別賃金調査」は、昭和 23年 11月から昭和 26年 2月まで「日雇労務者賃金調査」、昭
和 26年 8月から昭和 27年 5月までは「屋外労務者職業別賃金調査」、昭和 27年 11月から昭和 39年 9月
までは「職業別賃金調査（乙調査）」と名称が変遷し、昭和 39年 9月からは現行の名称になっている。な
お、昭和 60年以降は道路貨物運送業、貨物運送取扱業及び梱包業が調査対象産業から外され、現在では、
「建設業」と「港湾運送業およびその他の運輸に付帯するサービス業の内、検数業」（「港湾運送関係事業」

と称される）のみとなっている。

調査対象は、上の産業に属する民営の事業所であって 5人以上（港湾運送関係事業においては 10人以
上）の常用雇用者を雇用する事業所のうち、無作為抽出で抽出された約 17000事業所（平成 7年度調査の
場合、建設業約 16000、港湾運送関係事業約 1000事業所）と、それらの事業所に雇用される労働者で、調
査対象の職種に該当する者のうち、無作為抽出で抽出された労働者約 157000人（平成 7年度調査の場合、
建設業約 141000、港湾運送関係事業約 16000人）が対象となっている。
『屋外労働者職種別賃金調査報告』では、港湾運送関係事業に就業する労働者のうち、ウインチマン、

デッキマン、船内荷役作業員、沿岸荷役作業員、陸上荷役作業員、はしけ長54、検数員、雑役の職種につ

いて、1人 1日平均現金給与額、1人 1月平均実労働日数、1人 1日平均実労働時間、労働者数の調査をお
こなっている。

第 1表「職種、企業規模、雇用形態、賃金形態別決まって支給する現金給与額、労働日数、労働時間数
および労働者数」より企業規模・職種合計数値欄の 1人 1月平均実労働日数、1人 1日平均実労働時間を
得て、両者をかけることで月当たり実労働時間を算出する。次に、それらと運輸業における平均実労働時

間との格差率を求め、その格差率を「賃金構造基本統計調査」「運輸業」性×年齢×学歴別実労働時間にか

けることで、「29.水運輸送」における実労働時間とした。

「賃金構造基本統計調査」・職種別調査

運輸業のうち、「30.航空輸送」に就業する雇用者の労働時間を推計するために用いた資料は、「賃金構造
基本統計調査」の職種別調査である。職種別調査は「賃金構造基本統計調査」が始まって以来おこなわれ

ている調査であるが、その調査範囲となる職種はその時々にあわせて変遷している。職種別調査の中で航

空輸送に属する職種としては、航空機操縦士と航空機客室乗務員があげられる55。

そこで職種別調査より、第 1表「職種、年齢階級別決まって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間
賞与その他特別給与額」を得て、企業規模・年齢階級総数56の数値欄より、上の 2つの職種について実労働
時間を得、次にそれらを集計したもの57と運輸業全体との格差率を求め、それを水運輸送の場合と同じよ

うに、「賃金構造基本統計調査」「運輸業」性×年齢×学歴別実労働時間にかけることで推計をおこなった。

なお推計の際に使用した労働時間格差率は表 4.2358の通りである。

54はしけに乗り込み、はしけの航行、積み荷の保全などをする作業に従事する者で、船舶、引船及び通船の乗務員は含まれない。
船頭などが該当する。

55航空機操縦士は男子についてのみ、航空機客室乗務員については女子についてのみ調査がおこなわれている。職種別調査として
は、両者とも 1980年以降（ただし航空機操縦士については、1981・1988年を除く）利用可能である。

56年齢階級を総数ベースでしか捉えなかったのは、各年齢階級を代表するサンプル数が小さいことと、職種の性格上、就業者が若
手に集まっているために、それらをそのまま使用することでバイアスが生じるのを避けるためである。

57この時、両者の集計に用いたウェイトは、労働者数である。
58同表は「運輸業総計」の総実労働時間を 1とした時、各運輸産業の総実労働時間が何倍になるか推計したものである。
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表 4.23: 運輸業間労働時間格差率
27.鉄道輸送 28.道路輸送 29.水運輸送 30.航空輸送 31.倉庫および

その他輸送
1960 0.93967 1.05352 1.05556 1.00000 0.91418
1961 0.93484 1.05377 1.05556 0.98519 0.91418
1962 0.94662 1.04747 1.05556 0.97080 0.91418
1963 0.95195 1.04332 1.05556 0.95683 0.91418
1964 0.94740 1.03928 1.05556 0.94326 0.91418
1965 0.94442 1.04138 1.05556 0.93007 0.91418
1966 0.93802 1.04482 1.05556 0.91724 0.91418
1967 0.93946 1.03987 1.05556 0.90476 0.91418
1968 0.94723 1.04524 1.05556 0.89262 0.91418
1969 0.93969 1.05181 1.05556 0.88079 0.91418
1970 0.93268 1.05619 1.05556 0.86928 0.91418
1971 0.93093 1.06077 1.05556 0.85806 0.91418
1972 0.93952 1.06263 1.04323 0.84713 0.91418
1973 0.92402 1.05817 1.03762 0.83648 0.91418
1974 0.92352 1.05580 1.03623 0.82609 0.91418
1975 0.92260 1.06526 1.01709 0.81595 0.91418
1976 0.92713 1.08442 0.98384 0.80606 0.91418
1977 0.93167 1.09197 1.01562 0.79641 0.91418
1978 0.92729 1.09429 1.01595 0.78698 0.91418
1979 0.91407 1.09501 1.00258 0.77778 0.91418
1980 0.91002 1.09398 1.00803 0.76879 0.91418
1981 0.91300 1.09833 1.00967 0.76000 0.91418
1982 0.91059 1.10599 1.00415 0.76393 0.91418
1983 0.89729 1.08499 0.99713 0.77608 0.91418
1984 0.89181 1.12876 1.00803 0.75314 0.91418
1985 0.87885 1.09947 0.99969 0.77696 0.91418
1986 0.86972 1.10811 0.99844 0.75795 0.91418
1987 0.88554 1.09927 0.98007 0.75069 0.91418
1988 0.90056 1.10314 0.97971 0.76167 0.91418
1989 0.89602 1.09009 0.98532 0.77264 0.92661
1990 0.91172 1.07633 0.99969 0.74974 0.93134
1991 0.94409 1.06493 1.01853 0.76696 0.92918
1992 0.94526 1.05921 1.02959 0.80077 0.93279

以上の作業によって、就業形態のうち、雇用者については、性×年齢×産業×就業形態×最終学歴別に

「賃金構造基本統計調査」ベースの実労働時間（月当たり）を得ることができた。

4.3.3 自営業主・家族従業者の就業時間

自営業主・家族従業者の就業時間について調査しているものに「労働力調査」がある。「労働力調査」で

は、産業×性×就業形態59別に平均週間就業時間を調査している。就業形態としては、雇用者（役員を含

む）、自営業主、家族従業者別に労働時間データを得ることができるが、自営業主、家族従業者のデータが

公表されるようになったのは、1968年以降である60。

前述したように「労働力調査」では、農林水産業および公務61についても調査をおこなっているので、こ

れらの産業についても労働時間データが利用できる。

自営業主・家族従業者の労働時間データは以下のようにして推計した。すなわち、

1. 「労働力調査」ベースで産業別に雇用者-自営業主間、雇用者-家族従業者間実労働時間格差率を求
める。

59表側名称としては、「従業上の地位」である。
60それ以前は、就業形態「総数」と「うち、雇用者」という形式で公表されていた。
61ただし「公務」には、定義上、自営業主・家族従業者は存在しない。
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2. 上で求めた格差率を「賃金構造基本統計調査」ベースの雇用者労働時間データにおのおのかけてやる
ことで、自営業主・家族従業者の労働時間データを定義する。

表 4.22のように、「労働力調査」からは日本標準産業分類・大分類ベースで実労働時間を得ることができ
る。これらの大分類ベースで得られる性×就業形態別実労働時間データを利用すれば、性×産業別に雇用

者-自営業主、および雇用者-家族従業者間の実労働時間格差率（これを、「就業形態間実労働時間格差率」
と呼ぶことにする）を計算することができる。

表 4.24: 大分類コード対応表
産業 大分類コード KDBコード (43部門分類)

農林水産業 A,B,C 1
鉱業 D 2,3
建設業 E 4
製造業 F 5-26
電気ガス水道業 G 33-35
運輸通信業 H 27-32
卸売小売業 I 36
金融保険業 J 37
不動産業 K 38
サービス業 L 39-42

日本標準産業分類・大分類と KDB産業分類（43部門）は表 4.24のように対応している。「労働力調査」
から得られる就業形態間実労働時間格差率は、表 4.24の第 1列の産業別に得ることができる。
最後に求めた就業形態間実労働時間格差率を表 4.24の第 3列のように、「賃金構造基本統計調査」ベース

の雇用者の実労働時間62にかけてやることで、自営業主、家族従業者についても性×年齢×産業別実労働

時間を推計することができる63。なお、推計された就業形態間実労働時間格差率は表 4.2564の通り。

62このとき、かける「賃金構造基本統計調査」ベース・雇用者の実労働時間は、学歴平均を用いることにする。
63この際、作業仮説として、就業形態間実労働時間格差率は雇用者実労働時間を学歴平均にとれば、年齢間、そして大分類ベース
の産業間で一定と仮定していることになる。この作業仮説が適切であるかどうかは、現状で利用できる資料からは検証することは難
しい。

64同表は産業別に雇用者の実労働時間を 1とした時、各就業形態間の実労働時間が何倍になるか推計したものである。
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表 4.25: 労働時間格差率
男子 (1)

農林水産業 鉱業 建設業 製造業
自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者

1960 0.9263 0.9228 0.9582 0.9503 1.0019 0.9844 1.0894 1.0408
1961 0.9326 0.9291 0.9523 0.9444 1.0019 0.9844 1.0978 1.0488
1962 0.9033 0.8998 0.9543 0.9464 1.0000 0.9825 1.0917 1.0429
1963 0.8861 0.8827 0.9524 0.9445 0.9999 0.9824 1.0896 1.0409
1964 0.8919 0.8885 0.9524 0.9445 1.0019 0.9844 1.0917 1.0430
1965 0.8632 0.8599 0.9543 0.9464 1.0019 0.9844 1.0918 1.0431
1966 0.8791 0.8758 0.9563 0.9483 0.9979 0.9805 1.0918 1.0430
1967 0.9160 0.9125 0.9544 0.9464 1.0000 0.9825 1.0939 1.0450
1968 0.9429 0.9393 0.9525 0.9446 1.0019 0.9844 1.0959 1.0470
1969 0.9229 0.9180 0.9844 0.9728 1.0000 0.9826 1.0959 1.0431
1970 0.9143 0.9251 0.9586 0.9310 1.0039 0.9748 1.0923 1.0432
1971 0.9158 0.9283 0.9361 0.9676 1.0000 0.9738 1.1024 1.0477
1972 0.9264 0.9445 0.9139 1.0039 0.9961 0.9728 1.1127 1.0523
1973 0.9479 0.9258 0.9767 0.9322 1.0097 0.9689 1.1187 1.0423
1974 0.9464 0.9453 0.9802 0.8730 1.0040 0.9782 1.1162 1.0581
1975 0.9173 0.9203 0.9702 0.8887 1.0020 0.9675 1.1207 1.0668
1976 0.9189 0.9193 0.8728 0.9765 0.9920 0.9539 1.1250 1.0604
1977 0.9221 0.9290 0.9414 0.9657 1.0020 0.9583 1.1196 1.0598
1978 0.9291 0.9136 0.8577 0.8758 0.9960 0.9427 1.1189 1.0492
1979 0.9107 0.8976 0.9301 0.9062 1.0040 0.9327 1.1161 1.0692
1980 0.8990 0.8953 1.0041 0.9918 1.0000 0.9386 1.1240 1.0630
1981 0.8893 0.8802 0.8809 0.9918 0.9901 0.9269 1.1093 1.0364
1982 0.8880 0.8756 0.9779 1.0121 0.9842 0.9467 1.1113 1.0304
1983 0.8583 0.8656 0.9260 0.9940 0.9843 0.9333 1.0962 1.0321
1984 0.8858 0.8914 0.9483 1.0159 0.9804 0.9472 1.0882 1.0240
1985 0.8819 0.8872 0.8782 0.9321 0.9784 0.9255 1.0876 1.0159
1986 0.8679 0.8851 0.8855 0.9448 0.9786 0.9376 1.0884 1.0281
1987 0.8601 0.8773 0.9800 0.9499 0.9768 0.9344 1.0797 1.0299
1988 0.8739 0.8883 0.9344 1.1431 0.9788 0.9231 1.0786 1.0157
1989 0.8619 0.8660 0.7939 1.2727 0.9942 0.9402 1.0751 1.0217
1990 0.8710 0.8869 0.9598 0.9398 0.9921 0.9430 1.0743 1.0462
1991 0.8925 0.9044 0.9713 1.2320 0.9940 0.9340 1.0838 1.0286
1992 0.8876 0.8925 1.0208 1.2058 0.9939 0.9409 1.0761 1.0275
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表 4.25: 労働時間格差率（続）
男子 (2)

運輸通信業 卸売小売業 金融保険不動産業 サービス業
自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者

1960 1.0386 0.9376 1.1210 1.0637 0.9809 1.0838 1.0446 1.0466
1961 1.0386 0.9376 1.1232 1.0658 0.9828 1.0860 1.0489 1.0509
1962 1.0406 0.9395 1.1241 1.0667 0.9836 1.0868 1.0447 1.0467
1963 1.0386 0.9376 1.1267 1.0692 0.9859 1.0894 1.0425 1.0446
1964 1.0386 0.9376 1.1248 1.0674 0.9843 1.0876 1.0425 1.0446
1965 1.0406 0.9395 1.1231 1.0657 0.9828 1.0859 1.0425 1.0446
1966 1.0386 0.9376 1.1210 1.0638 0.9810 1.0839 1.0404 1.0424
1967 1.0387 0.9377 1.1215 1.0642 0.9814 1.0844 1.0446 1.0466
1968 1.0408 0.9379 1.1220 1.0647 0.9818 1.0848 1.0488 1.0508
1969 1.0602 1.0544 1.1206 1.0853 0.9002 0.9401 1.0633 1.0612
1970 1.0626 1.0802 1.1308 1.0748 0.9095 0.9537 1.0471 1.0799
1971 1.0699 1.1280 1.1331 1.0872 0.8843 0.9145 1.0472 1.0698
1972 1.0772 1.1762 1.1353 1.0996 0.8592 0.8753 1.0473 1.0597
1973 1.0672 1.0198 1.1453 1.0925 0.8833 0.8652 1.0558 1.0744
1974 1.0601 1.0621 1.1525 1.1042 0.8871 1.0282 1.0397 1.0668
1975 1.0736 1.0429 1.1487 1.1174 0.8528 0.9346 1.0449 1.0577
1976 1.0626 1.0263 1.1308 1.1000 0.8276 0.9878 1.0190 1.0738
1977 1.0805 1.0463 1.1309 1.0911 0.8614 0.9177 0.9958 1.0167
1978 1.1046 1.1992 1.1236 1.0524 0.9042 1.0080 0.9938 1.0435
1979 1.0838 0.9900 1.1278 1.0526 0.9137 0.8594 1.0146 1.0500
1980 1.0694 1.0774 1.1358 1.0585 0.8688 0.6899 1.0167 1.0250
1981 1.0474 1.0652 1.1215 1.0393 0.8775 0.9862 0.9959 0.9855
1982 1.0415 0.9447 1.1271 1.0523 0.8809 0.8125 0.9979 0.9774
1983 1.0214 0.9805 1.1206 1.0390 0.8571 0.9903 0.9898 0.9593
1984 1.0368 0.9264 1.1150 1.0445 0.8593 0.7842 0.9959 0.9755
1985 1.0345 1.0192 1.1128 1.0407 0.8378 0.8473 0.9898 0.9715
1986 1.0441 1.0460 1.1183 1.0222 0.8525 1.0402 0.9939 0.9755
1987 1.0361 0.9127 1.1105 1.0129 0.8466 0.8333 0.9878 0.9675
1988 1.0264 1.0132 1.1125 1.0129 0.8295 0.8144 0.9858 0.9858
1989 1.0265 1.0416 1.1192 1.0391 0.8603 0.7964 0.9816 1.0061
1990 1.0248 0.9637 1.1274 1.0475 0.8592 0.8388 0.9938 0.9938
1991 1.0252 1.0485 1.1431 1.0522 0.8967 0.7893 0.9833 0.9833
1992 1.0298 0.9761 1.1528 1.0675 0.8901 0.8436 0.9850 0.9850
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表 4.25: 労働時間格差率（続）
女子 (1)

農林水産業 鉱業 建設業 製造業
自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者

1960 0.8039 0.8797 0.6459 0.6395 0.8615 0.7576 0.6734 0.9096
1961 0.8502 0.9304 0.6537 0.6472 0.8596 0.7559 0.6654 0.8988
1962 0.8285 0.9066 0.6465 0.6402 0.8616 0.7576 0.6814 0.9203
1963 0.8134 0.8901 0.6568 0.6503 0.8557 0.7525 0.6811 0.9199
1964 0.8226 0.9002 0.6565 0.6500 0.8557 0.7524 0.6808 0.9195
1965 0.8029 0.8786 0.6522 0.6458 0.8576 0.7541 0.6790 0.9171
1966 0.7985 0.8738 0.6410 0.6347 0.8556 0.7524 0.6786 0.9166
1967 0.8252 0.9030 0.6474 0.6410 0.8469 0.7447 0.6770 0.9144
1968 0.8542 0.9348 0.6538 0.6473 0.8382 0.7371 0.6754 0.9123
1969 0.8548 0.9448 0.8811 0.7176 1.0629 0.7258 0.6799 0.9095
1970 0.8076 0.9090 0.8632 0.7906 1.0273 0.6932 0.6918 0.9180
1971 0.8416 0.9358 0.7272 0.6630 0.9502 0.6980 0.6920 0.9096
1972 0.8770 0.9636 0.5863 0.5310 0.8739 0.7027 0.6921 0.9011
1973 0.8775 0.9714 0.7839 0.6352 1.1435 0.6682 0.6735 0.8889
1974 0.8529 0.9379 0.9207 0.6749 1.0186 0.6891 0.6798 0.8747
1975 0.8531 0.9405 1.1471 0.7677 0.8995 0.7105 0.6838 0.8665
1976 0.8488 0.9393 0.8314 0.5119 1.1981 0.6667 0.6813 0.8868
1977 0.8332 0.9282 0.9655 0.5517 1.0827 0.6785 0.6806 0.8889
1978 0.8068 0.9083 1.4421 0.8620 1.0094 0.6965 0.6628 0.9053
1979 0.8719 0.9696 0.9216 0.5775 0.9360 0.6730 0.6667 0.9091
1980 0.8486 0.9384 1.0845 0.7140 0.9026 0.6793 0.6706 0.9271
1981 0.8235 0.9204 1.0511 0.7289 0.7847 0.6699 0.6573 0.9038
1982 0.8106 0.9071 1.0197 0.7470 0.9712 0.6611 0.6659 0.8965
1983 0.8271 0.9206 1.0084 0.7829 0.8164 0.6473 0.6534 0.9087
1984 0.8646 0.9572 0.7143 0.5922 0.9078 0.6456 0.6564 0.9123
1985 0.8420 0.9396 0.9091 0.7386 0.9171 0.6537 0.6556 0.9216
1986 0.8396 0.9443 1.1668 0.9486 1.0098 0.6413 0.6690 0.9167
1987 0.8257 0.9240 1.1829 0.9617 0.9751 0.6642 0.6596 0.9031
1988 0.8184 0.9168 0.8043 0.6539 1.0000 0.6757 0.6596 0.9031
1989 0.8069 0.9144 0.8200 0.6667 0.9204 0.6891 0.6715 0.9161
1990 0.8138 0.9299 0.8593 0.6986 0.9470 0.6944 0.6789 0.9387
1991 0.7903 0.9145 0.9442 0.7676 0.8278 0.6864 0.6915 0.9428
1992 0.8328 0.9693 0.8389 0.6820 0.9373 0.6945 0.6937 0.9443
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表 4.25: 労働時間格差率（続）
女子 (2)

運輸通信業 卸売小売業 金融保険不動産業 サービス業
自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者 自営業主 家族従業者

1960 0.9809 0.7519 1.1435 1.0068 0.7663 0.8246 0.7421 0.8463
1961 0.9788 0.7502 1.1591 1.0205 0.7767 0.8358 0.7451 0.8497
1962 0.9831 0.7536 1.1466 1.0095 0.7684 0.8268 0.7498 0.8551
1963 0.9831 0.7535 1.1538 1.0158 0.7732 0.8320 0.7556 0.8617
1964 0.9831 0.7535 1.1611 1.0222 0.7781 0.8372 0.7556 0.8617
1965 0.9808 0.7518 1.1594 1.0208 0.7770 0.8360 0.7514 0.8570
1966 0.9853 0.7552 1.1645 1.0253 0.7804 0.8397 0.7508 0.8562
1967 0.9822 0.7529 1.1609 1.0221 0.7780 0.8371 0.7557 0.8619
1968 1.0022 0.7517 1.1572 1.0189 0.7755 0.8345 0.7607 0.8675
1969 1.0919 0.8049 1.1589 1.0297 0.7326 0.7730 0.7768 0.8755
1970 1.0158 0.7127 1.1631 1.0322 0.6599 0.6961 0.7763 0.8969
1971 1.1277 0.7309 1.1685 1.0500 0.6724 0.7146 0.7751 0.8920
1972 1.2414 0.7494 1.1740 1.0683 0.6851 0.7333 0.7738 0.8869
1973 1.0069 0.6397 1.1987 1.0804 0.6465 0.7953 0.7708 0.8966
1974 1.0501 0.6730 1.2005 1.0866 0.7049 0.8080 0.7780 0.9062
1975 0.9686 0.7198 1.1852 1.0903 0.6282 0.7129 0.7869 0.8782
1976 1.0863 0.6235 1.1709 1.0855 0.6581 0.7233 0.7755 0.8704
1977 1.0119 0.6238 1.1736 1.0903 0.6397 0.6882 0.7639 0.8611
1978 0.8301 0.6579 1.1671 1.0928 0.6134 0.7708 0.7791 0.8767
1979 1.0694 0.6794 1.1761 1.1056 0.6215 0.7056 0.7705 0.8782
1980 0.8138 0.6874 1.1848 1.1137 0.6168 0.6238 0.7553 0.8588
1981 0.9106 0.5942 1.1794 1.1268 0.5916 0.6218 0.7600 0.8494
1982 0.9022 0.6137 1.1715 1.1329 0.5524 0.6783 0.7754 0.8558
1983 0.9878 0.6204 1.1691 1.1471 0.5383 0.6357 0.7412 0.8518
1984 0.9830 0.6229 1.1807 1.1535 0.5691 0.5995 0.7381 0.8500
1985 0.9515 0.6553 1.1872 1.1502 0.6259 0.6097 0.7464 0.8412
1986 0.9420 0.6981 1.1827 1.1556 0.5684 0.6821 0.7310 0.8643
1987 0.8707 0.6561 1.1791 1.1542 0.5276 0.6544 0.7399 0.8496
1988 0.9310 0.6700 1.1800 1.1600 0.4862 0.6060 0.7314 0.8513
1989 1.1097 0.6160 1.1904 1.1726 0.5577 0.6536 0.7379 0.8762
1990 1.0485 0.6964 1.2228 1.1969 0.5542 0.6952 0.7649 0.9059
1991 1.1211 0.6881 1.2387 1.2334 0.4692 0.6641 0.7569 0.8847
1992 0.8272 0.6361 1.2372 1.2453 0.5885 0.6589 0.7806 0.8980

4.3.4 就業時間の推移

最後に推計された就業時間についてその推移について観察してみる。就業時間は基本的には、減少して

いるというのが趨勢である。これは時短傾向の定着を表していると言えよう。

産業別就業時間

表 4.26は産業別就業時間である。基本的にはどの産業においても時短傾向の進展は明らかであるが、産
業間によってその進展のスピードに違いがあることがわかる。一概に製造業は時短の進展が著しく、サー

ビス業は比較的進みにくいというのが傾向であろう。

就業形態別にみても同様の傾向が見て取れる。しかし、自営業主および家族従業者に関しては、第 4.3.3
節で求めたような格差率を用いて推計された就業時間であることは注意しておく必要がある。
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表 4.26: 産業別就業時間
就業者

（単位：時間/月）

就業時間 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1.農林水産業 168.3 166.3 183.9 186.1 177.4 173.8 168.0 0.89 -0.35 -0.54
2.石炭鉱業 196.1 199.0 199.9 199.8 201.1 205.6 204.3 0.20 0.06 0.16
3.その他鉱業 227.1 213.1 223.3 200.3 205.2 202.7 205.4 -0.17 -0.84 0.01
4.建設業 219.0 211.0 215.6 202.0 201.2 198.1 197.6 -0.15 -0.69 -0.18
5.食料品製造業 215.3 204.1 206.1 196.5 199.7 199.2 198.4 -0.44 -0.31 -0.07
6.繊維製造業 216.7 204.9 201.8 191.8 194.8 195.7 193.0 -0.71 -0.36 -0.09
7.衣服・その他繊維製品製造業 208.2 193.9 191.8 187.1 187.3 188.1 187.3 -0.82 -0.23 0.00
8.木材・木製品製造業 218.9 205.7 212.0 198.5 205.1 204.9 206.1 -0.32 -0.33 0.05
9.家具・備品製造業 233.8 213.9 213.6 203.0 206.2 203.2 203.5 -0.90 -0.35 -0.13
10.パルプ・紙製造業 217.6 203.8 204.9 188.9 192.8 195.1 193.7 -0.60 -0.60 0.05
11.出版印刷業 229.7 214.4 214.6 199.2 200.5 198.4 197.6 -0.68 -0.68 -0.15
12.化学製品製造業 197.2 191.5 193.1 176.1 179.0 180.3 179.3 -0.21 -0.75 0.01
13.石油製品製造業 194.7 186.7 184.6 170.4 171.9 169.4 167.1 -0.53 -0.71 -0.28
14.石炭製品製造業 193.8 187.0 186.1 172.7 173.5 171.4 169.2 -0.40 -0.70 -0.25
15.ゴム製品製造業 213.5 198.2 199.1 178.7 188.6 188.7 191.0 -0.70 -0.54 0.13
16.皮革製品製造業 209.1 191.7 185.5 173.0 174.9 194.2 172.0 -1.19 -0.59 -0.17
17.窯業・土石製造業 220.9 204.8 208.9 192.9 198.9 196.8 198.8 -0.55 -0.49 0.00
18.鉄鋼業 220.9 203.4 205.9 177.3 187.3 186.2 190.5 -0.70 -0.94 0.17
19.非鉄金属業 218.8 208.0 209.3 179.2 194.6 196.8 198.5 -0.44 -0.73 0.20
20.金属製品製造業 231.5 212.2 219.6 197.7 207.3 204.5 204.3 -0.52 -0.58 -0.15
21.一般機械製造業 232.6 207.4 214.3 188.7 202.6 203.1 202.4 -0.82 -0.56 -0.01
22.電気機械製造業 216.2 194.8 198.4 183.7 192.9 194.2 195.3 -0.86 -0.28 0.13
23.自動車製造業 213.2 195.0 194.0 171.9 186.5 189.3 187.2 -0.94 -0.39 0.04
24.その他輸送機械製造業 228.2 212.4 209.1 184.0 196.2 187.2 189.0 -0.87 -0.64 -0.37
25.精密機械製造業 219.1 204.7 201.1 183.7 193.6 193.6 193.0 -0.85 -0.38 -0.03
26.その他製造業 217.8 203.2 205.8 193.8 197.6 198.2 194.9 -0.56 -0.41 -0.14
27.鉄道輸送 199.2 196.6 193.1 178.6 181.9 186.1 197.2 -0.31 -0.60 0.81
28.道路輸送 218.9 217.5 221.4 208.4 220.7 230.8 229.7 0.11 -0.03 0.40
29.水運輸送 219.9 219.0 219.7 197.1 201.6 208.6 211.6 -0.01 -0.86 0.49
30.航空輸送 206.8 194.1 179.2 155.5 149.7 156.4 155.4 -1.42 -1.78 0.37
31.倉庫およびその他輸送 191.0 188.7 188.6 175.9 180.4 187.7 194.8 -0.13 -0.45 0.77
32.通信業 203.2 202.0 201.7 193.5 179.7 178.2 175.1 -0.07 -1.15 -0.26
33.電気業 173.1 170.8 168.9 161.7 166.2 164.8 170.8 -0.24 -0.16 0.28
34.ガス業 187.4 174.8 180.4 169.5 171.9 168.6 170.7 -0.38 -0.48 -0.07
35.水道業 180.7 178.5 177.3 170.0 174.7 172.3 178.3 -0.19 -0.15 0.20
36.卸・小売業 215.4 207.7 211.2 200.2 202.0 198.1 195.4 -0.20 -0.45 -0.33
37.金融保険業 181.6 178.3 180.2 168.3 169.6 166.3 163.7 -0.08 -0.60 -0.35
38.不動産業 191.2 187.4 181.1 172.4 168.8 169.3 173.2 -0.54 -0.70 0.26
39.教育 201.7 197.4 198.1 186.1 187.6 182.8 182.8 -0.18 -0.55 -0.26
40.研究 161.7 162.8 165.2 167.2 170.4 172.3 166.9 0.21 0.31 -0.21
41.医療・保健・社会保障 188.9 188.6 190.8 187.9 186.1 183.3 183.6 0.10 -0.25 -0.13
42.その他サービス 207.1 206.8 211.6 196.8 199.8 196.8 198.3 0.21 -0.57 -0.07
43.公務 186.5 186.0 187.6 184.0 183.3 185.9 179.2 0.06 -0.23 -0.23
全産業 197.3 194.1 201.7 191.8 193.6 192.1 191.3 0.22 -0.41 -0.12
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表 4.26: 産業別就業時間（続）
雇用者

（単位：時間/月）

就業時間 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1.農林水産業 189.0 193.2 205.9 200.5 193.9 191.8 186.7 0.86 -0.60 -0.38
2.石炭鉱業 196.2 199.1 200.0 199.8 201.1 205.6 204.4 0.19 0.06 0.16
3.その他鉱業 229.0 215.2 224.5 201.2 206.0 203.7 206.0 -0.20 -0.86 0.00
4.建設業 219.0 211.5 216.4 203.2 203.5 200.8 199.6 -0.12 -0.62 -0.19
5.食料品製造業 216.3 205.0 206.6 197.0 199.6 199.4 198.5 -0.46 -0.34 -0.06
6.繊維製造業 219.2 208.2 209.5 197.0 200.4 201.8 197.4 -0.45 -0.44 -0.15
7.衣服・その他繊維製品製造業 214.4 204.0 204.1 196.7 197.2 196.3 194.1 -0.49 -0.34 -0.16
8.木材・木製品製造業 218.3 205.5 211.9 198.1 204.5 204.9 206.0 -0.30 -0.36 0.08
9.家具・備品製造業 229.8 211.6 212.3 201.7 204.6 202.4 202.7 -0.79 -0.37 -0.09
10.パルプ・紙製造業 221.2 207.1 207.4 190.1 193.9 196.2 194.7 -0.64 -0.67 0.04
11.出版印刷業 229.8 214.6 214.8 199.1 200.2 198.6 197.8 -0.67 -0.70 -0.12
12.化学製品製造業 197.1 191.5 193.1 176.1 179.0 180.3 179.3 -0.20 -0.75 0.01
13.石油製品製造業 194.8 186.7 184.7 170.5 172.0 169.5 167.2 -0.53 -0.71 -0.28
14.石炭製品製造業 193.5 187.0 186.0 172.5 173.4 171.5 169.4 -0.39 -0.70 -0.24
15.ゴム製品製造業 213.8 199.0 201.0 179.9 190.6 190.6 192.8 -0.62 -0.53 0.12
16.皮革製品製造業 210.5 194.9 189.5 176.1 178.4 198.3 175.3 -1.05 -0.60 -0.17
17.窯業・土石製造業 220.6 204.6 209.5 193.1 199.0 197.5 199.4 -0.52 -0.51 0.02
18.鉄鋼業 220.8 203.4 205.9 177.2 187.1 186.1 190.4 -0.70 -0.95 0.18
19.非鉄金属業 218.7 208.0 209.2 179.1 194.2 196.8 198.5 -0.44 -0.74 0.21
20.金属製品製造業 230.0 211.6 218.8 197.0 206.2 204.5 204.3 -0.50 -0.59 -0.09
21.一般機械製造業 231.1 206.8 213.9 188.2 202.2 203.2 202.5 -0.77 -0.56 0.01
22.電気機械製造業 216.6 195.6 199.5 184.6 194.1 195.2 196.2 -0.82 -0.27 0.10
23.自動車製造業 212.4 195.5 193.8 171.5 187.8 190.7 188.6 -0.91 -0.31 0.04
24.その他輸送機械製造業 224.4 209.5 208.1 182.9 195.1 186.7 188.6 -0.76 -0.64 -0.34
25.精密機械製造業 217.5 204.6 201.9 184.1 194.6 194.5 193.7 -0.74 -0.37 -0.05
26.その他製造業 222.5 207.1 209.4 195.8 200.0 200.9 197.9 -0.61 -0.46 -0.11
27.鉄道輸送 199.2 196.6 193.1 178.6 181.9 186.1 197.2 -0.31 -0.60 0.81
28.道路輸送 219.0 218.0 221.1 207.8 220.2 231.2 230.2 0.09 -0.04 0.44
29.水運輸送 220.0 220.5 219.9 197.3 201.9 209.2 212.2 -0.01 -0.85 0.50
30.航空輸送 206.8 194.1 179.2 155.5 149.7 156.4 155.4 -1.42 -1.78 0.37
31.倉庫およびその他輸送 191.2 189.0 188.7 175.9 180.6 188.0 195.0 -0.13 -0.44 0.77
32.通信業 203.2 202.1 201.7 193.5 179.8 178.3 175.2 -0.07 -1.14 -0.26
33.電気業 173.1 170.8 168.9 161.7 166.2 164.8 170.8 -0.24 -0.16 0.28
34.ガス業 189.5 175.5 180.7 169.9 172.0 168.7 170.7 -0.48 -0.49 -0.08
35.水道業 180.7 178.5 177.3 170.0 174.7 172.3 178.3 -0.19 -0.15 0.20
36.卸・小売業 207.2 202.1 205.4 193.1 195.7 193.4 190.2 -0.08 -0.48 -0.28
37.金融保険業 182.2 178.6 180.9 168.9 170.3 167.0 164.3 -0.07 -0.60 -0.36
38.不動産業 196.3 195.2 198.6 189.1 186.5 187.2 188.9 0.12 -0.63 0.13
39.教育 201.9 197.6 198.3 186.2 187.7 182.9 182.9 -0.18 -0.55 -0.26
40.研究 161.7 162.8 165.2 167.2 170.4 172.3 166.9 0.21 0.31 -0.21
41.医療・保健・社会保障 191.9 190.7 191.7 188.4 187.3 184.6 184.6 -0.01 -0.23 -0.14
42.その他サービス 217.1 215.0 218.0 201.0 207.1 203.8 203.3 0.04 -0.52 -0.18
43.公務 186.5 186.0 187.6 184.0 183.3 185.9 179.2 0.06 -0.23 -0.23
全産業 209.6 202.8 205.9 192.1 195.8 194.9 193.8 -0.18 -0.50 -0.10
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表 4.26: 産業別就業時間（続）
自営業主

（単位：時間/月）

就業時間 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1.農林水産業 169.2 163.8 182.9 182.9 172.5 167.0 161.4 0.78 -0.58 -0.67
2.石炭鉱業 186.2 187.9 191.2 199.7 205.3 178.4 181.4 0.27 0.71 -1.23
3.その他鉱業 230.6 211.3 221.3 197.5 209.8 180.5 198.7 -0.41 -0.53 -0.54
4.建設業 219.7 211.8 217.8 204.9 203.5 195.7 198.3 -0.09 -0.68 -0.26
5.食料品製造業 226.9 217.4 219.2 213.1 213.0 209.1 204.0 -0.35 -0.29 -0.43
6.繊維製造業 206.6 190.3 183.2 180.2 182.2 179.8 181.1 -1.19 -0.06 -0.06
7.衣服・その他繊維製品製造業 185.3 165.6 161.0 157.4 154.6 152.9 154.1 -1.39 -0.41 -0.03
8.木材・木製品製造業 229.4 216.7 223.4 215.6 222.9 216.4 215.6 -0.27 -0.02 -0.33
9.家具・備品製造業 254.2 232.0 231.2 225.5 227.9 218.8 216.9 -0.94 -0.15 -0.49
10.パルプ・紙製造業 189.3 183.1 182.7 179.4 179.9 176.1 177.6 -0.35 -0.16 -0.12
11.出版印刷業 236.3 224.0 223.9 215.6 214.0 204.8 200.0 -0.54 -0.45 -0.68
12.化学製品製造業 207.2 195.5 196.3 187.2 185.3 181.0 179.6 -0.54 -0.58 -0.31
13.石油製品製造業 167.2 161.6 161.2 154.1 152.3 145.7 143.7 -0.36 -0.57 -0.58
14.石炭製品製造業 203.9 193.0 197.7 190.4 184.6 176.0 174.1 -0.31 -0.68 -0.58
15.ゴム製品製造業 202.3 180.1 177.2 165.7 166.1 163.3 160.8 -1.31 -0.65 -0.32
16.皮革製品製造業 207.9 186.7 180.0 171.8 169.2 185.2 163.1 -1.43 -0.62 -0.37
17.窯業・土石製造業 232.4 217.7 214.9 203.1 205.5 198.0 199.7 -0.78 -0.45 -0.28
18.鉄鋼業 241.1 221.4 226.9 199.8 211.4 203.3 207.9 -0.60 -0.71 -0.17
19.非鉄金属業 236.3 221.7 231.0 201.3 217.4 211.4 211.1 -0.23 -0.60 -0.30
20.金属製品製造業 249.9 229.1 235.9 215.4 225.0 215.4 213.0 -0.57 -0.47 -0.55
21.一般機械製造業 254.7 225.6 231.5 207.7 217.7 213.6 209.3 -0.95 -0.62 -0.39
22.電気機械製造業 206.4 169.9 159.3 155.5 151.7 150.0 153.7 -2.55 -0.49 0.13
23.自動車製造業 226.3 199.6 210.3 190.7 174.9 174.3 173.0 -0.73 -1.83 -0.11
24.その他輸送機械製造業 247.3 230.8 231.7 207.0 215.4 198.4 198.0 -0.65 -0.73 -0.84
25.精密機械製造業 234.2 212.8 195.3 182.8 180.9 179.4 181.1 -1.80 -0.76 0.01
26.その他製造業 203.6 191.3 191.8 188.9 185.2 180.6 174.3 -0.59 -0.35 -0.61
27.鉄道輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
28.道路輸送 229.1 226.2 235.4 224.2 237.0 239.7 234.9 0.27 0.07 -0.09
29.水運輸送 224.9 228.5 233.4 212.7 215.9 216.1 215.8 0.37 -0.78 -0.01
30.航空輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
31.倉庫およびその他輸送 194.4 193.3 201.6 190.7 193.8 196.1 200.7 0.36 -0.39 0.35
32.通信業 194.1 194.5 202.7 198.1 168.5 171.5 174.7 0.44 -1.83 0.36
33.電気業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
34.ガス業 181.2 173.3 178.3 165.8 170.1 167.4 170.7 -0.16 -0.47 0.03
35.水道業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
36.卸・小売業 235.2 227.7 233.9 225.1 224.3 217.4 219.3 -0.06 -0.41 -0.23
37.金融保険業 164.4 162.9 150.0 133.5 136.3 130.4 125.9 -0.91 -0.96 -0.78
38.不動産業 184.8 180.1 166.1 149.6 149.7 145.6 146.7 -1.06 -1.03 -0.20
39.教育 170.4 168.1 175.8 171.6 167.0 160.7 162.0 0.31 -0.51 -0.30
40.研究 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
41.医療・保健・社会保障 181.8 185.3 191.2 189.6 181.4 175.2 175.7 0.50 -0.52 -0.32
42.その他サービス 187.3 188.3 196.4 188.5 184.3 177.5 179.7 0.47 -0.63 -0.25
43.公務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
全産業 191.1 185.5 197.4 193.7 189.6 182.8 181.7 0.33 -0.40 -0.42



4.3. 労働時間の推計 321

表 4.26: 産業別就業時間（続）
家族従業者

（単位：時間/月）

就業時間 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1.農林水産業 163.7 163.3 181.2 185.5 176.5 173.2 167.5 1.02 -0.26 -0.52
2.石炭鉱業 155.3 154.5 166.9 161.2 168.4 167.6 163.4 0.72 0.09 -0.30
3.その他鉱業 179.2 160.2 180.3 162.6 161.5 161.9 162.2 0.06 -1.10 0.05
4.建設業 213.1 193.4 185.4 165.2 156.7 150.0 155.7 -1.39 -1.66 -0.07
5.食料品製造業 200.5 190.8 192.3 178.3 189.9 186.8 190.2 -0.41 -0.13 0.01
6.繊維製造業 208.5 195.6 195.1 177.2 188.7 186.2 186.2 -0.66 -0.33 -0.14
7.衣服・その他繊維製品製造業 200.8 189.8 188.1 174.1 184.8 182.6 184.1 -0.65 -0.18 -0.04
8.木材・木製品製造業 207.7 193.1 197.5 181.5 193.9 190.1 194.8 -0.50 -0.18 0.04
9.家具・備品製造業 227.1 203.5 199.7 184.3 193.6 188.6 193.2 -1.28 -0.31 -0.02
10.パルプ・紙製造業 204.7 193.6 192.0 172.8 183.3 182.2 185.6 -0.63 -0.46 0.12
11.出版印刷業 213.8 197.8 197.1 176.8 187.4 181.3 186.2 -0.81 -0.50 -0.06
12.化学製品製造業 188.5 180.9 183.7 161.8 173.7 168.5 171.9 -0.26 -0.56 -0.10
13.石油製品製造業 184.0 178.1 176.2 164.8 168.0 161.1 161.8 -0.44 -0.47 -0.38
14.石炭製品製造業 187.4 178.3 175.9 157.0 168.1 158.6 154.8 -0.63 -0.45 -0.82
15.ゴム製品製造業 203.9 188.5 187.7 165.5 180.1 177.5 183.4 -0.82 -0.41 0.18
16.皮革製品製造業 200.4 182.1 173.5 155.5 164.0 182.0 163.3 -1.43 -0.56 -0.04
17.窯業・土石製造業 209.5 193.6 194.7 175.8 188.3 183.7 188.1 -0.73 -0.33 -0.01
18.鉄鋼業 215.1 192.6 193.5 166.4 181.7 176.8 183.1 -1.05 -0.63 0.07
19.非鉄金属業 213.5 196.4 195.4 167.5 185.4 182.4 187.3 -0.88 -0.52 0.10
20.金属製品製造業 225.1 201.2 204.6 178.7 192.7 186.3 190.3 -0.95 -0.60 -0.13
21.一般機械製造業 225.5 195.2 199.2 172.3 189.4 184.6 189.2 -1.24 -0.50 -0.01
22.電気機械製造業 209.1 185.5 187.3 168.3 182.2 179.2 183.1 -1.10 -0.28 0.05
23.自動車製造業 204.4 183.7 180.4 156.3 174.4 172.9 175.5 -1.24 -0.34 0.07
24.その他輸送機械製造業 226.0 206.6 201.0 175.7 187.4 175.9 175.3 -1.16 -0.70 -0.67
25.精密機械製造業 207.4 194.1 190.6 169.5 183.4 179.8 180.6 -0.84 -0.38 -0.16
26.その他製造業 209.2 193.8 194.1 176.8 187.7 184.7 186.0 -0.74 -0.34 -0.09
27.鉄道輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
28.道路輸送 191.9 169.2 181.1 154.8 154.6 153.0 160.0 -0.58 -1.57 0.34
29.水運輸送 203.5 185.4 193.2 164.6 164.9 161.4 164.8 -0.52 -1.57 0.00
30.航空輸送 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
31.倉庫およびその他輸送 158.0 144.5 147.5 132.2 129.1 126.5 139.1 -0.69 -1.32 0.75
32.通信業 175.1 156.2 151.5 145.4 130.5 117.9 127.8 -1.44 -1.48 -0.21
33.電気業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
34.ガス業 182.7 173.3 178.3 165.8 170.1 167.4 170.7 -0.25 -0.47 0.03
35.水道業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
36.卸・小売業 212.7 204.0 212.4 212.3 215.9 218.7 223.6 -0.02 0.16 0.35
37.金融保険業 160.4 155.2 129.8 120.1 101.9 100.6 113.6 -2.10 -2.39 1.10
38.不動産業 179.2 165.8 146.6 141.4 116.9 119.1 135.6 -1.99 -2.23 1.49
39.教育 168.3 169.3 175.3 166.3 163.8 158.9 168.8 0.41 -0.68 0.30
40.研究 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
41.医療・保健・社会保障 164.8 164.4 173.2 170.1 162.9 156.8 166.9 0.50 -0.61 0.24
42.その他サービス 194.1 195.1 206.6 187.9 185.7 176.9 189.3 0.63 -1.06 0.19
43.公務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00
全産業 173.0 173.5 188.8 187.9 184.2 180.6 180.8 0.87 -0.24 -0.19
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学歴別就業時間

表 4.27は学歴別就業時間である。学歴別には男女共に、低学歴・長時間労働の傾向が見て取れる。

表 4.27: 学歴別就業時間
（単位：時間/月）

就業時間 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

雇用者・男子
1.旧小学・新中学卒 216.0 209.7 214.1 198.7 204.7 205.2 205.6 -0.09 -0.45 0.04
2.旧中学・新高校卒 210.2 204.1 208.3 193.3 198.5 199.5 199.8 -0.09 -0.48 0.07
3.高専・短大卒 193.3 190.2 198.9 189.4 192.7 196.5 195.7 0.28 -0.32 0.16
4.新旧大学・大学院卒 195.3 191.1 197.8 185.3 188.6 186.7 184.5 0.13 -0.48 -0.22

雇用者・女子
1.旧小学・新中学卒 210.5 199.9 200.0 194.2 195.3 195.0 193.9 -0.51 -0.24 -0.07
2.旧中学・新高校卒以上 201.0 194.9 198.8 184.3 188.9 187.9 187.7 -0.11 -0.51 -0.06

年齢別就業時間

表 4.28は年齢別就業時間である。年齢別でみると、就業者全体では若年者ほど就業時間の減少傾向が大
きいことがわかる。

一方、就業形態別にみると、その傾向は雇用者では必ずしもそうとは言えず、すべての年齢階級におい

て時短が一様に進展している。ただし家族従業者に関しては、第 1期までは全ての年齢階級において就業
時間が大幅に増加し、以後減少するという傾向をみせている。
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表 4.28: 年齢別就業時間
（単位：時間/月）

就業時間 平均成長率（％）
年齢階級 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90
就業者
1.15-19歳 203.8 199.0 203.6 190.9 198.3 198.3 195.8 -0.01 -0.27 -0.13
2.20-24歳 207.6 202.2 205.3 186.5 195.7 195.4 194.9 -0.11 -0.48 -0.04
3.25-29歳 201.0 199.6 205.5 192.8 195.3 195.0 194.3 0.22 -0.50 -0.05
4.30-34歳 195.3 195.8 204.3 192.6 194.6 193.6 193.4 0.45 -0.49 -0.06
5.35-39歳 194.7 191.3 202.1 193.0 194.2 192.9 191.8 0.37 -0.40 -0.13
6.40-44歳 194.2 190.1 198.9 192.8 194.5 192.2 191.7 0.24 -0.22 -0.14
7.45-49歳 193.2 189.0 197.0 190.8 192.9 192.4 190.7 0.20 -0.21 -0.12
8.50-54歳 191.8 189.1 197.2 190.4 190.0 190.8 189.9 0.28 -0.37 0.00
9.55-59歳 190.6 189.2 198.8 192.5 190.7 188.3 189.1 0.42 -0.41 -0.09
10.60-64歳 189.4 187.8 199.8 196.4 191.6 187.2 186.6 0.54 -0.42 -0.26
11.65歳- 183.8 184.0 197.9 195.9 190.5 184.1 183.5 0.74 -0.38 -0.38

雇用者
1.15-19歳 209.7 201.5 204.5 190.9 198.5 198.7 196.0 -0.26 -0.30 -0.12
2.20-24歳 215.3 205.1 206.3 186.7 196.0 195.7 195.1 -0.43 -0.51 -0.05
3.25-29歳 211.9 206.1 208.1 193.1 196.5 196.0 195.0 -0.18 -0.57 -0.07
4.30-34歳 206.6 204.6 208.5 193.2 196.4 195.6 194.9 0.09 -0.59 -0.08
5.35-39歳 207.0 200.8 206.7 193.6 195.9 195.0 193.5 -0.02 -0.53 -0.13
6.40-44歳 207.0 199.8 203.4 193.3 196.3 194.1 193.2 -0.17 -0.36 -0.16
7.45-49歳 206.1 198.9 202.2 191.4 195.1 194.7 192.6 -0.19 -0.36 -0.13
8.50-54歳 204.2 199.3 202.8 191.2 192.6 193.8 192.7 -0.07 -0.51 0.00
9.55-59歳 206.4 201.4 205.3 193.7 194.6 192.8 193.3 -0.05 -0.54 -0.06
10.60-64歳 206.9 202.4 207.5 198.3 197.0 194.6 193.3 0.03 -0.52 -0.19
11.65歳- 205.8 201.7 206.7 197.9 197.2 193.8 192.8 0.04 -0.47 -0.23

自営業主
1.15-19歳 188.8 184.1 186.6 190.0 192.9 182.6 181.9 -0.11 0.33 -0.59
2.20-24歳 194.9 190.3 192.1 176.4 191.4 184.8 186.7 -0.14 -0.04 -0.25
3.25-29歳 197.0 192.7 199.1 193.7 192.0 184.7 185.6 0.11 -0.36 -0.34
4.30-34歳 195.0 192.7 202.9 195.0 191.4 184.9 185.5 0.40 -0.58 -0.31
5.35-39歳 193.3 186.2 201.8 195.8 192.8 185.8 186.4 0.43 -0.46 -0.34
6.40-44歳 194.2 185.3 197.5 195.2 193.4 186.5 186.8 0.17 -0.21 -0.35
7.45-49歳 192.9 184.7 194.1 191.9 191.0 186.4 184.0 0.06 -0.16 -0.37
8.50-54歳 191.1 185.3 194.3 190.0 186.6 184.3 182.6 0.17 -0.40 -0.22
9.55-59歳 189.6 185.2 196.3 191.9 185.9 180.3 179.3 0.35 -0.54 -0.36
10.60-64歳 188.0 183.6 197.7 196.3 187.3 179.2 176.9 0.50 -0.54 -0.57
11.65歳- 182.7 180.4 196.4 195.6 187.8 178.2 176.4 0.73 -0.45 -0.62

家族従業者
1.15-19歳 176.2 177.2 196.5 191.8 195.0 191.3 191.7 1.10 -0.07 -0.17
2.20-24歳 182.5 183.5 199.4 186.2 191.7 189.4 191.5 0.89 -0.39 -0.01
3.25-29歳 177.0 177.6 194.1 189.4 185.7 183.1 185.6 0.93 -0.44 -0.01
4.30-34歳 172.2 172.1 188.0 186.0 183.4 178.8 181.2 0.88 -0.25 -0.12
5.35-39歳 169.9 168.9 185.0 186.3 183.5 179.9 181.3 0.86 -0.08 -0.12
6.40-44歳 168.2 170.9 184.5 186.3 184.1 181.5 182.6 0.93 -0.02 -0.08
7.45-49歳 166.6 170.9 184.6 186.4 182.9 182.2 181.2 1.03 -0.09 -0.09
8.50-54歳 166.6 171.3 185.3 187.9 181.8 180.1 179.3 1.07 -0.19 -0.14
9.55-59歳 166.6 172.0 186.2 189.8 183.9 178.7 178.4 1.12 -0.12 -0.30
10.60-64歳 170.3 173.2 188.0 191.0 184.6 179.4 176.9 0.99 -0.18 -0.42
11.65歳- 170.2 173.2 189.2 192.4 184.5 178.6 178.1 1.07 -0.26 -0.35



324 第 4章 労働投入の推計

4.4 賃金の推計

賃金データの推計は以下のような手順でおこなわれる。

1. 雇用者について、「賃金構造基本統計調査」より時間当たり賃金を求める。

2. 「賃金構造基本統計調査」で欠けている産業のデータを、その他の資料より補完する。

3. 自営業主・家族従業者の賃金を推計する。

4. 推計された雇用者数、労働時間、賃金から雇用者所得を求め、それが産業連関表側から得られる雇用
者所得と一致するように調整する。

5. 自営業主および家族従業者の労働所得を推計し、それらを営業余剰中から引き剥がす。

そして前節までと同じように、最後に推計された時間当たり賃金について、賃金指数の推移と賃金格差

の時系列変化について観察する。

4.4.1 雇用者の賃金の測定―「賃金構造基本統計調査」

雇用者の賃金を測定する際、もっとも基本的な資料となるのは、「賃金構造基本統計調査」である。この

節では前節から引き続いて、「賃金構造基本統計調査」の利用について解説する65。

第 4.3節で解説したように「賃金構造基本統計調査」「第 1表 年齢階級別きまって支給する現金給与額、
所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額」を利用すれば、雇用者について性×年齢×産業×学歴別に

「現金給与額（月当たり）66」および「年間賞与その他特別給与額67」を得ることができる。「年間賞与そ

の他特別給与額」を 12ヶ月で割ったものを「月当たり賞与」とし、それを「現金給与額」に足したものを
「月当たり総現金給与額（税込）」と名付ける。

第 4.3節で求めた「全実労働時間数（月当たり）」で「月当たり総現金給与額（税込）」を割れば、「時間
当たり賃金率」が得られるが、これを「賃金構造基本統計調査」ベースの賃金データとする。

4.4.2 「賃金構造基本統計調査」以外の資料の利用 (2)

労働時間データなどと同様に賃金データに関しても「賃金構造基本統計調査」で欠けている産業につい

てその他の資料を用いることで補完してやる必要がある。ここで補完してやる必要がある産業は次のよう

なものである。

65便宜上、「労働時間の推計」と「賃金の推計」は別の節に分けたが、実際の作業としては、これらは同時におこなわれるものであ
る。

66表側名は「きまって支給する現金給与額」。労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによってあらかじめ定められて
いる支給条件、算定方法によって 6月分として支給された現金給与額（税込）をいう。
現金給与には、基本給、職務手当、精皆勤手当通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過労働給与額も含まれる。1ヶ月を超

え、3ヶ月以内の機関で算定される給与についても、6月に支給されたものは含まれ、遅払いなどで支払いが遅れても、6月分となっ
ているものは含まれる。給与改定による 5月分以前の追給額は含まれない。現金給与のみであり、現物給付は含まれない。

67調査年の前年 1年間（原則として 1月から 12月までの 1年間）における、賞与、期末手当等特別給付額をいう。
賞与、期末手当等特別給与額とは、一時的又は突発的理由に基づいて、あらかじめ定められた契約や規則等によらないで支払われ

た給与又は労働協約あるいは就業規則によりあらかじめ支給条件、算定方法がさだめられていても、算定期間が 3ヶ月を超えて支払わ
れる給与の額をいう。支給事由の発生が不確定なもの、新しい協約によって過去にさかのぼって算定された給与の追求額も含まれる。
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産業小分類レベル資料が必要になる産業

例：23.自動車製造業
このような産業に関しては、複数の資料を利用することで賃金率を推計することにする。まず、『工業統

計表（産業編）』より「現金給与総額」、「従業者数」を得る。次に現金給与総額を従業者数で割って「1人
あたり現金給与総額（月当たり）」を求め、それを「毎月勤労統計調査」から得た「実労働時間」で割るこ

とで時間当たり平均賃金を求める。

こうして求められた時間当たり平均賃金に、「賃金構造基本統計調査」「運輸機械製造業」における性×

年齢×学歴間賃金格差率を適用することで、「賃金構造基本統計調査」ベース賃金とする。

最近の「賃金構造基本統計調査」で取り落とされてしまった産業

例：13.石油製品製造業、14.石炭製品製造業、16.皮革製品製造業
これらの産業についても、「自動車製造業」と同様に「工業統計」を利用することで、時間当たり平均賃

金を推計することができる。

「賃金構造基本統計調査」のデータを分割する必要がある産業

例：2.石炭鉱業、3.その他鉱業、27-31.運輸業、22.通信業、33.電気業、34.ガス業、35.水道業
これらの産業に関しては、『本邦鉱業の趨勢』、『毎月勤労統計調査要覧』、『電気事業便覧』、『ガス事業

便覧』等の資料より「1人あたり現金給与総額」を求め、それを実労働時間で割ることで時間当たり平均
賃金を求めた。

過去の「賃金構造基本統計調査」で調査をしていない産業

例：35.教育、36.研究、37.医療
教育に関しては「学校基本調査」、研究に関しては「科学技術研究調査」、医療に関しては「毎月勤労統

計調査」から「1人あたり現金給与総額」を求め、他と同様に時間当たり賃金を求めた。

「賃金構造基本統計調査」では調査をおこなっていない産業

例：1.農林水産業、39.公務
農林水産業の場合、『国民経済計算年報』から農林水産業の雇用者所得および雇用者数が利用できる。ま

た「労働力調査」より農林水産業に従事する雇用者の実労働時間が得られるので、これらを用いることで

農林水産業に従事する雇用者の時間当たり賃金が推計できる。

公務の場合、『国家公務員給与等実態調査』（人事院）、『地方公務員給与の実態』（自治省）より、月当た

り平均給与額が得られる。また「労働力調査」より実労働時間が得られるので、これらを利用して時間当

たり賃金が推計できる。

これらの「賃金構造基本統計調査」で欠けている産業の補完推計が終了した後、労働時間データと同様

に、「賃金構造基本統計調査」で得られる産業大分類ベースの性×年齢×学歴間賃金格差率を求め、それを

各々の産業に用いて、各質カテゴリーごとに賃金を推計し、それを「賃金構造基本統計調査」ベース賃金

データとして用いることにする68。

68農業や公務のように、「賃金構造基本統計調査」では調査が行われていない産業の場合は、「賃金構造基本統計調査」で調査が行
われている産業総計での格差率を用いて、推計をおこなった。
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4.4.3 運輸業の分割

最後に運輸業の分割について説明する。労働者数、労働時間の推計の際と同様に、今回の推計にあたっ

ては、産業 39部門分類で一旦、整備したデータを再分割するという方法を取ったので、運輸業の分割はそ
の他の産業の賃金率の推計が終わった後で、改めておこなうことになった。運輸業の分割には次のような

資料を用いた。

『毎月勤労統計調査年報』

「毎月勤労統計調査」ベースでは表 4.29の産業について現金給与額を利用することができる69。

表 4.29: 「毎月勤労統計調査」現金給与額
KDB産業分類 産業 利用可能年
27 国有鉄道業 1960-75年

民営鉄道業 1960-75年
公営鉄道業 1960-75年
鉄道業　　　　　　　　　　　　 1977-92年

28 民営旅客自動車（鉄道兼営） 1961-67年
民営旅客自動車（除鉄道兼営） 1961-67年
道路旅客運送業 1968-92年
道路貨物運送業 (1) 1960-67年
貨物運送取扱業 (2) 1960-67年
道路貨物運送業 1968-92年

31 運輸に付帯するサービス業 1988-92年

表 4.29中に存在する産業については、『毎月勤労統計調査年報』レベルで平均月間現金給与額を得ること
ができる。また、同産業については同時に平均月間実労働時間数も得ることができるから、平均月間給与

額を平均月間実労働時間で割れば、時間当たり平均賃金を求めることができる70。

『屋外労働者職種別賃金調査報告』

「29.水運輸送」の時間当たり賃金を求めるには、労働時間の時と同様に、『屋外労働者職種別賃金調査報
告』が利用できる。第 4.3.2節と同様に、第 1表「職種、企業規模、雇用形態、賃金形態別決まって支給す
る現金給与額、労働日数、労働時間数および労働者数」より企業規模・職種合計数値欄の 1人 1日平均現
金給与額、1人 1日平均実労働時間を利用すれば、時間当たり平均賃金を求めることができる。

『船員労働統計』

さらに、船員については『船員労働統計』を用いた。「船員労働統計調査」は運輸省運輸政策局情報管

理部統計課が実施する指定統計で、船員の報酬、雇用等について、その実態を明らかにすることを目的と

する。

本調査は昭和 22年以来、総理府統計局で「毎月勤労統計調査」の一部として実施されてきたが、昭和
23年 9月に船員を除く陸上産業の労働者の調査が労働省に移管されたので、総理府統計局では引き続き船
員関係の調査を「船員毎月勤労統計」として実施してきた。しかし、昭和 32年 3月にこの調査が総理府統
計局から移管され、昭和 32年 4月からこの調査と従前から運輸省で実施されてきた「船舶船員統計」の給

69『毎月勤労調査年報』「特掲産業における常用雇用者 1人平均月間現金給与額」。事業所規模は 30人以上。1990年以降に関して
は、事業所規模 5-29人のデータについても利用できる。

70表 4.29で利用できない年については、後で説明する運輸業間賃金格差率を求めた後で、利用できるもっとも古い年の格差率を用
いることにした。例えば、「運輸に付帯するサービス業」の場合ならば、1960-1987年までは、1988年の賃金格差率を用いている。
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与関係の調査、「汽船船員給与調査、機帆船船員給与調査及び漁船船員給与調査」の 3種の統計調査が統合
され、現在の「船員労働統計調査」となった。

「船員労働統計調査」が調査対象にする「船員」とは、「船員法」第 1条にて定められている者を指し、
日本船舶又は日本船舶以外の命令の定める船舶に乗り込む船長及び海員（船内で使用される船長以外の乗

組員で労働の対償として給料その他の報酬を支払われる者）並びに予備船員（船舶に乗り込むために雇用

されている者で船内で使用されていない者）をいう71。

『船員労働統計』からは、月当たりの現金給与額及び航海日当が得られるので、それらをたしたものを

船員の給与と考えることにした。しかし、船員の場合、労働時間の把握が困難なので、労働時間に関して

は「賃金構造基本統計調査」から得られる運輸業平均のそれと同じと考えて、時間当たり平均賃金を求め

ることにした。

「賃金構造基本統計調査」・職種別調査

「30.航空輸送」についても、労働時間の推計（第 4.3.2節）の場合と同様に、「賃金構造基本統計調査」・
職種別調査用いることで時間当たり平均賃金を求める。ただし、この場合も捕捉できるのは、航空輸送業

に勤める就業者のうち、航空機操縦士（男）と航空機客室乗務員（女）のみである。

労働時間の推計の場合と同様に企業規模・年齢階級総数の数値欄より、上の 2つの職種について、時間
当たり賃金を求める72。次に、同表から得られる両職種の「労働者数」をウェイトとして両職種の時間当

たり賃金を加重平均し、それを航空輸送における時間当たり平均賃金とする。

運輸業間賃金格差率の推計

運輸業を構成する 5つの産業について時間当たり平均賃金が推計できたら、次にそれらと運輸業総計の
時間当たり賃金との格差率を求める。ここで用いる運輸業総計の時間当たり賃金は、『毎月勤労統計調査年

報』から得ることができる。こうして推計した賃金格差率を「運輸業間賃金格差率」と名付けることにす

る73。運輸業間賃金格差率が推計できたら、次にそれを賃金構造基本統計調査ベースの運輸業・性×年齢

×学歴別賃金データにかけてやり、それらを各産業ごとの賃金構造基本統計調査ベース時間当たり賃金と

する74。

なお、推計された運輸業間賃金格差率は、表 4.3075のとおり。

71ただしここでいう「船舶」には以下のものが含まれていない。

1. 総トン数 5トン未満の船舶

2. 湖、川又は港のみを航行する船舶

3. 政令の定める総トン数 30トン未満の漁船

72具体的な方法は、第 4.4.1節と同様である。
73水運輸送の場合、船員とそれ以外の港湾関係労働者の時間当たり賃金を集計しなければならないが、その際、両者を 4:6の割合
で集計することにした。その根拠は、「国勢調査」ベースで両者の人数比がほぼこの値で推移しているためである。

74このようにして運輸業を構成する各産業の時間当たり賃金を推計することは、運輸業間賃金格差率は各産業について、性、年齢、
学歴に関わらず一定であるという仮定をおいていることに他ならない。

75同表は「運輸業総計」の時間当たり賃金を 1とした時、各運輸産業の時間当たり賃金が何倍になるか推計したものである。
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表 4.30: 運輸業間賃金格差率
27.鉄道輸送 28.道路輸送 29.水運輸送 30.航空輸送 31.倉庫および

その他輸送
1960 1.16462 0.78891 1.02878 2.51903 1.05659
1961 1.19502 0.78930 0.95282 2.51903 1.05659
1962 1.17107 0.81841 0.95409 2.51903 1.05659
1963 1.14589 0.82687 0.95950 2.51903 1.05659
1964 1.18121 0.84320 0.96612 2.51903 1.05659
1965 1.18810 0.84080 0.95194 2.51903 1.05659
1966 1.20145 0.84000 0.98621 2.51903 1.05659
1967 1.21421 0.86895 0.98158 2.51903 1.05659
1968 1.19988 0.86321 0.99302 2.51903 1.05659
1969 1.19245 0.86214 0.98888 2.51903 1.05659
1970 1.18972 0.86957 1.00266 2.51903 1.05659
1971 1.21408 0.85213 0.98052 2.51903 1.05659
1972 1.19946 0.85010 0.93683 2.51903 1.05659
1973 1.21488 0.85596 0.98442 2.51903 1.05659
1974 1.23323 0.85775 1.05855 2.51903 1.05659
1975 1.27545 0.83844 1.06045 2.51903 1.05659
1976 1.21640 0.81205 1.01735 2.51903 1.05659
1977 1.15735 0.81243 0.96881 2.51903 1.05659
1978 1.14933 0.81370 0.96067 2.51903 1.05659
1979 1.17376 0.83723 0.99158 2.51903 1.05659
1980 1.15606 0.84339 0.99889 2.51903 1.05659
1981 1.14402 0.83427 1.00444 2.51903 1.05659
1982 1.14376 0.84832 1.02258 2.51903 1.05659
1983 1.16102 0.86691 1.02260 2.81687 1.05659
1984 1.20113 0.81699 1.00853 1.95457 1.05659
1985 1.20162 0.83960 1.06357 2.20426 1.05659
1986 1.24118 0.83227 1.06143 2.28357 1.05659
1987 1.27423 0.81654 1.01959 2.31506 1.05659
1988 1.24356 0.83175 1.02466 2.38554 1.05659
1989 1.28309 0.82684 0.95367 2.45603 1.06739
1990 1.28565 0.82844 0.97911 2.56580 1.03586
1991 1.27282 0.83471 0.98997 2.66057 1.07516
1992 1.28612 0.83632 1.03136 2.20369 1.03781

以上により、雇用者に関しては、性×年齢×産業×学歴別の賃金が推計できたことになる。
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4.4.4 自営業主・家族従業者の時間当たり賃金の推計

SNA体系においては、自営業主・家族従業者の労働所得は「営業余剰」に含まれる。従って、一国経済
で全就業者の労働所得を求めたい場合には、「営業余剰」中に含まれる自営業主と家族従業者の労働所得の

部分を何らかの方法で剥ぎ取ってやる必要がある。ところが、営業余剰中の自営業主・家族従業者の労働

所得を直接、計測することはできないので、分割する場合には何らかの作業仮説をおく必要がある76。今

回の推計作業では、次のような方法を用いた。ここで主に用いられる資料は、『農業・食料関連産業の経済

計算』である。

『農業・食料関連産業の経済計算』

編集は農林水産大臣官房調査課。食料供給に関係する各種産業の経済活動と国民経済との関わりを数量

的に把握したものである。なおその際の経済計算の考え方及び推計方法は、「産業連関表」及び「国民経済

計算」に準拠している。経済計算自体は、(1)農・漁業（きのこ等の特用林産物を含む）及び食料関連産業
の生産活動の結果をマクロの視点（国民経済概念）から把握した「農業・食料関連産業の経済計算」、(2)
農業部門の経済を生産と投資の両面からとらえた「農業の経済計算」、(3)参考として作成された「農家の
経済計算」からなっている。労働ブロックでは主に (3)「農家の経済計算」を用いている。なお、推計の対
象になっている「農業・食料関連産業」とは、農業、林業、漁業、食品工業、資材供給産業、関連投資、飲

食店、関連流通業をさす。

労働投入の推計では、「農家の経済計算」「第 1表 農家所得支出」を用いている。この計算表は、国民経
済計算の所得支出勘定の家計部門（個人企業を含む）の 1部門に相当するものであり、農家の 1年間にお
ける消費活動による支払と農業・兼業等からの恒常的な所得の受取を示したものである。

支払側には、国民経済計算の家計消費支出に対応する「1.家計消費支出」が示され、次に生活用資金、
農外用資金として借り入れた資金に対する「2.負債利子」、農業共済等損害保険に対する「3.農業共済等
損害保険料」が示されている。次に農家から政府への移転支出である「4.直接税」「5.社会保障負担等」、
さらに「6.その他の経常移転」が示され、最後に受取側の差額として「7.経常余剰」が示されている。
受取側には、まず農家世帯員が農外に雇用されて得た所得が「8.雇用者所得」として示され、次いで農

家が農業生産及び農業以外の事業活動によって得た「9.個人業主所得等」が示される。「個人業主所得等」
は、さらに次の 2つから構成される。

(1)農業（家）業主所得等 「農業の経済計算」のうち総括表（農業生産）中の農業純生産の一部である農

業業主所得等のうち農家分。

(2)その他業主所得 林業、水産業、商工業等、農業以外から得る所得であり、企業利潤と業主及びその家

族の賃金俸給からなる個人業主所得の一種。

また、農家が所有しかつ使用する住居用家屋についての「10.持家の帰属家賃等」、資産の所有者として経
常的に受け取る利子・配当、賃貸料といった「11.財産からの所得」、損害保険会社及び政府からの移転で
ある「12.農業共済等損害保険金」「13.社会保障給付」、さらに「14.その他の経常移転」が示されている。

76実証分析の場合でも、この作業仮説について触れてある文献は少ないが、数少ない例として、得津 [46]がある。得津の場合、ま
ず『（長期遡及主要系列）国民経済計算報告―昭和 60年基準』より雇用者所得と雇用者数を求め、それらから雇用者についての平均
賃金率を推計しそれらを自営業主・家族従業者に適用するという方法をとった。しかし、この方法では農林水産業について資本分配
率が負値をとる結果が生じたので、農林水産業に関しては、雇用者所得と個人企業所得の和を就業者総数で割るという方法で 1人当
たり労働所得を求めるという方法をとっている。しかし個人企業所得の中には、その産業以外から得た労働所得および資本所得も含
まれているので、それらも該当産業の労働所得と考えていることになり、しかも雇用者-自営業主間の賃金格差を求めることはできな
いという問題点があるので、今回の推計では得津の方法は用いなかった。
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自営業主の時間当たり賃金の推計

まず、『農業・食料関連産業の経済計算』より、「9.個人業主所得」のうち「(1)農業のみから得られる所
得」を得る。次に SNAベースで調整済の農業に従事する自営業主・家族従業者数で「(1)農業のみから得
られる所得」を割り、さらに月当たりとしたものを今、「1人当たり平均農業個人業主所得」と名付けるこ
とにする。

次に「労働力調査」より農業における自営業主・家族従業者の月平均実労働時間を求め、それで 1人当
たり平均農業個人業主所得を割ることで、時間当たり平均賃金を求める。この賃金率は漁業・林業につい

ても農業と同じと仮定し、今後はこの賃金率を農林水産業に従事する自営業主の時間当たり平均賃金と考

えることにする。

一方、農林水産業に従事する雇用者の時間当たり平均賃金はすでに得られているので、これを用いて、

農林水産業に従事する「雇用者-自営業主間賃金格差率」が計算できる。推計された雇用者-自営業主間賃金
格差率は雇用者の時間当たり賃金を 1.0とすれば、次のようになる（図 4.2）。
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図 4.2: 雇用者-自営業主間賃金格差率（農業）

農林水産業以外の産業に従事する自営業主に関しては、上のようにして求めた農業の雇用者-自営業主間
賃金格差率が総ての産業に関して共通と仮定することにする。よって、この雇用者-自営業主間賃金格差率
を、すでに推計済みの「賃金構造基本統計調査」ベース賃金77にかけてやれば、自営業主についても、性

×年齢×産業別賃金が推計できる。

77雇用者の場合、学歴別にもデータが分かれているが、ここで用いる雇用者の賃金としては学歴平均を用いる。これは、自営業主
および家族従業者の学歴構成が不明であるからである。
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家族従業者の時間当たり賃金の推計

家族従業者の賃金率に関しては、次のような方法で求めることとした。

「賃金構造基本統計調査」「パートタイム労働者78の年齢階級別 1時間当たり所定内給与額及び年間賞与
その他特別給与額」79より、企業規模総数・産業総計の時間当たり賃金80を性×年齢別に整備した。同時に

「賃金構造基本統計調査」より、企業規模総数・産業総計の時間当たり賃金を性×年齢別に常雇についても

求めれば、両者から性×年齢別「常雇-パートタイマー間賃金格差率」を求めることができる。推計された
常雇-パートタイマー間賃金格差率は表 4.31のとおりである。

表 4.31: 常雇-パートタイマー間賃金格差率
年齢階級別・男性

-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-
1960 1.06743 0.70438 0.66988 0.58437 0.41237 0.37801 0.37237 0.30128 0.35763 0.39391 0.49420
1961 1.03238 0.70003 0.69285 0.62251 0.42930 0.38990 0.38587 0.32434 0.38342 0.41857 0.52279
1962 1.00528 0.70669 0.70732 0.63236 0.44674 0.41161 0.40595 0.34378 0.40672 0.44841 0.55962
1963 1.01647 0.70511 0.71094 0.64744 0.45674 0.42231 0.41589 0.35563 0.41868 0.45898 0.57383
1964 1.06667 0.72317 0.73607 0.68240 0.48167 0.43840 0.43247 0.37202 0.43998 0.48940 0.61501
1965 1.09304 0.74780 0.76435 0.71764 0.51141 0.46661 0.45924 0.39283 0.46308 0.50624 0.63515
1966 1.08098 0.74322 0.76928 0.72335 0.51150 0.47297 0.46464 0.39749 0.46789 0.50489 0.63324
1967 1.04688 0.72388 0.74075 0.69811 0.49615 0.45747 0.44973 0.38965 0.46186 0.50305 0.62931
1968 1.02965 0.73184 0.73640 0.69897 0.50421 0.46077 0.45338 0.39531 0.46677 0.51635 0.64254
1969 0.99789 0.73406 0.73173 0.69322 0.51121 0.46926 0.46231 0.40214 0.47436 0.53867 0.67143
1970 1.01085 0.75735 0.75834 0.72351 0.53866 0.49435 0.48898 0.42514 0.50200 0.56956 0.71351
1971 1.02438 0.75823 0.71761 0.68541 0.52179 0.48678 0.48271 0.41868 0.50032 0.58004 0.72881
1972 0.96508 0.79407 0.70890 0.60414 0.55885 0.46062 0.45776 0.45664 0.54223 0.62723 0.78797
1973 1.02270 0.90513 0.76150 0.58854 0.52796 0.45322 0.44850 0.46259 0.54483 0.64413 0.79886
1974 1.09072 0.83532 0.71393 0.60334 0.55355 0.46184 0.44657 0.46255 0.53804 0.75552 0.59884
1975 1.04217 0.76776 0.68602 0.58668 0.53101 0.43870 0.42973 0.43793 0.50828 0.57245 0.45141
1976 1.05538 0.81716 0.68775 0.59434 0.52929 0.44763 0.43458 0.43196 0.50553 0.60487 0.63499
1977 1.07951 0.87767 0.70221 0.61614 0.52588 0.45181 0.43679 0.42881 0.49980 0.61341 0.63662
1978 0.99166 0.87743 0.68814 0.60760 0.51190 0.44415 0.43016 0.41660 0.47881 0.58820 0.61090
1979 0.98860 0.85818 0.68079 0.62558 0.51570 0.44326 0.42572 0.43321 0.47829 0.62121 0.62042
1980 0.96731 0.85055 0.65850 0.60956 0.49497 0.42827 0.40932 0.41183 0.45577 0.56828 0.55082
1981 0.92358 0.87484 0.66281 0.62821 0.49238 0.42831 0.40381 0.40340 0.44866 0.55585 0.57553
1982 0.90694 0.84803 0.64877 0.62605 0.48841 0.42226 0.40774 0.41419 0.47956 0.61296 0.63446
1983 0.89775 0.82532 0.66822 0.63595 0.49768 0.42416 0.41124 0.42197 0.47634 0.60020 0.58985
1984 0.89037 0.83405 0.66207 0.63544 0.50353 0.42643 0.40449 0.41641 0.46349 0.57399 0.58841
1985 0.84976 0.80343 0.69048 0.66464 0.50043 0.42245 0.39957 0.40609 0.45019 0.57855 0.59355
1986 0.83025 0.79302 0.65579 0.66232 0.50328 0.42283 0.39450 0.40753 0.44850 0.54729 0.58601
1987 0.83025 0.79907 0.65070 0.68484 0.50085 0.42611 0.39213 0.40178 0.44072 0.57084 0.56139
1988 0.84250 0.78207 0.66724 0.68975 0.50617 0.43491 0.39179 0.39149 0.43166 0.55135 0.57411
1989 0.80627 0.69661 0.62362 0.58835 0.53702 0.41977 0.40113 0.39050 0.43263 0.59523 0.56064
1990 0.82005 0.72311 0.71509 0.55806 0.54960 0.52957 0.42673 0.39134 0.43656 0.56989 0.62329
1991 0.79996 0.75093 0.74007 0.61396 0.50692 0.47069 0.39375 0.38532 0.43487 0.55611 0.61932
1992 0.80691 0.74646 0.69310 0.61532 0.51491 0.47723 0.38384 0.37674 0.44319 0.55702 0.59457

78産業労働調査所『パートタイマー白書』によれば、パートタイマーとは、「雇用の形態が常用、臨時、日雇の如何にかかわらず、
1日、1週間又は 1ヶ月の労働時間が当該事業所の一般従業員の所定労働時間よりも短い契約内容をもって就労する者」とされてい
る。「賃金構造基本統計調査」もほぼこの定義に沿っていて、「1日の所定労働時間又は 1週間の労働日数が事業所における一般労働
者より少ない常用労働者」となっている。
統計資料で用いられる「パートタイマー」の概念には大きく分けて 3つあり、(1)「賃金構造基本統計調査」などで用いられてい

る、「短時間就業労働者」の概念、(2)「労働力調査特別調査」で用いられている、非正規従業員のうち、「パートタイマーと呼ばれて
いる者」（アルバイトおよびその他の臨時従業員からは区別される）、(3)「雇用管理調査」（労働省）で用いられている「当該企業に
おいてパートタイマー、パート又はアルバイトと呼ばれている労働者であって雇用期間の定めがない者」（常用パートタイム労働者）
がある。したがって、各々の統計の利用には、注意を要する。

79同調査に関しては、男性は 1988年以降、女性は 1970年以降、利用することができる。女性の場合、1960-1969年までは「工業
統計」における日雇労働者（全工業）の伸び率を用いて「賃金構造基本統計調査」で得られるデータを過去に延長し、男性の場合は
それに加えて、1970-1987年については女性側の時間当たり賃金の伸び率でデータを延長した。

80求め方は常雇の場合と同じである。
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表 4.31:常雇-パートタイマー間賃金格差率（続）
年齢階級別・女性

-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-
1960 1.12338 0.86840 0.68271 0.64542 0.56776 0.58843 0.55853 0.54769 0.59753 0.65101 0.80168
1961 1.10383 0.88638 0.72344 0.57834 0.57719 0.66792 0.63552 0.62032 0.66795 0.72901 0.88790
1962 1.05968 0.85224 0.73120 0.59815 0.57871 0.66329 0.62997 0.59987 0.64504 0.69904 0.83464
1963 1.06766 0.84424 0.73866 0.61056 0.57002 0.66211 0.62958 0.60229 0.65619 0.71060 0.85812
1964 1.06332 0.84041 0.74191 0.62272 0.59329 0.70215 0.66996 0.64906 0.70406 0.74037 0.89638
1965 1.00881 0.78711 0.70248 0.61189 0.56691 0.65568 0.62549 0.61124 0.66241 0.70738 0.84914
1966 0.99170 0.76429 0.69736 0.62210 0.55660 0.63748 0.60650 0.59210 0.63676 0.69987 0.84382
1967 0.93974 0.71830 0.65770 0.61582 0.54724 0.61000 0.57999 0.57152 0.61377 0.67155 0.80382
1968 0.92636 0.71950 0.63547 0.60907 0.54917 0.58277 0.55514 0.56576 0.60968 0.64185 0.76542
1969 0.87656 0.69989 0.61567 0.61057 0.55821 0.57216 0.54568 0.56766 0.61237 0.61199 0.73478
1970 0.88439 0.72222 0.64328 0.64226 0.58857 0.58608 0.55917 0.59242 0.63994 0.63496 0.76769
1971 0.91337 0.72323 0.61083 0.61358 0.58844 0.57341 0.54821 0.59873 0.64957 0.65016 0.78234
1972 0.82152 0.68530 0.62236 0.62045 0.60717 0.58624 0.56034 0.59711 0.64605 0.66880 0.80482
1973 0.81695 0.76376 0.65789 0.58941 0.58414 0.57868 0.55418 0.59857 0.65201 0.69773 0.83639
1974 0.82554 0.69639 0.61295 0.59230 0.62380 0.59441 0.55946 0.59496 0.64740 0.82825 0.64055
1975 0.87042 0.58918 0.57375 0.54422 0.58227 0.55914 0.53368 0.55684 0.60602 0.62375 0.48615
1976 0.85517 0.60812 0.56770 0.53882 0.57691 0.56214 0.53338 0.53343 0.58836 0.66493 0.70312
1977 0.90149 0.64466 0.56839 0.52488 0.55739 0.55984 0.52946 0.51957 0.57474 0.62656 0.66033
1978 0.83819 0.63400 0.55067 0.50263 0.52025 0.54484 0.51654 0.48970 0.53726 0.60021 0.64421
1979 0.84463 0.62265 0.54053 0.49787 0.52278 0.53782 0.50693 0.51084 0.54189 0.62993 0.65544
1980 0.84323 0.67295 0.51593 0.47154 0.49157 0.51761 0.49912 0.47795 0.51643 0.58881 0.57559
1981 0.82871 0.69545 0.52183 0.47426 0.49252 0.49848 0.48924 0.47127 0.48593 0.55895 0.59796
1982 0.82992 0.68274 0.54192 0.53161 0.54750 0.58597 0.59723 0.55905 0.57670 0.63924 0.64562
1983 0.83635 0.67856 0.55954 0.52487 0.54173 0.57608 0.60352 0.58688 0.57883 0.63911 0.63962
1984 0.83686 0.68725 0.55533 0.51400 0.53866 0.57156 0.59698 0.58417 0.57048 0.61946 0.60793
1985 0.82246 0.67363 0.57444 0.50741 0.51663 0.53869 0.56165 0.55640 0.53479 0.59247 0.65302
1986 0.82151 0.67671 0.55183 0.50010 0.51144 0.53812 0.55681 0.56452 0.53836 0.57501 0.62035
1987 0.83568 0.68160 0.54823 0.50512 0.50102 0.51630 0.54438 0.55631 0.53298 0.56288 0.56145
1988 0.85614 0.67573 0.57111 0.50270 0.50349 0.51508 0.53335 0.54313 0.52677 0.55641 0.61526
1989 0.83338 0.68658 0.55863 0.48975 0.49443 0.49792 0.51924 0.54442 0.53872 0.56442 0.57926
1990 0.84482 0.71625 0.57539 0.49630 0.49095 0.50679 0.52342 0.54632 0.55901 0.55642 0.59238
1991 0.82956 0.72487 0.55616 0.50967 0.49779 0.50745 0.51496 0.52995 0.55158 0.55713 0.60445
1992 0.82358 0.69342 0.57542 0.49563 0.48433 0.50564 0.51232 0.53376 0.56952 0.60691 0.63012

次に、自営業主と家族従業者間の賃金率格差率は、常雇-パートタイマー間賃金率格差率と同じであると
仮定し81、すでに求めた自営業主賃金率に格差率をかけることで、家族従業者の時間当たり賃金と考える

ことにする。

4.4.5 SNAベースの労働所得への調整

以上のように、各カテゴリー別に労働者数・労働時間・賃金のデータが推計できたので、次に各データ

をおのおの掛け合わせることで労働所得を計算し、それが SNAベースの労働所得に一致するように調整を
おこなう。具体的には、各カテゴリー別に、

労働者数×労働時間×賃金×調整係数 = SNAベース労働所得 (4.70)

となるような「調整係数」を求めるという作業をおこなう。なお、説明の都合上、調整係数をかけて調整

する以前の労働所得（労働者数×労働時間×賃金）を「賃金構造基本統計調査ベースの労働所得」と呼ぶ

ことにする。またその際に、「雇用者」と「自営業主＋家族従業者」でわけて調整する。

(4.70)式のような調整係数が発生する理由としては、次のようなものがあげられる。

1. 雇用者所得の範囲の相違
81これは、家族従業者と同様の労働力を自営業主が労働市場から調達するとしたら、最低でもパートタイマーに支払う賃金を払わ
ざるを得ないであろうという想定である。
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2. 「雇用者」概念の相違

3. 調査対象となる事業所規模の相違

4. 推計に用いた資料のバイアス

雇用者所得の範囲の相違

「賃金構造基本統計調査」ベースの雇用者所得には、「決まって支給する現金給与額」と「年間賞与その

他特別給与額」から計算される雇用者所得しか含んでいないが、SNA・産業連関表ベースの労働所得には、
それらの「賃金・俸給」82の他に「社会保険料（雇用者負担）」「その他の給与及び手当」を含んでいる。そ

れらの範囲は表 4.32及び表 4.33の通りである。

表 4.32: 賃金構造基本統計調査ベース雇用者所得
項目 範囲 注意
決まって支給する現金給与額 基本給、職務手当、家族手当、 すべて現物給与は含まない

精皆勤手当、通勤手当、
超過労働給与額等

年間賞与その他特別給与額 賞与、期末手当等特別給与額

表 4.33: SNA・産業連関表ベースの労働所得
項目 範囲 注意
賃金・俸給 常用労働者賃金、臨時・日雇労働者賃金、 議員歳費を除く

慶弔費、 結婚祝金、出産祝金、入学祝金、
死亡弔慰金、傷病見舞金、災害見舞金

チップ、議員歳費、
役員俸給 企業のコストとして役員に支払っ

た額であり、利益金を処分して
支払った役員賞与は含めない。

社会保険料 雇用主負担の社会保険料 政府管掌健康保険、厚生年金保険、
労働者災害補償保険、雇用保険、
児童手当等

その他の給与及び手当 退職年金及び退職一時金、
現物給与、 現物支給の食事、通勤定期、自社製品

を支給した場合の雇主のコスト
給与住宅差額家賃、
社会保険に関する上積給付金、 労災保険、健康保険
財産形成に関する費用 私的保険制度への拠出金

持家援助に関する費用
財産形成貯蓄奨励金及び給付金

82厳密に言えば、「賃金構造基本統計調査」ベース雇用者所得は「賃金・俸給」の一部である。詳しくは表 4.33を参照のこと。
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「雇用者」概念の相違

「賃金構造基本統計調査」で調査の対象としている「雇用者」には役員を含まないが、SNA ベースの
「雇用者」は役員を含む。

調査対象となる事業所規模の相違

「賃金構造基本統計調査」では、常用労働者 10人以下の小規模事業所は調査対象に含んでいないため、
それらの事業所に就労する雇用者のデータは初めから落とされている。

推計に用いた資料のバイアス

特にサンプルが小さい産業などでは、推計に用いた資料自体にバイアスがかかっている可能性が高い。

以上の 4つほどの理由によって、マクロベースの雇用者所得とミクロベースの雇用者所得の積み上げが
ずれるものと考えられる。

雇用者労働所得の調整

調整係数の推計に用いる SNAベース雇用者所得は、SNA産業連関表の推計の際に用いた産業別付加価
値から得ることができる。産業別付加価値は雇用者所得、資本所得（営業余剰＋固定資本減耗）、間接税、

補助金の 4項目からなるが、労働ブロックでは雇用者所得と資本所得のみを用いることになる。
今、第 j 産業の調整係数を dj とおけば、(4.70)式より、

dj =
LCj

∑
s

∑
a

∑
e lsaecjhsaecjwsaecj

(4.71)

ただし、

dj : 第 j産業の調整係数

LCj : 第 j産業の SNAベース雇用者所得

lsaecj : 第 j産業に就業するタイプ saecの雇用者数（SNAベース）

hsaecj : 第 j産業におけるタイプ saecの雇用者の実労働時間（月当たり）

wsaecj : 第 j産業におけるタイプ saecの雇用者の時間当たり賃金（税込）

j : j ∈産業 (j = 1, . . . , 43)

s : s ∈性別 (s = 1, 2)

a : a ∈年齢 (a = 1, . . . , 11)

e : e ∈学歴 (e = 1, 2, 3, 4)

c : c ∈就業形態 (c = 1)

として得ることができる83。したがって調整係数 dj は産業ごとに得られるので、各雇用者のタイプに関

わらず、第 j 産業に就業する雇用者には一様に調整係数 dj が適用されることになる84。調整係数 djは表

4.34の通りである。

83各カテゴリーの数字が表している意味は、第 4.1.1節を参照。
84データベースとしては、調整係数 dj はその他の雇用者数、実労働時間、時間当たり賃金と分離した形で提供されるが、データ
を実際に用いる場合には、実労働時間もしくは賃金のどちらかにかけて用いる場合が多い。
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表 4.34: 調整係数 dj

1.農林水産 2.石炭鉱業 3.他鉱業 4.建設 5.食料品 6.繊維 7.衣服 8.木材木製 9.家具
1960 0.9212 0.9881 1.8917 0.8489 0.7429 0.9993 1.3990 1.1028 0.6887
1961 0.9047 0.8927 2.7761 0.8812 0.7741 1.1263 1.1443 1.1659 0.9287
1962 0.8955 1.0342 2.0474 0.8836 0.8360 0.9734 1.1322 1.1097 0.8825
1963 0.8946 0.8181 2.0044 0.9074 0.9554 0.9478 1.1372 1.1362 0.8532
1964 0.8835 0.8119 2.3521 0.9601 0.9886 0.9328 1.1891 1.2376 0.9282
1965 0.8831 0.7361 1.9139 0.9319 0.9902 0.9158 1.0993 1.1934 0.8574
1966 0.9313 0.7663 1.6964 0.9708 1.0708 0.9630 1.2842 1.1701 0.8937
1967 0.8569 0.6901 1.6611 1.0261 1.0481 0.9808 1.3000 1.3205 0.9123
1968 0.8668 0.8585 1.3469 0.9549 1.0732 0.9600 1.2283 1.2253 0.9081
1969 0.8554 0.6726 1.6158 0.9991 1.1271 1.0474 1.4252 1.1372 0.8678
1970 0.8661 0.5964 2.0451 0.9143 1.0148 1.0162 1.1438 1.1553 0.9166
1971 0.8757 0.7157 1.4290 0.9200 0.9243 1.0233 1.2044 1.1123 0.9698
1972 0.8599 0.6094 1.7145 0.9260 0.9298 1.0224 1.2321 1.0890 1.0543
1973 0.8763 0.4127 1.4278 0.8842 0.8642 0.8956 0.8264 1.4699 1.1215
1974 0.8942 0.3897 1.5095 0.9147 0.9179 0.8488 0.9608 0.9552 1.3809
1975 0.8924 0.5601 1.6745 0.9428 0.9387 0.8689 1.1164 0.8936 1.1421
1976 0.8935 0.8996 1.3227 0.9562 0.9535 0.9041 1.0293 0.9815 1.3856
1977 0.8927 1.0067 1.3516 0.9590 0.9274 0.8921 1.0415 0.9662 1.0826
1978 0.9095 0.8472 1.1947 0.9829 0.9165 0.8585 0.9718 0.9893 1.1845
1979 0.9132 0.7539 1.2409 0.9972 0.9506 0.8939 0.9742 1.0870 1.1687
1980 0.9080 0.5133 1.2498 0.9832 0.9855 0.9863 1.0526 1.0243 1.1634
1981 0.9162 0.7627 1.1532 1.0091 0.9814 0.9422 0.9612 0.8979 1.2004
1982 0.9148 0.6733 1.3240 0.9825 1.0091 0.8826 1.1690 0.7741 1.1508
1983 0.9089 0.6990 1.3316 0.9802 1.0695 0.8418 1.1142 0.7430 1.0910
1984 0.9165 0.6019 1.3728 0.9642 1.0730 0.8575 1.2218 0.7054 1.0822
1985 0.9356 0.5575 1.5848 0.9870 1.0171 0.8367 1.0196 1.0655 1.0330
1986 0.9192 0.6050 1.5307 1.0102 1.0943 0.8485 1.0523 1.1623 1.0490
1987 0.9290 0.6650 1.5021 1.0297 1.0654 0.8822 1.1524 1.3110 1.0260
1988 0.9274 0.6046 1.1885 1.0482 1.0652 0.8894 1.0152 1.2905 1.1395
1989 0.9229 0.4715 1.1962 1.0557 1.1021 0.8012 1.0246 1.2778 1.1281
1990 0.9611 0.4610 1.0272 1.0645 1.1655 0.7790 1.0024 1.1923 1.3032
1991 0.9436 0.5289 1.0208 1.0560 1.1584 0.7576 0.8951 1.2642 1.0871
1992 0.9297 0.4119 0.9884 0.9935 1.1075 0.7373 1.0141 1.1413 1.2143

10.パルプ紙 11.出版印刷 12.化学 13.石油製 14.石炭製 15.ゴム 16.皮革 17.窯業土石 18.鉄鋼
1960 1.0680 0.9420 1.1692 1.0697 0.5336 1.3462 0.7600 0.9717 1.1798
1961 1.1403 0.9012 1.1648 1.0348 0.5424 1.4043 0.9851 1.0789 1.1574
1962 1.1260 0.9334 1.1978 1.1432 0.5709 1.3254 0.9232 1.0348 1.1308
1963 1.1026 0.9338 1.2977 1.1186 0.4749 1.2491 0.8474 1.0480 1.1101
1964 1.2502 1.0619 1.2321 1.0736 0.4751 1.2325 0.8847 1.0818 1.1483
1965 1.2018 1.0080 1.2431 1.1132 0.4106 1.2234 0.9072 1.0395 1.0893
1966 1.2388 0.9916 1.3226 1.0885 0.4554 1.1591 0.9775 1.0430 1.1289
1967 1.2065 1.0660 1.3259 1.1822 0.5531 1.2108 0.9153 1.1022 1.1993
1968 1.0896 0.9693 1.2246 1.1885 0.5576 1.0894 0.9073 0.9886 1.1521
1969 1.1166 0.9114 1.2453 1.1584 0.5188 1.0533 0.5559 0.9829 1.2005
1970 1.0148 1.0114 1.2848 1.2803 0.7817 1.0039 1.0874 0.9984 1.0142
1971 0.9728 1.0273 1.2706 1.3707 0.7181 1.0824 0.6944 0.9619 1.0642
1972 1.0164 0.9876 1.2283 1.3651 0.7317 1.0412 0.7292 0.8989 1.1697
1973 0.9667 0.8403 1.1551 1.3086 0.7026 0.8878 1.0800 0.8654 1.0839
1974 1.0400 1.0158 1.2077 1.2460 0.8613 1.2184 1.3971 0.8864 1.0895
1975 1.0008 0.9739 1.1209 1.0219 1.2568 1.1557 1.1952 0.8971 1.0888
1976 1.0806 1.0795 1.0912 1.0953 0.8547 1.2128 1.2661 0.8877 1.1377
1977 1.0138 0.9331 1.1954 0.9241 1.1967 1.3639 1.2441 0.9776 1.1507
1978 1.0639 0.9671 1.2506 1.0482 1.1930 1.3473 1.2519 1.0524 1.1872
1979 1.0520 1.0005 1.3194 0.9036 1.4359 1.3196 1.1505 1.0435 1.2303
1980 1.0937 0.9643 1.2422 0.9698 1.2824 1.3685 1.0522 1.0555 1.2013
1981 1.0291 1.0245 1.2294 0.7882 1.6149 1.3509 1.2695 1.0949 1.1683
1982 1.0628 1.0087 1.2746 0.9139 1.2057 1.4884 0.8931 1.0857 1.1592
1983 1.0806 0.9993 1.3125 1.0209 1.2160 1.5802 1.1391 1.0655 1.1457
1984 1.1029 0.9891 1.3163 1.0825 1.1543 1.4474 1.0673 1.0133 1.1499
1985 1.1607 1.0182 1.3238 1.2409 0.9698 0.9808 1.0172 1.0394 1.1271
1986 1.1584 1.0322 1.3691 1.3666 0.9453 1.0217 0.9833 1.0837 1.1678
1987 1.1428 1.0329 1.4403 1.4759 0.8410 0.9905 0.8798 1.1173 1.2568
1988 1.1276 1.0446 1.4015 1.4665 0.8235 1.0364 0.9689 1.1557 1.3159
1989 1.1471 1.0163 1.4452 1.4950 0.8913 1.0667 0.9284 1.1561 1.2671
1990 1.1461 1.0305 1.4066 1.3063 1.3687 1.0127 1.0157 1.1411 1.2071
1991 1.1227 1.0125 1.3588 1.4496 0.8254 1.1148 0.8927 1.1183 1.2140
1992 1.1279 0.9927 1.3910 1.3453 1.1545 0.9700 1.0034 1.1547 1.1432
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表 4.34: 調整係数 dj（続）
19.非鉄金 20.金属 21.一般機 22.電気機 23.自動車 24.他輸送機 25.精密機 26.他製造 27.鉄道

1960 1.3088 0.9796 0.9028 1.4836 1.9822 0.6139 0.8766 0.9286 1.0224
1961 1.1805 1.0014 0.9357 1.3832 1.8217 0.6698 1.0289 0.9398 1.0087
1962 1.6235 1.0106 1.1225 1.2471 1.9502 0.6739 1.1363 0.9171 1.0075
1963 1.4761 0.9897 1.1331 1.1469 1.8916 0.6597 1.1039 0.9510 0.9667
1964 1.3666 1.1471 1.1551 0.9918 1.6937 0.6907 1.1493 1.0332 0.8847
1965 1.4599 1.0906 1.1278 1.0277 1.6060 0.6719 1.1388 0.9961 0.7927
1966 1.2952 1.0398 1.0721 1.0401 1.5643 0.6565 1.0810 0.9969 0.8659
1967 1.2215 1.1119 1.1225 0.9545 1.4960 0.5354 1.0611 1.0874 0.8817
1968 1.2523 1.0861 0.9765 0.9703 1.5936 0.5251 1.0461 1.0119 0.8281
1969 1.2269 1.0465 0.9448 0.9655 1.4705 0.6208 1.0722 1.0820 0.8237
1970 1.1900 0.9865 0.9482 0.9661 1.5438 0.5395 1.0145 0.9018 0.9722
1971 1.0454 0.9736 0.9339 0.9653 1.5078 0.5351 0.9378 0.9103 0.8837
1972 1.0399 0.9680 0.9828 0.9681 1.4912 0.5243 1.0116 0.9510 0.8368
1973 1.1514 0.9399 0.9597 0.9182 1.5745 0.4821 0.9688 0.9377 0.6080
1974 1.1554 0.9684 0.9630 0.9217 1.6504 0.3387 0.9797 0.9779 0.5360
1975 1.1050 0.9346 0.9852 0.9679 1.3941 0.5965 0.9735 1.0174 0.7806
1976 1.2099 0.9685 1.0381 0.9879 1.3945 0.5636 1.0086 0.8016 0.7708
1977 1.2393 1.0208 1.0519 1.0162 1.3072 0.7241 1.0245 1.0473 0.9825
1978 1.3351 1.0484 1.0773 1.0542 1.3453 0.6240 1.0347 1.0156 0.9808
1979 1.2198 0.9975 1.0966 1.0536 1.3189 0.6030 1.0765 1.0145 0.9698
1980 1.1891 0.9593 1.0300 0.9986 1.2232 0.6674 1.0251 1.0468 0.9932
1981 1.1880 0.9538 1.1085 1.0143 1.3159 0.4551 1.0256 1.0564 1.0729
1982 0.9423 0.9662 1.0979 1.0163 1.1883 0.6555 1.0508 1.0353 1.2266
1983 0.9256 1.0075 1.0684 1.0185 1.1629 0.6003 1.0499 1.1380 1.3817
1984 0.8581 1.0307 1.0911 1.0063 1.1523 0.6617 1.0547 1.1011 1.4129
1985 0.9423 1.0520 1.0662 1.0413 1.1597 0.6630 1.0603 1.1224 1.5631
1986 0.9829 1.0410 1.0616 1.0324 1.1614 0.7582 1.0751 1.1158 1.7158
1987 0.8836 1.0535 1.1176 1.0533 1.1575 0.6843 1.1260 1.0470 1.6184
1988 0.8534 1.0324 1.1369 1.0730 1.1872 0.7055 1.1301 1.0524 1.6230
1989 0.8915 1.0188 1.1444 1.0707 1.1334 0.7065 1.1136 1.0999 1.6013
1990 0.8925 1.0061 1.1288 1.1121 1.1453 0.5678 1.1153 1.0688 1.4251
1991 0.8302 0.9896 1.1050 1.0943 1.0703 0.7656 1.0715 1.0862 1.6479
1992 0.9166 0.9476 1.1076 1.0778 1.0914 0.5837 1.0204 1.0346 1.6356

28.道路輸送 29.水運 30.航空 31.倉庫他 32.通信 33.電気 34.ガス 35.水道 36.商業
1960 1.5638 2.0336 0.9191 0.3674 0.7271 0.8667 1.6513 0.6000 0.9703
1961 1.5610 2.3515 1.2078 0.3834 0.7654 0.6869 1.3045 0.6366 0.9847
1962 1.4996 2.2472 1.2727 0.3854 0.7745 0.7252 1.2757 0.6075 1.0171
1963 1.4803 2.2278 1.3765 0.3599 0.7887 0.6698 1.1238 0.4859 0.9819
1964 1.5253 2.3662 1.3512 0.3740 0.8654 0.7044 1.0301 0.5399 1.0808
1965 1.4625 2.4729 1.2997 0.3958 0.9077 0.6983 1.0567 0.4498 0.9923
1966 1.4492 2.2304 1.1500 0.3465 0.8760 0.7186 1.1004 0.5642 1.0251
1967 1.3832 2.1882 1.1498 0.3852 0.8270 0.7292 1.1122 0.6416 1.0698
1968 1.3164 2.0203 1.1024 0.3696 0.8299 0.7045 1.0916 0.6517 1.0278
1969 1.1984 2.0320 1.1306 0.4519 1.0475 0.6026 1.2413 0.7765 1.0403
1970 1.2922 2.6352 1.0690 0.4754 0.9193 0.7018 1.1356 0.7652 0.9868
1971 1.3496 2.3718 1.1977 0.6669 0.9344 0.7988 1.1435 0.8172 0.9468
1972 1.3824 1.9647 1.3860 0.7962 0.8948 0.7917 1.1606 0.8666 0.9041
1973 1.3298 2.1050 1.2212 0.8335 0.9876 0.9698 1.4393 0.6462 0.8973
1974 1.3215 3.3086 1.1103 0.8596 1.0015 0.9514 0.9465 0.4588 0.8973
1975 1.3867 2.1188 1.3727 0.5886 1.0059 0.8972 1.0518 0.6722 0.8887
1976 1.3069 2.9103 1.1488 0.4511 1.0554 1.1345 0.7668 0.4962 0.9067
1977 1.2208 2.5268 1.5456 0.4900 1.0449 1.1384 0.7975 0.4379 0.9279
1978 1.3430 1.8334 1.6541 0.3720 1.0472 1.1448 1.1276 0.4591 0.9366
1979 1.2975 1.8896 1.6403 0.3789 1.0124 1.2385 1.2929 0.4646 0.9600
1980 1.1879 2.7905 1.8073 0.5083 0.9736 1.0034 1.0317 0.8463 0.9451
1981 1.3400 2.0852 2.0137 0.3926 1.0099 1.3465 1.1691 0.4472 0.9227
1982 1.1731 3.2003 2.3671 0.4799 0.9323 1.3282 1.1842 0.6394 0.9111
1983 1.2149 3.0735 1.9787 0.4450 0.8473 1.3387 1.0590 0.5753 0.9040
1984 1.2591 2.9563 3.0524 0.4220 0.8335 1.2904 1.0398 0.6017 0.9235
1985 1.3133 2.1915 2.3079 0.4552 0.8807 1.0747 0.9374 0.6645 0.9018
1986 1.3216 2.2644 2.5446 0.4628 0.7601 1.1632 1.0058 0.5941 0.8861
1987 1.3382 2.3346 2.4302 0.4463 0.7752 1.2311 0.9270 0.5929 0.9039
1988 1.2685 2.2606 2.3675 0.4730 0.7312 1.2470 0.9077 0.6061 0.8978
1989 1.3239 2.4499 2.3022 0.4575 0.6398 1.2849 0.9007 0.5986 0.8871
1990 1.1029 2.2961 1.9610 0.4881 1.1175 1.1713 0.9579 0.6930 0.8973
1991 1.2691 2.1287 1.9312 0.5102 0.6722 1.2944 0.8830 0.6033 0.9114
1992 1.1793 2.3931 2.2150 0.5195 0.8669 1.2559 1.0420 0.5884 0.9068
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表 4.34: 調整係数 dj（続）
37.金融保険 38.不動産 39.教育 40.研究 41.医療保健 42.他サービス 43.公務

1960 1.1130 0.6670 0.9650 2.0500 0.7550 0.8340 0.9700
1961 1.1920 0.6520 0.9030 2.0680 0.8120 0.8990 0.9600
1962 1.1930 0.6890 0.9480 2.1900 0.8870 0.9160 0.9720
1963 1.1850 0.6840 0.9870 2.0050 0.8980 0.9310 0.9820
1964 1.2140 0.7300 1.0180 2.1400 0.9600 0.9420 0.9830
1965 1.2130 0.6820 1.1220 2.2340 0.8640 0.7550 0.9900
1966 1.1750 0.7390 0.9740 2.2780 0.8010 0.8690 0.9990
1967 1.1630 0.7660 1.0420 2.3040 0.7500 0.8510 1.0240
1968 1.1880 0.8270 0.9830 2.2600 0.8730 0.8160 1.1230
1969 1.1580 0.8340 0.9870 2.2250 0.9470 0.7870 1.1620
1970 1.0880 0.8110 1.0060 2.4620 0.9730 0.8520 1.2300
1971 1.1070 0.8700 1.0570 2.5130 0.9880 0.9000 1.2730
1972 1.1340 0.9080 1.0850 2.5230 0.9320 0.9730 1.2850
1973 1.0370 0.9120 0.9780 2.2070 0.9690 1.0490 1.3870
1974 1.1280 0.9360 0.7780 2.3070 0.9410 1.2390 1.4930
1975 1.1520 0.8900 1.1550 2.6210 1.0440 0.8790 1.3920
1976 1.1330 0.8260 1.0920 2.0260 0.8010 1.0730 1.3550
1977 1.1200 0.9250 1.3490 2.5180 0.8900 0.8340 1.3900
1978 1.1190 0.8270 1.3990 2.5510 0.8730 0.8380 1.3820
1979 1.1440 0.7590 1.4450 2.5160 0.9120 0.7840 1.4090
1980 1.1380 0.7600 1.2100 2.1370 0.9460 0.9340 1.4490
1981 1.1720 0.7140 1.4310 2.4660 0.8990 0.8110 1.4650
1982 1.1800 0.7450 1.2970 2.0770 0.8710 0.9290 1.4330
1983 1.1380 0.7640 1.2200 2.0100 0.8260 0.9050 1.4650
1984 1.1270 0.7960 1.2550 1.8850 0.8000 0.9120 1.4810
1985 1.1250 0.7980 1.2200 1.7750 0.9330 0.8830 1.5290
1986 1.1050 0.7990 1.1920 1.6640 0.8360 0.9520 1.5130
1987 1.1340 0.7960 1.1840 1.7130 0.8360 0.9280 1.5000
1988 1.1780 0.8300 1.2480 1.6770 0.9050 0.9180 1.5120
1989 1.1610 0.8160 1.2300 1.6350 0.8640 0.9240 1.5720
1990 1.1510 0.8050 1.2220 1.5590 0.8750 0.8940 1.6160
1991 1.1730 0.8170 1.2080 1.5960 0.8310 0.9100 1.6070
1992 1.1680 0.8080 1.1790 1.4750 0.7820 0.8920 1.5930

4.4.6 自営業主および家族従業者の労働所得の調整

自営業主・家族従業者の労働所得は SNA体系では「営業余剰」中に含まれている。また、以上のような
作業仮説をおくことで求められた自営業主・家族従業者の賃金データが適当なものであるかどうかチェッ

クする必要がある。この時、雇用者所得の調整の時と同じように、産業連関表の推計の際に用いた産業別

付加価値より、資本所得を用いる。資本所得は営業余剰と固定資本減耗からなるが、自営業主・家族従業

者の賃金推計が適切ならば、以下の条件を満たすはずである。

KCj −
2∑

s=1

11∑
a=1

3∑
c=2

lsacjhsacjwsacjdj ≥ 0 (4.72)

ただし、

KCj : 第 j産業の資本所得

lsacj : 第 j産業に就業するタイプ sacの就業者数（SNAベース）

hsacj : 第 j産業におけるタイプ sacの就業者の実労働時間（月当たり）

wsacj : 第 j産業におけるタイプ sacの就業者の時間当たり賃金（税込）

dj : 第 j産業の調整係数

(4.73)
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今回の推計では、全期間・全産業について、条件 4.72が満たされていた85ので、その後、特別な調整は行

わなかったが、もし条件 4.72が満たされていなかった場合には、労働分配率を先取りして設定し、資本所
得から自営業主・家族従業者の労働所得分を分割して、それに合うように賃金を再調整する必要があるだ

ろう。推計された自営業主・家族従業者の労働所得は表 4.35のとおり。

85ただし、資本所得が初めから負値を取る場合を除く。
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表 4.35: 自営業主・家族従業者労働所得

（単位:10億円）

1.農林水産 2.石炭鉱業 3.他鉱業 4.建設 5.食料品 6.繊維 7.衣服 8.木材木製 9.家具
1960 258.754 0.013 0.157 0.420 5.689 11.195 4.113 0.822 0.175
1961 291.518 0.009 0.123 0.493 6.041 12.226 3.501 1.015 0.309
1962 335.156 0.019 0.218 0.669 8.377 13.577 4.318 1.226 0.430
1963 347.369 0.011 0.161 0.961 10.367 14.215 5.834 1.523 0.569
1964 375.129 0.009 0.169 1.734 13.013 15.447 8.266 1.995 0.845
1965 408.809 0.010 0.201 2.512 16.289 18.545 10.251 2.233 1.083
1966 489.271 0.005 0.120 2.414 17.121 21.779 13.413 2.238 1.224
1967 498.413 0.006 0.201 4.232 17.168 26.190 14.998 2.571 1.330
1968 532.846 0.004 0.119 3.888 13.163 26.944 12.918 2.133 1.227
1969 548.900 0.005 0.187 4.198 13.927 34.543 17.748 2.112 1.322
1970 514.444 0.005 0.186 3.732 12.288 39.749 15.865 2.073 1.438
1971 464.784 0.003 0.150 4.600 10.613 38.375 15.680 1.856 1.503
1972 521.544 0.003 0.199 6.253 12.769 45.116 22.580 2.218 2.059
1973 655.073 0.004 0.179 11.180 18.299 57.194 23.681 4.803 3.300
1974 751.459 0.005 0.227 14.939 21.680 55.811 31.294 3.547 4.572
1975 792.519 0.010 0.314 18.349 20.706 52.310 37.867 2.996 3.940
1976 802.111 0.007 0.331 21.361 21.080 57.553 38.096 3.462 5.103
1977 851.583 0.011 0.280 24.626 19.186 58.734 38.788 3.304 3.963
1978 861.334 0.017 0.498 30.678 21.524 58.736 42.035 3.570 4.869
1979 889.633 0.011 0.441 33.770 24.129 71.005 47.637 4.992 5.604
1980 695.837 0.010 0.363 60.250 20.179 70.644 45.627 3.837 4.746
1981 782.204 0.018 0.666 36.827 21.863 94.954 48.662 4.045 5.754
1982 752.990 0.011 0.515 46.074 23.607 85.846 61.678 3.783 6.356
1983 776.759 0.011 0.461 42.729 20.606 87.908 72.241 4.281 7.203
1984 853.737 0.010 0.306 45.823 31.181 97.263 74.115 3.892 6.943
1985 864.468 0.010 0.338 44.730 32.005 86.941 56.820 5.006 6.090
1986 821.661 0.014 0.492 49.062 29.896 93.884 69.368 6.153 7.177
1987 765.901 0.014 0.488 48.846 26.551 84.034 67.805 6.204 6.434
1988 750.099 0.009 0.248 51.622 27.950 83.667 59.773 6.536 6.855
1989 768.215 0.010 0.259 61.955 31.757 84.135 67.400 7.158 7.733
1990 815.271 0.010 0.259 68.291 33.762 80.283 63.562 6.818 8.536
1991 815.205 0.012 0.455 71.187 35.745 81.152 62.177 7.852 7.527
1992 769.669 0.009 0.270 62.268 33.819 82.444 69.339 7.056 8.589

10.パルプ紙 11.出版印刷 12.化学 13.石油製 14.石炭製 15.ゴム 16.皮革 17.窯業土石 18.鉄鋼
1960 1.468 0.563 0.315 0.013 0.016 0.137 0.334 1.504 0.027
1961 1.538 0.597 0.283 0.011 0.018 0.196 0.490 1.653 0.027
1962 1.809 0.755 0.335 0.015 0.024 0.219 0.660 1.916 0.032
1963 2.219 1.019 0.484 0.016 0.023 0.281 0.839 1.888 0.059
1964 3.017 1.542 0.400 0.008 0.013 0.408 1.172 2.002 0.073
1965 3.658 2.030 0.454 0.010 0.014 0.541 1.554 2.180 0.063
1966 3.907 2.086 0.463 0.023 0.033 0.700 1.786 2.313 0.069
1967 3.609 2.488 0.517 0.012 0.018 0.894 1.777 2.920 0.118
1968 2.779 2.043 0.360 0.011 0.017 0.890 1.469 2.521 0.138
1969 3.035 2.047 0.402 0.012 0.016 1.170 1.065 3.255 0.174
1970 2.641 2.293 0.442 0.012 0.023 1.278 1.953 4.029 0.194
1971 2.399 2.443 0.340 0.015 0.024 1.192 1.166 3.955 0.190
1972 2.900 3.214 0.409 0.018 0.030 1.600 1.627 5.282 0.240
1973 4.396 4.236 0.703 0.023 0.040 2.330 3.591 8.311 0.428
1974 5.150 6.039 0.892 0.027 0.062 3.662 5.439 9.959 0.497
1975 4.799 6.458 0.581 0.021 0.098 3.227 4.504 8.903 0.487
1976 5.340 8.093 0.619 0.030 0.063 3.697 5.328 9.396 0.490
1977 4.641 7.218 0.716 0.029 0.097 4.386 5.432 10.594 0.623
1978 5.532 8.779 0.591 0.039 0.108 5.131 6.405 11.804 0.614
1979 5.929 10.383 0.925 0.037 0.139 5.563 6.700 12.684 0.722
1980 5.000 8.751 0.583 0.037 0.118 5.156 5.306 12.421 0.697
1981 5.949 10.336 0.745 0.048 0.186 6.069 7.347 12.381 1.341
1982 5.917 12.358 1.109 0.060 0.146 6.847 6.526 13.233 0.925
1983 4.907 15.412 0.623 0.073 0.147 8.016 8.545 4.807 1.156
1984 7.804 14.912 1.509 0.098 0.180 7.439 8.110 13.520 1.726
1985 7.191 14.476 1.161 0.103 0.143 5.318 8.311 15.525 1.388
1986 8.793 16.566 1.295 0.132 0.163 6.224 9.611 16.031 1.232
1987 7.491 14.270 1.222 0.146 0.149 5.214 8.299 18.875 0.963
1988 7.941 14.570 1.207 0.126 0.142 5.053 7.295 19.763 0.969
1989 9.078 16.440 0.908 0.150 0.162 5.764 8.562 21.155 0.989
1990 8.898 17.520 0.892 0.131 0.264 5.149 8.489 20.720 1.104
1991 8.567 17.151 0.933 0.164 0.181 6.232 8.364 22.610 0.994
1992 8.720 15.654 1.003 0.150 0.287 5.104 9.307 20.303 0.912
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表 4.35: 自営業主・家族従業者労働所得（続）
（単位:10億円）

19.非鉄金 20.金属 21.一般機 22.電気機 23.自動車 24.他輸機 25.精密機 26.他製造 27.鉄道
1960 0.015 0.831 0.882 1.599 1.478 0.261 0.758 2.951 0.000
1961 0.014 0.990 1.003 1.470 1.782 0.286 0.907 3.033 0.000
1962 0.024 1.272 1.435 1.531 2.673 0.364 1.134 3.596 0.000
1963 0.044 1.408 1.795 1.628 3.389 0.419 1.192 4.601 0.000
1964 0.064 2.154 2.273 1.726 4.656 0.636 1.518 5.992 0.000
1965 0.099 2.705 2.932 2.092 8.026 0.819 1.778 6.891 0.000
1966 0.082 3.097 3.344 2.584 8.227 1.039 1.855 7.677 0.000
1967 0.118 4.510 4.355 3.015 8.952 1.020 2.075 8.539 0.000
1968 0.136 4.694 3.961 3.370 8.837 0.871 2.003 6.957 0.000
1969 0.193 6.102 4.774 4.706 10.558 1.288 2.514 8.202 0.000
1970 0.276 6.562 4.095 4.069 4.476 0.404 1.857 7.451 0.000
1971 0.245 6.178 3.650 3.507 4.077 0.575 1.581 7.139 0.000
1972 0.270 7.946 5.596 4.535 5.767 0.753 2.188 9.450 0.000
1973 0.529 13.644 9.700 7.096 9.051 1.042 3.378 14.109 0.000
1974 0.562 16.477 11.364 7.089 10.892 0.772 3.803 16.027 0.000
1975 0.519 15.483 10.570 8.386 9.497 1.529 3.342 16.138 0.000
1976 0.613 17.152 12.181 10.183 11.029 1.705 3.896 14.161 0.000
1977 0.817 18.884 13.093 12.076 11.873 2.528 4.148 19.116 0.000
1978 0.817 21.172 14.443 13.531 15.199 2.374 4.661 22.145 0.000
1979 0.994 20.804 17.376 15.281 20.225 2.173 5.606 22.990 0.000
1980 0.886 20.537 17.672 13.788 23.444 2.434 5.683 22.067 0.000
1981 2.193 21.225 21.820 19.562 22.076 1.871 5.776 24.552 0.000
1982 1.295 22.706 20.544 18.278 24.762 4.159 5.460 27.333 0.000
1983 1.525 26.905 20.717 26.600 27.925 4.413 5.470 37.033 0.000
1984 1.927 29.740 25.329 23.424 31.258 5.703 6.664 36.763 0.000
1985 1.712 29.396 23.610 22.344 33.057 5.294 6.271 35.666 0.000
1986 1.633 29.000 22.267 25.571 37.222 5.923 6.059 42.156 0.000
1987 1.190 25.779 21.027 21.954 34.608 4.692 5.262 36.368 0.000
1988 1.167 27.710 22.311 22.878 39.560 4.431 5.589 39.944 0.000
1989 1.268 30.314 24.274 25.778 42.764 4.667 6.172 47.417 0.000
1990 1.330 30.363 26.619 28.486 45.256 3.844 6.525 46.141 0.000
1991 1.272 30.103 27.532 32.592 47.036 5.348 6.187 52.246 0.000
1992 1.137 26.204 23.938 28.255 45.393 3.799 5.486 47.441 0.000

28.道路輸送 29.水運 30.航空 31.倉庫他 32.通信 33.電気 34.ガス 35.水道 36.商業
1960 0.523 0.156 0.000 0.047 0.027 0.000 1.041 0.000 106.209
1961 0.475 0.157 0.000 0.041 0.029 0.000 0.991 0.000 99.999
1962 0.645 0.219 0.000 0.053 0.040 0.000 1.136 0.000 115.941
1963 0.852 0.320 0.000 0.064 0.055 0.000 1.128 0.000 129.792
1964 1.525 0.688 0.000 0.105 0.083 0.000 1.232 0.000 161.611
1965 1.800 1.102 0.000 0.134 0.119 0.000 1.532 0.000 194.687
1966 2.125 1.167 0.000 0.135 0.122 0.000 1.848 0.000 197.114
1967 1.708 0.891 0.000 0.123 0.104 0.000 1.806 0.000 187.277
1968 1.788 0.875 0.000 0.128 0.107 0.000 1.569 0.000 173.429
1969 1.681 0.862 0.000 0.162 0.166 0.000 1.916 0.000 195.533
1970 1.224 0.725 0.000 0.116 0.119 0.000 0.472 0.000 185.495
1971 1.518 0.618 0.000 0.186 0.159 0.000 0.445 0.000 187.673
1972 2.776 0.721 0.000 0.376 0.293 0.000 0.662 0.000 236.731
1973 3.814 0.994 0.000 0.522 0.380 0.000 1.033 0.000 328.274
1974 4.752 1.804 0.000 0.623 0.613 0.000 0.990 0.000 352.420
1975 6.722 1.380 0.000 0.528 0.835 0.000 1.206 0.000 441.906
1976 5.881 1.540 0.000 0.416 1.067 0.000 0.943 0.000 455.160
1977 6.475 1.427 0.000 0.517 1.189 0.000 1.084 0.000 519.498
1978 8.304 1.152 0.000 0.437 1.254 0.000 1.625 0.000 591.563
1979 9.598 1.353 0.000 0.552 1.784 0.000 1.952 0.000 638.261
1980 7.986 1.741 0.000 0.637 1.415 0.000 1.545 0.000 547.057
1981 9.896 1.288 0.000 0.564 2.118 0.000 1.814 0.000 672.681
1982 10.210 2.199 0.000 0.761 1.730 0.000 1.870 0.000 694.138
1983 11.815 2.173 0.000 0.791 2.074 0.000 2.372 0.000 710.072
1984 13.312 2.173 0.000 0.825 2.487 0.000 2.182 0.000 803.147
1985 12.092 1.274 0.000 0.754 3.034 0.000 2.187 0.000 808.790
1986 12.985 1.279 0.000 0.814 3.079 0.000 3.152 0.000 823.540
1987 10.995 1.000 0.000 0.677 2.974 0.000 2.631 0.000 777.263
1988 11.756 1.040 0.000 0.837 3.387 0.000 2.592 0.000 774.870
1989 13.105 1.064 0.000 0.998 3.734 0.000 2.379 0.000 827.707
1990 12.308 1.191 0.000 1.147 6.359 0.000 3.179 0.000 840.991
1991 17.564 1.409 0.000 1.658 4.711 0.000 3.074 0.000 954.606
1992 13.858 1.480 0.000 1.354 4.941 0.000 3.022 0.000 908.323
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表 4.35: 自営業主・家族従業者労働所得（続）
（単位:10億円）

37.金融保険 38.不動産 39.教育 40.研究 41.医療保健 42.他サービス 43.公務
1960 1.366 0.440 0.588 0.000 5.904 51.144 0.000
1961 1.483 0.729 0.599 0.000 5.561 55.517 0.000
1962 1.584 1.048 0.736 0.000 6.691 60.363 0.000
1963 1.953 1.576 0.917 0.000 7.985 66.724 0.000
1964 1.851 2.201 1.094 0.000 9.778 77.636 0.000
1965 2.170 3.892 1.566 0.000 11.653 76.237 0.000
1966 2.274 4.641 1.500 0.000 10.769 95.559 0.000
1967 2.219 4.079 1.408 0.000 9.325 96.493 0.000
1968 2.284 5.922 1.186 0.000 8.069 83.942 0.000
1969 2.343 7.174 1.254 0.000 8.534 87.616 0.000
1970 1.859 7.364 1.652 0.000 12.664 128.616 0.000
1971 1.825 6.640 1.673 0.000 12.496 133.050 0.000
1972 2.108 9.391 2.193 0.000 15.528 179.668 0.000
1973 3.095 15.567 2.625 0.000 20.924 293.189 0.000
1974 4.013 19.862 2.559 0.000 22.831 399.654 0.000
1975 3.990 21.238 4.996 0.000 35.755 368.051 0.000
1976 4.742 18.137 4.554 0.000 28.505 457.164 0.000
1977 5.270 25.356 5.970 0.000 33.562 410.747 0.000
1978 6.425 25.617 6.811 0.000 39.511 505.735 0.000
1979 6.849 26.719 6.711 0.000 50.262 498.536 0.000
1980 5.468 21.586 4.369 0.000 42.725 518.904 0.000
1981 7.513 25.546 5.672 0.000 49.772 570.981 0.000
1982 7.764 29.117 4.231 0.000 49.048 680.559 0.000
1983 8.080 30.459 2.672 0.000 47.698 716.795 0.000
1984 8.933 36.304 2.893 0.000 52.473 818.835 0.000
1985 10.558 46.474 2.734 0.000 61.885 801.132 0.000
1986 11.999 41.383 3.044 0.000 61.983 881.537 0.000
1987 11.460 34.827 3.256 0.000 60.067 826.103 0.000
1988 11.506 36.658 3.461 0.000 66.105 880.044 0.000
1989 14.242 43.275 4.049 0.000 71.251 994.661 0.000
1990 13.519 47.263 4.340 0.000 74.570 1029.286 0.000
1991 13.958 49.308 4.943 0.000 76.809 1126.947 0.000
1992 16.318 52.502 4.970 0.000 74.114 1137.284 0.000

最後に資本所得から自営業主・家族従業者の労働所得の分を剥ぎ取り、雇用者所得にたした労働所得は、

表 4.36のとおりである。



342 第 4章 労働投入の推計

表 4.36: 労働所得

（単位:10億円）

1.農林水産 2.石炭鉱業 3.他鉱業 4.建設 5.食料品 6.繊維 7.衣服 8.木材木製 9.家具
1960 470.454 125.937 63.133 542.120 136.989 223.395 52.212 77.331 25.385
1961 522.418 111.481 79.351 701.193 165.341 284.526 53.122 102.090 35.260
1962 585.656 112.060 94.477 888.769 210.277 307.177 65.067 111.690 43.000
1963 616.669 91.432 89.340 1045.661 269.967 324.515 88.545 124.563 51.244
1964 676.029 91.733 94.545 1291.534 299.813 358.947 103.064 144.152 62.968
1965 747.709 90.095 102.716 1592.512 364.989 401.145 109.055 162.348 71.909
1966 885.171 98.696 100.529 1809.114 435.921 441.679 144.268 179.986 85.383
1967 965.113 89.518 101.389 1988.032 489.368 480.690 176.657 235.819 106.071
1968 1050.246 96.664 125.159 2154.188 612.863 533.244 199.242 270.706 125.036
1969 1120.100 88.490 150.002 2507.198 722.727 656.043 269.965 297.576 140.840
1970 1181.044 98.457 152.434 2933.732 793.188 751.349 263.633 352.670 179.617
1971 1196.984 97.960 183.193 3549.500 876.313 872.875 337.622 380.496 227.945
1972 1335.544 83.621 183.881 4299.653 992.069 966.016 421.354 422.600 275.287
1973 1623.273 65.326 187.157 5414.980 1175.599 1184.494 397.474 782.190 378.611
1974 1988.059 75.208 233.324 6688.339 1498.980 1323.411 573.482 614.253 553.644
1975 2199.819 118.551 259.273 7954.049 1789.806 1335.710 772.845 570.398 531.485
1976 2351.211 160.498 278.140 8875.961 2085.280 1466.153 837.172 659.267 705.656
1977 2636.683 187.349 299.942 9836.526 2268.586 1467.034 944.924 679.224 596.277
1978 2726.934 172.420 265.995 11021.678 2407.824 1503.936 916.066 739.284 673.183
1979 2896.033 159.109 264.943 12173.170 2586.829 1605.605 975.596 818.325 716.166
1980 2798.437 118.517 284.756 13400.150 2857.379 1674.844 1082.915 805.426 727.689
1981 2921.804 169.627 268.457 14204.327 3143.863 1739.654 1064.561 698.410 786.269
1982 2990.490 160.886 309.940 14837.474 3380.207 1732.146 1329.457 577.683 792.314
1983 3097.559 161.583 306.089 15011.129 3697.806 1776.408 1319.151 553.683 779.418
1984 3138.137 149.223 298.793 15032.123 3894.581 1822.863 1475.077 514.117 751.831
1985 3243.368 134.950 344.698 15628.630 4143.505 1885.941 1306.424 746.215 734.866
1986 3041.761 130.611 345.995 16315.462 4309.696 1979.384 1405.994 803.830 750.448
1987 2984.901 105.475 364.027 16923.946 4435.251 1990.434 1582.412 924.408 746.478
1988 2990.199 78.174 349.083 18698.922 4646.750 1985.467 1450.976 945.837 843.135
1989 2956.415 61.232 343.237 20734.955 4957.057 1890.835 1565.916 973.828 892.361
1990 3114.471 47.424 331.645 22998.491 5549.262 1949.783 1690.049 965.918 1095.306
1991 3162.005 50.152 349.715 25391.387 5994.245 2001.752 1655.712 1117.864 996.185
1992 3108.169 38.354 347.525 26390.568 6136.319 2070.544 1988.152 1031.874 1165.065

10.パルプ紙 11.出版印刷 12.化学 13.石油製 14.石炭製 15.ゴム 16.皮革 17.窯業土石 18.鉄鋼
1960 74.568 94.415 182.115 17.458 3.771 35.754 8.593 98.804 160.563
1961 87.638 109.041 211.383 18.588 4.441 46.309 14.089 127.553 189.642
1962 96.409 127.338 244.635 22.828 5.411 50.526 17.496 147.316 210.161
1963 108.819 164.473 280.684 25.084 5.355 56.816 21.936 167.588 228.057
1964 133.517 199.525 310.100 25.594 5.627 64.340 24.752 196.102 262.796
1965 148.958 228.965 347.954 28.247 5.177 68.770 28.087 227.080 264.475
1966 170.207 251.021 395.763 31.424 6.632 75.282 31.933 254.613 303.671
1967 193.609 308.575 445.317 38.082 8.748 94.799 36.616 305.420 390.043
1968 213.379 344.122 503.160 41.623 10.505 114.414 40.127 360.521 454.405
1969 246.935 370.217 595.402 47.078 11.550 128.916 29.008 414.355 544.751
1970 274.941 509.449 726.042 58.515 18.420 154.541 59.832 503.829 581.696
1971 319.099 629.340 821.340 75.602 20.237 191.771 43.526 548.955 704.300
1972 363.100 720.297 924.709 88.270 23.878 214.393 52.541 618.582 780.068
1973 455.296 773.110 1127.603 108.165 27.798 237.943 94.665 801.511 952.866
1974 602.150 1088.383 1454.492 135.220 44.769 386.162 144.545 1023.259 1225.657
1975 632.499 1276.660 1543.981 119.959 73.260 405.857 140.197 1112.303 1367.368
1976 708.840 1575.647 1669.119 156.413 56.080 457.742 175.280 1196.796 1416.041
1977 752.441 1533.719 1783.016 145.007 81.419 564.376 189.343 1316.994 1540.826
1978 785.432 1736.933 1844.491 181.321 83.826 587.231 194.335 1445.604 1567.050
1979 821.229 1922.958 2024.925 172.341 112.635 597.747 199.005 1521.684 1630.722
1980 910.600 1990.012 2121.483 207.454 107.701 679.896 180.701 1700.321 1789.757
1981 955.749 2275.545 2148.545 168.031 144.803 678.522 234.222 1761.181 1879.358
1982 1006.317 2354.833 2361.509 202.279 110.427 750.273 187.284 1802.533 2056.501
1983 1072.407 2482.703 2473.723 212.660 106.560 812.645 214.503 1765.907 2129.392
1984 1158.604 2546.001 2719.609 229.805 94.573 802.203 204.110 1831.520 2282.406
1985 1230.791 2793.664 2843.361 253.383 80.763 631.613 227.761 1860.425 2306.022
1986 1302.993 2909.316 2959.295 277.223 76.272 647.906 235.625 1904.931 2330.666
1987 1351.791 2946.589 3094.522 291.084 61.811 625.929 223.700 1977.175 2347.623
1988 1401.441 3144.818 3191.507 298.251 63.817 676.365 222.802 2141.363 2414.095
1989 1495.478 3296.279 3437.208 317.730 67.082 732.408 236.349 2270.355 2548.954
1990 1571.098 3633.657 3603.392 292.047 107.048 738.473 273.639 2425.020 2638.338
1991 1656.967 3939.937 3855.333 356.872 71.373 873.492 267.086 2620.210 2800.343
1992 1705.520 4009.329 3991.303 343.709 103.328 798.031 316.298 2729.503 2739.524
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表 4.36: 労働所得（続）
（単位:10億円）

19.非鉄金 20.金属 21.一般機 22.電気機 23.自動車 24.他輸機 25.精密機 26.他製造 27.鉄道
1960 44.179 135.031 205.082 260.599 165.654 75.585 39.658 57.905 182.930
1961 48.899 171.890 266.603 288.770 199.385 88.683 54.907 69.329 206.541
1962 63.095 211.772 364.735 312.231 257.065 102.772 71.634 81.588 240.174
1963 67.446 259.508 440.095 324.828 305.503 108.905 85.792 104.289 266.606
1964 77.841 331.254 503.373 338.526 350.449 132.343 99.518 134.721 290.322
1965 105.287 373.005 544.632 387.092 414.253 148.192 113.078 157.850 313.536
1966 107.180 419.797 606.044 460.484 472.135 171.431 126.355 183.652 387.589
1967 122.993 517.410 749.255 531.115 569.239 183.033 147.275 232.160 414.735
1968 151.169 625.894 828.361 714.370 713.961 212.647 173.203 266.590 443.403
1969 176.516 750.802 988.674 915.706 825.980 285.266 210.714 361.945 469.752
1970 215.574 881.962 1343.195 1189.669 982.560 291.220 250.957 374.808 600.949
1971 210.535 1027.378 1526.650 1325.607 1112.119 384.733 283.981 465.380 628.840
1972 249.342 1130.646 1782.996 1552.435 1282.653 475.667 340.488 561.075 647.804
1973 361.991 1439.344 2272.300 1962.196 1743.827 530.266 424.978 725.757 599.392
1974 467.402 1833.177 2857.564 2432.389 2412.238 433.926 538.303 898.711 620.773
1975 473.738 1877.083 3038.770 2549.186 2289.513 782.013 560.642 1051.787 1084.324
1976 500.262 1956.252 3282.681 2910.883 2625.983 765.751 624.896 948.177 1143.240
1977 560.814 2203.084 3599.393 3264.576 2754.795 1047.106 707.948 1355.443 1466.246
1978 583.481 2300.472 3694.443 3504.731 3159.195 841.678 766.361 1427.302 1535.448
1979 613.094 2377.004 4009.576 3811.881 3542.046 714.352 848.906 1465.472 1583.501
1980 655.126 2569.137 4346.472 4242.888 3710.376 901.602 948.083 1641.050 1650.533
1981 739.876 2659.625 5000.320 4875.462 4311.523 657.524 1013.876 1800.036 1731.064
1982 634.319 2736.406 5252.744 5307.878 4164.906 952.215 1015.360 1848.938 1937.781
1983 672.689 2897.805 5464.317 5867.400 4273.349 952.189 1062.370 2083.729 2130.494
1984 697.147 3095.040 5899.629 6757.124 4569.060 1104.101 1092.964 2248.135 2191.202
1985 773.578 3266.096 6215.610 7399.544 4948.216 1091.635 1146.071 2437.744 2339.056
1986 821.299 3358.300 6373.067 7750.771 5081.475 1123.670 1198.259 2514.636 2478.706
1987 750.730 3443.779 6450.527 7884.854 5109.788 975.112 1205.562 2360.478 2285.026
1988 723.441 3637.410 7062.011 8492.578 5298.405 926.086 1246.789 2535.992 2353.321
1989 829.403 3973.014 7749.974 9278.178 5684.451 1049.880 1320.372 2747.233 2422.053
1990 883.396 4256.563 8529.919 10404.386 6282.322 903.778 1445.625 2896.274 2322.195
1991 877.323 4549.603 9305.532 11226.892 6434.650 1274.834 1488.187 3290.974 2851.216
1992 1028.925 4659.504 9617.338 11491.055 6803.632 993.660 1489.986 3288.039 2844.024

28.道路輸送 29.水運 30.航空 31.倉庫他 32.通信 33.電気 34.ガス 35.水道 36.商業
1960 233.984 93.992 5.113 33.669 145.064 78.975 16.916 13.750 882.409
1961 279.634 112.704 8.184 40.597 166.542 80.536 16.759 17.296 1010.199
1962 347.970 126.378 11.087 48.742 204.506 95.084 19.094 20.358 1248.641
1963 426.890 145.706 15.316 53.300 231.273 105.864 20.679 23.086 1497.992
1964 546.273 174.242 19.472 62.858 276.234 120.245 22.066 26.922 1779.211
1965 639.144 201.521 25.377 75.214 332.162 133.907 25.118 29.407 2137.787
1966 781.714 226.004 27.172 72.248 345.922 149.481 29.057 41.809 2516.814
1967 881.629 243.674 30.728 81.424 386.736 169.343 33.178 54.086 2870.877
1968 1039.974 269.485 36.992 86.820 414.424 189.235 37.716 65.118 3448.629
1969 1097.701 295.087 43.895 107.760 592.876 187.145 49.075 92.896 4100.733
1970 1418.291 431.714 50.293 119.547 568.990 251.914 50.677 109.881 4924.095
1971 1729.220 451.544 69.472 202.997 690.908 302.392 60.304 133.549 5811.873
1972 2026.068 404.178 94.860 280.424 797.732 340.789 69.905 164.268 6623.831
1973 2582.390 591.788 116.610 391.927 1014.002 487.093 108.103 157.837 8523.874
1974 3004.115 1156.827 129.553 470.849 1243.576 616.560 110.973 149.357 10773.320
1975 3643.619 849.286 206.756 388.476 1546.703 646.414 150.485 259.807 12652.406
1976 3987.629 1213.967 194.976 351.678 1857.314 885.249 128.207 216.887 14344.360
1977 4149.073 1096.061 277.496 422.239 1952.393 951.142 154.443 217.099 16723.998
1978 4897.845 812.168 306.921 345.420 2055.045 990.522 224.743 244.859 17817.463
1979 5236.533 869.540 324.890 377.544 2112.479 1145.610 267.604 277.938 19299.661
1980 5099.448 1319.307 374.309 536.523 2152.258 994.918 243.290 539.538 20626.557
1981 6123.406 1025.904 430.361 448.994 2378.837 1343.293 288.716 294.605 22483.781
1982 5938.643 1641.246 539.499 599.796 2345.735 1371.143 303.781 463.047 23783.738
1983 6465.837 1563.866 530.972 588.086 2344.398 1493.045 308.996 480.131 25149.772
1984 6834.333 1488.574 563.834 575.290 2353.263 1512.174 311.066 520.942 26985.847
1985 7303.772 1120.668 530.725 629.987 2621.546 1323.247 306.561 606.279 27719.090
1986 7685.859 1141.373 621.832 670.465 2435.823 1451.456 357.693 549.203 28649.240
1987 7711.224 1070.703 613.765 653.307 2605.321 1617.997 348.240 574.894 30170.163
1988 8190.367 1079.193 673.193 746.723 2553.122 1703.658 360.120 619.115 31182.370
1989 9059.386 1124.901 770.288 799.917 2479.456 1816.425 378.802 627.653 33129.007
1990 8305.278 1159.607 761.312 921.257 4199.656 1790.684 434.074 797.721 35861.791
1991 10046.853 1175.013 857.911 1075.018 2697.830 2040.888 416.199 748.986 38939.306
1992 9410.932 1422.090 885.588 1098.614 3646.185 2039.209 516.129 750.584 40266.123
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表 4.36: 労働所得（続）
（単位:10億円）

37.金融保険 38.不動産 39.教育 40.研究 41.医療保健 42.他サービス 43.公務
1960 311.766 12.140 359.472 52.069 134.755 467.940 514.000
1961 379.683 15.629 388.599 66.939 148.680 544.159 600.400
1962 449.584 20.648 462.182 83.596 176.978 620.234 709.600
1963 530.453 27.176 567.915 97.861 220.302 716.547 851.100
1964 589.351 36.701 670.134 118.086 270.580 814.308 1020.600
1965 702.470 49.292 873.143 153.331 358.742 801.040 1204.800
1966 833.574 64.241 915.624 178.955 406.638 1090.911 1368.100
1967 989.519 82.879 1039.704 204.037 440.185 1234.500 1538.100
1968 1051.184 107.822 1202.051 243.515 538.650 1510.481 1769.700
1969 1212.143 134.174 1420.309 289.772 672.513 1764.109 2045.800
1970 1437.259 158.564 1634.035 369.219 897.305 2278.572 2441.600
1971 1761.925 209.140 2023.420 458.463 1126.389 2774.247 2891.600
1972 2112.408 277.291 2412.001 551.156 1302.395 3496.437 3398.000
1973 2477.195 370.467 2608.598 636.264 1501.101 5051.775 4239.600
1974 3202.013 482.462 2679.331 758.117 1810.649 7457.047 5609.600
1975 4016.190 554.838 4965.173 1030.557 2967.868 6707.503 6994.300
1976 4623.742 603.637 5385.815 929.852 2614.862 9378.495 7744.900
1977 5343.370 709.956 7583.517 1280.454 3276.779 8417.729 8583.600
1978 5870.025 722.117 8699.931 1445.719 3692.250 9377.857 9254.700
1979 6545.949 749.119 9467.885 1570.614 4662.444 9454.867 10002.600
1980 7232.868 874.386 8664.366 1453.044 5179.033 12374.155 10830.200
1981 8012.513 972.446 11125.320 1909.037 5417.764 12073.605 11635.800
1982 8644.164 1063.617 10152.320 1785.273 5662.001 14970.344 12135.700
1983 9181.680 1194.359 10307.441 1904.729 5806.424 16862.671 12538.100
1984 9490.833 1296.204 11175.728 1979.239 5936.805 18411.629 13157.000
1985 10108.258 1358.474 11171.545 2044.114 7439.262 18871.630 13781.200
1986 10689.499 1490.983 11467.395 2079.789 7091.029 21219.750 14401.600
1987 11707.060 1600.227 12049.420 2266.801 7461.373 22026.832 14781.300
1988 12405.106 1690.358 12782.863 2311.749 8219.275 23649.024 15298.200
1989 13231.942 1894.075 13286.744 2380.640 8443.413 26298.864 16119.300
1990 14133.919 2130.263 14103.860 2506.576 9309.859 29161.101 17149.200
1991 14711.558 2268.008 15045.887 2734.539 9621.507 33076.666 17988.800
1992 15094.218 2338.502 15259.398 2670.129 9789.115 35189.226 18774.000

4.4.7 賃金指数の推移

以上より推計された時間当たり賃金よりディビジア型賃金指数を求めてみる。このとき、第 4.4.5節で得
た調整係数 dj は、おのおのの時間当たり賃金にかけることにする。

産業別賃金指数

表 4.37は、産業別賃金指数である。基本的な趨勢としては、全ての産業において賃金指数は増加傾向に
ある。

次に各期ごとにみてみると、就業者全体の賃金指数の平均成長率は、第 1期には高いのびを示すが、第
2期にはそれを上回るほどの成長率を示している。しかしそののびも第 3期に入ると急激に鈍化するのが
特徴と言えよう。この特徴は雇用者の賃金指数の変化とも整合的であり、就業者のうちの大部分を占める

雇用者の賃金指数の変化をそのまま反映している。一方、産業ごとにみてみると、製造業の賃金指数は一

概に高い伸びを示しているが、産業ごとにはかなりばらつきがみられる。一方、サービス業の賃金指数の

のびは、ほぼ平均的かそれを下回る場合も多いが、「39.教育」「42.その他サービス」のように例外的に高
い成長率を示すものもある。
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表 4.37: 産業別賃金指数
就業者

指数（1985年 = 1.0） 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1.農林水産業 0.120 0.217 0.310 0.624 0.749 1.000 1.114 9.94 9.22 4.04
2.石炭鉱業 0.128 0.141 0.270 0.636 0.689 1.000 0.810 7.75 9.81 1.63
3.その他鉱業 0.093 0.168 0.253 0.606 0.719 1.000 0.948 10.51 11.03 2.79
4.建設業 0.068 0.145 0.241 0.573 0.831 1.000 1.301 13.44 13.16 4.59
5.食料品製造業 0.062 0.144 0.253 0.573 0.800 1.000 1.307 15.13 12.19 5.04
6.繊維製造業 0.097 0.157 0.300 0.635 0.928 1.000 1.085 12.01 11.95 1.57
7.衣服・その他繊維製品製造業 0.109 0.159 0.284 0.655 0.848 1.000 1.129 10.05 11.57 2.91
8.木材・木製品製造業 0.071 0.151 0.282 0.528 0.819 1.000 1.332 14.86 11.26 4.98
9.家具・備品製造業 0.050 0.119 0.224 0.664 0.900 1.000 1.490 16.22 14.92 5.17
10.パルプ・紙製造業 0.080 0.146 0.226 0.568 0.785 1.000 1.167 10.92 13.25 4.05
11.出版印刷業 0.074 0.143 0.246 0.565 0.774 1.000 1.163 12.81 12.15 4.17
12.化学製品製造業 0.073 0.124 0.245 0.528 0.773 1.000 1.248 12.86 12.18 4.91
13.石油製品製造業 0.088 0.128 0.239 0.425 0.609 1.000 1.347 10.52 9.82 8.26
14.石炭製品製造業 0.044 0.059 0.206 0.806 1.076 1.000 1.697 16.73 17.98 4.66
15.ゴム製品製造業 0.087 0.156 0.253 0.737 1.133 1.000 1.179 11.24 16.19 0.40
16.皮革製品製造業 0.067 0.158 0.298 0.708 0.829 1.000 1.115 16.15 10.78 3.00
17.窯業・土石製造業 0.076 0.142 0.255 0.534 0.833 1.000 1.279 12.86 12.56 4.38
18.鉄鋼業 0.093 0.136 0.251 0.654 0.882 1.000 1.190 10.45 13.41 3.04
19.非鉄金属業 0.122 0.208 0.344 0.780 1.049 1.000 1.094 10.91 11.81 0.42
20.金属製品製造業 0.072 0.145 0.242 0.560 0.737 1.000 1.135 12.92 11.80 4.41
21.一般機械製造業 0.066 0.143 0.242 0.589 0.784 1.000 1.247 13.86 12.45 4.76
22.電気機械製造業 0.112 0.129 0.255 0.566 0.787 1.000 1.233 8.52 11.94 4.59
23.自動車製造業 0.128 0.195 0.325 0.720 0.850 1.000 1.170 9.78 10.10 3.25
24.その他輸送機械製造業 0.072 0.119 0.178 0.480 0.682 1.000 0.970 9.53 14.37 3.59
25.精密機械製造業 0.069 0.148 0.258 0.566 0.796 1.000 1.228 14.05 11.91 4.43
26.その他製造業 0.057 0.120 0.199 0.542 0.767 1.000 1.126 13.38 14.45 3.91
27.鉄道輸送 0.063 0.084 0.181 0.357 0.564 1.000 1.148 11.10 12.04 7.37
28.道路輸送 0.110 0.181 0.290 0.703 0.824 1.000 0.969 10.22 11.01 1.63
29.水運輸送 0.094 0.172 0.329 0.648 1.097 1.000 1.123 13.36 12.81 0.23
30.航空輸送 0.039 0.092 0.138 0.426 0.772 1.000 1.088 13.56 18.79 3.49
31.倉庫およびその他輸送 0.078 0.140 0.296 0.856 1.020 1.000 1.213 14.26 13.17 1.75
32.通信業 0.078 0.154 0.259 0.631 0.889 1.000 1.593 12.79 13.13 6.01
33.電気業 0.083 0.115 0.204 0.493 0.739 1.000 1.223 9.44 13.72 5.17
34.ガス業 0.142 0.152 0.256 0.579 0.828 1.000 1.211 6.08 12.44 3.87
35.水道業 0.091 0.118 0.357 0.595 1.004 1.000 1.178 14.70 10.90 1.61
36.卸・小売業 0.098 0.174 0.272 0.605 0.836 1.000 1.180 10.74 11.88 3.50
37.金融保険業 0.081 0.145 0.221 0.555 0.808 1.000 1.208 10.53 13.86 4.10
38.不動産業 0.095 0.166 0.287 0.682 0.800 1.000 1.263 11.68 10.78 4.67
39.教育 0.069 0.151 0.222 0.621 0.922 1.000 1.172 12.33 15.31 2.42
40.研究 0.093 0.195 0.347 0.804 0.983 1.000 0.872 14.11 10.97 -1.19
41.医療・保健・社会保障 0.083 0.174 0.273 0.680 0.866 1.000 1.041 12.58 12.25 1.85
42.その他サービス 0.082 0.117 0.204 0.547 0.795 1.000 1.191 9.60 14.57 4.13
43.公務 0.069 0.122 0.230 0.566 0.811 1.000 1.265 12.74 13.44 4.55
全産業 0.084 0.150 0.251 0.594 0.824 1.000 1.191 11.56 12.61 3.75
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表 4.37: 産業別賃金指数（続）
雇用者

指数（1985年 = 1.0） 平均成長率（％）
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

1.農林水産業 0.083 0.163 0.372 0.679 0.897 1.000 1.133 16.23 9.20 2.36
2.石炭鉱業 0.128 0.141 0.270 0.636 0.689 1.000 0.810 7.76 9.81 1.63
3.その他鉱業 0.090 0.165 0.254 0.607 0.723 1.000 0.948 10.92 11.04 2.74
4.建設業 0.066 0.141 0.248 0.581 0.854 1.000 1.304 14.18 13.17 4.32
5.食料品製造業 0.056 0.134 0.256 0.575 0.810 1.000 1.309 16.54 12.19 4.92
6.繊維製造業 0.090 0.149 0.313 0.650 0.974 1.000 1.091 13.32 12.04 1.14
7.衣服・その他繊維製品製造業 0.097 0.149 0.293 0.667 0.877 1.000 1.134 11.66 11.57 2.60
8.木材・木製品製造業 0.068 0.147 0.286 0.532 0.832 1.000 1.336 15.49 11.28 4.85
9.家具・備品製造業 0.046 0.113 0.229 0.672 0.923 1.000 1.495 17.40 14.93 4.94
10.パルプ・紙製造業 0.077 0.143 0.228 0.569 0.791 1.000 1.168 11.42 13.25 3.98
11.出版印刷業 0.072 0.141 0.249 0.569 0.783 1.000 1.164 13.20 12.15 4.05
12.化学製品製造業 0.073 0.124 0.245 0.528 0.774 1.000 1.248 12.93 12.18 4.90
13.石油製品製造業 0.088 0.128 0.239 0.426 0.609 1.000 1.347 10.53 9.82 8.26
14.石炭製品製造業 0.043 0.058 0.207 0.808 1.080 1.000 1.700 16.95 17.98 4.64
15.ゴム製品製造業 0.086 0.154 0.255 0.741 1.144 1.000 1.180 11.47 16.20 0.31
16.皮革製品製造業 0.059 0.147 0.309 0.722 0.866 1.000 1.116 17.94 10.84 2.57
17.窯業・土石製造業 0.073 0.139 0.258 0.536 0.842 1.000 1.280 13.45 12.56 4.28
18.鉄鋼業 0.093 0.136 0.251 0.654 0.884 1.000 1.190 10.47 13.41 3.02
19.非鉄金属業 0.122 0.208 0.346 0.783 1.056 1.000 1.095 10.98 11.82 0.37
20.金属製品製造業 0.069 0.141 0.247 0.565 0.754 1.000 1.138 13.63 11.83 4.20
21.一般機械製造業 0.064 0.140 0.245 0.592 0.792 1.000 1.248 14.35 12.46 4.65
22.電気機械製造業 0.111 0.128 0.256 0.567 0.790 1.000 1.233 8.71 11.94 4.56
23.自動車製造業 0.118 0.185 0.328 0.722 0.858 1.000 1.171 10.72 10.10 3.16
24.その他輸送機械製造業 0.066 0.113 0.180 0.483 0.691 1.000 0.972 10.50 14.41 3.47
25.精密機械製造業 0.065 0.142 0.260 0.568 0.803 1.000 1.229 14.97 11.92 4.35
26.その他製造業 0.052 0.114 0.203 0.548 0.783 1.000 1.128 14.52 14.45 3.72
27.鉄道輸送 0.063 0.084 0.181 0.357 0.564 1.000 1.148 11.10 12.04 7.37
28.道路輸送 0.107 0.179 0.294 0.707 0.836 1.000 0.970 10.60 11.03 1.50
29.水運輸送 0.090 0.167 0.331 0.649 1.104 1.000 1.124 13.96 12.81 0.18
30.航空輸送 0.039 0.092 0.138 0.426 0.772 1.000 1.088 13.56 18.79 3.49
31.倉庫およびその他輸送 0.078 0.139 0.297 0.857 1.024 1.000 1.213 14.38 13.18 1.71
32.通信業 0.078 0.154 0.259 0.632 0.889 1.000 1.594 12.79 13.13 6.01
33.電気業 0.083 0.115 0.204 0.493 0.739 1.000 1.223 9.44 13.72 5.17
34.ガス業 0.131 0.143 0.258 0.581 0.833 1.000 1.212 6.97 12.44 3.82
35.水道業 0.091 0.118 0.357 0.595 1.004 1.000 1.178 14.70 10.90 1.61
36.卸・小売業 0.084 0.159 0.282 0.615 0.866 1.000 1.184 12.91 11.88 3.18
37.金融保険業 0.081 0.144 0.221 0.555 0.810 1.000 1.209 10.63 13.86 4.08
38.不動産業 0.077 0.146 0.296 0.693 0.838 1.000 1.265 14.39 10.95 4.21
39.教育 0.069 0.151 0.222 0.621 0.923 1.000 1.172 12.35 15.31 2.42
40.研究 0.093 0.195 0.347 0.804 0.983 1.000 0.872 14.11 10.97 -1.19
41.医療・保健・社会保障 0.075 0.165 0.277 0.686 0.884 1.000 1.043 13.98 12.29 1.68
42.その他サービス 0.071 0.108 0.209 0.553 0.822 1.000 1.196 11.47 14.65 3.82
43.公務 0.069 0.122 0.230 0.566 0.811 1.000 1.265 12.74 13.44 4.55
全産業 0.078 0.141 0.254 0.598 0.842 1.000 1.195 12.58 12.74 3.57
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表 4.37: 産業別賃金指数（続）
自営業主
指数（1985年 = 1.0） 平均成長率（％）

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90
1.農林水産業 0.130 0.216 0.268 0.579 0.654 1.000 1.103 7.50 9.33 5.37
2.石炭鉱業 0.214 0.201 0.204 0.569 0.512 1.000 0.806 -0.48 9.65 4.64
3.その他鉱業 0.143 0.229 0.189 0.543 0.529 1.000 0.942 2.83 10.84 5.94
4.建設業 0.100 0.186 0.175 0.483 0.603 1.000 1.282 5.80 13.16 7.84
5.食料品製造業 0.092 0.177 0.183 0.479 0.573 1.000 1.264 7.11 12.07 8.24
6.繊維製造業 0.150 0.204 0.232 0.569 0.705 1.000 1.045 4.46 11.76 4.01
7.衣服・その他繊維製品製造業 0.164 0.197 0.210 0.558 0.625 1.000 1.089 2.51 11.54 5.70
8.木材・木製品製造業 0.105 0.196 0.209 0.457 0.600 1.000 1.285 7.05 11.15 7.92
9.家具・備品製造業 0.070 0.146 0.164 0.562 0.654 1.000 1.448 8.85 14.87 8.27
10.パルプ・紙製造業 0.122 0.186 0.161 0.478 0.559 1.000 1.130 2.78 13.25 7.29
11.出版印刷業 0.108 0.177 0.173 0.470 0.550 1.000 1.135 4.82 12.27 7.50
12.化学製品製造業 0.108 0.157 0.171 0.435 0.541 1.000 1.227 4.65 12.21 8.54
13.石油製品製造業 0.130 0.165 0.170 0.359 0.442 1.000 1.234 2.76 10.04 10.80
14.石炭製品製造業 0.063 0.075 0.144 0.680 0.785 1.000 1.548 8.59 18.48 7.03
15.ゴム製品製造業 0.141 0.210 0.186 0.627 0.808 1.000 1.145 2.84 15.81 3.54
16.皮革製品製造業 0.102 0.208 0.236 0.645 0.647 1.000 1.125 8.75 10.63 5.69
17.窯業・土石製造業 0.114 0.184 0.185 0.456 0.597 1.000 1.254 4.98 12.46 7.70
18.鉄鋼業 0.140 0.180 0.175 0.554 0.618 1.000 1.165 2.32 13.42 6.54
19.非鉄金属業 0.196 0.285 0.249 0.666 0.752 1.000 1.077 2.44 11.67 3.67
20.金属製品製造業 0.112 0.190 0.178 0.482 0.539 1.000 1.096 4.77 11.68 7.36
21.一般機械製造業 0.099 0.184 0.174 0.499 0.562 1.000 1.207 5.82 12.41 7.94
22.電気機械製造業 0.183 0.173 0.181 0.477 0.563 1.000 1.190 -0.12 12.03 7.77
23.自動車製造業 0.194 0.248 0.235 0.615 0.618 1.000 1.130 1.94 10.15 6.22
24.その他輸送機械製造業 0.105 0.155 0.136 0.421 0.494 1.000 0.936 2.67 13.74 6.59
25.精密機械製造業 0.105 0.190 0.187 0.479 0.566 1.000 1.185 5.91 11.74 7.67
26.その他製造業 0.080 0.147 0.144 0.457 0.557 1.000 1.106 6.01 14.53 7.10
27.鉄道輸送 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
28.道路輸送 0.179 0.256 0.225 0.629 0.614 1.000 0.934 2.32 10.58 4.29
29.水運輸送 0.153 0.243 0.257 0.584 0.822 1.000 1.093 5.32 12.31 2.89
30.航空輸送 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
31.倉庫およびその他輸送 0.132 0.201 0.230 0.769 0.757 1.000 1.186 5.74 12.66 4.59
32.通信業 0.120 0.201 0.185 0.525 0.639 1.000 1.486 4.43 13.22 8.80
33.電気業 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
34.ガス業 0.210 0.193 0.190 0.498 0.603 1.000 1.170 -1.02 12.28 6.84
35.水道業 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
36.卸・小売業 0.135 0.209 0.200 0.511 0.613 1.000 1.132 4.02 11.84 6.33
37.金融保険業 0.127 0.193 0.158 0.461 0.576 1.000 1.144 2.19 13.80 7.10
38.不動産業 0.141 0.212 0.236 0.613 0.611 1.000 1.260 5.24 10.00 7.51
39.教育 0.116 0.206 0.174 0.559 0.708 1.000 1.138 4.15 15.05 4.86
40.研究 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
41.医療・保健・社会保障 0.130 0.219 0.203 0.556 0.596 1.000 0.989 4.54 11.39 5.20
42.その他サービス 0.132 0.155 0.168 0.496 0.627 1.000 1.155 2.43 14.09 6.29
43.公務 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
全産業 0.124 0.195 0.210 0.527 0.621 1.000 1.141 5.41 11.45 6.28
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表 4.37: 産業別賃金指数（続）
家族従業者
指数（1985年 = 1.0） 平均成長率（％）

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90
1.農林水産業 0.117 0.227 0.286 0.576 0.630 1.000 1.085 9.39 8.20 5.59
2.石炭鉱業 0.179 0.207 0.224 0.574 0.497 1.000 0.805 2.28 8.29 4.93
3.その他鉱業 0.113 0.210 0.190 0.481 0.477 1.000 0.872 5.30 9.66 6.21
4.建設業 0.087 0.189 0.181 0.509 0.601 1.000 1.236 7.67 12.72 7.49
5.食料品製造業 0.084 0.191 0.204 0.502 0.562 1.000 1.238 9.34 10.67 8.22
6.繊維製造業 0.140 0.222 0.252 0.563 0.662 1.000 1.024 6.05 10.15 4.46
7.衣服・その他繊維製品製造業 0.163 0.225 0.237 0.579 0.597 1.000 1.067 3.84 9.67 5.98
8.木材・木製品製造業 0.099 0.212 0.229 0.475 0.572 1.000 1.249 8.73 9.56 8.13
9.家具・備品製造業 0.067 0.163 0.183 0.598 0.645 1.000 1.430 10.51 13.42 8.29
10.パルプ・紙製造業 0.104 0.193 0.174 0.479 0.530 1.000 1.102 5.24 11.78 7.60
11.出版印刷業 0.101 0.183 0.181 0.484 0.516 1.000 1.155 6.01 11.06 8.40
12.化学製品製造業 0.100 0.161 0.182 0.433 0.514 1.000 1.196 6.19 10.95 8.82
13.石油製品製造業 0.121 0.179 0.188 0.363 0.432 1.000 1.235 4.54 8.68 11.07
14.石炭製品製造業 0.055 0.077 0.153 0.647 0.734 1.000 1.539 10.77 16.95 7.68
15.ゴム製品製造業 0.127 0.224 0.200 0.658 0.787 1.000 1.106 4.63 14.69 3.46
16.皮革製品製造業 0.093 0.218 0.249 0.613 0.576 1.000 1.038 10.43 8.73 6.08
17.窯業・土石製造業 0.102 0.191 0.200 0.468 0.581 1.000 1.218 7.03 11.24 7.69
18.鉄鋼業 0.127 0.184 0.192 0.579 0.621 1.000 1.186 4.23 12.45 6.68
19.非鉄金属業 0.172 0.288 0.275 0.681 0.717 1.000 1.023 4.80 10.07 3.61
20.金属製品製造業 0.098 0.200 0.193 0.497 0.520 1.000 1.076 7.05 10.39 7.55
21.一般機械製造業 0.088 0.192 0.186 0.513 0.546 1.000 1.192 7.79 11.37 8.12
22.電気機械製造業 0.177 0.195 0.204 0.494 0.546 1.000 1.198 1.42 10.33 8.19
23.自動車製造業 0.184 0.274 0.267 0.629 0.593 1.000 1.123 3.79 8.33 6.58
24.その他輸送機械製造業 0.088 0.154 0.138 0.420 0.490 1.000 0.929 4.67 13.51 6.60
25.精密機械製造業 0.099 0.208 0.207 0.485 0.542 1.000 1.168 7.64 10.12 7.98
26.その他製造業 0.076 0.159 0.157 0.467 0.528 1.000 1.057 7.53 12.88 7.19
27.鉄道輸送 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
28.道路輸送 0.134 0.224 0.210 0.600 0.590 1.000 0.863 4.59 10.87 3.88
29.水運輸送 0.107 0.208 0.240 0.563 0.800 1.000 1.066 8.38 12.78 2.91
30.航空輸送 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
31.倉庫およびその他輸送 0.104 0.183 0.224 0.740 0.732 1.000 1.104 7.99 12.58 4.20
32.通信業 0.110 0.216 0.197 0.524 0.605 1.000 1.475 6.01 11.87 9.31
33.電気業 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
34.ガス業 0.203 0.213 0.210 0.507 0.588 1.000 1.164 0.34 10.86 7.07
35.水道業 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
36.卸・小売業 0.117 0.217 0.205 0.491 0.563 1.000 1.114 5.78 10.65 7.07
37.金融保険業 0.117 0.197 0.169 0.443 0.524 1.000 1.176 3.76 12.02 8.42
38.不動産業 0.100 0.207 0.229 0.585 0.549 1.000 1.124 8.65 9.15 7.42
39.教育 0.114 0.241 0.200 0.614 0.717 1.000 1.109 5.79 13.60 4.45
40.研究 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
41.医療・保健・社会保障 0.126 0.245 0.229 0.583 0.608 1.000 1.016 6.15 10.28 5.27
42.その他サービス 0.114 0.161 0.175 0.491 0.583 1.000 1.147 4.31 12.82 7.00
43.公務 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.00 0.00 0.00
全産業 0.110 0.208 0.238 0.532 0.596 1.000 1.112 8.07 9.62 6.43
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年齢別賃金指数

表 4.38は年齢別賃金指数である。年齢別にみてみると、若年労働者が高い成長率を示しているのに対し、
中高年労働者の成長率は伸び悩む傾向にあることがみられる。これは就業者数の推移を考えれば、若年労

働者市場が年々タイトになっている状況を反映していると言えよう。

表 4.38: 年齢別賃金指数
指数（1985年 = 1.0） 平均成長率（％）

年齢階級 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

就業者
1.15-19歳 0.064 0.129 0.251 0.617 0.810 1.000 1.216 14.66 12.42 4.15
2.20-24歳 0.066 0.132 0.241 0.618 0.805 1.000 1.200 13.74 12.83 4.08
3.25-29歳 0.077 0.144 0.259 0.608 0.831 1.000 1.212 12.96 12.37 3.85
4.30-34歳 0.085 0.151 0.260 0.618 0.833 1.000 1.175 11.88 12.36 3.50
5.35-39歳 0.089 0.153 0.254 0.598 0.836 1.000 1.177 11.08 12.67 3.48
6.40-44歳 0.090 0.155 0.251 0.571 0.804 1.000 1.164 10.76 12.35 3.76
7.45-49歳 0.091 0.155 0.249 0.573 0.811 1.000 1.215 10.63 12.55 4.12
8.50-54歳 0.096 0.159 0.250 0.582 0.836 1.000 1.214 9.98 12.85 3.80
9.55-59歳 0.097 0.163 0.250 0.582 0.835 1.000 1.212 9.89 12.84 3.80
10.60-64歳 0.104 0.175 0.256 0.589 0.828 1.000 1.162 9.38 12.47 3.45
11.65歳- 0.112 0.186 0.257 0.583 0.823 1.000 1.111 8.69 12.34 3.05

雇用者
1.15-19歳 0.062 0.126 0.251 0.616 0.812 1.000 1.217 14.95 12.47 4.13
2.20-24歳 0.065 0.130 0.241 0.619 0.808 1.000 1.202 14.04 12.84 4.05
3.25-29歳 0.074 0.139 0.260 0.608 0.837 1.000 1.213 13.40 12.42 3.77
4.30-34歳 0.081 0.145 0.262 0.620 0.845 1.000 1.178 12.51 12.43 3.39
5.35-39歳 0.084 0.146 0.257 0.601 0.852 1.000 1.179 11.88 12.73 3.31
6.40-44歳 0.083 0.145 0.254 0.574 0.821 1.000 1.166 11.79 12.46 3.56
7.45-49歳 0.082 0.144 0.251 0.577 0.831 1.000 1.218 11.85 12.71 3.90
8.50-54歳 0.086 0.145 0.252 0.585 0.860 1.000 1.219 11.41 13.04 3.55
9.55-59歳 0.084 0.147 0.253 0.585 0.865 1.000 1.221 11.65 13.10 3.50
10.60-64歳 0.088 0.156 0.262 0.601 0.881 1.000 1.174 11.53 12.88 2.91
11.65歳- 0.090 0.159 0.265 0.611 0.911 1.000 1.123 11.45 13.13 2.11

自営業主
1.15-19歳 0.087 0.155 0.178 0.535 0.585 1.000 1.158 7.44 12.63 7.07
2.20-24歳 0.093 0.163 0.175 0.563 0.589 1.000 1.150 6.57 12.89 6.92
3.25-29歳 0.108 0.182 0.197 0.544 0.616 1.000 1.156 6.16 12.10 6.49
4.30-34歳 0.114 0.185 0.200 0.544 0.622 1.000 1.130 5.77 12.05 6.14
5.35-39歳 0.114 0.183 0.199 0.527 0.621 1.000 1.122 5.69 12.06 6.10
6.40-44歳 0.122 0.193 0.205 0.509 0.604 1.000 1.126 5.33 11.43 6.42
7.45-49歳 0.124 0.197 0.210 0.515 0.609 1.000 1.177 5.40 11.23 6.80
8.50-54歳 0.135 0.206 0.217 0.530 0.625 1.000 1.173 4.85 11.18 6.50
9.55-59歳 0.130 0.200 0.216 0.526 0.635 1.000 1.153 5.24 11.37 6.15
10.60-64歳 0.135 0.210 0.223 0.532 0.625 1.000 1.112 5.14 10.84 5.94
11.65歳- 0.136 0.213 0.232 0.545 0.648 1.000 1.094 5.43 10.84 5.37
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表 4.38: 年齢別賃金指数（続）
指数（1985年=1.0） 平均成長率（％）

年齢階級 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90

家族従業者
1.15-19歳 0.113 0.220 0.257 0.682 0.683 1.000 1.140 8.60 10.29 5.25
2.20-24歳 0.101 0.193 0.215 0.550 0.646 1.000 1.080 7.90 11.62 5.27
3.25-29歳 0.110 0.213 0.242 0.553 0.590 1.000 1.181 8.23 9.33 7.18
4.30-34歳 0.110 0.211 0.246 0.525 0.578 1.000 1.015 8.44 8.90 5.79
5.35-39歳 0.109 0.204 0.237 0.560 0.593 1.000 1.143 8.09 9.60 6.78
6.40-44歳 0.117 0.219 0.246 0.540 0.603 1.000 1.173 7.66 9.40 6.88
7.45-49歳 0.117 0.219 0.244 0.536 0.597 1.000 1.140 7.61 9.33 6.69
8.50-54歳 0.114 0.212 0.241 0.550 0.601 1.000 1.108 7.79 9.55 6.31
9.55-59歳 0.111 0.207 0.238 0.537 0.592 1.000 1.109 7.89 9.56 6.47
10.60-64歳 0.106 0.201 0.227 0.523 0.610 1.000 1.094 7.88 10.39 6.02
11.65歳- 0.119 0.226 0.262 0.386 0.572 1.000 1.056 8.25 8.11 6.31

学歴別賃金指数

表 4.39は学歴別賃金指数である。学歴別にみてみると、男女ともに「1.旧小学・新中学卒」の賃金指数
ののびが大きいことがわかる。特に男性の場合、高学歴層の賃金指数ののびはむしろゆるやかである。

一方、女子の場合、その成長率は学歴を問わず高いのびを示している。就業者数自体の増加とも考え合

わせれば、全期間を通じて女性の所得面での向上が質量ともに大きかったであろうことが推測できる。

表 4.39: 学歴別賃金指数
指数（1985年 = 1.0） 平均成長率（％）

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 60-70 70-80 80-90
雇用者・男性
1.旧小学・新中学卒 0.076 0.138 0.254 0.586 0.832 1.000 1.216 12.81 12.60 3.87
2.旧中学・新高校卒 0.080 0.143 0.257 0.602 0.838 1.000 1.184 12.41 12.53 3.52
3.高専・短大卒 0.101 0.169 0.273 0.647 0.881 1.000 1.167 10.48 12.44 2.85
4.新旧大学・大学院卒 0.092 0.157 0.263 0.605 0.833 1.000 1.188 11.14 12.22 3.61

雇用者・女性
1.旧小学・新中学卒 0.059 0.117 0.227 0.542 0.810 1.000 1.233 14.52 13.56 4.29
2.旧中学・新高校卒以上 0.065 0.135 0.237 0.610 0.876 1.000 1.197 13.77 13.98 3.17

4.4.8 賃金格差の推移

最後に年々の時間当たり賃金を賃金指数で割って実質化し、それらを使って産業・年齢ごとに分散を求め

てみる。この分散を 5年おきにみることで、1960年から 1990年の間の賃金格差の変化についてみてみる。
表 4.40は、上のようにして求めた実質賃金の分散を表にしたものである。就業者全体・雇用者を通じて

言えることは、1960年代から 70年代にまでは賃金格差は縮小する傾向にあったが、その後再び拡大する
傾向にあるということである。これは産業別・年齢別の両方について当てはまる。その傾向は 90年代に入
ると特に顕著になり、近年ではすべてのフェイズにおいて賃金格差が拡大する傾向にあることがわかる。

一方、就業者全体と雇用者についてみてみると、産業別では就業者全体の方が雇用者よりも賃金格差が

大きいが、年齢別になるとそれは逆転する。

学歴間格差については、男女では利用できる資料に違いがあるので、そのまま男女比較をしてしまうこ

とは危険であるが、近年学歴間格差が再び広がりつつあるのは男女ともにいえるようである。これは賃金

指数ののびと考え合わせると、義務教育段階しか受けていない雇用者の賃金指数ののびは平均的には高い
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のびを示していたが、近年そののびが急激に鈍化したために、元々の賃金格差が再び開きつつあることを

示していると解釈できる。

表 4.40: 賃金格差
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

就業者（実質・1985年基準）
産業別 1482051 1182246 1226301 1253950 1426897 1560437 1704621
年齢別 66906 66053 77017 90749 116164 141794 145214

雇用者（実質・1985年基準）
産業別 1406620 1100064 1128068 1157715 1319924 1462551 1601119
年齢別 184982 157975 162612 162089 172818 174870 180981
男子・学歴別 147598 189658 147106 108455 91075 135576 194128
女子・学歴別 25526 17666 14003 24665 26534 43218 45151
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第 5章

屑・副産物発生及び投入表の推計

5.1 はじめに

KDBの推計において、特に固定資本マトリックス（KDB-FCFM）の推計と IOの整合性を保つという
点において、屑・副産物の発生及び投入表の時系列推計をおこなう必要がある。関係各省庁の共同作業に

よる産業連関表及び、SNAの付表 1（2a表）や SNA-IOにおいては、屑・副産物を Stone方式により投入
分をプラスで発生分をマイナス計上することで処理している1。1965,70,75,80,85,90年の産業連関表では、
付帯表として屑・副産物発生及び投入表（以下、IO-TBPS－ Table on By-Products and Scrap－と呼ぶ）
が公表されているが、通産省による延長表2及び SNA等では屑・副産物として処理した値を明確にしてお
らず、競合する部門に含まれてしまっている。

従来 KDBでは、屑・副産物の処理を明示的に扱っていなかったが、今回新たに時系列推計する KDB-
FCFMは除却分を含まない粗概念であり、IOの民間・公的別総固定資本形成ベクトルの値との整合性を
保つために（鉄屑、非鉄金属屑、鋼船が総固定資本形成から発生したものとしてマイナス計上されており、

この分の調整を要する）、また環境問題における一つの視点として、副産物の利用や、消費あるいは資本蓄

積されたものから生じる屑のリサイクルの効果を分析することなどの必要性から、屑・副産物発生及び投

入表の（1955-92年にわたる）時系列推計を試みることにする（以下、KDB-TBPSと呼ぶ）。
以下では、まず KDB-TBPSにおける屑・副産物の定義及びその発生・投入額のおおまかな推計方法に

ついて述べ、次にマージン率についての若干の留意点と、具体的な各屑・副産物の全発生額及び全投入額

の推計方法、そして部門（産業部門及び最終需要部門）別の投入額と産出額推計のための比率作成につい

て詳細に報告し、最後に推計結果を提示する。

5.2 推計について

IO-TBPSでは 20程の屑及び副産物を扱っているが、1965,70,75,80,85,90年の各表では相違があり連続
的に扱えないことや推計資料の制約により、KDB-TBPSでは比較的大きな値をとる次の 8つの屑・副産物
に関して推計をおこなうことにする。なお IO-TBPSではこの 8つの屑・副産物で、1965年表では 89.57%、
1970年表では 93.54%、1975年表では 87.01%、1980年表では 92.28%、1985年表では 92.05%、1990年表
では 90.31%を占めている。

1産業連関表では原則としてマイナス計上方式を採用しているが、一部畜産部門の「きゅう肥」等で一括方式（主生産物と副生産
物を区別せず、一括して計上）が、また新聞、出版、放送部門における「広告」でトランスファー方式（副生産物を一度それを主生
産物とする部門に移転し、その後各部門に産出させるように計上）が採用されている。

2延長表では、基準年となる産業連関表とその付帯表である屑・副産物発生及び投入表の情報によって、実質投入一定とすること
で簡易的に推計されている。よってここで推計されるKDB-TBPSはそれぞれの屑・副産物の発生または投入に関しての資料によっ
て推計されるものであるから、延長表から屑・副産物を別掲するときに用いることは適当ではない。
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表 5.1: KDB-TBPSで扱う屑・副産物
屑及び副産物 推計対象

(1) 古紙 投入側
(2) 液化石油ガス（LPG） 発生側
(3) コークス 発生側
(4) 高炉ガス 発生側
(5) ガラスびん 投入側
(6) 鉄屑 投入・発生側
(7) 非鉄金属屑 投入側
(8) 鋼船 投入側

上記のように 8つの屑・副産物を分類上扱うことにするが、ここで屑・副産物の定義を明確にしておくこ
とにしよう。産業連関表での定義は以下のようになっている。「ある一つの財貨の生産に当たって、生産技

術上必然的に、目的とした財貨のほかに、別の財貨が一定量だけ生産される場合がある。その財貨を主生産

物として生産する部門が他にある場合にはこれを「副産物」といい、ない場合には「屑」という。」（「平成

2年産業連関表（総合解説編）」,P39より）この定義に従って、産業連関表では上記の 8つの commodity
は、(2)、(3)、(4)を副産物、(1)、(5)、(6)、(7)、(8)を屑と分類している。しかしこの定義では、(2)LPG
や (4)高炉ガスを明確に（主生産物として生産する主体が他にあるとして）副産物と分類することはでき
ず、商品本来の技術的性質に基づいているとは言い難いと言えよう。

よってその商品の技術的特性に着目し、上記の定義の前半部のみを考慮して「ある一つの財貨の生産に

当たって、生産技術上必然的に、目的とした財貨のほかに生産された別の財貨」を副産物としての性質を持

つものとして定義し、「財貨の使用によってある程度償却済みの財貨のうち、再利用に当てるもの」を屑の

性質を持つものとして定義することにする。この定義によれば、副産物はフローとしての生産活動から生

み出されるものであり、屑は（過去に生産されたものの集合体である）ストックから生み出されるもので

あると言えよう。よってこの性質によって資料の推計上、副産物の性質を持つものは主に発生側から、屑

の性質を持つものは投入側から推計されうることになる。この性質は後に KDBにおける屑・副産物発生
及び投入表の組み替え作業において、ひとつの指針を与えてくれることになる。よって (2)LPG、(3)コー
クス、(4)高炉ガスのみならず、通常屑として扱われる (1)古紙、(4)ガラスびん、(6)鉄屑、(7)非鉄金属
屑の幾分かは生産活動に付随して発生するものであるから副産物と言え、主に発生側から捉えられる。一

方、すでに消費あるいは資本形成されているものから発生する (1)古紙、(4)ガラスびん、(6)鉄屑、(7)非
鉄金属屑、(8)鋼船は屑として投入側から把握される。
推計方法としては、まず物量でその発生量あるいは投入量を推計し、別途生産者価格の推計によって全投

入額または全発生額を推計する。その後、その値を controlled totalsとして IO-TBPS（1965,70,75,80,85,90
年）の比率を用いて発生部門と投入部門（産業部門や最終需要部門）の分割をおこなうことになる（IO-
TBPSの比率は在庫等に関して若干の修正を要するし3、また中間年次については比率の直線補間を用い

る）。またここで定義した屑・副産物のなかには、明示的に輸出入額を推計しなければならないものがあ

る。IO-TBPSでは (1)、(6)、(7)、(8)は輸出額が計上されており、また (1)、(6)、(7)は輸入額が計上さ
れている。われわれの推計においても、後述するようにこれらの屑・副産物に関しては別途輸出入額を推

計している。

3幾つかの屑・副産物についてはそれぞれの資料で（物量での）在庫が計上されているものがある（鉄屑、非鉄屑等）が、1985,90
年の IO-TBPSでは在庫は計上されておらず、KDB-TBPSでも在庫はないものとして処理する。つまり発生側から捉えた屑及び副
産物は在庫投資はされずに全て産業部門や最終需要（家計消費や輸出等）に投入されるものとし、また投入側から捉えたものは在庫
から発生したものではなく、全て産業部門や最終需要（家計消費、総固定資本形成や輸入等）から発生したものとして扱う。
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5.3 マージン率について

1990年表より屑・副産物についてのマージン率の推計値が大きく変わっているものがあり、ここでその整
理を試みることにする。表 5.2は 1985年と 1990年の IO-TBPSより屑・副産物のマージン率を比較したも
のである。特に留意すべきは (1)古紙についての商業マージンであり、1985年表ではマージン率を競合す
る部門のマージン率とほぼ同様の値（1.32%）を用いているが、1990年表では 92.34%と古紙の商業マージ
ン率を明確に競合する主生産物と区別していることがわかる（それを反映して 1985年から 1990年にかけ
て、購入者価格では 1.4倍に増加しているのに対して、生産者価格では 0.1倍になっている）。KDB-TBPS
では生産者価格評価での推計を行うことから、時系列的連続性を考慮して修正されたマージン率を用いる

ことにする（よって基準年でも IO-TBPSの値と大きくことなることになる－ただし考慮したのは全マー
ジン率で比較的大きな差がある (1)古紙と (7)非鉄金属屑のみ－）。

表 5.2: 産業連関表での屑・副産物のマージン率
単位:100万円

生産者価格 マージン 購入者価格 マージン率（%）
商業 運輸 商業 運輸 合計

a b c d b/d*100 c/d*100 (b+c)/d*100

1990年
(1)古紙 22986 293612 1310 317908 92.358 0.412 92.770
　　　パルプ 946748 12032 48147 1006927 1.195 4.782 5.977
(2)ＬＰＧ 89098 15527 4609 109234 14.214 4.219 18.434
　　　ＬＰＧ 134604 120902 39918 295424 40.925 13.512 54.437
(3)コークス 54552 3616 2019 60187 6.008 3.355 9.362
　　　コークス 928309 72018 36465 1036792 6.946 3.517 10.463
(4)高炉ガス 243138 1318 2512 246968 0.534 1.017 1.551
　　　その他石炭製品 505117 6912 12194 524223 1.319 2.326 3.645
(5)ガラスびん 50047 3418 2850 56315 6.069 5.061 11.130
　　　その他ガラス製品 559258 103145 33756 696159 14.816 4.849 19.665
(6)鉄屑 604723 174960 32213 811896 21.550 3.968 25.517
　　　（参）粗鋼 3098347 85998 850 3185195 2.700 0.027 2.727
(7)非鉄金属屑 455975 132926 23083 611984 21.721 3.772 25.492
　　　（参）銅 409014 26914 8825 444753 6.051 1.984 8.036
(8)鋼船 173874 1609 0 175483 0.917 0.000 0.917
　　　鋼船 1182375 19756 0 1202131 1.643 0.000 1.643

1985年
(1)古紙 205797 2996 18226 227019 1.320 8.028 9.348
　　　パルプ 841203 14574 88647 944424 1.543 9.386 10.930
(2)ＬＰＧ 206406 46397 5665 258468 17.951 2.192 20.143
　　　ＬＰＧ 327398 187310 51458 566166 33.084 9.089 42.173
(3)コークス 87810 3430 2451 93691 3.661 2.616 6.277
　　　コークス 1244137 97159 51350 1392646 6.977 3.687 10.664
(4)高炉ガス 484898 1053 1233 487184 0.216 0.253 0.469
　　　その他石炭製品 678449 10003 12571 701023 1.427 1.793 3.220
(5)ガラスびん 55870 5657 1773 63300 8.937 2.801 11.738
　　　その他ガラス製品 494465 83147 16674 594286 13.991 2.806 16.797
(6)鉄屑 754960 1431 240410 996801 0.144 24.118 24.262
　　　（参）粗鋼 5643649 203331 84573 5931553 3.428 1.426 4.854
(7)非鉄金属屑 489575 486 54525 544586 0.089 10.012 10.101
　　　（参）銅 334589 26823 6697 368109 7.287 1.819 9.106
(8)鋼船 348326 4017 0 352343 1.140 0.000 1.140
　　　鋼船 1580013 21402 0 1601415 1.336 0.000 1.336

(注)各上段は屑・副産物、下段は参考として競合する新製品。(4)高炉ガスは他のガスも含む。
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5.4 投入額または発生額の推計

各屑・副産物について、全投入量あるいは全発生量及び、生産者価格を推計し、そして全発生額をまず

推計することになる。以下ではそれぞれの具体的な推計方法を述べる。

5.4.1 投入・発生合計額の推計

(1)古紙

古紙の投入量については、日本製紙連合会「板紙統計年報」によって古紙入荷量が得られる4。その推移

は図 5.1のようになっており、時系列的に古紙の入荷量は増加しているものの、1990年代に入ってから横
ばいになっている。
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図 5.1: 古紙入荷量

また古紙の価格は、1970-92年について同統計により5、古紙再生促進センター調査の東京地区近郊メー

カー工場着価格が新聞、雑誌、段ボール屑別に得られる（月別の資料なので 1年間の単純平均を使用）。こ
の値を通産省「紙・パルプ統計年報」による 1990年の名目シェアーをウェイト（それぞれ約 0.30、0.12、
0.57）として古紙価格の伸び率を推計した6。（「板紙統計年報」より得られない）1955-69年は大蔵省「日
本貿易月表」から計算される古紙の輸出価格（3時点の移動平均をとる）の伸び率を用いて推計している。
以上のように推計された生産者価格は図 5.2のようになっている7。

この投入量と価格を用いて推計された投入額は IO-TBPSの値と比較すると表 5.3のとおりである。

また古紙に関しては輸出入額を推計しなければならない。輸出入額は大蔵省「日本貿易月表」によって、

1988-90 年 HS コードに関しては 47.07 古紙、1976-87 年 CCCN コードでは 47.02 紙または板紙のくず、

4この値は概念的には若干の在庫量を含むと思われるが、（日本製紙連合会によると）ほぼ投入量として扱うことができるとのこ
とであった。通産省「紙・パルプ統計年報」では古紙と古紙パルプの消費量が計上されているが、その値はほぼ一致している（「板紙
統計年報」の値が必ずしも大きいわけではない）。

5なお、1970-77年は（財）古紙再生促進センターより直接教えていただいた。
6ここで推計された古紙価格は、日本銀行調査統計局「物価指数年報」の古紙価格指数と 1980年以降比較すると完全に一致してい

るおり、同統計でもこの値を用いているようである。また 1980,85年の物量表によって計算される古紙価格と比較すると、1980年
の価格を 1.00とすると「板紙統計年報」による価格は 0.64であり、物量表では 0.28と大きな差がみられる。またこの値そのものは
生産者価格に商業マージンを加算したものであると考えられ、1990年 IO-TBPSの商業マージン率（92.358%）を通年で用いて生
産者価格を推計している。

71990年の国内価格は、1990年 IO-TBPSの生産者価格評価での古紙投入額より輸入額を除いたものを「板紙統計年報」での古
紙入荷量で除すると、1トン当たり 322.49円となっている。この値をベンチとして推計した国内価格の伸び率によって生産者価格を
計算している。
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図 5.2: 古紙国内価格

表 5.3: 古紙投入額の比較
単位:100万円

KDB-TBPS IO-TBPS
生産者価格 購入者価格 生産者価格 購入者価格

1965 3106 42957 33844
1970 5046 69791 57114
1975 6250 86442 90768
1980 15726 217494 217710
1985 14926 206430 205797 227019
1990 22986 317908 22986 317908

1962-75年 SITCコードでは 251-1くず紙及び古紙、1955-61年 SITCコードでは 251-0100くず紙及び古
紙（1955-60年は「日本外国貿易年表」による）が対応する8。

(2)液化石油ガス

通産省「エネルギー生産・需給統計年報（石油・石炭・コークス）」9（あるいは石油化学新聞社「LP
ガス資料年報」によって）液化石油ガス（LPG）の発生量（t）を得ることができるが、これらから副産物
分を分割することは困難である。よって上記の統計によって得られる石油精製の原油投入量に対して、（暦

年変換後に）対原油処理量の LPG得率を乗ずることによって LPGの発生量を推計した10。その推計され

た副産物としての LPGの発生量は図 5.3のようになっている。

また副産物としての LPGの価格は得られないので、日本銀行「物価指数年報」によって LPGの国内卸
売物価指数を得11、その伸び率を用いて 1990年「物量表」による価格（1トン当たり 22700円）をベンチ
として推計している。その価格の推移は図 5.4のようになっている。

8IO-TBPSの値は 1970,75年では輸出額が 0であるが、「日本貿易月表」では計上されている等の相違もある（輸入額及び 1980
年以降の輸出額は一致している）。この点では IO-TBPSの修正をおこなう必要がある。

91955-74年は「石油統計年報」、1975-79年は「エネルギー統計年報」に計上されている。
10LPG 得率は 1964 年以前は 1965 年の値（3.67%）で固定している（なお 1970,75,80,85,90 年ではこ、それぞれ 3.42、3.32、

3.22、4.44、4.05となっている）。また推計された発生量は 1980,90年の「物量表」の LPG発生量によって補正している（補正率
は 1980年で 0.86379、1990年で 0.88921、中間年は直線補間）。

111979年以前は LPGが別掲されていないので、石油・石炭・同製品の総合卸売物価指数を用いて延長している。



358 第 5章 屑・副産物発生及び投入表の推計

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

（単位:t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

◦ ◦ ◦ ◦ ◦
◦ ◦

◦ ◦
◦
◦ ◦

◦
◦
◦
◦
◦ ◦

◦
◦ ◦ ◦ ◦ ◦ ◦

◦
◦ ◦ ◦

◦
◦
◦
◦ ◦

◦ ◦
◦ ◦

◦ ◦

図 5.3: LPG発生量

以上の発生量と価格の推計値によって発生金額が推計されるが、IO-TBPSの値と比較すると表 5.4のよ
うになっている。
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図 5.4: LPG価格
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表 5.4: LPG発生額の比較
単位:100万円

KDB-TBPS IO-TBPS
生産者価格 購入者価格 生産者価格 購入者価格

1965 8781 10766 21410†

1970 18324 22466 8803
1975 76020 93201 18814
1980 138001 169189 265030
1985 132543 162497 206406 258468
1990 89098 109234 89098 109234

†原表では 24411とあるが、合計の不一致のため調整した値

(3)コークス

ガス業から発生するコークスは副産物として処理される。ガス業のコークス発生量は通産省「エネルギー

生産・需給統計年報（石油・石炭・コークス）」12によって得ている。ここで得られる発生量と物量表の数

量の比較をおこなうと、

表 5.5: コークス発生量
単位:1000t

「エネルギー統計」 　　「物量表」　　
1970 5162 5024.9
1975 4575 4618.3
1980 3469 3494.2
1985 3115 3119.3
1990 1484 1451.0

のようにほぼ対応している。発生量の時系列的な推移は次のようになっている。
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図 5.5: コークス発生量

121955-74年は通産省「石炭・コークス統計年報」、1975-79年は通産省「エネルギー統計年報」による。
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図 5.6: コークス価格

表 5.6: コークス発生額の比較
単位:100万円

　　KDB-TBPS　　 　　 IO-TBPS　　
1965 34470 34470
1970 60106 58510
1975 129475 130706
1980 134485 135474
1985 87676 87810
1990 55777 54552

また価格については 1970,75,80,85,90年の「物量表」から計算される価格をベンチとして、日本銀行調
査統計局「物価指数年報」13のコークス全体の国内卸売価格指数の伸び率を用いて推計することにする（図

5.6）。
以上の発生量と価格によって発生額を推計し、IO-TBPSと比較したものが表 5.6である。両者の数値は
ほぼ対応したものになっている。

(4)高炉ガス

高炉ガスの発生量は通産省「鉄鋼統計年報」によって得られるが、「物量表」ではその値が計上されてい

ないので発生量、価格ともに明確ではなく比較できない。その発生量の推移は図 5.7のようになっている。
この推移はほぼ銑鉄生産量に対応した動きをしている。

また高炉ガスの価格は自家消費される性格のために入手が困難なので、1965,70,75,80,85,90年では IO-
TBPSの高炉ガスの発生額14に一致するように先の発生量を用いて価格を推計し、日本銀行「物価指数年

報」の生産財（燃料・動力）の総合卸売物価指数によって補間及び延長して推計している。推計された価

格は図 5.8のようになっている。

131969年以前は日本銀行「卸売物価指数年報」による。
141965年=26542,1970年=42824,1975年=163989年,1980年=448713,1985年=449036,1990年=282760（単位：100万円）と
なっている。なお高炉ガスは IO-TBPSでは「その他の石炭製品」と競合するものとなっているが、それぞれそのうち、80.62%、
87.69%、95.08%、97.14%、92.60%、89.76%を占めている。
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図 5.7: 高炉ガス発生量
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図 5.8: 高炉ガス価格

(5)ガラスびん

ガラスびんの投入量は 1984-90 年に関してはガラスびんリサイクリング推進連合に問い合わせて得た
が、1983年以前は通産省「雑貨統計年報」15のガラス製品のガラス屑消費量の伸び率で伸ばしている16。

また価格は、屑としてのガラスびんの価格が入手困難であるため（「物量表」でも計上されていない）、

1965,70,75,80,85,90年の全投入額が IO-TBPSと一致するように（先の投入量を用いて）価格を推計し、そ
の値をベンチとして日本銀行「物価指数年報」のガラスびん（酒類用瓶と清涼飲料用瓶）の国内卸売価格指

数17の伸び率を用いて価格を推計している。以上によって投入額が推計される（1965,70,75,80,85,90年で
は IO-TBPSの投入額に一致することになる）。ガラスびんの投入量および価格はそれぞれ図 5.9、図 5.10
のようになった。リサイクルされるガラスびんの量は時系列的に増加してきていることがわかる。

151955-65年は通産省「窯業統計年報」によって、1966-86年は通産省「雑貨統計年報（日用品・陶磁器等編）」による。なお通産
省「窯業統計年報」には板ガラスとガラス繊維製品のガラス屑消費量が掲載されているが、IO-TBPSで扱っているのはガラスびん
のみであり、KDB-TBPSでも同様にした。

16このガラス製品のほとんどはガラスびんであり、ほぼ 75%程であると計算される。
171955-64年では窯業土石製品全体の総合国内卸売物価指数を用いている。
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図 5.9: ガラスびん投入量
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図 5.10: ガラスびん価格

(6)鉄屑

鉄屑の投入および発生量は、通産省「鉄鋼統計年報」によって国内購入量と国内発生量が得られる18。鉄

屑の価格に関して、1965,70,75,80,85,90年の IO-TBPSの全発生額から大蔵省「日本貿易月表」による輸
入額（IO-TBPSの輸入額と一致）を除いた国内分に対して、先の国内購入量と国内発生量の合計を用いて
価格を推計し、それをベンチとして日本銀行「物価指数年報」による鉄屑の国内卸売物価指数の伸び率で

推計している（ただし 1970年以前は「鉄鋼統計年報」で鉄屑（特級）の価格が利用できるのでこの値の伸
び率を用いている）。推計された鉄屑の投入および発生量は図 5.11のようになっている。

181955-57年では「鉄鋼統計年報」の国内購入量と輸入量が分割されていないので、大蔵省「日本外国貿易年表」による鉄屑の輸
入量（t）を用いてこれらの分割をおこなっている。
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図 5.11: 鉄屑投入発生量
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図 5.12: 鉄屑価格

以上によって国内発生額が推計され、輸入額を加算すると 1965,70,75,80,85,90年の IO-TBPSの全発生
額に一致することになる。

また輸出額は、1988-92年 HSコードで 72.04鉄鋼のくず、1976-87年 CCCNコードでは 73.03鉄鋼の
くず、1955-75年 SITCコードでは 282-0鉄鋼のくず（1955-60年は「日本外国貿易年表」による）が対応
する（IO-TBPSとは若干のずれがある）。輸入額は、1988-92年 HSコードで 72.04鉄鋼のくず、1976-87
年 CCCNコードでは 73.03鉄鋼のくず、89.04-010貨物船及び貨客船（解体用のもの）、89.04-090解体用
船舶、1962-75年 SITCコードでは 282-0鉄鋼のくず、735-890解体用船舶、1955-61年 SITCコードでは
282-0鉄鋼のくず、735-093解体用船舶（1955-60年は「日本外国貿易年表」による）が対応する（IO-TBPS
と一致）。つまり解体用の船舶は輸出するときは鋼船扱いであり、輸入のときには鉄屑として処理される。

輸出入額について IO-TBPSと比較すると次のようになっている。
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表 5.7: 鉄屑輸出入額
単位:100万円

輸出額 輸入額
KDB-TBPS IO-TBPS KDB-TBPS IO-TBPS

1965 100 98 57954 57984
1970 2784 2370 125974 125974
1975 9867 9660 110501 110501
1980 7843 6715 114944 114944
1985 7547 6229 102253 102252
1990 10871 7312 47295 48616

(7)非鉄金属屑

非鉄金属屑の投入量は通産省「資源統計年報」によって銅、銅合金、鉛、亜鉛、すず、アルミニウム、

ニッケルの内需分をそれぞれ得ることができる19。この合計値である国内投入量と、1965,70,75,80,85,90年
の IO-TBPSの全投入額から輸出額を除いた国内投入額を用いて価格を推計した。この値をベンチとして
日本銀行「物価指数年報」の非鉄金属屑（銅くず、銅合金くず、アルミニウム同合金くず（1980年より））
の国内卸売物価指数の伸び率で価格を時系列的に推計している。推計された非鉄金属屑の投入量は図 5.13、
価格は図 5.14のようになっている。投入量の推移はほぼ鉄屑のそれに類似したものになっている。
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図 5.13: 非鉄金属屑投入量

191974年以前は通産省「非鉄金属等需給統計年報」による。
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図 5.14: 非鉄金属屑価格

以上によって国内投入額が推計され、輸出額を加えればほぼ IO-TBPSの全投入額に一致している。若
干のずれが生じるのは、IO-TBPSの輸出額と、大蔵省「日本貿易月表」（KDB-TBPSは時系列的に推計
されるものであるからこれを用いる）の数値のずれによる。対応するコードは（必ずしも明確ではないが）

10数種類ほどにあり、それぞれの合計値を求めている。IO-TBPSの値と比較すると以下のようである。

表 5.8: 非鉄金属屑輸出入額
単位:100万円

輸出額 輸入額
KDB-TBPS IO-TBPS KDB-TBPS IO-TBPS

1965 2264 2078 29311 25668
1970 1656 1507 114073 119314
1975 3572 3199 48260 46717
1980 4134 3922 114540 117891
1985 1613 1428 109695 113334
1990 6863 5389 121041 124299

(8)鋼船

鋼船の投入部門は輸出のみであり（逆にいえば中古の鋼船の輸出された分のみを国内総固定資本形成か

ら発生した屑として処理する）、大蔵省「日本貿易月表」（1960年以前は「日本外国貿易年表」）によって輸
出額を得ている。IO-TBPSで鋼船の対応する貿易統計のコードは明確ではないが以下のようにしている。

1988-90年の HSコードでは、8901.10-990遊覧船及びフェリーボート（中古のもの）、8901.20-900タン
カー（中古のもの）、8901.30-900冷蔵船及び冷凍船（中古のもの）、8901.90-900中古の貨物船及び貨客船
（中古のもの）、8902.00-900漁船及び工船その他漁獲物の加工用または保存用の船舶（中古のもの）を対
応させる。1976-87年の CCCNコードでは、89.01-390タンカー（その他のもの）、89.01-490貨物船及び
貨客船（その他のもの）、89.01-590トロール船その他の漁船及び漁業活動に直接使用する工船その他の船
舶（その他のもの）、89.01-919客船（貨客船を除く）（その他のもの）、89.01-999船舶（その他のもの）を
対応させる。1962-75年の SITCコードでは 735-361中古船（鉄鋼製のもの）、735-362中古船（鉄鋼製の
ものを除く）20、735-800解体用船舶を対応させる。また 1955-61年では中古船に対応するものがないの

201975年で IO-TBPSの輸出額よりも過少であることから、これも加えている（その値は小さいが）。
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で、船舶全体の輸出額（735-02船舶、735-09船舶その他）の伸び率を用いて中古船の輸出額を推計してい
る21。以上によって輸出額が時系列的に推計されるが、IO-TBPSの値と比較すると、

表 5.9: 鋼船輸出額（投入額）
単位:100万円

　　KDB-TBPS　　 　　 IO-TBPS　　
1965 28689 10139
1970 49134 —
1975 143415 168533
1980 280499 160746
1985 268251 348326
1990 112393 173874

となっている。1970年 IO-TBPSでは鋼船は計上されておらず（鉄屑に含まれている様子もない）、ま
た 1980,85年の値も比較的大きな差を示している等、問題点はあるが時系列的な連続性からいってもこの
推計値を採用することにする。また鋼船の輸出価格は次のようになっている。
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図 5.15: 鋼船輸出価格

5.4.2 部門別発生額及び投入額の推計

各屑・副産物について、推計された全投入額または全発生額を controlled totalsとして（1965,70,75,80,85,90
年の）IO-TBPSの比率を用いておのおのの発生部門と投入部門の推計をおこなう。産業部門は KDB43産
業分類に対応させる。

(1)古紙

古紙の発生部門は 1965,70,75,80年 IO-TBPSでは家計消費支出と輸入であるが、1985,90年表では 10.パ
ルプ・紙製造業（国内発生額のうちそれぞれ 11.77%、12.06%）、11.印刷印刷業（10.92%、14.03%）と残
りが家計消費支出と輸出である。1985,90年 IO-TBPSの情報が最も信頼性が高いことから、1955-92年に
わたって輸入額を除いた国内発生額すべてを上記の 3部門からの発生として 1985年以前は 1985年、1990
年以降は 1990年の固定比率で、中間年は発生比率の直線補間値を用いて推計する。

211962年の船舶全体の輸出額に占める中古船の輸出額は 4.11%で、1963年では 7.18%であった。
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投入部門は 10.パルプ・紙製造業と輸出である（先述したように 1965,70,75年は輸出が掲載されていな
いが、新たに計上することになる）。よって全投入額から輸出額を除いた額を 10.パルプ・紙製造業の投入
額とする。

(2)液化石油ガス

液化石油ガスの発生部門はすべて 12. 化学製品製造業である。投入部門は 1970 年 IO-TBPS では多く
の部門にわたっているが（若干の輸出もある）、1975 年表ではすべて 12. 化学製品製造業の投入であり、
1980,85,90年表では 12.化学製品製造業、13.石油製品製造業、28.道路輸送業、33.電気業、34.ガス業、
42.その他サービス及び家計消費支出であるという点で統一されている。1980,85,90年表のそれらの投入比
率は以下のようになっている。

表 5.10: LPGの投入比率
単位：%

投入部門 1980 1985 1990

12.化学製品製造業 84.94 50.61 44.57
13.石油製品製造業 0.89 3.43 1.70
28.道路輸送業 2.58 1.59 8.47
33.電気業 0.88 1.09 4.49
34.ガス業 1.70 3.16 9.57
42.その他サービス 0.91 1.36 4.01
家計消費支出 8.10 38.76 27.18

1985年では 12.化学製品製造業の投入比率が減少し、家計消費支出の比率が増大しているが、1990年で
は道路輸送・電気・ガスなどで上昇していることがわかる。1980年以前は 1980年の比率を用いて部門別
の投入額を推計する（1980-85年、1985-90年は投入比率の直線補間値、1990年以降は 1990年の比率を用
いる）。

(3)コークス

コークスの発生部門はすべて 34.ガス業である。また投入部門は 1965,70年 IO-TBPSでは幾つかの部門
にわたるが、1975,80,85,90年表では 12.化学製品製造業、18.鉄鋼業、19.非鉄金属業、34.ガス業の 4部
門である。それぞれの投入比率は、

表 5.11: コークスの投入比率
単位：%

投入部門 1975 1980 1985 1990

12.化学製品製造業 3.28 3.28 5.31 0.57
18.鉄鋼業 93.79 93.80 90.54 91.74
19.非鉄金属業 0.41 0.41 0.41 4.37
34.ガス業 2.51 2.51 3.74 3.33

となっている。1975年以前は 1975年の投入比率で、1990年以降は 1990年の比率で、また中間年につ
いてはそれぞれの比率の直線補間値を用いて部門別投入額の推計をおこなう。
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(4)高炉ガス

高炉ガスの発生部門は 18.鉄鋼業である。また投入部門は 14.石炭製品製造業、18.鉄鋼業、33.電気業
である。IO-TBPSの投入比率をみると（分割されていないところがあるが、ほぼ比較可能）、

表 5.12: 高炉ガスの投入比率
単位：%

投入部門 1965 1970 1975 1980 1985 1990

14.石炭製品製造業 12.39 12.67 19.99 14.22 15.96 21.19
18.鉄鋼業 70.66 70.43 42.67 50.76 36.53 47.76
33.電気業 16.93 16.91 37.34 35.02 47.51 31.05

となり、1965年以前は 1965年の投入比率を、1990-92年は 1990年の比率を、中間年については比率の
直線補間値を用いて部門別投入額を推計する。

(5)ガラスびん

ガラスびんの発生部門は 1965,70,75,80年 IO-TBPSではすべて家計消費支出であるが、1985,90年では
家計消費支出に加えて 42.その他サービス（26.28%、35.86%）（これは飲食店や旅館等による発生である）、
家計外消費支出（4.61%、6.89%）が計上されている。よって 1955-85年では 1985年、1990-92年では 1990
年の固定比率とし、中間年は直線補間値によって部門別の発生額を推計することにする。

投入部門はすべて 5.食料品製造業であり（1980年表では若干の在庫投資があるが、これは無視する）、
すべてこの部門に投入されるものとする。

(6)鉄屑

鉄屑の発生部門は 4.建設業、17.窯業（1965,70,75年表）、18.鉄鋼業、20.金属製品製造業、21.一般機械
製造業、22.電気機械製造業、23.自動車製造業、24.その他輸送機械製造業、25.精密機械製造業、26.その
他製造業（1985,90年表）、家計消費支出、民間総固定資本形成、公的総固定資本形成、輸入である（1970
年表には若干の政府消費支出、1975年表には 43.公務があるがこれらは小額であり無視する）。輸入を除
くこれらの部門の発生比率は表 5.13のようになっている（民間及び公的総固定資本形成からの発生が増加
していることがわかる）。

全発生額から推計した輸入額を除き（輸入額はそのまま確定）、その値に対して、1965年以前は 1965年
の発生比率を、1990年以降は 1990年の比率を、中間年については比率の直線補間値を用いて、部門別の
発生額を推計する。
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表 5.13: 鉄屑の発生比率
単位：%

発生部門 1965 1970 1975 1980 1985 1990

4.建設業 3.91 0.57 1.04 2.19 1.82 1.84
17.窯業 0.04 0.04 0.03 0.04 0.00 0.00
18.鉄鋼業 42.79 51.92 52.92 36.55 46.22 39.23
20.金属製品製造業 4.84 9.36 7.12 5.13 6.89 7.15
21.一般機械製造業 5.79 6.64 6.63 7.88 5.89 5.89
22.電気機械製造業 2.41 4.39 4.89 6.78 2.71 2.48
23.自動車製造業 5.55 8.04 9.19 19.81 4.20 4.38
24.その他輸送機械製造業 1.52 1.29 1.25 1.56 2.06 1.92
25.精密機械製造業 0.33 0.47 0.48 0.53 0.34 0.31
26.その他製造業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.11
家計消費支出 2.04 3.52 3.96 4.66 6.53 6.08
民間総固定資本形成 25.17 10.09 10.06 11.97 18.69 26.53
公的総固定資本形成 5.60 3.67 2.44 2.90 4.55 4.07

また投入部門は 12. 化学製品製造業、18. 鉄鋼業、19. 非鉄金属業、20. 金属製品製造業、輸出である
（1965,70,75 年表では在庫が計上され、また修理業として 42. その他サービスに計上されているが無視す
る）。1965,70,75,80,85,90年表による（輸出を除く）国内投入比率は（上記の調整後）、

表 5.14: 鉄屑の投入比率
単位：%

投入部門 1965 1970 1975 1980 1985 1990

2.石炭鉱業 0.14 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
4.建設業 0.38 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
12.化学製品製造業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 0.15
18.鉄鋼業 96.23 98.06 99.13 99.98 99.96 99.85
19.非鉄金属業 0.01 0.02 0.02 0.02 0.00 0.00
20.金属製品製造業 3.24 1.92 0.85 0.00 0.00 0.00

となり、よって輸出額を除いた値にこの比率（中間年、1965年以前及び 1990年以降の比率の作成は発
生側と同様）を乗じて、部門別の投入額を推計することにする。

(7)非鉄金属屑

非鉄金属屑の発生部門は、11.出版印刷業（1985,90年表のみ）、12.化学製品製造業（1965,70年のみ）、
18.鉄鋼業、20.金属製品製造業、21.一般機械製造業、22.電気機械製造業、23.自動車製造業、24.その他
輸送機械製造業、25.精密機械製造業、26.その他製造業（1985,90年表のみ）、家計消費支出、民間総固定
資本形成、輸入である（上記以外の部門は無視し、また 1965,70年表のみにある公的総固定資本形成から
の発生は民間総固定資本形成に加算して扱う）。輸入を除くこれらの部門の発生比率は、
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表 5.15: 非鉄金属屑の発生比率
単位：%

発生部門 1965 1970 1975 1980 1985 1990

11.出版印刷業 0.00 0.00 0.00 0.00 1.35 1.38
12.化学製品製造業 0.16 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00
18.鉄鋼業 1.94 3.09 4.66 3.64 2.83 2.53
20.金属製品製造業 5.01 5.25 6.79 11.69 12.01 9.86
21.一般機械製造業 4.20 8.02 5.35 5.89 3.60 3.41
22.電気機械製造業 4.82 7.43 9.97 18.31 2.80 2.52
23.自動車製造業 2.03 1.83 2.88 6.50 0.92 0.92
24.その他輸送機械製造業 0.04 0.04 0.15 0.15 0.09 0.06
25.精密機械製造業 1.26 1.18 1.60 2.69 1.45 1.30
26.その他製造業 0.00 0.00 0.00 0.00 1.50 1.39
家計消費支出 2.11 3.89 0.70 0.57 0.69 0.68
民間総固定資本形成 78.42 69.12 67.89 50.57 72.75 75.96

となっている。推計方法としては、全発生額から推計した輸入額を除き（輸入額はそのまま確定）、その

値に対して、1965年以前は 1965年の発生比率を、1990年以降は 1990年の比率を、中間年については比
率の直線補間値を用いて、部門別の発生額を推計することにする。

投入部門は 12.化学製品製造業、17.窯業・土石製造業（1985,90年表のみ）、18.鉄鋼業（1985,90年表の
み）、19.非鉄金属業、20.金属製品製造業、24.その他輸送機械製造業（1965,70年表のみ）、輸出である。
1965,70,75,80,85,90年表による（輸出を除く）国内投入比率を（1965,70,75年に計上されている若干の在
庫投資は無視する）用いて（中間年、1965年以前及び 1990年以降の投入比率の作成は発生側と同様）、輸
出額を除いた値に乗じて、部門別の投入額を推計する。なお、IO-TBPSから得られる投入比率は以下のよ
うになっている。

表 5.16: 非鉄金属屑の投入比率
単位：%

投入部門 1965 1970 1975 1980 1985 1990

12.化学製品製造業 0.50 0.62 1.55 1.30 1.06 0.99
17.窯業・土石製造業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.01
18.鉄鋼業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.19 0.17
19.非鉄金属業 95.28 95.83 90.04 92.53 98.74 98.83
20.金属製品製造業 4.16 3.51 8.42 6.17 0.00 0.00
24.その他輸送機械製造業 0.06 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00

(8)鋼船

鋼船の発生部門はすべて民間総固定資本形成であり、また投入部門は先に推計したように輸出のみであ

る。よって推計した輸出額分を民間総固定資本形成から発生したものとする。

以上の推計によって屑・副産物発生及び投入表が時系列推計されることになる。



参考文献

[1] Akerlof, G. A.: The Market for Lemons : Quality Uncertainty and the Market Mechanism, Western
Economic Journal, Vol. 84 (1970), 488–500.

[2] Ayres, R. U. and Kneese, A.: Production, Consumption and Externalities, American Economic
Review, Vol. 59 (1969).

[3] Cass, D.: Optimum Growth in an Aggregative Model of Capital Accumulation, Review of Economic
Studies, Vol. 32 (1965), 233–240.

[4] Caves, D., Christiensen, L. and Diewert, W.: The Economic Theory of Index Numbers and the
Measurement of Input , Output, and Productivity, Econometrica, Vol. 50 (1982), 1393–1414.

[5] Chinloy, P.: Source of Quality Change in Labor Input, American Economic Review, Vol. 70 (1980),
108–119.

[6] Christensen, L., Jorgenson, D. and Lau, L.: Transcendental Logarithmic Production Frontiers,
Review of Economics and Statistics, Vol. 55 (1973), 28–45.

[7] Coen, R.: Investment Behavior, The Measurement of Depreciation, and Tax Policy, American
Economic Review, Vol. 65 (1975), 59–74.

[8] Diewert, W.: Exact and Superlative Index Numbers, Jourmal of Econometrics, Vol. 4 (1976), 115–
145.

[9] Hall, R. E.: Technical Change and Capital from the Point of View of the Dual, The Review of
Economic Studies, Vol. 35 (1968), 35–46.

[10] Hall, R. E.: The Measurement of Quality Change from Vintage Price Data, in Griliches, Z. ed.,
Price Indexes and Quality Change : Studies in New Methods of Measurement, Harvard University
Press, 1971, chapter 8, 240–271.

[11] Hulten, C. R. and Wykoff, F. C.: The Estimation of Economic Depreciation Using Vintage Asset
Prices : An Application of the Box-Cox Power Transformation, Journal of Econometrics, Vol. 15
(1981), 367–396.

[12] Hulten, C. R. and Wykoff, F. C.: The Measurement of Economic Depreciation, in Hulten, C. R.
ed., Depreciation, Inflation, and the Taxation of Income from Capital, Washington: The Urban
Institute Press, 1981, 81–125.

371



372 参 考 文 献

[13] Imamura, H.: Compositional Change of Heterogeneous Labor Input and Economic Growth in Japan,
in Productivity Growth in Japan and the United States, NBER and University of Chicago Press, 1990,
349–384.

[14] Jorgenson, D. W.: The Economic Theory of Replacement and Depreciation, in Sellekaerts, W. ed.,
Econometrics and Economic Theory ; Essays in Honour of Jan Tinbergen, New York:Macmillan,
1974, chapter 10, 189–221.

[15] Jorgenson, D. W.: Capital as a Factor of Production, in Jorgenson, D. W. and Landau, R. eds.,
Technology and Capital Formation, The MIT Press, 1989, chapter 1, 1–35.

[16] Jorgenson, D., Gollop, F. and Fraumeni, B.: Productivity and U.S. Economic Growth, Harvard
University Press, 1987.

[17] Koopmans, T.: Objectives, Constraints in Optimal Growth, Econometrica, Vol. 35 (1967), 1–15.

[18] Kuroda, M.: A method of estimation for updating transaction matrix in the input-output relation-
ships, in Uno, K. and Shishido, S. eds., Statistical Data Bank Systems, Socio-Economic Database
and Model Building in Japan, North-Holland : Amsterdam, 1988, chapter 2, 128–148.

[19] Kuroda, M.: Economic Growth and Structural Change in Japan, KEO Discussion Paper, Vol. 28
(1992).

[20] Kuroda, M. and Shimpo, K.: Sources of Aggregate Economic Growth in Japan During the period
1960-1985, Journal of Applied Input-Output Analysis, Vol. 1 (1992), 55–70.

[21] Lee, B. S.: Measurement of Capital Depreciation within the Japanese Fishing Fleet, The Review of
Economics and Statistics, (1978), 255–273.

[22] Leontief, W. W.: Environmental Repercussions and the Economic Structure: An Input Output
Approach, Review of Economics and Statistics, Vol. 52 (1970), 262–271.

[23] Mincer, J.: Schooling, Experience, and Earnings, NBER and Columbia University Press, 1974.

[24] Ohta, M. and Griliches, Z.: Automobile Prices Revisited : Extensions of the Hedonic Price Hy-
pothesis, in Terleckyj, N. E. ed., Household Production and Consumption, NewYork: Columbia
University Press, 1975, 325–390.

[25] Ozaki, I.: Economies of Scale and Input-Output Coefficients, in Applications of Input-Output Analy-
sis, Proceedings of the Fourth International Conference on Input-Output Techniques, North-Holland,
1972.

[26] Rosenblum, L., Dean, E., Jablonski, M. and Kunze, K.: Measuring Components of Labor Compo-
sition Change, for Presentation at the American Economic Association Meetings, December, 1990.

[27] Schneider, M. H. and Zenios, S.: A Comparative Study of Algorithms for Matrix Balancing, Oper-
ations Research, Vol. 38 (1990), 439–455.

[28] Taubman, P. and Rasche, R.: Economic and Tax Depreciation of Office Buildings, National Tax
Journal, Vol. 22 (1969), 334–346.



[29] Winfrey, R. ed.: Statistical Analyses of industrial Property Retirements, Iowa : Engineering Exper-
iment Station, Bulletin 125, 1935.

[30] 石田孝造：「戦後の貿易データの推計について (昭和 30 年-昭和 45 年)」, 立正大学『経済学季報』,
Vol. 24 (1974年).

[31] 今村肇：「労働投入の質変化と経済成長―高度経済成長期および石油危機以降について―」, 『日本労
働協会雑誌』, (1983年), 26–37.

[32] 大河原透, 松浦良紀, 中馬正博：「地域経済データの開発 その 1 －製造業資本ストック・社会資本ス
トックの推計－」, 電力中央研究所報告, Vol. 585003 (1985年).

[33] 太田誠：「ヘドニック・アプローチの理論的基礎、方法および日本の乗用車価格への応用」, 『季刊理
論経済学』, Vol. 29 (1978年), 31–55.

[34] 尾崎巌：「規模の経済性とレオンティエフ投入係数の変化」, 『三田学会雑誌』, Vol. 59 (1967年).

[35] 小尾恵一郎：『計量経済学入門』, 日本評論社, 1972年.

[36] 国則守生：「設備の償却率について－わが国の建設機械の計測例－」, 『経済経営研究』, Vol. 9 (1988
年).

[37] 黒田昌裕：「産業連関表の作成をめぐって (2) 平成 2年度 (1990年) 産業連関表作成における諸問題」,
『イノベーション & I-O テクニーク』, Vol. 3 (1992年), 40–47.

[38] 黒田昌裕：「資本サービス投入量の測定」, 『三田商学研究』, Vol. 25 (1982年), 60–91.

[39] 黒田昌裕, 吉岡完治：「資本サービス投入量の測定－部門別・資産形態別資本ストック－」, 『三田商
学研究』, Vol. 27 (1984年).

[40] 経済企画庁経済研究所：『資本ストックと経済成長–昭和 24-35年部門別有形固定資産額の推計–』, 経
済研究シリーズ, Vol. 11 (1962年).

[41] 経済企画庁総合計画局（編）：『日本の社会資本－フローからストックへ－』, ぎょうせい, 1986年.

[42] 建設省大臣官房政策課政策分析調査室：「社会資本のメンテナンス問題」, 1984年.

[43] 建設省建設経済局調査情報課：「建設デフレーターの基準改定（60年度）－概要と係数－」, 建設経済
分析シリーズ, Vol. 27 (1991年).

[44] 新保一成：「時系列産業連関表の推計－新 SNAとの整合性の視点から－」,『三田商学研究』, Vol. 33
(1991年), 62–93.

[45] 辻村江太郎, 黒田昌裕：『日本経済の一般均衡分析』, 筑摩書房, 1974年.

[46] 得津一郎：『生産構造の計量分析』, 創文社, 1994年.

[47] 野村浩二：「社会資本形成の推計　－固定資本マトリックスの時系列推計において－」, 『経済統計研
究』, Vol. 22 (1994年), 1–29.

[48] 福井幸男：『産業連関構造の研究 –生産技術とハイアラーキー–』, 啓文社, 1987年.

[49] 柳沼寿：「産業連関表の利用と問題」, 竹内啓（編）,『計量経済学の新展開』, 東京大学出版会, 1983年.

[50] 吉川洋：『日本経済とマクロ経済学』, 東洋経済新報社, 1992年.



索 引

Age-Efficiency Profile · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 217
住宅（実測） · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·230

Age-Price Profile · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 220
自動車（実測） · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 233

BGA · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 218
Box-Cox変換 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·228

investment approach · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·221

KEO-RAS法 · · · · · · · · · · · · · · · · · · 60、66、94、98

Matrix Balancing · · · · · 59、65、66、73、94、96
mortality distribution · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·217

one-hoss shay · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 218、220

polynomial-benchmark approach · · · · · · · · · · · 221

RAS法 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 65、66、74、94、97
replacemanet distribution · · · · · · · · · · · · · · · · · ·217
retirement approach · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 221

SNA型産業連関表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·28、36
—U表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·32、37、40、95
—V表 · · · · · · · · · · · · · · · 32、37、40、67、95
—商品技術仮定 · · · · · · ·32、37、67、76、95
—プロダクト・ミックス行列 · · · · · · · 37、67

SNA産業連関表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·44、65
straight line · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·218、220

U表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 4

V表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 4

X表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 32、40、93

板紙統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 356
エネルギー生産・需給統計年報 · · · · · · · · · · · · ·357
LPガス資料年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·357

屋外労働者職種別賃金調査 · · · · · · · · · · · ·310、326

海上在庫 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·86

科学技術研究調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 182、291

価格デフレーター · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 4
家計外消費支出 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·46、49

ガス事業便覧 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 288

家族従業者 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 265
学校基本調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·181、290

活動 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3
紙・パルプ統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·356

勘定体系 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·3
完全失業者 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 265

機械受注統計調査（NOMI） · · · · · · · · · · · · · · · 175

—機種分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·176

—需要者分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 175

帰属利子 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·47、67、69

貴重品 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·140

規模の経済性 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 20

休職者 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·265

行政投資 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 208

屑・副産物 · · · · · · · · · · · · · · ·28、32、34、36、354

—一括方式 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·33

—トランスファー方式 · · · · · · · · · 33、46、51

—分離方式 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·33

—マイナス投入方式 · · · · · · · · · · · 33、51、61

—リサイクル · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 32、34

屑・副産物発生及び投入表 · · · · · · · · · · · · · · · · · 353

IO-TBPS · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 353

KDB-TBPS · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·353

経済的償却率 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 219

結合生産マトリックス · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·4
建設業務統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 205、210

建設工事受注調査（ORC） · · · · · · · · · · · · · · · · 176

—発注者分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 177
建設デフレーター · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·237

374



索 引 375

建設統計要覧 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 249
恒久棚卸法 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 221
公共工事着工統計年度報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 204
工業統計 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 156、289
購入者価格表示 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·55、58
港湾事業費統計 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 208
港湾要覧 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 212
国際収支表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 1、3
国勢調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 266、281
国土統計要覧 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·228、255
国富調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3、222
国民経済計算 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 1、3
国民経済計算年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 27、43

—経済活動別の国内総生産と要素所得 · · ·67
—財貨・サービスの供給と需要 (SNA-2a表)

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·55、63
国民所得統計 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 1、3
国民貸借対照表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 1、3
個人企業経済調査（ARUES） · · · · · · · · · · · · · ·247

—産業分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·247
個人業主所得 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 329
コスト的運賃 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 56
コスト的商業 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 56
国家公務員給与等実態調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · 272
固定資産の価格等の概要調書 · · · · · · · · · · · · · · · 255
固定資本ストックマトリックス

KDB-FCSM · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 216
固定資本マトリックス · · · · · · · · · · · · · · · · · · 5、144

IO-FCFM · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·144
—その他部門 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 202
—対象 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·142

KDB-FCFM · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 144
—資本財分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 147
—社会資本分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 203

雇用者 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·265

在庫残高デフレーター · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 250
在庫残高マトリックス（KDB-SM） · · · · · · · · 244
在庫品評価調整 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 250
最終支出主体主義 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·141
財政金融統計月表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·180
再生産不可能有形資産 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 255
再生方程式 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 217
雑貨統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 361

産業別の国内総生産と要素所得表 · · · · · · · 67、76

産業連関表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·1、3、64

—延長表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·44、88

—基本表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 43

—接続表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 43

三面等価 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·29、40、86

山林素地及び山元立木価格調 · · · · · · · · · · · · · · · 257

自営業主 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 265

市街地価格指数 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 257

自家輸送 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 46、50

資金源泉主義 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 141

資金循環表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 1、3

資源統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 364

自動車価格月報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 231

資本形成に関する消費税還付金 · · · · 29、55、66、
67、74、85

社会資本償却率 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 237

弱分離可能性 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 272

就業形態 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 264

就業構造基本調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·267

就業者 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·265

従業者 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·265

従業上の地位 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 264

住宅統計調査報告 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·228

主生産物 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·32

償却パターン · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 218

使用者主義 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 142

商品 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3
商品の供給と需要表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 53、55

商品別の国内総生産と要素所得表 · · · · · · · 53、67

所有者主義 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 142

新古典派一般均衡理論 · · · · · · · · · · · · · · · · 2、5、17

生産活動単位 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 32

生産者価格表示 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·55、60

生産年齢人口 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 264

制度部門分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3
政府諸関係機関 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 186

設備年齢構成 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 218

船員法 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·308

船員労働統計 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 326

総固定資本形成 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 140

総資本形成 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 140

属性カテゴリー · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 264



376 索 引

田畑価格及び小作料調 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 257
治山便覧 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 211
地方教育費の調査報告書 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 181
地方公務員給与実態調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 270
地方財政統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·183
中古車価格ガイドブック · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 231
賃金構造基本統計調査 · · · · ·269、308、324、333
通信産業設備投資実態調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · 180
ディビジア数量指数 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·274
データベース · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 1、17
鉄鋼統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·360、362
電気事業便覧 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 288
動学的均衡 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 16
投入・産出表 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 2、3
道路統計年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 207
特別会計予算 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 180
土地 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·255
土地の購入（純） · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·255

日経データ · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·44、64、88
日本標準産業分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3、281
日本標準商品分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 3
農業・食料関連産業の経済計算 · ·179、248、329

パートタイム · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 331
非競争輸入 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 28、46
副次的生産物 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 32
物価指数年報 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·44、89
物理的償却率 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 217

実測— · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 225
法人企業統計年報（ARFSC） · · · · · · · · · · · · · ·245

—産業分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·245
法人企業投資実績調査（RCIIS） · · · · · · · · · · · 173

—産業分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·174
—設備項目分類 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 174

本邦鉱業の趨勢（MYJ） · · · · · · · · · · · · · 164、288

毎月勤労統計調査 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 268、309
マージン · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 55、58
民間企業資本ストック年報（GCSPE） · · · · · 155
無形固定資産 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 140

要素所得 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 265

暦年変換 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 204

労働基準法 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 308
労働力調査 · · · · · · · · · · · · · · · ·267、291、310、312
老齢人口 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 264

ワルラス法則 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 17


